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第１章

人と人との絆を紡ぐまち
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

R3予算現額 項目名

1,252千円

R4予算現額

1,210千円

R3正規職員
人件費

2.25 人 実績

17,955千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

2.40 人 評価者

～ 19,205千円
松井まちづくりセンター長
吉川　泰央

R3予算現額 項目名

1,200千円

R4予算現額

1,200千円

R3正規職員
人件費

2.01 人 実績

16,040千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

2.01 人 評価者

～ 16,084千円
富岡まちづくりセンター長
粕谷紀夫

R3予算現額 項目名

1,223千円

R4予算現額

1,223千円

R3正規職員
人件費

1.00 人 実績

7,980千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

1.40 人 評価者

～ 11,203千円
小手指まちづくりセンター長
　　　　　　　　　　　小川　和彦

人と人との絆を大切にし、互いに支え合い助け合う
地域づくりを推進するため、地域づくり協議会に対
し、1年度当たり120万円を上限に、地域づくり協議
会活動支援交付金を交付するとともに、次の取組を
行う。
①地域づくり協議会活動への支援②自治会・町内
会等の地域コミュニティの支援③まちづくり活動の
人材育成④地域の公共的団体の育成・支援⑤地
域情報の提供⑥地域防災⑦地域住民の要望等の
処理・連絡調整

会年職
員等

5人

13,230人

新型コロナウィルス感染症の影
響が大きく、目標値には届かな
かった。
そうした中で、富岡地区文化祭、
各種スポーツ大会を感染防止対
策を施して実施することができ
た。

R4年度に改善した点
11 住み続けられるまちづ

くりを

令和２・３年度に中止となった富岡地区文
化祭について、展示スペースを限定し、会
場内の飲食を制限する等、感染症対策を
講じることで開催することができた。

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｃ

所沢市まちづくりセンター条例及び施行規則、所沢
市地域づくり協議会活動支援交付金交付要綱

17 パートナーシップで目
標を達成しよう

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①3,838人

②3事業

R4目標 R4実績

コロナ禍で中断されていた事業の再開に
あたり、地域住民が参加しやすい内容に
する等、見直しを進める。

R4その他職員
従事割合

13,891人 3,838人
地域づくり協議会の事業・
イベントを通して、富岡地
区の交流が図られ、地域
づくりに寄与した。

1,103千円

事業の目的及び具体的な内容

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業の目的及び具体的な内容
一
般

根拠法令

人と人との絆を大切にし、互いに支え合い助け合う
地域づくりを推進するため、地域づくり協議会に対
し、1年度当たり120万円を上限に、地域づくり協議
会活動支援交付金を交付するとともに、次の取組を
行う。
①地域づくり協議会活動への支援
②自治会・町内会等の地域コミュニティの支援
③まちづくり活動の人材育成
④地域の公共的団体の育成・支援
⑤地域情報の提供
⑥地域防災
⑦地域住民の要望等の処理・連絡調整

優先 自治事務
①地域住民の参加人数（支
援事業の延べ参加人数）
②地域づくり協議会活動支援
交付金交付対象事業数<交
付金の交付対象となった事業
数）

地域づくり支援事業への地域住民参加人数
「地域づくり協議会」の活動を支援することが目
的のため、地域づくり支援事業への地域住民参
加人数を指標とする。

地域づくり支援事業
（富岡）

根拠法令
R4決算額（見
込み）

678人

新型コロナウイルス感染症の行動制限が緩和さ
れ、多くの事業が再開しものの、規模を縮小、あ
るいは引き続き中止した事業があったため。

H29

期間
会年職
員等

5人

R5目標

14,585人

自治事務

R4その他職員
従事割合

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

525人

763人①５事業

②７６３人

R3目標

①地域づくり協議会活動支援
交付金対象事業数

②地域づくり支援事業への地
域住民の参加人数

地域づくり支援事業への地域住民参加人数

1,200千円

R4決算額（見
込み）

1,209千円

R3その他職員
従事割合

R3決算額

111

富岡
まち
づくり
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

新型コロナウイルス感染症や公
民館施設LED化及び空調設備改
修工事の影響で、参加人数が多
く見込める事業が中止となり、数
値目標の達成にはならなかっ
た。
そうしたなかでも、感染症防止対
策を講じながら、夏季セミナーや
夏季交流懇談会、新年祝賀会な
ど実施することができた。
また新規事業として、まついまつ
り2022を企画し開催し、とても好
評であった。

111

R3その他職員
従事割合

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

1,001千円

事業自体が貢献する項目

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R4)

成果

成果指標

目標設定の考え方・根拠

①地域づくり協議会の交付金対象事業数を基準とし
て、住民参加・人と人との絆、支え合う地域づくりへの
達成度を推し量るもの。

②地域づくり支援事業への参加人数を基準として、協
議会活動の趣旨普及や地域住民の理解の度合いを
推し量るもの。

R4年度に改善した点指標名

協議会で作製した「まついむら文化歴史・
自然環境遺産ガイドブック」について、地
区内外に配布するだけでなく、地区内の
中学校において、社会見学の参考資料と
して提供することができた。
新規事業として、まついまつり2022を企画
開催した。

B

新型コロナウイルス感染症や施設工事等
の影響で、まちづくり協議会主催・共催事
業が中止となり、参加人数を指標とした目
標の達成はならなかった。今後は、中止し
ていた部会の活動を再開させるなど、コロ
ナ禍前の状態に早く戻れるよう取り組んで
いく。

新型コロナウイルス感染症の影響により、松井
まちづくり協議会主催・共催の主要な事業（三世
代まつり・文化祭等）が中止となったり、敬老行
事について市統一の式典は実施しないことと
なったため、松井地区みんなで長生きを祝う会も
中止したことから、目標を達成することができな
かった。

R4目標 R4実績

5,825人

5,980人

R4目標値が未達成の理由・分析R3実績

R5目標

5,902人

17 パートナーシップで目
標を達成しよう

地域の団体やまちづくり協議
会等の活動を通して、地域住
民の安全安心なまちづくりを
支援した。令和4年度は、「自
転車による交通安全」をテー
マに地域セミナーを行い、交
通マナー等啓発を図った。

3 すべての人に健康と福
祉を

11 住み続けられるまちづ
くりを

0.6人

会年職
員等

0.6人

会年職
員等

111

小手
指ま
ちづ
くりセ
ン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

H29

松井
まち
づくり
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

優先

地域づくり支援事業
（松井）

期間

所沢市まちづくりセンター条例、所沢市まちづくりセンター条例施
行規則、所沢市地域づくり協議会活動支援交付金交付要綱

事務事業名称 事業概要（全体）

H29

所属
名称

優先 自治事務

事業の目的及び具体的な内容

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

人と人との絆を大切にし、互いに支え合い助け合う
地域づくりを推進するため、地域づくり協議会に対
し、1年度当たり120万円を上限に、地域づくり協議
会活動支援交付金を交付するとともに、次の取組を
行う。
①地域づくり協議会活動への支援②自治会・町内
会等の地域コミュニティの支援③まちづくり活動の
人材育成
④地域の公共的団体の育成・支援⑤地域情報の
提供⑥地域防災⑦地域住民の要望等の処理・連
絡調整

会年職
員等

1人

4,540人 1,839人

新型コロナの感染拡大により、事業の中止や参
加人数の制限等があったため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①2,863

②7

R4目標 R4実績

住民の文化、福祉の向上のため、また、安
全で安心なまちづくりを目指している。ま
た、住民の参加意欲を向上させられる事
業の実施が課題であることから、地域住
民のニーズを把握する仕組みを構築して
いく必要がある。

R4その他職員
従事割合

4,560人 2,863人
地域の河川等の清掃活動
を行うことにより、パート
ナーシップの向上が図ら
れ、また、住みやすい環境
に貢献した。

会年職
員等

1人

R5目標

B

本事業は、協議会の主体的な活
動を支援するため、住民の理解
と協力を得ながら進める必要が
あり、効果が現れるには時間が
かかるものと考えている。4年度
も3年度に引き続き、新型コロナ
ウイルスの感染拡大が収束され
なかったが、感染予防対策に配
慮しながら事業を行った。今後に
おいても、その状況を見ながら、
協議会の事業運営の支援を行
い、地域住民に魅力的な事業を
展開し、より多くの住民参加を
図っていく必要がある。

R4年度に改善した点
11 住み続けられるまちづ

くりを
1,223千円

①地域住民の参加人数

②地域づくり協議会活動支援
交付金交付対象事業数

地域づくり支援事業への地域住民参加人数

地域づくり協議会は、住民の参加と協働により地
域内の課題解決に向けた取り組みを行う組織で
あり、その活動に対して交付金を交付している。
この交付金を活用して多くの住民参加により、住
民相互の親睦を図ると共に文化・福祉の向上を
目的としている。

災害時、まちづくりセンターは、災害対策
支部に位置付けられており、その役割を
担うと共に、その他の避難所として指定さ
れている。このため災害時において、避難
者が発生した場合の対応として、昨年度、
毛布等を整備したところであるが、避難者
の健康管理に資するものとして、非常食な
どの備蓄を行った。
また、防災用ﾍﾙﾒｯﾄを整備することで、災
害復旧活動等の安全確保を図った。地域づくり支援事業

（小手指）

根拠法令
R4決算額（見
込み） 17 パートナーシップで目

標を達成しよう所沢市まちづくりセンター条例施行規則、所沢市地
域づくり協議会活動支援交付金交付要綱

1,223千円

R3その他職員
従事割合

計画
コード

4,580人
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が貢献する項目

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R4)

成果

成果指標

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

計画
コード

R3予算現額 項目名

1,226千円

R4予算現額

1,226千円

R3正規職員
人件費

1.60 人 実績

12,768千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

1.60 人 評価者

～ 12,803千円
山口まちづくりセンター長
粕谷　広和

R3予算現額 項目名

65千円

R4予算現額

65千円

R3正規職員
人件費

2.00 人 実績

15,960千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

2.00 人 評価者

～ 16,004千円
吾妻まちづくりセンター長
深谷　康博

R3予算現額 項目名

1,216千円

R4予算現額

1,216千円

R3正規職員
人件費

1.13 人 実績

9,017千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

1.30 人 評価者

～ 10,403千円
柳瀬まちづくりセンター
センター長　荒井　直樹

優先 自治事務 1,226千円

①地域住民の参加人数

②所沢市地域づくり協議会活
動支援交付金対象事業数

③

地域づくり支援事業への地域住民の参加人数
住民参加と協働による地域課題の解決ならびに
安全・安心な地域づくりを進めるための事業を実
施する。

引き続いて、新型コロナウイルス感染拡大
というこれまで経験したことのない状況の
中、地域住民の理解も得ながら柔軟な対
応により事業を実施した。

地域づくり支援事業
（山口）

根拠法令
R4決算額（見
込み）

所沢市まちづくりセンター条例施行規則、所沢市地
域づくり協議会活動支援交付金交付要綱

1,226千円

事業の目的及び具体的な内容
R3その他職員
従事割合

111

山口
まち
づくり
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

H29

人と人との絆を大切にし、互いに支え合い助け合う
地域づくりを推進するため、地域づくり協議会に対
し、1年度あたり120万円を上限に地域づくり協議会
活動支援交付金を交付するとともに、次の取組みを
行う。①山口まちづくり協議会活動への支援②自治
会・町内会等の地域コミュニティの支援③まちづくり
活動の人材育成④地域の公共的団体の育成・支
援⑤地域情報の提供⑥地域防災⑦地域住民の要
望等の処理・連絡調整

会年職
員等

1.13人

12,000人 4,788人

目標値は達成できなかったが、新型コロナウイ
ルス感染防止対策が継続する中、3年ぶりに実
施された自主防災訓練に積極的に地域住民が
参加したことは、地域における防災意識の高さ
が伺える。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①11,482人

②11事業

③

R4目標 R4実績

コロナ禍を経験し、見えてきたことや気づ
かされたことなど、「新たな生活様式」の実
践を踏まえつつ、今後も地域づくり推進活
動をしていく。

R4その他職員
従事割合

12,000人 11,482人

人と人との絆を大切にし、
互いに支え助け合う地域
づくりを推進した。会年職

員等
1.13人

R5目標

B

コロナ禍の中で事業縮小はやむ
を得ないものであったが、感染予
防を徹底し工夫しながら事業を
推進したことは、今後の活動に
繋がっていくと考える。

R4年度に改善した点
11 住み続けられるまちづ

くりを

優先 自治事務 52千円
①公共的団体の支援事業

②地域づくり協議会活動支援
交付金対象事業数

③地域づくり協議会の設立に
向けての会議開催数

地域づくり支援事業への地域住民の参加人数
地域コミュニティ、公共的団体等への支援及び
地域づくり協議会設立を目標とする。

吾妻地区では、所沢駅西口土地区画整理、飯
能所沢線第３工区、北秋津・上安松区画整理
事業等の公共工事の諸問題の解決に向け関
係団体と検討を進め、地域住民への情報共有
と安全対策に務めた。
吾妻地区関係団体報告会では地区内３０団体
７２名の参加により、各団体の活動現状や抱え
ている課題を報告することにより、団体間の現
状と課題について意見交換を行う良い機会を
となった。地域づくり支援事業

（吾妻）

根拠法令
R4決算額（見
込み）

所沢市まちづくりセンター条例施行規則、所沢市地
域づくり協議会活動支援交付金交付要綱

57千円

事業の目的及び具体的な内容
R3その他職員
従事割合

111

吾妻
まち
づくり
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

H29

地域コミュニティの醸成を図るため、地域の意向を
踏まえながら地域づくり協議会の設立に向けた支
援を行うとともに、自治会・町内会等の地域コミュニ
ティの支援や、地域づくりを担う人材の育成、まちづ
くりセンターにおける地域情報の発信などの地域づ
くりの支援に取り組む。
①地域づくり協議会の設立及び活動への支援②自
治会・町内会等の地域コミュニティの支援③まちづ
くり活動の人材育成④地域の公共的団体の育成・
支援⑤地域情報の提供⑥地域防災⑦地域住民の
要望等の処理・連絡調整

会年職
員等

0人

17,200人 26,328人 地域コミュニティ、公共的団体等への支援事業
については、コロナが終息の方向に向かってき
たことから、縮小事業もあったが、ほぼコロナ禍
前の事業を行うことにより目標を達成することが
できた。
一方、地域づくり協議会の設立については、そ
の役割や重要性について情報提供をする機会
をいただくことができるよう、地域の方とのコミュ
ニケーションを図り地域から信頼され、なんでも
相談できるような土壌を構築している段階であ
る。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①51回

②0回

③0回

R4目標 R4実績 所沢駅西口土地区画整理、飯能所沢線第
３工区、北秋津・上安松区画整理事業等
の公共工事について、住民の安全対策な
ど地域の諸問題の解決に向けた更なる分
析・検討を進める。
地域づくり協議会設立については、地域か
ら信頼され情報提供する機会をいただくこ
とができるように取り組んでいく。

R4その他職員
従事割合

17,200人 34,056人 文化祭において、小学生から
高校生、航空専門学校の生
徒まで、SDGｓの取り組みに
対する啓発ポスターを募集
し、応募者の中から優れたポ
スターの作成者を当日表彰し
た。

会年職
員等

0人

R5目標

Ｂ

コロナが終息の方向に向かって
きたという状況もあり、地域コミュ
ニティ、公共的団体等への支援
事業、地域の課題解決に向け、
各種団体との連携強化を進め、
地域住民の関心の高い地域情
報については提供を行った。
地域づくり協議会の設立につい
ては、引き続き、地域の特性や
歴史的背景、現在の活動状況等
を尊重しながら、地域の意向を
踏まえ、地域づくり協議会の役割
や重要性について情報提供する
機会を開催したいと考えている。

R4年度に改善した点
11 住み続けられるまちづ

くりを

優先 自治事務 1,200千円
①地域住民の参加人数（支
援事業の延べ参加人数）

②地域づくり協議会活動支援
交付金対象事業数

地域づくり支援事業への地域住民の参加人数
協議会に係る事業数を基準として、住民参加・人
と人との絆・支え合う地域づくりへの達成度を推
し量るもの。

柳瀬スタンプラリーのスタンプ設置箇所を
2箇所増設し13箇所にしたことにより、柳瀬
地区の魅力あるスポットをより多く巡ること
ができ人々の交流が生まれた。
また、環境講座を実施し、市が目標として
掲げる2050年までにCO2排出量実質ゼロ
を目指す取り組みである「ゼロカーボンシ
ティ」実現に向けた市の取り組みや各自が
ライフスタイルを改める必要があることを
学んだ。地域づくり支援事業

（柳瀬）

根拠法令
R4決算額（見
込み）

所沢市まちづくりセンター条例施行規則、所沢市地
域づくり協議会活動支援交付金交付要綱

1,209千円

事業の目的及び具体的な内容
R3その他職員
従事割合

111

柳瀬
まち
づくり
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

H29

人と人との絆を大切にし、互いに支え合い助け合う
地域づくりを推進するため、地域づくり協議会に対
し、1年度当たり120万円を上限に、地域づくり協議
会活動支援交付金を交付するとともに、次の取組を
行う。
①地域づくり協議会活動への支援②自治会・町内
会等の地域コミュニティの支援③まちづくり活動の
人材育成④地域の公共的団体の育成・支援⑤地
域情報の提供
⑥地域防災 ⑦地域住民の要望等の処理・連絡調
整

会年職
員等

0.4人

6,600人 655人

新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため、
予定していた戦国滝の城まつり等の行事が中止
となったため、達成できなかった。

①645人

②8事業

R4目標 R4実績

まちづくり協議会として、地域コミュニティ
の推進を図ることを目的としたよりよい事
業が展開できるよう、各部会を中心とし地
域情報の提供及び人材育成に力を入れ
支援していく必要がある。

R4その他職員
従事割合

6,700人 645人
地域づくり協議会の活動
を通じて、地域の団体や
地域住民のコミュニティ推
進を支援した。

会年職
員等

0.4人

R5目標

Ｂ

地域課題の解決に向けて、まち
づくり協議会の活動がより活発
になってきた。部会を構成する団
体同士の情報共有や、意識の醸
成が進んだことが、理由として挙
げられる。
スタンプラリー、環境講座の事業
を通して、地域の魅力を理解す
ることや、市が目指す取り組み
の実施することで、市民それぞ
れのライフスタイルを考える機会
となった。

R4年度に改善した点
11 住み続けられるまちづ

くりを

目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

17,200人

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

12,000人

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

6,800人

R3決算額 指標名
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が貢献する項目

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R4)

成果

成果指標

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

計画
コード

R3予算現額 項目名

1,220千円

R4予算現額

1,220千円

R3正規職員
人件費

0.90 人 実績

7,182千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

1.00 人 評価者

～ 8,002千円
三ケ島まちづくりセンター長
村中　慎児

R3予算現額 項目名

1,208千円

R4予算現額

1,200千円

R3正規職員
人件費

2.75 人 実績

21,945千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

2.75 人 評価者

～ 22,006千円 新所沢まちづくりセンター長　廣谷貴紀

R3予算現額 項目名

1,253千円

R4予算現額

1,253千円

R3正規職員
人件費

2.65 人 実績

21,147千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

2.75 人 評価者

～ 22,006千円
新所沢東まちづくりセンター
センター長　新井　浩嚴

111

三ケ
島ま
ちづ
くりセ
ン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

H29

R5目標

A

新型コロナウイルス感染症によ
る影響は少なからずあるもの
の、感染症対策を講じて事業を
実施することができた。また、貸
し出し用に模擬店用品を購入し、
自治会・町内会で実施するお祭
り等のイベントの活性化を図り、
地域コミュニティの支援を行っ
た。
今後もまちづくり協議会を地域に
浸透するべく、地域に密着した事
業を実施し、活動内容等を広くア
ピールするとともに、まちづくり活
動の人材育成と団体等への活動
支援に努める。

R4年度に改善した点
11 住み続けられるまちづ

くりを
優先 自治事務 1,220千円

①地域づくり協議会活動支援
交付金交付対象事業数（交
付金の受給対象となった事業
数）

②地域住民の参加人数（支
援事業の延べ人数）

地域づくり支援事業への地域住民の参加人数
地域コミュニティの充実度を計る指標として、第６次総
合計画の事業目標に掲げられていることから認定。

県や市からの交付金を活用して、地域課
題の解決に向けた事業や地域の活性化を
目的とした機材等の購入を実施することが
できた。

地域づくり支援事業
（三ケ島）

根拠法令
R4決算額（見
込み） 17 パートナーシップで目

標を達成しよう所沢市まちづくりセンター条例施行規則、所沢市地
域づくり協議会活動支援交付金交付要綱

1,219千円

事業の目的及び具体的な内容
R3その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

5,000人

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績

111

新所
沢東
まち
づくり
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

H29

事業の目的及び具体的な内容

人と人との絆を大切にし、互いに支え合い助け合う
地域づくりを推進するため、地域づくり協議会に対
し、1年度当たり120万円を上限に交付する地域づく
り協議会活動支援交付金等を活用するとともに、次
の取組を行う。①地域づくり協議会活動への支援
②自治会・町内会等の地域コミュニティの支援③ま
ちづくり活動の人材育成④地域の公共的団体の育
成・支援⑤地域情報の提供⑥地域防災⑦地域住
民の要望等の処理・連絡調整

①18事業

②5,637人

R4目標 R4実績

R4その他職員
従事割合

11,000 5,637

人と人との絆を大切にし、互いに支え合い助け合う
地域づくりを推進するため、地域づくり協議会に対
し、1年度当たり120万円を上限に、地域づくり協議
会活動支援交付金を交付するとともに、次の取組を
行う。
①地域づくり協議会活動への支援②自治会・町内
会等の地域コミュニティの支援③まちづくり活動の
人材育成④地域の公共的団体の育成・支援⑤地
域情報の提供⑥地域防災⑦地域住民の要望等の
処理・連絡調整

会年職
員等

0人

9,000人 5,627人

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①８事業

②13,215人

R4目標 R4実績

自治会加入率の低下及び、自治会未加入
の若年層が増加している。また、三ケ島ま
ちづくり協議会の活動に対する周知のた
め、広報紙を通じて、魅力ある自治会活動
を発信していく。

R4その他職員
従事割合

9,000人 13,215人 地域住民の要望等への対
応、コミュニティ団体の連
絡調整に加えて、様々な
団体と協働により、まちづ
くり推進に向けた活動に貢
献した。

会年職
員等

0人

R4年度に改善した点
11 住み続けられるまちづ

くりを
優先 自治事務 974千円

①地域づくり協議会活動支援
交付金交付対象事業数

②地域づくり支援事業への地
域住民の参加人数

地域づくり支援事業への地域住民参加人数

新所沢東地区の住民が自分たちの「まち」を常に見つ
め直し、かつ幅広い年代の人たちが地域活動の中で
交流を深め、助け合い、安全・安心な「まち」づくりを目
指しているため、地域住民の参加人数を指標とする。

コロナウイルス感染症対策を徹底しながら
事業を実施した。

地域づくり支援事業
（新所沢東）

根拠法令
R4決算額（見
込み）

所沢市まちづくりセンター条例施行規則、所沢市地
域づくり協議会活動支援交付金交付要綱

1,253千円

事業の目的及び具体的な内容
R3その他職員
従事割合

【目的】
人と人との絆を大切に、互いに支え合い助け合う地
域づくりを推進するため、地域づくり協議会に対し、
１年度当たり120万円を上限に、地域づくり協議会
活動支援交付金を交付するとともに、次の取組を行
う。
【内容】
①地域づくり協議会活動への支援②自治会・町内
会等の地域コミュニティの支援③まちづくり活動の
人材育成④地域の公共的団体の育成・支援⑤地
域情報の提供⑥地域防災⑦地域住民の要望等の
処理・連絡調整

会年職
員等

0人

5,000人 1,261人

コロナウイルス感染予防対策により各種事業や
イベントが縮小開催及び中止となったため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①9事業

②2,615人

R4目標 R4実績

しんとこイーストネットの地域団体の活動
をはじめ、新所沢東地区の情報を、セン
ター便り、ところざわほっとメール、HP、
SNS等を活用し、幅広い年代の人たちに
事業（イベント）に参加してもらえるよう発
信していく。

R4その他職員
従事割合

5,000人 2,615人

コロナ禍においてできる範
囲で事業を実施し、地域
住民の交流を図った。会年職

員等
0人

R5目標

B

令和4年度もコロナウイルス感染
症の影響により、多くの事業（イ
ベント）が中止を余儀なくされ、
人々の交流が思うようにできな
かった。しかしながら、コロナ禍
においても、対策を講じることで
実施できたイベントも多々あっ
た。
今後も基本的な対策は講じなが
ら多くの事業を展開し、地域にお
ける交流を継続していく必要が
ある。

R4決算額（見
込み）

1,200千円

R3その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

11,000

会年職
員等

0人

11,000 2,351

徐々にコロナ禍前の事業数に戻ってきている
が、いくつかの事業が中止（新所沢地区運動会
等）になったことや、開催規模の縮小や参加人
数が制限されたため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

引き続き、地域団体の自主性を尊重し、そ
の活動の側面的支援を行っていく。

令和元年度より継続する
「駅前噴水イルミネーショ
ン」を実施し、多くの方々
から喜ばれた。

会年職
員等

0人

R5目標

Ｂ

地域づくりについては、リーダー
の世代交代や、主体的に地域活
動に参加する住民を継続的に増
やしていく必要があるなど対応
すべき課題が幅広く、かつ長期
的である。単年度の目標達成が
すなわち目的達成とならないこと
に留意し、本事業を発展させた
い。

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を

9,000人

R4目標値が未達成の理由・分析

111

新所
沢ま
ちづ
くりセ
ン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

H29

優先 自治事務 1,200千円

①地域づくり協議会活動支援
交付金交付対象事業数
　
②地域づくり支援事業への地
域住民の参加人数

地域づくり支援事業への地域住民の参加人数
地域づくり協議会への支援により、地域活動へ
の住民参加人数を指標とする。 地域づくり協議会の主催事業の発展のた

めの助言を行い、事業を充実させた。

地域づくり支援事業
（新所沢）

根拠法令
11 住み続けられるまちづ

くりを所沢市まちづくりセンター条例施行規則、所沢市地
域づくり協議会活動支援交付金交付要綱
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が貢献する項目

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R4)

成果

成果指標

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

計画
コード

R3予算現額 項目名

1,210千円

R4予算現額

1,210千円

R3正規職員
人件費

1.90 人 実績

15,162千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

1.50 人 評価者

～ 12,003千円
所沢まちづくりセンター長　金子
敦

R3予算現額 項目名

1,200千円

R4予算現額

1,200千円

R3正規職員
人件費

1.50 人 実績

11,970千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

1.37 人 評価者

～ 10,963千円
並木まちづくりセンター長
川原　　利和

R3予算現額 項目名

13,568千円

R4予算現額

22,000千円

R3正規職員
人件費

1.15 人 実績

9,177千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

1.20 人 評価者

～ 9,602千円 防犯交通安全課長　足立　啓

21,500人

R3目標

111

所沢
まち
づくり
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

H29

優先 自治事務 1,210千円

①支援事業への地域住民の
参加人数

②地域づくり協議会活動支援
交付金交付対象事業数

地域づくり支援事業への地域住民の参加人数
地域づくりを推進するために、地域組織の活性化を図
ることを目的として、公共的団体の実施する事業への
地域住民の参加人数を指標とする。

防災連携体制整備事業として、災害時の
初動体制整備に向け「防災連携体制整備
事業計画」を策定するとともに、「災害時安
否確認キット」を作成し、地区内の全世帯
への配布を開始した。

地域づくり支援事業
（所沢）

根拠法令
R4決算額（見
込み） 16 平和と公正をすべての

人に所沢市まちづくりセンター条例施行規則、所沢市地
域づくり協議会活動支援交付金交付要綱

1,210千円

事業の目的及び具体的な内容
R3その他職員
従事割合

R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

111

並木
まち
づくり
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

H29

人と人との絆を大切にし、互いに支え合い助け合う
地域づくりを推進するため、地域づくり協議会等地
域団体の支援を行うとともに、次の取組を行う。
①地域づくり協議会の活動への支援②自治会・町
内会等の地域コミュニティの支援③まちづくり活動
の人材育成④地域の公共的団体の育成・支援⑤
地域情報の提供⑥地域防災⑦地域住民の要望等
の処理・連絡調整

会年職
員等

0人

21,400人 10,878人

幾つかの事業は再開できた一方で、新型コロナ
ウイルスの状況下で、実施できなかった事業も
まだあることが影響していると思われる。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①18,587人

②7件

R4目標 R4実績
防災連携体制整備事業で協議している
「防災連携体制整備事業計画」は長期計
画を想定しているため、所沢地区自主防
災訓練などで試行、実践し、机上の計画で
はなく、実行性が担保され、効果的な計画
になるよう検討していく必要があると考え
る。

R4その他職員
従事割合

21,450人 18,587人
地域づくり協議会の活動
を通じて、地域の紹介や
地域住民の安全・安心な
街づくりを支援した。

会年職
員等

0人

R5目標

Ｂ

新型コロナウイルスの状況下と
いう制約がありながらも、地域福
祉事業の「まちかど保健室」の開
催、および防災連携体制整備事
業の「災害時安否確認キット」の
作成を実施できたことは、人と人
との絆を大切にし、互いに助け
合う地域づくりの推進において、
大きな意義があったものと考え
る。

R4年度に改善した点
11 住み続けられるまちづ

くりを

優先 自治事務 1,200千円

①地域づくり協議会活動支援
交付金交付の対象事業

②地域づくり支援事業への地
域住民の参加人数

地域づくり支援事業への地域住民の参加人数
多くの地域住民が参加できる等、地域コミュニティの
活性化の一助となる事業を行う。

所沢市地域づくりガイドラインに基づく「見
える化シート」を地域住民自ら作成し、地
域の課題や将来像を明確にしたことは大
きな成果であり、今後のまちづくり協議会
を中心とした地域コミュニティの推進に期
待が持てる。

地域づくり支援事業
（並木）

根拠法令 所沢市まちづくりセンター条例
R4決算額（見
込み） 11 住み続けられるまちづ

くりを所沢市まちづくりセンター条例施行規則、所沢市地
域づくり協議会活動支援交付金交付要綱

1,200千円

事業の目的及び具体的な内容
R3その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

111

防犯
交通
安全
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

R2

人と人との絆を大切にし、互いに支え合い助け合う
地域づくりを推進するため、地域づくり協議会に対
し、1年度当たり120万円を上限に、地域づくり協議
会活動支援交付金を交付するとともに、次の取組を
行う。
①地域づくり協議会活動への支援②自治会・町内
会等の地域コミュニティの支援③まちづくり活動の
人材育成
④地域の公共的団体の育成・支援⑤地域情報の
提供
⑥地域防災⑦地域住民の要望等の処理・連絡調
整

会年職
員等

0人

8,300人 2,773人

地域住民を対象にしたイベント、後援事業を実
施したが、コロナ禍でもあったことから参加人数
が伸びなかったと考えられる。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①24事業

②5,843人

R4目標 R4実績

地域の住民と共に課題を共有し、解決策
を見出すことで住みやすい地域づくりに繋
げていく。今後も自主的な活動が推進でき
るよう組織を整えていく。

R4その他職員
従事割合

8,300人 5,843人

地域にとっての健康維持、
環境美化、生きがい等の
向上に寄与した。会年職

員等
0人

R5目標

Ｂ

並木まちづくり協議会として、学
校菜園プロジェクトや健康づくり
講座の実施、スポーツ事業、ハ
ロウィンイベントの復活を後援、
所沢中央高校と連携した事業の
実施を通して、地域活性化の推
進が図られた。

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を

会年職
員等

0人

R5目標

A

条例の目的を達成するために市
職員及び委託警備員による巡回
指導を行った結果、過年度と比
較して市長への手紙の件数が減
少した。
今後もこの効果を維持するため
に活動を継続していく。

R4年度に改善した点
11 住み続けられるまちづ

くりを
優先 自治事務 13,513千円

①口頭指導件数

②書面指導件数

③勧告件数

プロペ通りにおける客引き行為等に対する市長
への手紙による苦情の件数

客引き行為等で通行の支障や迷惑を被り、また、恐
怖を感じるなどした市民等が市へ意見を伝える手段
の一つとして市長への手紙があることから、この件数
を指標とする。

・パレードの実施
・職員による啓発活動（30回）
・客引き行為等防止パトロールマニュアル
の作成
・次年度から商店街、警察と共に月１回の
啓発活動の実施を決定

所沢市客引き対策
事業

根拠法令
R4決算額（見
込み）

所沢市客引き行為等の禁止に関する条例 21,945千円

事業の目的及び具体的な内容
R3その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

客引き行為等を禁止することで、市民等が安心して
通行することができる快適な環境を確保するととも
に、健全な事業活動の発展に寄与することを目的と
する。
①市職員や委託警備員による巡回警備・指導を行
う
②事業者や市民等に対して、条例の目的や禁止行
為等を広く周知啓発する

会年職
員等

0人

10 5

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①１５７件

②３件

③０件

R4目標 R4実績

路上での客引きに対する巡回指導を継続
するとともに、地元商店会に対しパトロー
ルマニュアルに基づいた講習を実施し、共
に商店街におけるパトロール活動を実施
する。

R4その他職員
従事割合

6 1

積極的な啓発活動により、
安心して通行ができる環
境づくりに貢献した。

2

8,300人

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が貢献する項目

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R4)

成果

成果指標

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

計画
コード

R3予算現額 項目名

58,377千円

R4予算現額

59,701千円

R3正規職員
人件費

1.08 人 実績

8,618千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

1.10 人 評価者

～ 8,802千円
地域づくり推進担当参事
佐藤　尊之

R3予算現額 項目名

9,000千円

R4予算現額

10,500千円

R3正規職員
人件費

0.59 人 実績

4,708千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.48 人 評価者

～ 3,841千円
地域づくり推進担当参事
佐藤　尊之

R3予算現額 項目名

1,880千円

R4予算現額

5,425千円

R3正規職員
人件費

1.82 人 実績

14,524千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

2.10 人 評価者

～ 16,804千円
地域づくり推進担当参事
佐藤　尊之

優先 自治事務

自治会等応援事業

根拠法令

所沢市地域がつながる元気な自治会等応援条例

事業の目的及び具体的な内容

優先 自治事務

コミュニティ活動推進
事業

根拠法令

所沢市コミュニティ活動推進事業実施要綱・所沢市
コミュニティ活動推進事業補助金交付要綱　他

事業の目的及び具体的な内容

- 自治事務

所沢市民フェスティ
バル開催支援事業

根拠法令

所沢市民フェスティバル実行委員会補助金交付要
綱

事業の目的及び具体的な内容

R3その他職員
従事割合

95,320世帯

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

112

地域
づくり
推進
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

S56

17 パートナーシップで目
標を達成しよう安心して快適に暮らせる地域社会を実現するため

に、地域で重要な役割を担う自治会等の活動支援
や、報奨金の交付を行うとともに、地域住民の自治
会等への加入と参加を促進するために、自治会等
の活動のPR、転入者への働きかけなどを行う。

会年職
員等

1人

98,100世帯 96,352世帯

令和3年度に前年比約600世帯減となり、令和4
年度は前年比約1100世帯減となった。新型コロ
ナウイルス感染症の影響により加入促進活動が
思うように出来なかったことが要因と考えられ
る。
また、減少し続けている加入世帯数をコロナウイ
ルス流行前の数値を目標に今後の見直しを行っ
た。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①８人・３会場（事業中止が多
かったため）

②32件

R4目標 R4実績
加入率の分母となる市全体の世帯数は増
加し続ける一方で、加入世帯が減少する
と大幅に加入率が下がってしまう。引き続
き、自治会・町内会の重要性について
様々な機会に幅広く周知するとともに加入
促進事業を自治会・町内会等と連携しな
がら実施していく。

R4その他職員
従事割合

98,200世帯 95,209世帯 コロナ禍において、活動が
行事の中止など続く中、先
進事例等含め今できるこ
とを考え、自治会・町内会
を支援し、地域コミュニティ
の醸成に貢献した。

会年職
員等

1人

R5目標

Ｂ

自治会町内会は、地域の課題解
決に取り組むと同時に、住民の
住みよい暮らしやまちづくりのた
めに重要な役割を担っている。
昨年度は、自治連合会との共催
による事業を実施したが、加入
率の増加には繋げることができ
なかった。引き続き、転入者や転
居者へ不動産事業者の協力に
よる働きかけのほか、自治会・町
内会の重要性の周知に努める。

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
55,323千円 ①自治会・町内会応援団

　（派遣のべ人数・派遣会場）

②加入促進パンフレット付属
のはがき、電話等での自治会
問い合わせ件数

自治会加入世帯数
自治会・町内会への加入と参加の促進及び活動
を支援することで得られる結果が自治会加入世
帯数

所沢市自治連合会との共催で加入促進ポ
スター展を開催し、自治会活動の周知に
努めた。また、3年ぶりに結成した「自治
会・町内会応援団」も新型コロナウイルス
の影響で、夏祭りのも制限されたが、工夫
をしながら活動を再開した。

R4決算額（見
込み） 11 住み続けられるまちづ

くりを
56,574千円

8,500千円

①集会施設建設事業
　（※増改築を含む）

②集会施設修繕事業

③集会施設緊急修繕事業

補助対象事業数
支援希望のある修繕に対し、計画的に対応するた
め、補助対象事業数を目標とした。

建設や修繕等に関する相談が多数寄せら
れていることから、自治会・町内会へ各集
会施設の現況を確認し、準備状況や緊急
性、重要性などを踏まえて、柔軟な対応を
行った。

R4決算額（見
込み） 11 住み続けられるまちづ

くりを
9,317千円

R3その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

5件

112

地域
づくり
推進
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

H3

112

地域
づくり
推進
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

S55

17 パートナーシップで目
標を達成しよう地域住民の心のふれあいや交流の場、活動の拠

点となる集会施設の建設や修繕などに補助金の交
付を行い、整備された集会施設により、これまで以
上に地域が一体となり、安全で安心して住み続ける
ことができるまちづくり、地域課題の把握や解決、
自主的なコミュニティ活動を活発に目指す。

会年職
員等

1人

4件 5件

目標達成済み

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①０件

②5件

③2件

R4目標 R4実績

自治会・町内会施設の老朽化に伴い多く
の自治会・町内会より相談を受けることが
多くなった。　近隣市町村や他自治体の事
例などを参考に助成方法について研究し
ていく。

R4その他職員
従事割合

5件 7件
地域活動の拠点整備を通
して、地域コミュニティの醸
成と住みやすい環境整備
へ貢献した。

会年職
員等

1人

R5目標

A

修繕の相談から実施までに年数
がかかるという課題はあるが、潤
沢とは言えない自治会・町内会
の予算規模では、集会施設の建
設・修繕に対する補助への要望
が多い状況である。修繕につい
て令和４年度は、概ね計画どお
り実施できた。
また、緊急修繕にも柔軟に対応
できた。

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を

会年職
員等

1名

R5目標

Ａ

　新型コロナウイルス感染症の
影響により3年ぶりの開催となっ
たが、飲食スペースの確保や消
毒液の設置など、来場者の安
全・安心に配慮した感染症対策
を行った。
　また、設営・警備・清掃につい
ては業務委託を行い、運営にお
いては警察・消防などの協力を
得ることで会場内外における来
場者の安全確保に努めた。
　これにより、2日間で30万人の
来場者をむかえ、盛況のうちに
終えることができた。

R4年度に改善した点

12 つくる責任　つかう責任

1,824千円

①実行委員数

②参加団体数

③来場者数

来場者数

市民フェスティバルは、市民の心のふれあいや
連帯感を高めること、所沢の魅力を発信すること
を目的としている。指標は過去の開催の来場者
数をもとに算出している。

当日の運営や翌日の清掃活動、チラシの
デザインなどについて、秋草学園短期大
学、クラーク記念国際高等学校、わせがく
高等学校、所沢中央高校、所沢市少年
サッカー連盟など市内の高校・大学・団体
と連携し、イベントを実施した。

R4決算額（見
込み）

14 海の豊かさを守ろう

5,255千円

R3その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

20万人

17 パートナーシップで目
標を達成しよう所沢市最大級のイベントである市民フェスティバル

は、実行委員会の運営により、来場者や出展者の
心のふれあいやコミュニティの醸成を図るための場
の提供により、所沢市の様々な魅力を発信する参
加型イベントとして開催している。市は、その開催支
援として運営費の一部を補助金として交付するとと
もに、実行委員会の事務局となり、事業の円滑な推
進を図っている。それにより、市の関係部署、関係
団体が多数参加するイベントとして、他に類を見な
い事業に発展した。

会年職
員等

1名

20万人
0人（開催中止のた
め）

目標達成済み

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①33名

②386団体

③30万人
　１日目：14万人
　2日目：16万人

R4目標 R4実績 　市民フェスティバルは、多数の団体が参
加する市内最大級のイベントであるが、人
件費の上昇や物価の高騰により財政的な
課題を抱えている。
　事業継続のため、積み重ねてきたイベン
トの魅力を残しつつ、収入の確保、支出の
削減について検討していく必要がある。こ
れらの解決に向け、実行委員会で検討を
行っていく。

R4その他職員
従事割合

15万人 30万人
・プラスチックごみ削減の
ため、販売・頒布時のプラ
容器・スプーン・フォーク・
レジ袋などの使用を禁止
した。
・市内の学校・団体に当日
ボランティアの協力を得
た。
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が貢献する項目

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R4)

成果

成果指標

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

計画
コード

R3予算現額 項目名

13,200千円

R4予算現額

13,200千円

R3正規職員
人件費

0.68 人 実績

5,426千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.76 人 評価者

～ 6,082千円
地域づくり推進担当参事
佐藤　尊之

R3予算現額 項目名

9,095千円

R4予算現額

9,618千円

R3正規職員
人件費

1.36 人 実績

10,853千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

1.23 人 評価者

～ 9,842千円
地域づくり推進担当参事
佐藤　尊之

R3予算現額 項目名

102,409千円

R4予算現額

111,925千円

R3正規職員
人件費

1.37 人 実績

10,933千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

1.53 人 評価者

～ 12,243千円
地域福祉センター担当参事
　　菅原　聖二

優先 自治事務

地域集会施設維持
管理費補助事業

根拠法令

所沢市地域集会施設維持管理費補助要綱

事業の目的及び具体的な内容

優先 自治事務

市民活動支援事業

根拠法令

所沢市市民活動支援センター条例・所沢市市民活
動総合補償制度取扱要綱ほか

事業の目的及び具体的な内容

優先 自治事務

こどもと福祉の未来
館管理運営事業

根拠法令

こどもと福祉の未来館条例・所沢市地域福祉セン
ター規則

事業の目的及び具体的な内容

R3その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

180団体

112

地域
づくり
推進
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

H5

17 パートナーシップで目
標を達成しよう市内各地で展開されているコミュニティ活動を促進

するため、地域住民の心のふれあいの場として自
治会等が管理・運営する地域集会施設の維持管理
費及び施設を所有しない自治会等が利用する会議
室等の借上料について、毎年度、予算の範囲内に
おいて補助金を交付し、自治会・町内会活動を支援
する。

会年職
員等

1人

－ 179団体

目標達成済み

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①171件　11,479,000円

②19件　　　　760,000円

③8件　　 　　　49,000円

R4目標 R4実績

自治会側の申請の手間を省けるように工
夫する。手引き等の記載について、よりわ
かりやすい手引きの作成に努める。

R4その他職員
従事割合

175団体 179団体
地域活動に関する拠点の
使用について補助をする
ことにより、地域のつなが
りを強化することができ
た。

会年職
員等

1人

R5目標

A

令和4年度は、補助金として積算
していた目標数に対して、申請
実数は上回った結果となった。

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
12,248千円 ①集会施設の維持管理費

交付団体数

②集会施設の借地料・借家
料　交付団体数

③会議室借り上げ料　交付団
体数

補助対象団体数
自治会・町内会が自らの活動の場を確保出来た
団体の数と捉えられるため、それを目標値とし
た。

新型コロナウイルス感染予防対策で購入
した消耗品等、集会施設に設置したイン
ターネット設備の回線料を新たに補助対
象とした。

R4決算額（見
込み） 11 住み続けられるまちづ

くりを
12,288千円

8,067千円
市民活動支援センターの利
用者数
①ミーティングルーム等の設
備の利用者数
②主催事業の来場者数
③市民活動支援講座の参加
者数

市民活動支援センターの利用者数
市民活動の支援、促進を図ることが事業目的で
あることから、市民活動支援センターの利用者
数を指標とした。

令和4年11月より、市民活動支援センター
の登録団体同士の情報交換の場を増や
し、交流を深めることができるように、月1
回の懇親会の場を設けた。定例会よりも
近い距離で交流でき、会話がはずむた
め、登録団体同士のイベントのコラボレー
ションが実現するなど、施設外での成果も
形に残すことができている。

R4決算額（見
込み）

8,740千円

R3その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

3,640 人

113

地域
づくり
推進
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

H21

121

地域
福祉
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

H28

市民による自主的で公益性のある活動を支援、促
進する。主な活動は①ミーティングコーナー・印刷
機等の貸出やパンフレット等の配架による情報提
供による登録団体の支援②市民活動支援講座、登
録団体との協働による事業の実施及び地縁型コ
ミュニティとテーマ型コミュニティとの連携に向けた
環境整備の促進③市民活動総合補償制度により
市民の公益的な活動等における事故を補償④アダ
プト・プログラム制度の周知・啓発⑤市ホームペー
ジ、市民活動支援システム、季刊誌を通じて情報提
供や周知・啓発

会年職
員等

2人

3,580 人 2,133 人

新型コロナウイルスをきっかけとする活動停止
や感染拡大時期の活動自粛の影響の他、こども
と福祉の未来館に利用者が流れていることも考
えられる。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

2,578人
①1,250人

②1,110人

③218人

R4目標 R4実績 市民活動支援センターを開設して10年以
上が経過し、登録団体の高齢化による後
継者への引継ぎや、新しい団体の発掘が
課題となっている。登録団体に対しては、
情報交換や交流の場として、定例会や懇
親会を一層活用いただくよう呼びかけると
ともに、地域デビューを促すような講座を
開催し、新しく市民活動をしたい市民にも
働きかけていきたい。

R4その他職員
従事割合

3,610 人 2,578 人 市民活動団体のPR等によ
り、助けを必要とする市民
へ情報提供を行った。ま
た、団体間の交流の場を
提供し、活動に役立ててい
ただいた。

会年職
員等

2人

R5目標

B

目標値は達成できなかったが、
令和3年度と比較すると市民活
動支援講座を予定回数の6回開
催でき、市民活動支援センター
まつりや市民活動見本市も開催
できたため、利用者数が増えた。
特に市民活動支援センターまつ
りについては、感染対策を施しな
がら例年に近い来場者を迎える
ことができた。
市民活動見本市については、説
明員を配置し、興味のある団体
の詳細を気軽に市民が聞けるよ
うにした。自治会・町内会や地域
づくり協議会などの地縁型コミュ
ニティのパネル展示も令和3年度
に引き続き実施した。

R4年度に改善した点
17 パートナーシップで目

標を達成しよう

会年職
員等

0.4人

R5目標

Ａ

利用者の利便性・安全性に配慮
するとともに未来館の魅力向上
を意識した管理運営を行った。
コロナ禍においては総合管理業
務委託業者と連携を図り、状況
に応じた臨機応変な管理運営に
努めた。

R4年度に改善した点
7 エネルギーをみんなに
そしてクリーンに

98,518千円

こどもと福祉の未来館利用者
数

こどもと福祉の未来館利用者数

利用者の利便性・安全性に配慮した施設管理及び事
業の実施が利用者数につながり、地域福祉活動の活
性化に反映されるため、地域福祉の拠点として設置さ
れた当館の目標指標とするもの。

「省エネルギー診断（武州ガス㈱実施）」を
行い、未来館の空調機器などの運用方法
の見直しにより、コスト削減に努めた。

R4決算額（見
込み） 11 住み続けられるまちづ

くりを
103,824千円

R3その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

160,020人

16 平和と公正をすべての
人に　平成29年1月から供用を開始した当施設につい

て、利用者の利便性・安全性に配慮した維持管理
及び運営を実施するものとして、日常における清掃
保守・設備点検・設備警備・貸出施設の管理運営、
事業実施に伴う備品等の購入を行う。

会年職
員等

0.4人

121,000人 105,407人

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

137,453人

R4目標 R4実績

様々な状況を抱えた利用者からのニーズ
を反映した施設提供を行うべく利用者アン
ケートを実施し、より良い施設運営に取り
組むことで利用者満足度の向上を図って
いく。

R4その他職員
従事割合

121,000人 137,453人
利用者の安心・安全に配
慮した施設提供により、
様々な団体の活動の場と
して利用いただいた。
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が貢献する項目

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R4)

成果

成果指標

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

計画
コード

R3予算現額 項目名

80,000千円

R4予算現額

80,000千円

R3正規職員
人件費

0.29 人 実績

2,314千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.20 人 評価者

～ 1,600千円
地域福祉センター担当参事
　　菅原　聖二

R3予算現額 項目名

405,091千円

R4予算現額

280,474千円

R3正規職員
人件費

2.86 人 実績

22,823千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

3.15 人 評価者

～ 25,206千円 生活福祉課長　木下　浩一

R3予算現額 項目名

6,958千円

R4予算現額

10,008千円

R3正規職員
人件費

0.75 人 実績

5,985千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.59 人 評価者

～ 4,721千円
地域福祉センター担当参事
　　菅原　聖二

優先 自治事務

所沢市社会福祉協
議会補助金交付事
業

根拠法令

所沢市社会福祉協議会補助金交付要綱

事業の目的及び具体的な内容

優先 自治事務

成年後見制度推進
事業

根拠法令

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第51
条の11の3、障害者総合支援法77条

事業の目的及び具体的な内容

広く成年後見制度の周知啓発を行うとともに、所沢
市成年後見制度推進検討委員会の意見をうかが
いながら、法人後見活動開始の支援や、市民後見
人養成に関する事業を実施する。

最優先 自治事務

生活困窮者自立促
進支援事業

根拠法令

生活困窮者自立支援法

事業の目的及び具体的な内容

生活保護に至る前の自立支援策の強化を図るため、生
活困窮者に対し次の支援を行う。
○「自立相談支援事業」生活困窮にかかる複合的な問題
に関する相談支援、事業利用のためのプラン作成、自立
相談支援機関にアウトリーチ支援員を配置、自立支援の
強化等
○「住居確保給付金」離職により住宅を失った生活困窮
者に対し、有期で家賃相当の給付金を支給
○「学習支援事業」生活保護受給世帯及び自立相談支
援事業対象世帯の中学生を対象に学習支援
〇「家計改善支援事業」家計に問題を抱える生活困窮者
からの相談に応じ、利用者の家計管理の意欲を引き出
す
〇「一時生活支援事業」住居を失った生活困窮者に対
し、一時的な宿泊場所や飲食を提供するとともに、求職
活動の支援や居住先確保の支援
〇「就労準備支援事業」一般就労に向けた準備が整って
いない生活困窮者に対し、生活習慣の改善や他者との
適切なコミュニケーション能力の育成等を行う

R3その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

100.0%

122

地域
福祉
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

S43

17 パートナーシップで目
標を達成しよう社会福祉を目的とする事業の企画及び実施などを

行うことにより、地域福祉の推進を図ることを目的と
して設立された社会福祉協議会の運営及び事業の
推進を図るため。

会年職
員等

0人

100.0% 89.7%

地域福祉活動計画の指標のうち、スタッフ等の
登録者数を掲げた指標、各種事業の利用件数
を掲げた指標において、高齢化やコロナ禍によ
る活動休止に伴い減少したことによるもの。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①24人

②3221件

③66％

R4目標 R4実績

社協における安定的な事業推進のために
は、財政基盤の充実が必須であることか
ら、毎年補助金に関し市と社協との対話の
場を設け、社協の抱える課題の共有や、
適切な補助金支出に向けた調整を行って
いく。

R4その他職員
従事割合

100.0% 98.2%
社協の安定的な運営を支
援した。地域福祉活動の
活性化を図ったほか、地
域における生活課題の解
決等に寄与した。

会年職
員等

0人

R5目標

B

コロナ禍が落ち着き、各種講座
や講習会が再開したことで、地
域福祉活動実践者の養成に大
きく貢献し、R3から8.5%上昇し
た。
ＣＳＷの活動については、依然と
して生きづらさを抱える人々に対
して、生活再建の支援や孤立防
止・早期発見のネットワークづく
りといった取り組みなど本市の地
域福祉において重要なものとい
える。

R4年度に改善した点

8 働きがいも経済成長も

80,000千円

①年度当初補助対象職員

②CSWによる総合的福祉相
談支援件数

③補助率（決算額）

社会福祉協議会の地域福祉活動計画In所沢（と
ころWITHプラン）の具体的な取り組みのR4目標
値に対する達成率の平均値

具体的な取り組みの達成率（現状値÷目標値）の平
均値

フードパントリーの実施団体、こどもの居
場所づくり、学習支援増加を優先事項と
し、ＣＳＷを注力させることで、各種取組み
の充実を図った。

R4決算額（見
込み） 11 住み続けられるまちづ

くりを
80,000千円

123

地域
福祉
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

H26

100.0%

会年職
員等

2.75

制度の必要な方が必要な
時に利用できるよう、周知
啓発、制度の利用支援等
を進めている。

会年職
員等

0人

R5目標

B

成年後見制度利用促進法及び
国の利用促進計画により、市町
村はより一層の周知・啓発活動
に力を注ぐことが求められてい
る。
成年後見制度への関心が高まっ
てきており、昨年度と比較し大幅
に参加者が増加している。参加
者の満足度も高く、引き続き制度
の周知啓発のための取組みを努
めていく。

R4年度に改善した点

1 貧困をなくそう

6,923千円
①周知啓発講演会参加者数

②　　　〃　　　参加者理解者
数

③　　　〃　　　参加者満足者
数

講演会参加者の理解度
研修会参加者アンケートにおいて、概ね半分以上理
解できたという人÷回収数×100

令和４年６月に中核機関として所沢市成
年後見センターを設置し、地域連携ネット
ワーク構築の足掛かりとして「後見人等情
報交換会」を開催した。

R4決算額（見
込み） 10 人や国の不平等をなく

そう
9,948千円

R3その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

100.0%

16 平和と公正をすべての
人に

会年職
員等

0人

100.0% 77.3%

成年後見制度そのものが複雑で、講座を１度受
講するだけでは全てを正確に理解することが難
しいこと、また、質問時間が短く、疑問点を解消
することができなかった受講者がいたと考えられ
るため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①58人

②45人

③44人

R4目標 R4実績 市民に成年後見制度が広く認知されてい
るとは言い難く、多くの方が参加しやすい
講演会、研修会を開催するなど、より一層
の周知啓発に努めていく。また、市利用促
進基本計画に基づきR4年度に設置した所
沢市成年後見センターが中心となって、地
域連携ネットワークの運営を引き続き進め
ていく必要がある。

R4その他職員
従事割合

100.0% 90.0%

アウトリーチ支援について、「ひきこもり家
族交流会」や「ひきこもり講演会」等を開催
し、ひきこもり問題の周知啓発を図るととも
に、新規相談・支援に繋げた。また、学習
支援事業について、対象者本人に対して
個別に案内を送り、参加を呼びかけた。

R4決算額（見
込み） 4 質の高い教育をみんな

に
262,514千円

R3その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

100.0% 100.5%

新型コロナウィルス感染の影響による減収を事
由とする、新型コロナウィルス感染症生活困窮
者自立支援金、緊急小口資金等の特例貸付等
の事業が終了となり、支援対象者が減少となっ
たため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①13,271

②269

R4目標 R4実績

特例貸付制度及び給付金等の国の一時
的な支援策の終了や、コロナ禍やエネル
ギー・食料品を中心とした物価上昇の影
響で、生活保護世帯数は徐々に増加して
おり、今後も適切に生活保護申請につな
げる支援が必要とされる。

R4その他職員
従事割合

100.0% 84.4%

適切な社会保護制度及び
対策の実施

無償かつ質の高い中等教
育の補助

会年職
員等

2

R5目標

123
生活
福祉
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

H27

B

特例貸付制度が終了し、令和3
年度と比べ新規相談件数は減少
したが、コロナ禍に加え、物価高
騰により依然として相談件数は
増加傾向にあり、各種事業の実
施により生活困窮世帯の自立促
進を図った。

R4年度に改善した点

2 飢餓をゼロに

207,624千円

①自立相談支援事業延べ相
談件数

②学習支援事業延べ参加者
数

相談件数、学習支援事業参加者数増加率
今年度（自立相談支援事業延べ相談件数＋学
習支援事業延べ参加者数）÷昨年度（自立相談
支援事業延べ相談件数＋学習支援事業延べ参
加者数）

生活困窮者からの相談を幅広く受け付けることによ
り、生活保護に至る前に様々な相談支援を行い生活
困窮者の自立促進を支援することが目的となっている
ことから、目標は相談件数、学習支援事業参加者数
の増加とする。
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が貢献する項目

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R4)

成果

成果指標

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

計画
コード

R3予算現額 項目名

1,790千円

R4予算現額

1,909千円

R3正規職員
人件費

1.40 人 実績

11,172千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

1.30 人 評価者

～ 10,403千円 障害福祉課長　一色　義直

R3予算現額 項目名

92,727千円

R4予算現額

92,738千円

R3正規職員
人件費

1.79 人 実績

14,284千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

1.48 人 評価者

～ 11,843千円 障害福祉課長　一色　義直

R3予算現額 項目名

274,321千円

R4予算現額

283,890千円

R3正規職員
人件費

3.60 人 実績

28,728千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

2.12 人 評価者

～ 16,964千円 障害福祉課長　一色　義直

132
障害
福祉
課

H18 100.0%

法改正の動向を注視しながら地域の特性
や利用者の状況に応じた事業の適正な実
施を図っていく。

R4その他職員
従事割合

100.0% 101.0%

障害者の自立した生活を
支援することができた。会年職

員等
0人

R5目標

0人

100.0% 110.1%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

重要 自治事務 259,645千円

①相談支援事業相談件数

②手話通訳等派遣回数

③移動支援事業利用人数

地域生活支援事業の対象事業に係る実績額（経
費）
当該年度の実績額÷前年度の実績額×100

地域の特性や利用者の状況に応じたサービス
の充実を図り、前年度実績を上回ることを指標と
する。

サービス提供事業所に対して、新型コロナ
ウイルス感染症防止対策に努めるととも
に、利用者のニーズに適切に対応できる
よう依頼するなど、適正なサービス提供体
制の確保に努めた。

地域生活支援事業

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

S

目標値は上回った。
障害者総合支援法に基づき実施
する事業であり、地域の特性や
利用者の状況に応じたサービス
を引き続き提供していく。

R4年度に改善した点

R4決算額（見
込み）

①12,383件

②手話939件、要約筆記96件

③188人

R4目標 R4実績

実施計画ランク 事業の種別

一
般

根拠法令

期間

地域の特性や利用者の状況に応じた事業を実施す
る。
○必須事業
成年後見制度利用支援、相談支援事業、意思疎通
支援事業、移動支援事業外
○日中一時支援事業、訪問入浴サービス事業外

会年職
員等

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援
するための法律

事業の目的及び具体的な内容
R3その他職員
従事割合

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

R4目標値が未達成の理由・分析

重度心身障害者等の社会参加の促進と経済的負
担の軽減を目的に、タクシー使用料金及びガソリン
費を補助する。
〇タクシー使用料：利用者が使用したタクシー券を
基にタクシー事業者より申請を受け、初乗り料金分
と手数料（1乗車につき100円）を支払う。
〇ガソリン費：月額上限3,000円又は1,500円を支払
う。

会年職
員等

タクシー等使用料金補助要綱、所沢市重度障害者
等自動車ガソリン費補助要綱

61,393千円

事業の目的及び具体的な内容

障害者の移動の支援をす
ることにより、福祉の増進
に寄与することができた。

期間
会年職
員等

0人

R5目標

S51

①2,499人

②2,242人

R4目標 R4実績

十分な周知を行うと共に、効率的な事務
執行に努めるなど、継続して取り組んでい
く。

R4その他職員
従事割合

80.0% 80.1%

80.0%

外出援助事業

根拠法令

5回

障害理解の定着のため、継続して取り組
んでいく。

R4その他職員
従事割合

5回 17回

会年職
員等

0人

131
障害
福祉
課

132
障害
福祉
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
重要 自治事務 62,950千円

①タクシー使用料金補助認定
者数

②ガソリン費補助制度認定者
数

対象者に占める認定者の割合
認定者（①＋②）÷対象者数×100
（対象者数：令和5年3月末5,910人）

タクシー券について、１回乗車あたりの補
助額を増やすよう（乗車料金が初乗運賃
相当額の2倍以上になる場合に限り、1回
につき１枚→2枚までに変更）県に要望し
た。

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

S

目標値は上回った。
障害者の社会参加の促進に資
する事業であり、在宅の重度障
害者等からの関心度も高いため
引き続き取組みを継続する。
一方で、領収書を添付した申請
書の受領から支払処理まで、一
定の手間を要することから、効率
的な事務執行が求められる。

R3その他職員
従事割合

R3目標 R3実績

所沢市障害のある
人もない人も共に生
きる社会づくり条例
推進事業

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

S

目標値を大きく上回った。
人を中心としたまちづくりに資す
る事業である。今後も、障害に関
する理解の浸透を目指し、取り
組みを進めていく。

R4年度に改善した点

R4決算額（見
込み）

①17回

②２回

R4目標 R4実績

実施計画ランク 事業の種別

一
般

根拠法令

期間

H30

R5目標

最優先 自治事務

「所沢市障害のある人もない人も共に生きる社会づ
くり条例」に基づき、社会的障壁の除去の推進を図
るための総合的な取組として本事業を実施する。
・出前講座、庁内研修の実施
・あっせん調整委員会の設置
・社会的障壁の除去推進事業補助金
・筆談ボードの購入及び配布

会年職
員等

0人

5回 3回

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

所沢市障害のある人もない人も共に生きる社会づく
り条例　外

741千円

事業の目的及び具体的な内容

3 すべての人に健康と福
祉を

1,230千円

①出前講座の開催回数

②庁内研修の開催回数

出前講座の開催回数
障害のある人もない人も共に生きる社会を形成する
ために、障害に関する理解を深める必要性が高いこ
とから、出前講座の開催回数を指標とする。

0人

80.0% 81.3%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

さらなる周知を図るため、全庁に向け、各
課が把握する施設や事業所へ、出前講座
について周知依頼を行った。

11 住み続けられるまちづ
くりを

10 人や国の不平等をなく
そう

障害理解の浸透を図るこ
とにより、誰もが住みよい
まちづくりに貢献した。

R4決算額（見
込み） 11 住み続けられるまちづ

くりを

3 すべての人に健康と福
祉を

11 住み続けられるまちづ
くりを

263,010千円

R3その他職員
従事割合

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が貢献する項目

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R4)

成果

成果指標

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

計画
コード

R3予算現額 項目名

486,672千円

R4予算現額

485,640千円

R3正規職員
人件費

1.26 人 実績

10,055千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

1.13 人 評価者

～ 9,042千円 障害福祉課長　一色　義直

R3予算現額 項目名

4,655,694千円

R4予算現額

5,232,312千円

R3正規職員
人件費

3.41 人 実績

27,212千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

3.44 人 評価者

～ 27,527千円 障害福祉課長　一色　義直

R3予算現額 項目名

8,750千円

R4予算現額

8,750千円

R3正規職員
人件費

0.41 人 実績

3,272千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.31 人 評価者

～ 2,481千円 障害福祉課長　一色　義直

所沢市難病患者見舞金支給要綱 7,825千円

事業の目的及び具体的な内容

難病患者の心身の慰労を
図ることができた。

期間
会年職
員等

0.06人

R5目標

H3

①313人

R4目標 R4実績

関係機関と連携し、新規指定難病医療受
給者証等の取得者への制度周知に努め
るとともに、難病患者に対する心身の慰労
として、引き続き事業を実施していく。

R4その他職員
従事割合

75.0% 72.1%

75.0%

難病患者見舞金支
給事業

根拠法令

80.0% 88.9%

会年職
員等

0人

133
障害
福祉
課

133
障害
福祉
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
重要 自治事務 6,550千円

①見舞金支給者数

指定難病医療受給者証等新規認定者に対する
支給率：受給者数（313人)÷新規認定者数（434
人)×100

見舞金の支給は平成27年度より1人1回限りとなった
ことから、平成28年度以降は基本的に指定難病医療
受給者証等の新規認定者が対象となるため、目標設
定を新規認定者に対する支給率とした。

新型コロナウイルス感染症防止対策の観
点から、申請書類の郵送提出を積極的に
認めた。

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

目標値を下回った。
制度周知については今後も適正
に実施を続ける必要がある。難
病患者に対する心身の慰労を図
るため、引き続き、事業を実施し
ていく。

R3その他職員
従事割合

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

難治性の疾患を有する者に見舞金を支給すること
により、心身の慰労を図ることを目的に実施してい
る。
難病患者からの申請に基づき、一人一回に限り見
舞金（25,000円）を支給する。

会年職
員等

障害福祉サービス事
業

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

S

目標値は上回った。
法定受託事務であり、在宅の重
度障害者等からの関心度も高い
事業であるため、今後も引き続き
適正に取組みを継続する。

R4年度に改善した点

R4決算額（見
込み）

①3,309人

②2,940人

R4目標 R4実績

実施計画ランク 事業の種別

一
般

根拠法令

期間

H18

R5目標

重要 法定受託事務

障害者の個々の障害支援区分や障害の程度、介
護者等の状況等を勘案し、適正な福祉サービスが
利用できるよう、個別に支給決定を行う。サービス
内容は、介護給付（居宅介護、生活介護、施設入
所支援等）や訓練等給付（自立訓練、就労移行支
援、共同生活援助等）及び計画等相談支援などに
分けられている。

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援
するための法律

5,148,767千円

事業の目的及び具体的な内容
R3その他職員
従事割合

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

80.0%

会年職
員等

0人

R5目標

Ｓ49

①20,862

R4目標 R4実績

R4その他職員
従事割合

65.0% 74.6%

65.0%

障害者の自立した生活を
促進することができた。

重度心身障害福祉
手当事業

根拠法令

133
障害
福祉
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
重要 自治事務 446,032千円

①手当支給件数
認定率

認定者数÷対象等級手帳所持者数×100

（認定者数：令和5年3月末6,607人）
（対象等級手帳所持者数：令和5年3月末8,855人）

新型コロナウイルスの感染症防止対策の
観点から、申請書類の郵送提出を積極的
に認めた。

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

S

目標値は上回った。
財源の一部を県からの補助によ
り賄うことができており、在宅の
重度障害者等からの関心度も高
い事業であるため、引き続き取
組みを継続する。

R3その他職員
従事割合

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

重度の障害者に手当の支給を行うことで自立生活
の促進を図る。障害程度に応じ、月額4,000円～
9,000円の手当を支給する。所得（住民税の課税・
非課税により判断）による支給制限がある。

会年職
員等

所沢市重度心身障害福祉手当支給条例 446,103千円

事業の目的及び具体的な内容

期間

0人

70.0% 75.0%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R4決算額（見
込み） 11 住み続けられるまちづ

くりを

十分な周知を行うと共に、効率的な事務
執行に努めるなど、継続して取り組んでい
く。

3 すべての人に健康と福
祉を

4,825,242千円

①支給決定者数

②利用者数

利用率 障害福祉サービス利用者数/支給決定者数×100

0人

75.0% 64.9%

制度の周知は例年どおり実施しており、昨年度
から微増している。今後の推移を確認したい。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

会年職
員等

0人

80.0% 85.2%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

11 住み続けられるまちづ
くりを

障害者の日常生活の支援
をすることにより福祉の増
進に寄与することができ
た。

R4決算額（見
込み）

サービス提供事業所に対しては、新型コロ
ナウイルス感染症防止対策に努めるとと
もに、柔軟なサービス提供を実施するよう
周知を図った。

対象者の増加に伴う支出増が課題である
が、法に基づく事業であり、支援を必要と
する障害者等には、引き続き適正なサー
ビスを提供するように努める。

R4その他職員
従事割合
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が貢献する項目

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R4)

成果

成果指標

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

計画
コード

R3予算現額 項目名

8,314千円

R4予算現額

8,544千円

R3正規職員
人件費

0.31 人 実績

2,474千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.34 人 評価者

～ 2,721千円 障害福祉課長　一色　義直

R3予算現額 項目名

244,487千円

R4予算現額

248,631千円

R3正規職員
人件費

0.47 人 実績

3,751千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.47 人 評価者

～ 3,761千円 障害福祉課長　一色　義直

R3予算現額 項目名

6,580千円

R4予算現額

5,500千円

R3正規職員
人件費

0.17 人 実績

1,357千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.22 人 評価者

～ 1,760千円 障害福祉課長　一色　義直

133
障害
福祉
課

一
般

根拠法令

期間

H25

R5目標

市内に新たにグループホームを開所し運営する法
人に対し、整備費の補助を行うことにより、施設整
備に係る費用の負担軽減を図り、法人によるグ
ループホームの整備を促進することを目的とする。

会年職
員等

0人

284人 305人

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

１１．住み続けられるまち
づくりを所沢市障害者地域生活基盤整備促進事業補助金

交付要綱
0千円

事業の目的及び具体的な内容
R3その他職員
従事割合

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

301人

293人 362人
グループホーム等の居住
の場の整備が進んでお
り、障害者の住環境の充
実を図ることができてい
る。

会年職
員等

0人

３．すべての人に健康と福
祉を

1,510千円

障害者の社会との関わり
を促進することができた。

期間
会年職
員等

0人

R5目標

H8

①214人

R4目標 R4実績

施設の老朽化が進んでおり、緊急修繕対
応が増加している。関係部署と連携し速や
かに対応できるよう努める。

R4その他職員
従事割合

90.0% 87.9%

90.0%

0人

90.0% 89.3%

新型コロナウイルス感染症の影響により、登所
を控える利用者が多かったため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

133
障害
福祉
課

133
障害
福祉
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R4年度に改善した点
３．すべての人に健康と福

祉を
重要 自治事務 239,543千円

①施設利用者数

障害者通所施設の利用率（施設定員÷1日の利
用者数）年平均（％）

市立の通所施設については、指定管理者の業務仕様
書上で利用者の受入れにあたり1日の利用者数が施
設定員の9割を超えるよう努めることとしており、当該
割合を目標として設定したものである。

新型コロナウイルス感染症対策に努め、
事業を実施した。また、登所を控えた利用
者には、電話等により状況確認を行った。

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

目標値を下回った。
利用者の社会参加と自立に向け
た役割を果たすとともに、地域を
代表とする市立施設としての機
能を活かし、地域に波及効果を
及ぼすため、引き続き、適切に
事業を実施していく。

R3その他職員
従事割合

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

市内5施設を指定管理者制度により運営。
○生活介護：常に介護が必要な障害者に、主として
昼間において、入浴、排せつ又は食事の介護及び
創作的活動又は生産活動の機会の提供等を行う。
○就労継続支援：生産活動その他の活動の機会の
提供を通じて、その知識及び能力の向上のために
必要な訓練を行う。

会年職
員等

R4決算額（見
込み） １１．住み続けられるまち

づくりを
所沢市立障害者通所施設条例　外 241,835千円

所沢市立ゆきわり草を指定管理者制度（指定先：社
会福祉法人藤の実会）により運営。知的障害者の
自立心の向上や地域生活の支援を図ることを目的
に実施している。

会年職
員等

0人

100.0% 100.0%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

１１．住み続けられるまち
づくりを

所沢市障害者グループホーム条例　外 8,544千円

事業の目的及び具体的な内容
R3その他職員
従事割合

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

100.0%

体験入居事業を、より効果的に活用できる
よう努める。

R4その他職員
従事割合

100.0% 100.0%

障害者の自立心の向上及
び地域生活の支援を図る
ことができた。会年職

員等
0人

目標設定の考え方・根拠

S

目標値を上回った。
入居者の生活の自立を支援する
ことに加えて、体験利用者への
機会確保を図るため、引き続き
事業を実施していく。

R4年度に改善した点

R4決算額（見
込み）

①7人

②163日

R4目標 R4実績

実施計画ランク 事業の種別

一
般

根拠法令

期間

H5

R5目標

重要 自治事務

障害者通所施設運
営事業

根拠法令

重要 自治事務

市立グループホーム
運営事業

障害者地域生活基
盤整備促進事業

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

３．すべての人に健康と福
祉を

8,314千円

①施設利用者数

②延べ体験日数

施設定員数に対する利用者の割合 利用者数÷定員数×100
新型コロナウイルス感染症対策に努め、
事業を実施した。

R3決算額 指標名

①整備費補助対象施設数

市内におけるグループホーム整備状況（全事業
所の定員の合計）

令和4年度の目標設定値は、第5次所沢市障害
者支援計画に定められたグループホームの整
備に係る令和5年度末までの目標値から割り返
したもの。 新規開設相談の際周知を行った。

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

目標値を上回った。
第5次障害者支援計画におけ
る、令和5年度のグループホーム
整備数の目標値にすでに達して
おり、新規整備の相談において、
計画の施策に合致するような支
援を行う事業所がなかったため、
令和4年度単年度の交付実績は
なかった。

R4年度に改善した点

R4決算額（見
込み）

①なし

R4目標 R4実績

障害の重い方を受け入れることのできる
グループホームの整備促進のため、新規
開設相談等に応じることに加え、関係機関
等と情報交換を行う事により、必要な施設
の整備を目指す。

R4その他職員
従事割合
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が貢献する項目

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R4)

成果

成果指標

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

計画
コード

R3予算現額 項目名

29,978千円

R4予算現額

29,978千円

R3正規職員
人件費

0.46 人 実績

3,671千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.24 人 評価者

～ 1,920千円 障害福祉課長　一色　義直

R3予算現額 項目名

8,202千円

R4予算現額

8,202千円

R3正規職員
人件費

0.33 人 実績

2,633千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.28 人 評価者

～ 2,241千円 障害福祉課長　一色　義直

R3予算現額 項目名

42,814千円

R4予算現額

44,550千円

R3正規職員
人件費

0.59 人 実績

4,708千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.44 人 評価者

～ 3,521千円 健康管理課長　松井　優子

133
障害
福祉
課

障害者の地域移行を進めるとともに、障害者の重
度化・高齢化や「親亡き後」に備え、地域で安心して
暮らせるように、生活を地域全体で支える体制を整
備する事業。

会年職
員等

0人

1回 ７回

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

11 住み続けられるまちづ
くりを障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援

するための法律
0千円

事業の目的及び具体的な内容
R3その他職員
従事割合

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

1回

「体験の機会・場」の整備に向け、議論を
行っている。関係機関等との連携が必須
であるため、地道に検討を続けていく。

R4その他職員
従事割合

1回 4回

障害者が安心して暮らせ
る生活環境の整備に努め
た。

R4目標 R4実績

就労支援センター登録者数の増加に伴い
支援ニーズが拡大しており対応に苦慮し
ている。今後は、効率的で効果的な事業
運営に努める。

R4その他職員
従事割合

100人 82人

100人

会年職
員等

0人

「体験の機会・場」の整備に向け、検討を
重ね、他市の生活訓練事業所へ視察を
行った。

地域生活支援拠点
整備推進事業

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

S

目標値を上回った。
障害者が地域で安心して暮らし
ていくために不可欠な取組みで
あるため、引き続き検討を続けて
いく。

R4年度に改善した点

R4決算額（見
込み）

①4回

R4目標 R4実績

実施計画ランク 事業の種別

一
般

根拠法令

期間

R2

R5目標

133
障害
福祉
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R4年度に改善した点
３．すべての人に健康と福

祉を
- 自治事務 29,708千円

①就職と職場定着に向けた
相談件数

②センター登録者数

年度中の就職者数 実績報告による 関係機関と連携の上、定着支援シートを
活用し、支援先とのスムーズな引き継ぎに
努めた。

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

S

目標値を下回った。
登録者数は増加を続けているた
め、障害者の社会的自立のため
必要な事業であり、引き続き実
施する。

R3その他職員
従事割合

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

就労が困難な障害者に対する就労支援事業を、所
沢市社会福祉協議会内の就労支援センターに委託
し、展開している。
①相談・支援（就労に関する相談、障害者雇用に関
する相談など）、②定着支援（就労後の定期的な職
場訪問による支援）等

会年職
員等

R4決算額（見
込み） １１．住み続けられるまち

づくりを
所沢市就労支援事業実施要綱 29,978千円

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律

事業の目的及び具体的な内容

障害者就労支援事
業

根拠法令

優先 自治事務

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

期間

H10

0人

100人 106人

職業準備性が整っていない状態での相談が多
く、すぐさま就職に結びつく方が少なかった。ま
た、就労移行支援からの就職が増加した傾向に
あったため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

3 すべての人に健康と福
祉を

7,810千円

①地域生活支援拠点会議
開催回数

地域生活支援拠点会議　会議開催回数
地域課題の抽出及び解決策を検討する、地域生活支
援拠点会議を目標値に設定

障害者の就労支援を行う
ことで、障害者の地域生活
の充実に資することができ
た。

会年職
員等

0人

R5目標

①11,152件

②1,227人

133
健康
管理
課

一
般

期間

H27

S

緊急性の高い事例への支援や、
精神症状の再発を防ぐことで地
域生活の安定化を図るため、関
係機関と連携しながら細やかな
支援を実施した。
また、学会等においてアウトリー
チ支援事業の実践活動報告を行
い、アウトリーチ活動の推奨と
ネットワークづくりに向けた活動
にも注力している。

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
42,760千円 ①支援対象者数

②訪問・来所・電話の支援件
数

③経験専門家のつどいの開
催回数と参加人数

支援対象者数
重篤な精神障害者への専門的な支援を実施するた
め、従事者1人あたりの支援対象者数を15人から20人
としている。

思春期・若年成人層の支援対象者が増加
しており、早期に細やかな対応を必要とす
るため、その家族や関係機関との丁寧な
連携を意識し支援を実施した。

R4決算額（見
込み） 11 住み続けられるまちづ

くりを
44,550千円

R3その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

最優先 自治事務

R5目標

精神障害者アウト
リーチ支援事業

根拠法令

重篤な精神障害者が、住み慣れた地域で生活を維
持・継続させるために、医療・保健・福祉からなる多
職種チームを設置し、対象者及びその家族への訪
問・相談対応及び電話による24時間対応の支援を
行なうとともに、当事者支援に必要な経験専門家
（ピアサポーター）の養成を実施するものである。

会年職
員等

0人

90人 88人

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①92人

②訪問2,792件、来所666人、
電話4,914人　合計8,372人

③11回開催 79人

R4目標 R4実績

思春期・若年成人層の支援においては、
本人だけではなく、同じ世帯から複数の支
援対象となりうる事例が散見されるため、
令和５年度から、メリデン版家族訪問支援
のプログラムを導入することとした。

R4その他職員
従事割合

90人 92人

重篤な精神障害者が地域
で孤立することなく社会参
加ができるようになる。会年職

員等
0人

90人
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が貢献する項目

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R4)

成果

成果指標

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

計画
コード

R3予算現額 項目名

29,211千円

R4予算現額

14,453千円

R3正規職員
人件費

0.35 人 実績

2,793千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.51 人 評価者

～ 4,081千円 高齢者支援課長　溝井　光正

R3予算現額 項目名

722千円

R4予算現額

741千円

R3正規職員
人件費

0.37 人 実績

2,953千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.26 人 評価者

～ 2,081千円 高齢者支援課長　溝井　光正

R3予算現額 項目名

608千円

R4予算現額

586千円

R3正規職員
人件費

0.49 人 実績

3,910千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.58 人 評価者

～ 4,641千円 高齢者支援課長　溝井　光正

重要 自治事務

高齢者スポーツ大会
等開催事業

根拠法令

各種大会等開催要綱

事業の目的及び具体的な内容

重要 自治事務

所沢シニア・アカデ
ミー　～地域のつな
がり養成講座～開催
事業

根拠法令

ー

事業の目的及び具体的な内容

優先 自治事務

敬老祝品贈呈事業

根拠法令

老人福祉法

事業の目的及び具体的な内容

長年に渡り社会に貢献した高齢者を敬愛し、地域
住民が高齢者福祉に理解と関心を深めるために、
高齢者の長寿を祝う敬老会行事を地域で開催す
る。
敬老会行事検討委員会を開催し、市は各地区の高
齢者数や会場数等に応じ、交付金を交付する。ま
た、市は独自に88歳及び100歳到達者へ祝品贈呈
を行う。
なお、令和４年度所沢市敬老会行事検討委員会に
おいて、全地区統一の敬老会式典を終了すること
が決議されたことに伴い、これまで各地区において
敬老会などの機会を通じて贈呈していた７７歳への
祝品については、市から配送することとなった。

会年職
員等

0.2

8,100人 　－

新型コロナウイルスの感染拡大防止のため全地
区統一での敬老会式典は中止となったため。
（R2・3年度も中止）

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①　－

②88歳：1,693人、100歳：79人

R4目標 R4実績

７７・８８歳への敬老祝品は、市特産品とし
てお茶を贈呈しているが、内容について検
討をしていく。

R4その他職員
従事割合

8,100人 　－

高齢者の健康長寿を祝
い、生きがいづくりに資す
る。会年職

員等
0.2

―

令和４年度「所沢市敬老会行事
検討委員会」において、全地区
統一の敬老会式典を終了するこ
とが決議されたことから、これま
で各地区において敬老会などの
機会を通じて贈呈していた７７歳
への祝品を市から配送すること
となったため。

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
4,815千円

①地区敬老会参加者

②市祝品贈呈者数

地区敬老会参加者数
多くの人が敬老会に参加し、楽しんでいただくことを指
標にしている。

令和４年度所沢市敬老会行事検討委員会
において、全地区統一の敬老会式典を終
了することが決議されたことに伴い、これ
まで各地区において敬老会などの機会を
通じて贈呈していた７７歳への祝品につい
ては、市から配送することとなった。

R4決算額（見
込み） 11 住み続けられるまちづ

くりを
13,094千円

R3その他職員
従事割合

R3決算額

R3その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

1000人

141
高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

S51

指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

　－

R5目標

141
高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

S49

スポーツや文化交流等を通じて相互の親睦を深め
ることにより、生きがいを高めて健康増進を図る。
各種運営委員会を設置しスポーツ大会や演芸大
会、囲碁将棋大会などを開催する。

会年職
員等

0.2

1,500人 　－

スポーツ大会が新型コロナウイルス感染症の感
染防止となり、その他の大会参加者数も、同感
染症の影響により目標値を下回った。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①　－

②　49人

③　144人

R4目標 R4実績

参加者の更なる高齢化や健康面での配慮
を重視し、各種大会の開催規模・内容等を
検討していく。

R4その他職員
従事割合

1,500人 193人
スポーツや文化交流等を
通じて相互の親睦を深
め、生きがいや健康増進
を図る。

会年職
員等

0.2

R5目標

Ｂ

予定していた大会が実施でき
ず、目標数に届かなかったた
め。

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
21千円

①スポーツ大会参加者

②囲碁将棋大会参加者

③演芸大会参加者

総参加者数
生きがいや心身の健康の向上を目指して、多くの高
齢者に参加してもらうことを指標としている。 囲碁将棋大会・演芸大会については、感

染症対策を重視した開催規模や運営方法
を実施した。

R4決算額（見
込み） 11 住み続けられるまちづ

くりを
508千円

312千円

①入学者数

②修了者数

受講生の達成率（終了アンケート）
※講座を通し今後につながる地域活動を「見つ
けることができた」または「見つける方法がわ
かった」と回答した受講生の割合

講座を履修することで、受講生を地域の担い手として
養成することが目標であるため、そのために有意義な
講座であったかを指標としている。

高齢者の学習機会の提供と生きがいづく
りを目的としていた高齢者大学から、知識
や経験を活かした地域の担い手を増やす
取り組みとして地域の担い手養成講座（シ
ニア・アカデミー）へと変更した。

R4決算額（見
込み） 11 住み続けられるまちづ

くりを
202千円

R3その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

90.0%

141
高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

S52

これまで開催していた高齢者大学では、高齢者の
学習機会の提供と生きがいづくりを目的としていた
が、知識や経験を活かした地域の担い手を増やす
取り組みとして地域の担い手養成講座（シニア・ア
カデミー）へと変更した。
地域活動への理解を深める講座や地域での活動
団体との交流会を提供することで、地域の担い手と
しての意識を高め、具体的な活動へ踏み出すため
の支援を行う。

会年職
員等

0.1

　－ 　－

講座を地域活動の紹介に多く割いたため、地域
活動を身近に感じる機会（実習）が少なくなって
しまった。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①44人

②39人

R4目標 R4実績

受講生アンケート等を参考に、地域の担
い手養成に対する効果的な講座内容を検
討していく。

R4その他職員
従事割合

90.0% 70.0%
講座を通じて地域の担い
手としての能力や地域活
動に関する情報の獲得と
仲間づくりを通じて心身の
健康を養う。

会年職
員等

0.05

R5目標

Ｂ

高齢者大学からリニューアル
後、初年度の事業ということもあ
り、受講生の求めるものに対し
て、やや不足する部分があった
が、アンケートの結果等を生か
し、地域活動につながる講座内
容に見直していく。

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が貢献する項目

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R4)

成果

成果指標

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

計画
コード

R3予算現額 項目名

228,308千円

R4予算現額

269,149千円

R3正規職員
人件費

5.00 人 実績

39,900千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

4.00 人 評価者

～ 32,008千円 高齢者支援課長　溝井　光正

R3予算現額 項目名

11,892千円

R4予算現額

12,090千円

R3正規職員
人件費

0.65 人 実績

5,187千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.66 人 評価者

～ 5,281千円 高齢者支援課長　溝井　光正

R3予算現額 項目名

7,203千円

R4予算現額

6,608千円

R3正規職員
人件費

1.46 人 実績

11,651千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

1.36 人 評価者

～ 10,883千円 高齢者支援課長　溝井　光正

会年職
員等

0.4

46団体 44団体

新型コロナウイルス感染症の影響により、活動
が行えない時期が続いた上、中心となる担い手
の高齢化や後継者不足も重なった。また、活動
場所の閉鎖があり未達成となった。

①42団体

②902人

R4目標 R4実績

推進委員・会員ともに高齢化が進んでお
り、後継者不足が課題。申請の事務処理
などが負担になり、推進委員のなり手がい
ないことから解散にいたるケースもあるの
で、引き続き団体の支援を丁寧に行ってい
く。

R4その他職員
従事割合

44団体 42団体
社会参加の場を提供する
ことにより健康の維持、閉
じこもり予防、介護予防に
つながった。

期間
会年職
員等

0.3

R5目標

H27 42団体

高齢者に居場所を提供し、在宅の高齢者が閉じこ
もり・寝たきり・認知症にならないよう支援するため
に活動している地域のボランティア団体に助成金を
支給する。
市及び地域包括支援センターと連携して高齢者の
介護予防を図るとともに、高齢者の地域との関わり
を支援する。

141
高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

特
別

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

成果指標の目標値を達成できて
いないが、既存の団体について
はコロナ禍の最中、活動内容の
変更や新しい生活様式に沿って
工夫を凝らし活動を継続してい
た。
今後も新規団体の確保に努める
とともに、既存団体へは推進委
員のサポートや視察頻度を増や
すことで会員のモチベーション
アップを図り、活動の継続ができ
るよう事業の改善と効率化を図
る必要がある。

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
自治事務 4,547千円

①お達者倶楽部団体数

②お達者倶楽部会員数

お達者倶楽部団体数

単身高齢者・高齢者世帯の増加が見込まれることか
ら、地域の中に「高齢者の居場所」を作ることにより、
参加する高齢者の介護予防や認知症予防、閉じこも
り予防の効果期待できる。そのため、団体数を目標値
としている。

申請書類の作成を簡素化するため、事業
実施報告書に記載していた内容を出席簿
様式に記載できるようにした。また、団体
間で情報交換ができる機会を設けるた
め、感染症に配慮しながら交流会を新た
に実施し、活動の活性化を促した。

地域介護予防活動
支援事業

根拠法令
R4決算額（見
込み） 11 住み続けられるまちづ

くりを
介護保険法 1千円

事業の目的及び具体的な内容
R3その他職員
従事割合

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

会年職
員等

0.2

70.0% 55.1%

外出制限等により在宅時間の増加や自身の健
康に対する意識の高まりか、昨年よりも回収率
増加に繋がったと考えられる。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①30,701人

②17,686人

R4目標 R4実績

本年度は当課の新事業であった「トコろん
おかえりQR」事業についても紙面で周知し
た。調査対象者本人に関わらず、高齢者
やその家族に有益な情報については、関
係課と連携し普及・啓発を行うことで回答
率の増加につなげていく。。

R4その他職員
従事割合

70.0% 57.6%

介護予防の普及啓発に資
することができた。

期間
会年職
員等

0.3

R5目標

H27 70.0%

高齢者の自立した生活を続けていくことに対する意
欲を高め、より自発的な取組を推進するため、自宅
で気軽にできる介護予防に関する情報や地域の介
護予防教室等について普及啓発を行う。
「認知症アンケート（健やか生活アンケート）」を実
施し、介護予防や認知症予防に関する正しい知識
の普及啓発を行うとともに、社会参加のきっかけづ
くりを行う。

141
高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

特
別

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

成果指標の目標値を達成できて
いないが、繰り返しアンケートを
行うことにより着実に介護予防の
普及啓発をすることができた。

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
自治事務 9,159千円

①アンケート送付数

②アンケート回答数

アンケート回答率

アンケートの回答者にはその分析結果をもとにアドバ
イス表を作成・送付することにより、自発的な介護予
防への取組を促進していることからアンケートの回答
率を目標指標としている。

「フレイル予防に効果的な食事のチェック
表」等の新たな内容を盛り込み、介護予
防・認知症予防の取組を広く普及・啓発す
るよう努めた。

介護予防普及啓発
事業

根拠法令
R4決算額（見
込み） 11 住み続けられるまちづ

くりを
介護保険法 9,804千円

事業の目的及び具体的な内容
R3その他職員
従事割合

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

重要 自治事務

老人福祉センター等
運営事業

根拠法令

所沢市立老人福祉センター設置及び管理条例、所沢市
立老人憩の家設置及び管理条例、老人福祉法

事業の目的及び具体的な内容

141
高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

S56

会年職
員等

12

R5目標

Ｂ

新型コロナウイルス感染症の影
響により、施設の一部利用制限
や利用自粛により、目標数の達
成とはならなかったが、引き続
き、感染症対策を適切に実施し、
高齢者の通いの場の一つとして
施設運営に努める。

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
224,118千円

①延利用者数（個人）

②延利用者数（団体）

R４延利用者数　160,346人
（個人利用者数＋団体利用者数）

高齢者の趣味や教養の向上、健康増進の拠点（居場
所）となることが事業の目的となるため、個人、団体の
延べ利用者数を指標とする。

新型コロナウイルス感染症予防のため、
手指消毒、検温、施設の消毒等を実施し
た。

R4決算額（見
込み） 11 住み続けられるまちづ

くりを
258,475千円

R3その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

348,000人

地域の高齢者の健康と生きがいの増進、教養の向
上、介護予防の推進のため、レクリエーションの場
を提供し、また、高齢者からの相談に応じ適切な援
助を行う。

会年職
員等

11

348,000人 125,986人

施設利用について一部緩和したが、コロナ禍の
影響は依然として強く、ソーシャルディスタンスや
施設設備等に制限を設けなければならず、コロ
ナ禍以前の状態に戻すことが出来ないため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

① 68,106人

② 92,240人

R4目標 R4実績

コロナ禍の影響で、施設の一部利用制限
を行っており、利用者数も伸び悩んでいる
が、新型コロナウイルス感染症の動向を
注視し、感染症対策を行いつつ、新たな運
営方法を検討する。

R4その他職員
従事割合

348,000人 160,346人

地域の高齢者の見守り機
関として、日常的で文化的
な生活に寄与している。
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が貢献する項目

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R4)

成果

成果指標

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

計画
コード

R3予算現額 項目名

6,232千円

R4予算現額

6,446千円

R3正規職員
人件費

1.44 人 実績

11,491千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

2.19 人 評価者

～ 17,524千円 国民健康保険課長　石川　純也

R3予算現額 項目名

19,120千円

R4予算現額

19,120千円

R3正規職員
人件費

0.61 人 実績

4,868千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.72 人 評価者

～ 5,761千円 高齢者支援課長　溝井　光正

R3予算現額 項目名

18,690千円

R4予算現額

18,624千円

R3正規職員
人件費

1.52 人 実績

12,130千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

1.38 人 評価者

～ 11,043千円 高齢者支援課長　溝井　光正

最優先 自治事務

保健事業と介護予防
の一体的実施事業

根拠法令

高齢者の医療の確保に関する法律、国民健康保険
法、介護保険法

事業の目的及び具体的な内容

優先 自治事務

在宅医療・介護連携
推進事業

根拠法令

介護保険法

事業の目的及び具体的な内容

優先 自治事務

認知症施策推進事
業

根拠法令

介護保険法

事業の目的及び具体的な内容

R3その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

介入率90％

141

国民
健康
保険
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

R3

後期高齢者が抱えるフレイル（加齢に伴う虚弱）や
認知症等の進行、社会的なつながりの低下といっ
た課題に対応するため、保険者である埼玉県後期
高齢者医療広域連合との連携の下、後期高齢者の
保健事業と国民健康保険保健事業及び介護保険
の地域支援事業を一体的に実施する。

会年職
員等

2人

初年度は訪問を通じて状況を
把握する。 対象者数114人

高血圧未治療者についてはイベントと訪問を通
じた介入で連絡がとれなかった対象者が49名い
たため未達成となった。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①40人

②34人

③212人

④163人

R4目標 R4実績 目標設定は事業開始当初、前年度との比
較を予定していたが、毎年事業の内容を
改善している段階であり、対象者の条件も
変更されるため介入率とした。
健康状態不明者の対象を年度年齢76・77
歳としていたが、年齢が高くなるほどハイ
リスクの可能性があるため、対象年齢を広
げて健康状態を把握していくことが必要で
ある。

R4その他職員
従事割合

介入率80％
健康状態不明者　85％
高血圧未治療者　76.8％

事業の実施により後期高
齢者の健康づくりに寄与し
た。会年職

員等
2人

R5目標

B

ハイリスクアプローチの対象者、
イベントの参加者、訪問回数は
いずれも昨年度より増加させる
ことができ、支援の充実は図れ
たが、目標には及ばなかった。

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
5,321千円

①ハイリスクアプローチ対象者数
（健康状態不明者）
②介入した人数（健康状態不明
者）
③ハイリスクアプローチ対象者数
（高血圧未治療者）
④介入した人数（高血圧未治療
者）

対象者への介入率（②/①、④/③）
ハイリスクアプローチの対象者にはできるだけ多く介
入したいため、介入率を指標とする。

健康状態不明者については昨年度の実
績から、健康状態が良好な者が多かった
ため、今年度は支援の優先度が高いと思
われる者(①単身者、②家族に要介護者
がいる者等)を対象者とした。
また、新たに高血圧の重症化予防のハイ
リスクアプローチを開始した。

R4決算額（見
込み）

5,950千円

19,102千円

①地域の医療・介護資源の
把握
②医療・介護関係者の情報
共有の支援
③市民への普及啓発

在宅療養に関する情報を周知する件数

在宅医療・介護連携を推進するためには、専門職同
士の連携体制を構築することと同時に、在宅での
サービスを受けるために必要な情報を周知し、利用者
のニーズの拡大も必要となるため。

新型コロナウイルス感染症の影響により2
年間中止となっていた市民向け講演会に
ついて、十分な感染症対策を行った上で
開催した。

R4決算額（見
込み） 11 住み続けられるまちづ

くりを
19,101千円

R3その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

3,000件

142
高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

特
別

期間

H28

142
高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

特
別

期間

H28

高齢者がいつまでも住み慣れた自宅や地域に住み
続けることができるよう、地域の医療・介護の資源
の把握、医療・介護関係者の情報共有の支援、医
療・介護関係者の研修及び市民への普及啓発等を
実施する。

会年職
員等

0人

3,000件 4,146件

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①医療機関・介護施設等へ
のアンケートの実施等
②医療介護連携会議の開催
等
③市民向け講演会の実施、
在宅療養に係るパンフレット
の配布、委託先ホームページ
による情報周知等

R4目標 R4実績

小規模な出前講座等での普及啓発につい
て、事業の在り方や業務フロー等を検討し
ていく。

R4その他職員
従事割合

3,000件 15,204件
事業実施により在宅医療
介護の連携を促進するこ
とで、住み慣れた地域で
適切な医療・介護が提供
されるよう取り組んだ。

会年職
員等

0人

R5目標

A

新型コロナウイルス感染症の影
響下においても、感染症対策を
徹底し、講演会を実施するなど
関係機関と協力することにより在
宅療養に関する情報の周知を実
施することができた。

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を

会年職
員等

0人

R5目標

B

新型コロナウイルス感染症の影
響で減少していた受講者数は、
戻りつつあるが目標数には届か
なった。また認知症カフェについ
ても開催場所の多くが高齢者施
設であることから利用について
制限を設けている。

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
17,408千円

①認知症サポーター養成講
座受講者数（延べ人数）

②認知症カフェ開設数

認知症サポーター養成講座受講者数（延べ人
数）

認知症の普及啓発を図るうえで認知症サポーター養
成講座受講者数（延べ人数）を目標値とした。

認知症サポーター養成講座は、新型コロ
ナウイルス感染症の影響下においても感
染予防対策を講じながら可能な限り開催
し、前年度より受講者数を僅かながら増や
すことができた。

R4決算額（見
込み） 11 住み続けられるまちづ

くりを
17,474千円

R3その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

33,000人

認知症の方の意思が尊重され、できる限り住み慣
れた地域で暮らし続けることができるような仕組み
の構築を目的とする。具体的には、認知症の理解
を深めるための普及啓発、適時･適切な医療や介
護等を提供するための支援チームの設置、本人や
家族介護者の心身の負担軽減や気持ちに寄り添う
支援を行う。

会年職
員等

0人

28,000人 24,874人

引き続き、感染力の強い新型コロナウイルス感
染症が全国規模で蔓延し、感染防止策は実施し
たが、認知症サポーター養成講座の開催が制限
されたため

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①25,856人

②13箇所

R4目標 R4実績

２０２５年に団塊の世代が７５歳となり、認
知症高齢者の数も増加が見込まれること
から、引き続き、新型コロナウイルス感染
症対策を行い、小中学校などでの講座開
催によりサポーターの養成など認知症施
策の推進に努める。

R4その他職員
従事割合

30,500人 25,856人
認知症になってもできる限
り住み慣れた地域で暮ら
し続けることができるよう
認知症施策を推進した。

15/176



SDGsへの貢献
(最大3つ)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が貢献する項目

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R4)

成果

成果指標

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

計画
コード

R3予算現額 項目名

37,356千円

R4予算現額

34,908千円

R3正規職員
人件費

0.51 人 実績

4,070千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.42 人 評価者

～ 3,361千円 高齢者支援課長　溝井　光正

R3予算現額 項目名

2,520千円

R4予算現額

2,520千円

R3正規職員
人件費

0.40 人 実績

3,192千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.40 人 評価者

～ 3,201千円 高齢者支援課長　溝井　光正

R3予算現額 項目名

13,600千円

R4予算現額

13,600千円

R3正規職員
人件費

0.26 人 実績

2,075千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.27 人 評価者

～ 2,161千円 高齢者支援課長　溝井　光正

優先 自治事務

一人暮らし高齢者等
緊急通報システム事
業

根拠法令

所沢市一人暮らし高齢者等緊急通報システム事業
実施要綱

事業の目的及び具体的な内容

重要 自治事務

高齢者みまもり相談
員設置事業

根拠法令

所沢市高齢者みまもり相談員事業実施要綱

事業の目的及び具体的な内容

重要 自治事務

特定在宅高齢者介
護手当支給事業

根拠法令

所沢市特定在宅高齢者介護手当支給要綱

事業の目的及び具体的な内容

R3その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

5％以下

142
高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

S60

突発的な病気などの緊急時の連絡手段を確保し、
一人暮らし高齢者等の緊急時の安心安全な生活を
維持することを目的とする。
緊急ボタン等の操作で、24時間委託事業者のオペ
レーターが対応し、必要に応じて消防署に救急要
請を行う。生活反応センサーなどにより、一定時間
動きがない場合もオペレーションセンターへ通報さ
れる。

会年職
員等

1人

5％以下 6.7%

事業の適正な利用を進めており、誤報多発者や
一時停止者への利用方法の確認や、本人の状
況確認等を進めたが、利用方法について徹底さ
れていないところがあったため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①833台

②25台

R4目標 R4実績

誤報件数を減らし、今後も真にサービスが
必要な単身高齢者等にサービス提供を
行っていく。

R4その他職員
従事割合

5％以下 6.6%
突発的な病気を抱える一
人暮らし高齢者等の緊急
時の安心安全な生活に資
することができた。

会年職
員等

1人

R5目標

B

目標値は下回ったが、誤報の多
い利用者等に対し、事業の適正
な利用方法について説明するな
どして、誤報件数が減少してきて
いる。

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
31,221千円

①年度末時点での機器利用
台数

②年度末時点までの新規設
置数

誤報率
当該年度の誤報件数÷当該年度の通報総件数
×１００

事業の適正利用を進めており、誤報多発者や一時停
止者への利用方法の確認や本人の状況確認等によ
り、不必要な通報を減らしていく。

適正利用を進めるため、申請書の審査は
複数人で行った。
それにより、誤報件数は減少した。

R4決算額（見
込み） 11 住み続けられるまちづ

くりを
27,936千円

2,170千円

①訪問依頼者延べ人数

②訪問延べ件数

③定例会・研修会の開催回
数

定例会・研修会の開催回数

主にひとり暮らしの高齢者宅を訪問する事業である
が、対象者は生活面や健康面など様々な悩み・課題
を抱えていることが多く、相談員の対応力が求められ
る。そのため、一般のボランティアである相談員の資
質向上を図るための定例会・研修会の開催回数を目
標値としている。

感染症対策が緩和され、定例会の開催や
訪問については概ねコロナ禍以前と同様
に行えるようになってきた。
また、緊急連絡先がない方も利用者と認
めることとし、必要な方が利用できるよう整
備した。
令和５年度からの改選に向け、継続希望
の方へも面談を実施した。

R4決算額（見
込み） 11 住み続けられるまちづ

くりを
2,072千円

R3その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

7回

142
高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

特
別

期間

H14

142
高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

H8

近隣との交流や福祉サービスの利用機会が少ない
高齢者等を対象に、希望者の自宅を定期的に訪問
し（月2回程度）、安否確認を行うとともに、話し相手
となることで、高齢者が安心して暮らせる環境を整
備し、高齢者の福祉の増進を図ることを目的とす
る。

会年職
員等

0.1

6回 5回

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①159人

②2,822人

③6回

R4目標 R4実績

相談員が活動しやすくなるよう、マニュア
ルや引継書など、必要に応じて見直しをし
ていきたい。

R4その他職員
従事割合

6回 6回
みまもりの機会が少ない
高齢者の方が安心して暮
らせる環境を整えることが
できた。

会年職
員等

0.1

R5目標

A

目標を達成している。
高齢化に伴い、見守り対象者の
増加が見込まれることから、定
例会等をとおして、相談員の資
質向上や、実施方法の改善等を
検討していく。

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を

会年職
員等

0.15

R5目標

A

成果指標の目標値を達成してい
る。引き続き、同制度の広報を行
い、必要な人にサービスが適切
に提供できるよう努める。

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
12,200千円

①支給者数

目標支給者数
要介護4.、5の人数の伸び率を実績値にかけたものを
目標値（目標支給者数）とする。

広報の周知を行った。

R4決算額（見
込み） 11 住み続けられるまちづ

くりを
13,080千円

R3その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

330人

手当を支給し、ねたきりや認知症高齢者等を長期
的に在宅介護する者の身体的・精神的負担を軽減
することを目的とする。
６５歳以上で要介護認定を受け要介護４又は５の状
態のねたきり老人等を常時介護している介護者に、
年度に１回４０，０００円を申請により支給するもの
である。

会年職
員等

0.15

322人 305人

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①327人

R4目標 R4実績

金銭給付以外の重度の在宅介護者に対
する負担軽減策を研究していく。

R4その他職員
従事割合

322人 327人
手当を支給することで、長
期的に在宅介護する者の
身体的・精神的負担の軽
減に役立った。

16/176



SDGsへの貢献
(最大3つ)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が貢献する項目

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R4)

成果

成果指標

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

計画
コード

R3予算現額 項目名

708,370千円

R4予算現額

740,362千円

R3正規職員
人件費

0.94 人 実績

7,501千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.89 人 評価者

～ 7,122千円 高齢者支援課長　溝井　光正

R3予算現額 項目名

377,440千円

R4予算現額

411,840千円

R3正規職員
人件費

0.90 人 実績

7,182千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.95 人 評価者

～ 7,602千円 高齢者支援課長　溝井　光正

R3予算現額 項目名

0千円

R4予算現額

163,832千円

R3正規職員
人件費

0.00 人 実績

0千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.49 人 評価者

～ 3,921千円 介護保険課長　中澤　宏和

優先 自治事務

介護予防・生活支援
サービス事業

根拠法令

介護保険法

事業の目的及び具体的な内容

優先 自治事務

地域包括支援セン
ター運営事業

根拠法令

介護保険法

事業の目的及び具体的な内容

A 自治事務

高齢者福祉施設整
備費補助事業

根拠法令

所沢市高齢者福祉施設等整備費補助金交付要綱

事業の目的及び具体的な内容

R3その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

70.0%

142
高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

特
別

期間

H29

高齢者が自立した生活を継続するため、市町村が
主体となって、これまでの介護予防訪問介護等に
相当する専門的なサービスのほか、多様なサービ
ス（通所型短期集中予防サービス）や、介護予防ケ
アマネジメントを実施する。

会年職
員等

0人

50.0% 88.2%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①従前相当サービスの安定
的な運用に努めた

②通所型短期集中予防サー
ビスの効果的な実施に努め
た

R4目標 R4実績

通所型短期集中予防サービスについて、
新型コロナウイルス感染症の影響等によ
り減少した利用者数の増加に向けて、地
域包括支援センターや実施事業者と連携
を図り、解決策を検討する。

R4その他職員
従事割合

70.0% 93.9%
介護予防サービスを提供
し、高齢者の自立した生活
の継続に資することができ
た。

会年職
員等

0人

R5目標

A

成果指標の目標値を達成してい
る。
通所型短期集中予防サービスに
ついては、滞りなく安定的なサー
ビスを提供することができてい
る。

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
552,314千円

①従前相当サービスの実施

②多様なサービスの実施

通所型短期集中予防サービス利用者の、終了
後の機能改善結果が「改善・向上・維持」であっ
た割合

通所型短期集中予防サービスでは、３か月の期間の
リハビリの結果を、「改善・向上・維持・悪化」で測る。
本事業の目的が、高齢者が自立した生活を継続でき
ることであり、利用者の運動器の維持・機能向上を測
ることができる指標であるため。

通所型短期集中予防サービスの利用者に
対する利用後アンケートの実施方法を見
直し、地域包括支援センターの負担軽減
を図った。

R4決算額（見
込み） 11 住み続けられるまちづ

くりを
548,644千円

377,440千円

①高齢者人口

②総合相談件数

市全体での個別事例の検討件数

地域ケア個別会議を開催することにより
●高齢者の個別課題解決に対する支援
●ネットワークの構築
●地域課題の発見
●自立支援に資するケアマネージャーのケアマネジメ
ントの実践力向上を図る。

新型コロナウイルス感染症対策として、オ
ンラインによる会議を実施するため、地域
包括支援センターを支援し、会議の開催
に努めた。

R4決算額（見
込み） 11 住み続けられるまちづ

くりを
411,840千円

R3その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

120件

142
高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

特
別

期間

H18

142
介護
保険
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

H17

地域包括支援センターを市内に設置することで、介
護保険法に定める包括的支援事業（訪問相談等）、
介護予防事業（介護予防教室等）等を実施し、高齢
者をはじめ地域住民の保健医療の向上及び福祉
の増進を包括的に支援することを目的とする。

会年職
員等

0人

120件 89件

R3年度と同様に、新型コロナウイルス感染症が
全国規模で蔓延し、一部の個別会議開催が中
止を余儀なくされたため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①94,409人

②34,098件

R4目標 R4実績

新型コロナウイルス感染症は５類に移行し
たが、医療職、介護職の参加者が多いこ
とから、引き続き十分な感染症対策を実施
しつつ、目標数の開催を目指す。

R4その他職員
従事割合

120件 86件 高齢者が住み慣れた地域
で安心して暮らしつづける
ことができるよう、高齢者
の生活を支える総合相談
窓口としての役割を果たし
た。

会年職
員等

0人

R5目標

B

医療職関係の参加者が対面会
議への参加に難色を示したこと
から、新型コロナウイルス感染症
対策として、一部オンラインでの
開催を実施した。慣れない手法
のため、個別事例数を一部減ら
すなどにより、目標値を下回った
が、オンラインでのメリットもあ
り、今後も適宜、開催については
柔軟に対応していく。

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を

会年職
員等

0人

R5目標

A

コロナ禍や国際情勢の影響によ
る物価高騰など、流動的かつ予
測不能な状況下においても、期
間内に目標とした整備事業所の
整備を完了するとともに、補助金
交付事務も滞りなく推進できたた
め。

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
0千円

①整備完了した事業所数

②増加する定員数

整備事業所数及びその定員数（※）の計画値
（目標）に対する実績
※基盤整備（新規開設）時のみ

前年度に予め計画された整備数を実現すること
が、事業目的に合致するため、計画値に対する
実績を設定した。
なお、基盤整備時の計画値は、第8期所沢市高
齢者福祉計画・介護保険事業計画における高齢
者福祉施設等の整備目標等に基づき設定され
たものである。

（県による）補助金の交付審査も含め、補
助対象者（介護サービス事業を営む法人
等）との連携を密にするため、整備途中の
現地へ中間訪問をするなど進捗管理を強
化しながらより一層手厚い伴走支援を実
施した。

R4決算額（見
込み） 11 住み続けられるまちづ

くりを
163,832千円

R3その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

4事業所

　本事業は、市内に地域密着型サービスの施設を整備し
運営する法人を財務面から支援することにより、基盤整
備（新規開設）や施設整備を促進し、必要な介護サービ
ス提供量を確保するとともに、利用者等が安心・安全に
施設を利用することができる環境を整えるものである。
　国（厚生労働省）の地域介護・福祉空間整備等施設整
備交付金或いは県の地域密着型サービス等整備助成事
業費等補助金を活用し、地域密着型サービスの施設の
改修等を希望する事業者に対して補助を行う。
　本事業を通じ、地域密着型サービスの充実、ひいては
地域における高齢者福祉の促進を図る効果が見込まれ
る。

会年職
員等

0人

- -

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①4事業所

②36名

R4目標 R4実績 国や県の補助金を活用するため事前協議
から補助金交付までの期間が非常に短
く、対応する補助対象事業者だけでなく市
の事務負担も大きい。
国等からの通知前に先んじて事業者と認
識を共有できる仕組みや、相談体制を整
備し、より円滑に補助金交付事務が推進
される課内ノウハウを蓄積し見える化した
い。

R4その他職員
従事割合

4事業所、36名 4事業所、36名
要介護状態以後も、住み
慣れた地域で生活し続け
ていける地域環境の向上
を図った。
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が貢献する項目

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R4)

成果

成果指標

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

計画
コード

R3予算現額 項目名

58,525千円

R4予算現額

58,720千円

R3正規職員
人件費

1.40 人 実績

11,172千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

1.50 人 評価者

～ 12,003千円 高齢者支援課長　溝井　光正

R3予算現額 項目名

28,290千円

R4予算現額

25,819千円

R3正規職員
人件費

3.93 人 実績

32,509千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

4.44 人 評価者

～ 35,529千円 介護保険課長　中澤　宏和

R3予算現額 項目名

1,000千円

R4予算現額

1,000千円

R3正規職員
人件費

0.27 人 実績

2,155千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.59 人 評価者

～ 4,721千円 介護保険課長　中澤　宏和

優先 自治事務

生活支援体制整備
事業

根拠法令

介護保険法

事業の目的及び具体的な内容

- 自治事務

介護保険料賦課徴
収事業

根拠法令

介護保険法、所沢市介護保険条例

事業の目的及び具体的な内容

- 自治事務

介護人材確保事業

根拠法令

-

事業の目的及び具体的な内容

R3その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

863

143
高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

特
別

期間

H27

生活支援・介護予防サービスの充実を目的として、
ボランティア等の生活支援の担い手の発掘・養成
等を行うとともに、市域及び圏域に協議体を設置
し、地域資源の把握・開発やネットワーク化を実施
し、多様な主体によるサービスの提供を図る。
また、市域及び圏域に生活支援コーディネーターを
配置する。

会年職
員等

0人

835 773

新型コロナウイルス感染症の影響によりR3実績
が低かったこと、把握済み社会資源の内容を精
査し、団体の解散状況を把握したことが未達成
の要因と考えられる。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①840

②6回

R4目標 R4実績 地域の担い手の醸成が難しいのが現状。
シニア・アカデミーや市民大学等と連携
し、新たな担い手発掘のため、既存の地
域活動を広報、参加を呼び掛ける。また、
地域ケア会議やトコまっぷ等を活用し、地
域課題・資源を把握し、ニーズに合った支
援を提供できるよう、生活支援コーディ
ネーターの活動をとおして生活支援体制
整備事業を推進する。

R4その他職員
従事割合

849 840
各地域の資源把握や課題
検討を行うことにより、互
いに支え合いながら住み
続けられるまちづくりを推
進した。

会年職
員等

0人

R5目標

B

成果指標の目標値に対し、実績
の割合が90％以上であり、ほぼ
目標を達成している。
引き続き、より多くの・社会資源
の把握を目指すとともに、把握済
みの社会資源の状況確認を定
期的に行い、最新の情報を提供
していく。

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
58,503千円

①生活支援コーディネーター
や協議体の活動を通じて把
握する地域資源数

②第1層と第2層の情報共有
の為の会議開催回数

生活支援コーディネーターや協議体の活動を通
じて把握する地域資源数

地域資源の把握や共有を行うとともに、解決策の検
討を図ることから、地域資源の把握数を目標値とし
た。

生活支援コーディネーターの活動を紹介
する動画を作成し、市ホームページに公
開するなどして事業の周知に努めた。

R4決算額（見
込み） 11 住み続けられるまちづ

くりを
58,655千円

24,733千円

①口座振替の推奨（加入率）

②督促・催告（件数）

③分納相談（人数）

保険料収納率(現年度）
介護保険の財源確保のため、６５歳以上の方の
保険料の収納率向上を目標とした。

被保険者に毎年送付するパンフレットの内
容を見直した。より具体的な数値を載せる
ことで、介護保険が適用されることの重要
性を理解いただき、納付意識の向上を
図った。

R4決算額（見
込み）

23,944千円

R3その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

99.0%

144
介護
保険
課

実施計画ランク 事業の種別

特
別

期間

H12

144
介護
保険
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

R3

平成12年4月1日、介護保険法が施行され、新たな
社会保険制度として各市町村が保険者となり、介
護保険制度が実施された。介護保険運営のための
財源として、所沢市の65歳以上の被保険者の介護
保険料を賦課徴収する。

会年職
員等

1

99.0% 99.12%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①２２．７９％

②１５，１４３件

③４０人

R4目標 R4実績

介護サービスの必要性や分かりやすい納
付方法の案内に努め、また個別の状況に
応じた納付相談を行い、被保険者の理解
をいただくことが重要である。

R4その他職員
従事割合

99.0% 99.16%
安心して地域で住み続け
られるように必要な介護
サービスを利用いただくた
めの財源確保に努めた。

会年職
員等

1

R5目標

A

保険料未納者に対して督促、催
告（文書、電話、戸別訪問等）の
滞納整理事務を行っているが、
個別の事情による分納相談や、
災害や新型コロナウィルス感染
症の影響による収入減少などで
一時的に支払うことが困難な方
へ、減免や徴収猶予を行い、き
めの細かい対応を行った。結
果、前年度の収納率を上回り、
目標の収納率達成となった。

R4年度に改善した点
11 住み続けられるまちづ

くりを

会年職
員等

0人

R5目標

C

（昨年度、課題として設定した）受
講者数の増、若年齢化には成功
したものの、指標には届かず、同
評価とする。
一方、年度末時点で、就職（転
職）活動が継続見込みの受講者
もおり、中長期的な視点で捉え
れば、指標を達する可能性もあ
ると考えている。

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
672千円

①就業決定者数

②受講者数

③「この研修が役に立つ」と
思った人の割合（思う・やや思
うの選択者割合）

就業決定者数の割合（対受講者）

介護現場における人材不足により、市町村においても
人材確保に関する取り組みの強化が求められてい
る。一定割合の就業率を目指す指標とすることで、そ
の達成のため、受講者数やその属性、またマッチング
事業者選定など様々な構成要素の改善につながる。

現役世代（特に子育て世代）の受講促進を
狙い、以下の施策を投下した。
A.1日あたりの研修時間数を圧縮し、子供
の送迎までの間を利用できるようカリキュ
ラムを設定。（その分、開催日は1日増）
B.受講申込をWebメインとし、募集チラシに
はQRコードを表示。
C.子育て世帯比率の高い地区に傾斜した
募集チラシポスティング（5,000部）

R4決算額（見
込み） 4 質の高い教育をみんな

に
705千円

R3その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

10.0%

11 住み続けられるまちづ
くりを　これまで介護との関わりが無かった者などの未経

験者が、介護に関する基本的な知識を身につける
とともに、介護の業務に携わる上で知っておくべき
基本的な技術を学ぶことができる入門的研修を実
施することで、介護分野への参入のきっかけを作る
とともに、介護業界で働くことの不安を払拭し、多様
な人材の参入を促進する。

会年職
員等

0人

10.0% 13.3% R3とR4とで受講者属性を比較すると以下のとおり。
A.現職あり率　R3=10%未満　　R4=50%超
B.60歳未満受講者率　R3=約65%　　R4=90%超

（R3年度と比し）現役世代の受講を誘引できたもの
の、現に就労している比率が高かった。
結果として、新規の就労よりも難易度が高い“転職”を
もっての就労マッチングとなり、目標値に達しなかっ
た。
転職には、一定程度の時間を要すが、研修直後のア
ンケートで介護業界への意欲が高まった方の割合は
35%につき、将来的な就業可能性に期待したい。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①1人

②19人

③94%

R4目標 R4実績
受講者の絶対数もさることながら、就労意
欲・周辺環境が当事業の目的にマッチす
る属性の方に訴求できるかが課題と考え
る。
募集の段階でより強く“就労”というゴール
を明示し、幅広い世代をターゲットに展開
したい。

R4その他職員
従事割合

10.0% 5.3%
人材確保をのぞむ介護事
業所を募り、官民でマッチ
ングを通じた就業支援を
行った。
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が貢献する項目

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R4)

成果

成果指標

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

計画
コード

R3予算現額 項目名

3,970千円

R4予算現額

4,007千円

R3正規職員
人件費

1.85 人 実績

14,763千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

1.90 人 評価者

～ 15,204千円 社会教育担当参事　糟谷　苗美

R3予算現額 項目名

900千円

R4予算現額

900千円

R3正規職員
人件費

0.55 人 実績

4,389千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.30 人 評価者

～ 2,401千円 社会教育担当参事　糟谷　苗美

R3予算現額 項目名

304千円

R4予算現額

287千円

R3正規職員
人件費

0.50 人 実績

3,990千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.50 人 評価者

～ 4,001千円 社会教育担当参事　糟谷　苗美

重要 自治事務

学習講座等開催事
業

根拠法令

-

事業の目的及び具体的な内容

重要 自治事務

生涯学習をすすめる
所沢市民会議補助
金

根拠法令

生涯学習をすすめる所沢市民会議補助金交付要
綱

事業の目的及び具体的な内容

重要 自治事務

生涯学習まちづくり
出前講座事業

根拠法令

所沢市生涯学習まちづくり出前講座実施要綱

事業の目的及び具体的な内容

R3その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

1,450人

151
社会
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

H5

 地域の人材育成を目的とし市民との協働で企画運
営する通年制の「所沢市民大学」や、一般教養や
現代的、社会的課題などを学ぶ「市民教養講座」、
市民のキャリアアップを支援する「資格技能取得講
座」等を開催する。
　学習機会の提供により、知識・技術を得るだけで
なく新たな仲間との交流の場をつくる。また、学習し
た成果を地域の課題解消のために活用する。

会年職
員等

0.80人

1,450人 293人

新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、中
止した講座があること。また、実施した講座でも
感染対策のため参加者数を抑制したため、未達
成となった。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①16本

②

③

R4目標 R4実績

今後も幅広い世代を対象とした講座や、
市民のニーズに合わせた講座を実施して
いく。

R4その他職員
従事割合

1,450人 664人
子どもから大人まで幅広く
講座を企画し、年齢に関
係なく学べる機会を提供し
ている。

会年職
員等

0.80人

R5目標

C

コロナ禍で実施できなかった事
業もあるが、昨年に引き続き公
民館連携事業を実施し、大学連
携事業を再開するなど、少しず
つ講座数を増やしていくことがで
きた。

R4年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな

に
3,259千円

①講座実施数

②

③

受講者数

市民の知識・技術を得る場や新たな仲間との出
会いの場をつくる。また、現代的課題を学ぶ機会
を提供し、学習成果を地域活動等につなげてい
く人材の育成を図る事も目標としているため受
講者数を指標とした。

R３年度に引き続き、市民大学を2教室に
分け、リモートで繋いで講義を実施するな
ど、感染拡大防止に配慮して講座を開催
した。
また、公民館との共催事業では、新たに官
民連携講座を開催することができた。

R4決算額（見
込み）

3,610千円

535千円

①会議開催数

②主催事業開催数

③主催事業参加者数

主催事業開催数

市民が主体となって所沢市の生涯学習をすすめ
ていく組織であることから、事業の参加者数を求
めるのではなく、事業の実施回数を目標とした方
が、生涯学習の様々な形を自ら実践していること
が分かりやすくなるため。

フォーラム実施に向けて地域課題を研究
する学習事業の回数を重ね、充実化する
ことができた。
地域の文化歴史を語り継ぐ人材を養成し
た後の実践的発表を充実させ、結果学習
成果の地域還元を進めることができた。

R4決算額（見
込み） 11 住み続けられるまちづ

くりを
829千円

R3その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

35回

151
社会
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

H8

151
社会
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

H11

第１次生涯学習推進計画に基づいて設置された市
民が主体の「生涯学習をすすめる所沢市民会議」
に対し財政的に支援することで、本市の生涯学習を
市民の立場から推進できるよう支援する。

会年職
員等

0人

35回 48回

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①13回

②38回

③1,316人

R4目標 R4実績

引き続き感染防止対策を取りながら、事業
をすすめていく。　市民会議の運営に加わ
る市民を増やすことが課題。

R4その他職員
従事割合

35回 38回

地域を学び、地域に愛着
を持つことに貢献してい
る。会年職

員等
0人

R5目標

S

コロナ禍のなかで影響を受け
て、開催回数は減少した事業も
あったが、その他の事業では、
拡充を図ることができた。

R4年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな

に

会年職
員等

0.15人

R5目標

C

10名以上の市民で構成されてい
る団体に職員を派遣するという
要件のため、コロナ禍において
は事業の実施が困難であった
が、感染者数の減少に伴い、
徐々に依頼件数が増加した。

R4年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな

に
298千円

①開催回数

②

③

講座依頼件数（未開催の件数も含む）

講座の参加者を増やすことが目的の事業ではな
く、市政を広く市民に周知することを目的とした
事業であるため、講座依頼（申し込み）件数を指
標とした。

アンケートを電子申請により回答できるよ
うにし、利便性を高めた。

R4決算額（見
込み）

284千円

R3その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

100件

　市の施策を市民に周知し、理解を得ると共に、市
民と行政の協働によるまちづくりを進めることを目
的として実施している。
　市の各部署から提供される約90の講座をとりまと
め市民に周知し、希望する市民団体が受講できる
よう担当部署とマッチングさせている。

会年職
員等

0.30人

100件 12件

未達成の原因として、新型コロナウイルスによる
影響が考えられる。しかしながら、R3年度と比較
すると４倍近くの依頼件数があり、今後も徐々に
増加していくことが考えられる。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①41件

②

③

R4目標 R4実績

ホームページや生涯学習情報紙翔びたつ
ひろば等に掲載し、一層の事業の周知に
努めていく。また、申込み受付を担当課で
できるよう、受付窓口を移行していく。

R4その他職員
従事割合

100件 45件

市民に市政の情報を提供
することができた。
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が貢献する項目

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R4)

成果

成果指標

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

計画
コード

R3予算現額 項目名

454千円

R4予算現額

454千円

R3正規職員
人件費

0.45 人 実績

3,591千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.50 人 評価者

～ 4,001千円 社会教育担当参事　糟谷　苗美

R3予算現額 項目名

30,856千円

R4予算現額

34,228千円

R3正規職員
人件費

1.00 人 実績

7,980千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

1.00 人 評価者

～ 8,002千円 社会教育担当参事　糟谷　苗美

R3予算現額 項目名

19,535千円

R4予算現額

19,701千円

R3正規職員
人件費

0.60 人 実績

4,788千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.60 人 評価者

～ 4,801千円 社会教育担当参事　糟谷　苗美

重要 自治事務

ＩＴ相談事業

根拠法令

-

事業の目的及び具体的な内容

重要 自治事務

生涯学習推進セン
ター施設提供事業

根拠法令

社会教育法、所沢市生涯学習推進センター条例、
同施行規則

事業の目的及び具体的な内容

重要 自治事務

生涯学習情報紙発
行事業

根拠法令

-

事業の目的及び具体的な内容

R3その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

800人

151
社会
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

H13

　市民のデジタルデバイド解消ため、パソコンの基
礎的操作の個別相談を定期的に実施している。イ
ンターネット閲覧と電子メールの基本操作について
の相談を主としているが、パソコンの設定やソフト
の使い方等の相談にも対応している。

会年職
員等

0人

800人 374人

多くの利用者は高齢者であるため、新型コロナ
ウイルス感染症の影響により、利用が少なかっ
たことが考えられる。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①184回

②459人

③

R4目標 R4実績

相談者の多様なニーズを把握し、パソコン
に限らずスマートフォンの操作などの相談
に可能な限り対応できるよう、相談員と調
整していきたい。

R4その他職員
従事割合

800人 459人

市民のパソコンの基礎的
な知識の習得に貢献する
ことができた。会年職

員等
0人

R5目標

C

前年度と比較し、利用者が増加
した。
これからも相談員と随時情報交
換しながら、事業の運営を図って
いきたい。

R4年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな

に
359千円

①相談実施回数

②相談者数

③

相談者数（延べ人数）

市民がＩＴについての基礎的操作を習得し、ＩＴを
通した市民相互の交流や、市民の学習への一
層の推進を図ること、またＩＴに不慣れな人への
援助によるデジタルデバイド解消を目的とした事
業であるため、相談者の人数を指標とした。

室内の換気、消毒液の設置や相談員に
フェイスシールドを用意し、感染防止対策
を行った。

R4決算額（見
込み）

434千円

29,175千円

①会議室等稼働率

②体育室稼働率

③

年間施設稼働率平均
（会議室等稼働率＋体育室稼働率）÷２

より多く貸出の機会を提供する目的から、貸出
可能日数のうち提供した割合を指標としている。 夜間の稼働率が低い会議室を、学生向け

自習室として開放し、市民の学習の場の
提供及び部屋の有効活用を図った。

R4決算額（見
込み）

31,332千円

R3その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

50.0%

151
社会
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

H11

151
社会
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

H12

　市民の学習、運動、文化、活動の場の提供するた
め、施設の会議室、学習室、体育室等を祝日と年
末年始を除く毎日、朝から夜間まで貸出す。
　公平性から予約時間制限あり。団体（５人以上）
の利用は月８時間（２区分）までとし、個人利用は体
育室のみ、月４時間までとしている。

会年職
員等

0.70人

50.0% 52.8%

体育室の照明のLED化工事のため、R4年11月
～R5年1月まで利用を停止したことにより、目標
値を下回った。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①34.1%

②42.4%

③

R4目標 R4実績

統廃合により廃校となった小学校を改修し
て開設した施設であり、築３０年が経過し
ていることから、計画的に修繕をすすめ、
利用環境の整備を進めていく。

R4その他職員
従事割合

50.0% 38.3%

市民の自主的な学習活動
の場所を提供することが
できた。会年職

員等
0.45人

R5目標

B

工事期間は体育室の貸し出しが
できなかったが、その他開館日
においては市民に有効に活用し
てもらうことができた。

R4年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな

に

会年職
員等

0.45人

R5目標

S

コロナ禍により市の事業や市民
の学習活動も縮小する中、掲載
記事も減少したが、市民が興味
を持つような情報提供に努めて
継続発行した。

R4年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな

に
17,785千円

①発行回数

②年間延べ配布世帯数

③

年間発行部数
市民の学習活動を支援するための「学習機会の
拡大と学習情報の提供」を目的としており、年間
発行部数を指標としている。

市民活動情報についてはコロナ禍により
R3年度に引き続き少ない状況にあった
が、１面及び３面に生涯学習に関連した特
集記事を組む等、紙面を工夫することによ
り所沢や学習の魅力を多く紹介することが
できた。

R4決算額（見
込み）

18,261千円

R3その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

1,980,000部

　市民の学習活動のための情報を提供する生涯学
習情報紙「翔びたつひろば」を毎月1日、年12回発
行する。
　市や公的機関が主催する事業のみならず、市民
団体等の催し等の情報も掲載している。
　なお、視覚障害者用として、希望者に点字翻訳
版、音声媒体（デイジー版）による情報紙を委託に
より作成し配付している。

会年職
員等

0.90人

1,980,000部 2,075,630部

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①12回

②2,045,197世帯

③

R4目標 R4実績

生涯学習情報紙として、市民が興味を引く
ような紙面にづくりに努めていく。

R4その他職員
従事割合

1,980,000部 2,098,350部

市民に学習情報を届ける
ことができた。
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が貢献する項目

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R4)

成果

成果指標

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

計画
コード

R3予算現額 項目名

377千円

R4予算現額

377千円

R3正規職員
人件費

0.55 人 実績

4,389千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.40 人 評価者

～ 3,201千円 社会教育担当参事　糟谷　苗美

R3予算現額 項目名

647千円

R4予算現額

647千円

R3正規職員
人件費

0.20 人 実績

1,596千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.30 人 評価者

～ 2,401千円 社会教育担当参事　糟谷　苗美

R3予算現額 項目名

3,062千円

R4予算現額

3,062千円

R3正規職員
人件費

0.73 人 実績

5,825千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.78 人 評価者

～ 6,242千円 社会教育担当参事　糟谷　苗美

重要 自治事務

生涯学習ボランティ
ア人材バンク運営事
業

根拠法令

-

事業の目的及び具体的な内容

重要 自治事務

社会教育関係団体
補助事業

根拠法令

社会教育法、所沢市ＰＴＡ連合会補助金交付要綱、
所沢市連合婦人会補助金交付要綱

事業の目的及び具体的な内容

優先 自治事務

家庭教育推進事業

根拠法令

教育基本法、社会教育法、家庭教育学級事業委託
要綱

事業の目的及び具体的な内容

R3その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

70件

152
社会
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

H11

　市民の学習活動に役立つ知識や技術を持ってい
る市民に講師登録してもらい、その知識や技術を求
めている市民に紹介する制度である。
　利用希望者と登録講師のマッチングさせ、受講す
る側の学習活動の促進と、講師側の社会貢献とス
キルアップの場になることも目指している。

会年職
員等

0.30人

70件 4件

R3年度に引き続きコロナ禍により活動の自粛傾
向がみられ、紹介件数が減少した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①114件

②41件

③

R4目標 R4実績

一層の事業周知のため、今後も人材バン
クフェアの開催や、動画配信を行っていく。

R4その他職員
従事割合

70件 6件

市民の自主的な活動を支
援することができた。会年職

員等
0.15人

R5目標

C

コロナ禍により市民の活動の自
粛が求められたため、紹介件数
が減少したが、R3年度と比較す
ると微増した。登録者数について
も、徐々に増加している。

R4年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな

に
350千円

①登録件数

②登録者紹介件数

③

登録者活動件数
（利用者から報告のあった登録者活動（交渉成
立）件数）

市民の学習機会の拡充を目標の一つとしている
ことから、ボランティア人材バンク登録者の活動
（交渉成立）件数を指標としている。

人材バンクフェアの様子や、講師紹介の
動画配信を行った。また、市民活動支援セ
ンターのトコろんWebとも連携を図った。

R4決算額（見
込み）

343千円

647千円

①所沢市PTA連合会の会報
誌発行部数
②所沢市連合婦人会の活動
回数

所沢市ＰＴＡ連合会加入小中学校数

市立小中学校全てのＰＴＡが、所沢市ＰＴＡ連合
会に加入し、全ての子供たちのために、魅力あ
るＰＴＡ活動が行われるよう加入数を指標とす
る。

PTA連合会の事業がより効率的に運営で
きるための見直しを昨年度に引き続き行っ
た。また、審議会等への参加を通して行政
や他の団体・組織との連携協力を強化し
ていく。
各校のPTAのICT化を支援するため、昨年
度に引き続きコロナ禍でのICT化を推進し
た。

R4決算額（見
込み） 16 平和と公正をすべての

人に
647千円

R3その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

47校

153
社会
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

S39

153
社会
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

S39

　市内小中学校等の各単位ＰＴＡの相互交流･連
携･情報交換や研修等を担う所沢市ＰＴＡ連合会に
対し、補助金を交付して活動を支援する。
　また、本市の生涯学習の推進・社会教育の振興
及び男女共同参画等にも貢献する所沢市連合婦
人会に対し、補助金を交付して活動を支援してい
る。

会年職
員等

0.8人

47校 45校

市内小中学校47校中、小学校2校は所沢市PTA
連合会に加入していないが、それぞれ学校単独
でPTA活動を行っている。連合会の活動が魅力
ある活動となるよう事業等の見直しを行っている
ところであり、市内全小中学校のPTAが連合会
に加入することを目指す。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①47,000部

②47回

R4目標 R4実績

・子どもたちのためになる新たな事業を展
開していく。
・役員の負担軽減に繋がる運営に努め
る。
・地域・家庭・学校の更なる連携強化で、
活動の充実を図る。

R4その他職員
従事割合

47校 45校
各団体では、全ての子ど
もたちにより良い学校生活
が送れるよう活動してい
る。

会年職
員等

0.8人

R5目標

A

市のPTA連合会は、各校のPTA
間の連携強化に欠かせない存
在で、地域の教育力向上に一定
の成果を上げており、今後も活
動支援継続していく必要がある。

R4年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな

に

会年職
員等

1.8人

R5目標

C

感染症対策のため開催を中止し
た事業等もあったため、成果目
標の目標値は下回ったが、各学
級の状況に応じた相談や情報提
供を丁寧に行うことにより保護者
の学習機会の確保に努めた。ま
た、学習内容を工夫した結果、
地域や学校、子どもの環境など
の保護者に身近で関心の高い
講座が増加した。今後も各学級
の状況に合わせた支援により学
びの機会の提供に努めていく。

R4年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな

に
2,952千円

①家庭教育学級の学級生数

②家庭教育学級の講座数

③啓発リーフレット配布数

１学級当たりの講座実施時間（時間）
「家庭教育学級事業委託要綱」において、委託
の条件として、講座実施時間をおおむね１8時間
としているため、目標値とした。

各学級の状況に応じた相談対応や多岐に
わたる講師や講座の情報提供、学校との
連携等により学級運営を支援した。

R4決算額（見
込み）

3,017千円

R3その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

18.00

　各小中学校の運営委員会に家庭教育学級の運
営を委託し、家庭教育等について学ぶ機会を保護
者等に提供する。
　また、保護者が家庭での教育を見直し、子育ての
不安を解消する等のきっかけとするために、就学時
健診等の機会を利用した子育て講座の開催や、啓
発リーフレットの作成・配布を行う。

会年職
員等

1.8人

18.00 7.90

感染症対策に配慮し事業の規模を縮小したこ
と、各小中学校の状況に合わせて講座中止や延
期等となったため目標値が未達成となったが、
学習内容等を工夫し、地域や学校、子どもの環
境に目を向けた、保護者にとって身近で関心の
高い講座が増加した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①2,009

②344

③6,100

R4目標 R4実績 感染症対策等のため、学校を経由した通
知送付の際、役員の通知受領に時間がか
かったことなどから、各学級との連絡手段
を見直していく。また、急激な社会の多様
化にともなう子育ての悩みや課題につい
ての講座など、保護者にとって魅力的で効
果的な講座情報の提供等により、引き続
き学級活動を支援していく。

R4その他職員
従事割合

18.00 13.18

家庭教育等について学ぶ
機会を保護者等に提供し
た。
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が貢献する項目

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R4)

成果

成果指標

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

計画
コード

R3予算現額 項目名

4,467千円

R4予算現額

4,467千円

R3正規職員
人件費

0.55 人 実績

4,389千円 どのように貢献したか

0.55

0.48 人 評価者

～ 3,841千円 社会教育担当参事　糟谷　苗美

R3予算現額 項目名

1,690千円

R4予算現額

863千円

R3正規職員
人件費

0.50 人 実績

3,990千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.60 人 評価者

～ 4,801千円
松井まちづくりセンター長
吉川　泰央

R3予算現額 項目名

37,748千円

R4予算現額

234,421千円

R3正規職員
人件費

0.50 人 実績

3,990千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.45 人 評価者

～ 3,601千円
松井まちづくりセンター長
吉川　泰央

重要 自治事務

二十歳のつどい開
催事業

根拠法令

国民の祝日に関する法律
二十歳のつどい実行委員会交付金交付要綱

事業の目的及び具体的な内容

重要 自治事務

松井公民館主催事
業

根拠法令

社会教育法、所沢市立公民館設置及び管理条例、
所沢市立公民館設置及び管理条例施行規則

事業の目的及び具体的な内容

- 自治事務

松井公民館施設提
供事業

根拠法令

社会教育法、所沢市立公民館設置及び管理条例、所沢市立公
民館設置及び管理条例施行規則、所沢市立公民館使用料減免
取扱要綱

事業の目的及び具体的な内容

R3その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

70.0%

153
社会
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

S21

　二十歳の節目を迎えた青年の門出を祝福する式
典等を各地区で開催するため、市内11地区それぞ
れで組織される実行委員会に交付金を交付してい
る。青年が地域への愛着を抱いてもらえるよう、身
近なまちづくりセンターを中心とした会場で、各特色
を活かしたつどいを実施する。

会年職
員等

0人

70.0% 65.8%

前年度と同様、新型コロナウイルス感染症の影
響で参加を見合わせた方がいたと考えられる。
一方で、平成以降これまで出席率が７０％を超え
たことは一度もない。新型コロナウイルスが２類
から５類に移行される令和５年度の出席率を参
考に、、場合によって今後は目標値の見直しを
図ることも有効かと思われる。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

２，１４８人

R4目標 R4実績 この２年間出席率が横ばい状態である。
「ほっとメール」を活用した周知方法を行う
などし、出席率の増加を図りたい。
会場を集約してはどうかという意見も少数
ながらある。「地域へのデビューの機会」と
いう目的で地区分散方式により催している
ところではあるが、実行委員会の意見など
も参考にし、開催方式について考えていき
たい。

R4その他職員
従事割合

70.0% 65.6%

二十歳を迎えた青年に対
し、大人の自覚や今後の
地域での活躍を促した。会年職

員等
0人

R5目標

Ｂ

成果指標目標値を下回ったこと
について、新型コロナウイルス感
染症の影響がある一方で、目標
値（出席率７０％以上）について
は過去一度も達成していない。
そのため、令和５年度の状況を
見つつ、場合によっては目標値
見直しの余地があると思われ
る。
二十歳のつどいに名称が変わり
最初の年であったが、例年同様
に地域ごとで温かい式典を開催
でき、新たに二十歳になった
方々からも一定の評価を得るこ
とができた。
「大人として地域に受け入れられ
る式」として式典が定着してい
る。

R4年度に改善した点
11 住み続けられるまちづ

くりを
4,418千円

①出席者の合計人数

市全体の出席率（%）

二十歳のつどいが、若者の公民館活動を通じた
地域へのデビューの機会となるよう、より多くの
二十歳の方に出席してもらいたいため、出席率
を指標とした。

民法改正により、２０２２年４月から成年年
齢が１８歳に引き下げられたことを受け
て、「成人のつどい」から「二十歳のつど
い」に名称変更した。これに伴い、表示や
案内等を変更するなどの対応を行い、式
典が問題なく開催できるように努めた。
また、松井地区については、出席者の多く
の出身校である安松中学校にご協力いた
だき、体育館を会場にして開催した。

R4決算額（見
込み）

4,436千円

1,268千円

①年間事業数

②アンケート回答件数

③「満足」及び「ある程度満
足」の回答を得た件数

参加者の満足度の割合

参加者の満足度割合から、主催事業に対する満
足度を向上させる。

満足・ある程度満足の回答数／アンケート回答
数×100

地域住民が関心のありそうな事業につい
て、新たに企画し開催した。
「エンディングノートの使い方」、「フラワー
アレンジメント教室」。
まちづくりセンター間の協同事業として、
「教えてマイナポイント」。
市公民館で初めて民間企業との連携協定
に関連した講座として、「スマホでつながり
力高めて健康長寿講座」。

R4決算額（見
込み） 4 質の高い教育をみんな

に
665千円

R3その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

100.0%

154

松井
まち
づくり
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

S29

154

松井
まち
づくり
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

S45

11 住み続けられるまちづ
くりを市民の学習要求に基づき、実生活に即する教育、

学術、文化に関する各種事業を実施することによ
り、教養の向上、健康増進、生活文化の振興、社会
福祉の増進を目的とする。
内容は次のとおり。
①職員あるいは市民を交えた実行委員会等による
事業の企画・立案、運営方法等を検討。
②生涯学習情報紙及びまちづくりセンター広報紙、
チラシ等を活用して参加者を募集。
③事業終了後アンケート等を実施し、学習記録や
参加者の意見、感想等を取りまとめ、次年度へ向
け検討する。

会年職
員等

0.8人

100.0% 99.0%

新たな講座を企画実施したものについては、平
均95.5%ではあったが、シリーズものの講座につ
いては、100％であったり70％台であったりと差
が生じてしまった。(天候等にも影響有)
事業の内容を研究しながら、シリーズもの講座
内容について、引き続き工夫していく必要があ
る。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①アンケート実施事業　7件

②アンケート回答　　　230件

③「満足」及び「ある程度満
足」の回答を得た件数
219件

R4目標 R4実績

シリーズものの講座については満足度に
差があるので、満足度の低い講座につい
ては天候等に左右されたことから、企画の
際にはそうした点にも十分考慮し講師の
方々と十分話し合って検討する。

R4その他職員
従事割合

100.0% 95.2%
新規として、電子機器等に抵
抗をもつ高齢の方等を対象
に、マイナンバーカードとマイ
ナポイントに関する講座の開
催やスマートフォンを活用し
た人とのつながり力講座、将
来の人生設計を考える講座
等を提供することができた。

会年職
員等

0.8人

R5目標

B

公民館施設LED化及び空調設備
改修工事により、半年間主催事
業が実施できなっかたが、工事
前の５ケ月間でも、シリーズもの
の講座の開催や住民の関心が
ありそうな新規講座の企画・開催
ほか、民間企業との連携協定に
関連した新規講座等を企画実施
したことで、参加者の評価もよ
かったと考える。

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を

会年職
員等

3.2人

R5目標

B

コロナウイルス感染症により活
動を自粛または廃止するサーク
ル等が多く、また施設のＬＥＤ化
及び空調設備改修工事により、
他館へ登録変更をする利用者も
あり、団体登録者数も減少した。
改修工事により、ホールを除く部
屋については個別空調となり利
用環境も向上したことから、次年
度の稼働率が上昇するよう工夫
していく。

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
33,803千円

①年間利用可能区分数（公
民館）

②年間利用区部数(公民館)

年間施設稼働率
客観的に分かりやすい指標である。

年間利用区分数／年間利用可能区分数×100

施設LED化及び空調設備改修工事によ
り、省エネ機器への改修や、グリーンカー
テンの設置により空調設備への負荷軽減
を図り、より快適な学習環境となった。

R4決算額（見
込み） 4 質の高い教育をみんな

に
237,789千円

R3その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

50.0%

7 エネルギーをみんなに
そしてクリーンに

活動するサークルや団体等により住民が各種学習
活動の場として施設を提供することで、集い・学び
合いながら知識・教養の向上を図り、生涯学習社会
の構築を目指すことを目的とする。
公民館事業に支障のない限りで、自治会・町内会、
PTAなど地域コミュニティ活動や社会教育団体等の
活動の場として施設を提供する。

会年職
員等

3.2人

70.0% 33.9% 新型コロナウイルス感染症による利用制限が
徐々に緩和されたが、それでもなお活動を自粛
するサークル・団体も多く、また会員の高齢化な
どを理由に解散するサークル・団体もあった。施
設の改修工事による貸館業務の一時休止によ
る影響もあり、他館への登録を変更するサーク
ル・団体もあった。
また、コロナ禍での飲食を伴う活動を制限してい
たこともありし、料理講習室、茶室などの利用者
も少なかったため、年間施設稼働率を下げた要
因にもなったと考える。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①9,160区分

②2,998区分

R4目標 R4実績

サークル・団体等の利用者の高齢化等に
よる活動登録者数の減少も近年感じる。
利用しずらい和式トイレ等の水回り設備の
改修を少しずつ取り組む必要がある。

R4その他職員
従事割合

50.0% 32.7%
地域住民の団体やサーク
ル等へ、地域コミュニティ、
生涯学習活動などの場の
提供のほか、施設設備の
改修工事により、省エネ機
器の導入により、環境負
荷低減に貢献した。
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が貢献する項目

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R4)

成果

成果指標

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

計画
コード

R3予算現額 項目名

3,453千円

R4予算現額

4,498千円

R3正規職員
人件費

0.75 人 実績

5,985千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.76 人 評価者

～ 6,082千円 富岡まちづくりセンター長　粕谷紀夫

R3予算現額 項目名

36,088千円

R4予算現額

28,983千円

R3正規職員
人件費

0.75 人 実績

5,985千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.73 人 評価者

～ 5,841千円 富岡まちづくりセンター長　粕谷紀夫

R3予算現額 項目名

741千円

R4予算現額

748千円

R3正規職員
人件費

1.18 人 実績

9,416千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

1.20 人 評価者

～ 9,602千円
小手指まちづくりセンター長
　　　　　　　　　　　　　小川　和彦

重要 自治事務

富岡公民館主催事
業

根拠法令

社会教育法、所沢市公民館設置及び管理条例、所沢市
公民館設置及び管理条例施行規則

事業の目的及び具体的な内容

- 自治事務

富岡公民館施設提
供事業

根拠法令

社会教育法、所沢市立公民館設置及び管理条例、所沢
市立公民館設置及び管理条例施行規則

事業の目的及び具体的な内容

重要 自治事務

小手指公民館主催
事業

根拠法令

社会教育法

事業の目的及び具体的な内容

R3その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

100%

154

富岡
まち
づくり
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

S31

11 住み続けられるまちづ
くりを実際生活に即する教育、学術及び文化に関する各

種の事業を行い、もつて住民の教養の向上、健康
の増進、情操の純化を図り、生活文化の振興、社
会福祉の増進に寄与することを目的とし（社会教育
法）、①職員による企画立案や市民を交えた企画
準備委員会・実行委員会等を設置し、事業内容を
検討。生涯学習情報紙及びまちづくりセンターだよ
りを活用して参加者を募集する。②事業終了後は、
学習の記録や参加者の意見・感想等をとりまとめ、
次年度に向けての検討材料とする。③体育館が併
設されている特徴を活かし、健康体操教室や体育
事業にも積極的に取り組んでいる。

会年職
員等

5人

100% 94%

新型コロナウイルス感染症の行動制限が緩和さ
れ、開催事業数が増加し、成果としても「参加者
の満足度割合」が向上した。
すべての参加者が満足できる事業を目指してい
るため、目標値を「100％」と設定しており、98％
の参加者に満足いただいたが、未達成となっ
た。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①15事業

②161件

③158件

R4目標 R4実績

今後も満足度の向上を目指しつつも、地
域課題や現代的課題に対応した新たな事
業を企画・実施していく。

R4その他職員
従事割合

100% 98%
様々な事業・イベントを開
催することで、社会教育の
機会だけでなく、地域づく
りや仲間づくりに寄与し
た。

会年職
員等

5人

R5目標

Ｂ

目標値には僅かに届かなかった
ものの、事業数が増えた中で、
前年度実績を上回ることができ
た。

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
3,277千円

①主催事業数（年間事業数）
②事業参加者のアンケート回
答件数
③アンケート結果の分析（「満
足」及び「ある程度満足」と回
答を得た件数）

参加者の満足度割合
（「満足」及び「ある程度満足」と回答を得た件数
÷アンケート回答件数×100）

各種の事業を行い、もつて住民の教養の向上、
健康の増進、情操の純化を図り、生活文化の振
興、社会福祉の増進に寄与することを目的として
いるため、「参加者の満足度割合」が高ければ、
効果的な事業が遂行できていたと考える。

新規事業として、乳幼児と保護者が様々
な体験をすることにより、仲間づくり・情報
交換の場とすることを目的とした「富岡の
びのびくらぶ」を毎月開催した。

R4決算額（見
込み） 4 質の高い教育をみんな

に
4,293千円

31,076千円

①年間利用可能区分数（公
民館）
②年間利用区分数（公民館）
③年間利用区分数（地区体
育館）

年間施設稼働率（公民館）
（年間延べ利用区分数÷年間利用可能区分数
×100）

社会的資本としての公民館が、どれだけ稼働し
たかを目標設定とした。 施設の使用上限人数等のガイドラインを

見直すことで（利用制限の緩和）、より活動
しやすい環境を整えた。

R4決算額（見
込み） 4 質の高い教育をみんな

に
26,322千円

R3その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

30%

154

富岡
まち
づくり
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

S45

154

小手
指ま
ちづ
くりセ
ン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

S26

11 住み続けられるまちづ
くりを公民館は、その事業に支障のない限り、市民の集

会その他公共的事業に使用させることができる。公
民館の役割は、「つどう」、「学ぶ」、「結ぶ」ことで、
人づくり、地域づくりに繋げていくことを目的としてい
る。
利用に際しては、市内在住・在勤・在学の原則５人
以上の団体で、予約手続は、窓口申請や予約シス
テムにより申請が可能となっている。
なお、貸出部屋数は、ホールをはじめ11部屋となっ
ている。

会年職
員等

5人

30% 28%

前年度実績を僅かに上回ったものの、新型コロ
ナウイルス感染症を懸念したり、高齢化で継続し
た活動ができなかったり、こうした結果として、登
録サークル数が減少し、利用制限が緩和された
が、施設の稼働率が大きく向上しなかった。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①21,504区分

②6,199区分

③20,020区分

R4目標 R4実績

「集いの場」である公民館で、仲間づくりを
さらに進めていただくため、希望するサー
クル・団体については、広報「とみおか」に
紹介記事を掲載する予定である。

R4その他職員
従事割合

30% 29%
サークル・団体に施設提
供を行うことにより、仲間
づくりや健康維持を図り、
ひいては地域づくりに寄与
した。

会年職
員等

5人

R5目標

Ｂ

目標値には僅かに届かなかった
ものの、前年度実績を上回ること
ができた。

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を

会年職
員等

0.3人

R5目標

B

目標値には達しなかったが概ね
高い満足度という結果となり、個
別のアンケートでは、コロナ禍以
前の状態に戻しつつも感染防止
対策を講じて事業を実施する中
で、参加者や来場者の減少に関
する意見などもあった。今後は4
年度の結果を踏まえ、このような
状況の中でも、さらに「満足」・
「ある程度満足」と回答した割合
が高まるような事業内容を検討
する。

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
269千円

①主催事業

②事業参加者に対する５段階
   評価アンケートの実施

③アンケート結果の分析

参加者の満足度割合
37事業中10事業でアンケート実施し、「満足」及
び「ある程度満足」と回答を得た件数÷アンケー
ト回答件数

3年度に引き続き、新型コロナウイルスの
感染拡大防止策を講じながら事業を実施
するように調整を進めた。また、公民館登
録サークルと共同での講座を開催するな
ど、活発な事業の実施に努めた。その結
果、前年度の31事業から37事業の実施へ
と増加した。

R4決算額（見
込み） 4 質の高い教育をみんな

に
312千円

R3その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

99.0%

11 住み続けられるまちづ
くりを　市民の学習要求に基づき、教養の向上、健康の

増進、生活文化の振興、社会福祉の増進を図るた
め、実際生活に即する教育・学術及び文化に関す
る各種事業を実施する。
　市民を交えた企画準備委員会及び実行委員会を
設置し、事業の内容を検討する。広報紙などを利用
し、参加者の募集を行う。事業終了後、学習の記録
や参加者の意見・感想をまとめ、次年度へ向けて
の検討材料とする。

会年職
員等

0.3人

99.0% 94.9%

新型コロナウイルスの感染拡大防止のために、
例年と違う形での事業実施などの影響もあり、
目標値には達しなかった。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①37

②10

③98.2%

R4目標 R4実績

今後も市民を交えた実行委員会の積極的
な活用を図り、より充実した事業の実施に
結び付ける。また新型コロナ対策の感染
状況を見ながら、満足度が高まるような事
業実施に努める必要がある。

R4その他職員
従事割合

99.0% 98.2%
誰もが利用しやすく、か
つ、満足度が高まる事業
実施に努めることで、社会
教育環境を整備した。
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が貢献する項目

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R4)

成果

成果指標

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

計画
コード

R3予算現額 項目名

32,523千円

R4予算現額

34,470千円

R3正規職員
人件費

0.50 人 実績

3,990千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.50 人 評価者

～ 4,001千円
小手指まちづくりセンター長
　　　　　　　　　　　　　小川　和彦

R3予算現額 項目名

21,073千円

R4予算現額

29,795千円

R3正規職員
人件費

1.10 人 実績

8,778千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

1.05 人 評価者

～ 8,402千円
小手指まちづくりセンター長
　　　　　　　　　　　　　小川　和彦

R3予算現額 項目名

2,151千円

R4予算現額

2,171千円

R3正規職員
人件費

0.55 人 実績

4,389千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.55 人 評価者

～ 4,401千円
山口まちづくりセンター長
粕谷　広和

- 自治事務

小手指公民館施設
提供事業

根拠法令

社会教育法、所沢市立公民館設置及び管理条例・
同施行規則、所沢市地区体育館条例

事業の目的及び具体的な内容

- 自治事務

小手指公民館分館
施設提供事業

根拠法令

社会教育法、所沢市立公民館設置及び管理条例・
同施行規則、所沢市地区体育館条例

事業の目的及び具体的な内容

重要 自治事務

山口公民館主催事
業

根拠法令

社会教育法、市立公民館設置及び管理条例

事業の目的及び具体的な内容

R3その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

80.0%

154

小手
指ま
ちづ
くりセ
ン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

S45

17 パートナーシップで目
標を達成しよう　集団による各種学習活動の場として施設を提供

することによって、住民の知識・教養の向上を図り、
生涯学習社会の構築を目指す。
　所沢市立公民館設置及び管理条例第5条に基づ
き、公民館事業に支障のない限りで自治会、ＰＴＡ
などの市民集会や社会教育団体等の活動の場とし
て、公民館施設を提供する。

会年職
員等

1人

80.0% 30.5%
新型コロナウイルスの感染拡大防止を目的とす
る「まん延防止等重点措置」などの影響を受け、
特に飲食を伴う活動の場である料理講習室の利
用が無かったことが稼働率に影響した。
同時に、公民館登録団体のｺﾛﾅ禍による活動減
少や、ｻｰｸﾙﾒﾝﾊﾞｰの高齢化に伴う会員の減少、
あるいは解散などにより利用区分数が減少して
いる点が利用団体等による影響と分析してい
る。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①13,678

②4,951

③2,252

R4目標 R4実績

設備のメンテナンスにおいて、予算を効果
的に執行し、安心安全で快適に利用でき
る施設を目指す。また、新型コロナ感染拡
大防止対策について、利用者の理解を得
ながら進めることで、来館者が利用しやす
い施設提供に努める。

R4その他職員
従事割合

80.0% 36.1%
施設の整備を進めること
で、誰もが参加しやすい社
会教育を行う公共スペー
スを提供した。

会年職
員等

1人

R5目標

B

コロナ禍における市民の集団学
習活動の場としての施設稼働率
は目標値に届いていない。利用
者の高齢化、立地条件、現在の
社会状況など複合的な要因が影
響していると分析している。
一方で、感染防止対策を講じた
事業の実施や、各種団体の活動
支援を進めることは、社会教育
施設としての公民館の役割とし
て、一定の目的達成を果たして
いる。

R4年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな

に
21,513千円 ①年間利用可能区分数

   （公民館）

②年間利用区分数
    （公民館）

③年間利用区分数
    （地区体育館）

年間施設稼働率（公民館） 年間延べ利用区分数／年間利用可能区分数×100 新型コロナウイルスの感染状況に応じて、
定員を緩和するなど、感染拡大防止と来
館者の快適な施設利用の両立に努めな
がら施設環境の整備を進めた。

R4決算額（見
込み） 11 住み続けられるまちづ

くりを
22,801千円

20,206千円

①年間利用可能区分数(公民
館)

②年間利用区分数(公民館)

年間施設稼働率(公民館) 年間延べ利用区分数/年間利用可能区分数×１００
新型コロナウイルス感染拡大防止のた
め、公民館ガイドラインに則った貸出しを
行った。
利用制限の改定に応じて、利用可能人数
制限を緩和した。

R4決算額（見
込み） 11 住み続けられるまちづ

くりを
25,575千円

R3その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

80.0%

154

小手
指ま
ちづ
くりセ
ン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

S60

154

山口
まち
づくり
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

S22

17 パートナーシップで目
標を達成しよう　集団による各種学習活動の場として施設を提供

することによって、住民の知識・教養の向上を図り、
生涯学習社会の構築を目指す。
　所沢市立公民館設置及び管理条例第5条に基づ
き、公民館事業に支障のない限りで自治会、ＰＴＡ
などの市民集会や社会教育団体等の活動の場とし
て、公民館施設を提供する。

会年職
員等

2.5人

80.0% 38.0%

新型コロナウイルス感染拡大防止のため利用を
制限したことに加え、１～3月に2階ホールのLED
化工事を行い、休止をしたため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①15,317区分

②7,548区分

R4目標 R4実績

安全安心に利用していただけるよう新型コ
ロナウイルス感染防止対策に万全を期し
ている。快適な施設提供のための環境整
備をするとともに、親切でていねいな接遇
を心がける。

R4その他職員
従事割合

80.0% 49.2%
設備の整備を進めること
で、誰もが参加しやすい社
会教育を行う公共スペー
スを提供した。

会年職
員等

2.5人

R5目標

B

新型コロナウイルス感染拡大防
止のため、貸館を制限した影響
があった。
２階ホールのLED化を行いその
間利用休止とした。
小会議室が２部屋あるが、3名ま
での利用に制限した。
こうした理由から目標には届い
ていないが、前年度より施設稼
働率は上がっており、今後も
徐々に増加していくと考えられ
る。

R4年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな

に

会年職
員等

0.92人

R5目標

B

・継続するコロナ禍において、利
用者の中心である中高年層の活
動機会が減少していたが、防止
対策の規制が緩和されたことに
より、活動が徐々に活発になって
きたことを肌で感じている。
・YouTubeを活用し、文化祭等の
事業を展開。地域のコミュニケー
ション不足が懸念されている中、
文化祭ではサークル・団体によ
る展示会、芸能発表会のほか、
バザーを実施し大いに賑わった
ことは地域を活気づけることにつ
ながったと考える。

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
1,689千円

①年間事業回数

②アンケート回答件数

③事業内容に対してプラス評
価の回答を得た事業

・事業参加者の満足度。
・ハーバリウム講座、大人のフラワーアレンジメ
ント、夏休み子ども講座「スクラップブッキング」
について実施し、すべてがプラスの結果であっ
た。

参加者が事業について満足しているかを確認す
るため、アンケート等を実施し、プラス評価を
100％とした。

コロナ禍の中で、イベント・行事等における
活動制限は一部あったが、事業を工夫し
て実施し、文化祭でバザーを実施するな
ど、思い切った展開を試みた。

R4決算額（見
込み） 11 住み続けられるまちづ

くりを
1,723千円

R3その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

100.0%

目的　市民の学習要求に基づき各種講座を展開
し、市民の知識教養の向上を図るとともに生涯学習
社会の構築を目指す。
内容　第4次所沢市生涯学習推進計画に基づき、
重点的に取り組む事項に即した各種事業を展開し
ていく。各種学級・講座・イベント・つどい事業を実
施し系統的な学習機会と住民相互の交流の場を提
供する。地域住民のさまざまな学習・文化・スポー
ツ活動を支援する。

会年職
員等

0.92人

100.0% 100.0%

達成はしているが、コロナ禍においてアンケート
等を控えていたため、サンプル数は少ないと思
われる。今後は、多くの事業についてアンケート
が実施できるよう進めていく。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①25

②145

③145

R4目標 R4実績

アフターコロナ、ウィズコロナへの移行を見
据え、情報収集や創意工夫を行いながら
各種事業を実施していく。

R4その他職員
従事割合

100.0% 100.0%

市民の知識教養の向上を
図り、生涯学習社会の構
築を目指した。
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が貢献する項目

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R4)

成果

成果指標

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

計画
コード

R3予算現額 項目名

23,870千円

R4予算現額

32,683千円

R3正規職員
人件費

0.40 人 実績

3,192千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.40 人 評価者

～ 3,201千円
山口まちづくりセンター長
粕谷　広和

R3予算現額 項目名

2,008千円

R4予算現額

1,942千円

R3正規職員
人件費

0.50 人 実績

3,990千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.50 人 評価者

～ 4,001千円 吾妻まちづくりセンター長　深谷　康博

R3予算現額 項目名

52,019千円

R4予算現額

39,107千円

R3正規職員
人件費

0.60 人 実績

4,788千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.60 人 評価者

～ 4,801千円 吾妻まちづくりセンター長　深谷　康博

- 自治事務

山口公民館施設提
供事業

根拠法令

社会教育法、市立公民館設置及び管理条例

事業の目的及び具体的な内容

重要 自治事務

吾妻公民館主催事
業

根拠法令

社会教育法、所沢市立公民館設置及び管理条例、所沢市立公
民館設置及び管理条例施行規則、所沢市まちづくり条例及び施
行規則

事業の目的及び具体的な内容

- 自治事務

吾妻公民館施設提
供事業

根拠法令

社会教育法、所沢市立公民館設置及び管理条例、所沢市立公
民館設置及び管理条例施行規則、所沢市まちづくり条例及び施
行規則

事業の目的及び具体的な内容

R3その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

50.0%

154

山口
まち
づくり
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

S45

目的　施設を提供することにより、住民の知識・教
養の向上を図り、生涯学習社会の構築を目指す。
内容　①施設に加え、各種備品の貸出をしている。
②公共施設予約システムを採用し、事務室窓口の
他、ロビー端末やインターネットからも施設予約を
受付けている。③利用の予約にあたっては、利用
機会の拡大と均衡を図るため一定の利用制限(時
間的制限)を設けている。

会年職
員等

1.95人

50.0% 43.0%

引き続きコロナ禍の中、活動を自粛したサーク
ル・団体が見られた。また、施設の経年劣化に
伴う修繕工事も重なり、安全面を考慮しやむを
得ず施設の利用を控えてもらったことにも一因
があると思われる。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①13,711

②5,923

③

R4目標 R4実績

引き続き、適切に修繕を行い、利用しやす
い施設運営に努めていく。

R4その他職員
従事割合

50.0% 43.0% 施設の老朽化が進む中
で、適切に修繕を行いな
がら、山口地区の社会教
育の拠点として、快適に利
用できる環境づくりに貢献
した。

会年職
員等

1.95人

R5目標

B

今後も引き続き、団体・サークル
等が安心・安全に活動できるよう
運営をしつつ、地域のニーズを
敏感に捉えながら稼働率の向上
を図っていく。

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
23,471千円

①年間利用可能コマ数

②年間使用コマ数

③

施設稼働率
施設稼働率は客観的でわかりやすい指標であ
ると考える。
（年間使用コマ数÷年間利用可能コマ数×100）

ロビー天井の照明工事などにより、快適に
過ごせるよう設備の整理を実施した。
また、施設の経年劣化に伴い、必要な修
繕を行った。

R4決算額（見
込み） 11 住み続けられるまちづ

くりを
32,683千円

1,311千円
①主催事業数

②事業参加者に対する5段階
評価アンケート回答数

③アンケート結果の分析（満
足と回答を得た件数）

参加者の満足度割合（％）
（「満足」及び「ある程度満足」と回答を得た件数
÷アンケート回答件数×100）

市民の学習要求に基づいた講座を展開し、生涯
学習社会の構築を目指すことが当該事業の目
的となっているため、参加者の満足度割合を指
標とする。目標値としては、前年より増やすこと
を目標としたい。

令和3年度は中止となった、「音楽ひろば・
あづま」「初めての子育て講座」等を新型
コロナウイルス感染症対策を徹底しながら
再開し、参加者の好評を得ることができ
た。

R4決算額（見
込み）

1,759千円

R3その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

100%

154

吾妻
まち
づくり
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

S30

154

吾妻
まち
づくり
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

S46

市民の学習要求に基づき各種講座を展開し、市民
の知識･教養の向上を図ると共に生涯学習社会の
構築を目指す。職員の企画・立案、あるいは市民を
交えた企画準備委員会等を設置し、事業内容を検
討する。生涯学習情報紙等を利用して参加者を募
集する。事業終了後は評価アンケートを実施し、次
年度へ向けての検討材料とする。地域コミュニティ
関連の事業を中心に講座、イベント等を開催する。

会年職
員等

0.7人

100% 95%

新型コロナウイルス感染対策を実施しながら、
徐々に事業を再開することができた。実施した事
業については、成果指標の目標値を概ね達成で
きた。今後もより一層、アンケート等を参考にし
ながら参加者に満足していただけるような事業を
展開していく。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①28

②531

③509

R4目標 R4実績

これまで以上に満足していただけるような
事業を実施していくことが求められる。市
民のニーズや実施可能な事業等の情報
収集にも務めていく。

R4その他職員
従事割合

100% 96% コロナ禍の制限がある状
況の中、対策を実施しな
がら講座を再開すること
で、地域住民の相互交
流、生涯学習の機会を提
供した。

会年職
員等

0.7人

R5目標

Ａ

新型コロナウイルス感染症の終
息傾向が見られ、コロナ禍以前
の事業を徐々に再開したことに
より、講座参加者の満足度も良
好で、一定の成果を残せたので
はないかと考えられる。
今後も参加者のニーズや地域性
を捉え事業を実施していく。

R4年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな

に

会年職
員等

3.1人

R5目標

Ｂ

徐々に事業を再開したことで、施
設稼働率に回復傾向がみられ
た。
引き続き充実した講座・事業を開
催していくことで、稼働率の向上
を目指していく。
施設の老朽化に直面している
が、今後も引き続き計画的に修
繕を実施し、利用者の安全な環
境を維持するよう努めながら、成
果指標の目標値に近づけられる
よう努めていく。

R4年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな

に
51,320千円

①年間利用可能区分数（公
民館）

②年間延べ利用区分数（公
民館）

年間施設稼働率（公民館）（％）
（年間延べ利用区分数÷年間利用可能区分数
×100）

集団による学習活動の場として施設を提供する
ことにより、生涯学習社会の構築を目指すことが
当該事業の目的となっているため、年間施設稼
動率を指標とする。目標値としては、前年度より
増やすことを目標としたい。

職員による定期的な施設、設備等の点検
を実施し、必要な修繕を行うことで施設利
用に支障が生じないよう努めた。
また、ホール可動席修繕等を実施し、緊急
時における施設の安全管理の徹底を図っ
た。

R4決算額（見
込み）

38,322千円

R3その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

80%

学習活動の場として施設を提供することにより、市
民の知識・教養の向上を図り、生涯学習社会の構
築を目指す。施設の利用申請は、公共施設案内・
予約システムを導入し、インターネットの利用も可
能となっている。利用予約の際は、特定の団体の
独占を回避し、市民の利用拡大を図るため、一定
の利用制限（時間制限）を設けている。

会年職
員等

3.1人

80% 49%

新型コロナウイルス感染症の終息傾向とともに、
十分に感染防止対策を実施しながら各種事業を
コロナ禍以前の状態に徐々に戻したことや、これ
まで自粛していたサークルの多くが活動を再開
したことに伴い、前年度に比べて稼働率が上昇
した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①35,568

②18,112

R4目標 R4実績

学習活動の場として施設を提供することに
より、市民の知識・教養の向上を図り、生
涯学習社会の構築に今後も努める。ま
た、今後も継続的に必要な施設修繕を実
施し、利用者が安全かつ快適に施設を利
用できるよう努める。

R4その他職員
従事割合

80% 51%

計画的な修繕等により、利
用者に対して安全かつ快
適な施設を提供した。
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が貢献する項目

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R4)

成果

成果指標

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

計画
コード

R3予算現額 項目名

332千円

R4予算現額

332千円

R3正規職員
人件費

0.59 人 実績

4,708千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.85 人 評価者

～ 6,802千円
柳瀬まちづくりセンター
センター長　荒井　直樹

R3予算現額 項目名

213,493千円

R4予算現額

22,133千円

R3正規職員
人件費

0.29 人 実績

2,314千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.35 人 評価者

～ 2,801千円
柳瀬まちづくりセンター
センター長　荒井　直樹

R3予算現額 項目名

4,661千円

R4予算現額

4,846千円

R3正規職員
人件費

0.90 人 実績

7,182千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.85 人 評価者

～ 6,802千円
三ケ島まちづくりセンター長
村中　慎児

重要 自治事務

柳瀬公民館主催事
業

根拠法令

社会教育法、所沢市立公民館設置及び管理条例、 所沢
市立公民館設置及び管理条例施行規則

事業の目的及び具体的な内容

- 自治事務

柳瀬公民館施設提
供事業

根拠法令

社会教育法、所沢市立公民館設置及び管理条例、 所沢
市立公民館設置及び管理条例施行規則

事業の目的及び具体的な内容

重要 自治事務

三ヶ島公民館主催事
業

根拠法令

社会教育法、所沢市立公民館設置及び管理条例、
所沢市立公民館設置及び管理規則

事業の目的及び具体的な内容

R3その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

98.0%

154

柳瀬
まち
づくり
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

S46

①職員による事業の企画・立案、あるいは市民・公
民館利用団体を交えた企画準備会または実行委
員会により、事業の企画・立案、運営方法等を検討
する。
②生涯学習情報紙及び公民館だより、チラシ等を
活用して参加者を募集する。
③事業終了後は、学習の記録や参加者の意見・感
想等をまとめ、次年度の検討材料とする。

会年職
員等

1.1人

98.0% 100.0%

目標達成済み

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①25事業

②234人

③231人

R4目標 R4実績

アフターコロナになり既存事業、新規事業
ともに方向性や課題をどのようにしたらよ
いか課題であり、情報収集や検討を重ね
色々なことに取り組んでいけるようにす
る。

R4その他職員
従事割合

98.0% 98.7%

コロナ禍でも出来ることを
模索し感染対策を行いな
がら事業を実施した。会年職

員等
0.6人

R5目標

Ｂ

主催事業については、当初の計
画通り行う事は出来なかったも
のの、文化祭は開催方法を工夫
するなどして実施できた。
市民の公民館活動へ参加も
徐々に増えてきたことで、次年度
以降の事業展開を考えるうえ
で、職員間で、様々な検討を行
え実施できたたことは有意義で
あった。

R4年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな

に
0千円 ①主催事業

②事業参加者に対するアン
ケートの実施

③アンケート結果の分析「満
足」及び「ある程度満足」と回
答を得た件数

参加者の満足割合
事業参加者の満足割合から、実際生活に即する
教育、学校及び文化に関する各種事業を、企
画・立案し開催できているか、推し量るもの。

コロナ以前は文化祭として開催していた
が、サークル発表会として形式を変えて開
催した。内容としては展示作品を二部制に
し1か月の開催期間とし、舞台発表につい
ては、４日間に分け密を避けて開催した。

R4決算額（見
込み）

220千円

194,449千円
①年間利用可能区分数(公民
館)

②年間利用区分数(公民館)

③年間利用区分数(地区体育
館)

年間施設稼働率(公民館)

前年度実績をもとに、集団による各種学習の場
として適切な施設提供を行い、より多くの地域住
民が学習の場として利用できるよう、目標を設定
する。

舞台照明の基盤の更新、トイレ及び調理
室の水栓等の修繕を優先的に実施した。

R4決算額（見
込み）

25,158千円

R3その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

36.0%

154

柳瀬
まち
づくり
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

S46

154

三ケ
島ま
ちづ
くりセ
ン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

S30

集団による各種学習の場として施設を提供すること
によって、住民の知識、教養の向上を図り、生涯学
習の構築を目指す。

会年職
員等

2.3人

36.0% 26.6%

サークル及び団体の活動はコロナ流行時より回
復してきたが、サークル登録数自体が減となって
いるため稼働率が達成できなかった。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①13,791

②4,246

③3,065

R4目標 R4実績

施設及び設備の老朽箇所が目立つため、
予算の範囲での実施に限界を感じる。優
先度を考慮しながら必要な修繕を行って
いき安全な施設提供が出来るようにしてい
く。

R4その他職員
従事割合

36.0% 30.8%

施設や設備の修繕を実施
し快適に利用できる施設と
して貢献した。会年職

員等
1.2人

R5目標

Ｂ

施設、設備の修繕工事のため、
利用者に施設提供について最小
限の不便をかけた。
施設の老朽化により、施設を安
定的に提供するためには、計画
的に適切な修繕を行い、学習の
場を保証するとともに、安全に施
設提供することにで市民サービ
ス向上に繋がると思う。

R4年度に改善した点
11 住み続けられるまちづ

くりを

会年職
員等

1.95人

R5目標

A

参加者から高い満足度を得られ
ているが、さらにより良いものと
するべく、利用者の要望に寄り
添い、地域住民が一体となった
事業運営に努めていく。

R4年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな

に
4,285千円

①事業実施数

②アンケート実施件数

③満足度及びある程度満足
との回答を得た件数

参加者の満足度 実施事業に対する参加者の満足度の向上を図る 新型コロナウイルス感染症の感染防止対
策を十分講じた上で、制限の緩和を図りつ
つ、講師や出演者等とも綿密に打ち合わ
せを行い各事業を開催した。

R4決算額（見
込み）

4,159千円

R3その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

100.0%

市民の学習要望に基づき、地域特徴等を生かした
主催事業を開催し、地域住民の生活・文化・芸術・
社会福祉等の向上及び推進を図る。
①職員による事業の企画・立案あるいは市民を交
えた企画準備会等により、事業の企画・立案・運営
を行う。②事業終了後の学習の記録や参加者の意
見、感想等は次年度講座の参考とする。③生涯学
習情報紙及び公民館だより・チラシ等を活用して参
加者を募集する。④各団体や公共施設からの情報
を提供する。

会年職
員等

1.95人

100.0% 94.0%

新型コロナウイルス感染症の影響により、事業
の実施にあたっては制限や規制を設けての実施
となったものの、実施した事業はいずれも90％
以上の満足度を得られるものであった。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①26事業

②710件

③701件

R4目標 R4実績

地域住民の参加による地域の人材育成や
地域課題解決に向けた事業を企画・立案
し実施する。

R4その他職員
従事割合

100.0% 99.0%
三ケ島地区内に所在する
学校と協働での事業や、
地域の特徴を取り入れた
事業を実施することで、地
域住民の関心を引き、満
足度の高い事業運営に努
め、地域の活性化に貢献
した。
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が貢献する項目

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R4)

成果

成果指標

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

計画
コード

R3予算現額 項目名

24,948千円

R4予算現額

25,119千円

R3正規職員
人件費

0.40 人 実績

3,192千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.40 人 評価者

～ 3,201千円
三ケ島まちづくりセンター長
村中　慎児

R3予算現額 項目名

4,141千円

R4予算現額

4,127千円

R3正規職員
人件費

0.85 人 実績

6,783千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.85 人 評価者

～ 6,802千円 新所沢まちづくりセンター長　廣谷貴紀

R3予算現額 項目名

28,896千円

R4予算現額

40,908千円

R3正規職員
人件費

0.63 人 実績

5,027千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.63 人 評価者

～ 5,041千円 新所沢まちづくりセンター長　廣谷貴紀

- 自治事務

三ヶ島公民館施設提
供事業

根拠法令

社会教育法、所沢市立公民館設置及び管理条例、
所沢市立公民館設置及び管理規則

事業の目的及び具体的な内容

期間

R3その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

80.0%

154

三ケ
島ま
ちづ
くりセ
ン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

S48

サークル等による各種学習活動の場として、施設を
提供することにより、住民の知識・教養の向上と会
員相互の親睦を図る。
①施設の点検管理と施設の提供・受入準備。
②施設利用時の使用料及び鍵・備品等の対応。
③利用者の公共施設予約システム入力の操作補
助。
④作品発表等の場としての公民館ロビーの提供。

会年職
員等

2.05人

80.0% 29.6%
新型コロナウイルス感染症の影響により、サーク
ル団体の判断による施設利用の自粛が長期化
したことに伴い、サークル団体の解散や、活動の
再開に見通しのつかない団体が稼働率の低下
に影響した。
また、学習室４号（工作室）と調理室は部屋の特
性から利用団体が限定されていることや、飲食
を伴う活動の制限などが稼働率の低下に影響し
ている。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①13,674区分

②4,162区分

③20,036区分

R4目標 R4実績

施設の老朽化が進む中で、適切に修繕を
行い、利用しやすい施設運営に努めるとと
もに、稼働率の低い学習室については、
事業での活用に努め、利用促進を図って
いく。

R4その他職員
従事割合

80.0% 30.4%
利用制限の緩和や施設修
繕を行いながら、三ケ島地
区の社会教育の拠点とし
て、快適に利用できる環境
づくりに貢献した。

会年職
員等

2.05人

R5目標

Ｂ

稼働率については、これまで実
施してきた新型コロナウイルス感
染症による制限についての緩和
を適切に検討して、利用団体の
促進を図るとともに、事業での活
用を積極的に実施し、稼働率の
向上に努めることとする。

R4年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな

に
20,140千円

①年間利用可能区分数（公
民館）

②年間利用区分数（公民館）

③年間利用区分数（体育館）

年間施設稼働率
施設の稼働率は集団による各種学習活動の場とし
て、適切な場であるか否かの大きな成果指標となる。

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防
止の観点から、学習室の利用人数に制限
を設けていたが、制限を緩和し、通常の定
員として運営した。また、公民館及び体育
館の漏水補修修繕や、公民館ホールの照
明設備修繕など、利用者が快適に活動で
きるよう施設運営に努めた。

R4決算額（見
込み）

22,177千円

11 住み続けられるまちづ
くりを

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R4実績

コロナ後の新しい生活様式の中で、密に
ならない工夫をしながら、地域内の各種公
的機関がそれぞれ新所沢地区に向けてど
のような学習機会を提供しているかを見定
め、重複する領域、不足している領域につ
いて整理し、事業の再構成を進めていく。

95.0%

地域住民の知識や教養を
高められるよう、学習機会
を提供した。

A

公民館利用者との共催事業（夏
フェス）を通じ、様々な学習文化
活動の体験会が定着しつつあ
る。

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を

R3その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

地域課題と市民の学習要求に基づき、教育の向
上、健康の促進、生活文化の振興、社会福祉の増
進を図るため、実際生活に即する教育、学術及び
文化に関する各種の事業を実施する。

会年職
員等

2人

91.0%

①209回

②7,125人

R4目標

R4その他職員
従事割合

91.0%

会年職
員等

2人

R5目標

154

新所
沢ま
ちづ
くりセ
ン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

91.0%

154

新所
沢ま
ちづ
くりセ
ン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

S47

重要 自治事務

新所沢公民館主催
事業

根拠法令

置及び管理条例・所沢市立公民館設置及び管理条
例施行規則・所沢市地区体育館条例

事業の目的及び具体的な内容

3,731千円

①年間事業数(回数）

②事業参加者数(延べ人数）

参加者の満足度割合
（「満足度」及び「ある程度満足」の回答を得た件
数×１００）

97.0%

S47

- 自治事務

新所沢公民館施設
提供事業

根拠法令

R4決算額（見
込み）

65.0%

11 住み続けられるまちづ
くりを集団による各種学習文化活動の場を提供し、住民

の学び合い・支え合い・学習成果の地域還元を促
進し、地縁と知縁による地域コミュニティを豊かにす
ること。そのような活動をする公民館登録団体を育
成すること。

会年職
員等

2人

60.0% 50.9%

徐々にコロナ禍前の稼働率に戻ってきている
が、引き続き、地域団体の支援とともに、施設の
有効活用を進めていきたい。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①25,608

②15,120

R4目標 R4実績

施設提供にあたっては、事故のないよう施
設の安心安全に務める。また、地域の自
主的かつ非営利的に活動する団体の活
動を支援するとともに、さらに施設の有効
な活用を図るため、貸し出し手続き事務の
改善を考えていく。

R4その他職員
従事割合

60.0% 59.0%

自主的な学習活動により、
地域の生活や福祉を広げ
る場となった。会年職

員等
2人

R5目標

Ｂ

比較的利用されている方である
が、コロナを境に利用稼働率が
下がってしまったため、稼働率を
上げていくよう改善に努めてい
き、引き続き地域団体の活動を
支援していくべく施設の有効活
用に努めていく。

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
25,944千円

社会教育法、所沢市立公民館設置及び管理条例・
同施行規則、所沢市地区体育館条例

事業の目的及び具体的な内容

建物内の不具合個所を修繕し、利用者が
快適に利用できるよう適切な施設運営を
行った。

R4決算額（見
込み） 4 質の高い教育をみんな

に
40,016千円

R3その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

①公民館年間利用可能区分
数

②公民館年間利用区分数

年間施設稼働率（％）
年間延べ利用区分数÷年間利用可能区分数×
１００

全ての講座で参加者の満足度を上げることを目
標とする。 新型コロナウイルス感染症拡大防止によ

り感染対策を徹底しながら、講座を開催
し、参加者に喜ばれた。

4 質の高い教育をみんな
に

3,815千円
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が貢献する項目

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R4)

成果

成果指標

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

計画
コード

R3予算現額 項目名

2,036千円

R4予算現額

2,094千円

R3正規職員
人件費

0.65 人 実績

5,187千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.65 人 評価者

～ 5,201千円
新所沢東まちづくりセンター
センター長　新井　浩嚴

R3予算現額 項目名

25,118千円

R4予算現額

28,437千円

R3正規職員
人件費

0.90 人 実績

7,182千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.90 人 評価者

～ 7,202千円
新所沢東まちづくりセンター
センター長　新井　浩嚴

R3予算現額 項目名

2,665千円

R4予算現額

2,546千円

R3正規職員
人件費

0.35 人 実績

2,793千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.35 人 評価者

～ 2,801千円
所沢まちづくりセンター長　金子
敦

重要 自治事務

中央公民館主催事
業

根拠法令

社会教育法、所沢市立公民館設置及び管理条例

事業の目的及び具体的な内容

重要 自治事務

新所沢東公民館主
催事業

根拠法令

社会教育法、所沢市立公民館設置及び管理条例、所沢市立公
民館設置及び管理条例施行規則、所沢市まちづくり条例及び施
行規則

事業の目的及び具体的な内容

- 自治事務

新所沢東公民館施
設提供事業

根拠法令

社会教育法、所沢市立公民館設置及び管理条例、所沢市立公
民館設置及び管理条例施行規則、所沢市まちづくり条例及び施
行規則

事業の目的及び具体的な内容

1,672千円 ①主催事業

②事業参加者のアンケート回
答件数

③アンケートで「満足」及び
「ある程度満足」と回答を得た
件数

参加者の満足度の割合
「満足」及び「ある程度満足」と回答を得た件数÷アン
ケート回答件数×100

コロナウイルス感染症対策を徹底しながら
事業を実施した。
アンケート結果、地域・公民館利用の方と
の情報交換及び地域の方からの事業提
案等、様々な情報・意見を取り入れ、地域
のニーズに合うような事業を展開した。

R4決算額（見
込み）

1,725千円

R3その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

100.0%

154

新所
沢東
まち
づくり
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

S52

154

新所
沢東
まち
づくり
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

S52

【目的】
市民の学習要求に基づき、教養の向上、健康の増
進、生活文化の振興、社会福祉の増進を図るた
め、実際生活に即する教育、学術及び文化に関す
る各種の事業を実施。
【内容】
職員による事業の企画・立案あるいは市民を交え
た企画準備会または実行委員会により、事業の企
画・立案・運営方法を検討する。

会年職
員等

0.8

100.0% 97.0%

「満足」及び「ある程度満足」以外の回答は2件
あった。しかしながら1件は、意見蘭には満足に
近いようなコメントが記載されており、もう1件に
ついては、離乳食講座において、試食時に乳児
が寝てしまっていたことが満足とならなかった理
由であったため、目標は達成していると推察され
る。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①35事業

②241件

③239件

R4目標 R4実績

今年度はほぼ100％に近い満足度を得て
いるので、現状を維持しつつ、地域の実情
を捉えた講座の充実を図る。
コロナウイルス感染症については、基本的
な対策を引き続き講じていく。

R4その他職員
従事割合

100.0% 99.2%

ニーズのある講座を実施
した。会年職

員等
0.8

R5目標

A

事業に対する満足度は非常に良
好で、好評である事業について
は、継続することに意義があると
同様に、多種多様な社会状況に
より、時宜を得た講座が求めら
れ、公民館の役割は、益々重要
な位置づけあることがうかがえ、
常に改善の意識をもって取り組
んでいく必要がある。

R4年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな

に

会年職
員等

2.2

R5目標

B

全体の稼働率としては低いた
め、比較的空いている曜日・時
間帯の周知方法等の工夫が今
後は必要である。
また、令和5年度にエレベータ設
置工事を予定しているが、設置
後のエレベータも含めた日常点
検を怠らないことを念頭に、利用
者に気持ち良く使っていただける
よう施設管理を行う。

R4年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな

に
16,941千円

①年間利用可能区分数（公
民館）

②年間利用区分数（公民館）

年間施設稼働率（公民館） 年間のべ利用区分数÷年間利用可能区分数×100 コロナウイルス対策として、入口に手指消
毒液は置いていたが、新たに検温器を設
置した。

R4決算額（見
込み）

16,520千円

R3その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

80.0%

R3その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

80.0%

154

所沢
まち
づくり
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

S28

【目的】
集団による各種学習活動の場として施設を提供す
ることによって、住民の知識、教養の向上を図り、
生涯学習の構築を目指す。
【内容】
平成１８年１０月から新公共施設予約システムが稼
働し、窓口以外にロビー端末機・インターネット・携
帯電話による利用予約手続きができ、利用申し込
みも２４時間可能となっている。利用予約の際は、
利用機会の拡大を図るため、一定の利用制限（時
間制限）を設けている。

会年職
員等

2.2

80.0% 32.1%

コロナウイルス感染症の関係で、利用者が自主
的にサークル活動を自粛または活動内容を縮小
したことが稼働率の低下に繋がっている。
また、人気のある曜日・時間帯は利用希望団体
が重なっている場合があり、稼働率が低くなって
いる要因の1つとなっている。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①19,565

②7,278

R4目標 R4実績

各団体が使用したい曜日が集中し抽選と
なり、希望日に部屋を使用できない団体が
出てきている。そのため、比較的空いてい
る曜日・時間帯を周知し、少しでも偏りを
改善したい。

R4その他職員
従事割合

80.0% 37.2%
比較的空いている曜日・
時間帯を周知し、公民館
利用に伴う教育の機会の
提供を行った。

地域課題と市民の学習要求に基づき、教養の向
上、健康の増進、生活文化の振興、社会福祉の増
進を図るため、実際生活に即する教育、学術及び
文化に関する各種の事業を実施する。

会年職
員等

0.75

80.0% 91.9%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①18

②388

③373

R4目標 R4実績

地域交流の場を提供するなど、地域コミュ
ニティを支援する拠点としての視点からも
事業を展開していくことを検討する必要が
ある。

R4その他職員
従事割合

80.0% 96.1%

乳児から高齢者まで参加
できる事業を展開実施し
て貢献した。会年職

員等
0.70

R5目標

Ａ

昨年度と比較して、6つの主催事
業を増やすことができた。今後
も、新型コロナウイルスの位置づ
けや、人々の活動再開の兆しな
ど、社会情勢の動向に注視しな
がら、事業展開を考えていきた
い。

R4年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな

に
2,181千円

①主催事業数

②アンケート回答数

③「満足」及び「ある程度満
足」と回答を得た件数

事業参加者の満足度
（「満足」及び「ある程度満足」と回答を得た割合）

地域もしくはダイヤ市民の学習要求に基づく事業実施
を目的としているため、事業参加者の満足度を指標と
する。

新型コロナウイルス感染症対策として、内
容や方法に工夫をしながら、イベントや行
事を実施した。

R4決算額（見
込み）

2,207千円
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が貢献する項目

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R4)

成果

成果指標

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

計画
コード

R3予算現額 項目名

68,477千円

R4予算現額

73,354千円

R3正規職員
人件費

0.55 人 実績

4,389千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.45 人 評価者

～ 3,601千円
所沢まちづくりセンター長　金子
敦

R3予算現額 項目名

1,040千円

R4予算現額

1,040千円

R3正規職員
人件費

1.14 人 実績

9,097千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

1.19 人 評価者

～ 9,522千円
並木まちづくりセンター長
川原　　利和

R3予算現額 項目名

30,539千円

R4予算現額

65,615千円

R3正規職員
人件費

0.58 人 実績

4,628千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.30 人 評価者

～ 2,401千円
並木まちづくりセンター長
川原　　利和

- 自治事務

並木公民館施設提
供事業

根拠法令

社会教育法、所沢市立公民館設置及び管理条例、
所沢市立公民館設置及び管理条例施行規則

事業の目的及び具体的な内容

- 自治事務

中央公民館施設提
供事業

根拠法令

社会教育法、所沢市立公民館設置及び管理条例

事業の目的及び具体的な内容

重要 自治事務

並木公民館主催事
業

根拠法令

社会教育法置及び管理条例、所沢市立公民館設
置及び管理条例施行規則

事業の目的及び具体的な内容

60,265千円

①年間利用可能区分数

②年間利用区分数

年間施設稼働率
（年間利用区分数÷年間利用可能区分数×
100）

施設提供を通じて、住民の学びあい、さらには地域づ
くりの場を目指すため、施設稼働率を指標とする。 団体登録申請の関係書類の様式につい

て、必要な見直しを行った。

R4決算額（見
込み）

72,740千円

R3その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

50.0%

154

所沢
まち
づくり
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

S28

154

並木
まち
づくり
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

S58

集団による各種学習活動の場として施設を提供す
ることにより、住民の学びあいを支援し、学習活動
を通じた地域づくりの場を目指す。

会年職
員等

3.65

50.0% 40.5%

引き続き、新型コロナウイルスの状況下にあった
ため、サークル活動の自粛があったと思われ
る。また、活動を再開するには、1度休止したも
のを1から始めなければならないという点で、難
しい面もあったと思われる。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①29,550区分

②14,687区分

R4目標 R4実績
引き続き新型コロナウイルス感染症感染
予防対策を講じながら、使用者が安心して
使用できる施設管理を実施するものであ
る。また、開館から10年以上経過し施設の
老朽化等による施設修繕が必要な箇所が
出始めていることから計画的な修繕が必
要である。

R4その他職員
従事割合

50.0% 49.7%
給水スポットの拠点にもな
り、どなたでも安全な水を
給水できる施設として貢献
した。

会年職
員等

3.75

R5目標

Ｂ

サークル活動の再開の兆しは見
て取れたが、目標値には僅かに
届かなかった。開館から10年以
上が経過していることもあり、施
設の老朽化が顕著に表れ始め
ているが、サークル活動の再開
の妨げとならないよう、必要な施
設維持管理の在り方について、
今後も研究していきたい。

R4年度に改善した点
6 安全な水とトイレを世界

中に

会年職
員等

2

R5目標

Ｂ

成果指標の目標値に近い値に
なっている。引き続き、地域の課
題や住民のニーズを捉えて、利
用者が満足できるような事業を
展開する。

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
949千円 ①年間事業数

②講座終了後のアンケート回
答数

③アンケート結果で「満足及
びある程度満足と回答を得た
件数」

左記アンケートで「満足及びある程度満足」と回
答した割合（％）

参加者が事業に対して期待する結果が得られたかど
うか。満足度が高ければ、次の事業・活動への発展、
社会教育の推進が期待できる。

親子向けの講座やターゲットを男性とした
講座、高齢者の悩みを解決するための講
座等、幅広い年齢層を対象に実施し、公
民館活動の幅を広げた。

R4決算額（見
込み） 4 質の高い教育をみんな

に
916千円

R3その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

99.0%

R3その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

75.0%

154

並木
まち
づくり
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

S58

11 住み続けられるまちづ
くりを市民の学習要求に基づき、各種学習、講座を展開

することにより、市民の学習意欲の向上、社会教育
の推進及び住民自治の醸成を図る。
生活課題、地域課題、生活を豊かにする学習等に
ついて、系統だった学習内容、方法等を職員により
企画立案、あるいは市民を交えた企画準備委員
会、実行委員会等を設置して事業内容を検討。広
報や市ホームページ等の掲載及び公民館だよりを
発行して参加者を募集し実施する。

会年職
員等

2

99.0% 98.0%

新型コロナウィルス感染防止のため人数制限を
することもあったものの、開催方法を工夫して事
業を行ったところ、成果指標の目標値に近づくこ
とができた。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①31事業

②391人

③375人

R4目標 R4実績

地域の課題、地域住民のニーズを把握
し、既存の講座の見直しや新たな講座を
展開していく。

R4その他職員
従事割合

99.0% 96.6%

参加住民の社会教育等の
向上に寄与した。

集団（サークル）による各種学習の場として施設を
提供することによって、住民の学習意欲の向上と社
会教育の推進を図り住民自治の構築を目指す。

会年職
員等

4

75.0% 26.8%

利用が徐々に戻ってきているが、長期間の休止
により活動を再開できず、さらには会員の高齢
化により解散する団体等もあった。また、施設の
老朽化、交通の利便性の悪さ、駐車場の少なさ
も要因の一部にある。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①15,289区分

②4,679区分

R4目標 R4実績

施設利用者に影響が生じないよう適正な
維持管理を計画的に実施し、公民館主催
事業や地域コミュニティ活動の拠点として
支援に配慮しながら、効率的な施設提供
に引き続き努めていく。

R4その他職員
従事割合

75.0% 30.6%

参加住民の社会教育等の
向上に寄与した。会年職

員等
4

R5目標

Ｂ

コロナ禍による活動自粛等もあ
るが、感染防止対策を実施しつ
つ活動は継続されている。また、
事業から新たな活動の立ち上げ
等、稼働率の上昇に繋がるよう
努めた。

R4年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな

に
30,539千円

①年間利用可能区分数（1日
6区分）（月曜日は4区分）×
部屋数×開催日数）

②年間延べ利用区分数

年間施設稼働率（％） 年間延べ利用区分数÷年間利用可能区分数×１００

施設の老朽化等に伴う修繕や改修を随時
行い、施設の利用に支障が生じないよう
努めた。
また、まちづくりセンターだよりにサークル
の記事を載せる等、活動に興味を持つ利
用者と繋げられるよう工夫を行った。さら
に、サークルの製作した作品展示をホー
ル棟に拡大した。

R4決算額（見
込み） 11 住み続けられるまちづ

くりを
65,518千円

29/176



SDGsへの貢献
(最大3つ)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が貢献する項目

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R4)

成果

成果指標

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

計画
コード

R3予算現額 項目名

0千円

R4予算現額

5,038千円

R3正規職員
人件費

0.00 人 実績

0千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.08 人 評価者

～ 640千円 社会教育担当参事　糟谷　苗美

R3予算現額 項目名

13,162千円

R4予算現額

12,879千円

R3正規職員
人件費

4.22 人 実績

33,676千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

4.33 人 評価者

～ 34,649千円 所沢図書館長　橋本　浩志

R3予算現額 項目名

11,925千円

R4予算現額

11,593千円

R3正規職員
人件費

0.62 人 実績

4,948千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.67 人 評価者

～ 5,361千円 所沢図書館長　橋本　浩志

図書館利用推進事
業

自治事務重要

目標設定の考え方・根拠指標名R3決算額

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R4目標値が未達成の理由・分析R3実績R3目標

4.5点

R5目標

5.5
会年職
員等

R3その他職員
従事割合

所沢に対する興味や愛着
を持てるよう郷土史講座を
開催した。

4.4点5点
R4その他職員
従事割合

新型コロナウイルス感染拡大防止のため
中止や規模を縮小して行っていたイベント
を再開・拡充しながら、図書館への興味・
関心を喚起する魅力ある事業の展開を目
指し、利用促進を図る必要がある。また、
広報活動への取り組みを通じ、関連施設
や地域に働きかけるとともに、非来館型
サービス及び幅広い世代に向けたサービ
スへのさらなる取り組みについて検討して
いき、魅力ある図書館づくりを目指す。

R4実績R4目標

①89,633人

②508,012人

③1,499,771点

新型コロナウイルス感染症の影響で図書館から
離れていた利用者の利用が完全には戻ってい
ないこと、またコンビニエンスストア図書等取次
事業において令和4年度中に2店舗が取次中止
となったことから、実績が目標値に達しなかった
と考えられる。

4.5点5点

5.5
会年職
員等

市民に、図書館に親しみをもって有効に利用しても
らうため、インターネット及び広報等で情報を広く提
供し、読書活動の推進及び利用の拡大を図る。
①図書館のホームページ、「今月の図書館」等広報
紙を発行し、図書館の事業や利用案内等の情報を
利用者に周知する。②講演・講座、図書館まつり
（年１回）等の催しを開催する。③季節やテーマに
応じた、図書資料の紹介・展示を行う。④他の公共
施設や地域に対し共同事業等を実施し、連携を図
る。

Ｂ

 令和4年度についても、依然、新
型コロナウイルスの影響が残り、
来館者数や年間貸出数など、コ
ロナ前の状況には戻らなかった
と思われる。このような制限下の
中ではあるが、徐々に来館に繋
がる事業の再開や、閲覧席を増
やす等の効果的な対策を講じ
て、次年度の利用者の増大に繋
げようとした点は評価できる。図
書館の利用推進とは、単に数値
の増減に一喜一憂するのではな
く、最終的には、利用者の満足
度を上げる事が大事である。今
後についても、数値の上昇を目
指すとともに、利用者から感謝や
満足の言葉がいただけるような
図書館を目指していきたい。

R4年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな

に
12,532千円

①登録者総数
（前年の登録者総数＋年間
登録者数－年間抹消者数）

②年間貸出利用者数

③年間貸出数

貸出密度
（人口１人当たりの貸出数）

図書資料等の貸出は、市民に活発に利用されている
ことを示す指標の一つであることから、貸出密度を指
標とする。年間貸出数を当該年度の人口で割り、１人
当たりの貸出数を算出。
新型コロナウイルス感染症の影響が続いていること
から、目標値を下方修正し、令和4年度の貸出数から
毎年１％増を目標として令和10年度に貸出密度4.6点
を目指す。

①広報紙を発行、ＨＰを活用した情報発信
などを行い、図書館事業の周知に努め
た。②市役所関係各課と連携した図書の
展示などを行い、利用の促進を図った。③
新型コロナウイルス感染防止の対策を取
りながら、昨年度より閲覧席を増やし、利
用者が館内に滞在して読書や調べ物がで
きる環境を整えた。④新型コロナウイルス
感染拡大防止のため中止していた講演会
や講座を再開した。⑤貸出点数を音響資
料3点、映像資料2点へ変更した。

R4決算額（見
込み）

12,476千円

事業の目的及び具体的な内容

図書館法、所沢市立所沢図書館設置条例、同施行
規則

根拠法令

コンビニエンスストア
図書等取次事業

根拠法令

図書館法、所沢市立所沢図書館設置条例、同施行
規則

事業の目的及び具体的な内容

最優先 自治事務

公民館施設整備事
業（新所沢東公民館
自動昇降機設置）

根拠法令

社会教育法、所沢市立公民館設置及び管理条例、
所沢市立公民館設置及び管理条例施行規則

事業の目的及び具体的な内容

0千円

①設計委託料予算額

②設計委託料決算額

設計委託料予算の執行率

執行率の低さを目標とすることは、予算の抑制
に繋がる。低すぎる場合は予算額の設定が高い
ことになり、今後の予算の組み立てを考える上で
の問題提起の要素の一つとなる。 特になし

R4決算額（見
込み）

4,950千円

R3その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

95.0%

154
社会
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

R4

155
所沢
図書
館

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

S39

新所沢東公民館は２階建てであるが、市内で唯一
エレベーター（自動昇降機）のない公民館であり、
高齢者や障害者等が２階を利用する上で障壁と
なっている。
加えて、地区の自治連合会長から市長宛に、バリ
アフリーの観点からエレベーター（自動昇降機）の
設置に関する要望書が提出されていること等、所沢
市が推進するユニバーサルデザイン基本理念を踏
まえ、エレベーター（自動昇降機）の設置を進めるも
のである。

会年職
員等

0人

なし なし

５者による指名競争入札（2回の入札及び２回の
見積合わせ）を行ったが、それでも目標値には
達しなかった。コロナ等の世界情勢による物価
の高騰や、人工不足が考えられる。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①5,038,000円

②4,950,000円

R4目標 R4実績

人工不足等による設置工事の遅れが想定
される。施設及び関係各課と連携を図り、
状況を把握し見極めながら事業を進めて
いく。

R4その他職員
従事割合

95.0% 98.3%

現存の公民館施設を引き
続き利用できることにつな
がった。会年職

員等
0人

R5目標

Ａ

新所沢東公民館については、市
内で唯一エレベーター（自動昇
降機）がない公民館であり、かね
てよりエレベーターの設置が望
まれていた。今回設計業務委託
が無事に終了したことで令和５年
度以降の設置工事が施工される
ことが期待できる。

R4年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな

に

会年職
員等

3.45

R5目標

155
所沢
図書
館

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

H17

B

　平成17年から始まったこの事
業は、図書館を利用しにくい方々
のために、コンビニエンスストア
で予約図書の受取りや返却がで
きる市独自のサービスである。
令和4年度も約40,000点に近い
貸出冊点数の実績があり、今で
は欠かす事の出来ないサービス
として定着している。しかし、令和
４年度中に店舗側の事情によ
り、相次いで2店舗が業務を取り
やめる事になった。利用者にとっ
ては、取次ぎ場所がなくなること
になり、不便となるが、すぐに後
継店舗を見つける事は難しい状
況である。今後は新たな店舗の
開拓に向けて各社に働きかけて
いくとともに、新たな業種への打
診も含めて検討し、店舗数の増
加を目標としていきたい。

R4年度に改善した点
４．質の高い教育をみんな

に
9,586千円

①年間貸出利用者数

②年間貸出数

年間貸出数

市民が、コンビニエンスストア図書等取次サービ
スを活発に利用していることを示す数値として年
間貸出数を指標とする。店舗側の事情で取次中
止となったり、新型コロナウイルス感染症の影響
で減少した貸出数について、前年度比１５％増
の数値を目標とし、事業の拡大を図りたい。

コロナ禍により、コンビニ本社や営業所へ
の訪問を自粛していたが、一部事業者と
メールの送受信により情報共有等を行っ
た。R4決算額（見

込み）

10,175千円

R3その他職員
従事割合

R3決算額

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

46,000点

重要 自治事務

図書館の開館時間内の利用や来館が困難な市民
等に対し、コンビニエンスストアで図書等の取次を
行い、図書館利用の拡大を図る。
インターネット、図書館窓口、館内ＯＰＡＣ等から図
書等の予約を受付け、用意できた際に、電子メール
又は電話にて連絡し、貸出処理をして取次店へ配
送。利用者は、当該予約図書等を取次店で受取・
返却できる。

会年職
員等

3.45

46,000点 46,510点

令和4年10月末に、比較的利用の多い2店舗が
取次中止となったことから、実績が目標値に達し
なかったと考えられる。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①27,463

②39,937

R4目標 R4実績
取次店舗拡大を図るため、コンビニエンス
ストア本社及び店舗との交渉をすすめる。
また、更なるサービス拡大に向け、取次業
務が可能な施設等の調査研究をすすめ
る。

R4その他職員
従事割合

53,500点 39,937点
様々な理由で図書館に来
られない方々に対し、本を
借りることができる場所を

提供している。

指標名 目標設定の考え方・根拠
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が貢献する項目

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R4)

成果

成果指標

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

計画
コード

R3予算現額 項目名

101,783千円

R4予算現額

100,530千円

R3正規職員
人件費

5.36 人 実績

42,773千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

6.42 人 評価者

～ 51,373千円 所沢図書館長　橋本　浩志

R3予算現額 項目名

16,760千円

R4予算現額

49,572千円

R3正規職員
人件費

0.85 人 実績

6,783千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.56 人 評価者

～ 4,481千円 所沢図書館長　橋本　浩志

R3予算現額 項目名

308,011千円

R4予算現額

332,622千円

R3正規職員
人件費

1.79 人 実績

14,284千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

1.56 人 評価者

～ 12,483千円 所沢図書館長　橋本　浩志

重要 自治事務

所沢図書館分館施
設管理運営事業

根拠法令

図書館法、所沢市立所沢図書館設置条例、同施行
規則、地方自治法

事業の目的及び具体的な内容

- 自治事務

図書資料等収集整
備事業

根拠法令

図書館法、所沢市立所沢図書館設置条例、同施行
規則

事業の目的及び具体的な内容

重要 自治事務

図書館施設維持管
理事業

根拠法令

図書館法、所沢市立所沢図書館設置条例、同施行
規則

事業の目的及び具体的な内容

R3その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

1.9%

155
所沢
図書
館

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

S39

市民の調査研究、教養、レクリエーション等に資す
る図書館資料、情報の収集を行い、利用者に提供
することを目的とする。具体的には以下の通り。
①資料収集　資料収集方針に基づき蔵書構成を考
慮し、資料を選択収集する。②資料保存　残すべき
資料を選び、次の世代・時代に受け継いでいく。③
資料管理　電算システムにより、管理を行なう。④
資料整理　資料に書誌（分類・書名・著者・金額等）
データを付与し、フィルムコーティング等の装備を行
う。⑤資料除籍　除籍資料は、幼稚園・小中学校等
公共施設及び市民にリサイクルする。

会年職
員等

0人

1.9% 1.5%
新型コロナウイルス感染症の影響で図書館から
離れていた利用者の利用が完全には戻ってい
ないことや蔵書数が微増したことが影響し、目標
には届かなかった。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①1,078,805点

②29,807点

③26,305点

R4目標 R4実績 新型コロナウイルス感染予防対策などで、
生活方式などが変化していくなか、「第2次
所沢市図書館ビジョン」に基づき、様々な
課題を解決するため、幅広く質の高い資
料等の収集・整備を計画的に継続して
行っていく。一定期間を経過した資料につ
いては、除籍し、学校等公共機関及び市
民の方へのリサイクル図書として提供を継
続的に行い、資料を適正管理する必要が
ある。

R4その他職員
従事割合

1.9% 1.5%

様々な種類の本を蔵書
し、利用者の多種多様な
要望に応えている。会年職

員等
0人

R5目標

B

新型コロナウイルス感染症対策
のため、昨年度に引き続きサー
ビス制限を継続した影響などに
より、全体の実績は目標値に達
しなかった。
市民へ最新の情報を提供した
り、多様化・複雑化する市民生活
における様々な課題を解決する
ためには、幅広く質の高い資料
等の収集・整備は大変重要であ
り、今後も引き続き実施していく
とともに、一定期間を経過した資
料については、市民の方へのリ
サイクル図書として提供を行うな
ど有効利用を図りながら、資料
の新鮮度を保つための除籍を進
める必要があると考える。除籍
本については、定期的に市内の
小中学校や施設に声を掛け、再
利用に繋がるように努めている。

R4年度に改善した点
４．質の高い教育をみんな

に
99,514千円

①蔵書数（図書・雑誌・紙芝
居・視聴覚資料）

②年間資料受入数

③年間除籍数

資料回転率
（年間貸出数÷蔵書数（貸出禁止資料除く））

幅広く質の高い資料等の収集・整備を行い、利
用者に提供するという目的が実現できているか
を図る数値として、資料の回転率を指標とした。
人口規模が同一の市立図書館で、資料回転率
が平均「1.9」であることから、目標値を「1.9」に設
定した。(『日本の図書館2022』より全国平均を算
出）

①「第2次所沢市図書館ビジョン」に基づ
き、特に郷土資料や所沢ゆかりの作家の
著書などの整理をすすめた。②除籍を効
率的に行い、図書の新鮮度を図るととも
に、市民の方へリサイクル図書の提供を
行った。

R4決算額（見
込み）

94,062千円

15,886千円

①設備等の保守

②設備等の保守委託料

施設維持に関する修繕件数

修繕箇所を早期発見し、市民の利用に配慮した
保守・修繕が計画的に行われているかを測る数
値として、修繕件数を目標値とした。
修繕を行うことにより、利用者の安全・快適な利
用に配慮し、環境の維持に努めていきたい。

本館の消防設備改修及び椿峰分館の冷
温水発生器の修繕を行い、安全上適正な
管理及び長寿命化を図った。また、給湯
室・トイレの水栓修繕や安定器の取替え、
排煙オペレーターの修繕をするなどして、
居心地の良い図書館環境作りを行った。

R4決算額（見
込み）

48,344千円

R3その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

14件

155
所沢
図書
館

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

S55

155
所沢
図書
館

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

H24

・日常的な施設内外の安全点検及び機械操作、定
期的に実施する施設管理委託事業（日常・定期清
掃、昇降機点検、自動扉点検、空調設備点検、水
質検査、機械警備、害虫駆除、植木剪定等）、施設
や設備の修繕を実施。
・図書館利用者にとって、安全で快適に利用できる
施設環境を確保するとともに、図書資料等を適切に
管理し利用できる施設を維持すること。

会年職
員等

0人

14件 18件

優先度により、椿峰分館の冷温水発生器の修繕
を実施したところ、費用が高額となったため、予
算内で修繕可能な件数が減少した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①11件

②48,344千円

R4目標 R4実績

保守点検については、日常的施設点検及
び計画的施設修繕を行い、効率化を図
る。また、点検による修繕箇所の早期発
見・部分的な修繕の対応により、限られた
修繕経費を抑える。

R4その他職員
従事割合

14件 10件
図書館利用者に、安全で
快適に利用できる施設環
境を整え、学ぶ場所を提

供した。
会年職
員等

0人

R5目標

A

　直接管理している本館及び椿
峰分館の老朽化した施設の保守
や修繕について、限られた予算
を計画的に使いながら行ってお
り、来館者が安全かつ快適に利
用できる環境を維持している。

R4年度に改善した点
４．質の高い教育をみんな

に

会年職
員等

0人

R5目標

Ｂ

平成24年度から、 市内に7館あ
る分館は、指定管理者制度によ
り運営している。指定管理者制
度移行後は、いくつかの館で、開
館時間の延長が行われるなど、
利用者にとってのサービスの向
上が図られた。分館において
は、どこの館も、均一で良質な
サービスを提供する事が大切で
あり、これを維持するために、本
館職員が定期的に、モニタリング
を行い、適正化を図っている。今
年度、目標値には達しなかった
が、利用者にとって各分館が、憩
いや生活に欠かせない場所とし
て存在するように、常に本館が
司令塔の役割を果たせるように
努めていきたい。

R4年度に改善した点
４．質の高い教育をみんな

に
304,176千円

①貸出利用者数（分館のみ）

②貸出数（分館のみ）

分館での年間来館者数

利用者サービスの充実を示す指標の一つである
来館者数を指標とする。利用者サービスの向上
が、来館者数増につながると考える。
過去5年間で利用が活発であった年度の数値を
目標とし、今後も充実したサービスの安定的な
提供に努めたい。

・指定管理者制度が第3期の1年目となり、
充実した均一で質の高いサービスの提供
を目指し、安定した運営が保たれるよう、
調整・指導した。
・狭山ケ丘分館において、毎週木曜日、午
後7時まで開館時間の延長を開始した。
・椿峰分館の空調設備の修繕を実施した。

R4決算額（見
込み）

327,119千円

R3その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

800,000人

・市民サービスの向上、指導管理の一元化、経費
の節減を図る。７館すべての分館において祝日開
館とし、平日、所沢分館は１９時、新所沢分館は２１
時まで、狭山ケ丘分館は木曜日１９時までの開館に
より、利用者の利便性向上を図る。
・地方自治法第２４４条に定める公の施設として、所
沢市立所沢図書館設置条例及び同施行規則の規
定に基づき、市立図書館としてのサービスの提供
等を行う。図書館における管理運営業務、施設維
持管理業務。

会年職
員等

0人

900,000人 641,273人 狭山ケ丘分館において、毎週木曜日、午後7時
まで開館時間の延長を開始したことや、新型コロ
ナウイルス感染症対策を徹底していることが安
心につながり来館者がR3と比較して増えた。し
かしながら、新型コロナウイルス感染症対策とし
て自ら来館を控えている利用者や、館としても閲
覧席の削減などの利用制限をして感染対策して
いたこと、また、椿峰分館では空調設備が7月か
ら3月まで故障していたこと、これらが原因で実
績が目標値に達しなかったと考えられる。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①368,264人

②1,147,584点

R4目標 R4実績

運営及び指定管理状況等について、、本
館職員による定期的なモニタリングを図書
館分館全館で実施して点検・評価を行い、
良質な図書館サービスを継続して提供で
きるよう努める。

R4その他職員
従事割合

800,000人 700,863人
モニタリングなどを行うこと
により、各分館のレベルが
上がり、市民により良い
サービスを行うことが出来

る。
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が貢献する項目

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R4)

成果

成果指標

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

計画
コード

R3予算現額 項目名

2,947千円

R4予算現額

2,917千円

R3正規職員
人件費

1.53 人 実績

12,209千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

1.41 人 評価者

～ 11,283千円 所沢図書館長　橋本　浩志

R3予算現額 項目名

46,934千円

R4予算現額

50,579千円

R3正規職員
人件費

5.11 人 実績

40,778千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

5.29 人 評価者

～ 42,331千円 所沢図書館長　橋本　浩志

R3予算現額 項目名

0千円

R4予算現額

21,307千円

R3正規職員
人件費

0.54 人 実績

0千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.53 人 評価者

～ 4,241千円
危機管理担当参事兼危機管理
室長　森田　悟

優先 自治事務

消防車両更新整備
事業（消防団車両の
み）

根拠法令

消防組織法、消防力の整備指針

事業の目的及び具体的な内容

重要 自治事務

子どもの読書活動推
進事業

根拠法令

図書館法、所沢市立所沢図書館設置条例、同施行
規則

事業の目的及び具体的な内容

- 自治事務

館内奉仕事業

根拠法令

図書館法、所沢市立所沢図書館設置条例、同施行
規則

事業の目的及び具体的な内容

R3その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

489,000冊

156
所沢
図書
館

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

S39

子ども達が読書の楽しみを知り、自主的に読書活
動を行うことができるよう、「第３次所沢市子どもの
読書活動推進計画」に基づいて子ども向け事業、
学校との連携事業等を実施し、利用の拡大を図る。
①子どもの読書活動推進連絡会の開催②おはなし
会・かがくあそび等子ども向け行事の開催③一般
向け普及・啓発事業の開催④学校との連携事業の
実施⑤小中学生・保護者に読書アンケートの実施
⑥学校業務連絡便の運行⑦ブックリスト「本がいっ
ぱい」の発行、小中学校への配布⑧子ども向け広
報紙の発行

会年職
員等

0人

489,000冊 471,428冊

新型コロナウイルス感染拡大防止対策による行
事の人数制限などから、一度離れた利用者が完
全には戻ってきていないことや、対象年齢層の
人口減少により年間貸出数が減少したこと、そ
の他、児童生徒に一人１台端末の配布により学
校での図書における調べ学習の比重が減ったこ
とも原因の一つと考えられる。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①8,768人

②12,492冊

R4目標 R4実績 新型コロナウイルス感染拡大防止のため
に規模を縮小していた行事を、感染前の
状況に戻し、離れてしまった利用者を呼び
戻す必要がある。また、関係各課と連携し
ながら第３次所沢市子どもの読書活動推
進計画を進めていく。第３次計画が令和５
年度に最終年度となるため、第４次計画を
令和５年度末までに策定する。

R4その他職員
従事割合

489,000冊 448,291冊
あらゆる機会をとらえて子
どもたちが読書に親しむ
環境を整えることにより貢
献した。

会年職
員等

0人

R5目標

A

 子どもが本に触れる事は、幼児
期においては心の生育や感受性
を養い、青少年期には、知的関
心を高めたり好奇心を刺激する
など、様々な効果が期待できる。
現在、図書館においては、本に
触れる機会を増やすために、単
に図書の貸し出しを行うだけでな
く、読み聞かせやブックトークな
どを通じて、読書機会の提供や
読書の楽しさを伝える事業を積
極的に行っている。今後も「第３
次所沢市子どもの読書活動推進
計画」を踏まえ、子どもたちに読
書の楽しさを伝えるために、学校
をはじめ、様々な関係部署と連
携を密に図り、子どもの読書活
動の推進に向けて努めていきた
い。

R4年度に改善した点
４．質の高い教育をみんな

に
2,772千円

①子ども向け行事参加者数

②学校関連団体貸出数

児童資料貸出数（年間児童資料貸出数）
過去10年間で最も高い平成27年の貸出実績が
488,789冊であったため、この数値を目標とし、
サービスの維持・向上を図る。

こども支援課、健康づくり支援課と連携し
「ところっこ親子ふれあい絵本事業」を感
染状況に応じて、感染防止対策を徐々に
緩和しながら継続した。

R4決算額（見
込み）

2,809千円

45,632千円

①貸出数
（本館での年間貸出数）
②予約受付件数
（本館カウンターでの年間予
約受付・取消件数）
③レファレンス件数
　　（本館受付件数）

来館者数（本館）
本館の役割として、調査、読書相談、資料の館
内利用等の事業が重要となってきていることか
ら、来館者数を指標とする。新型コロナウイルス
感染症拡大の影響などを踏まえ、目標値を実績
値に近い数値として設定し、サービスの充実を
図っていきたい。

①調査・研究を目的とした図書館利用に
対応するため、各種データベース情報等
のレファレンス・ツールの充実・活用を図っ
た。②利用者への課題解決支援サービス
の周知を図るため、図書館ＨＰにおいてレ
ファレンス事例を公開するとともに、国立
国会図書館レファレンス協同データベース
へも積極的に掲載した。③視覚に障害の
ある方へのサービス周知のため、「障害者
福祉ガイド」、「翔びたつひろば」に情報を
掲載し、ポスター掲示やチラシ配布を行っ
た。

R4決算額（見
込み）

49,100千円

R3その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

250,000人

156
所沢
図書
館

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

S39

161
危機
管理
室

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

H29

市民の教養と文化の発展のため、資料及び情報を
提供する。
①図書（一般書、児童書、雑誌、紙芝居、絵本）を
個人・団体に対し、閲覧・貸出利用に供する。②Ｃ
Ｄ・ＤＶＤを個人に対し、貸出利用に供する。③図書
館資料について充分な知識を持った職員が、問い
合わせ・読書相談や利用のための相談に応じる。
④視覚に障害のある方に対して対面朗読サービス
や録音図書を提供する。

会年職
員等

0人

250,000人 193,333人

コンビニエンスストア図書等取次サービスが浸
透したことや、分館サービスの充実により利用者
が地域で図書館サービスを利用できるように
なったこと、スマートフォンやパソコン等の普及に
より、簡単な情報が手軽に入手できるようになっ
たことなどが要因であると考えられる。このことに
加え、令和4年度も引き続き、新型コロナウイル
ス感染症対策の為、開館時における閲覧席の
削減や各種行事の参加者人数に制限を設ける
などを行ったことから、実績が目標値に達しな
かったと考えられる。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①289,820

②14,524

③386

R4目標 R4実績 身近な生涯学習の拠点として、情報・資料
等の充実を図り、その活用法を広く市民に
発信する必要がある。職員の質の向上に
努め、今後は質の高い確実な情報が入手
できる図書館の活用について、広報に努
めていく。また、感染症予防対策をしっか
り取るとともに、利用者が安心・安全に利
用できるよう努めていく。感染症予防対策
のため会場を変更していた、おはなし会室
や対面朗読室などの部屋を徐々に感染前
の状況に戻していくにあたり、感染状況を
鑑みながら、利用者が安心して利用できる
よう変更していきたい。

R4その他職員
従事割合

250,000人 193,384人

市民の課題解決に対し支
援を行っている。

会年職
員等

0人

R5目標

Ｂ

奉仕事業は、市民に対して適切な対
応が求められる、図書館業務の基
本業務である。選書から貸し出しま
で、職員の専門性を遺憾なく発揮
し、業務を遂行しなければならない。
殊にレファレンス業務は、経験や知
識が求められるため、職員の人材育
成を図る必要がある。現在、レファレ
ンスについては、一定の件数を保っ
ており、インターネット検索が手軽に
できる現代において、図書館であれ
ば信頼性の高い情報が得られると
いうことについて、認知されつつある
ものと思われる。また、国立国会図
書館レファレンス協同データベース
への掲載を積極的に進め、国立国
会図書館より、一定の基準を満た
し、評価（お礼状）を得ているので、
更にレファレンス数を増やしながら、
質の向上を目指していく。また、最近
は、対面朗読などのハンディキャッ
プサービスへの要望も増えているた
め、ボランティアの育成等、受け入
れ体制の整備を進める必要がある。

R4年度に改善した点
４．質の高い教育をみんな

に

会年職
員等

0人

R5目標

A

目標台数を確保できたため。

R4年度に改善した点
11 住み続けられるまちづ

くりを
0千円

①更新整備実施台数

②

③

消防団車両適正台数の確保
複雑多岐にわたる災害に対処できる消防団体制の維
持・強化を図る。

車両逸脱警報を装備
※道路運送車両法の保安基準の一部改
正　（第４３条の６）により、安全装備が義
務化されたことによる。

R4決算額（見
込み）

20,845千円

R3その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

１０台

消防の任務である国民の生命、身体及び財産を火
災から保護するとともに、火災又は地震等の災害を
防除し、これらの災害による被害を軽減するために
消防団車両の適正な維持管理を図るべく、所沢市
消防団車両管理要綱第２０条に基づき各分団（全１
０個分団）の消防団車両を１６年毎に更新するもの
である。

会年職
員等

0人

１０台 １０台

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①１台

②

③

R4目標 R4実績

地域の特性に合わせた車両装備を考える
と共に、車両積載資機材についても、大規
模災害発生時に活用できる資機材を都度
検討し、導入に配慮していく必要がある。

R4その他職員
従事割合

１０台 １０台

消防団車両の更新によ
り、地域の消防力の維持
につながった。
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が貢献する項目

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R4)

成果

成果指標

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

計画
コード

R3予算現額 項目名

0千円

R4予算現額

31,080千円

R3正規職員
人件費

0.00 人 実績

0千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.45 人 評価者

～ 3,601千円
危機管理担当参事兼危機管理
室長　森田　悟

R3予算現額 項目名

762千円

R4予算現額

5,406千円

R3正規職員
人件費

0.77 人 実績

6,145千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

1.50 人 評価者

～ 12,003千円
危機管理担当参事兼危機管理
室長　森田　悟

R3予算現額 項目名

1,287千円

R4予算現額

1,159千円

R3正規職員
人件費

0.74 人 実績

5,905千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.75 人 評価者

～ 6,002千円
危機管理担当参事兼危機管理
室長　森田　悟

重要 自治事務

自主防災組織育成
事業

根拠法令

災害対策基本法、所沢市自主防災組織資機材交付要
綱、所沢市自主防災会連合会交付金交付要綱

事業の目的及び具体的な内容

優先 自治事務

消防団員の処遇等
向上推進事業（消防
団入団促進事業の
一環）

根拠法令

消防組織法、消防力の整備指針

事業の目的及び具体的な内容

重要 自治事務

総合防災訓練事業

根拠法令

災害対策基本法、所沢市災害対策本部条例、所沢
市災害対策本部要綱

事業の目的及び具体的な内容

R3その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

３人増加

161
危機
管理
室

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

R4

全国的な消防団員数の減少や多発化・激甚化する
災害に対応する消防団員の負担が増加しているこ
とを踏まえ、消防庁は消防団員数の確保を目的とし
た「消防団員の処遇等に関する検討会」を開催し
た。その結果、消防団員の処遇改善のため従来の
出動手当が見直され、出動報酬の創設等が決定さ
れた。
　所沢市においても、消防団員の処遇の改善を図
るべく、出動、訓練、その他の活動の実態に応じた
報酬及び費用弁償の支給を行えるよう条例を改正
し、今後の消防団員数の減少に歯止めをかけるも
のである。

会年職
員等

0人

― ―

入団者数は、令和３年度中の１２名から令和４年
度中の２５名と増加したものの、任期や生業上の
理由による退団者の他、活動が不十分である団
員の退団を促したことから退団者数が３７名とな
り、結果として１２名の減少となったものである。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①２５人

②３７人

③

R4目標 R4実績

全国的に若年層の入団者数の大幅な減
少が顕著に表れていることから、若者の集
まる施設等にて入団促進を行う。

R4その他職員
従事割合

３人増加 １２人減少

消防団員を確保すること
により、地域の消防力の
維持につながった。会年職

員等
0人

R5目標

B

入団者数は令和４年度中２５人
となったものの、退団者数が３７
人となり、団員数が減少したた
め。

R4年度に改善した点
11 住み続けられるまちづ

くりを
0千円

①入団者数

②退団者数

③

消防団員の増減数
（入団者数－退団者数）

本事業は団員数の減少に歯止めをかけることにあり、
処遇改善により入団者数を増やすこと、また退団者数
を減らすことにより、相対的に増加を目指すもの。

広報ところろざわにて、「所沢市消防団人
物名鑑」として１２ヶ月にわたり連載し、入
団促進につなげた。

R4決算額（見
込み）

22,279千円

414千円

①総合防災訓練参加者数

②自主防災活動訓練実施場
所

市民及び関係機関、職員の参加者合計 訓練参加者数の増加を図る。

災害対策本部訓練においては、埼玉県危
機管理防災部から講師を招致し、市町村
の受援計画について講義をおこなった。
自主防災活動訓練においては、感染症予
防物品取扱訓練を新規訓練として追加し
た。
現地災害対策本部設置訓練においては、
令和４年度から運用を開始した移動系防
災行政無線を使用するとともに、エアーテ
ント設置訓練を新規として追加した。

R4決算額（見
込み）

5,041千円

R3その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

34,100人

161
危機
管理
室

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

H7

161
危機
管理
室

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

H7

災害対策本部設置訓練、防災関係機関等と市によ
る大規模訓練（隔年実施）、各地区自治会・町内会
や自主防災組織による自主防災活動訓練、現地災
害対策本部設置訓練、指定避難場所参集訓練の5
つの訓練形態で実施する。訓練日は、原則として防
災の日である9月1日前後3日間の土曜日に開催す
る。　なお、自主防災活動訓練に対して、各行政区
ごとに交付金を交付している。

会年職
員等

0.2

33,100人 -

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①37,730人

②39か所

R4目標 R4実績 従前より行っている情報伝達訓練や安否
確認訓練等に加え、臨時災害ＦＭ放送受
信訓練等、より実効性の高い訓練を設定
するとともに、出前講座の実施や広報紙
等の啓発活動を通じ、防災訓練への関心
や参加を促す。
また、市職員の訓練の充実を図り、全職
員の訓練参加を目指す。

R4その他職員
従事割合

33,600人 37,730人

災害に備えることで、有事
の際にも住み続けられる
対策を行っている。会年職

員等
0.2

R5目標

A

成果指標の目標値を達成してい
るため。

R4年度に改善した点
11 住み続けられるまちづ

くりを

会年職
員等

0人

R5目標

A

新型コロナウイルス感染症対策
を行い、年間で講座を2回開催し
たため。

R4年度に改善した点
11 住み続けられるまちづ

くりを
236千円

①リーダー養成講座の開催
数

②

③

リーダー養成講座の開催実績
自主防災組織の育成を図る観点の指標として、リー
ダー養成講座の開催実績を指標とした。 新型コロナウイルス感染症の対策を行

い、冬に女性視点の防災をテーマに講座
を開催し、女性の参加を呼び掛けた。

R4決算額（見
込み）

867千円

R3その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

2回

住民同士が自発的に自主防災組織を結成し、訓練
や研修会等を実施する。
市は、新規に結成された組織に防災資機材を交付
する。また、交付金により防災意識の普及啓発のた
めのリーダー養成講座等を開催し、自主防災活動
を促進する。

会年職
員等

0人

1回 0回

目標達成等

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①2回

②

③

R4目標 R4実績

地区により参加人数に偏りが出る場合も
あり、会場の制限以内でなるべく多くの方
にご参加いただけるよう調整を行ってい
る。

R4その他職員
従事割合

1回 2回

災害に備えることで、有事
の際にも住み続けられる
対策を行っている。
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が貢献する項目

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R4)

成果

成果指標

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

計画
コード

R3予算現額 項目名

27,037千円

R4予算現額

36,417千円

R3正規職員
人件費

0.75 人 実績

5,985千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.90 人 評価者

～ 7,202千円
危機管理担当参事兼危機管理
室長　森田　悟

R3予算現額 項目名

1,530千円

R4予算現額

725千円

R3正規職員
人件費

0.49 人 実績

0千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.54 人 評価者

～ 4,321千円
危機管理担当参事兼危機管理
室長　森田　悟

R3予算現額 項目名

6,283千円

R4予算現額

8,072千円

R3正規職員
人件費

0.23 人 実績

1,879千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.69 人 評価者

～ 5,521千円
危機管理担当参事兼危機管理
室長　森田　悟

優先 自治事務

防災倉庫等整備・管
理事業

根拠法令

災害対策基本法

事業の目的及び具体的な内容

優先 自治事務

防災行政無線整備・
管理事業

根拠法令

災害対策基本法、所沢市防災行政用無線局（固定系）運
用要綱、所沢市防災行政用無線局管理運用規程

事業の目的及び具体的な内容

優先 自治事務

避難行動要支援者
支援事業

根拠法令

災害対策基本法

事業の目的及び具体的な内容

R3その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

100.0%

162
危機
管理
室

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

S62

防災行政無線には、移動系無線と固定系無線の2
種類があり、移動系無線については、災害対策支
部となる各まちづくりセンター及び関係課へ半固定
型の無線機を18箇所に設置、可搬型の無線機を関
係課4箇所に配備し、災害時に電話が不通になった
場合の連絡手段として活用するものである。
固定系無線については、指定緊急避難場所等（111
箇所）に設置しており、主に災害対策本部から各指
定避難場所等への情報伝達手段として活用するも
のである。これらの防災行政無線が常時正常に作
動するよう、維持管理を行っている。

会年職
員等

0人

100.0% 100.0%

目標達成達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①365回

②12回

③

R4目標 R4実績

防災行政無線放送の市域面積に対する
音達状況を踏まえ、設置候補の調査を実
施した。

R4その他職員
従事割合

100.0% 100.0%

災害に備えることで、有事
の際にも住み続けられる
対策を行っている。会年職

員等
0人

R5目標

A

維持管理を適正に行っているた
め。

R4年度に改善した点
11 住み続けられるまちづ

くりを
26,107千円

①機能確認回数【固定局】

②機能確認回数【移動局】

③

防災行政無線の正常稼働率（％）
【正常稼働日数／年間放送数】

防災行政無線からの放送は、災害時における重要な
情報伝達手段の１つであるため、常に正常に稼働し
ている状態を維持する。

3子局の増設を実施。これにより、市全体
の音達状況が改善。（71.83％から73.82％
へ）

R4決算額（見
込み）

35,204千円

984千円

①名簿掲載同意者

②

③

避難行動要支援者名簿同意者数
平常時から避難支援等関係者に名簿情報を提供する
ことができる人数

windowsserver2012のサポート終了に伴
い、システム更新を行った。
また、名簿を更新し、自治会、町内会、民
生委員に配布した。
同意確認書類の取り込みにAI-OCRを活
用し、入力業務委託料を削減した。

R4決算額（見
込み）

395千円

R3その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

7,000人

163
危機
管理
室

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

H28

163
危機
管理
室

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

H28

災害発生時に自ら避難することが困難な方（避難
行動要支援者）の名簿を作成し、平常時から避難
支援関係者（自治会・町内会長及び民生委員等）に
対して名簿情報を提供することで、円滑かつ迅速な
避難誘導や安否確認の実施を可能にし、避難行動
要支援者の生命・身体を災害から保護することを目
的とするもである。

会年職
員等

0人

7,000人 7,406人

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①7,083人

②

③

R4目標 R4実績

引き続き個人情報の提供に関する同意確
認の作業及び避難支援関係者に対して名
簿情報を提供するとともに、個別支援計画
の作成促進を図る。

R4その他職員
従事割合

7,000人 7,083人

災害に備えることで、有事
の際にも住み続けられる
対策を行っている。会年職

員等
0人

R5目標

A

目標としていた同意者数に達し
ているため。

R4年度に改善した点
11 住み続けられるまちづ

くりを

会年職
員等

0人

R5目標

A

優先度の高い倉庫について更新
できたため。

R4年度に改善した点
11 住み続けられるまちづ

くりを
5,547千円

①更新数

②

③

更新数
更新の必要性や市の財政状況等を踏まえて目標を設
定している。 更新の優先順位が妥当かどうか現地を確

認し検討を行った。

R4決算額（見
込み）

7,087千円

R3その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

1基

防災備蓄倉庫は指定避難場所等に７５基を設置し
ている。そのほとんどが設置から２０年以上経過し
ているため、経年劣化による腐食や雨漏り等が激し
く、修繕での対応が困難である。老朽化しているも
のから順次更新していくものである。

会年職
員等

0人

1基 1基

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①1基

②

③

R4目標 R4実績

倉庫点検時に倉庫の老朽化を確認し、更
新計画を随時見直ししていく。

R4その他職員
従事割合

1基 1基

災害に備えることで、有事
の際にも住み続けられる
対策を行っている。
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が貢献する項目

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R4)

成果

成果指標

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

計画
コード

R3予算現額 項目名

10,097千円

R4予算現額

8,974千円

R3正規職員
人件費

0.28 人 実績

2,287千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.49 人 評価者

～ 3,921千円
危機管理担当参事兼危機管理
室長　森田　悟

R3予算現額 項目名

4,000千円

R4予算現額

4,000千円

R3正規職員
人件費

0.16 人 実績

1,277千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.30 人 評価者

～ 2,401千円 防犯交通安全課長　足立　啓

R3予算現額 項目名

202千円

R4予算現額

189千円

R3正規職員
人件費

0.98 人 実績

7,820千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

1.05 人 % 評価者

～ 8,402千円 防犯交通安全課長　足立　啓

重要 自治事務

空き家対策事業

根拠法令

空家等対策の推進に関する特別措置法
所沢市空き家等の適正管理に関する条例

事業の目的及び具体的な内容

重要 自治事務

応急物資備蓄・保守
事業

根拠法令

災害対策基本法

事業の目的及び具体的な内容

重要 自治事務

防犯協会交付金

根拠法令

所沢市防犯協会交付金交付要綱

事業の目的及び具体的な内容

R3その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

90,000食

163
危機
管理
室

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

H7

市内６２箇所の防災備蓄倉庫、東部防災倉庫およ
び西部防災倉庫等に、食料、毛布、簡易トイレ、カ
セットコンロ・ボンベ、車椅子、担架、投光機などを
備蓄する。
　備蓄食料の有効活用のため、賞味期限を迎える
ものから順次、防災訓練や出前講座等で使用す
る。
　投光機、カセットガス発電機の年次点検を行う。

会年職
員等

0人

90,000食 83,880食

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①90,000

②6,120

③

R4目標 R4実績

備蓄開始から20年程度経過している物品
（毛布等）の更新を検討していく。

R4その他職員
従事割合

90,000食 90,000食

災害に備えることで、有事
の際にも住み続けられる
対策を行っている。会年職

員等
0人

R5目標

A

備蓄計画通り履行できているた
め。

R4年度に改善した点
11 住み続けられるまちづ

くりを
9,279千円

①年度末備蓄食糧

②単年度購入食料

③

年度末備蓄食料数（食）

避難住民用＝9,200人×3食×1.5日＝41,400食
災害救助従事者用＝27,000人×3食×3日＝19,800食
帰宅困難者用＝27,000人×1食＝27,000食
合計：88,200食→90,000食

新型コロナウイルス感染症の自宅療養者
への食糧支援は、当事業とは別事業とし
て新たに予算編成を行った。

R4決算額（見
込み）

8,413千円

4,000千円
①青色回転灯装着パトロー
ル車によるパトロール実施回
数
②防犯街頭キャンペーン実施
回数
③所沢市防犯のまちづくり市
民大会の開催

市内の犯罪発生件数
本事業の目標は、犯罪発生の未然防止であるため、
市内の犯罪発生件数を指標とする。

・新型コロナウィルス感染症の拡大により
中止していた役員会や総会、市民大会な
どの啓発活動を再開した。
・特殊詐欺被害に遭わないよう、所沢警察
署と連携し、防犯協会各支部長を招集し、
犯罪の手口のレクチャーや啓発活動につ
いて意見交換を行った。

R4決算額（見
込み）

4,000千円

R3その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

1656

171

防犯
交通
安全
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

S52

171

防犯
交通
安全
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

H22

市民の防犯意識を高め、犯罪を起こさせにくい地域
環境づくりを推進することで、犯罪の発生を未然に
防止し、安全で安心なまちづくりを推進する。
①地域安全活動推進週間にあわせ、市内主要駅
等で街頭キャンペーンを実施②所沢市防犯のまち
づくり市民大会を開催し、功労者等の表彰を行う③
青色回転灯装着パトロール車によるパトロールを
実施④地域安全ニュースを発行し、防犯情報を提
供する。

会年職
員等

0人

1932 1657

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①  126回

②　中止

③開催した

R4目標 R4実績

犯罪発生件数の減少に向け、所沢警察署
及び防犯協会各支部と連携し、更なる啓
発活動等に努めていく。

R4その他職員
従事割合

1657 1656

犯罪発生を減らすことによ
り、市民の安心安全なまち
づくりに貢献した。会年職

員等
0人

R5目標

A

成果指標の目標値を達成してお
り、犯罪発生の未然防止に貢献
している。

R4年度に改善した点
11 住み続けられるまちづ

くりを

会年職
員等

0人

R5目標

A

相談件数は令和３年度（１４２件）
と比較してほぼ変わらなものの、
土地所有者と建物所有者が異な
るケースなど、年々解決困難な
事例も増えてきている。
今後は、効果的な対応を検討
し、実施していく。

R4年度に改善した点
11 住み続けられるまちづ
くりを

202千円

①当該年度の空き家につい
ての相談受理数

②当該年度に適正管理が行
われた件数

解決率（％）
（解決件数／受理件数）

空き家に関する相談受理数に対しての解決率を
指標とする 年度末に、過年度を含む未解決の案件

を、再度現地調査等を行い、再度の指導
等により、解決件数を増やした。

R4決算額（見
込み）

151千円

R3その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

80.0%

空き家等が放置され、管理不全な状態が犯罪や放
火を招く恐れがあることから、近隣住民が安心して
生活できるよう生活環境の保全と防犯のまちづくり
を進めるため、所有者に適正管理を求めている。

会年職
員等

0人

80.0% 76.8%

相談を受けた案件が解決に至るまでには、相当
期間が必要であり、令和４年度終盤に受理した
相談が多く、年度中に解決に至らなかったため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①139

②110

R4目標 R4実績

①空き家を所有し対処に困っている相談
者に対し、積極的に利活用の周知を図り、
空き家の発生そのものの減らす。
② 空き家の早期解決を行えるよう、行政
指導等の工夫改善を行う。

R4その他職員
従事割合

80.0% 79.1%

管理不全な空き家を減ら
すことで安全かつ快適な
住環境をつくる
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が貢献する項目

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R4)

成果

成果指標

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

計画
コード

R3予算現額 項目名

888千円

R4予算現額

920千円

R3正規職員
人件費

0.68 人 実績

5,426千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.90 人 評価者

～ 7,202千円 防犯交通安全課長　足立　啓

R3予算現額 項目名

13,802千円

R4予算現額

13,593千円

R3正規職員
人件費

0.90 人 実績

7,182千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.95 人 評価者

～ 7,602千円 市民相談課長　守谷　秀明

R3予算現額 項目名

1,751千円

R4予算現額

2,139千円

R3正規職員
人件費

1.41 人 実績

11,252千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

1.41 人 評価者

～ 11,283千円 市民相談課長　守谷　秀明

重要 自治事務

計量検査事業

根拠法令

計量法、所沢市計量法関係手数料条例

事業の目的及び具体的な内容

重要 自治事務

地域安全活動推進
事業

根拠法令

所沢市防犯のまちづくり推進条例

事業の目的及び具体的な内容

重要 自治事務

消費者相談事業

根拠法令

消費者基本法、消費者安全法、所沢市市民相談実
施要領、所沢市市民相談員設置要綱

事業の目的及び具体的な内容

R3その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

221

171

防犯
交通
安全
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

H16

犯罪や事件の発生を防止するため、行政と地域が
一体となって事業を推進し、市民の安全で安心な生
活を確保する。
①各地域の自主防犯組織拡大を図るために防犯
講座を開催。②防犯パトロールを実施する自治会・
町内会・ボランティア団体等の自主防犯団体に対
し、防犯資器材の貸出しを実施。③防犯フェア等を
開催し、情報提供、ボランティア団体の紹介等によ
り、啓発活動を実施。④防犯啓発グッズの配布や、
様々な広報媒体等により防犯意識の高揚を図る。

会年職
員等

0人

222 221

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①２１３

②２，５５８

③３２

R4目標 R4実績
自主防犯団体活動を実施する地域住民の
高齢化と、コロナ禍で活動を自粛していた
ことにより、防犯活動の担い手が減少する
ことが懸念される。
このため、所沢警察署とも連携を強め、自
主防犯団体の活動支援をより強化してい
きたい。

R4その他職員
従事割合

221 221

犯罪や事件の発生を防止
し、安全で安心な生活を確
保する。会年職

員等
0人

R5目標

A

新型コロナウイルス感染症拡大
の影響で停滞傾向にあった自主
防犯団体の活動が再開され、令
和３年度と比較すると活発であっ
た。
今後も防犯意識の向上につなが
るよう自主防犯活動の支援等を
していきたい。

R4年度に改善した点
11 住み続けられるまちづ

くりを
432千円

①パトロール用品の貸出数

②防犯啓発物の配布数

③防犯講座の受講者数

自主防犯組織数
自主防犯組織が多く存在することは、地域での防犯
意識の高揚、そして犯罪や事件の発生防止につなが
るため、自主防犯組織の数を指標とする。

従来、防犯指導者養成講座の講師を２名
招いて、半日ずつ別々の内容で講義をお
願いしていたが、講師を１名にし、１日の
講義をお願いしたことにより、一連の流れ
で講義が行われ、理解しやすくなった。ま
た開催に関する負担を減らすことができ
た。

R4決算額（見
込み）

689千円

12,451千円

①相談件数

②解決件数

③処理不要・処理不能件数

相談解決率（％）
（解決件数÷相談件数×１００）

消費者と事業者との消費問題を解決することが
消費者の利益を守り、消費生活の安定と向上を
確保することにつながるため、相談解決率を指
標とする。

新型コロナウイルス感染症の影響で電話
での相談としていたが、感染症の状況も
徐々に落ち着いてきたことにより、来所し
ての相談も増えてきたことから、対面での
相談時は感染防止を徹底しながら実施し
た。

R4決算額（見
込み） 4 質の高い教育をみんな

に
12,600千円

R3その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

100.0%

173
市民
相談
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

S47

173
市民
相談
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

H14

消費者の利益を守り、消費生活の安定と向上を確
保することを目的とする。
電話又は面接により消費生活相談員が消費者と事
業者との取引や契約に関する相談を受け、相談者
自身で自主交渉できるよう助言や情報提供を行う。
相談内容によっては、他の専門相談窓口への紹介
や事業者との解決に向けた「あっせん」を行う。

会年職
員等

6人

100.0% 96.9%

相談者と連絡が取れなくなり処理が不能になっ
たもの、消費者被害に遭いそうになったとの情報
提供をしただけなど、処理を望まない処理不能
があったため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①2,358件

②2,267件

③87件

R4目標 R4実績

複雑化する消費者トラブルに対応すべく研
修等に積極的に参加してより一層の職員
並びに消費生活相談員の資質向上を図っ
ていく。

R4その他職員
従事割合

100.0% 96.1% 消費者への情報提供によ
り、消費者と事業者の間
の情報量や交渉力の格差
を埋めることで公正・健全
な社会の八手に寄与し
た。

会年職
員等

6人

R5目標

A

相談件数は県内でさいたま市、
川口市に次いで多く、前年比で
300件ほど増えている状況の中
ではあるが、成果指標である相
談解決率は高い水準を維持でき
ている。新手な消費者被害も見
受けられることから、対応すべく
積極的な研修の受講など職員、
消費生活相談員の資質向上を
図っていく。

R4年度に改善した点
10 人や国の不平等をなく

そう

会年職
員等

0人

R5目標

A

商品量目立入検査を継続的に
実施し、不適正商品を監視する
ことで事業者の正確計量の意識
を高め、目標値はほぼ達成して
いる。
電気・水道・ガスメーターや体重
計など、消費者の身近なところで
計量器が使用されている。暮らし
の安心・安全を守る計量制度の
信頼性を損なうことがないよう、
適正な計量の実施に努めてい
る。

R4年度に改善した点

12 つくる責任　つかう責任

1,440千円

①定期検査
（定期検査受検器物数）
②商品量目立入検査
（量目検査商品数）
③量目検査適正商品数

量目検査適正商品率（％）
適正商品数÷量目検査商品数×100）

適正な計量を確保するため、商品量目立入検査にお
ける適正計量率を指標とする。

計量器定期検査については、感染防止の
ため検査時の消毒の徹底などを行った。
そのほか、定期検査の受検漏れを防ぐた
め、インターネットや広告などにより、新規
時事業所の受検を促した。

R4決算額（見
込み） 11 住み続けられるまちづ

くりを
1,674千円

R3その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

100.0%

適正な計量の実施を確保することを目的とし、取引
又は証明用に使用する計量器の定期検査、計量器
使用事業所への立入検査を実施する。

会年職
員等

1人

100.0% 99.6%

事業所による風袋設定の誤りや商品の自然乾
燥による内容量の減少により、不適正商品が
有った為。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①　７５５個

②　６７１個

③　６６９個

R4目標 R4実績

計量知識や技術の承継が課題であるが、
組織的な協力体制によって人員不足を補
い、「計量制度」の信用・信頼の為、計量
業務を確実に進めていく。

R4その他職員
従事割合

100.0% 99.7%
長く住み続けられるまちづ
くりの為、適正な計量を実
施することによって、市民
の安全を確保した。
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が貢献する項目

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R4)

成果

成果指標

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

計画
コード

R3予算現額 項目名

27千円

R4予算現額

16千円

R3正規職員
人件費

0.23 人 実績

1,835千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.29 人 評価者

～ 2,321千円 市民相談課長　守谷　秀明

R3予算現額 項目名

1,759千円

R4予算現額

1,463千円

R3正規職員
人件費

0.78 人 実績

6,224千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.79 人 評価者

～ 6,322千円 市民相談課長　守谷　秀明

R3予算現額 項目名

6,108千円

R4予算現額

59,338千円

R3正規職員
人件費

0.55 人 実績

4,389千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

1.15 人 評価者

～ 9,202千円 防犯交通安全課長　足立　啓

重要 法定受託事務＋附加

消費生活に関する表
示の適正化事業

根拠法令

食品表示法に基づく事務処理要領、所沢市家庭用
品品質表示法に基づく事務処理要領、外

事業の目的及び具体的な内容

優先 自治事務

消費生活啓発事業

根拠法令

消費者基本法、消費者安全法

事業の目的及び具体的な内容

重要 自治事務

交通安全教育推進
事業

根拠法令

交通安全対策基本法

事業の目的及び具体的な内容

R3その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

100.0%

173
市民
相談
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

H13

品質表示等の適正化を図り、消費者の安全・利益
を確保することを目的とする。
店頭販売商品について各法律に基づく表示義務遵
守がされているか確認するため、立入検査を実施
する。

会年職
員等

0人

100.0% 実施していない

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①792個

②104個

③896個

R4目標 R4実績

新型コロナウイルス感染症の状況を見極
めてにはなるが、消費者の安全と利益の
確保のため、可能な限り立入検査の実施
を行っていく。

R4その他職員
従事割合

100.0% 100.0%
消費者が商品を購入する
際の安全性の確保及び自
主的かつ合理的な商品の
選択の機会の確保に努め
た。

会年職
員等

0人

R5目標

A

令和4年年度は引き続き新型コ
ロナウイルス感染症の影響があ
り、計画どおりの立入検査の実
施が難しかったが、3年振りに実
施することができた。令和5年度
以降も新型コロナウイルス感染
症の状況を見極めながらになる
が、消費者の安全と利益の確保
のため可能な限り実施に努めて
いく。

R4年度に改善した点

12 つくる責任　つかう責任

4千円 ①家庭用品・消費生活用製
品・電気用品の立入検査にお
ける検査個数

②食品表示法における表示
調査の調査個数

③適正表示数

適正表示率（％）
（適正表示数÷検査・調査数×１００）

表示の適正化及び消費者の安全と利益を確保するた
め、適正表示率を指標とする。

新型コロナウイルス感染症の影響で令和2
年度、3年度は立入を実施しなかった。令
和4年度は引き続き新型コロナウイルス感
染症の影響は残っていたが、当初の予定
を縮小しながらではあるが実施することが
できた。

R4決算額（見
込み）

1千円

1,681千円

①講座・講演会参加者

②消費生活展来場者数

③啓発品の配布数

消費生活講座・講演会開催回数（回）
講座・講演会を開催することにより、消費者被害の未
然防止・被害拡大防止のための知識を深め、様々な
消費者問題への対応力向上を図る。

消費生活展の日数を2日間から3日間の開
催とし、引き続き所沢警察、市防犯対策室
と連携し消費者被害の防止のためパネル
展示や啓発品頒布などの啓発活動を行っ
た。

R4決算額（見
込み）

1,374千円

R3その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

14回

174
市民
相談
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

S47

181

防犯
交通
安全
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

S47

日常生活を送る中で発生する、様々な消費者問題
に対応できる消費者を育成することを目的とする。
講座、消費生活展等を開催し、消費者が自ら考え、
判断しうる能力を高めることにより、消費者被害を
未然に防止する。

会年職
員等

0人

12回 12回

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①247人

②500人

③11,400個

R4目標 R4実績

高齢者からの相談が全体の約半数を占め
ており、引き続き講座や広報誌などを通じ
て啓発活動を行っていく。また成年年齢引
下げに伴い、若年者を狙った消費者被害
の未然防止のため二十歳のつどいなどに
おいて啓発活動を行っていく。

R4その他職員
従事割合

13回 13回
消費者被害を防止すると
ともに、消費者が自らの利
益の擁護及び増進のため
自主的かつ合理的に王道
できるよう支援した。

会年職
員等

0人

R5目標

A

講座に関しては、高齢者だけで
なく家庭教育学級や障害者に対
して実施するなど消費者被害の
未然防止の観点から幅広く実施
することができ、実施回数も目標
値に達することができた。消費生
活展においては、引き続き所沢
警察者や市防犯対策室と連携し
て消費者被害や特殊詐欺の未
然防止に関する啓発活動ができ
た。

R4年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな

に

会年職
員等

0人

R5目標

C

交通事故件数は令和3年度を底
に増加傾向にある。高齢者の関
係する交通事故が増えているた
め、コロナ禍で自粛していた高齢
者向けの交通安全に関する啓発
活動を行う必要がある。

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
51,241千円

①参加人数

②交通安全教室開催回数

③高齢者・子供自転車免許
制度に基づく講習回数

交通安全教室及び高齢者・子供自転車免許制
度に基づく講習回数

所沢市の交通事故の死傷者として、自転車の事故に
よるものが増加している。交通事故を減らすために
は、幼児・小学生・高齢者を対象とした交通安全教室
等の実施が必要である。

コロナの感染拡大状況を考慮して、申込
団体の要望に応じて交通安全教室を柔軟
に実施した。

R4決算額（見
込み） 11 住み続けられるまちづ

くりを
50,083千円

R3その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

130回

幼児、児童、生徒及び高齢者に対して交通安全教
室等を実施することによって、交通事故を未然に防
ぎ、減少させる。
・保育園・幼稚園・小学校・中学校等で、交通安全
教室等の実施及び小学校通学路の危険箇所等に
交通指導員を配置し、立哨指導を行っている。
・福祉施設での交通啓発活動及び高齢者自転車免
許制度に基づく講習を実施する。

会年職
員等

0人

130回 78回

新型コロナウイルス感染症の拡大防止に配慮し
ながら小学校や保育園・幼稚園での交通安全教
室を実施をしたが、取り止めた小学校等もあった
ことからコロナ禍前までの実施回数まで戻らな
かったため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①20,033人

②114回

③22回

R4目標 R4実績

交通安全教室について、どこまでコロナ以
前の回数を実施できるか、学校や保育
園、幼稚園等と調整して実施を増やしてい
く。

R4その他職員
従事割合

130回 114回

コロナ禍ではあるが、でき
る範囲で交通安全教室を
実施した
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が貢献する項目

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R4)

成果

成果指標

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

計画
コード

R3予算現額 項目名

3,452千円

R4予算現額

3,542千円

R3正規職員
人件費

0.55 人 実績

4,389千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.75 人 評価者

～ 6,002千円 防犯交通安全課長　足立　啓

R3予算現額 項目名

736千円

R4予算現額

677千円

R3正規職員
人件費

0.25 人 実績

1,995千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.40 人 評価者

～ 3,201千円 防犯交通安全課長　足立　啓

R3予算現額 項目名

48,960千円

R4予算現額

53,520千円

R3正規職員
人件費

0.90 人 実績

7,182千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

1.00 人 評価者

～ 8,002千円 防犯交通安全課長　足立　啓

自治事務

交通安全運動推進
事業

根拠法令

交通安全対策基本法　所沢市交通安全推進協議
会規約

事業の目的及び具体的な内容

重要 自治事務

交通遺児対策事業

根拠法令

所沢市交通遺児手当支給条例施行規則
所沢市交通遺児奨学基金条例

事業の目的及び具体的な内容

重要 自治事務

交通災害共済事業

根拠法令

重要

所沢市交通災害共済条例及び施行規則

事業の目的及び具体的な内容

R3その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

50人

181

防犯
交通
安全
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

S39

市民に交通安全思想の普及・浸透を図り、交通
ルールの遵守と正しい交通マナーの実践を習慣付
け、交通事故死傷者数を減少させる。
・所沢市交通安全推進協議会加盟団体と協力し、
交通安全パレードや街頭における交通安全啓発活
動等を実施する。
・市広報やホームページ等を利用しての交通安全
啓発活動を行う。

会年職
員等

0人

50人 17人

コロナ禍での外出自粛等の影響から令和2年度
に大きく減少した結果、コロナ禍が続いた令和3
年度は減少幅が小さくなり、令和4年度は外出す
る機会が増え、負傷者数も増えた。ただし、コロ
ナ禍前の令和元年度と比較した場合は、265名
減少している。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①119人

②920人

③3人

R4目標 R4実績

コロナ後を見据え、警察、教育委員会及び
交通関係団体などを交えた啓発活動を模
索するとともに、ホームページ等の充実を
図る。

R4その他職員
従事割合

50人 △48人

コロナ禍ではあるが、でき
る範囲で交通安全に関す
る啓発活動を実施した。会年職

員等
0人

R5目標

C

外出する機会が増えたため、負
傷者数も増えたが、引き続き交
通安全関係団体と連携を図り、
各季の交通安全運動に加え、状
況に応じた交通事故防止の啓発
活動していく。なお、コロナ禍で
規模を縮小していたが、状況を
見ながら拡大していく。

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
3,395千円

①交通安全運動参加人数

②交通事故発生（負傷者数）

③交通事故発生（死亡者数）

死傷者数の減少数 前年の死傷者数より減少させること。
コロナの感染拡大状況に応じて、啓発の
規模等柔軟に対応した。

R4決算額（見
込み）

3,494千円

交通遺児の対象となる幼稚園、保育園、
小学校、中学校への啓発をするとともに、
市民課への案内により令和4年度は新た
に１名の交通遺児に対し、手当の支給を
始めることができた。

R4決算額（見
込み）

477千円

R3その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

100.0%

181

防犯
交通
安全
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

S45

181

防犯
交通
安全
課

実施計画ランク 事業の種別

特
別

期間

S42

交通事故により保護者を失った遺児に対し遺児手
当及び奨学金を支給し、その福祉の増進を図る。
・交通遺児手当は、義務教育終了までの期間、遺
児一人に対し月額5,000円を支給する。
・奨学金は、遺児一人に対し、小学校及び中学校
入学者に50,000円を、高等学校入学者に80,000円
を支給する。

会年職
員等

0人

100.0% 100.0%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①8人

②425千円

③0千円

R4目標 R4実績

交通遺児に対して遺児手当及び奨学金を
支給することは、交通遺児家庭への援助
となっていることから、今後も事業を継続
する。また、未支給者がいないよう、引き
続き学校等の関係機関への周知を行って
いく。

R4その他職員
従事割合

100.0% 100.0%
新たに交通遺児となった
家庭に手当を支給すると
ともに把握しうる交通遺児
に対し、手当及び奨学金
を支給した。

会年職
員等

0人

R5目標

A

交通事故により保護者を失った
所沢市在住の交通遺児に遺児
手当及び奨学金を支給している
が、交通遺児がより安定した生
活をしていくために今後も続ける
必要がある。
なお、令和4年度の奨学金支給
対象者はいなかったため支給額
が0円となっている。

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を

加入者の相互扶助により、交通事故による災害を
受けた者へ見舞金を支給する。そのため、毎年共
済加入者を募集し、その会費収入を原資として、交
通事故により災害に遭った会員に死亡又は傷害の
程度に応じて見舞金を支給することで、市民の生活
の安定と福祉の増進に寄与することを目的とする。

会年職
員等

1.58人

30.0% 11.6%

新型コロナウイルスの感染拡大に伴い、自治会
等を通じての加入者が減少しているため。また、
自転車事故を起こした際の高額な損害賠償に備
え、民間の損害賠償付き保険へ移行する傾向が
みられるため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①36,370人

②20,318,850円

③174件

R4目標 R4実績

加入率が年々低下しており、加入者を増
やす必要があることから、交通災害共済
についてより市民に周知する。

R4その他職員
従事割合

30.0% 10.6%

交通事故によりケガをした
加入者に対し、適切に見
舞金を支給した。会年職

員等
1.58人

R5目標

C

加入者が減少傾向にはあるが、
現状全市民の内１割を超える市
民が加入している。また、会費収
入及び繰越金で運営をしている
が、今後も存続するためにはより
多くの市民に加入してもらう必要
があるため、制度の周知が必要
である。

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
15,769千円

①加入者数

②共済会費収入

③見舞金支給件数

交通災害共済加入率
過去の交通災害共済加入率で高かった数値を設定し
た。 申込書のレイアウトを調整して、高齢者で

も見やすいように配慮した。

R4決算額（見
込み）

15,477千円

R3その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

30.0%

626千円

①交通遺児数

②手当支給額（合計）

③奨学金支給額

対象の支給者
交通事故により保護者を失った遺児全員に奨学金及
び遺児手当を支給する。
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が貢献する項目

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R4)

成果

成果指標

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

計画
コード

R3予算現額 項目名

57,280千円

R4予算現額

54,698千円

R3正規職員
人件費

1.06 人 実績

8,459千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.91 人 評価者

～ 7,282千円 防犯交通安全課長　足立　啓

R3予算現額 項目名

44,983千円

R4予算現額

46,229千円

R3正規職員
人件費

0.75 人 実績

5,985千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.56 人 評価者

～ 4,481千円 防犯交通安全課長　足立　啓

R3予算現額 項目名

64,160千円

R4予算現額

59,689千円

R3正規職員
人件費

3.15 人 実績

25,137千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

2.43 人 評価者

～ 19,445千円 道路維持課長　山田　和弘

重要 自治事務

放置自転車対策事
業

根拠法令

所沢市自転車駐車場の整備及び自転車の放置の
防止に関する条例

事業の目的及び具体的な内容

重要 自治事務

道路安全施設整備
事業

根拠法令

道路法、道路構造令、所沢市道路の構造の技術的基準等を定め
る条例、所沢市移動円滑化のために必要な道路の構造に関する
基準を定める条例、交通安全対策基本法

事業の目的及び具体的な内容

期間

S50

交通事故の多い危険箇所における、通行の安全性
を確保するため、道路反射鏡や道路区画線などを
設置。さらに設置した交通安全施設を適切に管理
する。

事業の種別

所沢市自転車駐車場条例

事業の目的及び具体的な内容

182

防犯
交通
安全
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

S50

重要 自治事務

自転車駐車場整備
事業

根拠法令

駅にアクセスするための交通手段である自転車の
駐車スペースを確保し、駅周辺の自転車の駐車秩
序を図る。
・各駅周辺における適切な規模の自転車駐車場を
設置し、維持管理を行う。
・管理運営は指定管理者制度を取り入れ、市民
サービスの向上と経費の削減を図る。

会年職
員等

0人

22,354台 10,984台

在宅勤務やリモートワークにより市内各駅の乗
降人員が減少していことや、市営より駅に近い
民営駐輪場を利用している方も多く、利用者が
年々減少している。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①32箇所

②18,279台

R4目標 各駅の乗降人員が増加した場合や、民営
駐輪場の閉鎖を想定し、収容台数を維持
する必要がある。一方ではチャイルドシー
ト付き自転車等の大型自転車の割合が増
加していることから収容台数を減らし大型
自転車の受け入れ可能台数を増やす必
要がある。電磁ロック式やゲートシステム
式の施設では、電動キックボードの一時
利用の受入方法を構築する必要がある。

R4その他職員
従事割合

22,354台 10,925台
自転車駐車場を整備する
ことで、自転車利用の増加
と放置自転車を減少を図
り、駅周辺の生活環境を
改善した。

会年職
員等

0人

R5目標

C

秋津駅北口に放置自転車指導員を配置
し、放置自転車の指導を強化した。また、
経年劣化した放置禁止区域である旨の標
識を交換した。

R4決算額（見
込み）

45,060千円

R3その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

鉄道利用者の減少や、民営駐輪
場の利用などにより利用者が
年々減少しているが、昨年度に
比べ自転車駐車場の利用台数
は横ばいであった。
今後は新型コロナウイルス感染
症の感染症法上の位置付けが５
類感染症に引き下げられたこと
により利用者が増えると考えら
れる。

R4年度に改善した点
11 住み続けられるまちづ

くりを
57,112千円

①市営自転車駐車場等の施
設数

②市営自転車駐車場等の収
容台数

市営自転車駐車場月平均利用台数

市営自転車駐車場の収容可能台数を目標値と
して設定している。
市が整備している自転車駐車場を最大限に利
用していただくよう、指定管理者のノウハウを活
用して、利用を促進していく。

１台あたりの自転車と原動機付自転車の
駐車枠の基準を定め収容台数を見直し
た。
また、小手指駅北口第３と南口第３の２段
式サイクルの上段を撤去し大型自転車の
受け入れ可能台数を増やした。

54,657千円

R3その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

183
道路
維持
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

S57

放置自転車禁止区域での立哨指導や放置自転車
の撤去により、駅周辺の良好な生活環境を保持す
る。
・駅周辺に放置自転車指導員を配置し、放置自転
車防止の指導及び自転車駐車場への誘導を行う。
・自転車放置禁止区域等の放置自転車の撤去を定
期的に実施する。
・自転車保管場所に移動した自転車の所有者につ
いて警察に照会し、はがきを送付して返還する。

会年職
員等

1人

37台以下 7台

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①612台

②68日

③9台

R4目標 R4実績
新型コロナウイルス感染拡大防止により
人流が減ったことに伴い放置自転車が
減ったものと考える。
人流が増えても放置自転車が増えない様
に、駅周辺に放置自転車指導員を効率的
に配置し、放置自転車防止の指導及び自
転車駐車場への誘導を行う。。

R4その他職員
従事割合

37台以下 7台
駅周辺の放置自転車を減
らすことで、歩行者等の通
行の安全性の拡大を図っ

た。
会年職
員等

1人

R5目標

182

防犯
交通
安全
課

実施計画ランク
11 住み続けられるまちづ

くりを

3 すべての人に健康と福
祉を

63,436千円

①道路反射鏡整備数（修繕・
新設）

②道路区画線等の路面標示

③要望・通報件数

要望・通報に対する割合

交通事故の多い危険箇所に対し、通行の安全
性を確保するための道路安全施設の設置及び
適切な管理をすることが目的となっているため、
要望・通報件数に対して処理した件数の割合を
指標とする。

道路反射鏡の設置については、前年度に
引き続き、優先順位を決めて対応した。
通学路の安全対策について、翌年度以降
の計画を立て、計画的に行えるように備え
た。

R4決算額（見
込み） 11 住み続けられるまちづ

くりを
58,166千円

R3その他職員
従事割合 16 平和と公正をすべての

人に

交通事故発生の危険箇所
に対し安全施設の設置や
修繕を実施し、交通の安
全を確保した。

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①101箇所

②14,230.9m

③931件

R4目標 R4実績

安全対策に関する要望件数は多く、また、
現場状況に応じた対策の決定に時間を要
することがあるが、優先順位をつけより効
果の高い安全対策を実施していく。

R4その他職員
従事割合

100.0% 84.0%

会年職
員等

0人

R5目標

100.0%

B

安全施設の要望は増加している
中で、対応に時間を要するもの
もある。

R4年度に改善した点

A

放置自転車指導員の活動により
自転車放置台数は目標を大幅
に下回っている。引き続き放置
自転車減少に向け対策を講じて
いく。

R4年度に改善した点

会年職
員等

0人

100.0% 85.0%

安全施設に関する要望は優先順位をつけて対
応している。昨年度と同様に推移しているが、財
政状況に限りがあるため、年度内の処理ができ
ていない案件があり、次年度に早急に対応す
る。

一
般

R4決算額（見
込み）

R4実績

37台以下

18,279台

44,585千円

①年間撤去台数

②年間撤去日数

③年間撤去台数／年間撤去
日数

自転車放置台数
11月の晴天の平日午前11時頃に自転車放置禁止区
域に放置された自転車の数
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第２章

子どもが大切にされるまち
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

R3予算現額 項目名

35,162千円

R4予算現額

37,631千円

R3正規職員
人件費

0.80 人 実績

6,384千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.75 人 評価者

～ 6,002千円 こども支援課長　清水　康雄

R3予算現額 項目名

4,873,328千円

R4予算現額

5,039,713千円

R3正規職員
人件費

2.70 人 実績

21,546千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

2.10 人 評価者

～ 16,804千円 こども支援課長　清水　康雄

R3予算現額 項目名

1,096,318千円

R4予算現額

1,074,641千円

R3正規職員
人件費

1.73 人 実績

13,805千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

1.63 人 評価者

～ 13,043千円 こども支援課長　清水　康雄

211
こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 法定受託事務

児童手当支給事業

根拠法令

児童手当法

事業の目的及び具体的な内容

父母その他の保護者が子育てについての第一義
的責任を有するという基本的認識のもとに、0歳か
ら中学3年生の児童を養育している者に児童手当を
支給することにより、家庭等における生活の安定に
寄与するとともに、次代の社会を担う児童の健やか
な成長に資することを目的とする。

期間

H24

211
こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

子ども医療費助成事
業

根拠法令

所沢市子ども医療費の助成に関する条例

事業の目的及び具体的な内容

医療費の助成を行うことにより、子ども（0歳から中
学3年生まで）の保健の向上と福祉の増進、子育て
家庭の経済的負担を軽減するとともに、子育てを支
援することを目的とする。

期間

S47

①4065

②506,518

③

適正な支給を行った。
職員の事務負担については、安
定的に運営し、維持に努める。

R4年度に改善した点

R4目標

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績

成果

成果指標

目標設定の考え方・根拠

利用者が安心して遊ぶことのできる場の提供が当該
事業の目的であるため、利用者満足度を指標とする。

R4実績

受給者に対し、適正受診の案内やジェネ
リック医薬品の活用等のさらなる啓発活動
を行う。
事務負担に対して、引き続き一部負担金
の審査支払業務の委託を行い、事務量の
増加を抑制する。

R4その他職員
従事割合

100.0% 99.1%

子ども医療の受給資格者
に対し適正に資格を認定
し、医療費助成を行った。会年職

員等
2人

R5目標

地域において安心して子
育てできる環境を提供し
た。

自治事務

R4その他職員
従事割合

所属
名称

R3その他職員
従事割合

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

4,559,570千円

A

概ね目標を達成しているが、書
類不備により登録が保留となっ
ている方へは、引き続き通知等
を行うことが必要である。
市民課や生活福祉課などの関係
各課と連携を取り、新規対象者
については案内漏れが無いよう
に注意する。

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
994,220千円

①受給者証交付件数

②医療費助成件数

③

登録率
（登録者数÷助成対象者数）

全ての助成対象者が、等しく医療費助成を受ける事を
目標とするため、登録率を指標とする。

令和4年10月より県内医療機関で窓口払
いが廃止され現物給付となり、利便性が
向上し、職員業務負担軽減にもつながり
つつある。

R4決算額（見込
み）

1,036,644千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

3人

100.0% 99.2%

新規登録申請はしているが、書類不備により、
登録が保留となっている助成対象者がいるた
め。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R4目標値が未達成の理由・分析

100.0%

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

概ね目標を達成できているが、
今後も利用者アンケートを活用
し、利用者の意見を参考にして、
充実を図る。

こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

優先

こども支援センター
運営事業（子育て支
援）

期間

所沢市こどもと福祉の未来館条例

事務事業名称 事業概要（全体）

事業の目的及び具体的な内容
一
般

根拠法令

少子化や核家族化の進行による地域のつながりの
希薄化から、相談相手がおらず育児への不安を抱
えている親を支援するため、4歳未満の乳幼児を対
象とした子どもを安心して遊ばせることのできる場
を提供し、子どもと保護者が交流する場の運営を行
うことで、保護者同士で育児についての相談や交
流ができる環境づくりを行うものである。

計画
コード

経費

投入コスト
会
計

R3決算額

211

H28

0.1

会年職
員等

0.1

会年職
員等

現況届の提出が原則不要となり、事務作
業の見直しを行ったことで、事務作業を更
に軽減できた。

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

児童手当法を遵守し、正確かつ適正な事務を行
う。

R4決算額（見込
み）

R4年度に改善した点指標名

専門職「保健師」による相談の場の拡充

B

安全管理を徹底し、施設運営の質の向上
を目指し、安心して親子が遊べ、育児の不
安を気軽に相談できる場を継続して提供し
ていく。

こども支援センターの利用者満足度については
不満・やや不満と回答した方はいなかったが、ど
ちらでもないと回答した方がいたため目標値に
至らなかった。

R4目標 R4実績

100.0%

34,720千円

R4決算額（見込
み）

児童手当の受給者に適正
に手当を支給した。

4,598,850千円

①2月末現在受給者数

②年間手当支給総額

③正規職員人件費を含む事
務経費

受給者1名当たりの事務経費
（正規職員人件費を含む事務経費÷受給者数）

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①21,353人

②4,372,810千円

③21,051千円（令和３年度分
償還金221,793千円を除く）

R4目標 R4実績

引き続き、児童手当法を遵守し、手当の適
正な支給事務を行っていく。

R4その他職員
従事割合

100.0%

R5目標

1,500円 990円

3 すべての人に健康と福
祉を

99.3%

98.3%

事業自体が貢献する項目

R4目標値が未達成の理由・分析R3実績

R5目標

100.0%

活動実績(R4)

1,390円

目標達成済

会年職
員等

2人

1,200円

①50,654人

②98.3%

R3目標

①延べひろば利用者数

②利用者満足度
利用者満足度

会年職
員等

2人

1,800円

37,147千円

R3その他職員
従事割合

3 すべての人に健康と福
祉を
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

成果

成果指標

所属
名称

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事務事業名称 事業概要（全体）

計画
コード

経費

投入コスト
会
計

事業自体が貢献する項目活動実績(R4)

R3予算現額 項目名

145,727千円

R4予算現額

147,297千円

R3正規職員
人件費

1.23 人 実績

9,815千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

1.23 人 評価者

～ 9,842千円 こども支援課長　清水　康雄

R3予算現額 項目名

2,170千円

R4予算現額

1,498千円

R3正規職員
人件費

0.85 人 実績

6,783千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.69 人 評価者

～ 5,521千円 こども支援長　清水　康雄

R3予算現額 項目名

0千円

R4予算現額

0千円

R3正規職員
人件費

0.00 人 実績

0千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.00 人 評価者

～ 0千円 こども政策課長　田中　綾子

212
こど
も政
策課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

最優先 自治事務

出産・子育て応援事
業（経済的支援）

根拠法令

伴走型相談支援及び出産・子育て応援給付金の一
体的実施事業実施要綱

事業の目的及び具体的な内容

　核家族化が進み、地域のつながりも希薄になる中
で、孤独感や不安を抱える妊婦・子育て世帯も少な
くなく、全ての妊婦・子育て世帯が安心して出産・子
育てができる環境整備が喫緊の課題である。
　この様な中で、妊娠の届出や出生の届出を行っ
た妊婦・子育て世帯等に対する経済的な支援を実
施するため、出産応援ギフト、子育て応援ギフトを
支給する。

期間

R4

211
こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

ひとり親家庭等医療
費助成事業

根拠法令

所沢市ひとり親家庭等の助成に関する条例

事業の目的及び具体的な内容

母子家庭、父子家庭、両親のいずれかが障害者の
家庭等における養育者とその児童（0歳から高校3
年生まで）の医療費助成を行うことにより、ひとり親
家庭等の生活の安定と自立を支援し、子どもの保
健の向上と福祉の増進を図ることを目的とする。

期間

H4

211
こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

優先 自治事務

ところっこ親子ふれ
あい絵本事業

根拠法令

ところっこ親子ふれあい絵本事業実施要綱

事業の目的及び具体的な内容

目的：親子が絵本の読み聞かせを通じて、親子の
ふれあいの大切さを伝え、孤立しがちな家庭と地域
がつながる機会を提供するとともに、子どもたちが
絵本に親しむことで、子どもたちの健やかな成長の
支援をする。
内容：1歳6か月児健康診査時に、絵本の読み聞か
せと「絵本引き換えチケット」を配布し、保護者は健
診日以降、図書館又は子育て支援施設等で絵本2
種類の中から1冊を選択し、引き換えを行う。期間

R2

R4その他職員
従事割合

R4目標 R4実績

0人

指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績

会年職
員等

1人

30,000円 29,524円

令和3年度と比較して交付件数（対象者数）およ
び1件あたりの医療費助成金額は減少したが、
医療費助成件数は714件増加しているため。

100.0%

100.0% 100.0%

R4その他職員
従事割合

事業者選定 事業者選定
妊婦・子育て世帯等に対
する経済的な支援により、
子育て世帯の貧困をなくし
ていくため、事業者選定を
行った。

会年職
員等

0人

R5目標

R4目標値が未達成の理由・分析

変更予定

R3決算額

A

事業実施に向けた体制整備を速
やかに行い、目標である事業者
の選定については円滑に行うこ
とができた。

R4年度に改善した点

1 貧困をなくそう

0千円

①事業者選定

②

③

事業者選定
本事業の趣旨に沿った事業設計を行い、速やかな事
業の実施が求められることから、事業者選定を指標と
する。 R4年度新規事業

R4決算額（見込
み）

0千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

- -

目標達成済

A

絵本交換チケットを対象者に配
布し、地域の子育て支援施設や
図書館へつなぐ機会を提供する
ことができた。また、希望する親
子には健診後にボランティアによ
る読み聞かせを行うことができ
た。今後も感染症防止対策を行
いながら、積極的に事業の周知
を行い、親子のふれあいの大切
さを伝えていく。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①事業の趣旨に沿った仕様
を基に事業者選定を行った。

②

③

R4年度に改善した点

健康づくり支援課とこども政策課の両課に
またがって実施する事業であるため、綿密
な連携が必要である。

3 すべての人に健康と福
祉を

1,521千円

①絵本引き換えチケット配布
数

②絵本交換数

③読み聞かせ実績

絵本引き換えチケット配布割合
健診時の絵本の読み聞かせは希望者のみのため、
対象者へのチケット配布割合を指標とする。

絵本の交換率を上げるために、ポスターを
作成して交換施設へ掲示を依頼した。ま
た、事業周知のため、看板の設置を行っ
たり、令和5年度から健診会場の待機場所
で上映するスライドの作成を進めた。

R4決算額（見込
み）

1,025千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

100.0% 100.0%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①1,977枚

②765冊

③1,149人

R4目標 R4実績
引き続き、事業の周知を積極的に行い、
感染症防止対策を行いながら読み聞かせ
を行う。また、当日の健診受診者数により
健診終了時間に大きな差があり、ボラン
ティアの参加時間帯についても検討する
必要も出てくるため、関係課での情報共有
を行う。

対象者に親子のふれあい
の大切さを伝えるととも
に、施設への利用につな
げることで子育て世帯の
孤立を防ぐ一助となった。

会年職
員等

R5目標

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①4,146人

②50,633件

③126,580,520円

R4目標 R4実績

受給者に対し、適正受診の案内やジェネ
リック医薬品の活用等のさらなる啓発活動
を行う。
事務負担に対して、引き続き一部負担金
の審査支払業務の委託を行い、事務量の
増加を抑制する。

R4その他職員
従事割合

30,000円 30,531円
所得限度額を下回るひと
り親に対し、適正に受給資
格を認定し、医療費助成を
行った。

会年職
員等

1人

R5目標

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標

1 貧困をなくそう

134,313千円

①交付件数（対象者数）

②医療費助成件数

③医療費助成金額

一人当たりの支給額
（助成金額÷対象者数）

R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

30,000円

増え続ける医療費の削減を図ることを目標とするた
め、一人当たりの支給額を指標とする。 医療費の削減を目指し、ジェネリック医薬

品の活用等の啓発や、健康増進及び適正
受診を呼びかける案内を配布した。

R4決算額（見込
み） 3 すべての人に健康と福

祉を
134,578千円

R3その他職員
従事割合

B

目標達成に向け、引き続き受給
者に対して、適正受診を呼びか
け、全体的な支給額の軽減を図
るための啓発が必要である。

R4年度に改善した点

42/176



SDGsへの貢献
(最大3つ)

成果

成果指標

所属
名称

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事務事業名称 事業概要（全体）

計画
コード

経費

投入コスト
会
計

事業自体が貢献する項目活動実績(R4)

R3予算現額 項目名

30,373千円

R4予算現額

28,631千円

R3正規職員
人件費

0.40 人 実績

3,192千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.38 人 評価者

～ 3,041千円 こども支援課長　清水　康雄

R3予算現額 項目名

169,992千円

R4予算現額

169,248千円

R3正規職員
人件費

0.44 人 実績

3,511千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.64 人 評価者

～ 5,121千円 こども支援課長　清水　康雄

R3予算現額 項目名

2,469千円

R4予算現額

2,386千円

R3正規職員
人件費

1.31 人 実績

10,454千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

1.22 人 評価者

～ 9,762千円 こども支援課長　清水　康雄

212
こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

一般型一時預かり事
業

根拠法令

所沢市一般型一時預かり事業実施要綱

事業の目的及び具体的な内容

保育所等を利用していない家庭において、就労・日
常生活の突発的な事情等により、一時的に家庭で
の保育が困難となる場合や、育児に伴う心理的・肉
体的な負担を軽減するために、保育所等において
児童を一時的に預かる事業で、安心して子育てが
できる環境を整備することを目的とする。

期間

H27

212
こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

ところっこ子育てサ
ポート事業

根拠法令

ところっこ子育てサポート事業実施要綱

事業の目的及び具体的な内容

子育て家庭のニーズより、教育・保育施設や地域
の子育て支援事業の情報提供及び子育てについ
ての相談・助言など、利用者の必要に応じた支援を
行う。子ども支援情報を総括した冊子の配布、広
報、ホームページ等により告知を行い参加者を募
り、教授および研究室の学生等が講師を務め運動
遊びの紹介を行う。子どもたちの成長における正し
い生活リズムを身に付けることの大切さを知っても
らう。期間

H27

212
こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

病児・病後児保育事
業

根拠法令

所沢市病児・病後児保育事業実施要綱

事業の目的及び具体的な内容

病気又は病気の回復期にあって、集団保育が困難
な時期の乳幼児を一時的に預かる事業。これに
よって、保護者の子育てと就労の両立を支援するこ
とを目的とする。市内に住所を有する、小学校3年
生までの児童が対象。保護者負担金は児童１人当
たり日額2,000円（飲食代別）。

期間

H9

900件 1,071件

目標達成済

2,001千円

R3その他職員
従事割合

31園 28園

R3その他職員
従事割合

12人

30園 28園

全国的な保育士不足の影響で保育従事者の確
保が困難となり、一時休止となった園があったた
め。

①251

②55

③

R4目標 R4実績

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

900件

会年職
員等

0人

R5目標

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

32園

3 すべての人に健康と福
祉を

1,962千円

①相談件数

②運動遊び参加人数

③

相談件数
利用者の必要に応じた、相談や助言を行う為、相談件
数とした。

基本型、特定型、母子保健型で担当者連
携会議のほか、コンシェルジュによる連携
会議を開催した。相談内容や対応などに
ついて情報共有し、適切な支援ができるよ
う努めた。

R4決算額（見込
み）

会年職
員等

0人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①24,140

②

③

A

B

全国的な保育士不足の影響で
一時休止となった園があり、目標
値が未達成となった。一時預か
りの保育需要は今後も一定数あ
ると考えるため、施設数の維持
に努める。

施設によって利用者数が偏ってしまう傾向
がある。引き続き新型コロナウイルス感染
症防止策を徹底しつつ、リーフレットやポ
スターの掲載などに加えて広報での周知
など、市民の方により情報を周知できるよ
うに努める。

R4その他職員
従事割合

常に新しい情報収集に努め、利用者に正
確な情報を提供する。ひろばに出向き、よ
り相談しやすい雰囲気や気軽に声掛けが
できる体制をつくる。

R4その他職員
従事割合

900件 1,137件

地域において安心して子
育てできる環境をつくっ
た。会年職

員等
1.9人

R5目標

R4目標 R4実績

全国的な保育士不足による保育従事者の
確保が課題となっている。専門研修を修
了した子育て支援員の配置など、柔軟な
職員配置により供給量を確保できるよう
に、実施施設に打診していく。

R4その他職員
従事割合

一時預かり事業を実施し、
安心して子育てできる環
境をつくった。

A

相談件数は目標達成ができてい
る。利用者の子育てに関する困
り感に適切な支援ができるよう努
める。

R4年度に改善した点

会年職
員等

1.9人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①1,137件

②360人

③

R4目標 R4実績

12人
病児・病後児期にある子
の預かりを実施し、安心し
て子育てできる環境をつ
くった。

会年職
員等

0人

R5目標

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
138,573千円

①年間延べ利用児童数

②

③

一般型一時預かり事業実施園
保育園等を利用していない家庭での、保護者の就労
形態や生活様式の変化により、一時的な保育の需要
が高まっているため、施設数の充足を図る。

保育士不足の影響で令和元年度より事業
休止していた認可保育所において、一時
預かり事業を再開し、施設数の充足を図っ
た。

R4決算額（見込
み）

149,592千円

R3その他職員
従事割合

昨年度に引き続き新型コロナウ
イルス感染症の影響もあり、利
用人数は少ない状況が続いてい
るが、徐々に回復傾向にある。
今後も感染症防止策を徹底しな
がら、市内4施設で病児保育を実
施し、安心して子育てできる環境
を提供する。

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
21,451千円

①病児保育利用者

②病後児保育利用者

③

病児・病後児保育利用定員数
保護者の子育て支援を目的に4施設合わせた1日の
利用定員数の充実を図る。 病児保育施設、1施設について、令和5年

度からの開始に向け、手続きを進めた。

R4決算額（見込
み）

23,608千円

会年職
員等

0人

12人 12人

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

16人
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

成果

成果指標

所属
名称

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事務事業名称 事業概要（全体）

計画
コード

経費

投入コスト
会
計

事業自体が貢献する項目活動実績(R4)

R3予算現額 項目名

970,945千円

R4予算現額

968,636千円

R3正規職員
人件費

1.85 人 実績

14,763千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

1.74 人 評価者

～ 13,923千円 こども支援担課長　清水　康雄

R3予算現額 項目名

91,326千円

R4予算現額

95,583千円

R3正規職員
人件費

0.68 人 実績

5,426千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.73 人 評価者

～ 5,841千円 こども支援課長　清水　康雄

R3予算現額 項目名

15,380千円

R4予算現額

15,368千円

R3正規職員
人件費

0.31 人 実績

2,474千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.41 人 評価者

～ 3,281千円 こども支援課長　清水　康雄

213
こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

ファミリーサポート事
業

根拠法令

所沢市ﾌｧﾐﾘｰ･ｻﾎﾟｰﾄ･ｾﾝﾀｰ事業実施要綱
所沢市緊急サポート事業実施要綱

事業の目的及び具体的な内容

育児の援助を受けたい者（利用会員）と育児の援助
を行いたい者（援助会員）を組織化し、地域での相
互活動を行う。ファミリー・サポート事業は、定期的
な保育施設・学校施設などの送迎や一時的な預か
り、緊急サポート事業は、病児・病後児の預かり、
宿泊や急な残業などの緊急時の預かりを行う。地
域において安心して子育てができるような環境整備
を目的とする。

期間

H12

212
こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 法定受託事務

児童扶養手当支給
事業

根拠法令

児童扶養手当法

事業の目的及び具体的な内容

目的：母子及び父子家庭等の生活の安定と自立の
促進を通じて、児童の健全育成を図る。
内容：離婚や死別などによって父又は母がいない
家庭で児童を養育している人、父又は母が一定の
障害の状態にある家庭で児童を養育している人に
支給される手当（所得制限あり）。

期間

S36

213
こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

地域子育て支援拠
点事業

根拠法令

所沢市地域子育て支援拠点事業実施要綱

事業の目的及び具体的な内容

事業の内容：①子育て親子の交流の場の提供と交
流の促進②子育て等に関する相談、援助の実施③
地域の子育て関連情報の提供④子育て及び子育
て支援に関する講習等の実施（月１回以上）
支援拠点の種類：一般型（3～4日型・5日型・6～7
日型）及び連携型
※こども支援課では、一般型を実施している。

期間

H7

20.0%

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

20.0%

38.7%

会年職
員等

1.1人

R5目標

40.0%

R4目標 R4実績

R4目標値が未達成の理由・分析

R3決算額 指標名

15中学校区

15中学校区 14中学校区

会年職
員等

1.2人

40.0% 40.3%

目標達成済

目標設定の考え方・根拠

R3目標
R3その他職員
従事割合

目標設定の考え方・根拠

R4目標値が未達成の理由・分析

発達支援エリアと連携し、担当者に向けて
発達についての講習を行うことで担当者
の質の向上を図った。

R4決算額（見込
み）

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①14,261件

②4,771人

③501人

R4目標 R4実績

援助会員の確保が課題のため、様々な機
会を利用し周知を図っていく。

R4その他職員
従事割合

20.0% 10.5%

地域において安心して子
育てできる環境をつくっ
た。会年職

員等
0人

R5目標

B

前年度比で利用会員数は減少し
ているのに対し、援助会員数は
増加傾向にあり、僅かではある
が援助会員数充足度は改善し
た。
今後も、援助会員養成講習会の
充実を図るとともに、各まちづくり
センター・児童館・保育園等の児
童関連施設にポスターの掲示や
チラシの配布を行い、広報活動
を実施する。

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
15,180千円

①延べ利用件数

②利用会員数

③援助会員数

援助会員数充足度
（援助会員数÷利用会員数＊100）

利用しやすい事業とするためには、育児の援助
を行いたい者（援助会員）の増加が必要である
ため、援助会員数の充足度を指標とする。

児童館生活クラブ・児童クラブの入所説明
会や「シニア就職支援セミナー」等におい
て、チラシ配布等で事業周知を図った。

R4決算額（見込
み）

15,180千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

9.2%

援助会員の中心となっている60代の就労が増加
しているため、援助会員の確保が難しくなってい
る。

95,583千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0.13人

15中学校区 14中学校区

事業を実施するには、運営主体に人員や実施場
所の確保が必要であり、未設置の中学校区にお
いて、運営主体となり得る保育園等がないため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①16施設

②87,732人
事業実施には、保育園等の運営主体に人
員や実施場所の確保が必要であるため、
引き続き打診していく。

B

連携型をあわせると、地域子育
て支援拠点施設は、市内に27カ
所ある。各行政区としては充足し
ているが、地域による偏在を解
消するために引き続き取り組む。

R3決算額

R4目標

R3目標 R3実績

指標名

R4実績

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を

R4その他職員
従事割合

地域において安心して子
育てできる環境をつくっ

た。会年職
員等

0.13人

R5目標

91,326千円

①一般型実施施設数

②年間延べ利用者数

実施施設のある中学校区数
施設を市内に満遍なく設置することで、市民が気
軽に利用できるため、実施施設のある中学校区
数を指標とする。

全部支給者の就労や資格取得
をサポートし、自立促進を図って
いく。

R4年度に改善した点

1 貧困をなくそう

870,052千円

①全部支給から全部支給停
止となった受給者数
②一部支給から全部支給停
止となった受給者数
③2月末における全部支給者
数

手当受給者資格者全体に対し、全部支給となっ
ている者の割合

全部支給者数÷手当受給資格者数×100

受給者の所得の増加による、手当の支給区分が変動
した割合を捉え、ひとり親家庭の自立促進の成果をみ
る。（手当資格者全体のうち、全部支給者の割合が低
くなる程、所得や養育費の増加が見込まれる。）

現況届において、一部書式の修正を図っ
たことで、手続きに要する時間が減少し
た。

R4決算額（見込
み）

837,179千円

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①31人

②102人

③883人

所得が低いひとり親家庭等の生活の安定
にあたって必要な制度である一方、受給
者に対して、就労による自立を促す側面も
あることから、母子・父子自立支援員と連
携し、就労支援、資格取得へ働きかけ、手
当支給額の減少を目標としたい。

R4その他職員
従事割合

Ａ

R3実績

40.0%

所得制限額を下回るひと
り親家庭へ適正に手当を
支給した。
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

成果

成果指標

所属
名称

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事務事業名称 事業概要（全体）

計画
コード

経費

投入コスト
会
計

事業自体が貢献する項目活動実績(R4)

R3予算現額 項目名

1,000千円

R4予算現額

1,000千円

R3正規職員
人件費

0.31 人 実績

2,474千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.21 人 評価者

～ 1,680千円 青少年長　榎本　崇義

R3予算現額 項目名

23,364千円

R4予算現額

21,852千円

R3正規職員
人件費

0.45 人 実績

3,591千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.51 人 評価者

～ 4,081千円 こども福祉課長　加賀谷　春恵

R3予算現額 項目名

40,501千円

R4予算現額

39,860千円

R3正規職員
人件費

0.45 人 実績

3,591千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.50 人 評価者

～ 4,001千円 こども福祉課長　加賀谷　春恵

221
こど
も福
祉課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

レスパイトケア事業

根拠法令

所沢市障害児の家族に対するレスパイトケア事業
実施要綱、日中一時支援事業実施要綱

事業の目的及び具体的な内容

18歳未満の障害児の家族等の精神的及び身体的
負担軽減を図るために、障害児を一時的に預かる
日中一時支援事業を実施した事業所と、重症心身
障害児等のショートステイ利用を促進するショート
ステイ促進事業を実施した事業所に対して補助金
を交付する。

期間

H27

221
こど
も福
祉課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

介護給付費事業（障
害児）

根拠法令

障害者総合支援法

事業の目的及び具体的な内容

18歳未満の障害児の日常生活を支援し、その家族
の介護負担を軽減するため、居宅での身辺の介
護、外出の支援、短期入所のサービスを提供した
場合に、事業所に対して介護給付費を支給する。

期間

H18

213
青少
年課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

子ども広場設置・整
備費補助金

根拠法令

所沢市子ども広場設置事業費及び整備事業費補
助金交付要綱・所沢市補助金等交付規則

事業の目的及び具体的な内容

自治会等がこども広場を設置・管理する場合の財
政負担の軽減を図る。
自治会等が子ども広場を設置・整備した場合、自治
会等からの申請により、補助金交付要綱に基づき
補助金を交付する。
設置の場合は150万円を限度に、整備の場合は50
万円を限度に、それぞれ事業費の2分の1を交付す
る。

期間

S53

会年職
員等

0人

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

408

660 377

当初の見込みより利用時間及び利用件数が少
なかったため。
R2年度以降減少傾向だったが、今年度は増加
に転じた。ここ数年の支給決定人数はほとんど
変わらないため、以前の減少傾向は、新型コロ
ナウイルス感染症への感染を心配しての利用自
粛が考えられる。

33,013千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

38か所 38か所

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

408人

R4目標 R4実績

障害児や保護者が抱える課題やニーズを
把握し、地域で自立した生活が営めるよ
う、適切なサービスの提供に努めるため、
必要に応じて事業所登録も実施していく。

R4その他職員
従事割合

432 408

家族等の負担軽減に寄与
している。会年職

員等
0.09人

R5目標

R4目標 R4実績

今後も、家族等の精神的及び身体的負担
の軽減を図るために、適切なサービスの
提供に努める。

R4その他職員
従事割合

家族等の負担軽減に寄与
した。会年職

員等
0.09人

R5目標

3 すべての人に健康と福
祉を

29,455千円

利用延べ人数
利用延べ人数 サービスの利用状況を把握するため。 居宅介護・行動援護は例年通りであった

が、他市の事業所を利用する短期入所数
が増加した。

R4決算額（見込
み） 11 住み続けられるまちづ

くりを

会年職
員等

0.09人

A

居宅介護・短期入所等のサービ
スにより、家族等の介護負担軽
減が図れており、必要な制度で
あると考える。

R4年度に改善した点

利用延べ人数
①利用延べ人数 サービスの利用状況を把握するため。 ２カ所の事業所において、医療的ケアが

必要な重症心身障害児の受け入れを開
始したことに伴い、利用が増加した。

R4決算額（見込
み） 11 住み続けられるまちづ

くりを
19,706千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0.09人

3,768 2,298

令和4年度中に2事業所が開設し、全体的に利
用の回帰が見られたものの、未だ新型コロナウ
イルス感染症の影響があったため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

2,817人

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

3240

3,576 2,817

B

14,289千円

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①3件

②38か所

③

R4目標 R4実績

安全安心な広場の整備のため、整備内
容、優先順位を精査する。

A

R5目標
各自治会が広場の整備に
責任をもち、安全な運営を
行っている。

子ども広場用地地権者の事情等
により廃止されるなど、設置件数
は減少傾向にあるが、やむを得
ないと考えている。

R4年度に改善した点
11 住み続けられるまちづ

くりを

重症心身障害児や医療的ケア
児の受け入れも行っており、在
宅の障害児の介護者等の負担
軽減が図れているため、必要な
制度であると考える。

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

38か所

R3その他職員
従事割合

38か所
R4その他職員
従事割合 38か所

891千円

①子ども広場整備等実施件
数

②子ども広場設置件数

③

子ども広場の設置件数

自治会等が設置、管理する子ども広場に係る自
治会等の財政負担の軽減を図ることを目的とし
ているため、子ども広場の設置件数を指標とす
る。

環境整備のため、引き続き自治会からの
相談に対応していく。

R4決算額（見込
み）

644千円
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

成果

成果指標

所属
名称

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事務事業名称 事業概要（全体）

計画
コード

経費

投入コスト
会
計

事業自体が貢献する項目活動実績(R4)

R3予算現額 項目名

13,517千円

R4予算現額

12,880千円

R3正規職員
人件費

0.48 人 実績

3,830千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.50 人 評価者

～ 4,001千円 こども福祉課長　加賀谷　春恵

R3予算現額 項目名

38,160千円

R4予算現額

38,160千円

R3正規職員
人件費

0.44 人 実績

3,511千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.52 人 評価者

～ 4,161千円 こども福祉課長　加賀谷　春恵

R3予算現額 項目名

892千円

R4予算現額

892千円

R3正規職員
人件費

0.31 人 実績

2,474千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.34 人 評価者

～ 2,721千円 こども福祉課長　加賀谷　春恵

221
こど
も福
祉課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

難聴児補聴器購入
費助成事業

根拠法令

所沢市難聴児補聴器購入助成事業実施要綱

事業の目的及び具体的な内容

18歳未満で身体障害者手帳の交付対象とならない
軽度・中等度の難聴児を対象に、補聴器の購入費
用を助成することで、言語の習得、教育等における
健全な発達を支援する。

期間

H25

221
こど
も福
祉課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

障害児地域生活支
援事業

根拠法令

障害者総合支援法、重度障害者等日常生活用具
費支給事業実施要綱ほか

事業の目的及び具体的な内容

18歳未満の障害児が地域で自立した日常生活を営
めるよう、主に次の事業を行う。
・日常生活用具給付等事業
　紙おむつ、入浴補助用具等の購入費の助成
・移動支援事業
　屋外での移動が困難な人への外出支援を実施し
た事業所へ補助金として支給

期間

H26

221
こど
も福
祉課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

身体障害児補装具
費支給事業

根拠法令

障害者総合支援法

事業の目的及び具体的な内容

18歳未満の身体障害児を対象に、補装具（身体機
能を補完・代替する車いすなど）の購入・修理費用
を補助することで、将来、社会人として独立自活す
るための素地を育成・助長する。

期間

H12

180

R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

190

190 151

9

0人

R5目標

R3決算額 指標名

指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析
R3その他職員
従事割合

R4目標

指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標

軽度・中等度の難聴児の健全な発達への
支援を推進するため、制度の周知に引き
続き務める。

R4その他職員
従事割合

9 5

補聴器の使用により生活
等の能率向上につなが
る。会年職

員等

目標設定の考え方・根拠

R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

9

B

軽度・中等度の難聴児へ補聴器
の購入費用を助成することによ
り、言語の習得や教育等による
健全な発達を支援し、児童の福
祉の増進を図れており、必要な
制度であると考える。

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
726千円

助成件数
助成件数 サービスの利用状況を把握するため。 軟骨伝導式を対象に加え、FM型補聴器の

受診機及びワイヤレスマイクの基準額を
増額した。

R4決算額（見込
み） 11 住み続けられるまちづ

くりを
737千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

8

年度により申請件数にバラつきがあるため。

B

R3決算額

身体機能を補う補装具費やその
修理費用を助成することにより、
安定した日常生活や社会参加が
図れており、必要な制度であると
考える。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

5

R4目標 R4実績

3 すべての人に健康と福
祉を

35,130千円

利用延べ人数
利用延べ人数 サービスの利用状況を把握するため。 一人ひとりの障害状況を訪問等により適

切に把握するとともに、必要な装具の見極
めを行ない、適切な支給決定に努めた。

R4決算額（見込
み） 10 人や国の不平等をなく

そう
31,882千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0.09人

156 178

前年度より減少しているが、当制度については、
学齢期の障害児等が複数の補装具（室内用・室
外用）を一括購入したり、買い替えの時期が重な
るなどの影響を受けるものであって、毎年度の
額（件数）が増減するものである。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

151
障害児が補装具を使用し、身体の機能を
補い、日常生活を営めるよう、適切な給付
を行っていく。

R4その他職員
従事割合

補装具の使用により生活
等の能率向上につなが
る。会年職

員等
0.09人

R5目標

R4実績

R4年度に改善した点

R3目標

紙おむつ等の日常生活用具の
購入費助成や、社会生活上必要
不可欠な外出支援の実施によ
り、障害児の日常生活や社会参
加の支援に繋がっており、必要
な制度であると考える。

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
9,447千円

利用延べ人数

①日常生活用具給付事業

②移動支援事業

利用延べ人数（②移動支援事業） サービスの利用状況を把握するため。
手帳交付や相談時における周知等に加え
て、こども福祉ガイドを活用するなど、わか
りやすい制度説明を行うことに努め、市
ホームページへの掲載等、幅広い情報提
供を行った。

R4決算額（見込
み） 11 住み続けられるまちづ

くりを
8,170千円

会年職
員等

0.09人

204 80

障害児通所支援の充実により、利用件数が少な
かったため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①288

②70

R4目標 R4実績

障害児や保護者が抱える課題やニーズを
把握し、地域で自立した生活が営めるよ
う、適切なサービスの提供に努める。

R4その他職員
従事割合

障害児及び家族の安全で
健康な生活に役立ってい
る。

B

R3決算額

156

70

会年職
員等

0.09人

R5目標
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

成果

成果指標

所属
名称

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事務事業名称 事業概要（全体）

計画
コード

経費

投入コスト
会
計

事業自体が貢献する項目活動実績(R4)

R3予算現額 項目名

142,924千円

R4予算現額

145,159千円

R3正規職員
人件費

0.63 人 実績

5,027千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.56 人 評価者

～ 4,481千円 こども福祉課長　加賀谷　春恵

R3予算現額 項目名

58,985千円

R4予算現額

62,197千円

R3正規職員
人件費

14.70 人 実績

117,306千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

15.82 人 評価者

～ 126,592千円 こども福祉課長　加賀谷　春恵

R3予算現額 項目名

76,623千円

R4予算現額

80,431千円

R3正規職員
人件費

0.40 人 実績

3,192千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.46 人 評価者

～ 3,681千円 こども福祉課長　加賀谷　春恵

221
こど
も福
祉課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

松原学園運営事業

根拠法令

児童福祉法、所沢市立松原学園条例、同施行規則

事業の目的及び具体的な内容

就学前の障害児が日常生活や社会生活を円滑に
営めるよう、日常生活の基本的動作や知識技能の
付与、集団生活への適応訓練等を行い、発達・成
長を支援する。また、地域の障害児やその家族へ
の相談、地域の支援者への援助・助言等を行う地
域支援事業を実施する。

期間

S46

221
こど
も福
祉課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

かしの木学園運営事
業

根拠法令

児童福祉法、所沢市立かしの木学園条例

事業の目的及び具体的な内容

就学前の障害児〔身体・知的・精神（発達含む）〕が
日常生活や社会生活を円滑に営めるよう、日常生
活の基本的動作や知識技能の付与、集団生活へ
の適応訓練等を行い、発達・成長を支援する。
指定管理者（所沢市社会福祉協議会）による運営
であり、卒園・他園へ移行した児童の保護者交流会
等の自主事業も行う。

期間

H15

221
こど
も福
祉課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

優先 自治事務

こども支援センター
運営事業（発達支
援）

根拠法令

児童福祉法、所沢市こどもと福祉の未来館条例

事業の目的及び具体的な内容

発達障害に関する早期からの支援によって子ども
たちが地域で安心して過ごせるよう、18歳未満を対
象にした相談支援、未就学児を対象にした児童福
祉法の通所支援、地域の関係機関や市民を対象
に研修・啓発等をする地域支援を行う。

期間

H28

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

50

50 57

目標達成済

R4決算額（見込
み）

50 56

R4実績

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

100.0%

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

4,105

100.0% 91.5%

R3その他職員
従事割合

4,242

会年職
員等

施設利用満足度

多くの児童が療育を受け
られるようになった。会年職

員等
0人

R5目標

R4目標 R4実績

児童発達支援センターとしての機能を発
揮できるよう事業を推進しているが、更な
る専門性の向上及び地域支援の充実が
求められている。
今後も職員の育成に努め、支援の充実を
図っていく。

R4その他職員
従事割合

より多くの児童に利用して
もらえるよう、柔軟な受け
入れ体制としている。会年職

員等
16

R5目標

A

令和4年度から重症心身障害児
の受け入れを開始した。引き続
き、障害児の日常生活における
基本的な動作の指導、知識機能
の付与、集団生活への適応訓練
などを行いつつ、医療的ケア児
や重症心身障害児の受け入れ
拡大に向けた体制整備を市と連
携して進めている。

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
75,749千円

①利用延べ人数

②在籍人数（年度末）

在籍人数（年度末） サービスの利用状況を把握するため。

看護師を常時配置とし、重症心身障害児
の受け入れを開始した。今後は医療的ケ
ア児への支援を実施していくための準備
を進めている。夏場には、新型コロナウイ
ルス感染症に留意しながらプールを実施
するなど、利用側のニーズに寄り添った支
援にも努めている。

4 質の高い教育をみんな
に

80,431千円

R3その他職員
従事割合 11 住み続けられるまちづ

くりを

会年職
員等

0.4人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①3,141

②56

R4目標

保護者アンケートの施設利用満足度を指標とする。
目標は100％とする。

新型コロナウイルス感染症拡大防止に努
めつつ、継続した施設運営を行う中で、平
成25年度に児童発達支援センターに指定
されて以降、利用希望者が60人と最も多
い年度であったが、職員を増員し、1グ
ループ増やし、全ての児童を受け入れるこ
とができた。

R4決算額（見込
み） ４．質の高い教育をみんな

に
59,790千円

R3その他職員
従事割合 １１．住み続けられるまち

づくりを

会年職
員等

14

100.0% 93.8%

新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、保
育所や認定こども園、幼稚園等のとの交流や、
保護者会等の開催により保護者同士の連携を
提供する機会を設けることが難しかったため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①8,561日

②58人

③48件

A

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
53,319千円

①利用延べ日数

②在籍人数（年度末時点）

③発達相談件数

通所支援については、保護者か
ら概ね満足をいただいているが、
保育所や認定こども園、幼稚園
等のとの交流や、保護者会等の
開催により保護者同士の連携を
提供する機会を作っていかねけ
ればならない懸案事項もある。
今後も保護者からの意見や要望
を伺いながら、研修等で専門性
を高め、よりよい支援に努めてい
く。

市立施設（指定管理者）として、引き続き、
医療的ケアをはじめとする利用者のニー
ズに応じたサービスを提供し、また、地域
交流など特色ある施設運営を実施できる
よう努めていく。

R4その他職員
従事割合

3 すべての人に健康と福
祉を

142,621千円

①相談件数

②通所支援利用延べ人数

③地域支援延べ人数

相談件数 保護者からの相談状況を把握するため。 感染症対策を行いながらサービスを提供
する体制を構築し、障害児や保護者等に
対する支援を実施した。

R4決算額（見込
み） 4 質の高い教育をみんな

に
144,702千円

11 住み続けられるまちづ
くりを

会年職
員等

2人

4,015 4,287

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①4,242

②4,727

③331

R4目標 R4実績

今後も通所支援のみならず、相談支援や
地域支援の充実を図るとともに、地域の中
核的な役割を担っていく。

発達障害または、その心配のあ
る子どもを対象に、専門職による
相談支援、地域支援、障害児通
所支援を柱とした取り組みを行っ
た。個々の特性に応じた支援を
行うとともに、保護者への支援も
一体的に行っており、一定の効
果が得られたと考える。
利用者アンケートでは、95.9％の
保護者から「満足している」と回
答があった。

A

R4年度に改善した点

R4その他職員
従事割合

4,060

中核的役割を務め、地域
の障害児福祉に貢献して
いる。2人

R5目標
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

成果

成果指標

所属
名称

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事務事業名称 事業概要（全体）

計画
コード

経費

投入コスト
会
計

事業自体が貢献する項目活動実績(R4)

R3予算現額 項目名

157千円

R4予算現額

157千円

R3正規職員
人件費

0.30 人 実績

2,394千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.33 人 評価者

～ 2,641千円 こども福祉課長　加賀谷　春恵

R3予算現額 項目名

1,325,662千円

R4予算現額

1,423,865千円

R3正規職員
人件費

1.34 人 実績

10,693千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

1.55 人 評価者

～ 12,403千円 こども福祉課長　加賀谷　春恵

R3予算現額 項目名

24,234千円

R4予算現額

27,052千円

R3正規職員
人件費

0.59 人 実績

4,708千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.67 人 評価者

～ 5,361千円 こども福祉課長　加賀谷　春恵

221
こど
も福
祉課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

障害児相談支援事
業

根拠法令

児童福祉法

事業の目的及び具体的な内容

18歳未満の障害児が利用対象である障害児通所
支援事業の利用にあたり、相談支援事業所が障害
児の抱える課題の解決や適切なサービスの利用に
向けて、利用計画（案）の作成や、モニタリング、計
画の見直しなどの支援を行った場合に、障害児相
談支援給付費を支給する。

期間

H24

221
こど
も福
祉課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

発達障害児等子育
て応援事業

根拠法令

発達障害者支援法、障害者基本法

事業の目的及び具体的な内容

発達障害等に関する理解・啓発を図るために、障
害児を養育する保護者や保育士等の支援者を対
象にした学習講座を行う。

期間

H24

221
こど
も福
祉課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

障害児通所支援事
業

根拠法令

児童福祉法

事業の目的及び具体的な内容

就学前の障害児が日常生活の基本動作の訓練等
を行う児童発達支援を受けた場合や、就学後の障
害児が放課後等に集団生活訓練等を行う放課後
等デイサービスを受けた場合等に、通所支援事業
所に対して障害児通所給付費を支給する。

期間

H24

135,006

1,472

R5目標

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標

R4目標値が未達成の理由・分析

2

R3その他職員
従事割合

1

会年職
員等

0.01人

R5目標

2

指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績

B

相談支援事業所による利用計画
の作成等の支援により、課題の
解決や適切なサービスの利用に
繋がっており、必要な制度である
と考える。

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
22,937千円

利用延べ人数
利用延べ人数 サービスの利用状況を把握するため。 所沢市自立支援協議会（相談支援部会）

との連携により、障害児が利用できる事業
所が新規に１カ所開所し、支援の向上に
つながった。

R4決算額（見込
み） 4 質の高い教育をみんな

に
24,313千円

R3その他職員
従事割合 11 住み続けられるまちづ

くりを

会年職
員等

00.9人

1,319

相談支援事業所の利用は増加しつつあるが、相
談支援専門員一人当たりの受け持ち件数が増
加し、困難な状況にあるため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

1,361

R4目標 R4実績
相談支援専門員の一人当たりの受け持ち
件数が増加傾向にあり、相談支援事業所
の新規の受け入れが困難になりつつあ
る。これを解消するために、所沢市自立支
援協議会（相談支援部会）と連携し、更な
る新規事業所の開拓及び相談支援専門
員の確保に努める。

R4その他職員
従事割合

1,715 1,361

家族ごとのニーズに応じた
適切なサービスの利用に
繋げた。会年職

員等
00.9人

R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

1,620

R4決算額（見込
み） 4 質の高い教育をみんな

に
1,415,270千円

R3その他職員
従事割合 11 住み続けられるまちづ

くりを

会年職
員等

0.09人

119,394 127,381

当事業は年々利用件数が増加傾向にあるが、
その増加幅がやや緩やかとなったため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

135,006
グレーゾーンを含む障害児の利用者は一
層増加傾向にある。通所支援事業所に対
し、事業実施に関する研修会や連絡会を
開催していくとともに、教育と福祉の連携
をはじめとして、様々な支援者が連携を進
めることで利用者への支援の質の向上に
努めていく。

R4その他職員
従事割合

障害児の安全で健やかな
生活に貢献した。会年職

員等
0.09人

R5目標

A

R3決算額

R4目標

指標名 R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
1,271,584千円

利用延日数

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

149,676

138,876

目標設定の考え方・根拠

B

R4実績

新型コロナウイルス感染症拡大
防止のため未実施であったが、
例年、障害への理解や情報共有
を目的に保護者向け講座等の開
催要望があることから、令和4年
度は１回実施した。

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
0千円

①講座等の開催回数

②講座等の参加延べ人数

講座等の開催回数
開催回数を増やすことで希望者が参加しやすくなるた
め。 新型コロナウイルス感染症拡大防止に努

めながら、実施できた。

R4決算額（見込
み） 11 住み続けられるまちづ

くりを
72千円

会年職
員等

0人

2 0

新型コロナウイルス感染症拡大防止のため３年
間未実施であり、昨年度も時期を見計らってい
たが保護者からの要望もあり１回実施に至った
ため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①1

②23

R4目標 R4実績

講座等に参加する保護者や保育士等の
支援者に発達障害等に関する理解を深め
てもらい、また情報共有の場となるような
講座開催に努めていく。

R4その他職員
従事割合

保護者や支援者等への啓
発により、障害児の生活
環境等の改善に貢献し
た。

保護者の申請に基づき、面談等
により障害児への個々の支援の
必要性を把握して支給決定を
行っており、今後も継続して行う
必要がある。

R3決算額

利用延日数 サービスの利用状況を把握するため。
新型コロナウイルス感染症拡大防止に努
めつつ通所支援による直接的な療育を行
うと共に、多くの事業所において、オンライ
ンや電話での体制を充実させて支援を実
施した。
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

成果

成果指標

所属
名称

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事務事業名称 事業概要（全体）

計画
コード

経費

投入コスト
会
計

事業自体が貢献する項目活動実績(R4)

R3予算現額 項目名

18,491千円

R4予算現額

378千円

R3正規職員
人件費

2.88 人 実績

22,982千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

2.00 人 評価者

～ 16,004千円 こども支援課長　清水　康雄

R3予算現額 項目名

26,077千円

R4予算現額

36,521千円

R3正規職員
人件費

0.55 人 実績

4,389千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.58 人 評価者

～ 4,641千円 こども支援課長　清水　康雄

R3予算現額 項目名

7,902千円

R4予算現額

31,762千円

R3正規職員
人件費

2.39 人 実績

19,072千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

4.63 人 評価者

～ 37,049千円 こども支援課長　清水　康雄

222
こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

ひとり親家庭等自立
支援事業

根拠法令

母子及び父子並びに寡婦福祉法

事業の目的及び具体的な内容

目的：ひとり親及び寡婦の相談に応じるとともに、そ
の自立を支援する。
内容：母子・父子自立支援員によりひとり親の相談
を受ける中で、
①自立に必要な情報提供及び指導を行ったり、
②職業能力の向上及び求職活動等に関する支援
を行っている。

期間

H15

222
こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

児童虐待防止対策
事業

根拠法令

児童福祉法・児童虐待の防止等に関する法律

事業の目的及び具体的な内容

児童虐待の未然防止及び虐待を受けている子ども
に迅速的確に対応するために、関係機関と連携し
ながら適切な支援を実施する。

期間

H12

222
こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

児童家庭相談事業

根拠法令

児童福祉法・所沢市家庭児童相談室設置運営要
綱

事業の目的及び具体的な内容

子どもに関する様々な相談に応じ、個々の子どもや
家庭に対して効果的な支援を行うことで、子どもの
福祉の充実を図るとともにその権利を擁護する。

期間

S44

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

100.0%

100.0% 100.0%

目標達成済

R4決算額（見込
み）

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

100.0%

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

1,600件

100.0% 100.0%

R3その他職員
従事割合

1,273件

会年職
員等

高等職業訓練受給資格者
受給終了後の就職率
（就職者+進学者）÷資格取得者×100

資格の取得により、より条件の良い職に就くこと、また
長期間その資格を活かした職に就くことを目指す。

児童虐待防止を普及啓発するため関係機
関向け研修会を開催。新型コロナウイル
ス感染拡大防止のためオンラインで実施
し、後日、研修内容を動画で配信し、より
多くの機関に参加いただいた。

R4その他職員
従事割合

100.0% 100.0%
子育ての不安や困難感の
軽減、関係機関と連携を
図ることで児童虐待防止
につながった。

会年職
員等

3人

R5目標

R4目標 R4実績
相談の傾向として、疾病や生活苦、法律
に
絡む問題など、複雑な生活相談（離婚前
相談を含む）が増加している。今後も研修
等へ積極的に参加することにより、相談者
への理解を深め、自立に向けた支援を
行っていく。

R4その他職員
従事割合

ひとり親家庭等の資格取
得を支援し、生活状況の
改善を図った。会年職

員等
1.7人

R5目標

Ａ

虐待通告（51件）を受けた児童す
べて安全確認できており、児童
虐待の早期防止を図れたものと
考えている。今後も関係機関や
市民に児童虐待の通告・情報提
供を周知し、虐待防止に努める。
令和6年度「こども家庭センター」
の設置に向け、関係機関と調整
を図り準備を進めていく。

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
7,356千円

①児童の所属からの定期的
情報提供

②養育支援訪問実施世帯数

③個別ケース検討会議開催
件数

虐待通告を受けた対象児童の安全確認
児童虐待通告を受けた際は、児童の安全確認が最優
先であるため、安全確認の実績を指標とし、目標値は
100％とした。 16 平和と公正をすべての

人に
26,979千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

3人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①1,050人

②5世帯

③35回

R4目標 R4実績

33,543千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

1.95人

100.0% 100.0%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①429件

②22,358千円

③1,322千円

A

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
21,486千円

①相談件数（総合件数）

②高等職業訓練促進給付金
等支給額

③自立支援教育訓練給付金
支給額

成果指標の目標値は達成できて
いる。就業後に就いた職に継続
して勤めているか、長期に渡る
後追い調査をするなど、今後もよ
りきめ細かな支援を続けていく。

引き続き事業周知を図り、適切な対応に
努める。

3 すべての人に健康と福
祉を

17,583千円 ①相談件数（虐待・養護）

②相談件数（保健・育成・障
害）

③相談件数（非行・その他）

相談件数
子どもに関する様々な相談に対応していく事業である
ため、相談件数が指標となる。
前年度よりも実績を増やすことを目標とする。

児童虐待防止を普及啓発するため関係機
関向け研修会を開催。新型コロナウイル
ス感染拡大防止のためオンラインで実施
し、後日、研修内容を動画で配信し、より
多くの機関に参加いただいた。

R4決算額（見込
み） 16 平和と公正をすべての

人に
162千円

会年職
員等

4人

1,600件 1,449件

新規相談件数は、前年度よりも39件増加してい
るが、継続ケースの支援見直しにより全体の件
数は減少した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①864件

②213件

③196件

R4目標 R4実績

相談に繋がるよう、相談窓口の周知を図
るとともに関係機関と連携強化を図る。

令和4年度に子ども家庭総合支
援拠点をこども相談センターに設
置し、関係機関と連携を図り、丁
寧な相談対応に努めた。
引き続き、関係機関と連携を図
り、相談者や子どもに効果的な
支援を提供していく。B

R4年度に改善した点

R4その他職員
従事割合

1,600件
子育ての不安や困難感の
軽減、関係機関と連携を
図ることで児童虐待防止
につながった。4人

R5目標

近隣の市町担当者との情報交換の場を持
ち、資格取得率等の相談対応について学
んでいる。
資格取得支援の案内資料を相談者が理
解しやすいよう改善した。

R4決算額（見込
み）
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

成果

成果指標

所属
名称

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事務事業名称 事業概要（全体）

計画
コード

経費

投入コスト
会
計

事業自体が貢献する項目活動実績(R4)

R3予算現額 項目名

28,291千円

R4予算現額

26,666千円

R3正規職員
人件費

0.41 人 実績

3,272千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.54 人 評価者

～ 4,321千円 保育幼稚園課長　青木　穂高

R3予算現額 項目名

111,857千円

R4予算現額

146,802千円

R3正規職員
人件費

1.19 人 実績

9,496千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.79 人 評価者

～ 6,322千円 保育幼稚園課長　青木　穂高

R3予算現額 項目名

14千円

R4予算現額

14千円

R3正規職員
人件費

1.30 人 実績

10,374千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

1.20 人 評価者

～ 9,602千円 こども政策課長　田中　綾子

232
こど
も政
策課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

- 自治事務

特定教育・保育施設
等の指導監査に関
する事務

根拠法令

子ども・子育て支援法、児童福祉法、所沢市特定教育・保育施
設等指導監査実施要綱、所沢市家庭的保育事業等指導監査実
施要綱

事業の目的及び具体的な内容

教育・保育運営に係る給付費の支給を受ける教
育・保育施設や地域型保育事業所等の質の確保
（適正な事業所運営及び児童の適切な処遇の確
保）及び当該給付費の支給の適正化を図る。

期間

H30

231
保育
幼稚
園課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

優先 自治事務

私立幼稚園等保護
者負担軽減補助事
業

根拠法令

所沢市私立幼稚園等保護者負担軽減補助金要綱

事業の目的及び具体的な内容

新制度未移行の幼稚園及び幼稚園類似施設に在
園し、市内に住所を定める園児及びその保護者の
うち、幼児教育・保育の無償化による恩恵が少ない
低所得世帯及び多子世帯を対象に、児童の育成に
かかる費用の一部を補助することで、①所得状況
に関係なく教育を受けられる機会を設けること、②
多子世帯支援による少子化対策、③幼稚園誘導に
よる待機児童解消を図ることを目的とする補助事
業である。期間

R1

231
保育
幼稚
園課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

優先 自治事務

幼稚園型一時預かり
事業

根拠法令

子ども・子育て支援法、児童福祉法、所沢市幼稚園
型一時預かり事業実施要綱

事業の目的及び具体的な内容

保育園等を利用していない家庭において、就労、日
常生活上の突発的な事情、社会参加などにより、
一時的に家庭での保育が困難となった場合に、子
ども子育て支援法の規定により、幼稚園及び認定
こども園で、児童を一時的に預かることで、安心し
て子育てできる環境を整備し、もって子どもの福祉
の向上を図ることを目的とする。

期間

H27

R4目標値が未達成の理由・分析

120,500人

120,500人 120,916人

120

R5目標

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標

R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

前期：300人
後期：300人

R3その他職員
従事割合

前期：242人
後期：284人

会年職
員等

0人

R5目標

前期：340人
後期：340人

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標

Ａ

集団指導や各施設での実地指
導を行うことで、保育運営の質の
向上を図ることができた。
これまで指導してきた施設では、
指摘の改善が浸透したことで、
実質的な指導件数を減らすこと
ができた。

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
5千円

①集団指導実施施設数

②実地指導実施施設数

実地指導指導件数
実地指導を通じて、施設の質の確保等を図る。実地
指導指導件数を指標とし、質が向上することにより、
当該件数が減少していく。

前年度指摘が無かった項目や類似する項
目等を削除及び統合し、効率的な指導監
査につなげるとともに、これまで口頭によ
る助言を行ってきた事項についても文書に
記載して改善を促した。また、市の指導内
容を明らかにするとともに、施設を運営す
る事業者に結果を周知することでより適切
な運営を促すことを目的として、結果を公
表した。

R4決算額（見込
み）

2千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

156

目標達成済①124施設

②39施設

R4目標 R4実績

効果的な集団指導や実地指導により適正
な保育運営につなげることができるため、
指導方法について今後も検討し、必要に
応じて改善を図っていく。

R4その他職員
従事割合

150 74
実地指導を通じて、施設
の質を確保することによ
り、多くの子どもが、質の
高い保育を受けられるよう
になる。

会年職
員等

0人

R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

100

延べ利用人数

幼稚園型一時預かり事業の利用人数及び利用率は
増加傾向にあるが、幼稚園在園児数の減少が顕著で
あることから、R4年度の実績数をもとに目標値を算出
する。

令和4年度から委託料内の保育体制充実
加算について、国の基準額と合わせること
により、委託施設には手厚い保育を提供
していただいた。また、施設が設定する保
護者への利用料の単価上限について、月
極払いで上限を超えないものについても
委託契約を結べるとしたことで、利用に伴
う事業者の負担軽減を拡大することがで
きた。

R4決算額（見込
み）

125,944千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

105,000人 120,370人

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①16園

②120,916人

③

所沢市では新制度未移行幼稚園も幼稚
園型一時預かり事業の委託契約の対象
施設としているが、全ての市内幼稚園と委
託契約を結んでいない。そのため、委託契
約を結んでいない園に対し、制度の説明
等を丁寧に行っていく必要がある。

R4その他職員
従事割合

施設と委託契約を結ぶこ
とにより、一時的に児童を
預けられる環境を整備す
ることができた。

会年職
員等

0人

R5目標

A

R3決算額

R4目標

指標名 R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
105,032千円

①実施施設数

②延べ利用人数

③

R3目標 R3実績

目標設定の考え方・根拠

B

R4実績

補助対象者に直接申請書を送付
した。引き続き事業の周知を行っ
ていく。

R4年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな

に
25,851千円

①申請者数

②

③

申請者数 補助対象者からの申請状況（8割） 令和３年度から引き続き支払回数を年2回
に分けたことで、補助対象者の抽出にか
かる事務効率が向上した。

R4決算額（見込
み）

23,200千円

会年職
員等

0人

前期：291人
後期：328人

前期：274人
後期：299人

補助対象者からの申請率は９割程度となるが、
年々幼稚園の在籍園児が減少しているため、補
助対象者も減少している。
申請率が下がらないように、引き続きホーム
ページ等で周知を行っていく。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①前期：242人　後期：284人

②

③

R4目標 R4実績

令和3年度から国の支援事業に追加され
たことにより、新規施設の参入が予想さ
れ、事務手続の円滑化を図る必要があ
る。

R4その他職員
従事割合

児童の育成にかかる費用
の一部を補助することで、
所得状況に関係なく教育
を受けられる機会を設け、
また、多子世帯支援に貢
献した。

委託契約園に対して、上半期・下
半期ともに支払いを行うことがで
きた。次年度以降は、委託契約
園が増えるよう、周知等を行って
いく。
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

成果

成果指標

所属
名称

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事務事業名称 事業概要（全体）

計画
コード

経費

投入コスト
会
計

事業自体が貢献する項目活動実績(R4)

R3予算現額 項目名

480,507千円

R4予算現額

478,974千円

R3正規職員
人件費

0.53 人 実績

4,229千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.52 人 評価者

～ 4,161千円 保育幼稚園課長　青木　穂高

R3予算現額 項目名

107,918千円

R4予算現額

132,540千円

R3正規職員
人件費

22.49 人 実績

179,470千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

22.25 人 評価者

～ 178,045千円 保育幼稚園課長　青木　穂高

R3予算現額 項目名

201,505千円

R4予算現額

209,563千円

R3正規職員
人件費

1.45 人 実績

11,571千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

1.35 人 評価者

～ 10,803千円 保育幼稚園課長　青木　穂高

232
保育
幼稚
園課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

優先 自治事務

障害児保育事業

根拠法令

所沢市混合保育実施要綱
所沢市障害児保育事業補助金交付要綱

事業の目的及び具体的な内容

障害のある児童を健常児と共に保育することによ
り、お互いの成長を促進させるための事業である。
（具体的な内容）
①混合保育入園審査会において、障害を有するが
健常児の中で過ごすことにより、成長発達が促進さ
れると判定された児童、②民間保育園、認定こども
園・民間幼稚園から申請を受け、観察保育を実施し
た結果、補助金の交付が適と判定された児童を対
象とし、対象児童の数に補助単価を乗じた金額を
障害児担当保育士等の雇用費として支給する。

期間

H3

232
保育
幼稚
園課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

最優先 自治事務

保育園給食調理業
務委託事業

根拠法令

所沢市定員管理計画

事業の目的及び具体的な内容

市立保育園における給食調理業務においては、現
業職員不補充の中、園児の食物アレルギー等、多
様な対応が求められている。このため、安心・安全
な給食を将来的に安定して提供し、保育の一環で
ある食育の推進を図るため、計画的な委託化を進
める。
具体的には、①栄養士が作成した献立を施設内の
調理室で調理等を行う。②保育士、栄養士と連携し
て行う食育活動を行う。期間

H28

232
保育
幼稚
園課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

優先 自治事務

特定教育・保育施設
等保育の質改善費
補助事業

根拠法令

所沢市特定教育・保育施設等保育の質改善費補
助金交付要綱

事業の目的及び具体的な内容

特定教育・保育施設等に対し、有資格者給与改
善、職員配置基準改善及び保育支援者雇用のた
めに補助金を交付し、保育の質改善を図るもので
ある。
（具体的な内容）
 ①有資格者給与改善費補助金
 ②職員配置基準改善費補助金
 ③保育体制強化事業費補助金
 ④保育補助者雇上強化事業費補助金
※補助金の交付は、補助単価、補助基準額及び補
助限度額による。

期間

H27

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

12園

10園 10園

目標達成済

R4決算額（見込
み）

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

330人

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

71施設

285人 321人

R3その他職員
従事割合

69施設

会年職
員等

対象児童数
数年間増加となっている申請状況から、今後も同じ傾
向が続くと考えられる。民間幼稚園では発達に心配さ
を持ち、療育等に通う児童等が増加している。

プロポーザル募集要領の応募資格、及び
業者選定における審査基準、業務委託仕
様書について、それぞれ一部の見直しを
行った。

R4その他職員
従事割合

10園 10園

安心・安全な給食を安定し
て提供し、保育の一環で
ある食育の推進を図った。会年職

員等
0人

R5目標

R4目標 R4実績

実際に児童への支援を行う職員のための
研修を実施した。
（発達支援に関する研修　３回）

R4その他職員
従事割合

補助金の交付をすること
により、障害のある児童に
ついても、支援を受けなが
ら他の児童と共に、教育
や保育を受けることができ
た。

会年職
員等

58人

R5目標

A

目標を達成しており、令和5年度
についても業者選定に向けてス
ケジュールどおり進め、目標を達
成する見込みである。

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
201,505千円

①対象園数

②給食数

③

委託実施園数

平成２８年度から令和２年度にかけて委託した１０園、
及び令和５年度から新規に委託化した２園は、契約満
了ごとに引続きプロポーザル方式による委託を実施
する。

4 質の高い教育をみんな
に

209,563千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①１０園

② 348,720食

③

R4目標 R4実績

4 質の高い教育をみんな
に

130,095千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

48人

280人 268人

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①１１０人

②２１１人

③公立保育園１９園、民間保
育園１８園

A

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
107,594千円

①公立保育園混合枠受入れ
数

②民間保育園、幼稚園の補
助対象児童数

③混合保育受入れ施設数

申請状況から、各園の在園児の
中では、発達に心配さを持つ児
童が増えていることが考えられ
る。補助金による職員の確保で、
集団生活の中で健常児と共に育
ちあえる支援ができていることが
成果と言える。

委託化が完了している10園のほか、令和5
年度からは新たに2園の委託を開始する。
残る7園については、現業職員の退職状
況や園の施設状況等を考慮しながら取り
組んでいく。

3 すべての人に健康と福
祉を

383,592千円 ①補助実施延べ有資格者数

②補助実施延べ4・5歳児数

③保育体制強化事業費補助
金または保育補助者雇上強
化事業費補助金補助実施施
設数

補助実施施設数
保育士確保や保育の質を改善するための補助金であ
るという趣旨や制度を理解してもらい、市内の対象施
設全てに実施してもらうことを目標とする。

複数の申請様式を一括で入力できるエク
セルを作成し、交付申請及び実績報告の
際の園の事務負担の軽減を図った。

R4決算額（見込
み） 4 質の高い教育をみんな

に
412,822千円

会年職
員等

0人

68施設 68施設

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①10,200人

②23,546人

③48園（60園中）

R4目標 R4実績

園での事務手続がより簡略化できるよう、
申請に当たっての様式等を工夫していく。

補助対象施設の全てに補助金を
交付した。保育の質改善のた
め、引き続き補助事業を行って
いく。

A

R4年度に改善した点

R4その他職員
従事割合

69施設

保育の質を改善し、児童
が安心で安全な保育の提
供が受けられた。0人

R5目標

保育者からの児童に対する支援方法の不
安の声や、巡回相談の要望が多くなる中
で、６５施設に対し延べ１，２４６件の巡回
相談を行った。

R4決算額（見込
み）
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

成果

成果指標

所属
名称

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事務事業名称 事業概要（全体）

計画
コード

経費

投入コスト
会
計

事業自体が貢献する項目活動実績(R4)

R3予算現額 項目名

15,669千円

R4予算現額

18,945千円

R3正規職員
人件費

0.34 人 実績

2,713千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.39 人 評価者

～ 3,121千円 保育幼稚園課長　青木　穂高

R3予算現額 項目名

133,764千円

R4予算現額

135,249千円

R3正規職員
人件費

0.51 人 実績

4,070千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.63 人 評価者

～ 5,041千円 青少年課長　榎本　崇義

R3予算現額 項目名

444,721千円

R4予算現額

475,819千円

R3正規職員
人件費

0.94 人 実績

7,501千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

1.04 人 評価者

～ 8,322千円 青少年課長　榎本　崇義

233
青少
年課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

- 自治事務

児童クラブ運営事業

根拠法令

児童福祉法、所沢市放課後児童健全育成事業の設備を及び運
営に関する基準を定める条例、所沢市立児童クラブ条例　外

事業の目的及び具体的な内容

児童福祉法の規定に基づき、保護者が労働等によ
り昼間家庭にいない小学校児童に対し、授業の終
了後等に適切な遊びや生活の場を与えて、児童の
健全育成を図る。

期間

S43

232
保育
幼稚
園課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

優先 自治事務

保育士宿舎借上補
助事業

根拠法令

所沢市保育士宿舎借上補助事業費補助金交付要
綱

事業の目的及び具体的な内容

保育士の確保、就業継続及び離職防止を図るた
め、保育士の宿舎を借り上げている民間保育施設
を運営する者に対し、補助金を交付する。

期間

R2

233
青少
年課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

最優先 自治事務

放課後児童健全育
成事業（民設民営児
童クラブ）

根拠法令

児童福祉法・所沢市放課後児童健全育成事業の
設備及び運営に関する基準を定める条例

事業の目的及び具体的な内容

公設の児童クラブや生活クラブが整備されているも
のの、狭隘化や大規模化、保留児童の発生等が著
しい緊急性の高い小学校区もある。これらの小学
校区において保護者が労働等により昼間家庭にい
ない小学校児童に対し、授業の終了後等に適切な
遊びや生活の場を与えて児童の健全育成を図る。期間

H27

R4目標値が未達成の理由・分析

480人

405人 452人

100%

R5目標

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標

R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

31人

R3その他職員
従事割合

28人

会年職
員等

0人

R5目標

29人

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標

B

令和3年度から6支援単位を増や
したが、入所希望児童も増えた
ため。大規模児童クラブ数は前
年度から１支援増加した。

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
417,682千円

①公設児童クラブ数（児童館
生活クラブを除く）

②公設児童クラブ登録人数
（児童館生活クラブを除く）

③

児童クラブ人数の適正化率：大規模児童クラブ
（児童数71人以上）の解消

当該事業は、放課後における留守家庭児童の
健全育成を図ることが目的であるため、事業の
質の維持と向上の視点から、児童クラブ人数の
適正化率（大規模児童クラブの解消）を指標とす
る。

大規模児童クラブの解消に向け、放課後
児童クラブが、学校施設を活用できるよう
に修繕を行い、令和３年度から６支援単位
増やした。

R4決算額（見込
み）

8 働きがいも経済成長も

461,092千円

R3その他職員
従事割合 11 住み続けられるまちづ

くりを

会年職
員等

0.33人

84%

R3年度から支援単位を増やしたが、入所希望児
童も増えたため。100％達成に向けて今後も計
画的に施設整備を行う必要がある。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①31クラブ

②2,133人

③

R4目標 R4実績

教育委員会と協力し、学校施設を活用し
た児童クラブの整備を進めていく。

R4その他職員
従事割合 100% 84%

こどもたちの放課後の居
場所を提供し、保護者が
働きやすい環境づくりに寄
与した。

会年職
員等

0人

R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

100%

民設民営児童クラブとして確保した供給量

当該事業は、児童クラブの狭隘化や大規模化等
が著しい緊急性の高い小学校区への対策を目
的とするため、確保した供給量を指標とする。目
標値としては、前年より2支援単位増やした定員
とした。

クラブとの委託契約日を、これまでは活動
年度の4月1日付だったが、前年度の10月
に変更し、事務処理改善を行った。

R4決算額（見込
み）

8 働きがいも経済成長も

134,896千円

R3その他職員
従事割合 11 住み続けられるまちづ

くりを

会年職
員等

0人

405人 408人

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①10クラブ

②

③

待機児童解消に即効性があるものの、学
校施設の活用を進めていることから、今後
は既存クラブを継続しつつ、新規導入は地
域の実情に応じて検討していくこととする。

R4その他職員
従事割合

子どもたちの放課後の居
場所を提供し、保護者が
働きやすい環境づくりに寄
与した。

会年職
員等

0人

R5目標

A

R3決算額

R4目標

指標名 R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
128,564千円

①民設民営児童クラブ数

②

③

R3目標 R3実績

目標設定の考え方・根拠

A

R4実績

事業を開始して3年目となり、
徐々に利用者も増えている。
引き続き保育人材確保に向けて
長期的な視点で成果を推し量っ
ていくべき補助金であるため、今
後も制度の周知及び積極的な活
用の呼びかけを行っていく。

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
13,574千円

①補助対象施設数

②

③

補助対象保育士数
前年度実績及び各施設への実施意向調査の結果に
より設定した。

補助金の申請に当たり、施設から質問が
あった項目についてFAQを作成し、全ての
施設に共有して補助金の理解促進に努め
た。

R4決算額（見込
み） 4 質の高い教育をみんな

に
15,292千円

会年職
員等

0人

25人 26人

補助対象保育士数は目標に1人届かなかった
が、補助対象施設数及び補助対象保育士数延
数は増えているため補助金の活用は進んでい
る。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①21園

②

③

R4目標 R4実績

補助金を未申請の施設や新卒保育士に
向けて補助金の周知を行う。

R4その他職員
従事割合

補助金交付を通して保育
士を確保し、円滑な保育
の提供につなげた。

平成28年度から、児童クラブの
狭隘化及び大規模化が著しい小
学校区を対象に、民設民営児童
クラブを開所している。平成28年
度から令和4年度までに計10か
所を開所し、定員405人を確保
し、当該小学校区の待機児童解
消に一定の成果を挙げていると
考える。
今後、狭隘化や大規模化、待機
児童対策として、小学校施設の
活用を第一に検討するが、35人
学級の導入等で小学校施設の
活用が難しい場合には、民設民
営児童クラブの開所を検討す
る。
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

成果

成果指標

所属
名称

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事務事業名称 事業概要（全体）

計画
コード

経費

投入コスト
会
計

事業自体が貢献する項目活動実績(R4)

R3予算現額 項目名

304千円

R4予算現額

336千円

R3正規職員
人件費

0.23 人 実績

1,835千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.15 人 評価者

～ 1,200千円 青少年課長　榎本　崇義

R3予算現額 項目名

8,250千円

R4予算現額

8,250千円

R3正規職員
人件費

0.12 人 実績

958千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.15 人 評価者

～ 1,200千円 青少年課長　榎本　崇義

R3予算現額 項目名

54,440千円

R4予算現額

56,000千円

R3正規職員
人件費

0.54 人 実績

4,309千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.67 人 評価者

～ 5,361千円 青少年課長　榎本　崇義

233
青少
年課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

放課後子ども総合プ
ラン推進事業

根拠法令

子ども・子育て支援法

事業の目的及び具体的な内容

「児童館生活クラブ」「児童クラブ」「ほうかごところ」
の3つの放課後児童対策事業の更なる連携等を図
ることによって、より効果的、効率的な放課後対策
の検討を進める。

期間

H23

233
青少
年課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

放課後児童クラブ子
育て支援事業

根拠法令

所沢市立児童クラブ条例、所沢市立児童館設置及
び管理条例

事業の目的及び具体的な内容

多子世帯や低所得世帯に対して児童クラブ保育料
の減額免除を行うことにより、子育て世帯の支援を
図るものである。

期間

H26

233
青少
年課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

- 自治事務

放課後こども健全育
成基本方針推進事
業

根拠法令

次世代育成支援対策推進法

事業の目的及び具体的な内容

所沢市放課後こども健全育成基本方針の6つの重
点事業の計画期間（令和2年度から5年間）につい
て、事業の進捗管理を行う。
また、諮問事項である、「放課後児童対策一体運営
事業の目指すべき今後の方向性」について答申を
行う。期間

H22

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

8,856人

8,064人 6,790人

目標値は当初予算積算時の想定人数であり、
実績値が目標値に達していないものの、各児童
クラブから全世帯に本事業を周知しており、本事
業を必要とする世帯が利用できている。

R4決算額（見込
み）

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

11校

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

100.0%

11校 8校

R3その他職員
従事割合

68.0%

会年職
員等

放課後児童対策一体型及び連携型の実施校区
数

当該事業は、「児童館生活クラブ」「児童クラブ」
「ほうかごところ」の３つの放課後児童対策事業
の更なる連携等を図るため、その実施校区数を
指標とする。

児童館生活クラブとその他の児童クラブ
で、集計作業を別に行っていたが、一つに
まとめることで事務処理改善を行った、
また、保護者への制度周知を徹底するよ
う児童クラブへの指導を継続した。

R4その他職員
従事割合 8,832人 7,097人

低所得世帯や多子世帯の
経済的負担を軽減し、子
育て世帯を支援した。会年職

員等
0人

R5目標

R4目標 R4実績

「児童館生活クラブ」「児童クラブ」「ほうか
ごところ」の3つの事業を連携する上で生じ
る課題を整理し、各関係機関への働きか
けを進める。併せて、放課後子供教室の
新設については、教育委員会と連携をし、
方向性について検討していく。

R4その他職員
従事割合

放課後児童対策３事業の
連携により、保育の質の
更なる向上や、運営の効
率化につながる。

会年職
員等

0人

R5目標

A

本事業について、対象者に周知
されていることから、成果指標の
目標値を概ね達成し、一定の成
果を挙げられていると考える。

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
47,558千円

①事業実施クラブ数

②委託事業者数

③

のべ対象児童数
当該事業は、保育料の減額等により多子世帯や低所
得世帯に対する子育て支援を図ることを目的としてい
るため、のべ対象児童数を指標とする。

46,633千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①53クラブ

②13団体

③

R4目標 R4実績

8,250千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

11校 4校

既存のほうかごところと児童クラブ・生活クラブ
の連携状況について確認を行った結果、放課後
児童対策一体型及び連携型として実施する小学
校区が４小学校区増え８小学校区となった。
また、新たな放課後子供教室の設置に係る相談
を受けている小学校区はあるものの、新規開設
には至らなかった。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①152人

②180日

③

A

R4年度に改善した点
11 住み続けられるまちづ

くりを
8,219千円

①放課後児童対策一体運営
事業利用者数

②一体運営及び一体型のべ
実施日数

③

放課後子供教室と放課後児童ク
ラブの連携について、４校増え、
合計8校となった。
また、新規の放課後子供教室開
設については、引き続き教育委
員会と連携して検討していく。

多子世帯及び低所得世帯における児童ク
ラブ保育料の負担を軽減し、安心して就業
できるよう、本事業を継続し、子育て世帯
の支援を図る。

11 住み続けられるまちづ
くりを

90千円

①協議会の開催数

②

③

重点事業達成率

「所沢市放課後こども健全育成基本方針」を推
進するためには、本基本方針の第2期事業計画
における6重点事業を達成していくことが重要で
ある。そのため、各重点事業の達成率を指標と
する。

放課後児童健全育成事業は、今後も児童
クラブの定員を増やすために、引き続き学
校施設の活用を進める必要がある。教育
委員会等の関係課との協議の結果、令和
５年度予算で学校施設を活用した施設整
備を３クラブで実施できる見込みとなった。

R4決算額（見込
み）

246千円

会年職
員等

0人

100.0% 68.0%

重点事業2「放課後子ども総合プラン推進事業」
は放課後子供教室の新設、放課後子供教室と
放課後児童クラブの新たな連携が実現していな
い状況である。また、重点事業6「ふるさと所沢親
子で再発見事業」は新型コロナの影響により、内
容を変更したり新たな事業を実施したため達成
率が低くなり、本事業の達成率に影響が生じた。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①３回

②

③

R4目標 R4実績

「所沢市放課後こども健全育成基本方針」
の推進に向けて、所沢市放課後児童対策
協議会において進捗状況を管理するとと
もに、答申に基づき更なる充実を図る。

重点事業1「放課後児童健全育
成事業」は、民設民営児童クラブ
の開所や学校施設活用による定
員拡大により、高い達成率となっ
た。重点事業6「ふるさと所沢親
子で再発見事業」は、所沢郷土
かるた写真コンテストや市民フェ
スティバルの大型かるた大会、
児童館でのかるた大会を実施し
た。

A

R4年度に改善した点

R4その他職員
従事割合 100.0%

放課後に児童が安心して
過ごせる場を提供すること
で、児童の健全育成と、保
護者の就労の支援につな
がる。

0人

R5目標

更なる充実普及のために放課後児童対策
協議会に「放課後児童対策一体運営事業
の目指すべき今後の方向性について」諮
問をして、答申を得た。

R4決算額（見込
み）

53/176



SDGsへの貢献
(最大3つ)

成果

成果指標

所属
名称

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事務事業名称 事業概要（全体）

計画
コード

経費

投入コスト
会
計

事業自体が貢献する項目活動実績(R4)

R3予算現額 項目名

280千円

R4予算現額

280千円

R3正規職員
人件費

0.32 人 実績

2,554千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.40 人 評価者

～ 3,201千円 青少年課長　榎本　崇義

R3予算現額 項目名

400千円

R4予算現額

400千円

R3正規職員
人件費

0.16 人 実績

1,277千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.30 人 評価者

～ 2,401千円 青少年課長　榎本　崇義

R3予算現額 項目名

1,466千円

R4予算現額

1,466千円

R3正規職員
人件費

0.11 人 実績

878千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.12 人 評価者

～ 960千円 青少年課長　榎本　崇義

241
青少
年課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

ふれあいタウン事業

根拠法令

-

事業の目的及び具体的な内容

非行行為を青少年の問題としてだけではなく、地域
社会全体の問題として捉え、青少年が非行に巻き
込まれるような状況の抑止対処、また所沢駅周辺
の環境浄化を目的とする。
所沢駅周辺を週末定期的に巡回して、青少年に対
する声掛け等を行う事業を日本ガーディアンエン
ジェルスに委託して実施している。

期間

H15

241
青少
年課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

「家庭の日」推進事
業

根拠法令

-

事業の目的及び具体的な内容

青少年を健全に育成するための最も重要な基盤で
ある家庭を改めて認識する「日」を設定し、家庭に
おける青少年健全育成への啓発を図る。
市内小学校3年生から中学校3年生を対象に、家庭
を基盤として青少年が未来に向けて考えていること
（夢・希望・提案）をテーマとした作文を募集し、優秀
作品を選考して、優秀者の表彰を行う。

期間

S48

241
青少
年課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

青少年健全育成広
報・啓発活動事業

根拠法令

-

事業の目的及び具体的な内容

青少年が新たな社会の担い手として、非行に陥る
ことなく、豊かな個性と能力を持った人間に成長す
る社会環境を地域社会が主導して創っていくよう、
市民全体に呼びかける。
青少年の非行・被害防止及び青少年健全育成に係
る街頭啓発活動を市と青少年育成市民会議の主
催により、関係団体の協力を得ながら実施する。

期間

R4目標値が未達成の理由・分析

3200個

3200個 3200個

45回

R5目標

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標

R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

4.0%

R3その他職員
従事割合

1.7%

会年職
員等

0.30人

R5目標

4.0%

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標

B

経験豊富なガーディアン・エン
ジェルスメンバーが所沢駅周辺
を週末定期的に巡回して、青少
年に対する声掛け等を実施する
ことは、町の風紀維持に大変効
果があると考えている。

R4年度に改善した点
11 住み続けられるまちづ

くりを
1,466千円

①ガーディアン・エンジェルス
延人数

②

③

所沢駅周辺を巡回した回数
所沢駅周辺の環境浄化を目的としており、巡回
パトロールの回数を指標としている。 ガーディアンエンジェルスによる青少年育

成推進員に対する防犯研修において、若
者の様子の一部を知ることができた。

R4決算額（見込
み） 16 平和と公正をすべての

人に
1,466千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

49回

目標値より1回少なかったが、一年を通してほぼ
毎週活動しているため、概ね順調である。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①46人

②

③

R4目標 R4実績

青少年の健全育成や、効果的な環境浄化
の方法などについて、検討していく。

R4その他職員
従事割合 45回 44回

毎週の継続した活動によ
り、町の風紀を維持してい
る。会年職

員等
0人

R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

45回

啓発物配布数
青少年の非行・被害防止、また健全育成を目的
に街頭で啓発活動を行うので、啓発物の配布数
を指標とする。

暑さを考慮して、7月の開始時間を例年よ
り30分早めた。通行人が少ないことが予
想されたが、極力短時間で配布活動を
行った。

R4決算額（見込
み） 16 平和と公正をすべての

人に
398千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0.30人

3200個 2600個

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①72

②208

③4

効果的な啓発活動を行うため、実施時期
や実施方法などの見直しを検討していく。

R4その他職員
従事割合

活動を継続していること
で、市民全体が背少年の
育成に関心を持ち、地域
形成につながる。

会年職
員等

0.30人

R5目標

A

R3決算額

R4目標

指標名 R4年度に改善した点
11 住み続けられるまちづ

くりを
182千円 ①啓発活動に協力した延団

体数

②啓発活動に協力した延人
数

③啓発活動に協力したジュニ
ア推進員延人数 R3目標 R3実績

目標設定の考え方・根拠

C

R4実績

作文応募数は、年により変動が
あるが、全体的に増加の見込み
を望む。

R4年度に改善した点
11 住み続けられるまちづ

くりを
231千円

①小学生作文応募数

②中学生作文応募数

③

対象児童生徒数に対する作文応募数の割合
家庭の日を認識してもらうことを目的に作文を募
集しているので、その応募数を指標とする。

優秀作文表彰式において、新型コロナウ
イルス感染状況により行っていた参加者
の制限を緩和し、市民会議の構成団体に
も案内した。

R4決算額（見込
み）

237千円

会年職
員等

0.30人

4.0% 2.3%

学校により応募数のかたよりがある。学校への
広報の強化が必要である。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①81件

②327件

③

R4目標 R4実績

校長会で作品応募の依頼をしたり、公共
施設等にポスターを掲示することにより、
応募数の維持、増加に努める。

R4その他職員
従事割合 作文に取り組むことによ

り、自分の家庭を考え、ま
たそれを読んだ人も家庭
について考える機会を
持った。

青少年健全育成の実現には、継
続的に啓発活動を行うことが効
果的であり、全国的に展開する
強調月間に合わせて本市の青
少年健全育成に関わる各団体
の協力を得て活動を行うことは、
大変有意義であると考えている。
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

成果

成果指標

所属
名称

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事務事業名称 事業概要（全体）

計画
コード

経費

投入コスト
会
計

事業自体が貢献する項目活動実績(R4)

R3予算現額 項目名

443,285千円

R4予算現額

429,335千円

R3正規職員
人件費

0.59 人 実績

4,708千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.70 人 評価者

～ 5,601千円 青少年課長　榎本　崇義

R3予算現額 項目名

5,850千円

R4予算現額

5,850千円

R3正規職員
人件費

0.11 人 実績

878千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.12 人 評価者

～ 960千円 青少年課長　榎本　崇義

R3予算現額 項目名

344千円

R4予算現額

0千円

R3正規職員
人件費

0.07 人 実績

559千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.08 人 評価者

～ 640千円 青少年課長　榎本　崇義

242
青少
年課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

青少年育成所沢市
民会議交付金

根拠法令

青少年育成所沢市民会議交付金交付要綱・所沢
市補助金等交付規則

事業の目的及び具体的な内容

青少年健全育成団体の連絡調整を図り、総合的事
業の企画を遂行する青少年育成所沢市民会議に
対し、その財源として補助を行う。
広報活動、かるた大会、街頭キャンペーン、各種ス
ポーツ大会等の実施のほか、地域青少年育成団
体の活動費の交付や青少年健全育成事業への助
成を行っている。

期間

S47

242
青少
年課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

- 自治事務

キャンプ用品等貸出
事業

根拠法令

所沢市「緑に親しむ運動」キャンプ用具の貸出要綱

事業の目的及び具体的な内容

市内青少年に緑と土と太陽に親しませ自然の中で
の集団活動を通じて、心身の健全な発達を図るた
めキャンプ用具を貸し出す。

期間

S49

242
青少
年課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

児童館運営事業

根拠法令

児童福祉法・所沢市立児童館設置及び管理条例

事業の目的及び具体的な内容

18歳未満の児童の健全育成を図るため、遊びを通
じて健康増進及び情操を豊かにするとともに、安全
な居場所を提供する。
未就学児及びその保護者に対し、子育て・子育ちを
支援する。
放課後留守家庭児童に対し、授業の終了後や長期
学校休業日等に適切な遊び及び生活の場を提供
する。
なお、事業に民間の活力を導入することで、サービ
スのさらなる向上を図るとともにコストの削減を図
る。

期間

H24

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

30張

30張 0張

新型コロナウイルス感染症の感染状況により、
外出が自粛されたことが影響した。

R4決算額（見込
み）

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

2,400人

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

３４２，０００人

2,400人 2,524人

R3その他職員
従事割合

２２２,８４０人

会年職
員等

青少年体力つくりスポーツ大会参加者数
青少年の非行防止・健全育成を目的に各種事
業を行うので、代表的な事業であるスポーツ大
会への参加者数を指標とする。

キャンプ用品の点検を行った。

R4その他職員
従事割合 30張 3張

キャンプ用品を提供するこ
とで、集団活動を行いやす
くする。会年職

員等
0.10人

R5目標

R4目標 R4実績

事業の運営を担う青少年育成推進員や大
会役員の負担を注視する必要がある。

R4その他職員
従事割合

新型コロナウイルス感染
症の状況による休止を経
て、事業を再開したことに
より、子どもも大人も活動
することの喜びを感じても
らえた。

会年職
員等

0.05人

R5目標

C

新型コロナウイルス感染症の影
響により、キャンプ用具の貸出
は、テントに限らず利用が低調で
あり、やむを得ないと考えてい
る。

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
296千円

①利用件数

②利用延人数

③

テント利用延数
自然の中での集団活動を目的のため、テントの
貸出数を指標とする。

0千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0.10人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①6件

②162人

③

R4目標 R4実績

11 住み続けられるまちづ
くりを

5,222千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0.05人

2,400人 1,126人

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①19件

②

③

A

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
4,811千円

①スポーツ大会・家庭の日・
非行防止等の青少年健全育
成に係る事業の年間実施数

②

③

本団体は、本市の青少年健全育
成にかかる中心的役割を担って
いる団体であり、歴史も古く、市
全域への影響が大きい。歴史を
重ねる各スポーツ大会の実施や
ふるさと意識の醸成に資する「所
沢郷土かるた」を用いた事業など
参加者も多く優良な事業を実施
するほか、青少年の非行防止・
健全育成を目的に街頭啓発活動
を中心になって実施するなど、本
市の青少年健全育成に大変貢
献している。今後も交付金の補
助額は維持しながら、市は同団
体と連携して青少年健全育成に
取り組みたい。

キャンプ用具の有効活用のため、利用実
態を勘案しながら見直しを検討する。

3 すべての人に健康と福
祉を

415,063千円

①開館日数

②行事数

③生活クラブ入所者数

11児童館における利用者総数

児童館は、児童に健全な遊びを与え、健康を増
進し情操を豊かにすることを目的に設置された
児童厚生施設であり、また、当該施設で生活クラ
ブや子育て支援を行うことを目的としているか
ら、その利用者数を指標とする。

新型コロナ感染症対策を行いながらも、い
かに満足度の高いイベントを効率的に実
施して、より多くの児童保護者に満足度の
高い施設運営を行うか事業者と相談しな
がら検討していった。

R4決算額（見込
み） 11 住み続けられるまちづ

くりを
409,801千円

会年職
員等

0人

３４２，０００人 １９８,９９０人

各館で新型コロナウイルス感染拡大防止対策を
徹底しながら工夫して事業を実施したが、一部
一般来館の制限やイベントの中止をしたため、
目標未達成となった。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①347日

②820

③797人

R4目標 R4実績

利用者を対象としたアンケート結果でも満
足度の高い結果となっている。
引き続き、モニタリング等を通じて、児童館
運営の適正を確保する。

昨年度に引き続き、新型コロナ
ウイルス感染対策をしながらも、
各館で来館者対応を工夫した結
果、昨年度に比べて利用者数は
増加した。
また、利用制限を実施しながら
も、利用者アンケートの結果で
は、満足度が高い評価を得てい
る。

B

R4年度に改善した点

R4その他職員
従事割合 ３４２，０００人

乳幼児とその保護者、小
中学生の居場所作りとし
て貢献した。0人

R5目標

スポーツ大会においては、新型コロナウイ
ルス感染症の状況による開会式の中止や
縮小はあったが、すべて予定どおり実施し
た。

R4決算額（見込
み）
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

成果

成果指標

所属
名称

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事務事業名称 事業概要（全体）

計画
コード

経費

投入コスト
会
計

事業自体が貢献する項目活動実績(R4)

R3予算現額 項目名

72千円

R4予算現額

72千円

R3正規職員
人件費

0.09 人 実績

718千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.08 人 評価者

～ 640千円 青少年課長　榎本　崇義

R3予算現額 項目名

2,353千円

R4予算現額

2,445千円

R3正規職員
人件費

0.37 人 実績

2,953千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.27 人 評価者

～ 2,161千円 社会教育担当参事　糟谷　苗美

R3予算現額 項目名

573千円

R4予算現額

573千円

R3正規職員
人件費

0.25 人 実績

1,995千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.42 人 評価者

～ 3,361千円 社会教育担当参事　糟谷　苗美

243
社会
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

青少年団体活動助
成事業

根拠法令

社会教育法、ボーイスカウト補助金交付要綱、ガールスカウト補
助金交付要綱、所沢サマースクール実行委員会補助金交付要
綱

事業の目的及び具体的な内容

　青少年を対象として、自然・社会体験学習や異年
齢交流の場として市内で活動する青少年育成団体
のボーイスカウト（2団体）、ガールスカウト（2団
体）、所沢サマースクール実行委員会に補助金を
交付するとともに活動を支援する。

期間

Ｓ50

242
青少
年課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

青少年相談員協議
会補助金

根拠法令

所沢市青少年相談員設置要綱・所沢市青少年相
談員協議会補助金交付要綱

事業の目的及び具体的な内容

地域社会において、友愛精神をもって青少年に接
し、その相談相手となり、助言活動を行い、健全な
青少年育成に資するために、補助金を交付してい
る。
当該団体は、レクリエーションやキャンプなどの活
動を通じて、学校や学年を超えた仲間づくり、リー
ダーを含めた異年齢同士の交流を目的に事業を実
施している。

期間

S40

243
社会
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

子ども会育成事業

根拠法令

社会教育法、所沢市校区子ども会育成交付金交付要綱、所沢
市子ども会育成会連絡協議会補助金交付要綱

事業の目的及び具体的な内容

　様々な生活体験・自然体験の機会を充実させ、子
どもたちの「生きる力」を育む地域の子ども会活動
の振興を図るため、小学校区を単位とした子ども会
育成会に補助金を交付する。
　また、各校区の子ども会育成会相互の連携・情報
交換・研修及び広域的な事業を行いながら、各校
区子ども会育成会を支援している所沢市子ども会
育成会連絡協議会に対しても補助金を交付する等
の支援を行う。期間

S48

R4目標値が未達成の理由・分析

14,440

14,440 14,542

300

R5目標

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標

R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

11人

R3その他職員
従事割合

9人

会年職
員等

0人

R5目標

11人

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標

A

市内でのボーイスカウト・ガール
スカウトの活動では、感染症対
策のため中止・縮小となった事業
等があったが、成果指標の目標
値よりもやや上回っている。各団
はキャンプなど野外活動の実施
を中心に様々な活動を行うととも
に、市民文化フェアや市民フェス
ティバル等での奉仕活動なども
行っており、本市の青少年健全
育成への貢献度は高い。また、
公民館等で行われる地区文化祭
にも積極的に参加しており、地域
のコミュニティ機能が変容し地域
の教育力低下が指摘されている
中、これらの活動意義は大きく、
今後も活動支援を継続していく。

R4年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな

に
548千円

①ボーイスカウト・ガールスカ
ウト部隊数
②ボーイスカウト・ガールスカ
ウト団員加入人数
③サマースクール参加児童
数

補助事業の年間事業数（件）

自然・社会体験学習や異年齢交流の場としての
事業が活発に行われることを期待して活動を支
援しているため、団体の年間事業数を指標とす
る。

感染症対策に配慮し、平時での活動に戻
せるような場合は状況に応じて適切な判
断を行い、関係団体と連携を取りながら積
極的に活動を行った。

R4決算額（見込
み）

552千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

211

達成済み

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①16部隊

②179人

③68人

R4目標 R4実績

地域の青少年健全育成を図っているボー
イスカウト・ガールスカウト、日常では経験
することができない青少年体験活動を実
施する所沢サマースクールの活動意義は
大きく、行政との連携は必要であり、今後
とも必要な支援を継続していく。

R4その他職員
従事割合

300 322

地域での体験活動や野外
活動の機会を提供した。会年職

員等
0人

R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

300

子ども会の会員人数（人）
多くの子どもたちに子ども会活動へ参加してもら
えるよう、各小学校区の子ども会会員数を指標
とした。

交付金の様式データを所沢市ホームペー
ジに掲載し、校区役員の事務負担の軽減
につなげた。

R4決算額（見込
み）

792千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

14,440 14,470

達成済み

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①166人

②0人

③199人

徐々に子ども会活動が再開しているが、
校区ごとに状況が異なっているため、各校
区に応じた対応や支援を実施していく必要
がある。

R4その他職員
従事割合

地域での体験活動の機会
を提供した。会年職

員等
0.07人

R5目標

A

R3決算額

R4目標

指標名 R4年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな

に
737千円

①「彩の国21世紀郷土かる
た」所沢大会参加者数
②5年生インリーダー研修会
参加者数
③子ども会育成者研修会の
参加者数

R3目標 R3実績

目標設定の考え方・根拠

B

R4実績

青少年相談員の数について、会
員の確保と拡大に努めている。
また、新型コロナウイルス感染症
の影響により、計画していた事業
は実施できなかったが、会議や
研修などを通じて、相談員として
のスキルアップを図っている。

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
5千円

①活動実施回数(研修含む)

②自主事業参加延人数(研修
参加人数)

③

相談員の登録人数
青少年相談員の数の増加が活動の活性化につ
ながり、青少年の健全育成に資することから、相
談員の数を指標としている。

相談員の年齢制限が変更になり高校生が
可能となったが、すぐ加入とするのではな
く、まず体験してもらったうえで加入を検討
することとした。

R4決算額（見込
み）

39千円

会年職
員等

0人

11人 12人

新型コロナウイルス感染状況の影響により活動
があまり出来なかったため、増員につながらな
かった。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①7回

②19人

③

R4目標 R4実績

青少年に対する活動が実施できず、相談
員のモチベーションを上げていくのが難し
かった。

R4その他職員
従事割合

研修に参加したり、過去の
事業の参加者に関連事業
の通知を発送し、つながり
を維持した。

子ども会の異年齢集団による
様々な遊びや生活体験・自然体
験には、子どもたちが協調性や
自己決定能力等を獲得する効果
が期待できる。その活動を支え
る子ども会育成会活動は、地域
の人々が子どもの健全育成に携
わることを主眼としており、地域
の教育力向上に寄与している。
コロナ禍で活動が出来ない状況
が続いていたが、令和４年度か
ら各校区の活動が徐々に戻って
きており、引き続き本事業を通じ
て、子ども会活動を支援してい
く。
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

成果

成果指標

所属
名称

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事務事業名称 事業概要（全体）

計画
コード

経費

投入コスト
会
計

事業自体が貢献する項目活動実績(R4)

R3予算現額 項目名

310千円

R4予算現額

310千円

R3正規職員
人件費

0.12 人 実績

958千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.06 人 評価者

～ 480千円 社会教育担当参事　糟谷　苗美

R3予算現額 項目名

3,226千円

R4予算現額

3,226千円

R3正規職員
人件費

0.45 人 実績

3,591千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.52 人 評価者

～ 4,161千円 社会教育担当参事　糟谷　苗美

R3予算現額 項目名

245千円

R4予算現額

356千円

R3正規職員
人件費

0.45 人 実績

3,591千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.35 人 評価者

～ 2,801千円 社会教育担当参事　糟谷　苗美

243
社会
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

所沢こどもルネサン
ス開催支援事業

根拠法令

社会教育法、所沢こどもルネサンス実行委員会補
助金交付要綱

事業の目的及び具体的な内容

　青少年教育の振興を図ることを目的とし、子ども
たちの感性や表現力を養う文芸・イラスト・合唱など
様々な文化事業を行う所沢こどもルネサンス実行
委員会に補助金を交付して活動を支援するととも
に、開催報告集の作成等を行う。

期間

H2

243
社会
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

子ども写生大会開催
事業

根拠法令

社会教育法、文化芸術振興基本法、所沢市子ども
写生大会実行委員会交付金交付要綱

事業の目的及び具体的な内容

　野外での写生や創作活動を通して、子どもたちの
感受性や表現力を育てることを目的に、株式会社
サクラクレパス、株式会社KADOKAWA、公益財団
法人角川文化振興財団の協賛を得て、所沢市子ど
も写生大会を開催する。
　さらに、入賞作品の展示会や市内小中学校への
巡回展を合わせて開催する。

期間

S61

243
社会
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

- 自治事務

ところざわ人形劇
フェスティバル開催
支援事業

根拠法令

社会教育法、ところざわ人形劇フェスティバル実行
委員会補助金交付要綱

事業の目的及び具体的な内容

　人形劇を通じて子どもたちの情操や感受性を育
み青少年教育の振興を図ることを目的として実施
する人形劇フェスティバルに対し、補助金を交付す
る等により活動を支援する。

期間

H4

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

90.0%

90.0% 0.0%

達成済み

R4決算額（見込
み）

R4その他職員
従事割合

90.0% 95.8%

R4実績

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

31.0%

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

100.0%

31.0% 29.3%

R3その他職員
従事割合

93.1%

会年職
員等

市内児童・生徒の事業参加率（％）
事業を通じて多くの子どもたちの成長を促すた
め、市内児童・生徒数に占める参加率を指標と
し、前年度実績以上の参加率を目標値とした。

子どもたちの感受性を育
む機会を提供している。会年職

員等
0人

R5目標

R4目標 R4実績

コロナ禍での経験を生かし、工夫を重ね、
より良い事業を実施していけるよう継続的
な団体支援に努める。

R4その他職員
従事割合

地域での体験活動の機会
を提供した。会年職

員等
0人

R5目標

A

全国でも稀な歴史のある写生大
会であり、野外で絵を描く機会や
家族がふれあう場を提供するだ
けでなく、行政・協賛企業（民
間）・実行委員会（ボランティア）・
学校の連携によって実施されて
いることに大きな意義があると評
価も高い。令和４年度は、新たに
「ところざわサクラタウン」と「東所
沢公園」を会場に、３年ぶりに写
生大会を実施することができた。
内容も写生するだけでなく、図工
ワークショップや音楽演奏も加わ
り、新たな写生大会へとリニュー
アルすることができた。今後も各
方面からの協力をいただきなが
ら、継続して実施していきたい。

R4年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな

に
0千円

①提出された作品数
②写生大会当日の参加者数
③作品展の参加者数

子どもの作品提出率（％）
参加した子どもたちの多くに絵を描いてもらえる
よう、作品の提出率を指標とし、90％を超えるこ
とを目標値とする。

会場を「ところざわサクラタウン」と「東所沢
公園」に変更し、内容もワークショップと音
楽演奏が加わり、アートを楽しめる大会へ
と変更した。336千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①565点

②907人

③1024人

R4目標

2,853千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

31.0% 20.9%

新型コロナウイルス感染予防と拡大防止により
一部事業を事前申し込み制や規模を縮小したた
め。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①30日

②4,302点

③6,964人

A

R4年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな

に
1,895千円

①各事業の開催延べ日数
②文学・イラストの応募作品
数
③事業の参加者延べ人数

実行委員会が主体となり、多岐
な文化事業を通じて子どもたち
の健全育成に貢献して、一定の
成果を上げている。また、新型コ
ロナウイルス禍においても、実行
委員会が主体となり話し合いを
重ねながら出来ることを考えて、
事業を実施している。学校教育
の枠を超えて、子どもたちが自分
たちの感性を伸ばせる場をより
多く提供できるよう、引き続き支
援をしていく。

会場と内容が変わり、参加者からも大変
好評ではあったが、参加人数の減少や実
行委員及び職員の負担増大等、新たな課
題が生まれている。今後について、実行委
員及び協賛企業とも協議を重ねながら、
事業を進めていきたい。

4 質の高い教育をみんな
に

234千円

①参加団体数

②来場者数

来場者の満足度（％）
人形劇の上演を通じて、子どもたちの感受性を
育むこと等を目的としているため、来場者アン
ケート結果を指標とする。

感染症対策として事前申し込み制を採用
し、３密を回避しながらも、参加型のワーク
ショップなど子どもたちに人形劇に深く関
わることのできる機会を提供した。

R4決算額（見込
み）

65千円

会年職
員等

0人

100.0% 96.9%

新型コロナウイルス蔓延防止の観点から事業の
規模を縮小して行ったため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①5

②36人

R4目標 R4実績

多くの子どもたちが参加できるよう運営を
工夫しつつ、実行委員の新規募集に努め
るなどにより実行委員会を支援していく。

感染症対策に配慮し、工夫して
事業を実施したことで一定の評
価を得てはいるが、実行委員の
高齢化など運営面での課題が指
摘されている。テレビやインター
ネットなど映像に触れる機会が
多い中、実際に公演を見ることで
子どもたちの豊かな感受性や想
像力を育む場として、また、アマ
チュア人形劇団の交流と研鑽の
場でもある本事業を継続するた
めにも、実行委員会とともに、よ
りよい運営に向けて検討を進め
ていきたい。

A

R4年度に改善した点

R4その他職員
従事割合

100.0%

子どもたちの感受性を育
む機会を提供した。

0人

R5目標

所沢こどもルネサンスのホームページで
の情報発信に努めた。また、既存の申込
方法の変更を行い、一部事業ではフォー
ムを利用した電子申請を取り入れ、時代
に応じた形へと事業の見直しを図った。

R4決算額（見込
み）
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

成果

成果指標

所属
名称

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事務事業名称 事業概要（全体）

計画
コード

経費

投入コスト
会
計

事業自体が貢献する項目活動実績(R4)

R3予算現額 項目名

31,978千円

R4予算現額

31,664千円

R3正規職員
人件費

0.30 人 実績

2,394千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.30 人 評価者

～ 2,401千円 学校教育担当参事　吉川　誠

R3予算現額 項目名

2,282千円

R4予算現額

2,308千円

R4正規職員
人件費

0.95 人 実績

7,581千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.95 人 評価者

～ 7,602千円 学校教育担当参事　吉川　誠

R3予算現額 項目名

193,828千円

R4予算現額

86,468千円

R3正規職員
人件費

0.65 人 実績

5,187千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.65 人 評価者

～ 5,201千円 学校教育担当参事　吉川　誠

251
学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

特別支援教育支援
員等配置事業

根拠法令

-

事業の目的及び具体的な内容

特別支援教育に関する知識や意欲のある人材を市
立小・中学校に配置する。
特別支援教育支援員は、全小・中学校に配置し通
常学級の支援を行い、心身障害児介助員について
は特別支援学級等設置校に配置し、特別支援学級
での支援を行う。

期間

H20

251
学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

- 自治事務

学力向上支援講師
配置事業

根拠法令

所沢市学力向上支援講師設置要綱

事業の目的及び具体的な内容

単独で授業ができる教員有資格者を配置し、教員
が教材研究等授業準備の時間や児童生徒と向き
合う時間を増やし、よりきめ細かな指導を実現させ
ることによって児童生徒の学力向上を図る。

期間

H27

251
学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

最優先 自治事務

「学び創造アクティブ
ＰＬＵＳ」学力向上推
進事業

根拠法令

学習指導要領

事業の目的及び具体的な内容

学校・家庭・地域それぞれが、「学力向上に向けた
３つの目標」を踏まえた取り組みを推進し、地域総
がかりで市内児童生徒の学力向上を図る。

期間

H23 100.0%

100.0% 100.0%

100.0%

100.0%

R3その他職員
従事割合

100.0%

会年職
員等

12人

R5目標

100.0%

R3決算額

R4目標

指標名 目標設定の考え方・根拠

通常の学級において個別の支援が必要な
児童生徒や、特別支援学級において介助
の必要な児童生徒が増加しており、今後
も教育的ニーズに応じた指導の充実を図
るため、事業を拡大していく。また、研修会
等の内容を充実させ、特別支援教育支援
員と心身障害児介助員の資質向上を図っ
ていく。

R4その他職員
従事割合

100.0% 100.0%

R5目標

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

一人一人の教育的ニーズ
に応じた指導の充実によ
り、質の高い教育に貢献し
ている。

会年職
員等

110人

R5目標

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

100.0%

A

成果指標の目標値を達成してお
り、通常の学級、特別支援学級
における配慮を要する児童に対
する学習支援や日常生活上の
介助などの支援が適切に行わ
れ、一定の成果をあげていると
考えている。

R4年度に改善した点
４．質の高い教育をみんな
に

177,190千円
①特別支援教育支援員採用
人数

②心身障害児介助員採用人
数

③

満足度
※心身障害児介助員についてはH28より教育総務課
から事務移管された。満足度はH28以降、特別支援教
育支援員と心身障害児介助員の平均値としている。
R4も同様とする。

特別支援教育支援員、心身障害児介助員が学
校の実情に応じて、適切な支援ができているか
を検証するため、配置校からの報告結果を指標
としている。

心身障害児介助員については、特別支援
学級の増設に伴い、配置人数の拡大をし
た。

R4決算額（見込
み）

79,988千円

会年職
員等

110人

100.0%

目標達成済

A

令和4年度は、新型コロナウイル
ス感染症の影響を受けたが、研
究委託を受けた全ての学校で研
究を進めることができた。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①50人

②60人

③

R4目標 R4実績

R4年度に改善した点
４．質の高い教育をみんな
に

2,110千円

①研究委託校数

②

③

研究委託校における授業実績

研究委託校の取組が、児童生徒の学力向上又
は意欲向上に寄与したことを検証する事が必要
であり、その旨成果があったと報告された学校
の割合を指標としている。 特になし

R4決算額（見込
み） １１．住み続けられるまち

づくりを
2,205千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

100.0% 100.0%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①１７校

②

③

進捗状況調査を通して明らかになった課
題を校長会を通して周知し、学力向上推
進事業をさらに充実させていく。また、令和
３年度に作成した「授業改善チェックシー
ト」の周知、学校指導訪問での活用等を
図っていく。

R4その他職員
従事割合 本事業は、質の高い教育

を目指すことと同義であ
り、地域との連携を通して
住み続けられる地域づくり
に貢献している。

A

R4実績

成果指標の目標値を達成してお
り、講師を必要としている学校の
ニーズに応え、一定の成果が挙
げられていると考えている。

R4年度に改善した点
４．質の高い教育をみんな
に

30,376千円

①学力向上支援講師採用人
数

②配置校

③

満足度

学校の課題解決、学び創造アクティブPLUSクリエイト
研究校等、積極的な教育活動を展開するために教員
を必要とする学校に配置し、事業の目的である学力
向上に効果的であったか検証するため。

各学校のニーズを精査し、配置校を見直
した。

R4決算額（見込
み）

26,967千円

会年職
員等

１２人

100.0% 100.0%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①12人

②小学校5校、中学校7校

③

R4目標 R4実績

多くの学校から配置要望が出されているこ
とから、よりきめ細かな指導を実現するた
めに効果を検証し、財政状況を鑑みなが
ら事業拡大を図っていきたい。

R4その他職員
従事割合

学力向上支援講師を配置
することによって、より細
かな指導を実現し、質の
高い教育に貢献している。

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

成果

成果指標

所属
名称

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事務事業名称 事業概要（全体）

計画
コード

経費

投入コスト
会
計

事業自体が貢献する項目活動実績(R4)

R3予算現額 項目名

59,789千円

R4予算現額

59,273千円

R3正規職員
人件費

0.25 人 実績

1,995千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.25 人 評価者

～ 2,001千円 学校教育担当参事　吉川　誠

R3予算現額 項目名
４．質の高い教育をみんな
に

17,917千円

R4予算現額

17,679千円

R3正規職員
人件費

0.35 人 実績

2,793千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.35 人 評価者

～ 2,801千円 学校教育担当参事　吉川　誠

R3予算現額 項目名

150千円

R4予算現額

150千円

R3正規職員
人件費

0.15 人 実績

1,197千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.15 人 評価者

～ 1,200千円 学校教育担当参事　吉川　誠

251
学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

確かな学力定着事
業

根拠法令

学習指導要領

事業の目的及び具体的な内容

児童生徒一人一人に確かな学力を身につけさせる
事を目的とし、次の活動を行う。
①埼玉県学力学習状況調査及びステップアップ調
査を実施し、児童生徒一人一人の評価資料を得
て、その分析をもとに指導に活かす。
②市独自の「学びノート」については、必要に応じて
ホームページからダウンロードする方法にて、学
校・家庭における効果的な活用を促進する。

期間

H15

251
学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

- 自治事務

中学生社会体験チャ
レンジ事業

根拠法令

-

事業の目的及び具体的な内容

中学生が近隣の事業所を訪問し、2～3日間の職場
体験を行うことで、生徒の自己理解を深めるととも
に、望ましい職業観、勤労観を育む。

期間

H12

251
学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

優先 自治事務

学習支援員配置事
業

根拠法令

-

事業の目的及び具体的な内容

原則として教員資格を有する人材を市立小・中学
校に学習支援員として配置し、少人数指導など個
に応じた指導の充実を図る事を目的として、学校の
実情に応じて次の活動を行う。
①授業における教科指導補助
②少人数指導時の補助
③英語教育、コンピュータ教育の補助

期間

H14

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

100.0%

100.0% 0.0%

新型コロナウイルス感染症拡大していたが、感
染防止防止の観点から、中学校15校中8校で実
施。

50千円

①参加人数

②実施事業所数

③
80,000千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

62.0%

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

100.0%

62.0% 59.3%

R3その他職員
従事割合

100.0%

会年職
員等

埼玉県学力学習状況調査の正答率

所沢市内の児童生徒一人一人に確かな学力を
身につけさせる事を目的とした事業であるため、
埼玉県学力学習状況調査結果を指標としてい
る。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①1,377人

②396事業所

③

R4目標 R4実績

新型コロナウイルス感染拡大防止の観点
から、今年度についても、職場体験を実施
できるかどうかは不透明である。生徒の安
全面・健康面を最優先しながら、各校にて
工夫を図り、キャリア教育を推進していく
必要がある。

R4その他職員
従事割合

100.0% 18.1%
働くことの意義ややりが
い、また、大変さも経験す
ることで、今後の自分の進
路を考える機会となる。

会年職
員等

0人

R5目標

R4目標 R4実績
各校1名であると、支援を必要としている
全ての児童生徒に十分な支援ができない
現状であるが、配置の効果を検証し、更な
る効果的な活用を検討した上で、質の確
保ができるように努める。質の確保ができ
るようならば、予算を考慮し、増員配置等
を行い、事業の拡大をする。

R4その他職員
従事割合

市内全児童生徒に対し
て、基礎・基本の定着を図
るための「学びノート」をオ
ンラインドリルとして、授業
や家庭学習にて活用し
た。

会年職
員等

0人

R5目標

B

新型コロナウイルス感染症拡大
していたが、感染防止に努めな
がらも、8校で実施することがで
きた。

R4年度に改善した点
４．質の高い教育をみんな
に

体験活動への参加人数 or 参加人数/学校在籍
人数

所沢市内の中学校が進路・キャリア教育の一環
で実施指定している事業であるため、全生徒が
対象となっている。 特になし

R4決算額（見込
み）

８．働きがいも経済成長も

昨年度に引き続き、学校への配置にあ
たって、学校からの評価や教科等の希望
を参考にしたり、担当者が積極的に訪問し
たりすることで、児童生徒へのより充実し
た支援を行うことができた。

R4決算額（見込
み）

15,383千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

62.0% －

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①14,737人

B

R4年度に改善した点

151,910千円

①埼玉県学力学習状況調査
の実施人数

成果指標の目標値を達成してお
り、学習支援員を全小・中学校に
1人ずつ配置し、教科指導におい
て少人数指導や、児童生徒の個
に応じた支援など、各学校の
ニーズに応じたきめ細かな指導
が行われ、一定の成果をあげて
いると考えている。

４．質の高い教育をみんな
に

56,504千円

①学習支援員採用人数

②

③

満足度
学習支援員が学校の実情に応じて、適切な支援
ができているかを検証するため、配置校からの
報告結果を指標としている。

昨年度に引き続き、学校への配置にあ
たって、学校からの評価や教科等の希望
を参考にしたり、担当者が積極的に訪問し
たりすることで、児童生徒へのより充実し
た支援を行うことができた。

R4決算額（見込
み）

53,529千円

会年職
員等

47人

100.0% 100.0%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①47人

②

③

R4目標 R4実績
各校1名であると、支援を必要としている
全ての児童生徒に十分な支援ができない
現状であるが、配置の効果を検証し、更な
る効果的な活用を検討した上で、質の確
保ができるように努める。質の確保ができ
るようならば、予算を考慮し、増員配置等
を行い、事業の拡大をする。

成果指標の目標値を達成してお
り、学習支援員を全小・中学校に
1人ずつ配置し、教科指導におい
て少人数指導や、児童生徒の個
に応じた支援など、各学校の
ニーズに応じたきめ細かな指導
が行われ、一定の成果をあげて
いると考えている。

A

R4年度に改善した点

R4その他職員
従事割合

100.0%

少人数指導など個に応じ
た指導の充実を図ってい
る。47人

R5目標
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

成果

成果指標

所属
名称

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事務事業名称 事業概要（全体）

計画
コード

経費

投入コスト
会
計

事業自体が貢献する項目活動実績(R4)

R3予算現額 ,

0千円

R4予算現額
７．エネルギーをみんなに
そしてクリーンに

0千円
１１．住み続けられるまち
づくりを

R3正規職員
人件費

１５．陸の豊かさを守ろう

0.10 人 実績

798千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.10 人 評価者

～ 800千円 学校教育担当参事　吉川　誠

R3予算現額 項目名

1,465千円

R4予算現額

1,466千円

R3正規職員
人件費

0.10 人 実績

798千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.10 人 評価者

～ 800千円 学校教育担当参事　吉川　誠

R3予算現額 項目名

130,647千円

R4予算現額

135,485千円

R3正規職員
人件費

0.72 人 実績

5,746千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

1.24 人 評価者

～ 9,922千円 教育センター担当参事　中村啓

251
教育
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

教育課題に対応した
学力向上推進事業

根拠法令

学習指導要領

事業の目的及び具体的な内容

【目的】今日的な教育課題を踏まえ、幅広い見地か
ら情報を得ながら、教員の指導力向上に向けた実
践的な教育についての研修の場を提供するととも
に、人的支援を行うことで、児童生徒の学力向上を
図る。
【内容】①学び創造アクティブPLUSの研究委託校
の校内研修をサポートし、市内に広める研修会を
実施②今日的な教育課題や教科等における指導
力向上の研修会を実施。期間

H14

251
学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

- 自治事務

地球にやさしい学校
づくり推進事業

根拠法令

-

事業の目的及び具体的な内容

児童生徒、教職員の環境意識を高める教育活動を
通して、環境に配慮した学校づくりを進めることによ
り、持続可能な社会づくりの担い手を育む。

期間

H15

251
学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

- 自治事務

部活動指導員配置
事業

根拠法令

学校教育法施行規則、所沢市部活動指導員設置
要綱

事業の目的及び具体的な内容

地域人材を活用して、部活動の技術指導や大会等
への引率を行うことを職務とする部活動指導員を配
置し、教員の負担の軽減並びに専門的な技術指導
による部活動の充実及び活性化を図る。

期間

R1

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

90.0%

R3その他職員
従事割合

100.0%

会年職
員等

0人

R5目標

90.0%

R3決算額

R4目標

指標名 目標設定の考え方・根拠

　研修実施方法を選択できる環境を整え
たが、負担軽減を含めた学校のニーズと、
受講者のニーズを両立した、よりよい研修
方法の実施が課題である。

R4その他職員
従事割合

95.0% 97.1% 　研修会に参加しやすい
環境整備により、教職員
の学びの機会を確保し、
所沢市の児童生徒への質
の高い教育実施に貢献し
た。

会年職
員等

40人

R5目標

部活動指導員の配置により、生
徒は専門性の高い技術指導を
受けることができる。大会等への
引率を単独で行うことができ、教
職員の負担を軽減することもで
きる。これらのことから、事業の
効果が高いと考えられるため、
今後も事業を継続していく。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①651人

R4目標 R4実績

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

95.0%

４．質の高い教育をみんな
に

1,432千円

感染症拡大防止と教職員の業務負担軽
減の観点から、部活動の実施内容等を精
査するよう、各学校に指導した。

R4決算額（見込
み）

1,104千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

4人

100.0% 100.0%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①3人

②中学校3校

③運動部活動2校、文化部活
動1校

充実した部活動と教職員の働き方改革を
実現するために効果を検証するとともに、
土日の部活動の地域移行に向けた国・県
の動きを注視し、財政状況を鑑みながら事
業拡大を図っていきたい。

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

100.0%

100.0% 100.0%

95.0%

A

   当初予定した１４研修会全てを
実施できた。参会者の満足度が
100％に近いため、目標を達成で
きたといえる.。集合型で開催でき
た研修会は11あり、昨年度の「対
面で話を聴きたい」という声に応
えることができた。

R4年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな

に
124,033千円

①研修会参加者数

内容についての参加者満足度
「大変よかった」「よかった」の回答数／アンケート回答
数

　「授業目的公衆送信補償金制度」を活用
し、集合型・非集合型・ハイブリッド型な
ど、著作権に配慮をした実施方法の選択
の幅を広げることができた。

R4決算額（見込
み）

119,766千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

44人

99.0%

目標達成済

①部活動指導員採用人数

②配置校

③配置部活動

満足度
部活動指導員の配置が、部活動の充実及び活
性化に効果的であったか検証する。

R4その他職員
従事割合

部活動指導員配置事業に
より、教員の負担軽減や
専門的な技術指導による
部活動の充実を図った。

会年職
員等

3人

R5目標

A

A

R4実績

すべての小中学校で事業を実施
し、一定の成果を上げている。

R4年度に改善した点
４．質の高い教育をみんな
に

0千円

①省エネ運動の取組

②資源循環活動の取組

③

地球にやさしい学校大賞活動報告書（省エネ運
動・資源循環活動の実施率の平均）。

所沢市内の児童生徒一人ひとりが、省エネ運
動、資源循環活動に実際に取り組むことにより
持続可能な社会作りの担い手としての力をつけ
させることを目的とした事業であるため、活動報
告を指標とし、更なる実施率の向上を目指す。

特になし

R4決算額（見込
み）

0千円

会年職
員等

0人

90.0% 23.4%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①11事例

②11事例

③

R4目標 R4実績

地球にやさしい取組について、児童生徒
が主体的に行動できるように、各校へ働き
かける。

R4その他職員
従事割合

本事業は、ＥＳＤの観点か
らも重要であり、SDGsの
各観点の達成に直結して
いる。

R4年度に改善した点
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

成果

成果指標

所属
名称

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事務事業名称 事業概要（全体）

計画
コード

経費

投入コスト
会
計

事業自体が貢献する項目活動実績(R4)

R3予算現額 項目名

13,885千円

R4予算現額

12,533千円

R3正規職員
人件費

0.62 人 実績

4,948千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.32 人 評価者

～ 2,561千円 教育センター担当参事　中村啓

R3予算現額 項目名

1,270千円

R4予算現額

1,060千円

R3正規職員
人件費

0.94 人 実績

7,501千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

2.10 人 評価者

～ 16,804千円 教育センター担当参事　中村啓

R3予算現額 項目名

63,727千円

R4予算現額
１６．平和と公平をすべて
の人に

63,142千円

R3正規職員
人件費

1.10 人 実績

8,778千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

1.10 人 評価者

～ 8,802千円 学校教育担当参事　吉川　誠

251
教育
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

資質向上事業

根拠法令

教育公務員特例法

事業の目的及び具体的な内容

【目的】教員としての多様なキャリアステージに応じ
た研修の場を提供し、広い視野と実践的指導力を
養うとともに、人間性や社会性を高め、教員として
の資質向上を図る。
【内容】①年次経験者研修支援②２年次教員研修
③ミドルリーダー研修員研修④校内研修指導者派
遣⑤研究員合同研修会⑥校務分掌等に応じた13
の研修会の実施

期間

S46

252
学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

優先 自治事務

健やか輝き支援事
業

根拠法令

いじめ防止対策推進法、所沢市いじめ問題対策委
員会条例、所沢市健やか輝き支援員設置要綱

事業の目的及び具体的な内容

①いじめ、非行問題行動、怠学・非行による不登
校、就学等に関わる相談に対応し、学校のニーズ
に基づいて、個々の児童生徒に応じた支援を行う。
②大学との連携により、大学院生や学生を小・中学
校に派遣し、発達障害や不登校傾向の児童生徒の
支援を行う。

期間

H14

251
教育
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

小学校外国語活動
推進事業

根拠法令

学習指導要領

事業の目的及び具体的な内容

【目的】小学校外国語支援員を派遣し、担任が行う
外国語活動の授業を支援するとともに、外国語活
動の充実を図る。
【内容】小学校外国語支援員（16名）を市内32校に
派遣し、5・6年生すべての外国語の時間に配置して
いる。

期間

H23

58,961千円
①児童生徒・保護者等からの
相談件数

②心のふれあい相談員への
相談件数

③

いじめの解消率
（１２月末日現在）

会年職
員等

32人

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

95.0%

95.0% 98.3%

R3その他職員
従事割合

100.0%

会年職
員等

内容についての参加者満足度
「大変よかった」「よかった」の回答数／アンケート回答
数

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

64.0%

62.0% 48.7%

「所沢市いじめ防止基本方針」では、いじめの解
消の要件として“被害者に対する心理的又は物
理的な影響を与える行為が止んでいる状態が相
当な期間（少なくとも3ヶ月が目安）継続している
こと。”がある。12月末日の解消のためには、9月
中にいじめに係る行為が止んでいる必要があ
り、まだ解決に向けて経過を見届けている状態
であるものが多くある。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①735件

②14,798件

③

R4目標 R4実績

いじめの重大事態が発生した際、より機動
的な対応を取ることができるよう、組織等
を整備する。

R4その他職員
従事割合

63.0% 51.6%
児童生徒が安心して学校
生活を送ることができるよ
うに、いじめの防止や解消
のための取組を行ってい
る。

会年職
員等

32人

R5目標

R4目標 R4実績

　集合型・非集合型が柔軟に選択できる
体制は整ったが、次の段階として「より効
果的な研修会」となるよう、方法や内容を
吟味することが課題である。

R4その他職員
従事割合

　研修会に参加しやすい
環境整備により、教職員
の学びの機会を確保し、
所沢市の児童生徒への質
の高い教育実施に貢献し
た。

会年職
員等

0人

R5目標

B

引き続き解消率の向上に努め
る。また、全ての事案が解消する
まで対応し、見届けを行うよう、
学校と連携し対応する。

R4年度に改善した点
４．質の高い教育をみんな
に

本事業が、いじめ、非行問題行動等の課題に対
する支援と児童生徒の健全育成を目的とするた
め、その中でもいじめの解消率を指標とする。

令和4年に改定した所沢市いじめ防止基
本方針を受けて、同年に「所沢市いじめ対
応マニュアル」を改定した。各校において
もそれらを受けて改定するよう周知した。

R4決算額（見込
み）

61,271千円

R3その他職員
従事割合

95.0%

　2年次教員研修をグループ研修とし、コロ
ナ禍で制限されていた、同期の教員との
交流や切磋琢磨を可能とした。
　グループ対話機能を活用したオンライン
研修を実施し、効果的な非集合型実践が
できた。

R4決算額（見込
み）

85千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

95.0% 97.0%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①566人

A

R4年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな

に
80千円

①研修会参加者数

　当初予定した１８研修会の全て
を実施できた。研修会の参会者
の満足度が100％に近いため、
目標を達成できたといえる。集合
型で開催できた研修会が１５あ
り、昨年度の「対面で話を聴きた
い」という声や、「若手教員の人
間関係の構築」に対応すること
ができた。

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

4 質の高い教育をみんな
に

11,788千円

①「英語サロン」の参加者数

内容についての参加者満足度
「大変よかった」「よかった」の回答数／アンケート回答
数 　初めて外国語支援員となる者向けに、授

業参観型の英語サロンを設定した。

R4決算額（見込
み）

11,924千円

会年職
員等

16

95.0% 100.0%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

　教職員の学びの機会を
確保し、所沢市の児童生
徒への質の高い教育実施
に貢献した。16

R5目標

①32人

R4目標 R4実績

　英語サロンの内容を一層実施させ、小学
校における外国語活動・外国語科の推進
に資することが課題である。

　当初予定した英語サロンを全
て実施できた。参会者の満足度
が100％のため、目標を達成でき
たといえる。全て集合型で開催で
き、特に、1年目の外国語支援員
の力量向上につながった。A

R4年度に改善した点

R4その他職員
従事割合

95.0%
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

成果

成果指標

所属
名称

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事務事業名称 事業概要（全体）

計画
コード

経費

投入コスト
会
計

事業自体が貢献する項目活動実績(R4)

R3予算現額 項目名

37,992千円

R4予算現額

38,279千円

R3正規職員
人件費

0.40 人 実績

3,192千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.40 人 評価者

～ 3,201千円 学校教育担当参事　吉川　誠

R3予算現額 項目名
４．質の高い教育をみんな
に

273千円

R4予算現額
１０．人や国の不平等をな
くそう

486千円

R3正規職員
人件費

１６．平和と公平をすべて
の人に

0.15 人 実績

1,197千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.15 人 評価者

～ 1,200千円 学校教育担当参事　吉川　誠

R3予算現額 項目名
４．質の高い教育をみんな
に

4,505千円

R4予算現額
１６．平和と公平をすべて
の人に

4,707千円

R3正規職員
人件費

1.15 人 実績

9,177千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

1.15 人 評価者

～ 9,202千円 学校教育担当参事　吉川　誠

252
学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

就学相談事業

根拠法令

所沢市就学支援委員会条例、所沢市就学支援相
談員設置要綱

事業の目的及び具体的な内容

就学支援委員会及び就学支援相談員3名が、保護
者からの申込により、障害のある児童生徒の保護
者とともに就学先を検討する。
具体的には、保護者と面談を行い、特別支援学校
や特別支援学級、通常の学級の情報を提供しつ
つ、児童生徒が在籍する園や学校を訪問し、情報
を収集し、就学先を判断して教育委員会に答申す
る。

期間

H2

252
学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

優先 自治事務

学校司書配置事業
（小・中学校）

根拠法令

学校図書館法

事業の目的及び具体的な内容

学校図書館の円滑な管理、運営と一層の充実を図
るため、学校司書（臨時的任用職員）が、校長の方
針に基づき、主に次の学校図書館業務を行う。
①図書の整理
②図書及び図書館活用の情報宣伝
③図書館利用授業の補助
④図書の貸出の補助

期間

H6

252
学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

- 自治事務

学校人権教育啓発
資料発行事業

根拠法令

-

事業の目的及び具体的な内容

小・中学校における人権教育を推進し、他者の痛
みを共有できる豊かな人間性を醸成するため、人
権文集を発行・配布し、活用する。
各校から人権に関する作文・標語を募集する。
人権教育における学校教育と社会教育の連携を図
る。

期間

H4

R3決算額 指標名

75.0% 85.7%

目標達成済

R5目標

２０冊
R4その他職員
従事割合

目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

100.0%

85.0% 100.0%

目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析
R3その他職員
従事割合

A

例年、全ての小・中学校におい
て取り組まれ、人権教育実践の
機会の一つとなっている。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①240件

②673件

③

R4目標 R4実績
就学先の決定にあたっては、保護者の思
いや考えを受容的に理解しつつ、正確な
情報を提供し、本人・保護者が自ら適切な
学びの場を選択できるようにする必要が
ある。就学支援委員同士の情報共有と研
修の充実を図り、より適切な相談体制を構
築する。

R4その他職員
従事割合

75.0% 83.7%
児童生徒及びその保護者
が、自分に合った学びの
場を自己選択できるように
支援している。

会年職
員等

0人

R5目標

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

75.0%

R3決算額 指標名

R4目標 R4実績

人権感覚を養うことは重要であるため、そ
の趣旨を十分理解するよう情報提供をし
ていく。また、配布した人権作文集を通し
て、他者の痛みを共有できる豊かな人間
性を醸成できるよう活用を呼び掛けてい
く。

A

全体的な数値目標は達成できて
いる。
本人・保護者、学校、教育委員
会等が協力しあって一人一人に
寄り添いながら丁寧に学びの場
の選択を行う。

R4年度に改善した点

3,990千円

①就学相談票提出数

②就学支援相談員相談件数

③

就学支援委員会の判断どおりに就学した児童生
徒の人数の割合

就学先の決定にあたっては、保護者の思い等を
理解しつつ、正確な情報を提供し、より適切な就
学相談をすることが重要であるため、就学支援
委員会の判断どおりに就学した児童生徒の割合
を指標とする。

知能検査器具を更新

R4決算額（見込
み）

4,188千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

R4年度に改善した点

261千円 ①作文応募の割合

②標語応募の割合

③

児童生徒の関心度
学校における人権教育の推進を図ることを目的
としているため、小・中学校が人権に関する作
文・標語に応募した割合を指標とする。

人権作文集の配布時期を早め、人権作文
や人権標語の取り組みの際に、昨年度の
人権作文集が活用できるようにした。

R4決算額（見込
み）

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

85.0% 85.0%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①１００％

②１００％

③

R4その他職員
従事割合

人権教育を推進し、他者
の痛みを共有できる豊か
な人間性を醸成している。会年職

員等
0人

R5目標

A

学校司書の配置により、利用し
やすい学校図書館へ改善されて
きているが、各学校による差が
顕著に表れている。
今後も、授業での積極的な活
用、休み時間の学校図書館開
放、記録を確実に残す工夫等を
研修会において指導していく。

R4年度に改善した点
４．質の高い教育をみんな
に

37,285千円

①延べ貸出冊数
②延べ利用人数
③

学校司書配置小学校の1人当たりの年間貸出冊
数。

学校司書を配置したことにより、利用しやすい図
書室になったかどうかをはかるため、配置校の1
人当たりの年間貸出冊数を指標とする。 特になし

R4決算額（見込
み）

34,944千円

会年職
員等

33人

２０冊 27冊

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①563,169　冊

②536,626　人

③

R4目標 R4実績
学校司書は、学校図書館利用の一層の促
進に効果をあげていることから、改正学校
図書館法の趣旨を踏まえ、全校配置を継
続できるよう努力する。学校司書の研修会
を学校図書館主任研修会と合同で開催
し、学校図書館運営の更なる充実を目指
す。

学校図書館司書の配置に
より、児童生徒は本への
興味関心を高めることが
できた。

486千円

２０冊

２7.9冊

会年職
員等

33人
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

成果

成果指標

所属
名称

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事務事業名称 事業概要（全体）

計画
コード

経費

投入コスト
会
計

事業自体が貢献する項目活動実績(R4)

R3予算現額 項目名
４．質の高い教育をみんな
に

15,084千円

R4予算現額
１６．平和と公平をすべて
の人に

15,180千円

R3正規職員
人件費

0.35 人 実績

2,793千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.35 人 評価者

～ 2,801千円 学校教育担当参事　吉川　誠

R3予算現額 項目名

41,420千円

R4予算現額

41,184千円

R3正規職員
人件費

1.18 人 実績

9,416千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

2.23 人 評価者

～ 17,844千円 教育センター担当参事　中村啓

R3予算現額 項目名

75千円

R4予算現額

125千円

R3正規職員
人件費

0.78 人 実績

6,224千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.38 人 評価者

～ 3,041千円 教育センター担当参事　中村啓

252
教育
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

教育相談事業

根拠法令

教育センター主任相談員設置要綱など

事業の目的及び具体的な内容

【目的】市民や学校から、児童生徒の教育上の諸
問題に関しての相談を受け、その解決のための支
援を行う。
【内容】教育相談に関する研修・研究、面接相談、
電話相談・こども電話相談、巡回相談、訪問相談
(登校支援、ふれあい相談室、スクールソーシャル
ワーカー)、医療相談、ケースカンファレンス、相談
室啓発、教育支援センター「クウェスト」

期間

S36

252
教育
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

豊かな心育成支援
事業

根拠法令

学習指導要領

事業の目的及び具体的な内容

【目的】子どもたちの豊かな心の育成のために、各
種研修により市内教職員の資質向上を図る。
【内容】３つの研修会を実施する。
①人権教育研修会②道徳科充実のための研修会
③学級活動充実のための研修会

期間

H24

252
学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

優先 自治事務

スクールカウンセ
ラー学校派遣事業

根拠法令

-

事業の目的及び具体的な内容

心理学系の大学院の修士課程を修了した者をス
クールカウンセラーとして市費にて4人任用し、各学
校に出向き、児童生徒と積極的に関わりながら支
援を行うことで、子どもの発するSOSをより的確に
受け止め、問題の未然防止、早期発見、早期対応
の体制を一層充実させるものである。

期間

H31

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

95.0%

100.0% 100.0%
・開催時期・・・参加者多数のため、会場が体育
館
　　　　　　　　　　等となる。暑い時期の実施で満
足
　　　　　　　　　　度が低下
・通信環境・・・オンラインを併用した際に、
　　　　　　　　　　中継が遅延し満足度が低下
・終了時刻・・・研修会終了時刻が１６：３０を
　　　　　　　　　　過ぎたことで満足度が低下

R4その他職員
従事割合

100.0% 96.1%

R4決算額（見込
み）

R3その他職員
従事割合

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

7,500以下（件・回）

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

6000件

8,000以下（件・回） 6,875（件・回）

R3その他職員
従事割合

7971件

R4目標

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

　研修会に参加しやすい
環境整備により、教職員
の学びの機会を確保し、
所沢市の児童生徒への質
の高い教育の実現に貢献
した。

会年職
員等

0人

R5目標

R4実績

　不登校児童生徒の支援、相談内容の複
雑化が課題である。他機関へのつなぎ
や、多機関との連携を進めていく。

R4その他職員
従事割合

　不登校児童生徒や家庭
環境に課題を抱えた家庭
にSSWを派遣し、適切な機
関につなげる支援をした。

会年職
員等

11人

R5目標

Ｂ

　当初予定した研修会を全て実
施できた。参会者の満足度が
100％に達しなかった。
　開催時期や、通信環境の確認
等確実な準備が必要である。

R4年度に改善した点

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①のべ3,679回

②のべ3,109回

③のべ87回

4 質の高い教育をみんな
に

27千円

①研修会参加者数

内容についての参加者満足度
「大変よかった」「よかった」の回答数／アンケート回答
数 　参加者のニーズを事前に把握し、これに

即した研修内容を準備することができた。
5 ジェンダー平等を実現し

よう
28千円

会年職
員等

0人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①217人

R4目標 R4実績

　研修実施方法を選択できる環境を整え
たが、負担軽減を含めた学校のニーズと、
受講者のニーズを両立した、よりよい研修
方法の選択が課題である。

R4年度に改善した点

1 貧困をなくそう

40,143千円

①面接相談

②電話相談・こども電話相談

③巡回相談

相談対応件数
感染症拡大予防をとりつつ学校生活が通常に戻りつ
つある。学校不適応や生活不安の相談が増えると考
え、コロナ禍以前の目標設定にした。

　不登校児童生徒の増加により、学習、食
事、居場所など幅広い支援が求められる
ようになったため、地域の福祉サービスと
の連携を進めた。学校に出向き、教職員と
共に児童生徒の支援方針を検討し援助し
た。相談員が相談活動に集中できるように
働き方の改善を進めた。

R4決算額（見込
み） 3 すべての人に健康と福

祉を
40,244千円

R3その他職員
従事割合 4 質の高い教育をみんな

に

会年職
員等

11人

7,500以下（件・回） 7,672（件・回）

A

A

　当初予定していた７研修会全て
を実施でき、自殺予防、不登校
予防、発達障害がある子供への
支援について、基本的事項を伝
達できた。
　相談対応件数は目標値を達成
したが、感染拡大が影響し、家庭
環境要因の事例、希死念慮等危
険な事例が増えたため、各学校
の教育相談体制、教育委員会の
支援の一層の充実が必要であ
る。

R4実績

市の心理士や配置校の県SCや相談員か
らの指導助言を受け、スクールカウンセ
ラーの相談の技能や判断力等の資質向
上を図る。

R4その他職員
従事割合

令和元年度にスタートした事業
である。県スクールカウンセ
ラー、相談員と連携し、配置校で
の相談対応を行った。目標を上
回る相談対応を行い、児童生徒
が抱える様々な課題に対応する
ことができた。

R4年度に改善した点

15,022千円

①学校への派遣回数

②教室巡回の回数

③

相談対応件数
（のべ対応人数）

以前より配置されている埼玉県スクールカウン
セラーの相談対応件数を基に、各学校が所沢市
スクールカウンセラーを有効に活用していること
を示す指標として設定した。

月１回以上の研修を実施し、スクールカウ
ンセラーの資質向上を図り、相談の技能
や判断力等の向上を図った。外部講師を
招いての研修会も実施し、WISC－Ⅴにつ
いての理論や解釈について確認した。

R4決算額（見込
み）

15,180千円

会年職
員等

0人

4000件 7894件

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①569回

②2498回

③

R4目標

5000件
児童生徒が安心して学校
生活を送ることができるよ
うに、様々な課題に対する
相談対応を行っている。

会年職
員等

0人

R5目標
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

成果

成果指標

所属
名称

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事務事業名称 事業概要（全体）

計画
コード

経費

投入コスト
会
計

事業自体が貢献する項目活動実績(R4)

R3予算現額 項目名

400千円

R4予算現額

400千円

R3正規職員
人件費

1.24 人 実績

9,895千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.61 人 評価者

～ 4,881千円 教育センター担当参事　中村啓

R3予算現額 項目名
１６．平和と公平をすべて
の人に

1,320千円

R4予算現額

1,320千円

R3正規職員
人件費

0.20 人 実績

1,596千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.20 人 評価者

～ 1,600千円 学校教育担当参事　吉川　誠

R3予算現額 項目名

0千円

R4予算現額

0千円

R3正規職員
人件費

2.15 人 実績

17,157千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

教員の指導力を高めた。

2.15 人 評価者

～ 17,204千円 学校教育担当参事　吉川　誠

253
学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

- 自治事務

学校支援訪問事業

根拠法令

地方教育行政の組織及び運営に関する法律、所沢
市教育委員会学校訪問実施要綱

事業の目的及び具体的な内容

計画的な学校・園訪問を通して、教育行政施策の
浸透や教育課程の管理、学校教育の専門的事項
の助言・指導を行うことによって、教育内容の一層
の充実を図る。

期間

S27

252
教育
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

優先 自治事務

教育相談アドバイ
ザー支援事業

根拠法令

教育相談アドバイザー設置要領

事業の目的及び具体的な内容

【目的】複雑ないじめ問題や自殺防止など、本市の
児童生徒の抱える課題解決のため、教育相談アド
バイザー制度を設置し、心理・福祉・医療の三分野
の専門的な見地から、学校へ指導・助言及び教育
的対応を支援する。
【内容】①学校に対する、児童生徒への指導内容、
方法に関する指導及び助言。②児童生徒を支える
教職員、保護者への教育的対応の支援。

期間

R2

253
学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

学校法律相談事業

根拠法令

所沢市立学校法律相談に関する要綱

事業の目的及び具体的な内容

教育問題に詳しい弁護士による法的側面からの助
言等により、学校における様々な問題を早期に解
決し、学校の適正な運営に資する事を目的とする。
具体的な事業内容は以下のとおり。
①校・園長会と教育委員会との事前相談。
②電話による弁護士への相談。
③弁護士の事務所での面談。

期間

H26 100.0%

100.0%

R3目標
R3その他職員
従事割合

8回

会年職
員等

0人

R5目標

20回

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

20回以上

電話で顧問弁護士と直接相談で
きる体制は、緊急時など迅速な
対応と判断が可能となる。また、
学校関係の事案に詳しい顧問弁
護士に委託することにより、教育
的見地からの解決方法の助言を
得ることができる。これらのこと
から、事業の効果が高いと考え
られるため、今後も事業を継続し
ていく。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①9校(本来は２３校1園を予
定）

②

③

R4目標 R4実績

教員の指導力向上のため、指導主事によ
る丁寧な指導を行う。

R4その他職員
従事割合

100.0% 62.5%

会年職
員等

0人

R5目標

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

100.0%

指標名

R4目標

目標設定の考え方・根拠

A

指導訪問での指導が教職員の
指導力向上に確実につながって
いるとともに、授業後の分科会が
学び創造アクティブＰＬＵＳ推進
事業を教職員に直接周知する機
会ともなっている。

R4年度に改善した点
４．質の高い教育をみんな
に

0千円

①訪問実施校数

②

③

計画通り、学校指導訪問が実施された学校の割
合

教育行政施策の浸透や教育課程の管理、学校
の教育力の向上には、2年に1度の計画的な訪
問が必要なため。

学び創造アクティブＰＬＵＳの基本方針の
浸透及び指導の質の向上につながる指
導・助言を行った。

R4決算額（見込
み）

0千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

100.0% 37.5%

新型コロナウイルス感染の影響により、令和3年
度に実施できなかった学校に対して実施したた
め

1,320千円

①電話による相談

②事務所での面談

③

R3目標 R3実績

解決率
多様化する学校の問題を早期解決し、学校の適
正な運営に資することを目的としているため、相
談の解決率を指標とする。 特になし

R4決算額（見込
み）

1,320千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

100.0% 87.1%

早期の対応を行っているものの、複数回の相談
を要し、解決までに期間を要する案件があった
ためと考えられる。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①56件

②3件

③

R4その他職員
従事割合

87.1%

R4目標値が未達成の理由・分析

法的側面から学校の諸問
題を解決することで、学校
の適正な運営につながっ
た。

会年職
員等

0人

R4目標

B

R4年度に改善した点R3決算額

R4実績

校・園長会並びに学校法務研修会におい
て、本事業についての周知を行うととも
に、学校において問題が発生した場合、校
長に対して早期に本事業の活用を含めた
解決策を指導・助言していく。

　医療、心理、福祉の専門家か
ら、教育委員会や学校に対して、
適切な指導・助言を得ることがで
きた。学校を巡回していただき、
児童生徒の様子から、個に応じ
た対応、学校の組織的な対応、
緊急対応などについて、直接教
職員にアドバイスしていただい
た。アドバイザー側の人事異動
等により、支援が不十分にならな
いようにしなければならない。

R4年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな

に
225千円

①心理

②福祉

③医療

活用回数
　心理・福祉・医療で24回実施できるため、20回以上
の活用を目標とする。

　困難ケースを把握した際に学校に活用
を促した。家庭への支援が必要と思われ
るケースについて、福祉的な視点からの
指導助言を得るためケース会議に参加し
てもらった。

R4決算額（見込
み）

120千円

会年職
員等

0人

14回

　アドバイザーの勤め先の役職が代わったこと
による多忙化のため、学校の希望通りの実施が
困難であった。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①6回

②2回

③0回

R4目標 R4実績

　各校の実態を把握し、支援を必要とする
学校へ適時に講師派遣が行うことができ
るよう努める。

R4その他職員
従事割合

専門家からのアドバイスを
受けることで、教職員の資
質向上を図った。

Ｂ

R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

20回
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

成果

成果指標

所属
名称

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事務事業名称 事業概要（全体）

計画
コード

経費

投入コスト
会
計

事業自体が貢献する項目活動実績(R4)

R3予算現額 項目名
４．質の高い教育をみんな
に

11,893千円

R4予算現額

11,861千円

R3正規職員
人件費

1.40 人 実績

11,172千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

1.40 人 評価者

～ 11,203千円 学校教育担当参事　吉川　誠

R3予算現額 項目名
１６．平和と公平をすべて
の人に

13,595千円

R4予算現額

13,460千円

R3正規職員
人件費

1.35 人 実績

10,773千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

1.35 人 評価者

～ 10,803千円 学校教育担当参事　吉川　誠

R3予算現額 項目名
４．質の高い教育をみんな
に

55,537千円

R4予算現額

53,903千円

R3正規職員
人件費

0.65 人 実績

5,187千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.65 人 評価者

～ 5,201千円 学校教育担当参事　吉川　誠

253
学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

優先 自治事務

安全・安心な学校と
地域づくり推進事業

根拠法令

所沢市安全・安心な学校と地域づくり推進本部条
例、安全安心対策推進員設置要綱

事業の目的及び具体的な内容

学校と地域が連携して危機管理体制を整え、学校
内外での事故や事件を未然に防止すると共に地域
の交通安全の推進・防犯体制の強化を図り、安全
で安心な学校と地域を構築して学校を支援する。

期間

H17

253
学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

- 自治事務

放課後支援事業

根拠法令

所沢市放課後支援事業「ほうかごところ」実施要綱

事業の目的及び具体的な内容

放課後の子どもたちの安全・安心な居場所を確保
すること、異年齢の子どもたちとの交流を促進する
こと等、地域住民による子どもたちの健全育成を図
ることを目的としている。
学校の放課後の施設を借り、地域で「ほうかごとこ
ろ」の運営委員会を組織して方針を定め、その方針
に基づいて放課後支援員やボランティアが実施す
る。

期間

H15

253
学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

特色ある学校づくり
支援事業

根拠法令

特色ある学校づくり支援事業実施要綱

事業の目的及び具体的な内容

小・中学校・市立幼稚園が、地域の環境や人材を
生かし、創造性あふれる教育課程を実施する。
・学校・園教育目標の具現化についての指導・助言
を行う。
・「総合的な学習の時間」の充実を図る。
・郷土の資源を活かした昔遊びや農業体験など、
体験活動の充実を図る。

期間

H13

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

100人

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

9点

100人 64人

R3その他職員
従事割合

9点

R4目標

9点

①安全安心対策推進員によ
る
　  学校訪問、地域に出向い
て
　  の支援活動回数

②推進支部会議の開催回数

③

暴力行為により指導を受けた児童生徒実人数。
（１２月末日現在）

事業開始の背景に、学校内における暴力行為
が深刻化したことがあった。そのため、暴力行為
により指導を受けた児童生徒数を指標とする。

R5目標

R4年度に改善した点

例年、故意的な暴力を計上している。各校に丁
寧な聴き取りを行ったことで、精査されたため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①491回

②26回

③

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

60.0%

60.0% 42.9%

高学年になると自分たちで居場所を確保できる
ことから、学年が上がるにつれて登録率は下
がっていく傾向がある。

会年職
員等

93人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①10校

②55,190人

195日

R4目標 R4実績

コロナ対策および熱中症対策のための
グッズを充実させた。

R4決算額（見込
み）

45,557千円

R3その他職員
従事割合

R4目標 R4実績

非行問題行動、交通事故を学校だけで防
ぐことは困難である。家庭の協力、地域と
の連携を深め、地域ぐるみで子どもたちを
守り、育てるという考え方を啓発していく。
今後も児童生徒の健全な育成を目指して
関係諸機関との連携・充実を図っていく。

R4その他職員
従事割合

45,231千円

①事業実施学校数

②年間利用延べ児童数

③10校の年間平均開設日数

設置小学校在籍児童の事業登録率。

児童が放課後安心して遊べる場所が少なくなっ
ており、安心して活動できる居場所を提供するこ
とを主目的としてるため、設置小学校における在
籍児童の事業登録率を指標とする。

より多くの子供が楽しくかかわり合う中で、
自主性や社会性を高めあえるよう、それぞ
れの地域の特色を生かした活動の充実を
図ると共に、事業についての啓発をすす
める。

R4その他職員
従事割合

60.0% 44.2%
異年齢の子どもたちとの
交流促進を通じて、子ども
たちの主体的な学びにつ
ながる教育環境の整備を
進めた。

会年職
員等

97人

R5目標

学校が地域と連携して学
校内外における児童生徒
の事件、事故及びいじめ
の防止等を図ることにより
安全・安心な学校と地域づ
くりを推進している。

会年職
員等

3人

B

目標達成に向けてある程度成果
はでているが、高学年を含めた
全校児童の登録率が指標となっ
ているため、目標をやや下回っ
ている。

A

B

これまでも学校内外に児童生徒
理解の充実についての啓発を
行ってきたが、日常的な指導の
工夫の重要性（例えば、授業規
律の確立や明るく清潔な校内環
境、特別支援教育の視点を取り
入れた指導、定期的な学校内外
の巡視等）について、引き続き具
体的な例を示すなどして啓発し
ていく。

R4実績

本事業の予算配当などの事務について効
率化を図り、職員の業務負担軽減に努め
る。

R4その他職員
従事割合

各学校では、特色ある学校づくり
の配当予算を有効に活用し、工
夫し特色のある学校経営を行っ
ており、学校教育が社会に開か
れ家庭・地域との連携も進んで
いる。

R4年度に改善した点

11,889千円

①特色ある学校づくり実施校

②1校・園あたりの平均配当
予算額
③

ヒアリング等に基づいた各校（園）の成果の評価
点（10点満点）の平均点。

地域の人材や環境を活かした創意工夫のある
教育活動を実践した結果を検証するため、各校
（園）の成果の評価点の平均点を指標とする。 特になし

R4決算額（見込
み）

11,861千円

会年職
員等

0人

9点 9点

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①47校・1園

②247,771円

③

R4年度に改善した点

12,781千円

本会議が、いじめ防止対策推進法第１４
条の「いじめ問題対策連絡協議会」として
も位置づいていることを踏まえ、「いじめ撲
滅」を「第一の柱」とし、地域と一体となって
いじめ撲滅を目指した。

R4決算額（見込
み）

12,997千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

3人

100人 151人

子どもたちの主体的な学
びにつながる教育環境の
整備を進めた。会年職

員等
0人

R5目標
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

成果

成果指標

所属
名称

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事務事業名称 事業概要（全体）

計画
コード

経費

投入コスト
会
計

事業自体が貢献する項目活動実績(R4)

R3予算現額 項目名
４．質の高い教育をみんな
に

2,700千円

R4予算現額
１０．人や国の不平等をな
くそう

2,700千円

R3正規職員
人件費

0.30 人 実績

2,394千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.30 人 評価者

～ 2,401千円 学校教育担当参事　吉川　誠

R3予算現額 項目名

234千円

R4予算現額

211千円

R3正規職員
人件費

0.23 人 実績

1,835千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.20 人 評価者

～ 1,600千円 スポーツ振興課長　三上　佳明

R3予算現額 項目名

198千円

R4予算現額

198千円

R3正規職員
人件費

0.36 人 実績

2,873千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.21 人 評価者

～ 1,680千円 スポーツ振興課長　三上　佳明

254

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

児童生徒体力向上
推進委員会交付金

根拠法令

スポーツ基本法、児童生徒体力向上推進委員会交
付金交付要綱

事業の目的及び具体的な内容

所沢市児童生徒の体力向上を目的に組織され、体
力向上を図るため実態を調査分析するとともに、体
力向上を目的とした事業や研修会などを行う。
合わせて、健康と体力の関係について研究を進
め、心身ともにたくましい児童生徒の育成を図って
いく。

期間

S47

253
学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

地域人材活用事業

根拠法令

所沢市立中学校部活動外部指導員設置要綱

事業の目的及び具体的な内容

学校の部活動の充実・発展を図る。
・各中学校で外部指導員を選出し、校長の推薦に
より教育委員会が委嘱する。
・外部指導員は、顧問と連携し生徒の指導をする。
・活動報告書により、3期に分けて外部指導員に謝
金を支払う。

期間

H11

254

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

地域力活用運動好
きな子ども育成事業

根拠法令

スポーツ基本法

事業の目的及び具体的な内容

地域のスポーツ関係団体や学校と連携し、所沢市
のスポーツ資源や特色を活かした事業を展開する
中で、運動好きな子どもを育成する。

期間

H26

R3目標

R3年度目標

60.0% 19.0%
①水泳教室は3年ぶりに実施
②スモールステップの場が児童の実態にあって
いた。そのため、すぐに逆上がりはできないけれ
ど、挑戦する気持ちが途切れることなく自分の目
標を達成できた意見が多かった。逆上がりがで
きるようになるには時間がかかるという特性を考
え指標も検討していく必要があると考える。
③本事業の目標が、親子の絆を深めるというこ
とで、アンケート結果は１００%の成果をあげられ
た。

目標設定の考え方・根拠

所沢市のスポーツ資源を活用し、体
力向上や運動好きな子どもを育成す
ることは、有意義であると考える。特
に「投力」については、専門的な指導
者から指導を受ける中で数値の伸び
が見られている。また、体を動かして
遊ぶ楽しさが、子どものみならず、参
加する保護者にも味わっていただけ
ることから、今後も推進する必要が
ある。ティーボールに関しては、小学
校の学習での普及が広まっているた
め、この教室が一役を担うと考える。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①３２名

②１２８名

③８７名

R4目標 R4実績

・市内のすべての児童が教室に参加でき
るように、鉄棒教室の開催を市民体育館
で一斉に行う予定。

R4その他職員
従事割合

60.0% 17.0% 親子で運動に親しむこと
ができる事業を実施してい
る。市内の教職員ととも
に、大学の准教授や連盟
と連携し、質を高めてい
る。

会年職
員等

0人

R5目標

R3決算額 指標名

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

60.0%

R3決算額 指標名

R4目標 R4実績

事業協力団体である、所沢市スポーツ少
年団と所沢市陸上競技協会の事業への
理解を深め、さらに魅力ある大会になるよ
うご意見を頂き改善していく。

目標設定の考え方・根拠

C

水泳（クロール）や鉄棒（逆上が
り）の習得については、全国的に
も課題になっている。
今後も家庭・地域との連携を深
め、運動好きな児童生徒を育成
する機会ととらえ、推進していく
必要がある。本事業で作成され
ている学習カードや指導の流れ
は、小中学校教員への具体的な
取り組み例として有効活用され
ている。今後も児童生徒の実態
に即し、よりよい指導方法の研
究が必要である。

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
198千円

①水泳教室参加者数

②逆上がり教室参加者数

③親子なわとびチャレンジ

教室の目標を達成できた参加児童数の割合
（出来るようになった子どもの数÷参加人数×
100）

体力向上を目的としていることから、小学生の中で課
題となる25m泳げた数や、逆上がりができた数を指標
とする。目標値としては、事業実施校が毎年変わる中
で、参加した児童数の半数以上である６割が達成でき
るようになることを目標とする。

・技能のスモールステップを改良して取り
組ませた。（鉄棒）
・新型コロナウイルス感染症対策のため、
水泳教室は開けなかったが、動画配信等
でコロナ禍の運動する機会を設けることが
できた。

R4決算額（見込
み）

198千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

3 すべての人に健康と福
祉を

30千円
①親子手打ち野球＆ティー
ボール教室参加親子組数

②小学生持久走大会参加者
数

③

①安全に配慮し、思い切り楽しめる組数。
②令和4年度から学校単位での参加ではなく、個
人で申し込む持久走大会に変更したため参加者
数を成果指標とする。
③

①専門的な指導者の配置と、新体力テストの課題種
目である投力の向上を図ることから、参加した親子の
組数とする。②令和4年度から学校単位での参加では
なく、個人で申し込む持久走大会に変更したため成果
指標を参加者数とする。

教員の働き方改革の一環で、所沢市小学
校駅伝大会から小学生持久走大会へ内
容を変更した。学校にて、募集やチーム編
成、当日の引率を行うことが、教員の業務
を増やしてしまうことから、保護者申し込
み、保護者引率の形に変更した。

R4決算額（見込
み）

135千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

①80組　②32校 ①69組　②中止

①について、午後は雨天中止のため、午前中の
みの組数となっている。
②今年度から、電子申請により申込受付を行っ
た。保護者や団体と連携を取り、両者にとってよ
り有益な運営になるよう改善していく。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①３８組

②７２人

③

R4その他職員
従事割合

地域人材を活用し、運動を
楽しむ機会を設定してい
る。投打の技術を中心に、
プロ選手を招聘し、直接指
導ができる場を設けてい
る。

会年職
員等

0人

R5目標

B

R4年度に改善した点

R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

①80組　②100人

①80組　②100人 ①38組　②72人

外部指導員によって部活動の技術向上や活発
な活動につながったことを、目に見える成果とし
て確認するため、全国大会・関東大会出場部活
動数を指標とする。

各学校の指導回数再配分を2回行い、指
導回数がより学校の意向に沿うように工
夫した。

R4決算額（見込
み）

2,668千円

会年職
員等

0人

5部 1部

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①64人

②15校

③2,688回

R4年度目標 R4実績

地域における指導者の人材発掘と適正な
活動を実施するために、各学校で部活動
顧問と外部指導員との連携強化を図って
いく。

R4その他職員
従事割合

R3実績

5部

A

R3決算額 指標名

R3その他職員
従事割合

6部

外部指導員により、部活動の技
術向上や活発な活動の充実につ
ながっている。

R4年度に改善した点

2,507千円

①外部指導員数

②外部指導員配置校数

③指導回数

全国大会・関東大会出場部活動数。

生徒は指導費の負担を気
にすることなく、平等に質
の高い専門的な指導を受
けることができた。

会年職
員等

0人

R5年度目標

5部

目標設定の考え方・根拠

R4目標値が未達成の理由・分析
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

成果

成果指標

所属
名称

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事務事業名称 事業概要（全体）

計画
コード

経費

投入コスト
会
計

事業自体が貢献する項目活動実績(R4)

R3予算現額 項目名

380千円

R4予算現額

380千円

R3正規職員
人件費

0.21 人 実績

1,676千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.26 人 評価者

～ 2,081千円 スポーツ振興課長　三上　佳明

R3予算現額 項目名

1,269千円

R4予算現額

1,211千円

R3正規職員
人件費

0.11 人 実績

878千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.12 人 評価者

～ 960千円 スポーツ振興課長　三上　佳明

R3予算現額 項目名

968千円

R4予算現額

968千円

R3正規職員
人件費

0.21 人 実績

1,676千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.26 人 評価者

～ 2,081千円 スポーツ振興課長　三上　佳明

254

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

中学生体力調査事
業

根拠法令

スポーツ基本法

事業の目的及び具体的な内容

生徒自ら自己の体力を理解し、自らの健康の保持
増進と体力向上を図ろうとする態度を育てることを
目的としている。また、教師が生徒の体力の実態を
把握し、指導等に活用するため。

期間

H15

254

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

中学校体育連盟補
助金

根拠法令

スポーツ基本法、中学校体育連盟補助金交付要綱

事業の目的及び具体的な内容

所沢市内の中学校保健体育を振興し、体力の向上
やスポーツ精神を養うために組織されている団体を
支援している。当該団体では、事業計画に従い、教
員の指導力の向上を図るための授業研究会や、生
徒のスポーツ精神の涵養や体力向上を図るため、
部活動の大会を運営している。

期間

S24

254

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

小学校体育連盟補
助金

根拠法令

スポーツ基本法、小学校体育連盟補助金交付要綱

事業の目的及び具体的な内容

所沢市内の小学校体育事業の充実を図り、児童の
スポーツの振興と体力の向上するための事業を支
援する。
・小学校教員の体育授業の指導力向上を図るため
の授業研究会の実施。
・児童の体力向上を目的に、市内小学校を１５ブ
ロックに分けた「親善体育大会」の実施。

期間

S24

R4決算額（見込
み）

72.0% 72.0%

①体育の授業を行うことに難
しさを感じている小学校教職
員の割合

②

③

体育の授業を行うことに難しさを感じている小学
校教職員の割合
（R1～R3の3年間の割合の平均値を下回ること
を目標として設定する）

前回までの指標は小学校の運動クラブに所属す
る児童の割合であったが、事業の目的を評価す
る上で適切ではない為、新たな指標とした。児童
全員に確保されている運動の場は学校で行う体
育の授業である。体育の授業を指導する小学校
教職員が体育の授業を自信をもって指導するこ
とが、運動好きな児童を育成することに直結する
と考え指標とする。

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

70.0%

60.0% 53.8%

R4年度は新人体育大会、学校総合体育大会と
もに開催できた。

R4その他職員
従事割合

60.0% 66.2%

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

35項目

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

72.0%

35項目 28項目

R3その他職員
従事割合

83.0%

部活動指導員の配置やガ
イドラインの策定で部活動
の活性化や負担軽減につ
なげた。授業研究会にて
指導力を高めている。

会年職
員等

0人

R5目標

R4目標 R4実績

新型コロナウイルス感染症の影響で、児
童生徒の運動機会の減少があり、全国的
に体力が低下傾向にある。本市でも、その
傾向が表れているのではないかと考えて
いる。

R4その他職員
従事割合 生徒用の個人カードにて、

現状を詳しく把握し、目標
値やアドバイスを活用する
ことができる。学校は集計
結果を指導に活用できる。

会年職
員等

0人

R5目標

A

中学校における運動部活動の意
義は、学習意欲の向上や責任
感、連帯感の涵養等、体力向上
にも大きな役割を果たしている。
各学校では、外部指導者を導入
したり、若手教員の育成を図る
等、部活動の活性化や大会のス
ムーズな運営に努めている。今
後も運動に親しみ、運動好きな
生徒の育成を図るため、関係機
関と連携し、教員のスキル向上
と競技力の向上を目指したい。

R4年度に改善した点

生徒のスクリーンタイムの増加やコロナ禍によ
り、運動量の低下、運動内容の変化に偏りがあ
り、体力の低下したと考えられる。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①２８項目

②

③

3 すべての人に健康と福
祉を

968千円

①部活動大会参加者数

②

③

部活動大会に参加した生徒の割合
（大会参加者数÷生徒総数×１００）

県中学校運動部活動の入部率が約72 %であり、
同等の数値としていたが、新型コロナウイルス対
策として、引き続き大会参加人数の削減がおこ
なわれていることからこの数値にしている。

スポーツ庁、県に続き、本市でも部活動に
おける方針を策定し、それに基づき学校で
も実態に応じて方針を策定した。968千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①66.2％

②

③

R4目標 R4実績

運動部活動の指導者と若手教員の育成を
するため、授業研究会をより充実させる。
関係機関と連携し、大会運営等を行う。

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
1,031千円

①所沢市立中学校全生徒の
新体力テストの分析

②

③

県の標準値を上回る当市の項目数
４８項目中、７割以上の項目が上回るように目標
を設置。 分析結果の有効活用を図り、成果と課題

を明らかにした保健体育授業の推進。

R4決算額（見込
み）

1,044千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

35項目 28項目

B

B

成果指標の目標値を毎年達成し
ており、体力調査事業について
は、一定の成果があがっている
と考えている。
今後、より一層各学校の生徒の
実態を把握し、指導等にいかせ
るように各学校へ働きかけてい
きたい。

R4実績

新学習指導要領に準拠した年間指導計画
や新型コロナウイルス感染症対策、授業
改善等について、学校への情報提供や講
習会の実施・運営を行う。

R4その他職員
従事割合

学習指導要領の趣旨に基づいた
実技伝達講習会の充実で、教師
の指導力の向上を図っている。
授業研究会や親善体育大会等
の充実で、児童の体力向上を図
り、運動好きな児童の育成を図
るこの事業の役割は大きい。今
年度は、新型コロナウイルス感
染症の対策の影響で多くの事業
は中止になった。指標について
は、より達成度適正な指標を立
てること。

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
170千円

新学習指導要領の趣旨を見据えた指導力
の向上と、各学校の体力の現状並びに強
みや課題を意識した授業力の改善を図る
授業研究会の実施。

R4決算額（見込
み）

380千円

会年職
員等

0人 　R4年度より指標を変更した。若い世代の教職
員も増加しており、教科書の無い体育の指導法
について、難しさを感じている教職員は多い、今
後も小学校体育連盟と連携し、指導法の伝達を
行っていく。
　未達成の要因としては、若い世代の教職員が
増加していること、各校の体育の指導力の向上
を図る体育主任の経験年数も若年化しているこ
とが考えられる。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①８３%

②

③

R4目標

72.0%
体育大会を実施し、児童
の運動の機会を設けてい
る。教職員に対し、指導法
等を伝達し、授業の質を高
めるよう支援している。

会年職
員等

0人

R5目標
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

成果

成果指標

所属
名称

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事務事業名称 事業概要（全体）

計画
コード

経費

投入コスト
会
計

事業自体が貢献する項目活動実績(R4)

R3予算現額 項目名

25,847千円

R4予算現額

0千円

R3正規職員
人件費

0.80 人 実績

6,384千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.68 人 評価者

～ 5,441千円 保健給食課長　渡辺純也

R3予算現額 項目名

0千円

R4予算現額

0千円

R3正規職員
人件費

0.00 人 実績

0千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.02 人 評価者

～ 160千円 保健給食課長　渡辺純也

R3予算現額 項目名

1,117,958千円

R4予算現額

1,250,550千円

R3正規職員
人件費

1.05 人 実績

8,379千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.90 人 評価者

～ 7,202千円 教育施設課長　遠山　秀仁

255
教育
施設
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

優先 自治事務

学校トイレ改修事業

根拠法令

-

事業の目的及び具体的な内容

家庭や公共施設のトイレの洋式化が進む中、学校
トイレについては、その多くが和式で、また老朽化
が進んでいることから、学校環境の向上のため、学
校施設のトイレについて、洋式化、バリアフリー対
策、臭気対策、給排水管の改修等を行うものであ
る。

期間

H26

254
保健
給食
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

優先 法定受託事務＋附加

学校給食センター再
整備事業

根拠法令

学校給食法

事業の目的及び具体的な内容

安心安全な学校給食を、安定的に提供するため、
老朽化した学校給食センターを再整備する。

期間

H29

254
保健
給食
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

- 自治事務

上新井小学校給食
用リフト修繕事業

根拠法令

学校給食法

事業の目的及び具体的な内容

上新井小学校に設置している給食用リフトについ
て、制御するインバータが老朽化しているため、途
中で止まる事例が多発し、給食センターから配送さ
れる給食を、定時までに学級前まで配膳出来ない
事態に備え、機器の修繕を行うもの。

期間

R4 R5 修繕完了

修繕完了

R3目標

繰越明許

50.0% 52.7%

目標達成済

0人

R5目標

目標設定の考え方・根拠

①15校

②14校

R4目標

R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

工事完了

R3その他職員
従事割合

設計・工事開始

会年職
員等

0人

R5目標

設計・工事開始

大便器の洋式化を図っていることから、洋式大便器数
/全大便器数にて洋式化率を算定する。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R4実績

昨年度より屋内運動場のトイレ改修や校
舎２系統目の施工を行っていることから、
今まで以上に営繕課、教育施設課、学校
間の連絡調整を密に行うように努める。

R4その他職員
従事割合

53.0% 54.6%
設備の老朽化が進んでお
り、給排水管の改修、洋式
化、バリアフリー等の実施
により学校環境の向上に
貢献。

会年職
員等

0人

R5目標

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

56.0%

改修計画に伴い基準仕様書の見直しを行
い、設計施工監理を行う営繕課や学校と
の連絡調整を行った。

R4決算額（見込
み） 6 安全な水とトイレを世界

中に
526,207千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

A

昨年に引き続き、計画通りに洋
式化、バリアフリー化、臭気対策
等について、教育環境の整備を
進めることができた。

R4年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな

に
582,203千円

①設計実施件数

②改修工事実施件数

小中学校における大便器の洋式化率

4 質の高い教育をみんな
に

0千円

①修繕作業

②

③

R3目標 R3実績

修繕の進捗状況 修繕の完了

R4目標値が未達成の理由・分析

特になし

R4決算額（見込
み）

0千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

- -

世界中の半導体の不足により、リフトに使用する
インバータが令和4年度内に入手できず、設置す
ることが困難とのことから。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①繰越明許

②

③

R4その他職員
従事割合

児童生徒に安心安全な給
食を届ける。会年職

員等

-

R4年度に改善した点R3決算額

R4実績

半導体不足によるインバータの納期の遅
延。
施工業者へインバータの早期の納入につ
いて依頼するとともに、情報を共有し早期
納入及び完了を目指す。

世界中の半導体の不足により、
リフトに使用するインバータが令
和4年度内に入手できず、設置
することが困難とのことから。

指標名

R4目標

令和6年4月の給食提供開始に
向けて予定通りに高低が進捗し
ている。

R4年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな

に
25,829千円

①設計

②既存建築物解体

③建築工事開始

学校給食センター再整備進捗状況
新学校給食センターの運用開始を目指し
スケジュールに沿った進捗状況

特に無し

R4決算額（見込
み）

0千円

会年職
員等

0人

事業契約締結 事業契約締結

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①設計

②既存建築物解体

③建築工事開始

R4目標 R4実績

運用開始時期に遅れの出ない様に、工程
管理を行う

R4その他職員
従事割合

児童生徒に安心安全な給
食を届ける

A

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

成果

成果指標

所属
名称

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事務事業名称 事業概要（全体）

計画
コード

経費

投入コスト
会
計

事業自体が貢献する項目活動実績(R4)

R3予算現額 項目名

421,983千円

R4予算現額

521,484千円

R3正規職員
人件費

3.63 人 実績

28,967千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

3.01 人 評価者

～ 24,086千円 教育施設課長　遠山　秀仁

R3予算現額 項目名

300,924千円

R4予算現額

1,114,433千円

R3正規職員
人件費

0.65 人 実績

5,187千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

1.05 人 評価者

～ 8,402千円 教育施設課長　遠山　秀仁

R3予算現額 項目名

0千円

R4予算現額

4,166千円

R3正規職員
人件費

0.00 人 実績

0千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.59 人 評価者

～ 4,721千円 教育施設課長　遠山　秀仁

255
教育
施設
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

最優先 自治事務

小中学校ＬＥＤ化整
備事業

根拠法令

-

事業の目的及び具体的な内容

市内小中学校の屋内運動場及び武道場の老朽化
した既存照明灯についてＬＥＤ化を実施し、ＣＯ２排
出量の削減及び光熱費等の維持管理費の縮減を
図るものである。

期間

R3 R5

255
教育
施設
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

最優先 自治事務

中学校校舎内部改
修（木質化）事業

根拠法令

-

事業の目的及び具体的な内容

これまであまり手を加えることができなかった校舎
内部の改修を行うこととしており、改修にあたって
は、国や県及び本市の法律や方針において、木材
利用の促進や木造化を推進することとされているこ
とから、木材を活用した校舎内部改修を行うもので
ある。

期間

R4

255
教育
施設
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

優先 自治事務

学校施設修繕・改修
事業

根拠法令

-

事業の目的及び具体的な内容

児童生徒の安全確保及び学校環境の充実のため
行うものであり、緊急性や安全性、予算等を考慮の
うえ修繕及び改修工事を行う。
１　各施設からの修繕要望により、現場を調査し修
繕を行う。
２　大規模な修繕は、短期予防保全計画で行う。

期間

S30

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

1件

- -

目標達成済

0千円

①設計実施件数

②改修工事実施件数

改修工事実施件数

大規模な修繕は、所沢市公共施設長寿命化計画に基
づく短期予防保全計画で計画していることから、この
ほか学校環境の安全性の確保のため実施する改修
工事件数を指標とし、緊急性や財政状況等を考慮し
た目標設定とする。

3,431千円

R3その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

35校

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

5件

12校 12校

R3その他職員
従事割合

9件

R4目標

9件

R4その他職員
従事割合

1件 1件
児童生徒の学校環境の向
上や、ＣＯ２排出量の削減
及び光熱費等の維持管理
費の縮減に貢献。

会年職
員等

0人

R5目標

R4目標 R4実績

学校や他工事との調整を図りながら、事
業を進めていく。

R4その他職員
従事割合 児童生徒の学校環境の向

上や、ＣＯ２排出量の削減
及び光熱費等の維持管理
費の縮減を図ることができ
ることとなった。

会年職
員等

0人

R5目標

A

児童生徒の安全性の確保のた
め、滞りなく改修工事を実施し、
学校環境の改善を図ることがで
きている。今後も学校施設の老
朽化が進んでいくことから計画的
に事業を進める。

R4年度に改善した点

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①１者と随意契約を行った。
②12校の検査を実施した。

4 質の高い教育をみんな
に

特になし

R4決算額（見込
み）

会年職
員等

0人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①1件

②1件

R4目標 R4実績

年々学校施設の老朽化が進んでいるが、
財政状況も非常に厳しいことから、緊急性
等を総合的に勘案しながら児童生徒の安
全を第一とした修繕・改修に努める。

R4年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな

に
17,149千円

①プロポーザルにて受注者
の選定
②中間検査及び完成検査の
実施

工事の対象校数
小中学校47校を2ヶ年で実施するため、初年度12校、
2年度目35校と割り振りを行ったことから、学校数を指
標とする。 特になし

R4決算額（見込
み）

249,083千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

47校 47校

A

A

事業の目標達成に向けて、遅延
なく成果が得られている。

R4実績

年々学校施設の老朽化が進んでいるが、
財政状況も非常に厳しいことから、緊急性
等を総合的に勘案しながら児童生徒の安
全を第一とした修繕・改修に努める。

R4その他職員
従事割合

児童生徒の安全性の確保のた
め、滞りなく改修工事を実施し、
学校環境の改善を図ることがで
きている。今後も学校施設の老
朽化が進んでいくことから計画的
に事業を進める。

R4年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな

に
415,267千円

①修繕実施件数

②改修工事実施件数

改修工事実施件数

大規模な修繕は、所沢市公共施設長寿命化計画に基
づく短期予防保全計画で計画していることから、この
ほか学校環境の安全性の確保のため実施する改修
工事件数を指標とし、緊急性や財政状況等を考慮し
た目標設定とする。

昨年同様、修繕をまとめて発注することで
経費削減を図った。

R4決算額（見込
み）

12 つくる責任　つかう責任

518,925千円

会年職
員等

0人

5件 5件

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①854件

②9件
施設の修繕や改修工事に
より、学校環境の向上に
貢献。会年職

員等
0人

R5目標
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

成果

成果指標

所属
名称

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事務事業名称 事業概要（全体）

計画
コード

経費

投入コスト
会
計

事業自体が貢献する項目活動実績(R4)

R3予算現額 項目名

9,747千円

R4予算現額

21,751千円

R3正規職員
人件費

0.08 人 実績

638千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.07 人 評価者

～ 560千円 教育総務長　鈴木　健

R3予算現額 項目名

168,149千円

R4予算現額

156,960千円

R3正規職員
人件費

1.03 人 実績

8,219千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

1.53 人 評価者

～ 12,243千円 教育総務長　鈴木　健

R3予算現額 項目名

16,351千円

R4予算現額

14,521千円

R3正規職員
人件費

0.93 人 実績

7,421千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.64 人 評価者

～ 5,121千円 教育センター担当参事　中村啓

256
教育
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

- 自治事務

デジタル教科書更新
事業（コンテンツ配信
サービス）

根拠法令

学習指導要領

事業の目的及び具体的な内容

【目的】
GIGAスクール構想において整備したICT機器と一
体的に使用することにより、一斉授業の一層の充
実を図ることを目的とする。
【内容】
小学校３年生から中学校３年生までの算数・数学
小学校５年生から中学校３年生までの国語・社会・
理科・外国語・英語
の教師用デジタル教科書を整備している。期間

R3

256
教育
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

保護者負担軽減補
助金交付事業

根拠法令

所沢市立小中学校保護者負担軽減補助金交付要
綱

事業の目的及び具体的な内容

小中学校において保護者が負担する教育活動に
必要となる経費の一部を学校に補助金として交付
することで、保護者の負担を軽減するとともに、教
育内容に応じた学校独自の運用を図ることを目的
とする。
学習材料費を対象経費としていたが、令和４年度
から校外活動費や部活動用具費等も対象としてい
る。

期間

S49

256
教育
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 法定受託事務＋附加

就学援助事業

根拠法令 学校教育法１９条、要保護児童生

徒援助費補助金及び特別支援教育就学奨励費補
助金交付要綱・所沢市就学援助実施要綱

事業の目的及び具体的な内容

経済的な理由により、子どもを小中学校に就学させ
ることが困難な保護者に必要な援助を行う。
①申請書を小中学校または教育総務課にて配布・
受付する。
②実施要綱に基づく所得審査により支給対象者を
決定（認定）する。
③認定者には給食費を免除するとともに学用品費
等を支給する。

期間

S57

R3目標

R3目標

R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

4,090

4,381 3,253

1.00回 0.65回

目標達成済

R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

21,301,800

R3その他職員
従事割合

21,496,000

会年職
員等

0人

R5目標

21,496,000

目標設定の考え方・根拠

5.00回

R3決算額 指標名

R4目標 R4実績

物価上昇傾向が強い中、就学のための費
用を捻出できない家庭が増加する恐れが
ある。就学援助を利用できる家庭が援助
申請をもらすことの無いよう、制度の周知
に一層努める必要がある。

目標設定の考え方・根拠

義務教育の円滑な実施という点
において、一定の成果があげら
れていると考えている。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①36809回（727学級）

R4目標 R4実績

　各学校でICT教育を推進させるリーダー
育成のための研修会を実施するとともに、
学校への訪問支援を充実させる。

R4その他職員
従事割合

1.00回 1.45回

　デジタル教科書を活用し
て、授業の質を高めた。会年職

員等
0人

R5目標

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

Ａ

　授業の中で、徐々に、ＩＣＴ機器
が活用されるようになり、これに
相まって、デジタル教科書の活
用が進んだ。引き続き、デジタル
教科書の有用性の周知に努め、
活用を促進する。

R4年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな

に
15,049千円

①デジタル教科書利用状況

利用回数
利用数/35週/727学級
1クラスあたりの1週間に活用している回数

　学校と家庭をつなぐオンライン授業等が
できる教師用ＰＣと、デジタル教科書を扱
える教師用ＰＣの2種類を学校に配付して
いたが、全ての教師用ＰＣでデジタル教科
書を扱えるように環境を整備した。

R4決算額（見込
み）

13,069千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

１．貧困をなくそう

126,493千円

①支給金額

②一人当たりの支給額

③

支給対象人数
義務教育の円滑な実施に必要なため、支給対
象人数を指標とする。

家賃加算の審査方法の見直しとともに、
令和5年度からの申請受付期間を1ヶ月前
倒し（受付開始時期：3月→ 2月）するため
に、各校へヒアリング等の準備を進めた。

R4決算額（見込
み） ４．質の高い教育をみんな

に
135,731千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

4,619 3,364

保護者からの申請により支給を行うものだが、
予測より申請件数が少なかったため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①135,730,108円

②42,336円

③

R4その他職員
従事割合

児童生徒がいる低所得世
帯に必要な経済援助をす
ることで、教育環境の向上
に貢献した。

会年職
員等

0人

R5目標

A

保護者負担の軽減という点にお
いて、一定の成果があげられて
いると考えている。

R4年度に改善した点

１．貧困をなくそう

9,169千円

①交付対象児童生徒数

②

③

補助額
保護者負担の軽減を目的の１つとしているた
め、補助額を指標とする。 より有効に保護者の経済的負担軽減がで

きるよう、補助対象となる経費の範囲を拡
大した。

R4決算額（見込
み） ４．質の高い教育をみんな

に
21,496千円

会年職
員等

0人

9,618,400 9,618,400

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①23,765人

②

③

R4目標 R4実績

本事業は所沢市独自の取組みである。
保護者の経済的負担軽減のために、必要
に応じて補助内容等を検討をしていく。

R4その他職員
従事割合

R4年度に改善した点

児童生徒の保護者の経費
負担を軽減することで、教
育環境の向上に貢献し
た。

A

R3決算額 指標名
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

成果

成果指標

所属
名称

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事務事業名称 事業概要（全体）

計画
コード

経費

投入コスト
会
計

事業自体が貢献する項目活動実績(R4)

R3予算現額 項目名

0千円

R4予算現額

1,433千円

R3正規職員
人件費

0.00 人 実績

0千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.57 人 評価者

～ 4,561千円 教育センター担当参事　中村啓

R3予算現額 項目名

0千円

R4予算現額

17,526千円

R3正規職員
人件費

0.00 人 実績

0千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.65 人 評価者

～ 5,201千円 教育センター担当参事　中村啓

R3予算現額 項目名

0千円

R4予算現額

72,930千円

R3正規職員
人件費

0.00 人 実績

0千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

1.36 人 評価者

～ 10,883千円 教育センター担当参事　中村啓

256
教育
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

- 自治事務

学級数増加に伴う
ICT環境整備事業

根拠法令

改正義務教育標準法

事業の目的及び具体的な内容

【目的】
学級数の増加により、新たに普通教室として使用
する教室のICT環境整備を行うことで、GIGAスクー
ル構想の実現を図る。

【内容】
液晶ディスプレイ、、無線対応授業支援用機器、無
線LANアクセスポイントをそれぞれ整備するもの。

期間

R4 R7

256
教育
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

最優先 自治事務

ＩＣＴ支援員更新事業

根拠法令

学校教育の情報化の推進に関する法律

事業の目的及び具体的な内容

【目的】
　GIGAスクール構想の実現に伴って整備した、児
童生徒の一人一台端末（Chromebook）をはじめと
する各種ICT機器及び、ソフト・アプリ等について、
授業において効果的な活用するための支援を行う
ことを目的とする。
【内容】
6校につき1名のICT支援員を配置し、半日を1単位
として月に６回の訪問を行う。主な支援内容はICT
機器の操作補助、ICT機器の準備・片付け、・授業
におけるICT活用提案、校内研修、障害に関する一
次切り分け等。

期間

R4 R5

256
教育
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

優先 自治事務

小学校社会科副読
本作成委託事業

根拠法令

学習指導要領

事業の目的及び具体的な内容

【目的】
学習指導要領に基づき、本市独自の社会科副読本
を作成することで、社会科の指導内容の充実を図
り、児童自身が住む郷土を正しく知り、ふるさと所沢
を愛する児童の育成に寄与する。

【内容】
令和５年度第３学年に配布する副読本について、２
４００冊の作成・印刷を委託するもの。期間

R4

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

60.0%

- -

R4年度は実態把握の年度とし、6月と2月に実施
した調査結果に基づいて、R5年度の目標を設定
した。ICT機器の活用頻度はあがってきている
が、効果的に活用するための技能の向上につい
ては、今後の課題となっている。

R4その他職員
従事割合

- 35.0%

R4決算額（見込
み）

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

100.0%

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

100.0%

100.0% 100.0%

R3その他職員
従事割合

100.0%

- -

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①107回

②87.5%

③35%

R4目標 R4実績

児童生徒の深い学びを実現させる効果的
なICT機器の活用につなげていくことが課
題である。今後はICT支援員の活用事例
を市内小学校で共有していくことにより、
教職員のＩＣＴ活用力を一層高めていく。

R4年度に改善した点

ICT機器を活用する機会
が増加し、児童生徒の情
報活用能力の向上につな
がった。

会年職
員等

0人

R5目標

R4目標 R4実績

　新年度学級数が決定した後に整備を行
うため、年度当初に遅滞なく手続きを行う
必要がある。当該学校と連携しながら進め
ていく。

R4その他職員
従事割合

全ての普通教室において
同じ質の教育ができる環
境を整えた。会年職

員等
0人

R5目標

－

　令和４年度は実態把握の年度
のため。
　令和４年度は３５％の実績値を
得たため、令和５年度の目標値
を６０％とし、教職員のＩＣＴ活用
能力を高めていく。

R4年度に改善した点

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①100%

4 質の高い教育をみんな
に

0千円
①校内研修実施回数

②教員の満足度

③教員のICT活用技能（同僚
にICTの活用方法について教
えることができる教員の割合）

教員のICT活用技能
25項目のICT活用技能を図るアンケート調査におい
て、21項目以上で「できる・ややできる」と答えた教員
の割合 　のべ107回の校内研修の実施によって、

ICT機器の活用頻度が向上した。
9 産業と技術革新の基盤

を作ろう
54,833千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

4 質の高い教育をみんな
に

0千円

①普通教室へのICT環境整
備

普通教室へのICT環境整備率 ICT環境の整備が完了した普通教室の割合 　新たに普通教室として使用する教室へ
のICT環境整備を遅滞なく進めることがで
きた。

R4決算額（見込
み）

5,963千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

- -

Ａ

Ａ

　新たに普通教室として使用する
教室に、液晶ディスプレイ、無線
対応授業支援用機器、無線ＬＡＮ
アクセスポイントを確実に整備
し、学習環境の公平性を担保す
ることができた。

R4実績

　GIGAスクール構想の進展に伴い、デジ
タル版を含めて、より効果的な教材につい
て、今後の在り方の研究を進める。

R4その他職員
従事割合

　小学校3、４年生に副読本を確
実に配付し、社会科の授業を充
実させた。

R4年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな

に
0千円

①副読本活用状況

副読本活用率 副読本を活用した学級の割合 　過去に印刷した残部を有効活用すること
で、最小限の印刷部数に抑えることができ
た。

R4決算額（見込
み） 11 住み続けられるまちづ

くりを
1,166千円

会年職
員等

0人

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①100%

R4目標

100.0%
　ふるさと所沢を愛する児
童の育成に寄与し、住み
続けられるまちづくりの意
識の向上につなげた。

会年職
員等

0人

R5目標
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

成果

成果指標

所属
名称

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事務事業名称 事業概要（全体）

計画
コード

経費

投入コスト
会
計

事業自体が貢献する項目活動実績(R4)

R3予算現額 項目名

0千円

R4予算現額

0千円

R3正規職員
人件費

0.15 人 実績

1,197千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.13 人 評価者

～ 1,040千円 経営企画課長　小池　純一

257
経営
企画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

私立学校誘致推進
事務

根拠法令

-

事業の目的及び具体的な内容

教育環境の充実を図るため、特色ある私立学校を
誘致する。

期間

H25 推進

R3その他職員
従事割合

推進

会年職
員等

0人

R5目標

R4その他職員
従事割合

推進

0千円

①学校法人、県及び市の関
係部署と調整し、誘致に向け
た課題解決を図る

誘致に向けた調整等の推進

誘致に向けては、解決すべき様々な課題が想定され
ることから、昨年度と同様、関係各所との情報共有と
十分な調整を行い、令和6年の開校に向け、事業の円
滑な推進に努める。

COOL JAPAN FOREST構想の観点から、
ソフト面についても情報共有を図った。

R4決算額（見込
み）

0千円

会年職
員等

0人

推進 推進

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①学校法人及び自治会との
情報共有や開発相談など、開
校に向けて調整を行った。

R4目標 R4実績

令和6年4月開校を目指し調整を行うととも
に、開校後は通学路の安全面や産官学連
携等、状況に応じた調整を行っていく。

A

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

市内の教育の場を誘致す
るべく、必要な調整を行っ
た。

誘致については、開発行為など
解決すべき様々な課題が想定さ
れることに加え、学校法人の運
営に関わることであることから、
当初のスケジュール通りに遂行
するためには諸調整が必要であ
る。

R4年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな

に
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第３章

健幸（けんこう）長寿のまち
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

R3予算現額 項目名

58千円

R4予算現額

57千円

R3正規職員
人件費

0.10 人 実績

798千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.10 人 評価者

～ 800千円 市民相談課長　守谷　秀明

R3予算現額 項目名

9,638千円

R4予算現額

15,900千円

R3正規職員
人件費

1.55 人 実績

12,369千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

2.39 人 評価者

～ 19,125千円 健康づくり支援課長　岩雲　美香

R3予算現額 項目名

27,958千円

R4予算現額

27,115千円

R3正規職員
人件費

3.69 人 実績

29,446千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

4.64 人 評価者

～ 37,129千円 健康づくり支援課長　岩雲　美香

① 13,798名

②  7,201歩

R4目標 R4実績
・事業への参加継続及び平均歩数増加の
ための取り組みを進めていく。
・R5年度中に埼玉県が予定している現行
制度の見直しに合わせ、本事業も新アプリ
への移行等を予定している。既存の参加
者がスムーズに新事業に移行できるよう
情報発信等に努める。

R4その他職員
従事割合

8,000歩 7,201歩 日常生活における「歩き」
を推進することで、生活習
慣病の予防及び健康づく
りへの取組を支援するとと
もに、CO２の削減に貢献
した。

14,932千円

①参加者数

②一日の平均歩数

健幸マイレージ事業の参加者の1日平均歩数
生活習慣病予防に有効な１日の平均歩数が8,000歩
であるという中之条研究の成果を参考に指標としてい
る。

R4決算額（見
込み）

7,029歩

昨年度に引き続き、新型コロナウイルス感染症
の影響で参加者が外出を控えた事等から、目標
の8,000歩には達しなかったが、昨年度より歩数
は増えているので、今後も様々な取り組みを進
めていく。

会年職
員等

0人

3 すべての人に健康と福
祉を

0人

会年職
員等

0人

会年職
員等

22千円

R4決算額（見
込み）

R5目標

8,000歩

自治事務

R4その他職員
従事割合

201人

338人

338件

R3目標

所沢パスポート券利用者数

所沢パスポート券を利用した延べ人数

会年職
員等

0.30 人

8,000歩

24千円

R3その他職員
従事割合

3 すべての人に健康と福
祉を

・市独自ポイント対象事業を拡充し、市民
の出歩きの促進を図るとともに、イベント
参加者の拡充及び「賑わい」の創出を目
指した。
・12月の平均歩数が8,000歩以上又は12
月中の平均歩数が前月より増加した参加
者に、抽選でクオカードが当たる「ウォー
キング促進強化月間」を実施した。

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

13 気候変動に具体的な
対策を

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R3決算額

計画
コード

311

H4

所属
名称

活動実績(R4)

成果

成果指標

目標設定の考え方・根拠

所沢パスポート券利用者数を指標とする。
目標値については、事業を継続して推進するため前
年度実績を超える数値を目標としている。

R4年度に改善した点指標名

市民が利用施設を検討するに際し、施設
の情報にアクセスできるよう、市ホーム
ページの協定施設一覧に協定施設のホー
ムページをリンクさせた。
これにより、協定施設のアピールポイント
や最新情報を市民は入手しやすくなった
ほか、協定施設側も所沢市民に知っても
らう機会が得られやすくなった。

Ａ

インターネットの普及等に伴い、市が行う
事業としての役割は相対的に少なくなって
いる。また、協定解除の申入れがあった協
定先もあるため、時事情報の収集を行い
つつ、今後の事業のあり方について検討
していく。

目標達成

R4目標 R4実績

150人

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

前年度に引き続き、新型コロナ
ウイルス感染拡大の影響によ
り、事業のPRや広報も難しい状
況であったが、国の行動自粛の
緩和策や、国等による宿泊支援
事業などの動きに合わせ、市民
の保養施設利用者数が前年度
より増え、事業の目的のとおり市
民の健康増進と心身のリフレッ
シュに資することができている。

R3実績

R5目標

210人

400人

地区からの依頼教育の実績
市民や関係機関と共に健康づくりを推進しており、地
区からの依頼教育は地域における保健活動の指標と
して適している。

地域からの依頼に対し、保健師・栄養士・
歯科衛生士・理学療法士が対応できる講
座の内容をホームページに掲載した。

R4決算額（見
込み）

18,747千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

5 人

1,000人 1,047人

新型コロナウイルス感染症の影響もあり、目標
は未達成となったが、実績数は昨年度よりも増
えており、今後も健康づくりに関する情報発信の
場を広げていきたいと考える。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

市民
相談
課

実施計画ランク 事業の種別

-

市民保養施設利用
事業

期間

所沢パスポート券要綱

事務事業名称 事業概要（全体）

事業の目的及び具体的な内容
一
般

根拠法令

市民の健康増進と心身のリフレッシュを目的とす
る。
市が協定を結ぶ温泉地の旅館組合や単体の宿泊
施設で宿泊料金の優待割引（10％）等を受けられる
所沢パスポート券事業を実施している。
令和４年度は、四万温泉及び石和温泉の2か所の
保養地と草津、土肥、魚沼、十日町、秩父にある宿
泊施設と協定を結んでいる。なお、土肥については
令和4年6月に協定解除となった。

経費

投入コスト
会
計

事業自体が貢献する項目

①64会場

②1,288人

R4目標値が未達成の理由・分析

R4実績

地域の現状や課題を把握し、関係機関と
連携を図りつつ、地域の実情にあった保
健活動を継続していく。

R4その他職員
従事割合

1,300人 1,288人 健康づくりに必要な知識
や具体的な取組方法につ
いて分かりやすく伝えるこ
とにより、市民の関心を高
め健康づくりの取り組みを
推進することができる。

会年職
員等

6 人

R5目標

A

新型コロナウイルス感染症の影
響で、これまで以上に健康への
関心が高まる中、健康二次被害
も懸念される状況であった。この
ような状況を踏まえ、情報発信
や地域の団体や関係機関との関
係づくりに努めたことにより、地
域からの依頼が増加した。

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
18,347千円

年齢や性別を問わず、心
身のリフレッシュと健康の
増進に寄与した。

R3その他職員
従事割合

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

9,045千円

新型コロナウイルス感染症の影
響もあったが、R4年11月に開催
した「トコろんウォーク」を市独自
ポイント対象事業としたり、12月
をウォーキング促進強化月間と
する等の取り組みによって、平均
歩数はR3年度よりも増加したた
め。

R4年度に改善した点

R4目標

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

1,600人

①地区依頼教育の会場数

②地区依頼教育の実施人数

311

健康
づくり
支援
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

最優先 自治事務

トコトコ健幸マイレー
ジ事業

根拠法令

-

事業の目的及び具体的な内容

本事業は、市民一人ひとりが健康を実感しながら地域で
安心していきいきとした生活をおくることのできる「元気で
いきいき"健幸長寿のまち"」の実現を目指す一環として
実施するもので、従来の「トコろん健幸マイレージ事業」
から、埼玉県が実施する「コバトン健康マイレージ事業」
に令和２年７月から参加することで、リニューアルしたも
のである。歩数計、スマートフォンのアプリで歩数を記録
しながら、日常的にウォーキングを行ってもらい、生活習
慣病の予防を図るとともに、健康づくりへの取組を支援す
るものである。また、楽しみながら続けられるよう、市の
独自ポイントを付与、抽選により景品が当たる仕組みを
取り入れている。

期間

R2

311

健康
づくり
支援
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

地域保健推進事業

根拠法令

健康増進法、地域保健法

事業の目的及び具体的な内容

「元気でいきいき"健幸長寿のまち"」の実現にむけ
て、平成25年4月から保健師の地区担当制を導入
し、各種健康データの分析や保健事業を通じて各
行政区ごとの地区特性を把握し、子どもから高齢者
まで全ての市民を対象とした保健活動を、市民なら
びに関係機関と協力して進めている。

期間

H18
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SDGsへの貢献
(最大3つ)計画

コード 所属
名称

活動実績(R4)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト
会
計

事業自体が貢献する項目

R3予算現額 項目名

15,105千円

R4予算現額

17,541千円

R3正規職員
人件費

4.14 人 実績

33,037千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

3.43 人 評価者

～ 27,447千円 健康づくり支援課長　岩雲　美香

R3予算現額 項目名

14,386千円

R4予算現額

12,407千円

R3正規職員
人件費

0.43 人 実績

3,431千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.35 人 評価者

～ 2,801千円 健康づくり支援課長　岩雲　美香

R3予算現額 項目名

60,864千円

R4予算現額

58,421千円

R3正規職員
人件費

5.20 人 実績

52,471千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

5.19 人 評価者

～ 41,530千円 健康づくり支援課長　岩雲　美香

3 すべての人に健康と福
祉を

13,989千円

①電話、窓口、面接、訪問等
による相談
②マタニティコール
③母乳相談
④妊婦サロン
⑤産後ケア（宿泊型）

妊娠・出産について満足している親の割合

４か月児健康診査票から「健やか親子２１（第２
次）」計画の乳幼児健康診査におけるアンケート
調査項目を設定。
※「産後、退院してからの１か月程度、助産師や
保健師等からの指導・ケアは十分に受けること
はできましたか」の質問に「はい」と回答した数÷
４か月児健康診査受診者数

・妊娠期からの切れ目ない支援を目指し、
妊娠届出時、助産師・保健師等専門職に
よる面接率向上に取り組んだ（妊娠届出
窓口を2か所に集約）。
・次年度の妊娠届出を保健センターへ一
本化するため、市内産科医療機関及び公
共施設にポスタ－、チラシを掲示・配布し
事前の周知を行った。

R4決算額（見
込み） 10 人や国の不平等をなく

そう
14,841千円

R3その他職員
従事割合 11 住み続けられるまちづ

くりを

R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①3,585件
②309件
③17件
④12回実施（延べ54人）
⑤宿泊型152日(延べ43人)

R4目標 R4実績
所沢市出産・子育て応援事業を開始す
る。令和5年度から妊娠届出窓口を1か所
に集約し、伴走型相談支援の更なる充実
を目指す。R4その他職員

従事割合
83.5% 82.3%

妊娠中及び出産後の子育
てや生活等について助
言・情報提供を行い不安
を軽減できるように努め
た。

会年職
員等

7 人

R5目標

A

目標値に達しなかったが、妊娠
届出面接、電話、訪問から、母
子保健や育児に関する相談対
応を行った。産後ケア事業の情
報提供を行うなど、妊産婦に寄り
添う支援を実施した。
今後もさらなる支援の拡充に努
める。

R4年度に改善した点

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
11,110千円

①不妊・不育症検査の申請
件数

②不妊治療の申請件数

申請件数（合計）

子どもを望む夫婦が早期に検査を受け、必要に
応じて適切な治療を開始することが出来るよう費
用の一部を助成し、費用負担の軽減を図ること
が、当該事業の目的となっていることから、申請
件数を指標とする。

引き続き、新型コロナウイルス感染症拡大
の影響を鑑み、郵送でも申請出来ることを
市ホームページで周知した。
不妊検査等助成事業のチラシを、市内産
科医療機関等へ送付し、配架を依頼した。

R4決算額（見
込み） 10 人や国の不平等をなく

そう
7,333千円

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①　138件

②　　41件

R4目標 R4実績

埼玉県の少子化対策である「ウェルカムベ
イビープロジェクト」事業の一環として実施
していることから、今後も、県と連携を図り
ながら、事業を推進する。

16 平和と公正をすべての
人に

子どもを望む夫婦に対し、
その検査・治療の負担軽
減を図り、前向きに生活で
きるよう支援した。

会年職
員等

0.5人

R5目標

Ｓ

年度途中から屈折検査(スポット
ビジョンスクリ－ナ－)を開始。専
門職(保健師・看護師)が検査を
行うことで円滑に実施することが
できた。屈折検査(スポットビジョ
ンスクリ－ナ－)で要精密検査と
判定された児は、医師から紹介
状を発行し、眼科医療機関(市内
13箇所)の受診に繋げた。

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を

R3その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

100.0%

屈折検査(スポットビジョンスクリ－ナ－)の
開始にあたり、他市を視察し、屈折機器の
適切な使用方法、健康診査の流れ等を確
認して実施した。さらに屈折検査(スポット
ビジョンスクリ－ナ－)に従事する専門職
(保健師・看護師)への研修会を開催し、ス
キルの向上を図った。

10 人や国の不平等をなく
そう

55,336千円

R3その他職員
従事割合 16 平和と公正をすべての

人に

会年職
員等

1.25 人

― ―

目標達成済

C

視力や脳の発達途中にあ
る幼児やその保護者から
視力に関する聴取時間の
短縮となった。簡易で効果
的な検査の実施を行い屈
折異常の発見に繋げた。

会年職
員等

1.25 人

目標値に達しなかったが、不妊
治療の高額な医療費負担（自由
診療）が、保険適用となったこと
から、費用の軽減が図られたた
めと考える。今後も、不妊検査等
の費用助成を行うことで負担軽
減を図り、少子化社会対策に資
するよう努める。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①1,678人

②1,670人

③148人

R4目標 R4実績

眼科医療機関(市内13箇所)と連携を図り
ながら、要精密検査と判定された児を確実
に受診に繋げるよう努める。

R4その他職員
従事割合

95.0% 99.5%

R4決算額（見
込み）

会年職
員等

0.5人

240件 259件

令和４年４月から不妊治療が保険適用となった
ため、申請件数が減ったと考える。

52,471千円
①3歳児健康診査受診者数

②3歳児健康診査屈折検査・
視力検査の実施者数

③精密検査紹介状発行数

屈折検査(スポットビジョンスクリ－ナ－)及び視
力検査実施率
(※屈折検査機器導入したR5.7月～R6.3月末)

家庭での視力検査や問診からの聴取では視覚異常
検出には限界があることから、屈折検査(スポットビ
ジョンスクリ－ナ－)を導入した。視力検査と屈折検査
を併用する事で視覚異常検出の精度の向上を図れる
ことから屈折検査(スポットビジョンスクリ－ナ－)及び
視力検査実施率を指標とする。

R5目標

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

210件

R4その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標

83.0%

285件 179件

会年職
員等

4 人

83.0% 84.1%

新型コロナウィルス感染症の影響もあり、保護者
が孤立感を抱えながら育児をしている背景があ
る。
妊娠期から子育て期にわたるまで切れ目ない支
援ができるよう、助産師・保健師等専門職による
妊娠届出面接の充実（相談窓口の周知、個々の
状況に応じた相談支援、産後ケア事業に関する
情報提供）が必要だと考える。

312

健康
づくり
支援
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

優先 自治事務

妊娠・出産つづけて
サポート事業

根拠法令

子ども・子育て支援法、母子保健医療対策総合支
援事業実施要綱（国）

事業の目的及び具体的な内容

核家族化や地域のつながりの希薄化等により、地
域で出産、子育てを担う母親の育児負担が増えて
いることから、妊娠期から子育て期にわたるまでの
母子保健や育児に関する様々な相談に円滑に対
応する。
①専門相談員を配置し、電話、窓口、面接、訪問に
よる相談対応、②マタニティコール、③母乳相談、
④妊婦サロンの実施、⑤産後ケア利用時の面接

期間

H28

312

健康
づくり
支援
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

優先 自治事務

不妊検査・治療費等
助成事業

根拠法令

埼玉県早期不妊検査費・不育症検査費助成事業実施要
綱、埼玉県早期不妊治療費助成事業実施要綱等

事業の目的及び具体的な内容

晩婚化が進む中で、不妊の問題は一層深刻となっ
ていることから、子どもを望む夫婦に対し早期の不
妊検査及び治療に要する費用の一部を助成するこ
とにより、経済的負担の軽減を図るものである。
不妊検査費等については、検査に係る費用に対し
て2万円を上限とし1回助成する。早期不妊治療助
成は、埼玉県不妊治療費助成事業の初回助成の
対象となった特定不妊治療に係る費用に対して、県
の支給決定額を除いた金額の10万円を上限とし1
回助成する。なお、令和４年４月から不妊治療の保
険適用に伴い、不妊治療費助成事業は終了した
が、治療計画に支障が生じないよう、年度をまたぐ1
回の治療について、経過措置として助成金の対象
となっている。

期間

H29

312

健康
づくり
支援
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

- 自治事務

乳幼児健康診査事
業

根拠法令

母子保健法第１２条、第１３条

事業の目的及び具体的な内容

乳幼児健康診査は、4か月児・10か月児は個別健
康診査、1歳6か月児・3歳児は集団健康診査として
実施している。本事業は、子どもの疾病や成長・発
達の異常を早期に発見し、適切な指導を行い、か
つ子どもが健全に育つための生育環境を整え、子
育てに伴うストレスの軽減や虐待の早期発見・予防
を図るために実施している。また3歳児健康診査で
は、視機能は3歳までに急速に発達し6～8歳頃に
完成することから視力検査と屈折検査を併用し弱
視等を早期に発見し精密検査や治療に繋げてい
る。

期間

S40

75/176



SDGsへの貢献
(最大3つ)計画

コード 所属
名称

活動実績(R4)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト
会
計

事業自体が貢献する項目

R3予算現額 項目名

―

R4予算現額

885千円

R3正規職員
人件費

― 実績

― どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.59 人 評価者

～ 4,721千円 健康づくり支援課長　岩雲　美香

R3予算現額 項目名

―

R4予算現額

11,561千円

R3正規職員
人件費

― 実績

― どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.60 人 評価者

～ 4,801千円 健康づくり支援課長　岩雲　美香

R3予算現額 項目名

―

R4予算現額

26,416千円

R3正規職員
人件費

― 実績

― どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.40 人 評価者

～ 3,201千円 健康づくり支援課長　岩雲　美香

目標値には達していないが、産
後ケア事業（デイサービス型）を
新たに開始し事業の充実を図
り、産婦に寄り添う支援の拡充を
図った。

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
―

①産後ケア（デイサービス型）
支援年間利用日数（年間延
べ人数）

妊娠・出産について満足している親の割合
（妊娠・出産つづけてサポート事業に関連する事
業のため指標を揃えた）

４か月児健康診査票から「健やか親子２１（第２
次）」計画の乳幼児健康診査におけるアンケート
調査項目を設定。
※「産後、退院してからの１か月程度、助産師や
保健師等からの指導・ケアは十分に受けること
はできましたか」の質問に「はい」と回答した数÷
４か月児健康診査受診者数

従来の宿泊型に加え、新たにデイサービ
ス型の産後ケアを開始した。

R4決算額（見
込み） 10 人や国の不平等をなく

そう
356千円

11 住み続けられるまちづ
くりを

83.0%

R3その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

会年職
員等

―

― ―

新型コロナウィルス感染症の影響もあり、保護者
が孤立感を抱えながら育児をしている背景があ
る。
妊娠期から子育て期にわたるまで切れ目ない支
援ができるよう、助産師・保健師等専門職による
届出面接の充実（相談窓口の周知、個々の状況
に応じた相談支援、産後ケア事業に関する情報
提供）が必要だと考える。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①52日(延べ38人)

R4目標 R4実績

デイサービス型の実施施設は市外1施設
のため、市民の利用促進のため市内の実
施施設の開設について検討する。

R4その他職員
従事割合

83.5% 82.3%
身体的・心理的なケアを必
要とする母親の身体的回
復と心理的安定を図るよう
に努めた。

会年職
員等

1.0 人

R5目標

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
―

①契約医療機関における助
成券使用件数

②①以外（償還払い）対象件
数

産婦健康診査実施率
（①+②）÷年度妊娠届出数

費用の一部を助成し経済的負担軽減を図り、妊娠期
から子育て期にわたる切れ目のない支援をすること
が目的のため産婦健康診査実施率を指標とする。

事業についてのホームページの内容や産
婦健康診査助成券を追加で送付した方へ
のご案内を分かりやすくするなど工夫し
た。

16 平和と公正をすべての
人に

R4その他職員
従事割合

― ―

関係部署と連携しながら、
事業を進めた。会年職

員等
0 人

R5目標

8,322千円

R3その他職員
従事割合 11 住み続けられるまちづ

くりを

会年職
員等

―

― ―

産婦健康診査の助成に対しては「こころの健康
チェック」が必須となるが、これを実施していない
医療機関もあることや申請期限が出産後1年以
内のため、年度をまたいで申請する世帯もある
未達成となった。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①1,570件

②    98件

A

0人

R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

2，400件

R5目標

ー

令和5年4月１日からの伴走型相
談支援の開始に向け、令和４年
度から着実に準備作業を進める
ことが出来た。事業予算につい
ては、令和５年度に繰り越した。
今後も、伴走型相談支援の充実
を目指し、取り組みを進めてい
く。

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
―

①妊娠届出時の相談件数 相談件数

妊娠期から出産・子育てまで一貫して身近で相談に
応じ、様々なニーズに即した必要な支援につなぐ伴走
型相談支援の充実を図るものであることから、相談件
数を指標とする。

初年度であったことから、国県等からの情
報収集、他市町村の動向を注視した。

R4決算額（見
込み）

16 平和と公正をすべての
人に令和５年度へ

繰越

R3その他職員
従事割合 17 パートナーシップで目

標を達成しよう

会年職
員等

―

― ―

令和５年度より事業開始

B

目標値に達しなかったが、健康
診査費用の負担軽減を図ること
で多くの産婦が受診し、早期発
見により適切なフォローにつなげ
られるよう努めている。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①令和５年度より事業開始

R4目標

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

対象者が漏れなく受診できるように今後も
面接や訪問時に勧奨するとともに、ホーム
ページ等広報の充実を図り周知する。

R4その他職員
従事割合

対象者の経済的負担を軽
減し、適切な支援へつなぐ
よう貢献した。

R4実績

全ての妊婦・子育て世帯が安心して出産・
子育てできるよう、妊娠期から出産・子育
てまで一貫して身近で相談に応じる伴走
型相談支援の充実に取り組んでいく。

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

100.0%

100.0% 81.8%

会年職
員等

R3目標

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

R4目標 R4実績

R4決算額（見
込み）

312

健康
づくり
支援
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

- 自治事務

産後ケア事業（デイ
サービス型）

根拠法令

母子保健法第十七条の二、母子保健医療対策総合支援
事業実施要綱（国）、所沢市産後ケア事業実施要綱

事業の目的及び具体的な内容

出産後1年までの母子に対し、ケアを必要とする母
親の身体的回復と心理的安定を図り、安心して過
ごせるよう、デイサービスを通じて支援の拡充を図
るもの。
基本利用額の7割分を公費負担し、利用回数7回を
上限として助成する。

期間

R4

312

健康
づくり
支援
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

- 自治事務

産婦健康診査助成
事業

根拠法令

母子保健法第13条

事業の目的及び具体的な内容

産後うつの予防や新生児への虐待予防等を図る観
点から費用を助成し、産後の初期段階における母
子に対する支援を強化し、妊娠期から子育て期に
わたる切れ目のない支援の充実を図るもの。
・助成対象者：所沢市に住民登録がある産婦
・助成額：5,000円（上限）
・助成回数：産婦１人につき１回
・対象となる健康診査：出産から概ね１か月後の産
婦健康診査期間

R4

312

健康
づくり
支援
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

最優先 自治事務

出産・子育て応援事
業（伴走型相談支
援）

根拠法令

伴走型相談支援及び出産・子育て応援給付金の一体的
実施事業実施要綱（国）、埼玉県伴走型相談支援及び出
産・子育て応援給付金の一体的実施事業実施要綱、所
沢市出産・子育て応援事業実施要綱

事業の目的及び具体的な内容

全ての妊婦・子育て世帯が安心して出産・子育てで
きるよう、妊娠期から出産・子育てまで一貫して身
近で相談に応じる伴走型相談支援の充実を図ると
ともに、妊娠の届出や出生の届出を行った妊婦・子
育て世帯等に対して、出産育児関連用品の購入等
の負担軽減を図るための経済的支援を一体的に実
施するものである。
　このうち本事業は、妊娠期から出産・子育てまで
一貫して身近で相談に応じ、様々なニーズに即した
必要な支援につなぐ伴走型相談支援の充実を図る
ものである。

期間

R4

76/176



SDGsへの貢献
(最大3つ)計画

コード 所属
名称

活動実績(R4)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト
会
計

事業自体が貢献する項目

R3予算現額 項目名

―

R4予算現額

1,904千円

R3正規職員
人件費

― 実績

― どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.32 人 評価者

～ 2,561千円 健康づくり支援課長　岩雲　美香

R3予算現額 項目名

1,032,561千円

R4予算現額

1,192,288千円

R3正規職員
人件費

1.85 人 実績

14,763千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

1.98 人 評価者

～ 15,844千円 健康管理課長　松井　優子

R3予算現額 項目名

3,257,296千円

R4予算現額

3,327,292千円

R3正規職員
人件費

20.91 人 実績

166,862千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

8.40 人 評価者

～ 67,217千円 健康管理課長　松井　優子

目標値に達しなかったが、市内
の歯科医療機関でフッ化物塗布
を実施することにより、かかりつ
け歯科医を持つことに繋げられ
ている。今後も、定期的な歯科健
診の受診を促し、市民の生涯を
通じた口腔の健康の保持・増進
を目指していく。

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
―

①３歳児フッ化物塗布件数
塗布件数

定期的な歯科健診の受診を促し、市民の生涯を通じ
た口腔の健康の保持・増進を目指すことが当該事業
の目的となっていることから、塗布件数を指標とする。

初年度であったことから、3歳児健康診査
の際に、塗布券のほかチラシなどを同封し
受診を促した。協力歯科医療機関へポス
ターの掲示を依頼した。

R4決算額（見
込み） 10 人や国の不平等をなく

そう
543千円

16 平和と公正をすべての
人に

会年職
員等

―

― ―

目標達成に向けて努力したが、初年度ということ
もあり実績が伸びなかった。また、新型コロナウ
イルス感染症の影響で、受診を控えたと考える。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

3歳児健康診査において
虫歯のなかった児を対象
にしていたが、3歳児健康
診査受診者全員に拡大し
た。

会年職
員等

0.4人

R5目標

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
891,525千円

①小児予防接種接種者数

②成人予防接種接種者数

小児予防接種接種率
（延べ接種者数62,714人÷対象者数64,647人）

感染症の発生・まん延を防止するためには市民
の免疫レベルを高い水準に保つ必要があること
から、予防接種の周知・勧奨を確実に行うことに
より、１００％に近い接種率を維持していくことを
目標とする。

日本脳炎ワクチンの供給不足が解消さ
れ、昨年度接種できなかった方が、接種す
ることができた。
ＨＰＶワクチンの積極的勧奨が再開され、
６月に中学１年生から中学３年生になる女
子に予診票を送付した。

R4決算額（見
込み）

941,059千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

１人

100.0% 91.3%
事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

C

R4実績

歯科医療機関と連携しながら、ポスター掲
示、ほっとメールなどを活用し事業を周知
するとともに、受診勧奨に取り組む。

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

集団接種会場の運営を専門事業者に委
託することにより、効率的に接種を進める
ことができた。

R4決算額（見
込み）

2,157,843千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

3人

希望される方が安心安全に接種できるよ
うに広報、ホームページで周知を行い、引
き続き接種体制を整えていく。

R4その他職員
従事割合

70.0% 50.9%

感染症の罹患や重症化す
るリスクを低下させた。会年職

員等
0人

R5目標

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①278,157人
②276,495人
③230,860人
④91,568人
⑤159,770人

B

成果指標の目標値は下回った
が、度重なる制度変更にも対応
し、接種を希望する方が接種で
きる体制整備を行い、接種を実
施することができた。

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
2,783,549千円

①従来型1回目接種
②従来型2回目接種
③従来型3回目接種
④従来型4回目接種
⑤オミクロン株対応型接種

新型コロナウイルスワクチン接種率
（オミクロン株対応型接種者数159,770人÷対象
者数313,322人）

指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績

100.0%

R4目標 R4実績

今後も国や県の動向を踏まえながら、感
染症の発生・まん延を防止すべく、継続し
て事業を実施していく。

R4その他職員
従事割合

予防接種の高い接種率を
維持することで、市民の免
疫レベルを高水準に保っ
ている。

会年職
員等

１人

R5目標

Ａ

成果指標の目標値をほぼ達成
することができており、事業の目
的である感染症の発生・まん延
防止は図られていると考える。
今後は、高い接種率を維持しな
がら事業の目的を達することが
できるよう、引き続き確実な周知
と適切な勧奨に努めていく。

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

1，500件

100.0% 97.0%

R3その他職員
従事割合

70.0% 82.5%

高齢者については接種を希望される方が比較的
多くみられたが、若年層の接種が進まず、接種
数が見込みを下回ったため。

350件

二種混合ワクチンの接種率が69.8%となり、昨年
度実績（81.6％）を大きく下回ったこと、ＨＰＶワク
チンの積極的勧奨が再開されたものの、接種率
が41.0％となったことが目標値の達成に至らな
かった要因と考える。

①62,714人

②51,614人

R4その他職員
従事割合

1,506件

R4目標 R4実績

①　350件

R4目標

R3決算額

対象者のうち接種を希望される方（約70％を想定）が
接種できる体制の整備を行い、接種を実施することを
目的としているため、年度末現在の平均接種率を指
標とする。
※R3実績は初回接種（1回目、2回目）完了者の接種
率
※R4実績はオミクロン株対応型接種完了者の接種率

R4目標値が未達成の理由・分析

50.0%

314

健康
づくり
支援
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

- 自治事務

３歳児フッ化物塗布
委託事業

根拠法令

母子保健法

事業の目的及び具体的な内容

3歳児健康診査において虫歯のなかった児を対象
に、後日、改めて保健センターへ来所のうえフッ化
物塗布を実施していたが、指定日に来所することが
難しいなどの理由により、予約者・受診者とも減少
傾向にあった。
このため、対象者を3歳児健康診査受診者全員に
拡大し、個々の予定に合わせ、近くの歯科医院で
実施できるよう個別方式に変更した。
市内歯科医院でフッ化物塗布を実施することによ
り、幼児期からかかりつけ歯科医を持つことにつな
げ、更にその保護者も一緒に定期的な歯科健診の
受診を促し、市民の生涯を通じた口腔の健康の保
持・増進を目指すものである。

期間

R4

321
健康
管理
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

優先 自治事務

各種予防接種事業

根拠法令

予防接種法

事業の目的及び具体的な内容

各種予防接種を実施することで、市民の免疫レベ
ルを高い水準に保ち、感染症の発生・まん延を防
止する。
【種類】
（小児）ヒブ、小児用肺炎球菌、Ｂ型肝炎、四種混
合、不活化ポリオ、ＢＣＧ、麻しん風しん混合、麻し
ん、風しん、水痘、日本脳炎、二種混合、ＨＰＶ
（キャッチアップ接種を除く）、ロタウイルス
（成人）男性の風しん、高齢者インフルエンザ、成人
用肺炎球菌

期間

S23

321
健康
管理
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

優先 自治事務

新型コロナウイルス
ワクチン接種事業

根拠法令

予防接種法、新型コロナウイルスワクチン接種体制
確保事業実施要綱（国）

事業の目的及び具体的な内容

新型コロナウイルスワクチン接種を希望する方が、
安心安全に接種できる体制整備・接種を実施する
ものである。

期間

R2

77/176



SDGsへの貢献
(最大3つ)計画

コード 所属
名称

活動実績(R4)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト
会
計

事業自体が貢献する項目

R3予算現額 項目名

0千円

R4予算現額

371,593千円

R3正規職員
人件費

0.00 人 実績

0千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

1.23 人 評価者

～ 9,842千円 健康管理課長　松井　優子

R3予算現額 項目名

257,081千円

R4予算現額

253,234千円

R3正規職員
人件費

2.14 人 実績

17,077千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

2.90 人 評価者

～ 23,206千円 健康管理課長　松井　優子

R3予算現額 項目名

6,142千円

R4予算現額

6,920千円

R3正規職員
人件費

6.49 人 実績

51,790千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

6.52 人 評価者

～ 52,173千円 健康管理課長　　松井　優子

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①1,564人

②83人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①44,862人

②38,393人

③3,285人

R4目標

C

接種率は目標を下回ったが、
キャッチアップ接種の対象者へ
個別にお知らせを送付し、ＨＰＶ
ワクチンの制度のほか、ＨＰＶワ
クチンの効果やリスク等につい
て周知を行った。

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
0千円

①キャッチアップ接種接種者
数

②任意接種費用助成申請者
数

キャッチアップ接種接種率
（延べ接種者数1,564人÷令和4年4月時点未接
種者数34,401人）

キャッチアップ接種の接種者数について、接種後の副
反応に対する懸念を持つ方や定期接種の年齢を超え
て接種を行うことに慎重になる方がいることを想定し
て、令和4年4月時点未接種者の５０％の方が３回接
種することを令和4年度の目標とした。

ＨＰＶワクチンキャッチアップ接種に伴い、
定期接種実施要領の一部改正が行われ
たため、医療機関へ情報提供を行った。

R4決算額（見
込み）

32,348千円

会年職
員等

０人

①延相談件数10,182件
来所相談８６５件　訪問支援
1,078件　電話相談8,060件
メール相談179件
②延参加人数　3,099人
こころの健康講座 251人参加
こころの美術展　2,848人参加
③延利用者数　17人
　　　利用日数　62日間

R4目標 R4実績

高齢者やこども、生活困窮分野からの精
神保健ニーズに対応するため、相談担当
職員の相談技術向上を図る。

R4その他職員
従事割合

9,000件 10,182件

R4目標 R4実績

接種後の副反応に対する懸念を持つ方や
定期接種の年齢を超えて接種を行うこと
に慎重になる方が、安心して接種をできる
ように、ホームページ等で適切な情報提供
に努める。

R4その他職員
従事割合

50.0% 4.5%

感染症の発生・予防に努
めた。会年職

員等
0人

R5目標

10.0%

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
237,189千円

①延べ申込者数（前立腺がん
検診を除く）
②延べ受診者数（前立腺がん
検診を除く）
③前立腺がん検診受診者数

大腸がん検診受診率

（受診者数÷対象者数×100＝受診率）
（受診者：17,720人、対象者：218,571人）

早期発見・早期治療により、がんによる市民の
死亡の減少を図ることが目的であるため、性別
に関係なく、また、保健センター及び市内協力医
療機関のどちらでも受診できる大腸がん検診を
指標とする。

広報ところざわ3月号でがん検診の特集記
事を掲載し、がん検診の定期・継続受診
の重要性の周知啓発を図った。
バス検診において、抽選による落選者を
極力減らすよう、検査バスの台数を増や
すなど受け入れ人数の拡大を図った。

R4決算額（見
込み）

225,393千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

R4実績

今後も、受診しやすい環境の整備、受診
勧奨の対象や通知の時期、受けたくなる
ような勧奨の内容等を工夫し、受診率のさ
らなる向上に努めていく。

R4その他職員
従事割合

対象年齢の市民に、市の
補助を受け、安価でがん
検診を受診する機会を提
供している。

会年職
員等

3人

3 すべての人に健康と福
祉を

5,223千円 ①精神保健福祉士による相
談件数

②こころの健康講座及びここ
ろの美術展の参加人数

③精神障害者等一時宿泊事
業の延利用者数及び利用日
数

精神保健福祉士による延べ相談件数

精神障害の早期発見、治療、社会復帰及び社会経済
活動への参加の促進を図ることが精神保健相談の目
的であるため、精神保健福祉士の相談件数を指標と
した。

精神保健相談が煩雑にならないよう職員
間の情報共有を重視した。また経験の浅
い職員が1人で困難ケースを抱え込むこと
がないように意識して対応した。

R4決算額（見
込み）

5,604千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

8,200件 10,437件

目標達成済

A

大腸がん検診の受診者数は、平
成29年度以降微増傾向で、令和
元年度に16,788人となったが、新
型コロナウイルス感染症の影響
により令和2年度は16,170人まで
減少した。その後令和3年度は
17,657人に増加し、令和4年度は
17,720人とわずかではあるが増
加が継続しているため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

相談者の課題解決に向け
相談支援をおこない、社会
参加ができるよう努めた。会年職

員等
0人

R5目標

9,500件

S

精神保健相談件数は、10,182件
（来所相談865件、訪問支援
1,078件、電話8,060件、メール
179件）だった。
来所する相談者の状況に合わ
せ平日夜間及び休日にも対応
し、関係機関等との連携を重視
しながら、問題解決に向け支援
を進めた。

R4年度に改善した点

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析
R3その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

8.5%

8.4% 8.1%

R5目標

5人

8.3% 8.1%

新型コロナウイルス感染症の影響により、令和2
年度に16,170人（受診率7.5％）となった受診者
数・受診率は、令和4年度には17,720人（8.1％）
まで向上したが、目標値にまでは至らなかった。

接種後の副反応に対する懸念を持つ方や定期
接種の年齢を超えて接種を行うことに慎重にな
る方が、想定以上に多くいたものと考えられる。

321
健康
管理
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

最優先 自治事務

各種予防接種事業
（HPVワクチンキャッ
チアップ接種）

根拠法令

予防接種法、予防接種法施行令

事業の目的及び具体的な内容

ＨＰＶワクチン（子宮頸がん予防ワクチン）の積極的
勧奨の差控えによって接種機会を逃した方に対し
て、令和4年4月1日から令和７年３月３１日までの期
間で定期接種の対象年齢を超える接種（キャッチ
アップ接種）を実施する。また、定期接種の機会を
逃し、任意接種として自費でＨＰＶワクチンを接種し
た方に対する費用助成を実施する。

期間

R4 R6

323
健康
管理
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

優先 自治事務

がん検診事業

根拠法令

健康増進法

事業の目的及び具体的な内容

がん検診を実施することにより、がんの早期発見と
早期治療につなげ、市民のがんによる死亡の減少
を図る。
【検診の種類と対象】
胃・肺・大腸がん検診は40歳以上の男女、乳がん
検診は40歳以上の女性、子宮頸がん検診は20歳
以上の女性、前立腺がん検診は50歳から80歳まで
の５歳刻みの男性

期間

S58

324
健康
管理
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

精神保健事業

根拠法令

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律

事業の目的及び具体的な内容

精神保健相談については、来所、訪問、電話及び
メール等により行い、必要に応じて専門医による相
談を実施する。精神障害の早期発見、早期治療と
治療の継続等、社会復帰に向けた総合的な支援を
行う。また精神保健福祉に関する知識の普及啓発
を実施する。

期間

H14

78/176



SDGsへの貢献
(最大3つ)計画

コード 所属
名称

活動実績(R4)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト
会
計

事業自体が貢献する項目

R3予算現額 項目名

1,074千円

R4予算現額

1,071千円

R3正規職員
人件費

0.62 人 実績

4,948千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.91 人 評価者

～ 7,282千円 健康管理課長　　松井　優子

R3予算現額 項目名

2,998千円

R4予算現額

3,105千円

R3正規職員
人件費

0.38 人 実績

3,032千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.25 人 評価者

～ 2,001千円 保健医療課長　　河西秀樹

R3予算現額 項目名

16,035千円

R4予算現額

16,035千円

R3正規職員
人件費

0.43 人 実績

3,431千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.25 人 評価者

～ 2,001千円 保健医療課長　　河西秀樹

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①6回実施　80人参加

②12回実施　31人

R4目標 R4実績

悩みを抱える高校生だけでなく、心配して
いる家族からの問い合わせも多く、相談に
つながっていない潜在的なニーズが見込
まれる。今後においても本事業を通し思春
期精神保健のニーズ把握に努めていきた
いと考えている。

R4その他職員
従事割合

31人

思春期の心性に配慮し、学校と
の連携や保護者自身に対しても
継続した支援を行うなど、相談者
の世帯状況を勘案し、問題解決
に向け切れ目のない細やかな相
談支援を実施した。

Ａ

本事業は、平日夜間、祝休日の
昼間・夜間、すべての日の小児
の第２次救急医療体制の確保を
目的としており、現在すべての休
日、祝日及び年末年始で実施さ
れている。今後も引き続き所沢
地区（所沢市、狭山市、入間市）
３市で連携し、事業が円滑に推
進できるよう努めていく。

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
1,064千円

①自死遺族支援「わかちあい
の会」の運営

②思春期こころの健康相談事
業

思春期こころの健康相談事業
「生きるを支える所沢市行動計画」（自殺対策計画）に
基づく施策のうち「思春期こころの健康相談事業」の
相談者数を指標とした。

相談の予約枠から漏れてしまった方への
対応や、相談者だけではなく、その家族に
対しても支援するなど、世帯全体に配慮し
た支援を行った。

R4決算額（見
込み）

1,015千円

会年職
員等

0人

31人 37人

目標達成済

R４年度に改善した点

16,035千円

①診療計画日数

②診療実績日数

診療実施率
診療実施日数　÷　診療計画日数

本事業は、一般の医療機関が診療を行っていな
い休日・祝日及び年末年始における初期救急患
者に対する医療体制の確保が目的であることか
ら、診療実施率を指標とした。

引き続き、安定的な事業の実施継続に向
けて、所沢市医師会と連携し、在宅当番医
から協力を得た。

R4決算額（見
込み）

相談者の精神的不調や家
庭環境の把握に努め、学
校等との連携を図りなが
ら、社会参加できるよう相
談支援を実施した。

会年職
員等

0人

R5目標

S

R4年度に改善した点
３．すべての人に健康と福

祉を
2,911千円

①診療目標日数（平日夜間、
日曜昼・夜間、祝休日昼・夜
間）

②診療実施日数

小児科救急医療病院群輪番制実施率
診療実施日数　÷　診療目標日数

本事業は、平日夜間、祝休日の昼間・夜間、す
べての日の小児の第２次救急医療体制の確保
を目的としていることから診療実施率を指標とし
ている。

これまで担当医不在となっていた時間帯
等が以下のとおり整備され、全ての曜日、
時間帯が埋まった。
【曜日（時間帯）】
第1・第3日曜日（夜間）
【開始日】
令和4年8月1日～

R4決算額（見
込み）

3,065千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

100.0% 100.0%
事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①429日

②429日
所沢地区における、小児
の休日及び夜間の診療の
確保

R3その他職員
従事割合

15,964千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

本事業は、初期救急医療体制の整備を図
る上では必要不可欠であるため、継続し
て実施できるよう、所沢市医師会との連携
の強化に努めている。

R4その他職員
従事割合

100.0% 100.0%

祝休日及び年末年始の初
期救急医療の確保会年職

員等
0人

R5目標

A

本事業は、一般の医療機関が診
療を行っていない、休日、祝日及
び年末年始における初期救急医
療体制の確保を目的としており、
現在、すべての休日、祝日、及
び年末年始で実施されている。
今後も引き続き、事業委託先で
ある所沢市医師会と連携強化を
図り、事業を継続していく。

３．すべての人に健康と福
祉を

R3決算額

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①72日

②72日

R4目標

100.0%

R4目標 R4実績

本事業は、第２次救急医療体制の整備を
図る上では必要不可欠であるため、継続
して実施できるよう、所沢市、狭山市、入
間市、３市で連携を強化していく必要があ
る。

R4その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

R5目標

100.0% 100.0%

目標達成済

31人

R4実績

目標達成済

指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

32人

100.0% 100.0%

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

100.0%

324
健康
管理
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

自殺防止対策にか
かる啓発事業

根拠法令

自殺対策基本法
精神保健及び精神障害者福祉に関する法律

事業の目的及び具体的な内容

自殺対策基本法の基本理念には、自殺が個人的
な問題としてのみとらえられるべきものではなく、そ
の背景には様々な社会的な要因があることを踏ま
え、その対策が社会的な取組として実施されなけれ
ばならないとされている。
　本市においてもその趣旨を踏まえ相談や普及啓
発等の自殺防止対策を実施する。

期間

H21

331
保健
医療
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

優先 自治事務

小児科救急医療病
院群輪番制事業

根拠法令

所沢地区小児科救急医療病院群輪番制病院運営費補助に関す
る協定書、埼玉県小児救急医療施設運営費補助金交付要綱

事業の目的及び具体的な内容

夜間（月から土曜日）及び休日・祝日の小児の第二
次救急医療を確保するため、所沢市、狭山市、入
間市において、３市及び協力医療機関（４病院）に
よる協定書に基づき、輪番制で第二次救急医療体
制の整備を図るものである。

期間

H12

331
保健
医療
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

在宅当番医制実施
事業

根拠法令

埼玉県地域保健医療計画

事業の目的及び具体的な内容

一般の医療機関が診療を行っていない休日・祝日
及び年末年始において、初期救急患者の医療体制
を確保するため、所沢市医師会との委託契約によ
り、市内の医療機関が輪番制で診療を実施するも
のである。

期間

S59

79/176



SDGsへの貢献
(最大3つ)計画

コード 所属
名称

活動実績(R4)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト
会
計

事業自体が貢献する項目

R3予算現額 項目名

31,045千円

R4予算現額

31,045千円

R3正規職員
人件費

0.48 人 実績

3,830千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.25 人 評価者

～ 2,001千円 保健医療課長　　河西秀樹

R3予算現額 項目名

58,840千円

R4予算現額

52,710千円

R3正規職員
人件費

0.35 人 実績

2,793千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.52 人 評価者

～ 4,161千円 保健医療課長　　河西秀樹

R3予算現額 項目名

541,334千円

R4予算現額

560,676千円

R3正規職員
人件費

9.90 人 実績

79,002千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

10.50 人 評価者

～ 84,021千円 総務課長　粕谷　憲之

A

本事業では、夜間、休日・祝日及
び年末年始、すべての日におい
て第２次救急医療体制が確保さ
れている。今後も引き続き、所沢
地区（所沢市、狭山市、入間市）
３市で連携し、事業が円滑に推
進できるよう努めていく。

R４年度に改善した点
３．すべての人に健康と福

祉を
31,045千円

①診療計画日数
夜間（365日）+祝日・休日昼
間（72日）

②診療実績日数

診療実施率
診療実施日数　÷　診療計画日数

本事業は、夜間及び休日・祝日、年末年始の第
２次救急医療体制を確保することが目的である
ため、診療実施率を指標とした。

引き続き、安定的な事業の実施継続に向
けて、所沢市、狭山市、入間市で連携を図
るとともに情報共有に努めた。

R4決算額（見
込み）

31,045千円

会年職
員等

0人

100.0% 100.0%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①437日

②437日

R4目標 R4実績

本事業は、第２次救急医療体制の整備を
図る上では必要不可欠であるため、継続
して実施できるよう、所沢市、狭山市、入
間市、３市で連携を強化していく必要があ
る。

R4その他職員
従事割合

100.0% 100.0%

所沢地区における、祝休
日及び夜間の第2次救急
医療の確保会年職

員等
0人

R5目標

R3決算額

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
58,795千円

①在宅要介護高齢者歯科診
療
    診療日数
②障害児者歯科診療
    診療日数
③休日緊急歯科診療
    診療日数

所沢市歯科診療所あおぞらの障害児者の診療
実績（単位：人）

障害児者の歯科診療が市の役割として期待され
ており、これを充実させるため、受診できる最大
受診者数を指標とする。

昨年度に引き続き、消毒の徹底や診療間
隔を従来より長く取り、患者間の接触を減
らすなど、新型コロナウイルスの感染拡大
防止に努めながら、年間を通して診療を
行った。

R4決算額（見
込み）

52,521千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

850 689

歯科診療所あおぞらにの障害児者の診療につ
いては、通所施設における新型コロナウイルス
の蔓延により、利用者が受診できなかったこと、
また、感染症対策として、消毒の徹底及び患者
間の接触を減らすために、診療間隔を従来より
長く取っていることから受診者数が伸びず、目標
値に達しなかった。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①63日

②100日

③66日

R4目標 R4実績

引き続き、感染症対策を徹底しながら診察
を実施するとともに、施設・診療の周知に
努め、指定管理者である所沢市歯科医師
会と連携し、利用者が安心かつ利用しや
すい診療体制の充実に努めていく。

R4その他職員
従事割合

一般の歯科診療所での診
療が困難な患者への歯科
診療体制及び休日緊急歯
科診療体制の確保

会年職
員等

0人

3 すべての人に健康と福
祉を

492,511千円

①内科外来診療患者数
（二次救急含む）

②診療日数

１日の内科外来診療患者数（二次救急含む）
（内科外来患者数／診療日数）

公的医療機関として、地域における医療提供体制の
充実を図ることを目標とし、信頼して受診いただける
受診環境の整備に努めていることから、内科外来の
診療患者数を指標とする。

全自動遺伝子解析装置を導入し、発熱外
来におけるPCR検査体制を強化した。これ
により、検査結果判明までの時間を短縮
することが可能となった。

R4決算額（見
込み）

434,147千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

23.6人

80人 75人

内科外来診療においては、発熱外来患者の増
加を受けて、過去4年と比較して、最も患者数が
多くなったが、二次救急患者が令和元年度の患
者数に及ばず、目標達成ができなかった。

Ｂ

診察にあたっては、新型コロナウ
イルス感染症の感染拡大防止対
策として、診療間隔を長く取った
ことにより、患者数が制限された
ことから、目標値は達成できな
かったものの、感染者が発生す
ることもなく、診療を継続できた。
今後も、一般の歯科診療所で診
療が困難な患者に対する歯科診
療体制及び休日緊急歯科診療
体制を確保し、歯科診療事業を
継続していく。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①19,057人

②247日

R4目標 R4実績

５類以降後も新型コロナウイルス感染症
対策を維持しつつ、医療職の確保に取り
組み、安定的な患者の受入れを目指す。

R4その他職員
従事割合

91人 77人
地域における医療提供体
制の充実を図り、良質な
医療の効率的・継続的な
提供に努めた。

会年職
員等

22.5

R5目標

91人

B

令和３年度に引き続き、通常の
外来診療と並行し、発熱外来を
実施した。発熱外来においては、
令和２年度、令和３年度よりも検
査数、陽性率ともに増加してお
り、医療従事者が感染する可能
性もある中、限られた医療体制
で、診療体制を維持した。

R4年度に改善した点

850

850 661

R5目標

指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

100.0%

R3その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

331
保健
医療
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

所沢地区病院群輪
番制病院運営事業

根拠法令

所沢地区病院群輪番制病院運営費補助に係る協定書、所沢地
区病院群輪番制病院運営費補助金交付要綱

事業の目的及び具体的な内容

夜間及び休日・祝日、年末年始の第２次救急患者
の医療体制を確保するため、所沢地区（所沢市、狭
山市、入間市）における第２次救急医療機関（１３病
院）が病院群輪番制方式により診療を実施するも
のである。

期間

S55

332
保健
医療
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

歯科診療所事業

根拠法令

医療法、所沢市歯科診療所条例

事業の目的及び具体的な内容

一般の歯科診療所での診療が困難な患者への歯
科診療体制及び休日緊急歯科診療体制の確保を
目的として、保健センター内「歯科診療所あおぞら」
において、在宅要介護高齢者及び障害児者の歯科
診療、休日緊急歯科診療を実施するものである。

期間

H10

333

市民
医療
セン
ター
事務
部総
務課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

重要 自治事務

内科外来事業

根拠法令

所沢市病院事業の設置等に関する条例
所沢市市民医療センター管理規則

事業の目的及び具体的な内容

地域住民の医療ニーズを的確に把握し、地域にお
ける医療提供体制の充実を図り、良質な医療を効
率的・継続的に提供するものである。
①内科外来診療
②内視鏡検査の実施
③糖尿病外来の実施

期間

S51
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SDGsへの貢献
(最大3つ)計画

コード 所属
名称

活動実績(R4)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト
会
計

事業自体が貢献する項目

R3予算現額 項目名

740,106千円

R4予算現額

748,311千円

R3正規職員
人件費

29.00 人 実績

231,420千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

31.80 人 評価者

～ 254,464千円 総務課長　粕谷　憲之

R3予算現額 項目名

634,106千円

R4予算現額

642,662千円

R3正規職員
人件費

17.30 人 実績

138,054千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

17.10 人 評価者

～ 136,834千円 総務課長　粕谷　憲之

R3予算現額 項目名

214,280千円

R4予算現額

220,285千円

R3正規職員
人件費

4.60 人 実績

36,708千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

4.00 人 評価者

～ 32,008千円 総務課長　粕谷　憲之

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
601,139千円 ①地域包括ケア病床在院患

者延数
②入院患者実人数
③病床利用率
※延べ年間入院患者数/延
べ年間病床数×100
④搬送救急収容人数
※消防隊の搬送で入院した
患者

地域包括ケア病床の利用率
（地域包括ケア病床在院患者延数×100／病床
数×365）

公的医療機関として、地域医療に求められる病床機
能を確保しつつ事業運営をしていくという役割がある
ため、地域包括ケア病床の利用率を指標とする。 令和２年度に引き続き、積極的に、退院基

準を満たした患者の受け入れを行った。

R4決算額（見
込み）

601,562千円

会年職
員等

32.4人

78.0% 66.1%

新型コロナウイルス感染症が収束せず、陽性者
数が過去最大となる社会情勢において、ひっ迫
する発熱外来への応援体制をとりつつ、職員や
職員の家族が陽性者、濃厚接触者となり、医療
提供体制の維持に苦慮したところであり、目標達
成に至らなかった。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①2,708人

②598人

③56.8%

④41人

R4目標 R4実績

新型コロナウイルス感染症への警戒を怠
らず、基本的な感染防止策を維持しつつ、
地域からの医療ニーズにこたえられるよ
う、積極的に入院受け入れを行っていく。

R4その他職員
従事割合

85.0%
地域における医療提供体
制の充実を図り、良質な
医療の効率的・継続的な
提供に努めた。

会年職
員等

43.1

R5目標

B

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
493,233千円

①人間ドック等受診者数

②精密検査指示者数

③市民医療センターでの精密
検査受診者数

市民医療センターで人間ドックを受診し、精密検
査を指示された方のうち市民医療センターで精
密検査を受けた方の割合

疾病の早期発見、早期治療に取り組むことを目標と
するため、人間ドックで精密検査を指示された方のう
ち、市民医療センターで実際に精密検査を受けた方
の割合を指標とする。

受付体制の見直しを行い、健診時間の短
縮に努めた。

R4決算額（見
込み）

497,787千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

46.9人

30.0% 33.8%
事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①9,911人

②1,471人

③461人

市民の健康維持・増進の
ため、人間ドック等の健診
事業を実施し、疾病の早
期発見、早期治療につな
げるように努めた。

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

新型コロナｳｲﾙｽ感染症第７波、
第８波の感染拡大期において、
近隣医療機関や高齢者施設でク
ラスターが発生し、入退院調整、
ベッドコントロールが困難な状況
において、令和３年度よりも病床
利用率をわずかでも増加させる
ことができた。

A

新型コロナウイルス感染症対策
の徹底することで、事業を中止
することなく、安全・安心な健診
事業を実施していると考えてい
る。
また、検査後の精密検査勧奨通
知を行うことで、健康意識の向上
に努めている。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①1,677人

②859人

③3,306人

R4目標

30.0%

R4目標 R4実績

効率的で快適な受診環境の整備に努め、
更なる受診者を受入れることにより、市民
が健康で安心な生活を送れるよう事業継
続に努める。
また、健診結果通知後２ヶ月以内の精検
通知により、精検受診の促進に努める。

R4その他職員
従事割合

会年職
員等

48

R5目標

R4年度に改善した点

192,140千円

①小児夜間急患診療年間患
者数
②小児深夜帯急患診療年間
患者数
③小児科日曜日・休日急患
診療年間患者数

小児初期救急医療体制の維持

安心して子育てができる医療環境を整備するため、市
民医療センターと市内医療機関が連携して、所沢市
域全体での小児初期救急医療の提供体制を維持す
るものである。

小児初期救急医療を担当する医師会や大
学病院等の医師と連携を密にし、発熱患
児への対応の統一を図り、発熱患児の診
療を積極的に行った。

R4決算額（見
込み）

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

85.0%

30.0% 31.3%

R3その他職員
従事割合

190,920千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

38.6人

今後も安定的に小児初期救急医療体制を
維持するため、医師会や他の医療機関と
の連携に努める。

R4その他職員
従事割合

維持 維持
地域における医療提供体
制の充実を図り、安心して
子育てができる医療環境
の整備に努めた。

会年職
員等

43.5

R5目標

A

小児科外来だけでなく、日曜日
休日急患診療においても、発熱
患児が急増したため、応援体制
を組み、市民医療センター全体
で対応をした。

3 すべての人に健康と福
祉を

維持

目標達成済み

R3決算額

維持

維持

67.4%

R4実績

目標達成済み

指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

333

市民
医療
セン
ター
事務
部総
務課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

優先 自治事務

入院事業

根拠法令

所沢市病院事業の設置等に関する条例
所沢市市民医療センター管理規則

事業の目的及び具体的な内容

一般入院、かかりつけ医からの紹介、民間病院で
受け入れ困難な患者などについて、入院受入れを
行い市民が安心して暮らすことができる医療環境を
整備する。また、医療機関や行政機関との連携を
図り、地域での医療連携（地域完結型医療）体制を
推進するものである。

期間

S51

333

市民
医療
セン
ター
事務
部総
務課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

優先 自治事務

健診事業

根拠法令

所沢市病院事業の設置等に関する条例
所沢市市民医療センター管理規則

事業の目的及び具体的な内容

市民の健康維持・増進のため、人間ドック、特定健
診などの検診を実施する。また、疾病の早期発見、
早期治療に繋げていくため、精密検査や治療が必
要な受診者に対し、受診勧奨を行い、確実な医療
機関への受診を促進するものである。

期間

S51

333

市民
医療
セン
ター
事務
部総
務課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

優先 自治事務

小児初期救急医療
体制推進事業

根拠法令

所沢市病院事業の設置等に関する条例
所沢市市民医療センター管理規則

事業の目的及び具体的な内容

安心して子育てができる医療環境を整備するため、
医療機関の多くが診療を実施していない夜間、深
夜、日曜日及び祝日において小児の内科的急性疾
患の初期診療を実施し、関係医療機関と連携しな
がら所沢市域全体で３６５日の小児初期救急医療
体制が維持できるよう努めていく。

期間

H11
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SDGsへの貢献
(最大3つ)計画

コード 所属
名称

活動実績(R4)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト
会
計

事業自体が貢献する項目

R3予算現額 項目名

165,945千円

R4予算現額

196,376千円

R3正規職員
人件費

4.70 人 実績

37,506千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

4.60 人 評価者

～ 36,809千円 総務課長　粕谷　憲之

R3予算現額 項目名

3,242千円

R4予算現額

8,545千円

R3正規職員
人件費

0.28 人 実績

2,234千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.23 人 評価者

～ 1,840千円 国民健康保険課長　石川　純也

R3予算現額 項目名

7,783千円

R4予算現額

5,467千円

R3正規職員
人件費

1.74 人 実績

13,885千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

1.94 人 評価者

～ 15,524千円 国民健康保険課長　石川　純也

A

小児発熱外来を行うとともに、通
常の一般外来や専門外来も維
持した。
また、冬季においては、コロナ・
インフル同時検査を採用し、同
時流行に備える体制を構築し
た。

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
145,990千円

①小児科外来診療患者数

②診療日数

③小児神経発達外来、夜尿
症外来、フォローアップ外来
の患者数

１日の小児科外来診療患者数
（小児科外来患者数／診療日数）

公的医療機関として、地域における医療提供体制の
充実を図ることを目標とし、信頼して受診いただける
受診環境の整備に努めていることから、小児科外来
の診療患者数を指標とする。

感染対策として、小児発熱外来の予約制
を導入した。
また、陽性者への処方やコロナワクチン接
種体制も整備し、総合的に新型コロナウイ
ルス感染症への対応を行った。

R4決算額（見
込み）

160,006千円

会年職
員等

6.0人

- 52人

目標達成済み

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①17,832人

②243日

③514人

R4目標 R4実績

地域の医療ニーズに最大限こたえられる
よう、引き続き診療体制の維持に努める。

R4その他職員
従事割合

66人 73人
地域における医療提供体
制の充実を図り、安心して
子育てができる医療環境
の整備に努めた。

会年職
員等

7

R5目標

R3決算額

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
2,934千円

①レセプト点検率

②再審査申出件数

③再審査申出効果額

再審査申出に伴う決算額に対する効果額の割
合

再審査申出に伴う効果額は、レセプト件数や医療機
関での算定内容によって増減が大きいため、費用対
効果を指標とする。 特になし。

R4決算額（見
込み）

6,784千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

150.0% 147.6%

レセプト点検の１件あたりの単価上昇により決算
額が増加したことが要因と考えられる。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①100％

②12,041件

③5,183,215円

R4目標 R4実績

今後は、点検委託の方法等について検討
していく。

R4その他職員
従事割合

レセプト内容の点検をする
ことで医療費の適正化を
行い、歳出を抑制した。会年職

員等
0人

目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

100.0%

150.0%

3 すべての人に健康と福
祉を

2,370千円

①特定保健指導（動機づけ支
援）の実施率

②

③

実施率（全体） 特定保健指導終了者数/特定保健指導対象者数
医師会健診担当理事との協議の場におい
て、現状の説明、協力依頼を行った。

R4決算額（見
込み）

2,282千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

1

40.0% 31.0%
R4目標値50％は、国の基本方針で定められて
いる市町村国保の目標値60％を第3期所沢市国
民健康保険特定健康診査等実施計画（H30～
R5）においても最終目標値として設定し、各年度
目標を定めたものである。
特定保健指導の一部を医師会に委託することに
より、目標達成を目指したが、各医療機関にお
ける実績が伸び悩んでいる。医療機関に対して
は、より積極的な働きかけが必要と思われる。

B

令和4年度もレセプト点検業務の
実施により、保険者負担分が削
減された。引き続き効果が上が
るよう取り組んでいく。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①26.1％（令和5年7月27日現
在）

②

③

R4目標 R4実績

現在、保健指導の動機付け支援のみ委託
を実施しているが、今後は積極的支援に
ついても委託を検討していく。

R4その他職員
従事割合

50.0%
24.5%（令和5年7月27
日現在）

保健指導を通じて、被保
険者の健康増進を図れる
よう委託を行った。会年職

員等
1

R5目標

60.0%

B

Ｒ4目標値の50.0％には達成して
いないものの、確定しているＲ3
実施率では、県内40市中4位の
実績を上げている。
他市町村においても、実施率向
上には苦労しているが、、所沢市
では、業務委託の実績が上がら
ないところを国保専任保健師に
よる対象者訪問で補っている。

R4年度に改善した点

76.4%

R5目標

指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

66人

R3その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

R3決算額 指標名

333

市民
医療
セン
ター
事務
部総
務課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

重要 自治事務

小児科外来事業

根拠法令

所沢市病院事業の設置等に関する条例
所沢市市民医療センター管理規則

事業の目的及び具体的な内容

安心して子育てができる医療環境を整備するため、
地域における医療提供体制との連携を図り、良質
な医療を効率的・継続的に提供するものである。
①小児科外来診療
②小児神経発達外来等、専門外来の実施

期間

S51

341

国民
健康
保険
課

実施計画ランク 事業の種別

特
別

優先 自治事務

レセプト点検業務委
託事業

根拠法令

国民健康保険法

事業の目的及び具体的な内容

1　埼玉県国民健康保険団体連合会で審査された
レセプトを受領し、電算処理する。
2　レセプト点検システムにより内容点検を行う。
3　内容について疑義がある場合は、埼玉県国民健
康保険団体連合会へ再審査の依頼をする。

期間

R2

342

国民
健康
保険
課

実施計画ランク 事業の種別

特
別

最優先 自治事務

特定保健指導業務
委託事業

根拠法令

高齢者の医療の確保に関する法律、国民健康保険
法

事業の目的及び具体的な内容

平成20年4月から、各医療保険者には生活習慣病
予防及び疾病の早期発見・早期治療を通して、健
康の保持増進と生活の質の向上を図ることを目的
とした特定健康診査と特定保健指導の実施が義務
付けられた。
実施率向上を目指し、特定保健指導の一部（動機
付け支援）については、直営体制から業務委託に
切り替え、国の目標値60％が達成できる体制の再
構築を目指すものである。期間

H31
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SDGsへの貢献
(最大3つ)計画

コード 所属
名称

活動実績(R4)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト
会
計

事業自体が貢献する項目

R3予算現額 項目名

20,028千円

R4予算現額

23,101千円

R3正規職員
人件費

0.89 人 実績

7,102千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.64 人 評価者

～ 5,121千円 国民健康保険課長　石川　純也

R3予算現額 項目名

1,501千円

R4予算現額

1,291千円

R3正規職員
人件費

0.33 人 実績

2,633千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.38 人 評価者

～ 3,041千円 国民健康保険課長　石川　純也

R3予算現額 項目名

252千円

R4予算現額

270千円

R3正規職員
人件費

0.48 人 実績

3,830千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.53 人 評価者

～ 4,241千円 スポーツ振興課長　三上　佳明

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
17,839千円

①受診勧奨対象者の受診率

②保健指導対象者の修了率

③継続支援対象者の参加率

受診勧奨対象者の受診率
医療費が高額になる人工透析への移行を防ぐため、
医療機関を受診していない人、もしくは受診を中断し
た人の勧奨後の受診率を指標とする。

保健指導候補者のかかりつけ医に、協力
の依頼を行うとともに、書類の回収につい
て、可能な限り、医療機関を回り直接受領
するようにした。

R4決算額（見
込み）

13,544千円

会年職
員等

0人

18.0% 16.9%

未受診理由としては、自覚症状がないことから
必要性の認識欠如や忙しさが想定される。早期
の取組の重要性を周知していくことが必要と考
えられる。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①18.8％

②86.0％

③41.9％

R4目標 R4実績

かかりつけ医の事業への賛同、協力およ
び対象者の同意が欠かせないため、今後
も丁寧な説明に努め、事業実績を上げて
いく必要がある。

R4その他職員
従事割合

19.0%
被保険者の病状の安定を
図るため、県のプログラム
に参加し、事業を実施し
た。

会年職
員等

0人

R5目標

A

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
783千円

①ジェネリック医薬品数量
シェア

②

③

ジェネリック医薬品数量シェア

数量シェア＝ジェネリック医薬品の数量/（ジェネリック
医薬品のある先発医薬品の数量＋ジェネリック医薬
品の数量）×100 ジェネリック医薬品の普及啓発を進めるた

め、啓発シール、啓発ポスターについて新
しいデザインで作成した。

R4決算額（見
込み）

752千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

80.0% 78.6%
事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①80.1％

②

③

被保険者の医療費適正化
を図るため、周知啓発活
動を実施した。

R3決算額

目標値については、ほぼ達成す
ることができたが、受診率そのも
のは、まだまだ向上の余地があ
るため、継続して事業に取り組む
必要がある。

A

目標値80％は超えることができ
たものの、数量シェア算定に用
いるジェネリック医薬品のある先
発医薬品の数量には変動がある
ため、今後も引き続き普及啓発
を行っていく。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①820

②767

③115

R4目標

80.0%

R4目標 R4実績

今後も被保険者、処方元医療機関、調剤
薬局それぞれに向けた啓発が必要であ
る。

R4その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

R5目標

R4年度に改善した点

129千円

①参加者募集人数

②教室参加者数

③教室開催数

教室参加者数

地域社会への参加や自らの意思によって学習
意欲や探求心を維持し、良き趣味を持ち、生き
がいのある日々を過ごすことができるよう運動を
通して健康・体力つくりを行うことが必要であるこ
とから、引き続き参加者の増員を目標とした。

新型コロナウイルス感染拡大防止のた
め、ガイドラインの定員人数内になるよう、
教室参加者をグループ分けし、開催回数
を増やして開催した。トレーニング室の委
託業者と連携し、プログラムの向上を図っ
た。

R4決算額（見
込み）

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

20.0%

80.0% 80.1%

R3その他職員
従事割合

128千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

担当地区という枠ではなく市全体でどんな
運動事業ができるか、また、高齢者対象
の事業の他に児童館等、他との施設の協
力を得ながら教室を開催し、運動する機会
の少ない親等の健康体力つくりの場を今
後も引き続き提供していく。

R4その他職員
従事割合

750人 767人

高齢者への運動機会の提
供を行った。会年職

員等
0人

R5目標

A

スポーツを楽しむ機会の提供の
ため、スポーツ振興課の主催事
業教室の他に、各地区体育館の
教室の広報を行っている。
自治会館サークル等への指導
者の確保、育成、またその質の
向上を引き続き図って行きたい。

3 すべての人に健康と福
祉を

750人 709人

目標達成済

18.8%

R4実績

目標達成済

指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

750人

343

国民
健康
保険
課

実施計画ランク 事業の種別

特
別

優先 自治事務

糖尿病性腎症重症
化予防対策事業

根拠法令

国民健康保険法

事業の目的及び具体的な内容

県の指定を受けたモデル事業であり、国保連合会
との共同事業として実施。各保険者が事業費用を
分担金として負担。具体的には、レセプトと健診
データを活用し、糖尿病が重症化するリスクの高い
未受診者・受診中断者を医療に結びつける受診勧
奨と、糖尿病性腎症で通院する被保険者のうち、重
症化するリスクの高い者に対して保健指導を行い、
人工透析への移行を防ぐ。

期間

H26

344

国民
健康
保険
課

実施計画ランク 事業の種別

特
別

優先 自治事務

ジェネリック医薬品
利用促進事業

根拠法令

-

事業の目的及び具体的な内容

ジェネリック医薬品の利用率の目標値を数量ベー
スで80％と定め、ジェネリック医薬品の利用促進
シールの配布等により被保険者への周知・啓発活
動をすすめるとともに、医師会、歯科医師会、薬剤
師会等、医療関係者に対しても協力・連携を図り、
目標達成を目指す。

期間

H25

351

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

スポーツ教室開催事
業

根拠法令

スポーツ基本法

事業の目的及び具体的な内容

主催事業教室の計画を立て年度初めに年間事業
予定表一覧｢スポーツ所沢｣を市民体育館、各まち
づくりセンター、コミュニティーセンター等に配付す
る。随時日程に合わせ生涯学習情報紙にて募集を
行う。運動を通し健康維持を図ると共にスポーツ
ニーズに応え、生涯を通してスポーツに親しむきっ
かけをつくる。

期間

S52

83/176



SDGsへの貢献
(最大3つ)計画

コード 所属
名称

活動実績(R4)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト
会
計

事業自体が貢献する項目

R3予算現額 項目名

2,542千円

R4予算現額

8,000千円

R3正規職員
人件費

1.63 人 実績

13,007千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

1.48 人 評価者

～ 11,843千円 スポーツ振興課長　三上　佳明

R3予算現額 項目名

30千円

R4予算現額

30千円

R3正規職員
人件費

0.41 人 実績

3,272千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.38 人 評価者

～ 3,041千円 スポーツ振興課長　三上　佳明

R3予算現額 項目名

2,122千円

R4予算現額

3,340千円

R3正規職員
人件費

0.42 人 実績

3,352千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.52 人 評価者

～ 4,161千円 スポーツ振興課長　三上　佳明

B

誰もが参加できるマラソン大会を
通じて、市民の体力づくり及び市
内観光スポット等のＰＲを引き続
き実施していきたい。

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
2,542千円

①総申込者数
　（非計測者を除く申込者数）

②出走者数
　（ａ．計測者　ｂ．非計測者）

③会議開催回数

当日出走率　（計測者）
（出走者数÷申込者数×100）

申込者が大会当日に何人参加したかをパーセン
テージで算出。
大会の魅力を増し、出走割合を高めていく。

新型コロナウイルス感染症に対応するた
め、給水におけるマイボトルの持参及び検
温所の設置等、感染症対策を実施した。、
また、部門の見直しを図り５部門の開催を
３部門で実施することとなった。

R4決算額（見
込み）

8,000千円

会年職
員等

0人

88.0% 0.0%

令和4年度の大会は、3年ぶりの大会であること
と、新型コロナウイルス感染症患者数が増大し
ていた時期と重なったことによるもの。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①4,856人（非計測者を除く申
込者数3,785人）

②a.3,160人

③5回

R4目標 R4実績

ベルーナドームの有効活用及び狭山湖堰
堤上をコースのPR 等、魅力的な大会を継
続的に提供できるように収支を考えた更な
る工夫が必要となる。

R4その他職員
従事割合

88.0% 84.0%

市民の体力作り及び健康
増進に寄与した。会年職

員等
0人

R5目標

R3決算額

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
0千円

①推進事業開催回数

②事業参加者数（延人数）

③

所沢健康体操の普及度

急激に進む超高齢社会にあって、高齢化に伴っ
た生活習慣病が増加しているなか、元気で暮ら
せる「健康寿命」を少しでも延ばして行くために
健康体操の普及度を引き続き目標とした。

新型コロナウイルス感染拡大防止のた
め、ガイドラインの定員人数内になるよう、
教室参加者をグループ分けし、開催回数
を増やして開催した。

R4決算額（見
込み）

10千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

100,000人 15,931人

地域包括支援センターの転倒予防・介護予防教
室が「100歳体操」を中心に開催されるようになっ
たことや、とこしゃん協力会の活動が活発になり
市民の方々と「とこしゃん体操」へのかかわりが
充実してきたと考えられる。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①695

②27,671

③

R4目標 R4実績

「健康寿命」が延びるよう地域や関係団体
を対象として普及を行っていくと共に、指
導者育成事業も引き続き充実を図る必要
がある。

R4その他職員
従事割合

高齢者の体力増進及び健
康寿命の延伸に寄与し
た。会年職

員等
0人

100,000人

100,000人 27,671人

R5目標

3 すべての人に健康と福
祉を

1,572千円

①練習希望日数

②練習会場確保日数

③

練習会場の確保率
（練習会場確保日数÷練習希望日数×100）

日本ゴールボール協会が希望する練習日程が
実施できるように、市民体育館の施設を確保す
るもの。

ゴールボール日本代表の筋力強化のた
め、令和４年度より医科学情報スタッフを
雇用した。

R4決算額（見
込み）

2,514千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

100.0% 100.0%

目標達成済

B

急激に進む超高齢社会をむか
え、いつまでも元気で、豊かな生
活を送れることが求められてい
る。こうした状況の中で、本健康
体操を作り、地域への推進を
図ってきた。各地区で親しまれ、
健康体操としての効果は上がっ
てきていると思われるが、周知さ
れていない市民に今後も伝わる
よう引き続き活動していく。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①73

②73

③

R4目標 R4実績

ナショナルトレーニングセンター競技別強
化拠点機能強化会議を開催し、地域資源
を活用したコンソーシアムの形成を行い、
地域としてのサポート体制を整えると共
に、地域振興の核となれるようコンテンツ
化を図る。

R4その他職員
従事割合

100.0% 100.0%

NTC施設としてゴールボー
ルの認知活動に貢献し
た。会年職

員等
0人

R5目標

100.0%

S

スポーツ庁から業務委託を受
け、トップアスリートが国際競技
力向上に資する活動を効果的・
効率的に実施することができる
よう、施設の環境整備を行うた
め、練習場の確保及び拠点ス
タッフの配置を行った。

R4年度に改善した点

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

88.0%

R3その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

指標名 目標設定の考え方・根拠

351

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

優先 自治事務

所沢シティマラソン
大会開催事業

根拠法令

スポーツ基本法

事業の目的及び具体的な内容

所沢市のメインイベントとして市のＰＲとともに、市
民の健康づくりや人とのふれあいの場を提供し誰で
も参加できることから、生涯にわたる豊かなスポー
ツライフの実現を図る。
選手を公募し、当課が事務局となり、各種スポーツ
団体から選出された役員他で構成された実行委員
会を組織し、ハーフの部を含む３部門を実施。

期間

H2

351

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

健康体操推進事業

根拠法令

スポーツ基本法

事業の目的及び具体的な内容

主に高齢者を対象に、誰もができる市独自の健康
体操を作り、地域の自治会・町内会館で地域の方
の協力によって広めていくことで「健康寿命」を延ば
し、健康で元気な地域社会を実現する。
①体操普及への協力者（協力団体）に趣旨説明を
行う。②市独自の健康体操「とこしゃん体操」を公民
館などで行い、協力を依頼する。③地区連合会・学
校開放等で体験事業を行う。

期間

H19

352

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

ナショナルトレーニン
グセンター競技別強
化拠点施設活用事
業

根拠法令

スポーツ基本法

事業の目的及び具体的な内容

所沢市民体育館がスポーツ庁から東京パラリン
ピック競技種目であるゴールボールのナショナルト
レーニングセンター競技別強化拠点施設として指定
されたことに伴い、本市がスポーツ庁から業務委託
を受け、トップアスリートが国際競技力向上に資す
る活動を効果的・効率的に実施することができるよ
う、施設の環境整備を行うものである。

期間

H28
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SDGsへの貢献
(最大3つ)計画

コード 所属
名称

活動実績(R4)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト
会
計

事業自体が貢献する項目

R3予算現額 項目名

207,635千円

R4予算現額

209,189千円

R3正規職員
人件費

5.28 人 実績

42,134千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

4.67 人 評価者

～ 37,369千円 スポーツ振興課長　三上　佳明

R3予算現額 項目名

4,110千円

R4予算現額

4,110千円

R3正規職員
人件費

0.50 人 実績

3,990千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.24 人 評価者

～ 1,920千円 スポーツ振興課長　三上　佳明

R3予算現額 項目名

0千円

R4予算現額

38,724千円

R3正規職員
人件費

0.22 人 実績

1,756千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.42 人 評価者

～ 3,361千円 スポーツ振興課長　三上　佳明

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
205,899千円

①施設利用枠数

②施設利用人数

③施設使用料収入

施設稼働率（利用枠数÷利用可能枠数×100）

市民の余暇の拡大、健康増進に寄与することを
目的としていることから、施設稼働率を指標とす
る。
目標値としては、前年より増やすことを目標とし
たい。

・施設を安全・快適に利用してもらうため、
危険箇所の修繕を行った。

R4決算額（見
込み）

208,648千円

会年職
員等

0人

75.0% 80.8%

令和4年度の施設利用人数は令和3年度に比べ
て、61,000人以上増加したものの、利用可能枠
数が約33,000件増加したため目標値未達成と
なった。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①252,995件

②701,085人

③90,293,940円

R4目標 R4実績

良好な環境で、屋外体育施設を市民に提
供することは、市民の健康増進につなが
るとともに、生涯スポーツの振興が図られ
ることにつながる。そのため、引き続き必
要な修繕を行い、利用者が安心して利用
できる施設の管理・運営をしていく。

R4その他職員
従事割合

80.0%

施設利用者の余暇活動、
健康増進に寄与した。会年職

員等
0人

R5目標

B

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
4,110千円

①利用者数

②

③

学校開放運営委員会による組織開放率
(組織開放校÷市内小・中学校数47校)×１００

市民がスポーツをする場所を確保するため、市
内小中学校の全てを組織開放にすることを目標
としている。 学校開放事業のホームページを立ち上げ

市民への周知及び情報発信を行った。

R4決算額（見
込み）

4,110千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

100%(47校) 98%（46校）
事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①328,624人

②

③

市民のスポーツ活動の場
の確保に寄与した。

今後においても、より一層市民
の余暇の拡大、健康増進に努め
ていきたい。

A

残り１校については、学校と近隣
状況の関係について注視してい
くものとする。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①24,049人

②6,148,560円

③

R4目標

100%(47校)

R4目標 R4実績

残りの中学校１校は地域事情もあり開放
は難しいが、引き続き学校関係者や利用
者、近隣住民の理解を得ながら、全ての
小中学校を組織開放に向け努めていく。

R4その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

R5目標

R4年度に改善した点

0千円

①年間利用者数

②年間使用料収入

③

1日あたりの利用者数（年間利用者数÷開催日
数）

市民の余暇の拡大、健康増進に寄与することを
目的としていることから、1日あたりの利用者数を
指標とする。
目標値としては、前年より増やすことを目標とし
たい。

特になし

R4決算額（見
込み）

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

80.0%

100%(47校) 98%（46校）

R3その他職員
従事割合

34,264千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

施設の老朽化が著しく進んでいることか
ら、施設を管理する公園課と連携しなが
ら、修繕を含めた施設の安全管理・運営
が必要である。

R4その他職員
従事割合

1,000人 649人

市民のスポーツ活動の場
の確保に寄与した。会年職

員等
0人

R5目標

B

新型コロナウイルスの影響で、
令和4年度は3年ぶりの開催と
なった。成果指標の目標値は達
成できなかったが、１日あたりの
利用者数という指標が、天候な
どの条件に左右される性質のも
のであることから、一概には判断
できないものと考えられる。
より一層市民の余暇の拡大につ
ながるよう、施設の運営に努め
ていきたい。

3 すべての人に健康と福
祉を

0人

新型コロナウイルスの影響で、令和4年度は3年
ぶりの開催となった。入場者週に関しては令和
元年度と同水準であったものの、目標値には程
遠い状況となっている。施設の老朽化もあるが、
イベントや売店などの充実、魅力を増していく必
要がある。

75.9%

R4実績

残りの中学校１校に関しては、学校側が近隣住
民等の兼ね合いから解放に慎重であるため、現
時点では難しいと思われる。

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

1,000人

1,000人

353

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

体育施設管理運営
事業

根拠法令

スポーツ基本法、所沢市体育施設設置及び管理条
例、所沢市都市公園条例・同施行規則

事業の目的及び具体的な内容

体育施設をスポーツ、レクリエーションの場としての
利用に供し、広く利用者の余暇活動、健康増進に
寄与することを目的とする。
・施設の利用については、公共施設予約システム
による登録・利用申込みをし、利用する。
・利用者が安全かつ快適に利用できるよう施設の
整備、維持管理を行う。

期間

S51

353

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

学校体育施設管理
委託事業

根拠法令

スポーツ基本法、社会教育法

事業の目的及び具体的な内容

各地区学校開放運営委員会が委託契約に基づき、
学校体育施設を市民に開放するため、利用者の調
整や手続きなどの管理運営を行っている。また、利
用者が安全かつ快適に利用できるよう開放時にお
ける施設設備の保全、利用者に対する使用の指導
助言や施設、設備の使用許可なども行っている。

期間

S48

353

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

市民プール管理運
営事業

根拠法令

スポーツ基本法、所沢市都市公園条例・同規則

事業の目的及び具体的な内容

北野公園に市民プールを設置し、開設期間である７
月中旬から８月３１日まで運営。夏季におけるス
ポーツ、レクリエーションの場としての利用に供し、
広く利用者の余暇活動、健康増進に寄与する。
・開設中の運営は、民間業者に委託
・清掃・受付業務・事業用備品の購入、点検等

期間

S47
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SDGsへの貢献
(最大3つ)計画

コード 所属
名称

活動実績(R4)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト
会
計

事業自体が貢献する項目

R3予算現額 項目名

11,339千円

R4予算現額

30,289千円

R3正規職員
人件費

0.72 人 実績

5,746千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

1.22 人 評価者

～ 9,762千円 スポーツ振興課長　三上　佳明

R3予算現額 項目名

2,700千円

R4予算現額

2,700千円

R3正規職員
人件費

0.22 人 実績

1,756千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.11 人 評価者

～ 880千円 スポーツ振興課長　三上　佳明

R3予算現額 項目名

1,110千円

R4予算現額

1,110千円

R3正規職員
人件費

0.44 人 実績

3,511千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.34 人 評価者

～ 2,721千円 スポーツ振興課長　三上　佳明

A

体育施設は年々老朽化が著しく
進んでいることから、安全かつ快
適な施設運営のためにも、引き
続き施設の修繕、改修に努めて
いきたい。

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
11,327千円

①体育施設整備費執行額
（修繕）
②体育施設整備費予算額
（工事）
③体育施設整備費執行額
（工事）

整備施設の整備率（予算執行額÷予算額×
100）

施設の修繕、整備を目標とし、年々進む老朽化
に対応しながら、安全かつ快適な施設運営を
行っていく。 狭山湖運動場防球ネット新設工事を行っ

た。

R4決算額（見
込み）

29,719千円

会年職
員等

0人

100.0% 99.9%

入札により、工事費を抑えられ、予算執行率は
低くなったが、大人のサッカー場利用と少年野球
の組み合わせで同時利用できるよう防球ネット
を新設したことで、利用者の利便性向上と安全を
確保することができた。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①29,718,392円

②6,677,000円

③5,834,400円

R4目標 R4実績

市民が生涯に渡ってスポーツを楽しめるよ
う、計画的な施設整備、既存施設の修繕
を行っていく。

R4その他職員
従事割合

100.0% 98.1%

施設利用者の余暇活動、
健康増進に寄与した。会年職

員等
0人

R5目標

R3決算額

スポーツ少年団の登録システムが変更と
なったため、各少年団を集めて説明会を
実施し、スムーズな登録手続きが行えるよ
うサポートした。

R4決算額（見
込み）

1,110千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

100.0% 78.9%

目標達成済

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
2,400千円

①大会参加者数

②大会参加者数（前年）

③

大会参加者数維持率
（参加者数÷前年度参加者数×１００）

体力つくり事業として実施している各種スポーツ
大会の参加者数を増やしていく。

航空公園運動場を会場に、人工芝の上で
モルックやペタングなどのユニバーサルス
ポーツを含む親子で体験する「親子スポー
ツフェア」を開催し、前年と種目を変更して
実施した。

R4決算額（見
込み）

2,700千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

100.0% 658.0%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①1,646

②658

③会年職
員等

0人

A

所沢市民の健康と体力向上のた
め、その実践活動の促進と関係
団体相互の連絡調整を行ってい
る。市全体的なスポーツ大会を
はじめ、各支部で運動会や各種
スポーツ大会及び講習会などを
実施している。地区において体
力つくり市民会議支部団体及び
スポーツ協会支部団体の住み分
け等の問題があるため、今後は
体力つくり市民会議の在り方を
検討していく必要がある。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①1,610（前年1,560）

②58（前年61）

③

R4目標 R4実績

埼玉県スポーツ少年団の講習等を受講す
ることで、スポーツ少年団指導者の育成を
図り、より幅広い層である未就学児の団員
の確保を目指していくものとする。

R4その他職員
従事割合

100.0% 103.2%

青少年ががスポーツをす
る場の確保に寄与した。会年職

員等
0人

R5目標

100.0%

R4目標 R4実績

幅広く市民がスポーツに親しむことができ
るように、スポーツに関心のない市民も参
加したくなる種目に改め、内容を充実させ
る必要がある。

R4その他職員
従事割合

スポーツに関心のない市
民も参加したくなる競技設
定やコース設定をし、参加
者から好評を得た。

A

少子化及びスポーツ少年団に属
さないアーバンスポーツの台頭
などで登録人数は減少若しくは
横ばいの状態にあるが、青少年
の育成というスポーツ少年団の
理念があることからも引き続き団
員の確保に努めていくものとす
る。

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
500千円

①登録数

②登録団体

③

登録数の維持率
（今年度登録数÷前年度登録数×100）

100.0%

R3その他職員
従事割合

指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

100.0%

100.0% 250.0%

R5目標

少子化傾向にあるものの、スポーツ少年団の周
知や魅力を高め、登録数を維持していくもの。

353

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

体育施設整備事業

根拠法令

スポーツ基本法、所沢市体育施設設置及び管理条
例

事業の目的及び具体的な内容

市民の健康増進に寄与し、余暇活動の充実を図る
ため、利用者が安全かつ快適に利用できるよう体
育施設の整備を行う。
①所沢市公共施設等管理計画の内容に沿った整
備を検討する。②所沢市公共建築物修繕計画に基
づく改修工事を行う。③緊急性の高いものについて
は、随時、修繕を実施する。

期間

S45

353

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

体力つくり市民会議
交付金

根拠法令

スポーツ基本法、体力つくり市民会議交付金交付
要綱

事業の目的及び具体的な内容

「体力つくり市民会議」は、スポーツ・レクリエーショ
ン大会や各種教室の実施を通じて、ゆとりある市民
生活や体力の向上発展に寄与している。また、各
支部への支援を行なうことにより市民の生涯スポー
ツへの機会の提供を行う。この組織の活動を支援
することを目的としている。

期間

S47

353

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

スポーツ少年団補助
金

根拠法令

スポーツ基本法、スポーツ少年団補助金交付要綱

事業の目的及び具体的な内容

スポーツを愛好する青少年がスポーツを通じ心身
の健全な育成及び鍛錬することを目的に結成した
単位スポーツ少年団を、育成･支援するために「所
沢市スポーツ少年団」が結成された。この組織が行
う事業と組織の充実を図るために、交付金の交付
を開始した。

期間

S48
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SDGsへの貢献
(最大3つ)計画

コード 所属
名称

活動実績(R4)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト
会
計

事業自体が貢献する項目

R3予算現額 項目名

1,960千円

R4予算現額

1,960千円

R3正規職員
人件費

0.34 人 実績

2,713千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.24 人 評価者

～ 1,920千円 スポーツ振興課長　三上　佳明

R3予算現額 項目名

600千円

R4予算現額

600千円

R3正規職員
人件費

0.19 人 実績

1,516千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.34 人 評価者

～ 2,721千円 スポーツ振興課長　三上　佳明

R3予算現額 項目名

1,500千円

R4予算現額

0千円

R3正規職員
人件費

0.31 人 実績

2,474千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.10 人 評価者

～ 800千円 スポーツ振興課長　三上　佳明

天候に左右される団体は予備日を設ける
など必ず実施できるように会場の確保など
で支援していく。

R4その他職員
従事割合

100.0%

市民がスポーツに参加す
る場の確保に寄与した。

一般市民施設利用者数維持率（弓道連盟以外
の利用維持率）
（今年度一般市民利用者数÷前年度一般市民
利用者数×１００）

弓道連盟以外の一般市民への開放が公共性の担保
に繋がり、また、市民の健康増進に寄与することを目
的としていることから、一般市民施設利用者数を目標
値としたい。
目標値としては、前年より増やすことを目標としたい。

弓道連盟と土地賃貸借契約を締結した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①2,068

②13

③5

B

高齢者の健康増進に寄与
した。

スポーツ協会が中心となり、所沢
シティマラソン大会や所沢市陸
上競技選手権大会の運営を行っ
ている。また、市民を対象とした
スポーツの講習会や大会数も増
加傾向にある。

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
1,960千円

①加盟団体数

②市民対象事業実施団体数

③

市民を対象とした講習や大会を実施した加盟団
体数（市民大会実施団体数÷加盟団体数×
100）

市民がスポーツに参加する機会を確保するた
め、所沢市スポーツ協会加盟団体の全てが市民
を対象とした講習や大会を開催するように促して
いく。

加盟団体が一堂に会する会議の中で、市
民向けの事業を各団体で開催するよう依
頼した。

R4決算額（見
込み）

0千円

会年職
員等

0人

100.0% 33.3%

新型コロナウイルスの関係で大会中止を余儀な
くされた団体が多数あったため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①24

②16（前年8）

③

R4目標 R4実績

B

市民に対しレクリエーション活動
を普及するため、毎年2月にレク
リエーションまつりを開催してい
る。また、市民を対象としたス
ポーツの講習会や大会数を増や
す取り組みを行っている。

新種目団体の加盟を促進し、会員数の増
加に努め、レクリエーション活動の推進を
図り、市民（特に高齢者）の健康増進を図
る。

R3決算額

土地賃貸借契約の締結後に貸付条件の
履行確認を毎年度実施していく必要性が
ある。

R4その他職員
従事割合

―

会年職
員等

0人

R5目標

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
450千円

①会員数

②加盟団体数

③市民対象事業実施団体数

市民を対象とした講習や大会を実施した加盟団
体数
（市民対象事業実施団体数÷加盟団体数×
100）

市民を対象とした講習や大会を実施した加盟団
体数
（市民対象事業実施団体数÷加盟団体数×
100）

加盟団体が一堂に会する会議の中で、市
民向けの事業を各団体で開催するよう依
頼した。

R4決算額（見
込み）

600千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

100.0% 7.6%

B

諸条件を弓道連盟と協議し、令
和4年8月１日付で土地賃貸借契
約を締結した。

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
1,430千円

①一般市民施設利用者数

②

③

R4決算額（見
込み）

0千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

―

R4目標 R4実績

今後市民の健康増進に寄
与するものとなる。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①0

②

③

―

R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

100.0%

R3決算額 指標名

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

100.0%

100.0% 38.5%

R3その他職員
従事割合

R4その他職員
従事割合

66.0%

R4目標 R4実績

会年職
員等

0人

R5目標

新型コロナウイルスの関係で大会が中止となっ
た加盟団体があるため。

指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標

― ―

弓道場の供用開始については、令和5年以降で
あるため、現時点で利用者はいないため。

会年職
員等

0人

R5目標

353

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

スポーツ協会補助金

根拠法令

スポーツ基本法、体育協会補助金交付要綱

事業の目的及び具体的な内容

所沢市におけるスポーツを振興し、市民の体力向
上とスポーツ精神の高揚をはかり、もって市民生活
の向上発展を目的に設立された当協会に交付金を
交付することにより、この協会設立目的達成を支援
する。

期間

S29

353

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

レクリエーション協会
補助金

根拠法令

スポーツ基本法、所沢市レクリエーション協会補助
金交付要綱

事業の目的及び具体的な内容

レクリエーションを原動力として、市民と共に地域の
活性化を図る活動を繰り広げていくため設置され、
当該団体の活動を支援するために補助を開始し
た。近年少子高齢社会が進んでいる中、レクリエー
ションを通じて、市民の健康増進を図るとともに関
係団体相互の親睦を密にし、レクリエーション運動
の推進を図る。

期間

H11

353

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

- 自治事務

北中運動場用地貸
付事業

根拠法令

所沢市財産規則、所沢市普通財産貸付基準

事業の目的及び具体的な内容

所沢市弓道連盟は西新井にあった弓道場の閉鎖
後、射場不足のため、自己資金で弓道場建設用地
を探していたが、適当な土地が見つからなかったた
め、本市へ借地の要望があった。そこで本市が所
有する土地を、弓道場用地として貸付を行うことに
より、北中弓道場の一部の有効活用及び市民のス
ポーツ活動を支援し、もって市民の健康、福祉を増
進することを目的とする。

期間

R3
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SDGsへの貢献
(最大3つ)計画

コード 所属
名称

活動実績(R4)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト
会
計

事業自体が貢献する項目

R3予算現額 項目名

159千円

R4予算現額

121千円

R3正規職員
人件費

0.28 人 実績

2,234千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.34 人 評価者

～ 2,721千円 スポーツ振興課長　三上　佳明

R3予算現額 項目名

0千円

R4予算現額

0千円

R3正規職員
人件費

0.13 人 実績

1,037千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.23 人 評価者

～ 1,840千円 スポーツ振興課長　三上　佳明

R3予算現額 項目名

―

R4予算現額

414千円

R3正規職員
人件費

― 実績

― どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.30 人 評価者

～ 2,401千円 スポーツ振興課長　三上　佳明

100.0%

会年職
員等

市民のスポーツ活動への
参加意欲を喚起した。会年職

員等
0人

R5目標

A

令和３年度は市民体育館サブア
リーナでスポーツ大賞およびス
ポーツ協会賞の社会人以上の
方を招待して表彰式を開催しま
したが、令和４年度は新型コロナ
ウイルスの感染対策を実施した
上で、表彰対象者を全員をお呼
びして式を実施しました。

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
132千円

①候補者推薦件数

②

③

表彰式参加者数
（参加者数÷前年度参加者数×１００）
（１８９名÷80名）

スポーツ大賞を格式あるものとするため、受賞
者をはじめ、より多くの市民が関心を持つよう
に、参加者数を目標とした。

表彰式の動画をユーチューブに引き続き
掲載したが、内容についてＪＣＯＭに動画
編集を依頼し、動画のクオリティをあげる
ことで市民へ式の様子を分かりやすく配信
が出来た。

R4決算額（見
込み）

3 すべての人に健康と福
祉を

0千円

①会員数

②種目別活動数

③

会員数維持率
（今年度会員数÷前年度会員数×100）

スポーツクラブの周知や魅力を高め、会員数を
維持していくことを目標とする。

コロナ禍により活動自粛期間が長かった
が、クラブ活動を実施した団体について
は、コロナウイルスのガイドラインを遵守し
つつ活動を行った。

R4決算額（見
込み）

0千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

100.0% 74.0%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①805名（802名）

②15団体（14団体）

③

R4目標 R4実績

クラブの周知を図るとともに、魅力ある活
動を通じて、会員数の増加を図っていく。

R4その他職員
従事割合

0人

100.0% 681.0%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①45

②

③

R4目標 R4実績

表彰者や関係者だけでなく、幅広く市民が
関心をもって参加いただけるよう、内容を
充実させるとともに、インターネットやＳＮＳ
を活用して事業の周知を充実させていく。

市民のスポーツ活動の場
の確保に寄与した会年職

員等
0人

R5目標

100.0% 100.4%

市民のスポーツ活動への
場の確保に寄与した。会年職

員等
0人

R5目標

B

令和４年度からの移管事業とな
るが、所沢市オリンピック・パラリ
ンピック競技啓発事業推進委員
会設置要綱を設置し、全庁的に
スポーツ振興を図っていく体制を
整えた。また、オリンピック・パラ
リンピックに出場する選手以外で
も、スポーツの分野において多
大な功績を残している選手・指導
者・介助者等がいることから、新
たな認定基準を設定するため
に、所沢市ゆかりのアスリートに
関する取扱要綱を制定した。

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
―

①イベント実施数

②

③

体験会・講演会等の開催数
（今年度イベント実施数÷前年イベント実施数×
100）

所沢市オリンピック・パラリンピック競技啓発事業推進
委員会（スポーツヒーロー応援団）のイベント実施数

特になし

R4決算額（見
込み）

0千円

R3その他職員
従事割合

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①19回

②

③

R4目標 R4実績

パリパラリンピックに向けて大会への機運
醸成を図っていくために所沢市ゆかりのア
スリートの情報を注視し、ＳＮＳ等で発信し
ていく。

R4その他職員
従事割合

A

地域住民を中心とした運営によ
り、令和2年1月に20週年目を迎
えた。クラブの種目については現
在15種目となっている。成果指
標についても、新規会員の獲得
に向けた取り組みを行っており、
おおむね目標を達成している。

R4年度に改善した点

R3その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績

R4その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

100.0%

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

100.0%

100.0% ―

会年職
員等

0人

― ―

移管事業のため、目標値の算出できない。

100.0% 236.3%

83千円

R4目標値が未達成の理由・分析

354

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

オリンピック・パラリ
ンピック競技啓発事
業

根拠法令

スポーツ基本法

事業の目的及び具体的な内容

オリンピック・パラリンピックの機運醸成や地域の活
性化を図ることを目的に、大会のPRや障害者ス
ポーツの普及啓発に向けた取組を実施する。また、
オリンピックパラリンピックの選手だけでなく、本市
にゆかりのある世界的なアスリートがいるため、所
沢市ゆかりのアスリートとして認定し、市をあげて応
援し、本市のスポーツ振興を図るものとする。

期間

R4

354

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

スポーツ大賞表彰式
開催事業

根拠法令

所沢市スポーツ大賞設置及び表彰要綱

事業の目的及び具体的な内容

スポーツ界で優秀な成績を収めたもの及びスポー
ツの振興に寄与したものを顕彰することで、市民の
スポーツ活動への参加意欲を喚起することを目的
とする。

期間

S47

354

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

総合型地域スポーツ
クラブ支援事業

根拠法令

スポーツ基本法

事業の目的及び具体的な内容

所沢市総合型地域スポーツクラブの活動支援を行
うことで、クラブの拡充による住民自治活動の推進
やスポーツ人口の拡大など、生涯継続していくこと
ができるスポーツ活動の振興に寄与するため。

期間

H12
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

R3予算現額 項目名

7,473千円

R4予算現額

8,929千円

R3正規職員
人件費

0.68 人 実績

5,426千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.58 人 評価者

～ 4,641千円 管財担当参事　高橋　国弘

R3予算現額 項目名

65,000千円

R4予算現額

70,000千円

R3正規職員
人件費

1.44 人 実績

11,491千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

1.24 人 評価者

～ 9,922千円
マチごとエコタウン推進課長　齋
藤　伸宏

R3予算現額 項目名

0千円

R4予算現額

6,725千円

R3正規職員
人件費

0.55 人 実績

4,389千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.13 人 評価者

～ 1,040千円 経営課長　草彅　秀夫

①873件

②2件

③0件

R4目標

R3決算額 指標名

411

目標設定の考え方・根拠

R3目標
経営
課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

最優先 自治事務

環境対策推進事業
（低公害車導入）

根拠法令

埼玉県地球温暖化対策推進条例、所沢市マチごと
エコタウン推進計画、所沢市水道事業経営計画

事業の目的及び具体的な内容

所沢市マチごとエコタウン推進計画並びに所沢市
水道事業経営計画に基づき、地球温暖化緩和策を
推進するため、次世代自動車（ハイブリッド車（Ｈ
Ｖ）、電気自動車（ＥＶ））を令和4年度以降導入する
ことにより、温室効果ガスの排出を削減し、本市が
掲げるゼロカーボンシティの実現に寄与するもので
ある。
　併せて、電気自動車の導入に伴い、上下水道局
庁舎内において、充電設備の拡充を図る。期間

R3

- 自治事務

スマートハウス化推
進補助事業

根拠法令

-

事業の目的及び具体的な内容

【目的】所沢市マチごとエコタウン推進計画に基づ
き、再生可能エネルギー利用設備や省エネルギー
設備等を導入する市民及び事業者等に対して、予
算の範囲内で、経費の一部を補助し、市域におけ
る再生可能エネルギーの導入及びエネルギーの効
率的な利用をより一層推進する。
【内容】
①家庭用（エコリフォーム、創エネ・蓄エネ機器導
入）
②事業者用
③自治会・管理組合用

期間

H31

R4決算額（見
込み）

578ｔ-CO₂

会年職
員等

1.25人

R5目標

増加

13 気候変動に具体的な
対策を

会年職
員等

成果

R3その他職員
従事割合

63,736千円

R3決算額

R4その他職員
従事割合

7 エネルギーをみんなに
そしてクリーンに

増加 570t-CO₂
スマートハウス化の推進
により、再エネの普及と
CO2排出量削減を進め、
地球温暖化対策に貢献し
た。

67,121千円

①家庭用補助金交付

②事業用補助金交付

③自治会・管理組合用補助
金交付

R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

R5目標

一
般

スマートハウス化推進補助事業
全体の成果では、昨年度比で目
標達成できていないが、予算執
行の9割を占めている家庭用の
項目ではCO₂排出削減量が約
200ｔ-CO2増加（345ｔ-CO2→544ｔ
-CO2）しており、家庭部門におけ
る削減に成果を出しているため。

A

９月にガソリン車２台をハイブリッ
ド車に更新した。
低公害車の導入により、温室効
果ガスの排出量を年間約305kg
抑制することができ、ゼロカーボ
ンシティの実現に寄与した。
また、燃費が改善したため、年間
約20,000円の燃料費削減を実現
できる見込みである。

R4年度に改善した点
7 エネルギーをみんなに
そしてクリーンに

0千円

①更新台数

低公害車導入率
既存ガソリン車の更新時期に合わせて更新台数
及び低公害車導入率を設定 乗用車だけではなく、貨物車においても導

入ができないか、検討を進めた。

R4決算額（見
込み）

4,042千円

R3その他職員
従事割合

環境にやさしい低公害車
について、高い導入率を
維持している。

14.71%

・断熱パネル単独での申請を対象外とし、
断熱改修の補助対象に断熱パネルを含
めることとした。
・市場価格を鑑み、断熱改修（床、壁）、ト
イレ、浴槽の補助金額を変更した。
・事業用機器の買い替えに対する補助を
廃止した。（コロナの影響を受けた事業者
への緊急的な措置であったため）
・太陽熱を普及するため福祉・医療施設へ
の太陽熱利用システムへの補助を対象と

11 住み続けられるまちづ
くりを

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R4年度に改善した点

0人

目標設定の考え方・根拠

B

R4目標 R4実績

市内の二酸化炭素排出量の半数以上を
占める家庭と事業者の排出量削減に効果
的であることから、引き続き社会情勢や市
場価格を鑑み、より効果的な補助となるよ
う工夫しながら進めていく。

指標名

住宅のスマートハウス化を推進することで、市域から
の二酸化炭素排出量を削減できるため、左記項目を
指標とする。

事業用機器の買い替えに対する補助を廃止した
ことにより、１件当たりのCO₂排出削減量が多い
事業者用の申請件数が減少したため。

増加

管財
課

実施計画ランク 事業の種別

優先

低公害車導入事業

期間

所沢市自動車管理規定、環境マネージメントシステ
ム、埼玉県地球温暖化対策推進条例

事務事業名称 事業概要（全体）

計画
コード

411

H13

事業の目的及び具体的な内容
一
般

根拠法令

良好な環境を将来の世代に引き継ぐことを目的とし
ている埼玉県地球温暖化対策推進条例に基づき、
大気汚染防止の観点から低公害車の導入を進め
ている。

経費

投入コスト

会年職
員等

0人

会年職
員等

自治事務

R4その他職員
従事割合

8,795千円

R3その他職員
従事割合

所属
名称

本事業を実施することによるCO2排出削減推定
量

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

411

マチ
ごと
エコ
タウ
ン推
進課

実施計画ランク

会
計

R3決算額

会年職
員等

0人

- -

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

事業自体が貢献する項目

①2台

R4目標値が未達成の理由・分析

R4実績

電気自動車市場が発展途上であるため、
現場等のニーズに合った車両が乏しい。
市場の動向を見つつ、適切な車両選びに
努める。

R4その他職員
従事割合

9.38% 9.38%

温室効果ガスの排出量を
抑え環境に寄与した。会年職

員等

7 エネルギーをみんなに
そしてクリーンに

R3目標

0.2人

事業の種別

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

予算の範囲内で効率的に低公
害車の導入を進めた。

R3実績

R5目標

98.5%

98.5%

98.5%

98.5%
①5台

②136台

③98.5％

成果指標

目標設定の考え方・根拠

公用車の低公害車への入替えが100％となるまでは、
新車の更新を定期的に行うことが必要である。

0人

R4年度に改善した点指標名

特になし

A

次世代型自動車の導入も一部行っている
が、充電設備への投資の点で方向性を見
極めるため情報収集は引き続き行う。

目標達成済

R4目標 R4実績

98.0%

7,473千円

R4決算額（見
込み）

①導入台数

②導入実績

③導入率

低公害車導入率

活動実績(R4)
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

成果

事務事業名称 事業概要（全体）

計画
コード

経費

投入コスト

所属
名称 会

計
事業自体が貢献する項目

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

成果指標活動実績(R4)

R3予算現額 項目名

0千円

R4予算現額

1,416千円

R3正規職員
人件費

0.00 人 実績

0千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.58 人 評価者

～ 4,641千円 管財担当参事　高橋　国弘

R3予算現額 項目名

0千円

R4予算現額

7,865千円

R3正規職員
人件費

0.00 人 実績

0千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.26 人 評価者

～ 2,081千円 防犯交通安全課長　　足立　啓

R3予算現額 項目名

64,713千円

R4予算現額

64,757千円

R3正規職員
人件費

2.66 人 実績

21,227千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

1.14 人 評価者

～ 9,122千円
マチごとエコタウン推進課長　齋
藤　伸宏

市域の再エネ設備の総出力は
成果目標を達成している。
公共施設の環境にやさしい電力
調達についても㈱ところざわ未
来電力からCO2排出係数の低い
電力供給を受けることで電力使
用の脱炭素化を図るとともに、地
産地消によるエネルギーの効率
的利用の推進を図った。契約施
設数では、高圧公共施設が107
件、低圧公共施設が350件と指
定管理施設も含め切替が進んで
いることが窺える。
「RE100の日」については、昨年
度に引き続き実施し、市民等へ
の再エネ利用の普及啓発効果を
高めた。

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

R5目標

13 気候変動に具体的な
対策を

会年職
員等

0人

40.1MW

CO2排出係数の低い㈱と
ころざわ未来電力から電
力を調達することで、市の
施設から排出される電力
由来のCO2を大幅に削減
した。

ＬＥＤ照明にしたことで二
酸化炭素の排出量及び消
費電力量の削減が図れ
た。

Ａ

41MW

目標達成済

42.5MW

64,551千円 ①電力調達方針に基づき公
共施設における環境にやさし
い電力の利用推進

②市域における再エネ普及
推進

③所沢版RE100の推進

市域における再生可能エネルギー設備の総出
力

再生可能エネルギーの普及推進の中でも再生
可能エネルギー設備の普及推進は脱炭素社会
の構築に向けた最も重要な取組みの一つである
ため、所沢市マチごとエコタウン推進計画の目標
指標ともなっている、設備の総出力を指標とす
る。

①高圧施設107件、低圧施設
350件でCO2排出係数の低い
電力を調達した。
②市民向け出前講座や市民
フェス等イベントで化石燃料
に依存しない電力への切替
の重要性を周知した。
③本庁舎を含む17の施設で、
毎月25日に「RE100の日」を
実施した。

R4目標

会年職
員等

目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績

7 エネルギーをみんなに
そしてクリーンに

市域に太陽光発電設備の更なる普及を図
るため、初期費用ゼロ円太陽光の活用を
推進する補助金制度を令和5年度から新
たに開始できるよう制度設計・要綱改正を
行った。

11 住み続けられるまちづ
くりを

64,610千円

R3決算額

会年職
員等

0人

R5目標

Ｓ

C

　公務による市内シェアサイクル
ステーション活用をインフォメー
ショを通じて利用促進している
が、公務におけるシェアサイクル
利用数は伸び悩んだ。
　今後は実証実験の検証を進め
る。

R4年度に改善した点

R4年度に改善した点
13 気候変動に具体的な

対策を
0千円

①LED照明灯に改修した施設
数

R4目標値が未達成の理由・分析

412
管財
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

優先 自治事務

公務におけるシェア
サイクルの活用実証
実験事業

根拠法令

なし

事業の目的及び具体的な内容

ゼロカーボンシティ実現に向けた取組の一環とし
て、電動アシスト付き自転車の利点を活かし、公用
車に替わるシェアサイクル活用の可能性について
検証する。

期間

R4

412

マチ
ごと
エコ
タウ
ン推
進課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

最優先 自治事務

再生可能エネルギー
普及推進事業

根拠法令

R4実績

R4その他職員
従事割合

41.3MW 43.1MW

R4決算額（見
込み）

0人

R5目標

-

事業の目的及び具体的な内容

　市が率先して環境にやさしい電力を利用するなど、再
生可能エネルギーの普及推進を図ることにより、市域に
おける温室効果ガス排出量の削減につなげていくもので
ある。
【主な取組】
・メガソーラー所沢、フロートソーラー所沢の運営
・小中学校屋根貸し太陽光発電事業
・公共施設における環境にやさしい電力の利用推進
・再生可能エネルギーの普及推進
・所沢版RE100の取組み
毎月特定の1日を「RE100の日」とし、その日の使用電力
を再生可能エネルギー100％にすることで、再生可能エ
ネルギーの普及啓発を図る。

期間

H30

412

防犯
交通
安全
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

最優先 自治事務

市営自転車駐車場
照明灯ＬＥＤ化整備
事業

根拠法令

所沢市自転車駐車場条例

事業の目的及び具体的な内容

　市営自転車駐車場に設置されている経年劣化し
た既存照明灯をＬＥＤ照明灯に改修するものであ
る。
　これにより、二酸化炭素の排出量及び消費電力
量の削減が見込まれ、本市が掲げるゼロカーボン
シティの実現に寄与するものである。

期間

R4 R8

14施設

会年職
員等

0人

- -

目標回数は、本庁舎管財課自動車管理事務所
で貸出を行った過去5年の公用自転車の利用実
績から想定したものであった。市内75ヶ所に設置
されているシェアサイクルステーションからの利
用については、現在検証を進めている。

13施設の予定であったが14施設
改修できた。
　改修により、二酸化炭素の排
出量及び消費電力量の削減が
見込まれ、本市が掲げるゼロ
カーボンシティの実現に大きく寄
与できた。

会年職
員等

0人

- -
事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①14施設

R4目標 R4実績

灯具の金額が高騰していることから灯具
のデザイン重視ではなく照度を重視して改
修していく。

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

2施設

R4その他職員
従事割合

目標達成済

R3その他職員
従事割合

R4年度に改善した点

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

市内の太陽光発電設備の更なる普及及
び環境にやさしい電力の利用促進を図る
ため、㈱ところざわ未来電力と連携し、再
エネ設備の導入促進策の検討や市民・事
業者への電力切替を推進していく。

指標名

既存照明灯をＬＥＤ照明灯に改修した施設数
事業初年度である令和4年度は水銀灯を設置してい
る施設を行い、令和5年目から8年度は駅単位で改修
していく。 交換する灯具を見直し、改修費用を抑え

た。

R4決算額（見
込み）

6,919千円

42千円

R3その他職員
従事割合

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①30所属

②43枚

③126回

R4目標 R4実績

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標

480回

13施設

利用を継続希望する所属に関しては、各
所属での予算措置が適当と思われる。

R4その他職員
従事割合

3,200回（8月～3月：
400回/月）

126回

ゼロカーボンシティ実現に
向けた取組

7 エネルギーをみんなに
そしてクリーンに

0千円

①利用申請所属数

②ICカード発行枚数

③利用回数

公務におけるシェアサイクルの活用実証
公用車に替わる移動手段としての活用の可能性を利
用回数を基に検証することが必要である。

特になし

R4決算額（見
込み）

R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

成果

事務事業名称 事業概要（全体）

計画
コード

経費

投入コスト

所属
名称 会

計
事業自体が貢献する項目

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

成果指標活動実績(R4)

R3予算現額 項目名

0千円

R4予算現額

23,672千円

R3正規職員
人件費

0.00 人 実績

0千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.30 人 評価者

～ 2,401千円 建設総務課長　奈良　信和

R3予算現額 項目名

0千円

R4予算現額

21,340千円

R3正規職員
人件費

0.00 人 実績

0千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.35 人 評価者

～ 2,801千円 教育施設課長　遠山　秀仁

R3予算現額 項目名

0千円

R4予算現額

6,615千円

R3正規職員
人件費

0.00 人 実績

0千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.08 人 評価者

～ 640千円 社会教育担当参事　糟谷　苗美

412
教育
施設
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

最優先 自治事務

学校施設太陽光発
電設備設置事業

根拠法令

-

事業の目的及び具体的な内容

令和2年11月にゼロカーボンシティを宣言し、学校
施設においても温室効果ガスの排出量の削減に向
けて、省エネルギー化や再生可能エネルギーの活
用を進めていく必要がある。
　こうした状況を踏まえ、屋上防水改修工事を実施
する学校に速やかに太陽光発電設備を設置するこ
とにより、再生可能エネルギーの活用の推進を図る
ものである。

期間

R4 R5

社会
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

最優先 自治事務

小手指公民館太陽
光発電設備設置事
業

根拠法令

社会教育法、所沢市立公民館設置及び管理条例、
所沢市立公民館設置及び管理条例施行規則

事業の目的及び具体的な内容

令和2年11月のゼロカーボンシティ宣言に基づき、
一層の再生可能エネルギーの導入及び低炭素化
を推進している。その一環として、災害時に現地対
策支部となる､まちづくりセンター（公民館）におい
て、今回、短期予防保全計画による屋上防水シート
改修に合わせ、太陽光発電設備の設置を行うこと
により、平常時の再生可能エネルギー活用及び災
害時における非常用電源の確保を図るものであ
る。期間

R4

412
建設
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

優先 自治事務

道路照明灯（デザイ
ン灯）ＬＥＤ化整備事
業

根拠法令

所沢市道路照明灯設置基準

事業の目的及び具体的な内容

　平成27年に実施した道路照明灯ＬＥＤ化事業によ
り、令和5年3月末時点で95.6％をＬＥＤ化している。
しかし、景観に配慮したデザイン灯は水銀灯等を使
用しており、ＬＥＤ化事業の対象外としたためＬＥＤ
化していないため、令和2年12月末以降、水銀灯の
製造、輸入の禁止を受けＬＥＤ灯に改修するもので
ある。
　これにより、使用電力量及び維持管理費を削減
し、また、照度が高くなることにより、歩行者、自転
車及び車両の夜間交通の安全確保及びより快適な
道路利用を図るものである。

期間

R4 R7

R3決算額 指標名

412

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

目標設定の考え方・根拠
4 質の高い教育をみんな

に
0千円

①設計実施件数
設計の進捗率

R4決算額（見
込み）

太陽光発電設備を屋上に設置するために必要な設計
図書の作成を進捗率の指標とする。

特になし。

会年職
員等

0人

なし なし

目標達成済

A

事業の目標達成に向けて、遅延
なく成果が得られている。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①6,615,000円

②5,500,000円

R4目標

R4決算額（見
込み）

100.0%

会年職
員等

R4目標 R4実績

R5目標

R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

95.0%

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

100.0%

100.0%

R3その他職員
従事割合

18,700千円

R4年度に改善した点

会年職
員等

83.1%

再生可能エネルギーの活
用の推進を図った。会年職

員等
0人

R5目標

R3目標

0人

－ －

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

　R4　2校
　R5　1校

0人

Ａ

太陽光発電の設置により、再生
可能エネルギー活用及び非常時
電源の確保が可能となる。この
ことは、市が目指しているゼロ
カーボンシティ宣言の推進につ
ながる。

R4年度に改善した点
7 エネルギーをみんなに
そしてクリーンに

0千円

①設計委託料予算額

②設計委託料決算額

設計委託料予算の執行率

執行率の低さを目標とすることは、予算の抑制
に繋がる。低すぎる場合は予算額の設定が高い
ことになり、今後の予算の組み立てを考える上で
の問題提起の要素の一つとなる。 特になし

学校や他工事との調整を図りながら、事
業を進めていく。

R4その他職員
従事割合

再生可能エネルギーの活
用の推進を図った。

R4実績

工事の進捗を図るとともに、補助金の交付
を検討する。

R4その他職員
従事割合

95.0%

5,500千円

R3その他職員
従事割合

7 エネルギーをみんなに
そしてクリーンに

0千円

①対象灯数を再確認し、営繕
課へ工事施工依頼をする

②完了検査日

使用電力量の削減量
　　（水銀灯の使用電力量
　　　　　　－LED灯へ改修後の使用電力量）

使用電力量の削減を当該事業の効果のひとつとして
いることから指標とする。

-

R4決算額（見
込み） 11 住み続けられるまちづ

くりを
21,779千円

13 気候変動に具体的な
対策を

会年職
員等

0人

-
事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①令和４年４月７日

②令和４年１０月４日

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

63192　kＷｈ

R3その他職員
従事割合

水銀灯からLED灯へ改修
したことにより、使用電力
量を約34％削減できた。会年職

員等
0人

R5目標

A

　LED化したことにより、使用電
力量が減少して環境への負担が
軽減され、また、照度が高くなっ
たことにより、ロータリー利用者
の快適な利用を図ることができ
た。

R4年度に改善した点

R4目標 R4実績

令和５年度から７年度にも、デザイン灯の
LED化を計画しており、予算の範囲内で改
修を実施していく。

R4その他職員
従事割合

50432　kＷｈ 50432　kＷｈ

-

目標達成済
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

成果

事務事業名称 事業概要（全体）

計画
コード

経費

投入コスト

所属
名称 会

計
事業自体が貢献する項目

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

成果指標活動実績(R4)

R3予算現額 項目名

6,312千円

R4予算現額

6,312千円

R3正規職員
人件費

0.02 人 実績

160千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.07 人 評価者

～ 560千円 スポーツ振興課長　三上　佳明

R3予算現額 項目名

378,763千円

R4予算現額

288,308千円

R3正規職員
人件費

1.59 人 実績

12,688千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

1.71 人 評価者

～ 13,683千円 道路建設課長　岡村章一

R3予算現額 項目名

2,752千円

R4予算現額

3,479千円

R3正規職員
人件費

1.77 人 実績

14,125千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

1.95 人 評価者

～ 15,604千円 みどり自然課長　加賀屋　浩介

422
みど
り自
然課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

ふるさとのみどり啓
発事業

根拠法令

ふるさと所沢のみどりを守り育てる条例、所沢市緑
の基金条例

事業の目的及び具体的な内容

本市のブランドである豊かなみどりの保全に対する
市民の理解と意識の向上を図るため、「みどりのふ
れあいウォーク」を開催する。また、イベントの際に
緑の募金運動を実施し、参加者から寄附金を募る。
さらに、夏場の省エネの推進に向け「みどりのカー
テン」を市民に広く実施してもらうため、朝顔とゴー
ヤの種子袋を配布するとともに、みどりのカーテン
コンテストを開催する。

期間

H18

412

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

所沢市民体育館等
LED化整備事業

根拠法令

スポーツ基本法、所沢市体育施設設置及び管理条
例

事業の目的及び具体的な内容

所沢市民体育館、地区体育館の照明として水銀灯
が使用されていたが、LED化することで照度を上
げ、利用者の利便性を図ると共にCO₂排出量の削
減及び光熱費等維持管理の縮減を図った。

期間

H30 R11

413
道路
建設
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

最優先 自治事務

所沢市総合治水対
策事業（清柳橋改築
事業）

根拠法令

道路法、河川法、土地収用法

事業の目的及び具体的な内容

　本市を流域に持つ柳瀬川については、埼玉県が
河川整備を進めている。しかし、東川との合流点前
後区間は、所沢市と清瀬市が管理者である清柳橋
が妨げとなり、これまで進めてきた柳瀬川と東川の
河川整備の効果が十分に発揮できない状況であ
る。
　このため、今後の浸水被害の軽減を図るために、
道路管理者である所沢市と清瀬市及び河川管理者
である埼玉県とともに当該橋りょうの改築を進める
とともに、接続する市道1－900号線の道路改良工
事に取り組むものである。

期間

H30 R7

2,000人

R3その他職員
従事割合

R3目標 R4目標値が未達成の理由・分析

2,000人

R3決算額 指標名

R3実績

R4決算額（見
込み）

R4実績

R4その他職員
従事割合

2,000人 1,363人

R4実績

70.0%

100.0% 100.0%

0人

新型コロナウイルス感染症の感染防止を図るた
め、イベントの規模を縮小して実施したことに加
え、大勢が参加するイベントへの抵抗感から参
加者数が伸びなかったものと思われる。

103.3%

目標達成済

①令和3年6月30日着工
   令和4年9月21日完了

②令和4年7月15日着工
　 令和5年3月30日完了

③令和4年8月23日着工
　 令和5年3月30日完了
　　計画延長278.961m
　　実施延長36.9m

R4その他職員
従事割合

70.0%

R4目標 R4実績

①20,756,506円

②29,086,967円

③

R4目標

R3決算額 指標名

成果指標の目標を達成してい
る。

B

みどりのふれあいウォークにつ
いては、新型コロナウイルスの
影響が残っていた時期でありな
がら、規模を縮小したうえで開催
することができた。また、参加者
数も目標には届かなかったが、
1,000名を超える規模となった。

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
1,374千円

①みどりのカーテンコンテスト
応募数

②啓発用種子袋の配布数

③みどりのふれあいウォーク
参加人数

みどりのふれあいウォーク参加人数

ふるさとみどりの啓発事業の中で、最も大きく、又、市
内住民のみならず、西武鉄道沿線等の近隣からも参
加する一大イベントとなっているため、参加人数を指
標とする。なお、令和元年度以降は、実情に即し毎年
2,000人を目標とすることとした。

集合・スタート時等の参加者の集まりやす
い状況において、受付方法を変更する
等、3密を回避する方策を実施した。

目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

100.0%

R4目標

目標設定の考え方・根拠

13 気候変動に具体的な
対策を

3,210千円

R3その他職員
従事割合

15 陸の豊かさも守ろう

会年職
員等

0人

今後のウォーク開催にあたっては、共同開
催者をはじめ関連団体と協議しながら、コ
ロナ以前の規模での開催に向けた検討を
行う必要がある。

みどりのふれあいウォーク
やみどりのカーテンコンテ
ストを通じて、健康管理や
緑の創出・意識醸成に寄
与した。

会年職
員等

0人

R5目標

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①28件

②8,000袋

③1,363人

今後もCO2排出量の削減及び光熱費等維
持管理の縮減を図っていく。

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

R4年度に改善した点
13 気候変動に具体的な

対策を
236,866千円

①清柳橋上部工事（継続費）

②取付道路工事

③市道1-900号線改良舗装
工事（改良整備延長）

埼玉県、清瀬市と共同で行う橋りょう改築と合わ
せて接続する周辺道路整備に係る工事計画に
対する進捗率。

橋りょうの改築にあたり、各年度で計画した業務
がどれくらい進捗できたかで評価する。

特になし

R4決算額（見
込み）

277,334千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

100.0% 68.3%
事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

橋りょう改築を共同で進める埼玉県及び
清瀬市と綿密に協議するとともに調整を図
り、工事を滞りなく進めていく。

R4その他職員
従事割合 浸水被害の軽減を図り、

気候関連災害や自然災害
に対する強靱性及び適応
の能力を強化することを
図った。

会年職
員等

0人

R5目標

A

LED化したことで照度が上がり、
市民が安全にスポーツを楽しめ
る環境整備と同時に省電力化に
よる環境配慮を促進した。

R4年度に改善した点
7 エネルギーをみんなに
そしてクリーンに

6,312千円
①市民体育館R3年度年間電
気料

②市民体育館R4年度年間電
気料

③

電気料削減比率
（当年電気料÷工事前年電気料×100）
市民体育館30年度年間電気料28,145,180円

照明灯をLED化することで、電気料は50％以上
の削減が見込めるところではあるが、設置個所
のみの電気料が算出できず、館（市民体育館と
総合運動場）全体となってしまうため、そのことを
考慮し、70％とした。

不必要な電気を使用しないように、こまめ
にスイッチを切る等を徹底した。

R4決算額（見
込み）

6,312千円

会年職
員等

0人

70.0% 73.7%

世界的な燃料価格の高騰による、電気料金の値
上げが大きく影響している。また、令和4年度か
ら徐々に利用率が回復してきたことに伴い、利用
時の冷暖房利用が増えたことも要因の一つであ
る。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

利用者の利便性を図り、Ｃ
Ｏ２排出量の削減及び光
熱費等維持管理の縮減に

貢献した。
会年職
員等

0人

R5目標

B
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

成果

事務事業名称 事業概要（全体）

計画
コード

経費

投入コスト

所属
名称 会

計
事業自体が貢献する項目

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

成果指標活動実績(R4)

R3予算現額 項目名

6,473千円

R4予算現額

8,240千円

R3正規職員
人件費

0.92 人 実績

7,342千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.85 人 評価者

～ 6,802千円 みどり自然課長　加賀屋　浩介

R3予算現額 項目名

425千円

R4予算現額

425千円

R3正規職員
人件費

1.18 人 実績

9,416千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

1.10 人 評価者

～ 8,802千円 みどり自然課長　加賀屋　浩介

R3予算現額 項目名

91,818千円

R4予算現額

123,265千円

R3正規職員
人件費

2.33 人 実績

18,593千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

2.15 人 評価者

～ 17,204千円 みどり自然課長　加賀屋　浩介

423
みど
り自
然課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

優先 自治事務

みどりの基本計画推
進事業

根拠法令

都市緑地法、生物多様性基本法、ふるさと所沢の
みどりを守り育てる条例

事業の目的及び具体的な内容

「所沢市みどりの審議会」において、みどりの基本
計画に基づく施策や事業の進行管理を行うことによ
り、みどりの保全や創出に係る事業の推進を図る。

期間

H21

423
みど
り自
然課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

緑地管理整備推進
事業

根拠法令

ふるさと所沢のみどりを守り育てる条例、所沢市市
民の森設置要綱、所沢市市民緑地設置要綱

事業の目的及び具体的な内容

地域制緑地を指定した緑地（市民の森等）や、市の
買い入れや寄附によって取得した緑地の自然環境
や植生、景観を将来に引き継ぐため、高木の剪定、
不良木の伐採、除草等、適切な維持管理を行う。ま
た、市民が安全にみどりと触れ合う場を提供するた
め、市民に公開している緑地の園内柵や外周柵の
修繕等を行う。

期間

H6

422
みど
り自
然課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

優先 自治事務

みどりのパートナー
活動推進事業

根拠法令

所沢市みどりのパートナー活動実施要綱、所沢市みどり
のパートナー活動支援事業補助金交付要綱

事業の目的及び具体的な内容

本市のみどりをより豊かにする市民活動を推進す
るため、みどりの保全及び緑化の推進に関して自
発的かつ実践的な活動を行う個人又は団体を「み
どりのパートナー」として登録し、このパートナーに
対して情報の提供や緑化資材の助成等、育成・支
援等を行う。

期間

H24 1,415人

R3その他職員
従事割合

R3決算額

7,486千円

指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績

Ｓ

目標は達成している。
引き続き、みどりの基本計画の
方針に基づき、地権者の理解を
得ながら地域制緑地の指定、及
び拡大を推進する。加えて、新
規の指定対象についても検討し
ていく。
また、みどりの審議会において、
みどりの基本計画に基づく施策
や事業の進捗管理を行うことに
より、みどりの保全や創出に係る
施策や事業の推進、展開を図
る。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①21.81ha

②20.83ha

③1ha

R4目標 R4実績

緑地の管理には、剪定作業や枯損木等の
伐採作業が必要不可欠であることから、
増加し続ける管理地の維持のため、適切
な予算額の確保と造園会社の育成に努め
ていくものとする。

R4その他職員
従事割合

37ha 43.64ha
緑地の管理・整備を通じ
て、地球温暖化防止等の
森林の公益的機能の発揮
に寄与した。

会年職
員等

0人

R5目標

37ha

R4目標 R4実績

みどりの基本計画の方針を踏まえながら、
地域制緑地の新たな候補地について検討
を進めていく。

R4その他職員
従事割合

緑地の保全、創出を通じ
て、　自然環境や気候変
動への貢献、良好な住環
境の創出を行った。

会年職
員等

R4目標値が未達成の理由・分析

管理の必要な緑地は毎年増加し
ているものの、特に緊急性の高
い箇所から順番に管理を実施す
るなど、効率的な保全管理を図
ることで目標を達成することがで
きた。

R4年度に改善した点
11 住み続けられるまちづ

くりを
86,657千円 ①業者委託による剪定・伐採

等の管理

②みどりのパートナーによる
除草・清掃等の管理

③市民参加による保全管理
作業

管理作業実施面積
業者委託による剪定・伐採等の管理面積＋みどりの
パートナーによる除草・清掃等の管理面積＋市民参
加による保全緑地管理作業面積を指標とする。

樹林地内でナラ枯れが拡大するおそれが
あったことから、ナラ枯れ木を発見した際
の対応を造園会社と共有し、早急に手を
打つことができた。

R4決算額（見
込み） 13 気候変動に具体的な

対策を
116,181千円

R3その他職員
従事割合

15 陸の豊かさも守ろう

会年職
員等

0人

37ha 40.71ha

達成

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

Ｓ

R4年度に改善した点
11 住み続けられるまちづ

くりを
155千円 ①みどりの審議会の開催回

数

②みどりの基本計画の施策
の進捗状況の審議回数

③生物多様性ところざわ戦略
の施策の進捗状況の審議回
数

地域制緑地の指定件数（指定の拡大も含む）
みどりの保全には、土地所有者の協力のもと、土地利
用に一定の制限を加える地域制緑地の指定が効果
的なことから、指定件数を指標とした。

令和3年度は新型コロナウイルス感染症
の感染拡大により、やむを得ず書面会議
により審議会を開催したが、感染防止対
策を十分に行うことで、対面によりみどり
の審議会を開催することができた。

R4決算額（見
込み） 13 気候変動に具体的な

対策を
105千円

R3その他職員
従事割合

15 陸の豊かさも守ろう

会年職
員等

0人

6 8

達成

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①1回

②1回

③1回
0人

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

11

9 10

R5目標

登録者数の目標は達成はしているもの
の、高齢化が進んでおり、活動の継続が
困難な団体も出てきている。今後の講習
では、世代交代に関するテーマも取り上
げ、後継者を育てる取組の手法などを通じ
て、参加者の認識を促していく。

R4その他職員
従事割合

1,410人
講座を通じた環境教育の
実施、官民のパートナー
シップによるみどりの保全
と創出を通じた自然環境
の確保を行った。

会年職
員等

R5目標

Ｓ

R3目標

目標は達成している。
緑化活動を行うパートナーに対
して、草花の知識習得のため、
緑化講座を開催した。
保全に係るパートナーに対して
は、基礎的知識や技術を高める
ため、3年1サイクルで習得を図
る育成講座を開催している。受
講者から高評価をいただいてお
り、令和3年度は3巡目となる初
級講座、令和4年度は中級講座
を実施した。令和5年度は里山管
理指導員派遣を行い、みどりの
パートナー団体が活動する現地
に赴き、実地に即した指導を行う
予定である。

R3実績

R4年度に改善した点

R4目標値が未達成の理由・分析

1,517人

0人

13 気候変動に具体的な
対策を

6,240千円

①講座の開催回数

②パートナー登録団体数

③みどりのパートナー活動補
助金

みどりのパートナー登録者数
みどりのパートナー登録者の増加が、みどりの保全及
び創出につながることから、登録者数を指標とする。 新型コロナウイルス感染症の感染対策と

して、講師・受講者の体調確認や手指の
消毒等を実施した上で、事業を実施した。

R4決算額（見
込み）

15 陸の豊かさも守ろう

17 パートナーシップで目
標を達成しよう

会年職
員等

0人

1,405人 1,501人

達成

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①7回

②60団体

③4,334千円

R4目標 R4実績
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

成果

事務事業名称 事業概要（全体）

計画
コード

経費

投入コスト

所属
名称 会

計
事業自体が貢献する項目

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

成果指標活動実績(R4)

R3予算現額 項目名

68,030千円

R4予算現額

59,161千円

R3正規職員
人件費

1.48 人 実績

11,810千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

1.50 人 評価者

～ 12,003千円 みどり自然課長　加賀屋　浩介

R3予算現額 項目名

3,469千円

R4予算現額

3,368千円

R3正規職員
人件費

0.83 人 実績

6,623千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.90 人 評価者

～ 7,202千円 みどり自然課長　加賀屋　浩介

R3予算現額 項目名

855千円

R4予算現額

960千円

R3正規職員
人件費

0.78 人 実績

6,224千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.75 人 評価者

～ 6,002千円 みどり自然課長　加賀屋　浩介

423
みど
り自
然課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

グリーンカーペット促
進事業

根拠法令

ふるさと所沢のみどりを守り育てる条例

事業の目的及び具体的な内容

公共施設を率先して緑化し、暑さ抑制を図ると共
に、「まちなかのみどり」を積極的に創出していくた
め、子どもたちが多くの時間を過ごしている園庭・校
庭の一部を芝生化するものである。

期間

H30

423
みど
り自
然課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

最優先 自治事務

里山保全地域等指
定整備事業

根拠法令

都市緑地法、ふるさと所沢のみどりを守り育てる条
例、ふるさと所沢の緑地の寄附に関する要綱

事業の目的及び具体的な内容

市内に残された貴重な緑地を保全し未来のこども
たちにふるさと所沢のみどりを継承するため、緑地
保全制度の指定を行うとともに、適切に管理するた
めの方針となる保全管理計画を策定する。また、相
続や開発等により消失の恐れがある緑地につい
て、土地の取得（寄附受入を含む）により、公有地
化を行う。

期間

H24

423
みど
り自
然課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

保存樹木等指定促
進事業

根拠法令

ふるさと所沢のみどりを守り育てる条例、所沢市保
存樹木等支援事業補助金交付要綱

事業の目的及び具体的な内容

市街地やその周辺のみどりの永続的な保全を図る
ため、保存樹木等に対する損害賠償責任保険への
加入や保全管理費用の助成による所有者への支
援を行う。また、保存樹木等の指定制度について市
民に周知し、新たな保存樹木等の指定を行うととも
に、市民の保存樹木等の保全に対する関心を高め
る。

期間

H27

R4目標

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

95ha

50 29

R3その他職員
従事割合

50㎡ 63㎡

R4その他職員
従事割合

90ha

50

0人

R5目標

Ｓ

目標は達成しているが、保育園
の園庭は芝生を良好な状態で維
持管理することが非常に難しい
ことから、令和5年度以降も、保
育園園庭における芝生の維持管
理方法について、検証を重ねる
予定である。

11 住み続けられるまちづ
くりを

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①4園

R4目標

指標名 R4年度に改善した点

839千円

①芝生維持管理実施園数
芝生の維持割合

芝生化した園庭の面積（451㎡）のうち、良好な状態で
維持管理できた面積の割合を目標とした。
（令和3年度までは、芝生化した面積を指標としていた
が、芝生の管理が非常に難しいことから、新規の芝生
化は実施せず、既存の芝生の維持管理により管理手
法の検証をすることとしたもの。）

芝生を維持管理するための取り組みとし
て、必要に応じて、給水設備を設置した。

R4決算額（見
込み）

目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

93%

会年職
員等

達成

R4実績

適用範囲（市街化区域及びその周辺区域）が狭
く、対象となる樹木が限られ、新規登録が難し
い。また、現在指定されている樹木も、所有者の
高齢化等により維持管理が困難となり、解除す
る指定木もある。

R4実績

R3決算額

R4その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

R5目標

50 30
事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①6件

②5件

③0件

C

補助金制度は、所有者から一定
の評価は得ているが、管理には
補助対象外の経費も伴う。この
ため管理に伴う所有者負担が大
きいことなどから、指定登録予定
数に至らないばかりでなく、登録
が解除され、伐採される場合が
ある。

指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

市街地にある、指定が掛かっていない樹
木の調査を行い、保存樹木制度について
更なる周知を図り、新規発掘に努める。

R4年度に改善した点

13 気候変動に具体的な
対策を

913千円

R3その他職員
従事割合

15 陸の豊かさも守ろう

会年職
員等

0人

芝生の適切な維持管理には専門的な技
術、知見が必要となるため、保育園園庭に
おける芝生の維持管理方法について、引
き続き、検証を重ねていく。

R4その他職員
従事割合

90% 92%
園庭の芝生化により、ヒー
トアイランド現象の緩和と
住みやすいまちづくりに貢
献した。

13 気候変動に具体的な
対策を

749千円

①保存樹木管理の補助件数

②保存樹林管理の補助件数

③ふるさとの樹管理の補助件
数

ふるさとの樹の指定本数
本事業中、最も希少価値の高い、ふるさとの樹の本数
を指標とした。 市に業者登録のある造園業者に対し、保

存樹木等の所有者へ支援事業制度の周
知を依頼した。

R4決算額（見
込み）

15 陸の豊かさも守ろう

842千円

R3その他職員
従事割合

保存樹木等管理の補助を
通じて、まちの景観の向上
や生物の生息環境の維持
につながった。

会年職
員等

0人

11 住み続けられるまちづ
くりを

67,275千円

①植生調査

②みどりの公有地化

保全配慮地区における地域制緑地の指定面積
指定面積（平成22年度からの累積（平成29年時点累
積55ha）とし、令和10年度までに110haを目指すもので
ある。）

北岩岡・下富特別緑地保全地区を指定す
るにあたって、関係地権者の同意を得るた
めに丁寧な住民説明と交渉を行った。

R4決算額（見
込み） 13 気候変動に具体的な

対策を
37,451千円

15 陸の豊かさも守ろう

会年職
員等

0人

85ha 96.30ha

達成

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①165,884㎡

②17,298㎡

R4目標 R4実績

相続等を理由とした緑地売却希望が増加
傾向にあり、それに伴い購入費や維持管
理費も増加するため、予算拡大が必要と
なる。R5目標

目標は達成している。
引き続き、豊かなみどりを守り育
て、未来の子どもたちに継承して
いくため、緑地保全制度の指
定、及び公有地化によるみどり
の保全の取り組みを進める。

R4年度に改善した点

103.38ha

会年職
員等

0人

R3決算額

緑地保全制度の指定や公
有地化により、自然環境
の維持や気候変動の抑
制、良好な住環境の創出
に貢献できた。

Ｓ
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

成果

事務事業名称 事業概要（全体）

計画
コード

経費

投入コスト

所属
名称 会

計
事業自体が貢献する項目

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

成果指標活動実績(R4)

R3予算現額 項目名

165千円

R4予算現額

297千円

R3正規職員
人件費

0.65 人 実績

5,187千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.75 人 評価者

～ 6,002千円 みどり自然課長　加賀屋　浩介

R3予算現額 項目名

627千円

R4予算現額

0千円

R3正規職員
人件費

0.50 人 実績

3,990千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.60 人 評価者

～ 4,801千円 みどり自然課長　加賀屋　浩介

R3予算現額 項目名

5,200千円

R4予算現額

5,200千円

R3正規職員
人件費

0.55 人 実績

4,389千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.90 人 評価者

～ 7,202千円 みどり自然課長　加賀屋　浩介

423
みど
り自
然課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

水とみどりがつくる
ネットワーク計画推
進事業

根拠法令

所沢市まち・ひと・しごと創生総合戦略、所沢市みどりの基本計
画、所沢市水とみどりがつくるネットワーク計画

事業の目的及び具体的な内容

水とみどりがつくるネットワーク計画は、水やみどり
とまちのにぎわいや魅力を結ぶ散策路を設定し「人
を中心にしたマチづくり」の実現を目指すものとな
る。関連事業を相互に連携させ、進捗確認を行いな
がら、狭山丘陵と中心市街地、ところざわサクラタウ
ンなどの拠点の連動性を意識した、散策路整備や
魅力発信を推進する。

期間

R2

423
みど
り自
然課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

最優先 自治事務

みどりのエコスポット
整備事業

根拠法令

所沢市みどりの基本計画、所沢市マチごとエコタウ
ン推進計画

事業の目的及び具体的な内容

まちなかの低未利用地について、市民の憩いの場
を整備するとともに、みどりの貴重なまちなかでの
動植物の生息、生育地を創出するものである。ま
た、整備により無秩序な開発の抑制、良好なまちな
み景観や生活環境の形成、生物多様性への貢献、
ヒートアイランド現象等の環境負荷の低減、雨水流
出の抑制等が期待できるものである。

期間

R3

423
みど
り自
然課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

みどりの街並み創出
事業

根拠法令

ふるさと所沢のみどりを守り育てる条例、所沢市緑
の基本計画

事業の目的及び具体的な内容

公共施設に球根を配布し、施設管理者や利用者の
協働による施設緑化を進めるほか、公共施設の新
規整備や改修等にあたり、公共施設ガイドラインに
基づく緑化指導を行い、街中における生物生息空
間の保全・再生・創出を進める。また、市民に花苗
や苗木を配布し、エコロジカルネットワークの形成
やみどりへの意識向上を図る。

期間

H11

R4目標値が未達成の理由・分析

60事業

60事業 93事業

R5目標

R3その他職員
従事割合

60事業 89事業

達成

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

13 気候変動に具体的な
対策を

4,997千円

15 陸の豊かさも守ろう

会年職
員等

0人

1箇所 1箇所

達成

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①4本

②1箇所

R4目標 R4実績

みどりの貴重なまちなか
において、生物の生息・生
育空間の担保と憩いの場
を創出した。

会年職
員等

0人

R5目標

1箇所

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
627千円

①関係課数

②庁内会議開催回数

③当該年度に完了した関連
事業

みどりトコトコ・プロジェクト（関連事業）数

水とみどりがつくるネットワーク計画は、関係課等が横
断的な取り組みを行うことで、ネットワーク構築の実現
を目指すものであることから、進捗管理を行うみどりト
コトコ・プロジェクト（関連事業）数を指標とする。

コロナ状況下においても進捗を滞らせない
よう、みどりトコトコ・プロジェクト会議を開
催し、関係課と情報共有を図った。

R4決算額（見
込み） 11 住み続けられるまちづ

くりを
0千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

関係事業の進捗を共有
し、自然環境への意識の
醸成やまちの活性化に寄
与した。

会年職
員等

0人

Ｓ

目標は達成している。
事業用地の調査・検討から設
計、整備まで多種の事務を経る
必要があるため、年間を通じて
綿密なスケジュール管理を行
い、目標を達成することができ
た。

R4年度に改善した点
11 住み続けられるまちづ

くりを
4,367千円

①実のなる木の導入

②雨水浸透施設の設置

整備箇所数
事業用地の調査・検討、貸借契約、設計・工事委託、
開設等の事務を経て、年に一箇所の整備を目標とす
る。

民有地ではなく、市有地の低未利用地を
事業用地としたため、地権者交渉等に要
する時間を削減することができた。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①17課

②1回

③8事業

Ｓ

目標は達成している。
関係事業の進捗管理を行うた
め、引き続き、みどりトコトコ・プロ
ジェクト会議を定期開催し、関係
各課から意見を聴取し、事業間
の連携強化に努める。

R4目標 R4実績

短期事業（1～2年内の実施事業）がある
ため、関連事業は年々減少していく。この
ため、新規事業の中から計画に密接に関
連する事業を分かりやすく吸い上げる手
法を構築する必要がある。

R4その他職員
従事割合

①3,000個

②96本

R4目標 R4実績

従来よりも、ヒアリングを前倒しして実施
し、必要に応じて、施設と情報交換をする
ことで、植栽箇所数の減少防止に努めて
いくほか、新たに配布できる施設がない
か、各施設と協議していく。

R4その他職員
従事割合

46 45
一施設において、植栽場所の確保が出来ず、球
根配布・植栽ができなかったため。

引き続き、取りこぼしのないようスケジュー
ル管理を徹底し、年に1箇所の整備を目指
していく。

R4その他職員
従事割合

1箇所 1箇所

R4決算額（見
込み）

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績

みどりの創出を通じて、生
物多様性の保全や愛着の
持てる、住み続けたいと感
じられるまちづくりに貢献
できた。

会年職
員等

0人

R5目標

46

B

配布施設数の目標は概ね達成
できたほか、球根の配布総数と
しては、前年と同数を配布出来
た。また、新たに環境展示会の
中で、市民向けにミカン、キンカ
ンの苗木配布を行い、みどりへ
の意識向上を図ることができた。

R4年度に改善した点
11 住み続けられるまちづ

くりを
149千円

①球根配布数（公共施設向
け）

②イベントにおける苗木配布
数（市民向け）

球根配布施設数
みどりのまちなみ景観の創出のため、市内各所の施
設に球根を配布しており、配布先の施設数を指標とし
ている。

環境展示会でミカン・キンカンの苗木配布
を行い、街なかの緑化推進を図るととも
に、展示会の集客にも繋げることができ
た。

R4決算額（見
込み） 13 気候変動に具体的な

対策を
288千円

15 陸の豊かさも守ろう

会年職
員等

0人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R3その他職員
従事割合

46 45
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

成果

事務事業名称 事業概要（全体）

計画
コード

経費

投入コスト

所属
名称 会

計
事業自体が貢献する項目

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

成果指標活動実績(R4)

R3予算現額 項目名

14,237千円

R4予算現額

636千円

R3正規職員
人件費

0.80 人 実績

6,384千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

1.47 人 評価者

～ 11,763千円 みどり自然課長　加賀屋　浩介

R3予算現額 項目名

476,809千円

R4予算現額

348,476千円

R3正規職員
人件費

1.95 人 実績

15,561千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

1.20 人 評価者

～ 9,602千円 公園課長　相沢　渉

R3予算現額 項目名

0千円

R4予算現額

73,903千円

R3正規職員
人件費

0.00 人 実績

0千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

1.00 人 評価者

～ 8,002千円 公園課長　相沢　渉

423
公園
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

- 自治事務

北秋津・上安松地区
都市緑地保全事業
（クラウドファンディン
グ）

根拠法令

都市公園法、都市計画法

事業の目的及び具体的な内容

北秋津・上安松地区都市緑地保全事業において貴
重なみどりを保全するため、株式会社スタジオジブ
リから提供された、映画「となりのトトロ」背景画5点
の複製画を作成し、購入型クラウドファンディングに
より、用地購入費及び当該用地の維持管理費の支
援を広く募ったものである。

期間

R4 R4

423
みど
り自
然課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

水田景観保全事業

根拠法令

ふるさと所沢のみどりを守り育てる条例、所沢市み
どりの基本計画

事業の目的及び具体的な内容

上山口堀口天満天神社周辺里山保全地域内に残
されている貴重な水田を保全し、良好な都市環境
の維持と多様な生物の生息・生育空間の確保を図
るとともに、豊かな里山の景観を引き継いでいくこと
を目的とするものである。

期間

R3

423
公園
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

最優先 自治事務

北秋津・上安松地区
都市緑地保全事業

根拠法令

都市公園法・都市緑地法

事業の目的及び具体的な内容

北秋津・上安松地区は、所沢市みどりの基本計画
において、みどりの保全を重点的に推進する北秋
津周辺保全配慮地区に位置付けられている。本地
区では、土地区画整理事業を基本とした、まちづく
り事業が行われており、地区内には柳瀬川段丘崖
の斜面林や、平地林のまとまりのある貴重なみどり
が存在している。本事業は、これらのみどりを保全
するため、令和2年度に都市緑地として都市計画決
定した用地を取得するとともに、みどりの保全及び
管理を行うものである。

期間

R3 R8

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

―

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

0.44ha

2323.18㎡

0.44ha

R4実績

目標達成済

R3その他職員
従事割合

44,471千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

事業継続にあたっては、第2弾の結果や情
勢を踏まえ慎重に検討する必要がある。

R4その他職員
従事割合

2,000件 1,211件
北秋津・上安松土地区画
整理事業区域内のまとま
りのある貴重なみどりの保
全に貢献した。

会年職
員等

0人

R5目標

B

目標件数には達しなかったもの
の、日本全国から広くご支援をい
ただくことができた。

11 住み続けられるまちづ
くりを

― ―

第1弾のクラウドファンディングでは10日間で目
標達成し、その後も支援希望が多く寄せられたこ
とから、第2弾を実施した結果211件のご支援を
いただくことができた。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①1,211件

②

③

R4目標

事業期間内に用地取得が完了するよう、
用地交渉を進める。

R4その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

R5目標

R4年度に改善した点

0千円

①支援件数

クラウドファンディング支援件数
緑地保全費用等をクラウドファンディングで広く支援を
募る事業であり、その総支援件数を目標としている。

―

R4決算額（見
込み）

水田耕作には、専門的な技術や経験が必
要であり、研究を続けるとともに、関係団
体に高齢者が多いことから、子育て世代
の参加を増やし、市民も含めた経験を蓄
えていく必要がある。また、作業量が非常
に多いことから、田植え機等を導入し作業
の効率化を図っていく。

R4その他職員
従事割合

0.38ha

指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

2,323.18㎡

里山景観の保全によるま
ちなみづくりや、水辺環境
の保全による気候緩和や
生物の生息空間を創出し
た。

会年職
員等

0人

R5目標

R4年度に改善した点
11 住み続けられるまちづ

くりを
476,267千円

①①用地購入

②

③

用地取得面積
事業の進捗を図るためには、用地確保が最重要とな
ることから用地取得面積を目標値としている。

―

R4決算額（見
込み）

342,678千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

3600.08㎡ 3222.12㎡
事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①2,323.18㎡

②

③

Ｓ

北秋津・上安松土地区画
整理事業区域内のまとま
りのある貴重なみどりの保
全に貢献した。

目標は達成している。
水田耕作には地元・関係団体と
の協働が欠かせないことから、
引き続き協力をあおぎながら取
り組みを進めていく。

A

地権者と交渉を行いながら予定
通りに取得を進めることができて
いる。

R3決算額

2856.84㎡

R4目標 R4実績

R4年度に改善した点
13 気候変動に具体的な

対策を
13,333千円

①田植え作業実施

②稲刈り作業実施

貸借契約、公有地化により水田を保全・担保した
面積

地元・関係団体との協働により実施可能な耕作範囲
について、市で地権者より借り受け、または公有地化
により保全・担保した面積を目標とする。

地元団体との協働での作業を円滑に進め
るため、都度打合せを行うことで綿密な調
整・情報共有を図ったほか、地元農家の
方に田植のノウハウを教えていただき、水
田管理に活かすことができた。また、管理
方法及び作業効率を考慮し、人手だけで
なく機械導入も行った。

R4決算額（見
込み）

15 陸の豊かさも守ろう

909千円

会年職
員等

0人

0.35ha 0.38ha

達成

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①1回

②1回

R4目標 R4実績
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

成果

事務事業名称 事業概要（全体）

計画
コード

経費

投入コスト

所属
名称 会

計
事業自体が貢献する項目

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

成果指標活動実績(R4)

R3予算現額 項目名

200千円

R4予算現額

300千円

R3正規職員
人件費

0.35 人 実績

2,793千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.40 人 評価者

～ 3,201千円 河川担当参事　加藤　孝雄

R3予算現額 項目名

5,500千円

R4予算現額

5,921千円

R3正規職員
人件費

0.75 人 実績

5,985千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.40 人 評価者

～ 3,201千円 河川担当参事　加藤　孝雄

R3予算現額 項目名

58,100千円

R4予算現額

80,116千円

R3正規職員
人件費

1.00 人 実績

7,980千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.65 人 評価者

～ 5,201千円 河川担当参事　加藤　孝雄

423
河川
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

東川桜舞う遊歩道事
業（COOL JAPAN
FOREST構想事業）

根拠法令

河川法

事業の目的及び具体的な内容

「COOL JAPAN FOREST構想」における周辺環境
整備の一環として、本市にとって重要な観光資源で
ある東川沿いの桜並木（旭橋から柳瀬川合流点）
及び遊歩道について、継続的に維持管理を行って
いくものである。

期間

H30

423
河川
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

優先 自治事務

砂川堀水辺保全・散
策路整備事業

根拠法令

所沢市水とみどりがつくるネットワーク計画

事業の目的及び具体的な内容

「水とみどりがつくるネットワーク」を構成する河川
の一つである砂川堀の貴重な水とみどりを保全し、
その自然を知り親しめる散策路を整備するものであ
る。
また、立ち枯れ、倒木の危険等がある河道内樹木
について、剪定・伐採を行う。

期間

R元

423
河川
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

ふるさとの川再生事
業

根拠法令

-

事業の目的及び具体的な内容

多自然の川づくりを推進するため、市民団体等と協
働し、市が指定した河川・水路の区域を対象とし
て、清掃及び除草、生物の保護、自然の再生活動
等を行う。

期間

H22 ４団体

R3その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

R4目標値が未達成の理由・分析

965ｍ

1,120ｍ 1,120ｍ

R5目標

R3決算額 指標名

R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

A

成果指標の目標を達成してい
る。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①523.74m

R4目標 R4実績

寺山橋より下流の散策路整備は、自然河
岸及び希少植物の保全に努めるようにす
る。

R4その他職員
従事割合

600ｍ 523.74m

ウッドチップによる歩きや
すい散策路を整備した。会年職

員等
0人

R5目標

B

用地取得を伴う区間について
は、整備できなかったものの、そ
れ以外の区間は整備することが
できた。また、用地取得について
は、令和５年度に行う予定であ
る。

R4年度に改善した点
11 住み続けられるまちづ

くりを
57,255千円

①砂川堀散策路整備

砂川堀散策路整備延長
安全に通行できる散策路整備を進めるため、地元住
民や水辺のサポーター制度に登録されている団体等
と意見を交換しながら、事業を進めていく。 ベンチを設置し、散策する方々が休憩でき

る場所を作った。

R4決算額（見
込み）

51,713千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

200ｍ 208.13ｍ

散策路整備工事を発注するため設計を行ったと
ころ、用地取得をしないと散策路の整備ができな
い区間があることが判明した。そのため、整備で
きない延長があり、目標より短くなった。

３団体
草刈り等を行い、水流れ
の保全に努めた。
また、ホタル等の生物の
保護に努めた。

会年職
員等

0人

R5目標

R4年度に改善した点
11 住み続けられるまちづ

くりを
5,488千円

①東川桜枝剪定

東川桜枝剪定延長
Ｒ2年度までは、東川遊歩道整備延長を指標としてい
たが、Ｒ2年度で遊歩道整備が完了したため、Ｒ3年度
からは、東川桜枝剪定延長を指標としている。 特になし

R4決算額（見
込み）

12 つくる責任　つかう責任

5,892千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

1,490ｍ 1,490ｍ

目標達成済

R3決算額

0m

R4目標 R4実績

今後は桜並木と遊歩道の維持管理を中心
に進めていく。桜は、老木化、大木化して
いるものが多いため、倒木に注意する必
要がある。

R4その他職員
従事割合

桜の剪定等を行い、桜並
木の保全に努めた。

①1,120ｍ

B

令和４年度は、団体数を伸ばす
ことができなかったが、これまで
３団体を加入させることが出来
た。

R4年度に改善した点
11 住み続けられるまちづ

くりを
200千円

①活動団体数

活動団体数
地域に根付いた親しみのある多自然川づくりへの要
望があることから、市との協働による多自然の川づく
りを行う活動団体数を指標とする。 特になし

R4決算額（見
込み）

12 つくる責任　つかう責任

300千円

会年職
員等

0人

３団体 ３団体

ふるさとの川再生事業は、年間を通じて水路の
維持管理等を団体にお願いすることとなるため、
通常のアダプト事業よりも団体にかかる負担が
大きいので、事業の趣旨を理解し、参加していた
だける団体が少ない。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①３団体

R4目標 R4実績

河川の保全活動に取り組んでいる団体の
活動状況と、活動箇所の整備状況につい
て調査を行う。

会年職
員等

12 つくる責任　つかう責任

0人

R4その他職員
従事割合

４団体

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績

目標設定の考え方・根拠

R3目標
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

成果

事務事業名称 事業概要（全体）

計画
コード

経費

投入コスト

所属
名称 会

計
事業自体が貢献する項目

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

成果指標活動実績(R4)

R3予算現額 項目名

298千円

R4予算現額

304千円

R3正規職員
人件費

0.70 人 実績

5,586千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.51 人 評価者

～ 4,081千円 資源循環推進課長　山屋　貴裕

R3予算現額 項目名

1,485千円

R4予算現額

2,579千円

R3正規職員
人件費

0.70 人 実績

5,586千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.66 人 評価者

～ 5,281千円 資源循環推進課長　山屋　貴裕

R3予算現額 項目名

69,524千円

R4予算現額

65,560千円

R3正規職員
人件費

0.75 人 実績

5,985千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.46 人 評価者

～ 3,681千円 資源循環推進課長　山屋　貴裕

431

資源
循環
推進
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

集団資源回収報償
金交付事業

根拠法令

廃棄物の処理及び清掃に関する法律、所沢市集団
資源回収事業報償金交付要綱

R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

古紙市況が悪化し、協力業者の廃業や団
体の撤退が危惧されるため、団体・協力業
者双方への支援を行い事業継続と廃棄物
の減量を図る。
資源物の持ち去りについては、古紙回収
業者とも連携して警備等を行い、市民が安
心して古紙を出せるように対応を行う。

R4その他職員
従事割合

13.0% 11.1%

家庭で使用した古紙類を
再資源化することで、廃棄
物の減量に貢献した。会年職

員等
0人

R5目標

B

世界最大の資源物輸入国である
中国の輸入規制に加え、世界的
な新型コロナウイルス流行の影
響で、リサイクル業界は依然とし
て厳しい状況に置かれている。
加えて市内での資源物の持ち去
り等の事案も発生しており、従来
の啓発活動だけでなく、事業を
存続させる対策が必要である。

12 つくる責任　つかう責任

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①  8,966t

②  468団体

R4目標

R4年度に改善した点

56,456千円

①集団資源回収量

②登録団体数

集団資源回収率
（集団資源回収量／家庭ごみ量×100）

集団資源回収にて回収される資源物の割合が
増えることで、行政回収の負担が減ることから、
集団資源回収率を指標とする。
　なお、目標値は、所沢市一般廃棄物処理基本
計画の参考値に基づく。

資源回収を行う団体の負担軽減の為、申
請書等に団体情報の初期印字を施した。
これにより、受付時の職員のチェックの手
間も省けることになり、事務負担が軽減し
ている。

R4決算額（見
込み）

令和4年度は昨年度に引き続き、新型コロナウイ
ルス感染症拡大の影響によって参加団体の活
動が制限され、資源物の回収量が減少した。

R4実績

会年職
員等

0人

R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

事業の目的及び具体的な内容

集団資源回収事業実施団体（自治会・町内会、子
ども会等）が資源物（新聞、雑誌・雑がみ、段ボー
ル、古布、アルミ缶・スチール缶、紙パック、生きび
ん）を集団資源回収事業取扱業者に引き渡す活動
に対し、市は資源物1kgあたり6円（生きびんは1本
当たり6円）の報償金を交付し、ごみの減量と資源
化の推進を図る。

期間

H3

R3決算額

12 つくる責任　つかう責任

1,017千円

①給水スポット設置数

②とことこマイボトルスポット
登録店舗数

とことこマイボトルスポット登録店舗数（累計）

使い捨てプラスチック削減に取り組む店舗を登録し、
その店舗を市民に紹介することで、市民が排出する
使い捨てごみの削減を図るため、店舗数を指標とす
る。

市主催のイベント等でプラスチックごみ削
減を目的に、協定を結んでいる事業者か
らウォーターサーバーを無償で借り受け、
ペットボトルの削減を図った。

R4決算額（見
込み）

14 海の豊かさを守ろう

1,987千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

10店
事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①31台

②19店
海洋プラスチックごみ問題
を広く周知し、廃棄物の減
量に貢献した。

54,141千円

R3その他職員
従事割合

19店 目標達成済み

目標設定の考え方・根拠

自治事務

プラスチックごみ削
減推進事業

根拠法令

所沢市マチごとエコタウン推進計画、所沢市一般廃
棄物処理基本計画、プラスチック資源循環戦略

事業の目的及び具体的な内容

本件は所沢市マチごとエコタウン推進計画における
『もったいない』社会の形成に基づく事業である。
本市におけるプラスチックごみの削減を行うため、
マイボトルやマイバッグ等の推進により、市民の皆
様が使い捨て製品に頼らないライフスタイルに変革
することで、ごみの減量を図る。

期間

R2

15店

R3決算額 指標名

R3目標

10店

20店

R4目標

R4その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

R5目標

431

資源
循環
推進
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

4 質の高い教育をみんな
に

31千円

①協力店店舗数
協力店舗数（累計）

食品ロス削減を実践する店舗を登録し、その取
り組みを市民に紹介することで、食ロス削減の意
識啓発を図るため、店舗数を指標とする。

市庁舎内で開催された食育月間イベント
にて、食品ロスゼロのまち協力店を募集
するポスターを掲示した。

R4決算額（見
込み）

12 つくる責任　つかう責任

2千円

会年職
員等

0人

255店 253店

新型コロナウイルスの蔓延に伴い、積極的な協
力店の発掘活動を行うことができなかった。今後
の情勢を踏まえつつではあるが、R５年度は積極
的な協力店の発掘活動を行っていきたい。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R3決算額

①253店

R4目標 R4実績

新型コロナウイルスが落ち着いてきている
ため、協力店に向けて啓発品の配布を検
討している。
また、さらなる協力店の開拓、食品ロス削
減の意識の浸透を目指す。

R4その他職員
従事割合

260店
家庭や事業所から排出さ
れる食品ロス削減を広く訴
えることで、廃棄物の減
量、もったいないの心の醸
成に貢献した。

指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標

- 自治事務

食品ロスゼロのまち
促進事業

根拠法令

マチごとエコタウン所沢構想、循環型社会形成推進
基本法

事業の目的及び具体的な内容

食品ロス削減を実践する店舗を「食品ロスゼロのま
ち協力店」として登録し、取組内容等を紹介したり、
市ホームページ等で食材を無駄なく調理に使用す
るレシピを紹介することにより、食品ロスを削減し、
「もったいないの心」の醸成とごみの減量を図る。

期間

H27

431

資源
循環
推進
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

260店

R3その他職員
従事割合

253店

会年職
員等

0人

R5目標

-

目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

13.0%

13.0% 11.1%

R4実績

指標名

A

B

食品ロスゼロのまち協力店の登
録拡大を目指したが、目標を達
成できなかった。
協力店の候補店発掘、営業活動
において、新型コロナウイルスの
蔓延が原因で十分な活動ができ
なかったと考えられる。
今後も周知啓発に向けて試行錯
誤を続けていく。

R4年度に改善した点

マイボトルの持ち歩き推進のた
め、マイボトルに飲料を補充でき
る店舗の登録拡大を目指し、目
標は達成した。
今後も拡大をしつつ、マイボトル
のみならずマイ容器等の利用促
進も周知していく。

コロナ禍によるテイクアウト等の利用者が
増える中、事業者や市民に使い捨てプラ
スチック削減の意識の浸透を目指す。

R4年度に改善した点
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

成果

事務事業名称 事業概要（全体）

計画
コード

経費

投入コスト

所属
名称 会

計
事業自体が貢献する項目

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

成果指標活動実績(R4)

R3予算現額 項目名

13,920千円

R4予算現額

17,883千円

R3正規職員
人件費

5.96 人 実績

47,561千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

5.51 人 評価者

～ 44,091千円 資源循環推進課長　山屋　貴裕

R3予算現額 項目名

9,182千円

R4予算現額

9,979千円

R3正規職員
人件費

1.85 人 実績

14,763千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

1.00 人 評価者

～ 8,002千円 資源循環推進課長　山屋　貴裕

R3予算現額 項目名

6,730千円

R4予算現額

5,627千円

R3正規職員
人件費

1.50 人 実績

11,970千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.90 人 評価者

～ 7,202千円 資源循環推進課長　山屋　貴裕

多くの市民に3Rについて
知ってもらうことで、市民
一人ひとりの環境意識の
向上に貢献した。

会年職
員等

1人

R5目標

60,000人

A

新型コロナウイルス感染症が第5
類に移行されたことにより、3R講
習会や各種イベントが再開され
た。しかしながら、終息には程遠
い状況であることから、引き続き
市民の安全を確保しつつ、適切
な事業周知を行う必要性を感じ
ている。

R4年度に改善した点
13 気候変動に具体的な

対策を
4,150千円

①リサイクルふれあい館及び
東所沢エコステーション来館
者数

②講習会参加者数

リサイクルふれあい館の来館者数は、正面玄関
の自動ドアカウンターによる。講習会参加者数
は、３Ｒ講習会、包丁研ぎ講習会、生ごみ減量講
習会による。

啓発施設であるリサイクルふれあい館及びリ
ユース、リサイクル品の引き取り場所である東所
沢エコステーションについて、一人でも多くの市
民に施設の存在を知ってもらい、利活用していた
だくことが目的であることから実績を基にしてい
る。

リサイクルふれあい館の会計年度職員が
就業前後や昼休みを利用して草花を育て
ている。R3年度から各種講習会の参加者
に無償配布しているが、R4年度からはエコ
ライフフェア（出張エコロまつり）で陶磁器
や小型再生家具の購入者に対し無償で配
布している。そのため、口コミで広がり、講
習会の応募者が増えている。

R4決算額（見
込み）

15 陸の豊かさも守ろう

5,776千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

1人

50,000人 64,628人

目標達成済み

指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R4目標

①小型家具 779人
大型家具 5,931人

②15,879人

③5人

431

資源
循環
推進
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

もったいないの心啓
発事業

根拠法令

所沢市リサイクルふれあい館条例、所沢市廃棄物
の減量及び適正処理に関する条例

事業の目的及び具体的な内容

①小学4年生社会科見学等見学者の印象に残る館
内展示（遊び心を取り入れた）わかりやすい解説で
環境学習を充実する。②催事の企画開催（エコロま
つり、エコロ市、出張エコロ市）等による市民へのＰ
Ｒ事業。③市民フェスティバル等への積極的参加に
よるＰＲ活動。④館内展示のほか、ホームページや
情報誌発行による情報提供の研究。⑤暮らしの中
で3R（Ｒeduceリデュース＝発生抑制、Ｒeuseリユー
ス＝再使用、Recycleリサイクル＝再生利用）を実
践するための場として、おもちゃの病院や傘修理、
各種講座等の開催。

期間

H15

R3決算額

①63,229人

②159人

23,000人

24,000人 22,594人

R5目標

B

市民が持ち込んだ粗大ごみのう
ち、東部クリーンセンターからリ
サイクルふれあい館への搬出量
が少ないため、再生できる家具
量に影響がでていると思われ
る。今後は、東部クリーンセン
ターと連絡を密にし、粗大ごみの
搬出量を増やす必要がある。

R4目標 R4実績

市内西地区の市民から東所沢エコステー
ションへの資源物の持ち込みが少ないと
認識しているため、東地区も含め、利用者
数を伸ばすための広報活動と、東部クリー
ンセンターへ再生家具回収量のさらなる
確保を依頼する。

R4その他職員
従事割合 家具類をごみとして処分

するのではなく、貴重な資
源としてリユース、リサイク
ルを行うことにより、地球
温暖化防止に貢献した

会年職
員等

5人

R4年度に改善した点
13 気候変動に具体的な

対策を
8,881千円

①再生家具頒布申込者数

②東所沢エコステーション利
用者数

③不用品登録者数

再生家具頒布申込者数
東所沢エコステーション利用者数
不用品登録者数

「もったいないの心推進事業」において、再生家具の
申込者、資源物の持ち込み者数などを数値化するこ
とにより、わかりやすい設定と考える。数値の根拠
は、前年度の実績をもとに算出している。

大型再生家具の展示コーナーに順路を作
り、すべての家具を見てもらえるようにし
た。

R4決算額（見
込み）

8,876千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

6人

23,000人 23,578人

市民から回収依頼があり、粗大ごみとして回収さ
れた家具等で、再生可能な品が減っている。ま
た、市民が持ち込んだ家具等で東部クリーンセ
ンターからの粗大ごみ回収分が極端に少ないこ
とが考えられる。
西部ＣＣ　1,190点
東部ＣＣ　5点

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

会年職
員等

5人

1,600点 1,579点

目標達成済み

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①27,279点

②1,717点

R4目標 R4実績
工房職員により、廃棄家具等からの一部
部品抜き出しなど様々な取り組みにより家
具の再生に努め、展示数の確保に取り組
むとともに、東部クリーンセンターへ再生
家具の回収量のさらなる確保を依頼する。
参考：西部ＣＣからの搬入数 1,190点
東部ＣＣからの搬入数 5点

R4その他職員
従事割合

1,600点

431

資源
循環
推進
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

もったいないの心推
進事業

根拠法令

所沢市リサイクルふれあい館条例、所沢市リユース品頒
布事務取扱条例、不用品登録事業事務取扱要綱

事業の目的及び具体的な内容

　「もったいない心」を大切に、ごみの減量・資源化
に取り組むとともに、循環型社会の形成のための
3Rのひとつであるリユース及びリサイクルを暮らし
に定着させる。
①再生家具：粗大ごみとして排出された木製家具を
手直しした後、館内で展示のうえ抽選で月２回頒
布。小型家具については常設頒布。②東所沢エコ
ステーションにて市民から持ち込まれる資源物を受
け付けている。③不用品登録：「もとめます」「ゆずり
ます」として登録された品物の情報提供

期間

H15

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

1,721点
家具類をごみとして処分
するのではなく、貴重な資
源としてリユース、リサイク
ルを行うことにより、地球
温暖化防止に貢献した

会年職
員等

6人

R5目標

Ｓ

新型コロナウイルス感染症の感
染拡大によりテレワークが推奨さ
れ家庭で過ごす時間が増えたこ
とにより増加していたと思われる
家具等の回収量が減っているた
め、展示頒布できる再生家具の
確保が難しくなっている。今後
も、回収量自体の増加が見込め
ないことから、再生方法を工夫し
ながら家具等の点数確保をして
いく必要がある。

R4年度に改善した点
13 気候変動に具体的な

対策を
12,145千円

①粗大ごみの収集点数

②再生可能家具の収集点数

再生家具の展示点数
再生可能な家具を資源物として活用した点数で示す
ことにより、ごみの減量成果がわかりやすくするため、
数値は前年度の実績を基にしている。

リサイクルふれあい館の工房内で再生家
具の修理作業を行っており、再生不能で
廃棄する家具の中から一部の部品を抜き
出し、別の家具に使用することで、より多く
家具を再生させ頒布に努めた。

R4決算額（見
込み）

431

資源
循環
推進
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

粗大ごみリユース推
進事業

根拠法令

廃棄物の処理及び清掃に関する法律

事業の目的及び具体的な内容

市民サービスの向上とリユースの推進を図るため、
東西クリーンセンターにおいて実施していた粗大ご
み収集事業をリサイクルふれあい館において一元
化し、「もったいないの心」推進事業の一環として実
施していた「再生可能な家具の回収業務」も付加す
ることにより、粗大ごみの収集から再生・頒布、廃
棄までを一体的に行う。

期間

H29 1,700点

R3その他職員
従事割合

R3決算額 指標名

15,216千円

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

R4実績

市民ニーズに対応した講習会の開催を目
指すとともに、応募者の多かった講習会の
再開催を含め、エコロボランティア等と検
討していく。

R4その他職員
従事割合

60,000人 63,388人
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

成果

事務事業名称 事業概要（全体）

計画
コード

経費

投入コスト

所属
名称 会

計
事業自体が貢献する項目

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

成果指標活動実績(R4)

R3予算現額 項目名

0千円

R4予算現額

7,637千円

R3正規職員
人件費

0.00 人 実績

0千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.55 人 評価者

～ 4,401千円 資源循環推進課長　山屋　貴裕

R3予算現額 項目名

26,465千円

R4予算現額

12,078千円

R3正規職員
人件費

0.96 人 実績

7,661千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.76 人 評価者

～ 6,082千円 資源循環推進課長　山屋　貴裕

R3予算現額 項目名

193,311千円

R4予算現額

533,827千円

R3正規職員
人件費

5.80 人 実績

46,284千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

7.75 人 評価者

～ 62,016千円 資源循環推進課長　山屋　貴裕

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

R5より新たな指標を
設定

4.0% 2.0%

目標達成済

R4実績

11 住み続けられるまちづ
くりを

415,230千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

1

最終処分場の供用開始に向け、工程に従
い工事を進める。地元の周辺整備要望に
ついては、より一層丁寧に説明を行い、理
解を得ながら事業を進めていく。

R4その他職員
従事割合

2.0% 2.0%

用地を取得することによ
り、事業の推進を図った。会年職

員等
1

R5目標

A

処分場の用地購入については、
地権者の協力により、全ての用
地を購入することができた。

7 エネルギーをみんなに
そしてクリーンに

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①設計完了

②1,513.29㎡

R4目標

R4年度に改善した点

①建設事業者による施設の
設計

②用地購入（処分場用地）

事業進捗状況
（土地の取得率）

自区内処理の原則に基づき、新たな最終処分場を整
備する必要があるため、各段階における成果指標を
設定した。
事業進捗に伴う土地の取得率を成果指標とした。

市が策定した基本設計を基に、建設事業
者による施設の設計を行った。

R4決算額（見
込み）

120,658千円

指標名 目標設定の考え方・根拠

433

資源
循環
推進
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

最優先 自治事務

第２一般廃棄物最終
処分場整備事業

根拠法令

廃棄物の処理及び清掃に関する法律、所沢市廃棄
物の減量及び適正処理に関する条例

事業の目的及び具体的な内容

　市内で発生する一般廃棄物の最終処分について
は、市外の最終処分場と市内の北野一般廃棄物最
終処分場で行ってきたが、北野一般廃棄物最終処
分場は平成17年3月末日をもって埋立が終了した。
　現在は全量を県営の処分場や県外の民間処分
場へ搬出していることから、自区内処理の原則に基
づき、市内に新たな一般廃棄物最終処分場を整備
する事業である。

期間

H11 R7

R3決算額

R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

一般廃棄物処理基本計画の改
定について、慎重かつ丁寧な審
議を行うため、年度を超えて、令
和５年度も引き続き議論すること
となったものであり、今後の目
標、施策等について、十分な議
論を行うことができている。

会年職
員等

0人

R5目標

R4年度に改善した点
7 エネルギーをみんなに
そしてクリーンに

26,011千円

①審議会開催日数

所沢市廃棄物減量等推進審議会の年間開催日
数

ごみの減量・資源化方策を審議する、所沢市廃
棄物減量等推進審議会の開催日数を指標とし
た。

会議傍聴人について、全ての傍聴希望者
が傍聴できるよう柔軟に審議会の許可を
とるよう配慮した。

R4決算額（見
込み） 13 気候変動に具体的な

対策を
11,632千円

R3その他職員
従事割合

14 海の豊かさを守ろう

会年職
員等

0人

6回開催 6回開催
事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①5日

A

循環型社会の形成を目指
して、ごみ減量・資源化方
策の検討を進めた。

R4実績

　ごみ減量・資源化施策について広く市民
及び事業者へ周知し、理解を求めながら
取組を進めていくことが不可欠であること
から、「所沢市一般廃棄物処理基本計画」
を改訂するため、所沢市廃棄物減量等推
進審議会において引き続き審議を行う。

5回開催

令和４年度の審議会においては、一般廃棄物処
理基本計画の改定について諮問しているところ
であるが、年度内に改訂内容がまとまらず、令
和５年度も引き続き議論することとなり、答申が
行われなかったことによるもの。

目標設定の考え方・根拠

433

資源
循環
推進
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

最優先 自治事務

一般廃棄物減量化
方策推進事業

根拠法令

廃棄物の処理及び清掃に関する法律、所沢市一般
廃棄物処理基本計画（令和元年改訂版）

事業の目的及び具体的な内容

平成28年度までは順調に減少してきた本市のごみ
量は、平成29年度以降、減少率が鈍化傾向となっ
ていることから、所沢市廃棄物減量等推進審議会
において、生ごみの減量やプラスチックごみの削
減、経済的インセンティブによるごみ減量及び資源
化施策などの様々な取り組みについて審議してい
るところである。

期間

R3

6回開催

5回開催

R4目標

R3決算額 指標名

R3目標

R4その他職員
従事割合

13 気候変動に具体的な
対策を

0千円
①生ごみ減量講習会開催数
及び参加者数

②段ボールコンポスト配布人
数

③水切りダイエット配布人数

生ごみ減量講習会及び段ボールコンポスト配布
水切りダイエット配布数

生ごみの約7割から8割は水分と言われている。家庭
から出る生ごみの水分を少なくしてもらうよう、生ごみ
減量講習会を開催し、各家庭で実践してもらう。また
イベント等で水分を取る器具（水切りダイエット）を配
布して、生ごみ減量の周知を図る。

当初、生ごみ減量のチラシを全戸配布す
る予定でいたが、水切りダイエットを購入し
て、チラシとともに配布して啓発した。
３Ｒ講習会　116個
市民フェスティバル5,000個
合計5,116個

R4決算額（見
込み）

14 海の豊かさを守ろう

5,359千円

会年職
員等

0人

― ―

目標達成済み

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①1回　9人

②9人

③5,116人

R4目標 R4実績

水切りダイエットの配布に伴い、効果等の
検証が必要になっている。今後の水切りダ
イエット配布時にアンケート用紙も配布し
て取り組み状況や効果等を検証する。

R4その他職員
従事割合

5,000人 水切りダイエットを受け
取った一部の人から環境
に関する考え方が変わっ
たとのご意見を受けてい
る。一定の効果は出てい
る。

432

資源
循環
推進
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

優先 自治事務

チャレンジ生ごみ減
量推進事業

根拠法令

循環型社会形成推進基本法、廃棄物の処理及び清掃に関する
法律、所沢市生ごみ減量化・資源化を推進するための奨励に関
する要綱

事業の目的及び具体的な内容

コロナ禍の中で家庭で食事をする機会が増えたこと
もあり、生ごみに対する市民の関心は高まってい
る。本事業は、家庭から出る燃やせるごみの約4割
といわれる生ごみを減量するため、家庭で簡単にで
きる生ごみ処理の方法について普及啓発を図り、
購入金額の3分の2、20,000円を限度に奨励金を交
付する。

期間

R4

R3決算額

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

6,000人

5,134人

R5目標

A

生ごみ減量に関する講習会を実
施し、また市民フェスティバル等
で生ごみの水を切る器具の水切
りダイエット及びチラシを配布し
たことにより、一定のごみ減量の
周知は図れた。引き続き、多くの
市民にPRしていく必要がある。

R4年度に改善した点
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

成果

事務事業名称 事業概要（全体）

計画
コード

経費

投入コスト

所属
名称 会

計
事業自体が貢献する項目

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

成果指標活動実績(R4)

R3予算現額 項目名

1,343,512千円

R4予算現額

1,445,806千円

R3正規職員
人件費

3.05 人 実績

24,339千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

3.15 人 評価者

～ 25,206千円
東部クリーンセンター所長　大舘
正

R3予算現額 項目名

33,979千円

R4予算現額

135,069千円

R3正規職員
人件費

1.55 人 実績

12,369千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

1.20 人 評価者

～ 9,602千円 西部クリーンセンター所長　池田康徳

R3予算現額 項目名

55,479千円

R4予算現額

86,430千円

R3正規職員
人件費

47.83 人 実績

381,683千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

46.17 人 評価者

～ 369,452千円
収集管理事務所
所長　　斎藤　洋一

433

収集
管理
事務
所

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

ごみ収集事業

根拠法令

所沢市廃棄物の減量及び適正処理に関する条例

事業の目的及び具体的な内容

市民の生活ごみとして、ごみ集積所に排出された廃
棄物の適正処理及び再資源化により、公衆衛生環
境の向上及び循環型社会の確立を実現するため、
ごみの分別を徹底し,効率的に収集を行う。また、こ
れに伴うごみ集積所の設置・維持管理についての
指導及び清掃車両の整備並びにごみ集積所情報
管理システムの運用管理を行う。

期間

S26

433

西部
ク
リー
ンセ
ン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

- 自治事務

北野一般廃棄物最
終処分場浸出液処
理施設整備事業

根拠法令

廃棄物の処理及び清掃に関する法律

事業の目的及び具体的な内容

本浸出液処理施設は稼働開始から３３年が経過
し、老朽化が著しいことから本施設の延命化を行う
ものである。
現在、埋立物の安定化が進み浸出水の水質が改
善してきていることから、水質に合わせた処理シス
テムを構築し、改修費用の削減とランニングコスト
の低減を図るものである。

期間

R2 R5

433

東部
ク
リー
ンセ
ン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

優先 自治事務

東部クリーンセン
ター長期包括運営事
業

根拠法令

廃棄物の処理及び清掃に関する法律

事業の目的及び具体的な内容

安定した質の高い施設運営や用役等調達コストの
削減を図るため、東部クリーンセンターにおいて、
施設の運転管理、用役調達、維持補修等の施設運
営業務を包括的に委託するものである。
また、令和5年度からは当該委託契約に家庭ごみ
等受入業務を追加して実施するものである。

期間

H26 R17

指標名

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

100.0%

100.0% 85.0%

会年職
員等

0人

50.0% 50.0%

部品供給不足によりメーカー製作品の納期が大
幅に遅れてしまったことから、工期内に工事を完
了することができなかったため。

目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

0回

R3その他職員
従事割合

23,635円/t

R4目標 R4実績

令和４年度内に納期が間に合わなかった
メーカー製作品を納入させ、延期した工期
内に工事を完了させる。

R4その他職員
従事割合

老朽化した施設を改修し、
排水基準を遵守すること
で、持続可能な社会を構
築することに貢献した。

会年職
員等

0人

B

燃料費高騰や鉄等の資材高騰
が続いているため、省燃費につ
ながるようエコドライブを心掛け
ると共に、車両修繕を減らすため
始業点検やこまめなグリスアップ
を行うなど、車両の延命を図り経
費削減に努めていきたい。

R4年度に改善した点

Ｂ

R4年度に改善した点
11 住み続けられるまちづ

くりを
23,786千円

①仮設工事
②第１期撤去工事
③第２期撤去工事
④試験・検査

老朽化が著しい浸出液処理施設の延命化を行
い、改修費用の削減とランニングコストの低減を
図る。

令和３年度に実施した設計業務に基づいて、令
和４年度は改修工事を行い完了させる。

仮設工事を施し、第１期撤去工事を実施し
て不用となった機器類の撤去工事を行っ
た。
地下式水槽の塗装を行った。
浸出水を止める止水弁の交換を行った。
メーカー製作品が納品されなかったことか
ら、第２期撤去工事を途中まで行った。

R4決算額（見
込み）

R5目標

12 つくる責任　つかう責任

52,800千円

R3その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①仮設工事を実施した。
②第１期撤去工事を実施し
た。
③第２期撤去工事を途中まで
実施した。
④機器の納品が遅れたた
め、設置することが出来ず、
試験・検査を行えなかった。

11 住み続けられるまちづ
くりを

46,354千円

①年間ごみ収集量

②年間経費

１トンあたりの収集経費
年間経費÷年間ごみ収集量

生活ごみの効果的な収集を目的としているので、１ト
ンあたりの収集に係る経費を指標とする。
目標値としては、前年度を下回ることを目標とした。

ペットボトルの分別や使用状況の悪いご
み集積所にごみの排出方法についてのポ
スターを貼るなどして、市民への啓発活動
を行った。

R4決算額（見
込み）

72,084千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

1.05人

23,452円/t 22,221円/t

燃料費の高騰や、鉄等の資材が高騰したことで
車両修繕費が増額したため。

メーカー製品の製作が部品供給
不足の影響を受け、納期が大幅
に遅れ年度内に竣工が困難な
状況となったことから令和５年度
に予算の繰越しを行い工期を延
期した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①18,681 t

②441,536千円

R4目標 R4実績

本事業は、家庭から排出されるごみの分
別による資源物の有効活用を促進し、循
環型社会の確立を目指すものであり、市
民の理解と協力が必要であることから、ご
みの分別についての啓発や指導を引き続
き行っていく。

R4その他職員
従事割合

22,221円/t 23,635円/t
生活に伴って排出される
家庭ごみを安定的に収集
運搬することは、生活の基
盤に不可欠なものとして貢
献している。

会年職
員等

1.05人

R5目標

成果指標の目標値を達成してお
り、事業の目的である安定した
質の高い施設運営を実施した。
また、長期包括運営委託に家庭
ごみ等受入業務を追加する変更
契約を締結し、令和5年度からの
業務の開始に向け、適切に業務
の引き継ぎを行った。

R4年度に改善した点
7 エネルギーをみんなに
そしてクリーンに

1,328,328千円
①長期包括運営業務

②長期包括運営委託に家庭
ごみ等受入業務の追加

③長期包括運営モニタリング
業務

長期包括運営事業に起因する計画外のごみ受
入れ停止回数

長期包括運営事業における適正かつ安定した
施設運営を目標とする。

清掃等現業業務委託拡大計画に基づき、
現業業務に関し市民サービスの低下を招
来させることがないように、家庭ごみ等受
入業務の委託化を図り、現業業務の適正
管理を推進した。

R4決算額（見
込み） 11 住み続けられるまちづ

くりを
1,422,985千円

会年職
員等

0人

0回 0回

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①長期包括委託による安定し
た施設運営を実施した。
②長期包括運営業務委託契
約に受入業務を追加する変
更契約を締結した。
③モニタリング業務委託にお
いて、施設の運営状況が良
好であることを確認した。

R4目標 R4実績

令和5年度から家庭ごみ等受入業務のう
ち、プラットホームにおける受入業務を長
期包括運営事業者が行うことから、業務
の実施状況についてモニタリングなどによ
り確認を行う。

R4その他職員
従事割合 ごみ焼却熱を利用した発

電電力のうち、場内使用
量を超える分について売
電した。また廃棄物を適正
に処理した。

A

0回

会年職
員等

0人

R5目標

0回

R3決算額
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

成果

事務事業名称 事業概要（全体）

計画
コード

経費

投入コスト

所属
名称 会

計
事業自体が貢献する項目

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

成果指標活動実績(R4)

R3予算現額 項目名

1,178千円

R4予算現額

1,471千円

R3正規職員
人件費

6.85 人 実績

54,663千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

6.18 人 評価者

～ 49,452千円
収集管理事務所
所長　　斎藤　洋一

R3予算現額 項目名

875,270千円

R4予算現額

876,920千円

R3正規職員
人件費

2.00 人 実績

15,960千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

2.00 人 評価者

～ 16,004千円
収集管理事務所
所長　　斎藤　洋一

R3予算現額 項目名

2,198千円

R4予算現額

1,906千円

R3正規職員
人件費

0.69 人 実績

5,506千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.74 人 評価者

～ 5,921千円 環境対策課長　前田　亘一

433

収集
管理
事務
所

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

一般廃棄物収集運
搬業務委託事業

根拠法令

廃棄物の処理及び清掃に関する法律、所沢市廃棄
物の減量及び適正処理に関する条例

事業の目的及び具体的な内容

将来にわたり安定した収集体制を維持するため民
間委託し、市民生活の生活環境の保全、公衆衛生
の向上を図る。市民が年間ごみ日程表に基づき委
託地区内のごみ集積所に出したごみを委託業者が
収集し、東部・西部クリーンセンター等に運搬する。

期間

H17

441
環境
対策
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

大気規制対象事業
所検査事業

根拠法令

大気汚染防止法、埼玉県生活環境保全条例、所沢
市ダイオキシン類等の汚染防止に関する条例

事業の目的及び具体的な内容

ばい煙の排出状況や施設の管理状況など、法令に
基づき、その遵守状況を検査する。(ばい煙排出状
況の行政検査や報告の徴収を含む。)
①検査計画の作成②対象事業所への報告徴収の
実施(規制基準への適合状況)③大量ばい煙発生
施設や規制基準の適合状況が思わしくない事業所
への立入検査の実施④規制基準に適合しない事
業所等への改善指導また、規制対象事業所への立
入検査により、各施設から排出される汚染物質を
削減し、大気汚染を防止する。

期間

S59

433

収集
管理
事務
所

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

ふれあい収集事業

根拠法令

所沢市ふれあい収集実施要綱

事業の目的及び具体的な内容

高齢又は障害等により、家庭から排出するごみを
自らごみ集積所に出すことが困難な市民の生活環
境の向上及び安全確保のため、当該事業利用者
宅の戸口において直接ごみの収集を行う。さらに、
希望者には、声かけを行い安否確認を行う。

期間

H17

民間事業者への委託割合
委託地区の世帯数/市内の全世帯数

R3決算額 指標名

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標

12 つくる責任　つかう責任

1,614千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

今後も、行政の監視として立入検査を継
続することで、事業者の環境意識を保た
せていきたい。

R4その他職員
従事割合

100.0% 100.0%
ばい煙の排出状況の把握
により、大気汚染防止に
対する環境施策の参考と
なった。

会年職
員等

0人

R5目標

A

毎年、成果指標の目標値を達成
しているため。

100.0% 100.0%

目標達成済

R4実績

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

100.0%

11 住み続けられるまちづ
くりを

R4決算額（見
込み）

目標設定の考え方・根拠

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
1,005千円

A

安定的な収集運搬体制が維持
できていると判断する。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①6事業所

②6事業所

③

R4目標

70.0%

R4目標 R4実績

　安定的な収集運搬体制を維持するととも
に、本業務の委託率を維持できるよう安全
で効率的、かつ、遅滞なく業務に取り組む
よう指導し、サービスの向上に努めてい
く。

R4その他職員
従事割合

会年職
員等

0.3人

R5目標

R4年度に改善した点

1,851千円

①行政によるばい煙測定実
施事業所

②基準適合事業所数

③

大気規制対象事業所のばい煙に係る排出基準
適合率
（行政によるばい煙測定実施事業所数/基準適
合事業所数×100）

規制対象事業所への立入検査により、各施設か
ら排出される汚染物質を削減し、大気汚染を防
止することが当該事業の目的となっているため、
行政測定を行うばい煙に係る排出基準適合率を
指標とする。

令和3年度のE焼却炉の立入り検査は、コ
ロナ対策により報告徴収としていたが、令
和4年度は、例年通り立入検査を行った。

70.0% 70.0% 目標達成済

R3決算額 指標名 R4年度に改善した点
11 住み続けられるまちづ

くりを
875,270千円

①ごみ収集量

②収集稼働日数

市民生活の生活環境の保全と公衆衛生の向上を図
るため、安定的な収集運搬体制を確保する必要があ
る。
また、現業職員不補充であり、計画的に委託拡大を
図ることが重要であることから、委託割合を指標とし
た。

　新型コロナウィルスの感染拡大により収
集作業員の感染者が増加した場合を想定
し、委託業者との業務協力体制の構築を
するため、新型コロナウィルス等感染症に
かかる業務継続計画（ＢＣＰ）マニュアルを
作成し、令和４年９月１４日付で運用した。

R4決算額（見
込み）

876,920千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0.3人

70.0% 70.0%
事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①43,211 t

②259日

生活に伴って排出される
家庭ごみを安定的に収集
運搬することは、生活の基
盤に不可欠なものとして貢
献している。

目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

①年間利用世帯数

②年間利用予定世帯数

年間利用世帯
当制度について周知・啓発し、利用拡大を図るため、
年間利用世帯数とする。
目標としては、年間利用予定世帯数を目的とした。

希望者へは安否確認を行っているため、
事業内容には福祉的な側面が強い。その
ため、より細やかな対応や利用者の緊急
事態に対応出来るよう研修を行った。

R4決算額（見
込み） 11 住み続けられるまちづ

くりを
1,226千円

会年職
員等

0.3人

750世帯 781世帯

施設入所や家族との同居または逝去等の理由
により、利用開始した世帯よりも終了した世帯が
多かったため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①742世帯

②750世帯

R4目標 R4実績

今後、「ふれあい収集」の利用者の増加が
見込まれることから、担当者の育成をはじ
め、社会情勢の変化へ臨機応変に対応で
きるよう、「ふれあい収集」に関わる人員体
制について検討していく。

R4その他職員
従事割合

750世帯
高齢者など自らごみ集積
所にごみを出すことが困
難な市民の生活環境の向
上と安全確保に貢献して
いる。

R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

750世帯

R3その他職員
従事割合

742世帯

会年職
員等

0.3人

R5目標

B

利用を終了する世帯数について
は予測できないものの、利用開
始世帯については、潜在的な需
要が見込まれている。
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

成果

事務事業名称 事業概要（全体）

計画
コード

経費

投入コスト

所属
名称 会

計
事業自体が貢献する項目

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

成果指標活動実績(R4)

R3予算現額 項目名

23,297千円

R4予算現額

22,901千円

R3正規職員
人件費

0.83 人 実績

6,623千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.73 人 評価者

～ 5,841千円 環境対策課長　前田　亘一

R3予算現額 項目名

5,303千円

R4予算現額

5,189千円

R3正規職員
人件費

0.37 人 実績

2,953千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.32 人 評価者

～ 2,561千円 環境対策課長　前田　亘一

R3予算現額 項目名

1,112千円

R4予算現額

1,488千円

R3正規職員
人件費

0.75 人 実績

5,985千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

1.14 人 評価者

～ 9,122千円 環境対策課長　前田　亘一

R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績

442
環境
対策
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

水質規制対象事業
所検査事業

根拠法令

水質汚濁防止法、埼玉県生活環境保全条例

事業の目的及び具体的な内容

排出水の状況や施設の管理状況など、法令に基づ
き、その遵守状況を検査する。
①検査計画の作成②対象事業所への立入検査の
実施③採水した水質・施設の稼働状況・自主測定
結果について規制基準との適合状況の確認④規
制基準に適合しない事業所等への改善指導。ま
た、立入検査により各事業所から公共用水域へ排
出される汚濁物質を削減し、水質汚濁を防止する。

期間

S62

441
環境
対策
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 法定受託事務

大気汚染状況の常
時監視事業

根拠法令

大気汚染防止法

事業の目的及び具体的な内容

硫黄酸化物・二酸化窒素・浮遊粒子状物質などの
大気汚染物質について、本事業の法定受託事務処
理基準である「環境大気常時監視マニュアル」等に
基づき、市内5常時監視測定局（一般局：東所沢・北
野・中富、自排局：航空公園・和ヶ原）において常時
監視機器を用い、計測・調査を行う。
大気に係る環境基準設定項目を中心として、大気
汚染状況を常時監視し、大気汚染防止に係る施策
の基礎資料とする。期間

S60

441
環境
対策
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 法定受託事務＋附加

有害大気汚染物質
等モニタリング調査
事業

根拠法令

大気汚染防止法

事業の目的及び具体的な内容

環境省が定める「事務処理基準（平成13年5月21日
付環境省環境管理局長通知）」及び「有害大気汚染
物質測定方法マニュアル」等に基づき、市内2地点
において調査を実施している。
①調査計画の作成（調査項目、調査日程等）②調
査の実施（12回/年）③測定精度の審査、測定値
（年統計値を含む。）の確定④調査結果の国・関係
機関・市民等への情報提供

期間

H9

R3その他職員
従事割合

R3決算額 指標名

100.0%

1,001千円

①立入計画事業所数

②立入検査を行った事業所
数

③

計画実施率
立入検査を行った事業所数/立入計画事業所数
×100

定期的に立入検査を行うことにより、事業所の水質規
制遵守への関心の向上並びに意識低下の防止が期
待されるため、計画実施率を指標とする。

3,724千円

R3その他職員
従事割合

100.0%

目標達成済

100.0%

R3目標

A

A

毎年、成果指標の目標値を達成
しているため。

100.0%
各事業所からの公共用水
域への水質汚濁を防止す
ることにより、直接的な
SDGsへの貢献につながっ
た。

会年職
員等

0人

R5目標

100.0%

R4目標 R4実績

環境省が定める「事務処理基準（平成13
年5月21日付環境省環境管理局長通知）」
及び「有害大気汚染物質測定方法マニュ
アル」に従い、今後も引き続き常時監視を
実施する。

R4その他職員
従事割合

大気中の有害大気汚染物
質を測定監視することによ
り、直接的なSDGsへの貢
献につながった。

会年職
員等

0人

A

計画どおり立入検査を実施した
ため。

R4年度に改善した点

12 つくる責任　つかう責任

行政処分等の統一・公平化をより一層確
保するため、「行政処分等に関する運用方
針」を見直し、不文律で運用されていた内
容の明文化等を行った。

R4決算額（見
込み）

14 海の豊かさを守ろう

1,606千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

100.0% 100.0%

目標達成済

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
4,743千円

①有効調査項目

②調査項目数

③

有効項目率
（有効調査項目数/調査項目数×100）

有害大気汚染物質に係る環境基準設定項目を中心と
して、大気の汚染状況を常時監視することを目的とし
ているため、有効調査項目率を評価指標とした。
また、目標値は前年度同様100％とした。

北野測定局でのモニタリング調査時、R3
年度までは戸外の電源を使用していた
が、測定の安全性・安定性向上のため、
R4年度からは室内の電源を使用すること
とした。

R4決算額（見
込み） 11 住み続けられるまちづ

くりを

毎年、成果指標の目標値を達成
しているため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①52事業所

②52事業所

③

R4目標 R4実績

事業所によっては、排水に詳しい担当者
常駐していないこともある。原則は抜き打
ちであるが、状況に応じて事業所に連絡を
取る等、立入検査を計画的に実施できる
ようにしたい。

R4その他職員
従事割合

100.0%

12 つくる責任　つかう責任

会年職
員等

0人

100.0% 100.0%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①34項目

②34項目

③

R4目標値が未達成の理由・分析

100.0%

100.0% 100.0%

R5目標

目標設定の考え方・根拠

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
22,355千円

①有効調査項目

②調査項目数

③

有効項目率
（有効調査項目数/調査項目数×100）

事務処理基準に基づき、大気汚染に係る計測・調査
を行うことが目的となっているため、有効調査項目率
を指標とする。
目標値としては、前年度維持を目標としたい。

常時監視における計測・調査において、測
定局の維持管理は欠かせない要素の一
つである。
北野測定局において、R4.6月の豪雨によ
り雨漏りがひどくなり、配電盤修繕に伴う
排水管工事を行ったところ、雨漏りが起こ
らなくなり、改善が見られた。

R4決算額（見
込み） 11 住み続けられるまちづ

くりを
21,785千円

会年職
員等

0人

100.0%

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①52項目

②52項目

③

R4目標 R4実績

今後も引き続き施設管理に努める。また、
測定機器の入れ替えの場合には、測定項
目の見直しを随時行い、事務の効率化・
経費の抑制に努める。

R4その他職員
従事割合

100.0%

大気状況を常時監視する
ことにより、環境施策の参
考となった。会年職

員等
0.15

R5目標
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

成果

事務事業名称 事業概要（全体）

計画
コード

経費

投入コスト

所属
名称 会

計
事業自体が貢献する項目

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

成果指標活動実績(R4)

R3予算現額 項目名

6,514千円

R4予算現額

6,629千円

R3正規職員
人件費

0.46 人 実績

3,671千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.49 人 評価者

～ 3,921千円 環境対策課長　前田　亘一

R3予算現額 項目名

5,640千円

R4予算現額

6,240千円

R3正規職員
人件費

0.53 人 実績

4,229千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.80 人 評価者

～ 6,402千円 資源循環推進課長　山屋　貴裕

R3予算現額 項目名

53,687千円

R4予算現額

54,352千円

R3正規職員
人件費

5.45 人 実績

43,491千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

5.00 人 評価者

～ 40,010千円 河川担当参事　加藤　孝雄

事業の種別

一
般

重要 法定受託事務＋附加

公共用水域等汚濁
状況の常時監視事
業

根拠法令

生活排水による公共用水
域の水質汚濁を防止し、
生活環境の保全及び公衆
衛生が向上した。

補助を望んでいても放流先の確保がない
事案は解決できない。
ポスティング対象地区を変え、広報を行
う。

R4その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

R5目標

R4年度に改善した点
6 安全な水とトイレを世界

中に
1,290千円

①補助金交付

②広報

補助金交付件数
当市の近年の申請数に照らし合わせると妥当と考え
られる。 単独槽使用世帯を洗い出し、直接ポスティ

ングを行い申請を募った。

R4決算額（見
込み） 11 住み続けられるまちづ

くりを
666千円

R3その他職員
従事割合

Ｃ

申請の相談を受けるが、放流先
が無く断念するケースもある。
また、補助を受けても費用負担
が少なくなく、現状の単独槽でも
問題なく生活出来ており、必要性
を感じていないケースも多い。

会年職
員等

0人

10件 2件
事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

442

資源
循環
推進
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

浄化槽整備補助事
業

根拠法令

循環型社会形成推進交付金交付要綱
所沢市浄化槽整備事業補助金交付要綱

事業の目的及び具体的な内容

浄化槽整備の費用について補助金を交付すること
により、生活排水による公共用水域の水質汚濁を
防止し、生活環境の保全及び公衆衛生の向上に寄
与するためである。

期間

H5

442
環境
対策
課

実施計画ランク

期間

S25

期間

S62

442
河川
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

河川・水路維持管理
事業

根拠法令

-

事業の目的及び具体的な内容

１、河川の氾濫による浸水被害等の防止を図るた
め、改修・整備を行う。
２、パトロールや市民等の要望により、清掃・除草
および修繕等を行う。
３、地域に根付く川づくりを目指し、維持管理の一部
を委託する。
４、「水辺のサポーター制度」事業の推進。

水質汚濁防止法

事業の目的及び具体的な内容

埼玉県および所沢市が定めた公共用水域水質測
定計画に基づき、ｐHなどの生活環境項目、カドミウ
ムなどの健康項目等について、市内主要河川の水
質と河川底質の調査を行う。
また、市内主要河川の水質と河川底質（川底の泥）
の環境基準項目等を中心として、河川の汚濁状況
を監視し、水質汚濁防止に係る施策の基礎資料を
得ることを目的とする。

100.0%

R4目標値が未達成の理由・分析

①１件

②過去転換実績の多かった
地域で１１０件のポスティング
及びＨＰにて周知

１件
転換の希望があっても放流先が確保できない場
合や工事の費用負担が少なくないこと等が考え
られる。

目標設定の考え方・根拠

R3実績

維持管理の成果を測るには、要望の大部分を占める
除草や清掃への対応件数を指標とすることが適して
いるため。

10件

R4目標 R4実績

R3決算額 指標名

10件

R3決算額 指標名

R3目標

R4実績

目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

R3決算額 指標名

会年職
員等

0人

R5目標

13 気候変動に具体的な
対策を

50,060千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

要望や通報に関しては、夏季に多く寄せら
れることから、要望が集中した際に効率的
に作業を進めていくことが求められる。

R4その他職員
従事割合

250件 302件
住民からの要望に速やか
に対応することで、浸水被
害等の防止を図ることが
できた。

会年職
員等

0人

R5目標

A

成果指標の目標を達成してい
る。

11 住み続けられるまちづ
くりを

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①4,348m

②302件

③91.24m

R4目標

R4年度に改善した点

53,086千円

①維持管理（清掃）

②要望・通報件数

③改修・整備工事

要望・通報処理件数

特になし

R4決算額（見
込み）

250件 311件

目標達成済

250件

A

埼玉県及び所沢市が定めた公
共水域測定計画に基づき、市内
主要河川と河川の底質評価を
行っており、成果指標の目標値
を達成することができた。
また、月1回の常時監視をするこ
とによって、水質汚濁防止法に
係る施策の基礎資料を得ること
ができた。

R4年度に改善した点目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

100.0%

R3その他職員
従事割合

6 安全な水とトイレを世界
中に

6,308千円

①測定項目

②測定地点

③

実施項目率
測定項目/計画項目×100

埼玉県及び所沢市が定めた公共水域測定計画に基
づき、市内主要河川の水質と河川の底質の評価を行
うこと。また、河川の汚濁状況を監視し、水質汚濁防
止法に係る施策や令和4年度における基礎資料を得
ることを目的としているため、その実施項目率を指標
とする。

BODが基準超過することが多い地点につ
いて、原因を究明するため、職員による河
川調査を行った。

R4決算額（見
込み）

14 海の豊かさを守ろう

6,286千円

会年職
員等

0人

100.0% 100.0%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①89項目

②13地点・年12回

③

R4目標 R4実績

河川工事や植物の光合成による突発的な
BOD、pHの基準超過が見られる。生活排
水由来の汚濁も考えられることから、採水
時以外も河川状況を把握しておく必要が
ある。

R4その他職員
従事割合

100.0%
市内主要河川の水質など
を測定・監視することによ
り、環境施策の参考になっ
た。
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

成果

事務事業名称 事業概要（全体）

計画
コード

経費

投入コスト

所属
名称 会

計
事業自体が貢献する項目

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

成果指標活動実績(R4)

R3予算現額 項目名

2,859千円

R4予算現額

4,068千円

R3正規職員
人件費

1.79 人 実績

14,284千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

1.62 人 評価者

～ 12,963千円 環境対策課長　前田　亘一

R3予算現額 項目名

7,889千円

R4予算現額

8,730千円

R3正規職員
人件費

1.01 人 実績

8,060千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.78 人 評価者

～ 6,242千円
生活環境担当参事
浅見　仙隆

R3予算現額 項目名

12,727千円

R4予算現額

12,750千円

R3正規職員
人件費

0.77 人 実績

6,145千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.80 人 評価者

～ 6,402千円
生活環境担当参事
浅見　仙隆

期間

S57

444
生活
環境
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

「環境美化の日」市
内一斉美化清掃活
動事業

根拠法令

｢環境美化の日｣市内一斉美化清掃活動実施要領

事業の目的及び具体的な内容

市民参加による市内全域での環境美化清掃活動を
春、秋の年に２回実施することにより、快適な生活
環境を確保する。

444
生活
環境
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

環境推進員活動促
進事業

根拠法令

所沢市環境推進員設置要綱

事業の目的及び具体的な内容

ごみ減量・リサイクル・および地域での環境美化を
推進し、市民の環境保全に対する意識を高め、理
解を深めることにより、健康で潤いのある生活環境
を作る。

期間

H8

444
環境
対策
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

公害等苦情相談事
業

根拠法令

公害紛争処理法

事業の目的及び具体的な内容

騒音、振動、悪臭をはじめとする各種公害にかかる
苦情相談を電話・メール・窓口等を通して受付け、
苦情発生源の調査、指導、助言等を行い解決を図
る。

期間

S47

R3決算額 指標名

6回

R4目標

R4決算額（見
込み）

R3その他職員
従事割合

苦情相談解決率
（解決件数/対応件数×100）

苦情に関しては、100%解決が望ましいが、解決が長
引く案件も多くある。また、年度末に受付した苦情は
繰り越さざるを得ないため、現実的な目標としたい。

95.0%

B

参加に慎重な自治会・町内会も
多いなか、参加人数は目標に到
達しなかったものの、前年度に
比べ参加者の大幅な増加がみら
れた。

①1,052名

②4,807名

R4目標 R4実績

新型コロナウィルス感染症が落ち着きてき
たことから、各地区での活動再開に向け、
今後も引き続き必要な情報提供や支援を
行っていく。

R4その他職員
従事割合

6回 4.6回

R4実績

参加人数の増加を図るため、市民への周
知方法としてポスター、チラシのデザイン
を改善するとともに、広報、ホームページ
等での周知についても改善を図る。

R4その他職員
従事割合

49,762 人 40,040 人

R5目標
会年職
員等

1人

B

新型コロナウィルス感染症の影
響が残る中、目標には至らな
かったとはいえ、前年度を上回る
実績を残すことができた。

R4年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな

に
11,350千円

①委嘱人数

②事業参加延べ人数

環境推進員1人あたりの活動回数
環境推進員それぞれが２ヶ月に１度程度の活動
を行うと期待したもの 活動の再開については各地区の判断に委

ねたが、環境推進員連絡協議会を通じ、
必要な情報提供や情報共有を行った。

R4決算額（見
込み） 11 住み続けられるまちづ

くりを
11,874千円

R3その他職員
従事割合 17 パートナーシップで目

標を達成しよう

会年職
員等

0人

6回 3回

新型コロナウィルス感染症の影響は落ち着いて
きたものの、各地区での地域清掃活動や環境研
修会等は規模の縮小や中止も多く、目標達成に
は至らなかった。

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

環境保全に対する関心と
理解を深め、実践的活動
を行った。会年職

員等
1人

R5目標

R4年度に改善した点
11 住み続けられるまちづ

くりを
6,911千円

①ごみ回収実績

②参加人数

環境美化活動における参加人数
世帯数×3割×1回
（春・秋いずれかで３割の世帯から１人は参加し
てもらいたいという考えによる）

新型コロナウィルス感染症の影響下でも
安全に地域清掃活動が実施できるよう、
埼玉県が作成した「地域清掃活動10のポ
イント」を運用し、参加者の増加を図った。

R4決算額（見
込み） 17 パートナーシップで目

標を達成しよう
8,032千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

49,286 人 30,094 人

2年前より続く、新型コロナウィルス感染症の影
響は少なくなってきたものの、「環境美化の日」
参加者には高齢者も多いことから、参加に慎重
な自治会・町内会も多く、目標達成には至らな
かった。また参加自治会・町内会の構成員の高
齢化も原因の一因と考えられる

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①65.5t

②40,040人

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

快適な生活環境を確保す
るため、自主的に「環境美
化の日」一斉清掃美化活
動に参加し清掃活動を実
施した。

50,346 人

3,312千円

会年職
員等

1

94.1% 99.1%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①７８件

②７７件

③

R4目標 R4実績

法令規制が適用されない事案に関する苦
情相談が増加傾向にあり、対応に苦慮し
ているため、個々の事案に合わせた、適
切な対応を目指す。

R4その他職員
従事割合

98.7%

会年職
員等

1.7

R5目標

94.4%

公害苦情相談に対応する
ことで、直接的なSDGｓへ
の貢献につながった。

A

公害苦情相談は、相談者の感覚
に起因するものが多く、対応が
困難で解決までに時間を要する
が、今後も目標達成に努めてい
きたい。
今後も、処理困難な案件が増加
する事が推測されるが、より一層
知識を深めて、相談者への適切
かつ迅速な対応を図る必要があ
る。

R4年度に改善した点
11 住み続けられるまちづ

くりを
2,502千円

①苦情相談対応件数

②苦情相談解決件数

③

目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

研修・セミナー等積極的に参加し、法令に
対する理解や、コロナ後の苦情状況内容
など苦情対応についての知識向上に努め
た。また対応中の苦情について、適宜パト
ロールを実施し、現状把握、適切な指導等
に努めた。
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

成果

事務事業名称 事業概要（全体）

計画
コード

経費

投入コスト

所属
名称 会

計
事業自体が貢献する項目

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

成果指標活動実績(R4)

R3予算現額 項目名

723千円

R4予算現額

1,206千円

R3正規職員
人件費

2.06 人 実績

16,439千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

1.72 人 評価者

～ 13,763千円
生活環境担当参事
浅見　仙隆

R3予算現額 項目名

20,672千円

R4予算現額

19,154千円

R3正規職員
人件費

0.37 人 実績

2,953千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.41 人 評価者

～ 3,281千円
生活環境担当参事
浅見　仙隆

R3予算現額 項目名

4,133千円

R4予算現額

4,446千円

R3正規職員
人件費

1.20 人 実績

9,576千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

1.13 人 評価者

～ 9,042千円
生活環境担当参事
浅見　仙隆

期間

S44

444
生活
環境
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

犬の登録・狂犬病予
防注射管理事業

根拠法令

狂犬病予防法

事業の目的及び具体的な内容

狂犬病予防法に基づき、狂犬病の発生、蔓延を防
ぐため、市内で飼育されている犬の情報を登録し、
狂犬病の接種状況を管理する。犬の鑑札および注
射済票の交付を行うとともに、所沢狂犬病予防協
会や市内動物病院と連携して集合狂犬病予防注射
や注射済票仮交付を行うことで、予防注射接種率
の向上を図っている。

期間

H12

444
生活
環境
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

あき地の雑草除去指
導事業

根拠法令

所沢市あき地の雑草除去に関する条例

事業の目的及び具体的な内容

あき地が適正に管理されずに雑草が繁茂すると、
火災、犯罪の発生、害虫の発生、ゴミの不法投棄な
どの原因になることから定期的にあき地の雑草繁
茂状況を調査し、繁茂状況により土地の所有者（管
理者）に対し、雑草の除去を行うよう指導する。

444
生活
環境
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

一般家庭生活廃水く
み取り事業

根拠法令

所沢市一般家庭生活廃水くみ取りに関する条例

事業の目的及び具体的な内容

下水道未整備地区で生活廃水の吸込槽が機能低
下によりあふれてしまうことを防ぐため、たまった生
活廃水のくみ取りを行うことにより、周辺の衛生的
な生活環境を保持する。

期間

S46

100.0%

R3決算額 指標名

R4実績

会年職
員等

1人

R5目標

R3決算額 指標名

会年職
員等

0人

R5目標

くみ取り作業への苦情もなく、目標は達成され
た。 委託業者が、協同組合所沢清和会に昨年

度から変わったが、引き続き安定した業務
サービスができるように努める。

犬の死亡届の未提出や、狂犬病予防注射を摂
取しても注射済票の交付手続を行わない飼い主
がいるため、制度の周知・啓発活動が必要であ
る。

72.4%

会年職
員等

1人

R5目標

R4年度に改善した点

B

年々高齢化や金銭的理由等に
よりあき地の除草を行うことがで
きない所有者が増えているなか
で、一定の実績をあげることがで
きた。

R4年度に改善した点

狂犬病予防注射の接種率
を向上させることで、狂犬
病の発生を防止した。

B

所沢狂犬病予防協会や市内動
物病院と連携して集合狂犬病予
防注射や注射済票仮交付を行
い、犬の飼い方教室の開催や広
報による啓発活動などの実施に
より、ある程度の結果は残せた
が、７割の接種率だったため。

R4年度に改善した点
11 住み続けられるまちづ

くりを
3,714千円

①新規登録枚数

②登録頭数

③注射済票交付枚数

狂犬病予防注射接種率
狂犬病予防法に犬の所有者は狂犬病予防注射
を毎年１回受けさせなければならないとなってい
る。

R4決算額（見
込み） 17 パートナーシップで目

標を達成しよう
4,229千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

1人

登録後や狂犬病予防注射接種後に交付
する鑑札や済票について、飼い主自身が
何を交付されているのかわかっていないこ
とが多く見受けられていたことから、交付
時に封入する封筒に、何が入っているの
かをイラストで掲載し、毎年交付を受ける
ものをわかりやすくした。
新型コロナウイルス感染症の拡大の対策
としては、接種率の向上を図るため、市内
動物病院と提携して実施している注射済
票仮交付の期間を延長した。
その他、キャッシュレス決済が導入され、
支払いについて柔軟に対応できるように
なった。

接種率の向上及び飼い主のマナー向上に
ついて、より効果がある方法を研究する。

R4その他職員
従事割合

100.0%

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

R4目標 R4実績

76.8%
事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①1,340枚

②15,185頭

③10,988枚

100.0%

6 安全な水とトイレを世界
中に

14,250千円

①くみ取り件数

②くみ取り量

③くみ取り手数料

衛生側面からの納得度
(くみ取り件数－くみ取り作業への苦情件数)÷く
み取り件数

現状のとおり。

R4決算額（見
込み） 11 住み続けられるまちづ

くりを
14,038千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

100.0% 100.0%

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①742件

②1,823,400ℓ

③1,094,040円

生活廃水を適正処理する
ことにより、地下水や河川
水の汚染を防止した。

Ａ

成果指標の目標は達成してお
り、継続的な成果が得られてい
る。

目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

100.0%

100.0% 100.0%
R4その他職員
従事割合

R4目標

11 住み続けられるまちづ
くりを

342千円

①指導箇所

②改善箇所

③改善率

数値 改善箇所÷指導箇所 土地所有者が死亡してしまっている場合、
他市に公用申請を行うなどして相続人を
探し出し指導文書を送付した。

R4決算額（見
込み）

690千円

会年職
員等

0人

100% 82.8%

高齢化や相続放棄、金銭的理由等であき地の
除草作業を行うことができない所有者がいる。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①75箇所

②59箇所

③78.7%

R4目標 R4実績

所有者の理解や協力がなければ改善が
進まないため、粘り強く土地所有者に訴え
かけていくことに努める。

R4その他職員
従事割合

100%

土地所有者の協力により
目的を達成した。

目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

100%

R3その他職員
従事割合

78.7%
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

成果

事務事業名称 事業概要（全体）

計画
コード

経費

投入コスト

所属
名称 会

計
事業自体が貢献する項目

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

成果指標活動実績(R4)

R3予算現額 項目名

3,962千円

R4予算現額

4,484千円

R3正規職員
人件費

1.27 人 実績

10,135千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

1.21 人 評価者

～ 9,682千円
生活環境担当参事
浅見　仙隆

R3予算現額 項目名

2,398千円

R4予算現額

2,267千円

R3正規職員
人件費

0.42 人 実績

3,352千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.34 人 評価者

～ 2,721千円 環境対策課長　前田　亘一

R3予算現額 項目名

140千円

R4予算現額

134千円

R3正規職員
人件費

0.54 人 実績

4,309千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.59 人 評価者

～ 4,721千円 環境対策課長　前田　亘一

危険、迷惑な歩きたばこ、ポイ捨てをなくし、喫煙者
のマナー向上を図るため、キャンペーン、パトロー
ル等による条例の周知啓発活動を実施するととも
に、喫煙禁止地区での禁煙を徹底するため、路上
喫煙禁止地区内の路面シートの貼付や指定喫煙
所の維持管理を行う。

期間

H18

445
環境
対策
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 法定受託事務

ダイオキシン類によ
る汚染状況の常時
監視事業（大気、水
質及び土壌等）

根拠法令

ダイオキシン類対策特別措置法

事業の目的及び具体的な内容

　大気については埼玉県が定めたダイオキシン類
大気常時監視実施計画に基づき、河川水について
はダイオキシン類対策特別措置法に基づく常時監
視（公共用水域）実施計画に基づき、また、土壌・地
下水については地下水質測定計画に基づき、ダイ
オキシン類にかかる環境調査を行う。また、ダイオ
キシン類による大気・水質・土壌等の汚染状況を常
時監視し、ダイオキシン類による汚染対策に係る施
策の基礎資料とする。期間

H9

445
環境
対策
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

放射性物質による環
境汚染の監視・対処
事業

根拠法令

-

事業の目的及び具体的な内容

市内の放射線量を定期的に測定し、その結果等の
情報を市民に公表するとともに、市民への測定器
貸出や相談などの対応を行う。
また、放射線に係る環境汚染の実態を継続的に把
握することで、市民の不安を軽減するための根拠
資料とする。

期間

H23

444
生活
環境
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

歩きたばこ等防止啓
発事業

根拠法令

所沢市歩きたばこ等の防止に関する条例

事業の目的及び具体的な内容

①駅前キャンペーン実施個所

②路面シートの貼付枚数

③歩きたばこ等防止パトロー
ル実施回数

市内4カ所（主な駅前）の平均路上歩行者喫煙率
（成人歩行者に対する歩行喫煙者の割合）

条例を周知し、遵守することで危険、迷惑な歩き
たばこや路上喫煙行為をなくすため、違反者が
０パーセントであることを目標とする。

①18個所

②31枚

③16回

R4目標

100.0% 100.0%

会年職
員等

0人

100.0% 100.0%

目標達成済

R4目標 R4実績

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績

R3決算額 指標名

空間放射線量の測定と公
表を行うとともに、測定器
の貸し出し体制を整えて
おくことで、市内放射線量
の現状について市民周知
に努めた。

会年職
員等

0.15

R5目標

100.0% 100.0%
ダイオキシン類の環境調
査で、大気の状況を把握
することにより、環境施策
の参考となった。

会年職
員等

0人

R5目標

A

成果指標の目標値を達成してい
るため、一定の成果を上げられ
ていると考える。

R4年度に改善した点
11 住み続けられるまちづ

くりを
117千円

①継続的な空間放射線量測
定

②除染土壌仮保管場所定期
測定

③測定結果公表

調査実施率
（測定数/調査数×100）

市民生活における空間放射線の影響の確認の
ため市内10地点での測定を指標とした。

R4.10.29～30に開催された市民フェスティ
バルにおいて、空間放射線量の体験測定
を実施し、放射線に関する理解醸成に務
めた。

R4決算額（見
込み）

158千円

R3その他職員
従事割合

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①市内10地点での測定回数
1地点・1回/３ヶ月

②保管場所×２回/年

③市ホームページ、各まちづ
くりセンターにポスター掲示

R3目標

市による定期測定を継続し、その結果を
公表することで、市民の安全安心の確保
に努める。また、点検、校正を行った測定
器の貸出を継続する。

R4その他職員
従事割合

3 すべての人に健康と福
祉を

2,229千円

①調査検体数

②調査計画検体数

③

調査実施率
（有効調査検体数/調査計画検体数×100）

埼玉県の実施計画で、大気：3地点を4回/年、河川
水・底質：各2地点を1回/年、土壌：2地点を1回/年、
地下水：1地点を1回/年の年19検体が測定数として定
められているため、すべての項目を市で実施すること
を目標として設定している。

年4回、大気測定をしている教育センター
において、測定期間中のセンターの行事
等を情報共有することにより、毎日の機器
点検をスムーズにすることができるように
なった。

R4決算額（見
込み） 11 住み続けられるまちづ

くりを
2,042千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

100.0% 100.0%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①19検体

②19検体

③

R4目標 R4実績

引き続き定められた測定の精度を維持し、
今後も常時監視を継続する。

R4その他職員
従事割合

A

毎年、成果指標の目標値を達成
しているため。

R4年度に改善した点

R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

100.0%

R4目標値が未達成の理由・分析

100.0%

会年職
員等

0人

0% 0.06%

条例制定前は2.19パーセントであった歩行喫煙
率が令和4年9月の調査では0.04％となってお
り、条例の周知は進んでいると考えられるが、マ
ナーを守らない喫煙者が少数見受けられる。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R4実績

条例施行後の路上喫煙率の推移をみる
と、一定の効果は上がっており喫煙マナー
の向上も図られているが、一部喫煙マ
ナーが守られていない状況があることか
ら、今後も職員によるパトロールを行い、
条例違反者への声かけを実施していく。

R4その他職員
従事割合

0% 0.04%

受動喫煙にも配慮し、パト
ロール等で条例周知啓発
に努めた。会年職

員等
1人

R5目標

R3目標 R3実績

Ａ

概ね条例の内容は周知され、喫
煙者のマナーも向上していると
考えられるため。

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を

令和4年6月に所沢駅西口駅前広場内指
定喫煙所を撤去した。

R4決算額（見
込み） 11 住み続けられるまちづ

くりを
4,557千円

R4目標値が未達成の理由・分析

0%

R3その他職員
従事割合

目標設定の考え方・根拠

3,979千円
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

R3予算現額 項目名

25,809千円

R4予算現額

202,585千円

R3正規職員
人件費

0.80 人 実績

6,384千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.63 人 評価者

～ 5,041千円 産業振興課長　奈良　和子

R3予算現額 項目名

1,350千円

R4予算現額

1,350千円

R3正規職員
人件費

0.27 人 実績

2,155千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.27 人 評価者

～ 2,161千円 産業振興課長　奈良　和子

R3予算現額 項目名

400千円

R4予算現額

400千円

R3正規職員
人件費

0.12 人 実績

958千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.15 人 評価者

～ 1,200千円 商業観光課長　古田　晃一

C

9 産業と技術革新の基盤
を作ろう

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①245人

②13人

R4目標 R4実績

創業支援事業は、多様な支援メニューに
より創業者を多角的に支援するものであ
るが、商工会議所及び創業・ベンチャー支
援センター埼玉とも、密に連携し、創業に
関する施策のニーズを的確に捉え、事業
の充実を図っていく。

R4その他職員
従事割合

393人 245人
新たな創業により地域経
済の活性化及び産業と技
術革新の基盤の底上げに
貢献した。

1,350千円

①創業支援対象者数

②創業者数

創業支援対象者数
産業競争力強化法に基づく本市の創業支援等事業計
画による創業支援の対象者

R4決算額（見込
み）

250人

新型コロナウイルス感染症の影響から、創業の
機運の高まりは見られず、目標を達成できな
かった。

会年職
員等

0人

R4実績

市内経営者の育成・商業の発展のため、
引き続き事業を行う必要があるが、近年
申請が無いことから補助対象となりそうな
事業の情報収集や市内事業者への周知
を積極的に行う。

R4その他職員
従事割合

2グループ

評価
理由

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

8 働きがいも経済成長も

9 産業と技術革新の基盤
を作ろう

0人

会年職
員等

0人

会年職
員等

25,638千円

R4決算額（見込
み）

393人

自治事務

R4その他職員
従事割合

6件

6件
①6件

②36件

③4件

R3目標

①企業立地等奨励金の交付
件数
②工場等の立地相談対応件
数
③都市型産業等育成補助金
の交付件数

企業立地等奨励金の交付件数

会年職
員等

0人

393人

202,024千円

R3その他職員
従事割合

6件

R5目標

8 働きがいも経済成長も

新型コロナウイルス感染症対策として、定
員の縮小、グループワークの見直しなど、
三密を避ける工夫を行った。

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

最優先

企業誘致活動推進
事業

期間

所沢市企業立地支援条例、及び、同施行規則
所沢市都市型産業等育成補助金交付要綱

事務事業名称 事業概要（全体）

事業の目的及び具体的な内容
一
般

根拠法令

本市の立地環境を活かし、企業立地等奨励金や補
助金により製造業や都市型産業等（情報通信業、
アニメーション・コンテンツ・ＩＣＴ関連産業、宿泊施
設、社員２０人以上の本社等）の立地・拡大の推進
及び育成を行い、市内経済の活性化、雇用の創
出、税収の増加を図るものである。

計画
コード

事業自体が貢献する項目

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R4)

成果

成果指標

目標設定の考え方・根拠

誘致対象事業者の新規立地を、年間１件以上あるこ
とを目標とし、交付件数を年度ごとに１件づつ加算し
た。

R4年度に改善した点指標名

埼玉県（企業立地課）との情報共有を図
り、埼玉県においても、所沢市への企業誘
致活動を共同で行っている。

Ａ

現在の課題：企業誘致のためにさらに周
知が必要である。
今後の取組：引き続き関係機関と連携し、
企業誘致活動を実施する。

目標達成

R3決算額

事業の目的達成に向けて、成果
が出始めているため。

512

H24

所属
名称

C

新型コロナウイルス感染症拡大
の影響により事業者の研究等の
新たな連携やイベントの実施が
困難であったことから申請がな
かったため。

R4年度に改善した点

8 働きがいも経済成長も

0千円

①補助対象研究事業数

②

③

補助対象研究事業数
予算額400千円（1事業限度200千円×2グルー
プ） 補助対象となりそうな事業や実施に興味

がある事業者に制度を案内した。

R4決算額（見込
み）

0千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

2グループ 0グループ

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、
申請が無かったため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R4目標 R4実績

6件

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題

本事業を通して市内商業
の発展に貢献するもので
ある。会年職

員等
0人

R5目標

R4目標値が未達成の理由・分析R3実績

R5目標

6件
市内に新たな企業を誘致
することで、所沢市の経済
成長へ繋げることができ
る。

R3その他職員
従事割合

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

1,350千円

新型コロナウイルス感染症の影
響により、定員を縮小するなど感
染症対策を実施しながらの支援
となったため、目標値の達成は
できなかった。

R4年度に改善した点

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

2グループ

①０グループ

②

③

R4目標

0グループ

513
産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

新規創業等支援事
業

根拠法令

産業競争力強化法

事業の目的及び具体的な内容

地域における創業者を支援し、地域の活性化、雇
用の確保を図ることを目的として、開業ゼミナー
ル、開業カフェ、専門家による無料個別相談会等、
産業競争力強化法に基づく創業支援等事業計画に
沿って、商工会議所等と共に事業を展開するもの。

期間

H12

513
商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

商業経営者グループ
研究補助事業

根拠法令

所沢市商業経営者グループ研究事業補助金交付
要綱

事業の目的及び具体的な内容

市内商業経営者グループが行う研究事業を募集
し、補助金を交付する。
・対象者　　　市内在住者又は市内に事業所を有す
る5名以上で構成する団体
・対象事業　 研究事業に要する調査活動費、研修
費、消耗品費等
・補助金額　 経費の1/2以内（限度額20万円）
同一の研究事業は2回を限度としている。

期間

H25
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

評価
理由

事務事業名称 事業概要（全体）

計画
コード

事業自体が貢献する項目

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R4)

成果

成果指標

所属
名称

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題

R3予算現額 項目名

298千円

R4予算現額

273千円

R3正規職員
人件費

0.73 人 実績

5,825千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.73 人 評価者

～ 5,841千円 産業振興課長　奈良　和子

R3予算現額 項目名

5千円

R4予算現額

19千円

R3正規職員
人件費

0.31 人 実績

2,474千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.38 人 評価者

～ 3,041千円 産業振興課長　奈良　和子

R3予算現額 項目名

3,000千円

R4予算現額

4,000千円

R3正規職員
人件費

0.43 人 実績

3,431千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.53 人 評価者

～ 4,241千円 産業振興課長　奈良　和子

「農商工連携のための勉強会～テーマ別ミー
ティング～」を開催。新型コロナウイルス感染症
対策のため、小規模人数で3回に分けて開催し
た。共通の課題を持つ事業者が集うことで、新
商品、新メニューの開発促進に向け、連携が深
められた。「農商工連携のためのきっかけづくり
交流会」を3年ぶりに対面形式で開催した。参
加者数は少なかったが、その分密な交流がで
き、マッチング件数も多く、有意義な交流会を
開催できた。

R4決算額（見込
み）

93千円

R3その他職員
従事割合

A

目標値に対して100％以上の成
果が出たため。

R4年度に改善した点

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①28団体

②4団体

③4件

R4目標 R4実績

農業者の参加者数が減少傾向であるた
め、事業のマンネリ化を防ぐとともに、魅
力ある事業へとブラッシュアップしていくこ
とが必要。また、コロナ禍及びポストコロナ
でも有効な市の支援方法について、さらに
考察を行うことが必要。

R4その他職員
従事割合

3件 4件
異業種間、事業者間の連
携による新たな付加価値
を有する商品やサービス
の創出に寄与した。

9 産業と技術革新の基盤
を作ろう

8 働きがいも経済成長も

5千円

①新規先訪問件数

②既存先支援件数(情報提
供、イベント実施)

新規先訪問件数
地域産業を牽引する事業者への専門家の派遣、訪問
の件数

新型コロナウイルス感染症対策として、少
人数での訪問を実施した。また、工業製品
展示を市民ホールで開催し、製品展示の
機会を提供することにより、市民の認知度
向上等のニーズに対応した。

R4決算額（見込
み） 9 産業と技術革新の基盤

を作ろう
5千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

10件 6件

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①11件

②11件

R4目標 R4実績

市民の認知度向上等のニーズに対応す
べく開催している工業製品展示について、
より多くの市民に見てもらうため、開催時
期や開催方法の見直しをしていく。

経営課題やニーズを把握
したことにより、施策への
反映を通して、地域産業
の活性化に寄与できた。

会年職
員等

11件
R4その他職員
従事割合

R4目標値が未達成の理由・分析

5件

R3決算額

0人

R5目標

B

目標値を達成できなかった理由
が補助対象経費の大きな事業を
採択したことにより、交付件数を
増やせなかったものであるため。

R4年度に改善した点
9 産業と技術革新の基盤

を作ろう
2,476千円

①補助金交付件数

②補助金交付金額

補助金交付件数
（商工会議所取りまとめ分は１件として扱う）

事業の目的を達成するために、十分な周知を図り、一
定以上の補助金交付件数を目指す。

中核事業者または中核を目指す事業者の
支援を目的に、地域経済への影響度、生
産性の向上、雇用の増加、収益の拡大、
経営革新計画策定の有無などを採点項目
に設定し、審査を行ったうえで補助金交付
の可否を判定した。

R4決算額（見込
み）

4,000千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

5件 3件

申請件数は6件あったが、補助対象経費の大き
な事業の採択が多かったため、目標値を達成で
きなかった。

A

目標値に対して100％以上の成
果が出たため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

DXやゼロカーボン実現のための設備更新
なども、本補助金の役割であると認識して
いる。そのため、加点要素の見直しなどを
引き続き実施していく。また、予算額の増
額により、より多くの事業者に制度を利用
してもらうことで地域経済の活性化につな
げていく。

R4年度に改善した点

5件

10件

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

R4その他職員
従事割合

5件 4件

先端設備導入による高効
率な産業基盤の醸成会年職

員等
0人

R5目標

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

7件

会年職
員等

0人

3件 7件

目標達成済

支援事業に参加した事業者同士の連携により、実際
に新商品や新サービスの創出につながった件数

会年職
員等

0人

R5目標

161千円

①きっかけづくり交流会参加
団体数
②きっかけづくり交流会新規
参加団体数
③農商工連携により創出され
た新事業数

農商工連携により創出された新事業数

①4件

②4,000千円

R4目標 R4実績

指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績

514
産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

農商工連携推進事
業

根拠法令

-

事業の目的及び具体的な内容

農業者、飲食店業者、食品加工業者等の情報交
換・ビジネスマッチングの機会として「農商工連携の
ための勉強会」、「農商工連携のためのきっかけづ
くり交流会」を開催し、地元農産物などを活用した新
たな商品やサービス等の創出を図るもの。

期間

H23

521
産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

地域産業を牽引する
事業者等支援事業

根拠法令

-

事業の目的及び具体的な内容

所沢商工会議所中小企業相談所や埼玉県産業振
興公社等との連携、国・県等からの専門相談員の
派遣等により、地域を牽引する地域産業牽引事業
者等を発掘し、これらの事業者による新商品開発
や販路開拓等の積極的な取組の実現に向けた支
援を行うもの。

期間

H31

521
産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

地域資源活用・もの
づくり総合支援補助
事業

根拠法令

地域資源活用・ものづくり総合支援補助金交付要
綱

事業の目的及び具体的な内容

市内の製造業者や農業者等の経営基盤の強化と
地域経済の活性化を図るため、市内事業者が連携
し、新商品やサービスの開発及び新たな販路の開
拓等を行う際に、その経費の一部を補助するもの。

期間

H25
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

評価
理由

事務事業名称 事業概要（全体）

計画
コード

事業自体が貢献する項目

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R4)

成果

成果指標

所属
名称

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題

R3予算現額 項目名

13,000千円

R4予算現額

13,000千円

R3正規職員
人件費

0.05 人 実績

399千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.05 人 評価者

～ 400千円 産業振興課長　奈良　和子

R3予算現額 項目名

5,000千円

R4予算現額

5,000千円

R3正規職員
人件費

0.31 人 実績

2,474千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.26 人 評価者

～ 2,081千円 産業振興課長　奈良　和子

R3予算現額 項目名

1,200千円

R4予算現額

1,200千円

R3正規職員
人件費

0.18 人 実績

1,436千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.15 人 評価者

～ 1,200千円 農業振興課長　大舘　寿貴

市内唯一の地域総合経済団体として、新
型コロナウイルス感染拡大により甚大な
影響を受けた市内経済の復活を行ってい
くことが喫緊の課題である。市としても、事
業実施や情報の共有などの面で密に連携
していく。

市内の商工業振興において重要
な役割を担う団体として引き続き
補助を行う必要がある。
なお、補助事業のあり方につい
ては、市と共同で実施し市が負
担金を交付する事業と併せて方
向性を検討する必要がある。

R4年度に改善した点
9 産業と技術革新の基盤

を作ろう
13,000千円

①経営改善普及事業の巡回
窓口相談件数
②経営改善普及事業の講習
会等の開催による指導件数
③個人・法人・団体の年度末
会員数

商工会議所一般会計の事業費（千円）
事業計画に基づき事業が実施されているかを示す。
目標は商工会議所一般会計の予算額、実績は決算
額。

新型コロナウイルス感染症の影響を受け
た市内事業者の支援策について会議所と
市で協議し、事業者のニーズ把握に努め
た。

R4決算額（見込
み）

13,000千円

会年職
員等

0人

175,646千円 144,624千円

予算額に対する決算額であるため。
会員支援のための諸事業は概ね計画どおり実
施された。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

会年職
員等

0人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①91戸

②62戸

③57戸

R4目標 R4実績

小規模事業者支援という
角度からの市内産業基盤
の醸成会年職

員等
0人

R5目標

R4年度に改善した点
9 産業と技術革新の基盤

を作ろう
1,827千円

①融資制度新規実行額

②借入事業者、貸付金融機
関への利子補給額

融資制度新規利用件数
年度内に市の融資制度が実行された件数を設定する
ことで、市融資制度を必要としている事業者の数を示
す。

利子補給制度の周知チラシについて、金
融機関に送付して周知するなど、利用を
増やすための工夫を行った。

R4決算額（見込
み）

1,692千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

B

C

中小企業者が行う資金調達に係
る支援策として一定の効果はあ
るが、コロナ対策として設けられ
た有利な融資制度を利用した事
業者がほとんどであったため、市
の制度融資利用者が少なかっ
た。

①3,611件

②1,519件

③3,139者

R4目標 R4実績

より多くの農業者に活用いただけるよう、
補助内容を見直すとともに、より効果的な
周知方法を検討する。

R4その他職員
従事割合

220戸 210戸

農薬・肥料等の使用抑制
による環境負荷の低減会年職

員等
0人

R5目標

R4目標 R4実績 コロナ不況からの回復支援策の一つとし
て、埼玉県および公庫融資の設備資金利
用者に対する利子補給を継続し、設備投
資を行う意欲的な事業者への発展を支援
する。また、市独自の融資件数が減少傾
向にあるため、予算、人員、金融機関との
調整等を含めて、総合的に在り方を検討
していく必要がある。

R4その他職員
従事割合 県や公庫の融資制度も含

めた柔軟な資金調達方法
の提示により、体力のある
産業基盤の整備に努め
た。

会年職
員等

0人

R5目標

A

国では「みどりの食料システム戦
略」が策定され、今後、環境負荷
の低減に配慮した取組を進めて
いく必要がある中、昨年度実績
よりも参加数を増やすことができ
なかった。

R4年度に改善した点

新型コロナ感染症対策として、実質無利子・無担
保の融資メニューが国県等により実施されてい
たこと、および県の融資利率が低く設定されてい
たことから、市制度融資の利用が少なかったと
思われる。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①8,500,000円

②1,691,300円

13 気候変動に具体的な対
策を

1,109千円
①フェロモントラップ設置農家
数

②緑肥購入農家数

③生分解性マルチフィルム購
入農家数

事業参加農家数

環境への負荷の少ない農薬や資材の利用を増やすこ
とを当該事業の目的としているため、事業の参加農家
数を指標とする。
目標値としては、前年度の実績を基本とし、維持・向
上を目指す数値を設定する。

個々の組合を訪問し、当事業の内容や方
法等について改善点等を伺い参考としな
がら、要綱制定作業を進めた。

R4決算額（見込
み）

15 陸の豊かさも守ろう

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

5件

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

183,589千円

10件 2件

R3その他職員
従事割合

152,346千円

10件 2件

204,052千円
R4その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

220戸

220戸 224戸

フェロモントラップの設置は出荷組合単位での事
業としての実施が多いが、組合員の高齢化等に
より事業として実施する組合が減少したため。

1,076千円

R3その他職員
従事割合

522
産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

所沢商工会議所補
助金

根拠法令

所沢商工会議所補助金交付要綱

事業の目的及び具体的な内容

地域経済の振興と発展を目的に、所沢商工会議所
に対して補助金の交付を行う。
（団体における実施事業）
○所沢商工会議所一般事業(部会活動、街おこし
事業、情報提供事業、会員組織事業、検定事業等)
○中小企業相談所事業（中小企業経営指導、事業
融資受付、講習会開催、人材育成事業等）

期間

S25

522
産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

中小企業融資事業

根拠法令

所沢市中小企業融資規則、所沢市中小企業設備
投資融資利子補給金交付要綱、外

事業の目的及び具体的な内容

中小企業者の事業振興を図り、経営の合理化・安
定化並びに企業の体質改善に寄与することを目的
に、中小企業者に低利率で融資を行う。
市独自の融資制度は「中小企業支援資金」「特別
小口資金」「災害復興資金」「新規創業支援資金」
の4種類。市融資制度利用者、金融機関、県の設
備投資融資の利用者に対し利子補給を行う。

期間

S48

523
農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

環境にやさしい農業
推進事業

根拠法令

所沢市環境にやさしい農業推進事業費補助金交付
要綱

事業の目的及び具体的な内容

フェロモントラップ、生分解性マルチフィルム、緑肥
等の利用に対して、事業費の１/２以内を限度として
補助をする。
地球環境への負荷を軽減するとともに、地域住民と
の共存を図り、安心で安全な農産物の生産を増や
していく。

期間

H14

112/176



SDGsへの貢献
(最大3つ)

評価
理由

事務事業名称 事業概要（全体）

計画
コード

事業自体が貢献する項目

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R4)

成果

成果指標

所属
名称

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題

R3予算現額 項目名

1,200千円

R4予算現額

1,556千円

R3正規職員
人件費

0.20 人 実績

1,596千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.32 人 評価者

～ 2,561千円 農業振興課長　大舘　寿貴

R3予算現額 項目名

7,800千円

R4予算現額

14,625千円

R3正規職員
人件費

0.31 人 実績

2,474千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.31 人 評価者

～ 2,481千円 農業振興課長　大舘　寿貴

R3予算現額 項目名

190千円

R4予算現額

190千円

R3正規職員
人件費

0.11 人 実績

878千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.14 人 評価者

～ 1,120千円 農業振興課長　大舘　寿貴

A

R4実績

化学肥料・化学合成農薬を用い
ない有機農業は、環境への負荷
が少ない一方、農業者にとって
は高度な手法が要求されるもの
であるが、前年度よりも取組面積
が増加している。
今後も、取組面積を増加してい
けるよう、引き続き農業者の取組
等の支援を行っていく。

R4年度に改善した点
13 気候変動に具体的な対

策を
1,200千円

①有機農業の取組面積

環境保全型農業に取り組んだ面積
化学肥料・農薬等の影響による環境負荷を低減する
ために、環境保全型農業に取り組んだ面積を指標と
する。

年間スケジュールを作成して取組内容に
ついて整理するとともに、農業者の方に対
する情報提供や申請に関する支援を行っ
た。

R4決算額（見込
み）

15 陸の豊かさも守ろう

1,384千円

会年職
員等

0人

1,000ａ 1,000ａ

作物の生育状況等の都合から、当初取組が予
定されていた面積から変更が生じたため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①1,153ａ

R4目標 R4実績

すでに有機農業を行っているが交付金を
活用していない事例もあるため、より広く
農業者に周知するとともに、取組面積の
拡大に向けた農業者同士の交流機会を創
出していく。

R4その他職員
従事割合

農薬・肥料等の使用抑制
による環境負荷の低減。

新規就農を目指す意欲ある青年
の育成が順調に進み、研修の仕
組みである「いるま地域明日の
農業担い手育成塾」に４名が参
加しているなど、新規就農者を確
保していく体制が整っている。こ
れは、就農相談会への参加や、
適切な就農相談の受付など、就
農支援に向けた施策に積極的に
取り組んだ結果であり、今後も継
続して行っていく予定である。

R3決算額

新規就農者数及び研修者人数
（経営体数）

農業従事者の高齢化や後継者不足、耕作放棄地の
増加という諸課題を解決するため、新たな担い手とし
て独立自営就農を行う新規就農者及び新規就農を前
提とするいるま地域明日の農業担い手育成塾生の人
数を目標として設定した。

昨年度と同様、就農相談や制度説明だけ
でなく、実際に新規に就農した方への訪問
や体験談などを聞くことにより、様々な観
点から就農に向けた検討が行えるよう、就
農希望者に声を掛けてきた。

R4決算額（見込
み）

8 働きがいも経済成長も

14,625千円

R3その他職員
従事割合

15 陸の豊かさも守ろう

会年職
員等

0人

６人 ６人

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①３人

②２人

就農に向けた相談では、県と連携して丁
寧に対応し、就農後においても適切な指
導を行った。
今後も周辺農業者との良好な関係が築け
るよう支援していく。

R4その他職員
従事割合

農業後継者不足の解消
農地の遊休化の未然防止
農地の適正管理会年職

員等
0人

R5目標

S

R3決算額

R4目標

指標名 R4年度に改善した点

2 飢餓をゼロに

7,500千円

①経営開始資金 交付者数
（経営体数）

②経営発展支援事業 交付者
数（経営体数）

R3目標 R3実績

目標設定の考え方・根拠

S

新規に参入した法人による遊休
農地の貸借等により、農地の維
持及び地域農業の活性化に寄
与した。

R4年度に改善した点

2 飢餓をゼロに

105千円

①対象法人数

②対象面積

農地所有適格法人等規模拡大面積

新規に参入してから3年目までの農地所有適格法人
等が、該当する年度中に新規に借り受ける農地面積
（賃貸借+使用貸借で、更新面積は含めない）を目標と
して設定した。
（補助対象外の法人も含む）

参入希望の法人に対して、県や農業委員
会と連携し、適切な指導を実施した。ま
た、本事業を活用していない法人に連絡を
とり、本事業を活用して更なる農地拡大を
検討するよう提案をした。

R4決算額（見込
み）

8 働きがいも経済成長も

148千円

R3その他職員
従事割合

15 陸の豊かさも守ろう

会年職
員等

0人

20,817㎡

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①４法人

②19,927㎡

R4目標 R4実績

農地拡大を検討している法人やこれから
農業に参入する意思のある法人からの相
談があった場合に、農地貸借のマッチング
や本事業の活用を勧める。

R4その他職員
従事割合

5,000㎡ 28,701㎡

農業後継者不足の解消
農地の遊休化の未然防止
農地の適正管理会年職

員等
0人

R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

5,000㎡

R4目標値が未達成の理由・分析

1,200ａ

R3その他職員
従事割合

1,153ａ

会年職
員等

0人

R5目標

1,200ａ

指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績

R4目標値が未達成の理由・分析

６人

６人 ６人

5,000㎡

R5目標

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標

523
農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

環境保全型農業直
接支払交付金交付
事業

根拠法令

環境保全型農業直接支払交付金交付等要綱（国）、所沢
市環境保全型農業直接支払交付金交付要綱（市）

事業の目的及び具体的な内容

国、県、市一体で、土づくり等を通じた化学肥料・農
薬等による環境負荷の軽減、農業が有する環境保
全機能の向上が図られるような農業者の取組等に
対し支援を行う。農業者が行う地球温暖化防止、生
物多様性保全等に資する取組が対象となる。
化学肥料・化学合成農薬を使用しない取組である
有機農業、または、化学肥料・化学合成農薬を都
道府県の慣行レベルから原則５割以上低減する取
組とあわせて、次のいずれかの取組ひとつを選択
して実施
①緑肥（カバークロップ、リビングマルチ、草生栽
培）
②炭素貯留効果の高い堆肥の水質保全に資する
施用
③地域特認取組　等

期間

H24

523
農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

新規就農総合支援
事業

根拠法令

農業人材力強化総合支援事業実施要綱,新規就農者育成総合
対策実施要綱(国),新規就農総合支援事業実施要領(県),所沢市
新規就農総合支援事業実施要綱(市),農業経営基盤強化促進法

事業の目的及び具体的な内容

青年新規就農者に対し、就農初期段階の経営の安
定化を図るため、支援する。
【経営開始資金事業】
就農予定時に原則50歳未満で次世代を担う農業者
となる強い意欲を有し、人･農地ﾌﾟﾗﾝに中心経営体
として位置付けられている認定新規就農者に対し
て、経営支援を行う。
【経営発展支援事業】
R4以降の上記新規就農者に対して、機械・施設の
導入費の一部を補助する

期間

H24

523
農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

農地所有適格法人
等支援事業

根拠法令

所沢市農地所有適格法人等支援事業費補助金交
付要綱

事業の目的及び具体的な内容

遊休農地や不耕作農地の解消、地域農業の活性
化のため、農業経営の規模拡大を目指す新たな農
業の担い手となる農地所有適格法人等が、賃貸借
により耕作面積を拡大した際に、農地の賃借料の
一部を補助し、支援する。

期間

H27

113/176



SDGsへの貢献
(最大3つ)

評価
理由

事務事業名称 事業概要（全体）

計画
コード

事業自体が貢献する項目

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R4)

成果

成果指標

所属
名称

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題

R3予算現額 項目名

200千円

R4予算現額

700千円

R3正規職員
人件費

0.11 人 実績

878千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.14 人 評価者

～ 1,120千円 農業振興課長　大舘　寿貴

R3予算現額 項目名

21,150千円

R4予算現額

21,150千円

R3正規職員
人件費

0.37 人 実績

2,953千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.35 人 評価者

～ 2,801千円 農業振興課長　大舘　寿貴

R3予算現額 項目名

900千円

R4予算現額

900千円

R3正規職員
人件費

0.23 人 実績

1,835千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.23 人 評価者

～ 1,840千円 農業振興課長　大舘　寿貴

家畜防疫事業に対する補助を継続し、引
き続き家畜伝染病等を防除していくととも
に、環境問題の発生防止の支援に努めて
いく。

2 飢餓をゼロに

46千円

①農業機械の導入

②新規就農者の農地面積拡
大

新規就農者の規模拡大面積

新規に就農してから3年目までの新規就農者が、該当
する年度中に新規に借り受ける予定の農地面積（賃
貸借+使用貸借で、更新面積は含めない）を目標とし
て設定した。

新規就農者の意欲と今後の発展を見込
み、面積の広いまとまりのある農地を探
し、積極的に紹介できるように情報収集を
行ったことから、令和５年度以降、新規に
まとまった借受地が増える予定である。

R4決算額（見込
み）

8 働きがいも経済成長も

548千円

15 陸の豊かさも守ろう

会年職
員等

0人

5,000㎡ 6,519㎡

現時点の営農において、必要な農地面積を既に
確保しているため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①1件

②47,888㎡（補助額297,400
円）

R4目標 R4実績

新規就農者を増やすために、毎年実施し
ている就農相談会や、通年行っている就
農相談の内容等をさらに充実させ、相談
者が就農したいと思える環境づくりを進め
ながら、農業者の経営規模拡大を支援す
る。

農地の確保が難しい新規就農者
への支援を積極的に展開し、必
要な借受面積を確保したことに
より、今後の農業の発展に寄与
するものであると考えられる。

A

R4年度に改善した点

R4その他職員
従事割合

5,000㎡

農業後継者不足の解消
農地の遊休化の未然防止
農地の適正管理0人

R5目標

新型コロナウイルス感染症の影響で導入2
年後の調査は、調査票のみとなっていた
が、補助対象物の実地検査・ヒアリングを
再開することができた。

R4決算額（見込
み）

8 働きがいも経済成長も

19,348千円

R3その他職員
従事割合 9 産業と技術革新の基盤

を作ろう

会年職
員等

0人

16件 16件

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①  3件

②17件

③  3件

S

R4年度に改善した点

2 飢餓をゼロに

21,085千円

①施設整備

②機械整備

③施設修繕

導入２年後の調査の結果、すべ
ての経営体から経営改善の回答
があり、認定農業者の経営を改
善する上でも有効な事業と考え
られる。
また、令和３年度に新設した施設
修繕について３件の利用があっ
た。

機械・施設導入等によって経営が改善した経営
体数

導入２年後の調査で、所得向上や労働時間短縮、安
定生産など経営が改善したと回答した経営体の数を
指標とする。
目標値は、２年前の補助件数とする。

家畜伝染病の予防による
食料の安定供給の確保会年職

員等
0人

R5目標

R4目標 R4実績
手続きの簡素化・職員の事務負担軽減策
を検討するとともに、地域農業の担い手と
なる認定農業者の経営改善を推進するた
め、引き続き農業者団体等に事業の周知
を行う。
より多くの農業者が事業を活用できるよ
う、予算の増額も検討していく。

R4その他職員
従事割合

農業経営の改善により、
安定した農作物の供給に
寄与した会年職

員等
0人

R5目標

B

目標は達成できなかったが、薬
剤等共同購入の業務フローを見
直し、協会員からの薬剤等の要
望を募ることで、必要な資材を届
け、家畜防疫対策に寄与した。

R4年度に改善した点

1 貧困をなくそう

731千円

①豚丹毒(生)予防事業

②乳牛検査事業

③豚熱予防接種

実施頭数の合計

家畜伝染病及び周辺環境問題の発生防止を図ること
を目的としているため、予防接種の実施頭数を指標と
している。目標値としては、家畜（牛・豚）飼育頭数と事
業主体からの申請を基に、申請予想頭数を指標とし
た。

薬剤等共同購入において、協会員が希望
する薬剤についても、追加できるような業
務フローを見直した。

2 飢餓をゼロに

707千円

R3その他職員
従事割合

15 陸の豊かさも守ろう

会年職
員等

0人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①848件

②97件

③830件

R4目標

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

21件

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

5,000㎡

14件 14件

R3その他職員
従事割合

43,093㎡

会年職
員等

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

2,080頭

1,600頭 2,447頭

養豚農家におけるワクチン接種計画において、
令和4年度は、接種の需要が少なかったことか
ら、豚丹毒及び豚熱の予防接種件数が減少した
ため。

R4決算額（見込
み）

R4その他職員
従事割合

2,080頭 1,775頭

R4実績

523
農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

新規就農円滑化推
進事業

根拠法令

所沢市新規就農円滑化推進事業費補助金交付要
綱

事業の目的及び具体的な内容

農業従事者の高齢化や後継者が不足する中で、農
業の担い手となる新規就農者に対し、農業経営の
早期安定化のため、農業用機械の導入費用の一
部や借り受ける農地の賃借料の一部を補助し、支
援する。

期間

H27

523
農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

認定農業者等経営
改善推進事業

根拠法令

所沢市農業振興総合対策要綱、所沢市認定農業
者等経営改善推進事業実施要領

事業の目的及び具体的な内容

認定農業者が、農業経営を改善するための機械や
施設整備に対して補助事業を実施する。
①気象条件等に左右されずに農産物の生産に寄
与する施設②農作業の省力化、効率化が図れる施
設や機械③環境にやさしい資源循環型農業に資す
る施設や機械④緊急的な施設の修繕に対して、予
算の範囲内において１事業主体あたり総事業費の
１／２以内で施設整備は１８０万円、機械整備は１３
５万円、施設修繕は５０万円を限度として補助す
る。

期間

H20

523
農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

家畜防疫対策事業
費補助事業

根拠法令

家畜伝染病予防法、所沢市農業振興総合対策要
綱、所沢市家畜防疫対策事業実施要領

事業の目的及び具体的な内容

家畜への定期的なワクチン接種と検査を実施し、
家畜伝染病の発生防止を図る。また、薬剤等の共
同購入により、臭気及び害虫等による周辺地域で
の環境問題の発生防止を図る。
事業主体の申請に基づき、家畜伝染病の予防接種
並びに検査、環境汚染問題を回避するために、必
要な薬剤の購入等経費の一部を補助する。

期間

S62

114/176



SDGsへの貢献
(最大3つ)

評価
理由

事務事業名称 事業概要（全体）

計画
コード

事業自体が貢献する項目

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R4)

成果

成果指標

所属
名称

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題

R3予算現額 項目名

1,620千円

R4予算現額

1,620千円

R3正規職員
人件費

0.12 人 実績

958千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.10 人 評価者

～ 800千円 農業振興課長　大舘　寿貴

R3予算現額 項目名

88千円

R4予算現額

93千円

R3正規職員
人件費

0.13 人 実績

1,037千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.16 人 評価者

～ 1,280千円 農業振興課長　大舘　寿貴

R3予算現額 項目名

530千円

R4予算現額

530千円

R3正規職員
人件費

0.10 人 実績

798千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.13 人 評価者

～ 1,040千円 農業振興課長　大舘　寿貴

A

R4実績

病害虫防除に関する情報や薬剤
の適切使用について、必要な情
報発信を行った。

R4年度に改善した点

1 貧困をなくそう

1,620千円

①補助実施戸数

薬剤購入費の補助を受けた農家戸数

病害虫防除のための薬剤を購入した農業者への支援
であるため、薬剤補助を受けた農家戸数を指標として
いる。目標値としては、事業主体からの申請に基づき
実施するため、申請見込の農家戸数としている。

補助金申請の添付書類の確認に、AI-
OCRを活用し事務の効率化を図った。

R4決算額（見込
み）

2 飢餓をゼロに

1,620千円

会年職
員等

0人

500戸 507戸

執行率が100％となっている補助事業のため、
R3年度実績値に近い500戸を目標値としたが、
資材価格の高騰等も影響し、目標値をわずかに
下回る結果となった。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①445件

R4目標 R4実績

関係機関と情報共有・調整を図りながら、
環境負荷の少ない薬剤等を補助対象に加
えるなどの事業の見直しを行う。

R4その他職員
従事割合

薬剤の適切な使用により、
安定的な食料供給に貢献

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防
止の観点から、令和４年度については感
染拡大防止対策を取りながら開催した。

R4決算額（見込
み）

8 働きがいも経済成長も

70千円

R3その他職員
従事割合

農業者の経営改善に資する最新情報や
農業者が欲する知識など広く情報を収集
し、これらの知見を農業者に発信すること
で意義ある講演会にするよう努めていく。

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

20人

目標達成済

C

目標は未達だが、アンケートから
は参加者の反応が良好であり、
参加した農業者の意欲向上の一
助になったと考えられる。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①2回

②25人

R4目標 R4実績

R4年度に改善した点

1 貧困をなくそう

50千円

①講演会の開催

認定農業者等講演会における認定農業者の参
加人数

認定農業者の経営改善に向けた意欲向上を目的とし
た講演会であるため、講演会に参加した認定農業者
等の参加人数を指標としている。

会年職
員等

0人

R5目標

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

30人

9 産業と技術革新の基盤
を作ろう

会年職
員等

0人

50人 23名

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の
観点から、対面での参加に消極的な認定農業者
が多かった。（331名へ通知）

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①１回

R4その他職員
従事割合

農業者の意欲向上。
会年職
員等

0人

R5目標

S

コロナの感染防止対策を行った
うえで、人との接し方やコミュニ
ケーション術などを学ぶ婚活サ
ポートセミナーと交流会を開催し
目標値を超える参加者があっ
た。

R4年度に改善した点

2 飢餓をゼロに

530千円

①研修・交流会、イベント開催
数

②農業サポーター人数

研修、交流会、イベントへの参加人数

生産者同士だけでなく、市民などの消費者との交流を
する機会を増やすことで、生産者や農作物とふれあ
い、農業に対する理解と関心を深めてもらうことができ
るため、交流会等の参加者数を指標とする。

 農業後継者のコミュニケーションや婚活ス
キルの向上を目指し、婚活サポートセミ
ナーを開催するとともに、交流イベントを開
催し、市内若手農業者の婚活支援を行っ
た。

R4決算額（見込
み）

8 働きがいも経済成長も

530千円

R3決算額

R4目標

指標名 目標設定の考え方・根拠

今後も、セミナー等を開催し、農業者の婚
活や農業経営への意欲の向上を図ってい
くとともに、農業サポーター事業の拡大の
ため、農業者や市民の方へ周知ＰＲを行っ
ていく。

R4その他職員
従事割合

30人 35人

農業後継者を育成等する
ことにより、安定的な食糧
供給に貢献。

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

500戸

R3その他職員
従事割合

445戸

会年職
員等

0人

R5目標

500戸

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

50人

50人 28名

30人

523
農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

病害虫防除対策事
業

根拠法令

所沢市病害虫防除対策事業実施要領、所沢市農
業振興総合対策要綱

事業の目的及び具体的な内容

安定した農業生産と農産物の品質の向上を確保す
る。
土壌病害虫、根腐病、野菜へのコガネムシ、茶の
葉巻虫、カンザワハダニ等を防除するための薬剤
の購入に要する経費の３０％を限度として、予算の
範囲内で補助する。

期間

S63

523
農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

認定農業者育成事
業

根拠法令

農業経営基盤強化促進法

事業の目的及び具体的な内容

認定農業者制度は、「農業経営基盤の強化の促進
に関する基本的な構想」に示された農業経営の目
標の達成に向けた「経営改善計画」の認定を受け
た認定農業者が計画を実現するための方策に対し
て、重点的に支援措置を講じるもの。

期間

H8

523
農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

農業後継者育成確
保推進事業

根拠法令

所沢市農業振興総合対策要綱
農業後継者育成確保推進事業実施要領

事業の目的及び具体的な内容

次代を担う優れた農業後継者及び担い手確保を目
的に、所沢市農業後継者対策連絡会の事業の一
環として、市内農家へのボランティアによる援農活
動を中心とした農業サポーター制度、農産物収穫
体験、農業後継者に対する結婚活動イベントなどを
実施している。

期間

S58
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

評価
理由

事務事業名称 事業概要（全体）

計画
コード

事業自体が貢献する項目

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R4)

成果

成果指標

所属
名称

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題

R3予算現額 項目名

149千円

R4予算現額

229千円

R3正規職員
人件費

0.16 人 実績

1,277千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.23 人 評価者

～ 1,840千円 農業振興課長　大舘　寿貴

R3予算現額 項目名

471千円

R4予算現額

550千円

R3正規職員
人件費

0.13 人 実績

1,037千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.21 人 評価者

～ 1,680千円
農業委員会事務局次長　日高
義行

R3予算現額 項目名

131千円

R4予算現額

131千円

R3正規職員
人件費

0.66 人 実績

5,267千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.65 人 評価者

～ 5,201千円
農業委員会事務局次長　日高
義行

指標名

523

農業
委員
会事
務局

実施計画ランク 事業の種別

一
般

優先 法定受託事務

農地利用状況調査・
遊休農地指導事業

根拠法令

農地法

事業の目的及び具体的な内容

近隣農地への悪影響を防ぎ、経営規模拡大を希望
する農業者や新規就農者・法人等への農地の利用
集積を図る。
農業委員会の委員及び農地利用最適化推進委員
が市内の農地の状況を調査し、遊休農地と判断し
た農地の所有者等に対して是正指導・農地利用意
向調査を実施する。

期間

H11

目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

会年職
員等

0人

R5目標

S

毎年、成果指標の目標を達成
し、遊休農地は概ね是正されて
いる。
次年度以降も引き続き事業を継
続し、より一層遊休農地の発生
防止・解消に努める。

R4年度に改善した点

2 飢餓をゼロに

157千円

①遊休農地調査面積

②是正面積

是正率（％）
（是正面積÷遊休農地調査面積）

遊休農地の是正が目的であることから、是正率
を指標とする。
前年度以上の是正率を目標とする。

遊休農地になりやすい傾向がある市外所
有者に、調査の実施前に通知を送付し、
維持管理を促した。

R4決算額（見込
み）

156千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

現地調査及び是正指導を
実施し、耕作再開を促し
た。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①1,079,302㎡

②900,165㎡

R4目標 R4実績

農業者の高齢化や後継者不足等により、
遊休農地は増加傾向にあるため、是正指
導を強化するとともに、新たな担い手への
利用集積を図るなど、農地の有効活用に
努める。

R4その他職員
従事割合

R3決算額

100.0%

毎年、成果指標の目標を達成
し、目的とする情報提供は果たし
ている。
次年度以降も引き続き事業を継
続し、広報の役割を果たせるよう
に努める。

R4目標 R4実績

周知すべき内容を適時掲載できるように
努め、より一層読み手が興味を持てる広
報紙を作成していく。

R4その他職員
従事割合

農業者に役立つ情報を発
信した。会年職

員等
0人

R5目標

配布率（％）
（配布戸数÷対象農家戸数）

市内農業者への情報提供が目的であることから
配布率を指標とし、全農家世帯への配布を目標
とする。

情報を効果的に伝えるため、文字情報に
加え、表組・写真等を配置し、読みやすい
紙面構成に努めた。また、法改正や税制
関連情報など、農業者の関心が高いと思
われる事柄についての記事を掲載するよ
う努めた。

R4決算額（見込
み）

347千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

100.0% 100.0%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①2回

②2,438戸

S

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
416千円

①発行回数

②配布戸数

523

農業
委員
会事
務局

実施計画ランク 事業の種別

一
般

優先 自治事務

「農委だより」発行事
業

根拠法令

農業委員会等に関する法律

事業の目的及び具体的な内容

農業委員会の業務や農業情報等を市内農業者に
発信し、農業経営の安定と発展を図る。
年２回発行し、市内農業者に郵送にて送付する。併
せて、いるま野農業協同組合各支店や各まちづくり
センターに配架するとともに、市ホームページに掲
載する。

期間

S53 100.0%

100.0%

S

R4年度に改善した点

R4その他職員
従事割合

７回
・農業生産性の向上
・大学の学生に研究フィー
ルドを提供
・大学の知的資源を農業
者、市民に還元

0人

R5目標

83.0%

80.0%

2 飢餓をゼロに

133千円

①イベント等実施回数

②委員等委嘱数

連携・取組みの実施回数

今後も連携を継続していくため、官学連携協定
に基づき実施している、研修や交流会、イベント
の取組回数を指標とした。
令和４年度から「農のあるまちづくり」の推進を目
的とし、東京農工大学の名誉教授を講師とした
市民向け家庭菜園教室の実施回数を増やした
ため、令和５年度は前年度実績と同様とする。

令和４年度においては、市民向け講習会
の開催回数を増やし、市民への周知、大
学の知的資源の還元をする機会を増やし
た。また、サトイモ点滴灌漑実証実験を、
実際のサトイモ農家の圃場に変更し、より
実践的な検証実験を行った。

R4決算額（見込
み） 4 質の高い教育をみんな

に
189千円

会年職
員等

0人

４回 ４回

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①１２回

②３種

R4目標 R4実績

東京農工大学が持つ知的資源を、本市の
農業生産技術の向上に有効に活用できて
いないため、より実践的な検証実験を通じ
て、各農業者へ展開できる手法等を検討
していく。

連携の一環として、所沢市農業
委員会委員、所沢市産業振興ビ
ジョン推進会議委員、所沢市人・
農地プラン策定検討会委員など
各種委員の立場により、同学の
知見を提供いただいているととも
に、特産物のサトイモの点滴灌
漑実証実験を市内圃場で行って
おり、最新技術による収量増、省
力化の取り組みを研究し、農業
者へ知的資源の還元をしている
ところである。また、イベントや講
習会を通じて、市民にも大学の
知的資源を還元しているとことで
ある。

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

80.0% 81.5%

80.0%

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

１２回

R3その他職員
従事割合

１２回

会年職
員等

523
農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

大学との交流による
都市農業振興事業

根拠法令

‐

事業の目的及び具体的な内容

国立大学法人東京農工大学の持つ知的資源を活
用して、都市農業の重要性を再認識し、農業の担
い手の育成・確保や将来の農業経営にかかる問題
解決に取り組むとともに、市民に対しては、家庭菜
園教室などを通じて「農のあるまちづくり」の推進を
図る。また、東京農工大学と本市の若手農業者や
先進農家の交流を促すことにより、農業振興を図
る。

期間

H25
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

評価
理由

事務事業名称 事業概要（全体）

計画
コード

事業自体が貢献する項目

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R4)

成果

成果指標

所属
名称

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題

R3予算現額 項目名

0千円

R4予算現額

0千円

R3正規職員
人件費

0.11 人 実績

878千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.15 人 評価者

～ 1,200千円
農業委員会事務局次長　日高
義行

R3予算現額 項目名

2,245千円

R4予算現額

2,925千円

R3正規職員
人件費

0.46 人 実績

3,671千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.48 人 評価者

～ 3,841千円
農業委員会事務局次長　日高
義行

R3予算現額 項目名

ー

R4予算現額

15,000千円

R3正規職員
人件費

ー 実績

ー どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.66 人 評価者

～ 5,281千円 商業観光課長　古田　晃一

目標設定の考え方・根拠

R5目標

S

毎年、成果指標の目標を達成
し、目的とする農地基本台帳の
情報整備は果たしている。
次年度以降も引き続き事業を継
続し、農地情報を適正に管理す
る。

R4年度に改善した点

523

農業
委員
会事
務局

実施計画ランク 事業の種別

一
般

優先 法定受託事務

農地基本台帳情報
整備事業

根拠法令

農業委員会等に関する法律

R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

100.0%

100.0%

2 飢餓をゼロに

2,005千円

①農地等情報移動発生筆数

②入力筆数

農地基本台帳システムへの農地等情報移動筆
数の入力割合（％）
（入力筆数÷農地等情報移動発生筆数）

農地情報の整備が目的であることから、情報の
入力割合を指標とし、100％の入力を目標とす
る。 将来に向けての営農意向を調査・整理し、

農地の流動化に活用した。

R4決算額（見込
み） 11 住み続けられるまちづ

くりを
1,627千円

R3その他職員
従事割合

100.0%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①17,910筆

②17,910筆

全国規模で導入された農地基本台帳シス
テムは現在稼働中のシステムと機能が大
きく異なるため、現行システムと並行稼働
し、農地情報を引き続き適正に管理してい
く必要がある。

R4その他職員
従事割合

農地情報を一筆ごとに整
理し、最新の状態に更新し
た。

R4実績

100.0%

R3決算額

R4目標

指標名

事業の目的及び具体的な内容

法定化された農地台帳の公表に伴い、一筆ごとの
農地情報を整理し、農地基本台帳として整備する。

期間

H27

R3目標

会年職
員等

0人

100.0%

会年職
員等

0人

成果指標の目標を達成し、目的
とする農地の流動化は果たして
いる。
次年度以降も引き続き事業を継
続し、より一層農地の流動化に
努める。

R4年度に改善した点

2 飢餓をゼロに

0千円

①売買および貸借成立件数

②利用集積農地面積

利用集積農地面積（㎡）

農地の利用集積が目的であることから、利用集
積された農地面積を指標とする。
農地の売り渡し・貸し付け希望に対して、買い受
け・借り受け希望が少ないことを考慮した目標値
とする。

主に新規就農者へ農地の貸付情報を提
供するとともに、農業委員・農地利用最適
化推進委員により出し手と受け手の利用
調整を図った。

R4決算額（見込
み）

0千円

会年職
員等

0人

20,000㎡ 60,593㎡

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①9件

②27,859.81㎡

R4目標 R4実績

20,000㎡

S523

農業
委員
会事
務局

実施計画ランク 事業の種別

一
般

優先 自治事務

所沢市農地サポート
事業

根拠法令

所沢市農地サポート事業実施要綱

事業の目的及び具体的な内容

遊休農地及び遊休農地化するおそれがある農地
の流動化を図り、農業上の利用を確保する。出し手
の農地サポート情報台帳の作成及び受け手への
閲覧を実施し、農業振興課、埼玉県、埼玉県農林
公社等と連携し、農地の流動化を図る。

期間

H22

視聴者数
短編映画を活用して所沢の魅力を発信した回数
を視聴者数で測る。

－

R4決算額（見込
み）

14,996千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

ー

－

招待客、一般客ともに直前でのキャンセルが発
生してしまったため、想定よりも少ない人数と
なってしまった。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①予告編１本、本編１本

②130名

③

R4目標 R4実績

視聴者数を増加させるための周知方法を
研究し、実践していく。

R4その他職員
従事割合

150人 130人

所沢航空記念公園が持つ
航空発祥の地という歴史
を伝え、観光資源としての
魅力を磨き上げる。

会年職
員等

0.25人

R5目標

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

1,000人

農業委員・農地利用最適化推進委員と連
携して流動化を進めるとともに、近隣市町
の農業委員会とも連携しながら、農地の
流動化を図る。

R4その他職員
従事割合

農地を必要とする担い手
にあっせんした。

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

20,000㎡

R3その他職員
従事割合

27,859.81㎡

会年職
員等

0人

R5目標

Ｂ

短編映画を製作し、上映会(試写
会)を開催することでPRを行っ
た。上映会には、フランス関係者
にも参加いただくなど日仏交流
の推進を図ることができた。しか
し、上映会開催による視聴者数
について未達となってしまった。
今後は効率的、効果的な周知方
法を研究し視聴者数の増加を図
る必要がある。

R4年度に改善した点
11 住み続けられるまちづ

くりを
ー

①短編映画の製作

②上映会開催によるPR（上映
会参加者）

③

－531
商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

最優先 自治事務

「フランス航空教育
団と日仏交流」次の
１００年事業

根拠法令

-

事業の目的及び具体的な内容

本事業は、日本で初めてできた飛行場跡地に整備
されている「所沢航空記念公園」を観光資源として、
さらに魅力を高めるため、「短編映画の製作と発
信」等による磨き上げを行うことで、アフターコロナ
を見据えた市内のマイクロツーリズムを推進すると
ともに、フランス航空教育団を通じた日仏交流の更
なる推進を図るものである。
取組としては次のとおりである。
・フランス航空教育団など、所沢航空記念公園にま
つわる歴史を伝える短編映画の製作
　・上記映画による「航空発祥の地 所沢」を子供た
ちを中心に広く発信

期間

R4
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

評価
理由

事務事業名称 事業概要（全体）

計画
コード

事業自体が貢献する項目

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R4)

成果

成果指標

所属
名称

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題

R3予算現額 項目名

670,994千円

R4予算現額

119,161千円

R3正規職員
人件費

1.53 人 実績

12,209千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.82 人 評価者

～ 6,562千円 商業観光課長　古田　晃一

R3予算現額 項目名

61,291千円

R4予算現額

66,270千円

R3正規職員
人件費

0.51 人 実績

4,070千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.68 人 評価者

～ 5,441千円 商業観光課長　古田　晃一

R3予算現額 項目名

6,250千円

R4予算現額

6,250千円

R3正規職員
人件費

0.32 人 実績

2,554千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.48 人 評価者

～ 3,841千円 商業観光課長　古田　晃一

S

R3実績

R4年度に改善した点

R4その他職員
従事割合

100.0% 特産品の販売、ＰＲを行っ
た。イベント時に所沢産野
菜の特設販売を行った。
観光情報を発信し、市内
観光業等の支援につな
がった。

0人

R5目標

9 産業と技術革新の基盤
を作ろう

659,458千円

①来館者数

②駐車料金収入

③特産品販売総売上

管理委託料に対する収入割合
管理委託料に見合った販売収入及び自主事業
収入・使用料等が収入として入っているか。

開館から1周年を記念し、令和4年5月29日
（日）に「YOT-TOKO1周年祭」を開催した。
また、指定管理者により、特産品等販売所
のレイアウトを変更し、所沢ブランド特産
品を集約した棚を設けた。

R4決算額（見込
み）

8 働きがいも経済成長も

111,797千円

会年職
員等

0人

100.0% 97.9%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①約30万人（推計値）

②13,949,280円

③87,205,101円

R4目標 R4実績

本施設の目的を達成するため、アフターコ
ロナにおける観光需要を取り込むような更
なる観光情報の発信を進めていく。

特産品等販売売上、飲食売上、
駐車料金収入等総じて昨年度を
上回る収入となり、目標を達成す
ることができた。
今後は、アフターコロナにおける
更なる観光情報の発信や特産品
等の販売を通じて、本市の魅力
をPRする観光拠点としての役割
を強化する取り組みを進めてい
く。

3 すべての人に健康と福
祉を

6,250千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0.02人

寿町駐車場の管理委託料に対する使用料収入
の割合

管理委託料に見合った使用料が収入として入っ
ているか。

寿町駐車場のフェンスやトイレ等の付帯設
備の修繕を実施した。また、満車表示を設
置するなど利便性の向上に努めた。

R4決算額（見込
み）

60,848千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0.15人

105.8% 112.9%

目標達成済み

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①10,256,330円

②58,753台

③82,227台

Ａ

R4年度に改善した点
11 住み続けられるまちづ

くりを
59,622千円

①寿町駐車場使用料収入

②寿町駐車場実績台数

③元町地下駐車場実績台数

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標

感染防止対策を講じながら継続
して共用することができ、目標を
上回る収入・駐車台数となった。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①7回

②105,000円

③

R4目標 R4実績

貸しスペースの利用が年間数件であるた
め、利用増に向けた方策を検討・実施して
いく。

R4その他職員
従事割合

23,450人 25,360人

中心市街地のにぎわいづ
くりに貢献している。会年職

員等
0.05人

R5目標

R4目標 R4実績

地元商店街の利便性を確保するため、安
定的な駐車場の提供が必要である。
また、老朽化した東川護岸の改修等寿町
駐車場の整備事業を実施する。

R4その他職員
従事割合

駐車場の安定的な管理運
営により、地元商店街の
利便性を確保している。会年職

員等
0.10人

R5目標

A

新型コロナウイルス感染症の影
響により計画していたイベントが
中止・縮小開催になったことで、
中心市街地への集客が減少し
た。今後、再び市内外から中心
市街地への集客を図るため、所
沢市の魅力につながる中心市街
地活性化拠点施設としての事業
を継続して実施する。

R4年度に改善した点
11 住み続けられるまちづ

くりを
6,250千円

①自主事業開催回数

②貸しスペース使用料収入

③

来場者数及び参加者数
新型コロナウイルスの影響を加味せず設定した
令和2年度の目標値とする。 イベントが中止から縮小開催へと移行する

なかで、感染症対策を講じながら各種事
業を実施した。

R4目標値が未達成の理由・分析

112.8%

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

150.0%

112.8% 117.9%

R3その他職員
従事割合

166.5%

会年職
員等

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

46,900人

23,450人 6,302人

目標達成済み

R4決算額（見込
み）

531
商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

最優先 自治事務

「所沢市観光情報・
物産館」活用事業
（COOL JAPAN
FOREST構想事業）

根拠法令

地方自治法、民間資金等の活用による公共施設等の整備等の
推進に関する法律、所沢市観光情報・物産館条例

事業の目的及び具体的な内容

令和3年5月29日に開館した所沢市観光情報・物産
館を、本市の観光資源や特産物等の魅力発信拠
点として運営し、効果的に活用していく。
具体的な取組み内容としては、指定管理者である
所沢まちづくり共同事業体とともに、適正かつ円滑
に所沢市観光情報・物産館の管理運営及び活用を
行っていく。

期間

H29

531
商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

市営駐車場管理事
業

根拠法令

所沢市寿町駐車場条例、所沢市元町地下駐車場
条例

事業の目的及び具体的な内容

地元商店街への買い物客の利便性を高め、商店
街振興を図ることを目的とする。寿町駐車場及び元
町地下駐車場の２ヶ所を対象とする。

期間

S44

531
商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

中心市街地商業活
性化事業（野老澤町
造商店負担金）

根拠法令

所沢市中心市街地活性化拠点施設運営要綱

事業の目的及び具体的な内容

商業の振興や来街者の増加を図り、中心市街地全
体の活性化を目指す。当施設は、市民の交流の
場・情報発信の拠点として各種の展示のほか、中
心市街地でのイベントの開催も行っている。
【中心市街地活性化拠点施設運営事業として、施
設の賃借料、光熱水費を所沢商工会議所と分担
（所沢商工会議所負担分：1,250千円)】

期間

H16
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

評価
理由

事務事業名称 事業概要（全体）

計画
コード

事業自体が貢献する項目

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R4)

成果

成果指標

所属
名称

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題

R3予算現額 項目名

4,000千円

R4予算現額

4,000千円

R3正規職員
人件費

0.26 人 実績

2,075千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.98 人 評価者

～ 7,842千円 商業観光課長　古田　晃一

R3予算現額 項目名

210千円

R4予算現額

210千円

R3正規職員
人件費

0.03 人 実績

239千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.31 人 評価者

～ 2,481千円 商業観光課長　古田　晃一

R3予算現額 項目名

32,022千円

R4予算現額

33,899千円

R3正規職員
人件費

0.41 人 実績

3,272千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.98 人 評価者

～ 7,842千円 商業観光課長　古田　晃一

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

R4実績

縮小開催という形ではあったが、
4年ぶりに開催することができ、
引き続き所沢市最大のイベント
の一つであることを市内外にＰＲ
することができた。

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
0千円

①人出

②パレード参加団体

③

人出
ところざわまつりに訪れる人出の実績
直近で全面開催したH30の実績とした。 コロナ禍での開催となったため、感染症対

策を講じ、過度な密集が発生しないよう工
夫して開催した。

R4決算額（見込
み） 11 住み続けられるまちづ

くりを
4,000千円

会年職
員等

0人

220,000人 0人

新型コロナウイルス感染症の影響で縮小開催と
なったため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①180,000人

②0団体

③

R4目標 R4実績

これまでの伝統を重んじ、街の活性化に
最大限寄与できるようなまつりの形を確立
する必要があるが、安全面の課題がある
ため、過去に捉われずにところざわまつり
のニュースタンダードを創り上げていく。

R4その他職員
従事割合 ところざわまつりが実施さ

れた場合には、市内外か
らの来場者による地域活
性化により、持続可能なま
ちづくりに貢献できる。

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

220,000人

商店街連合会加盟商店街の会員数

市内の商店街等で構成される商店街連合会を
支援することを目的としていることから、商店街
連合会加盟商店街の会員数としている。目標値
は前年実績。

国・県が実施する事業について、メールに
より迅速に情報提供を行った。

R4決算額（見込
み）

210千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0.01人

1,192事業者 1,190事業者

目標達成済み

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①1,190事業者

②11,282,210円

③

商店街の減少に歯止めをかけるため、活
性化に向けた取り組みを検討・実施してい
く。

R4その他職員
従事割合

商店街連合会を通して各
商店街に関わる情報の提
供を行った。会年職

員等
0.01人

所沢市商店街連合会は、市内の
多くの商店街が加入し、商店街
の振興にとって重要な組織であ
る。商店街振興を図るため、引き
続き同会を支援していく。

R5目標

A

R3決算額

R4目標

指標名 R4年度に改善した点
11 住み続けられるまちづ

くりを
210千円

①会員数

②所沢商店街連合会総事業
費

③

R3目標

Ｂ

商店街の会員数は後継者の不
足等に加え新型コロナウイルス
感染症拡大の影響により減少傾
向にある。
補助金交付事務については効率
的な事務運営を行っており、今
後も同様の効果をあげていきた
い。

R4年度に改善した点
11 住み続けられるまちづ

くりを
13,430千円

①補助事業件数

②補助金交付額

③

商店街加盟店舗数
令和元年度以降は、商店街加盟店舗数を評価
指標とし、既存店舗の支援及び空き店舗の解消
を進める。

当初商店街が実施予定だった事業が新型
コロナウイルス感染症の影響により中止
になったことに対し、代替事業への補助な
ど、会の継続につながる支援を行った。

R4決算額（見込
み）

21,190千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0.25人

1327店舗（加盟店舗
数）

後継者不足や新型コロナウイルス感染症拡大
の影響等により各商店街の会員数が減少してい
るため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①105件

②21,190,000円

③

R4目標 R4実績

商店街は、地域の賑わいの拠点であると
ともに、地域住民の重要な社会資源であ
る。引き続き、市の補助制度が商店街の
活力の向上に資するよう、魅力ある商店
街づくりの支援を行っていく。

R4その他職員
従事割合

1327店舗（加盟店舗
数

1325店舗（加盟店舗
数） 各商店街の魅力ある商店

街づくりに繋がる事業に対
して補助制度を通して支
援した。

会年職
員等

0.30人

R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

1325店舗（加盟店舗
数）

R3その他職員
従事割合

180,000人

会年職
員等

0.55人

R5目標

220,000人

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

1,190事業者

1,190事業者 1,190事業者

1331店舗（加盟店舗
数）

R5目標

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標

531
商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

ところざわまつり支
援事業

根拠法令

-

事業の目的及び具体的な内容

所沢の歴史と文化を後世に伝え、人と人のつなが
りや、商店街の活性化を始め、経済効果を生むとこ
ろざわまつりの開催の支援を目的とする。実行委員
会に対し、開催費を商工会議所と分担金として負担
するとともに、山車運営委員会、イベント運営委員
会の事務局を担当。

期間

S63

531
商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

所沢商店街連合会
補助金

根拠法令

所沢市商工団体補助金交付要綱

事業の目的及び具体的な内容

市内の商店街等で構成される商店街連合会を支援
することにより、本市の商業振興を図るものであ
る。

期間

S59

531
商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

優先 自治事務

魅力ある商店街創
出支援事業

根拠法令

所沢市魅力ある商店街創出支援事業補助金交付
要綱

事業の目的及び具体的な内容

市内の商店街の振興と活性化を目的とし、補助金
交付を行う。
・共同施設整備事業　補助率：1/3以内
・共同事業　補助率：事業内容により1/2、2/5、1/3
以内
・街路灯電気料　補助率：1/2（千円未満切り捨て）

期間

S57
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

評価
理由

事務事業名称 事業概要（全体）

計画
コード

事業自体が貢献する項目

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R4)

成果

成果指標

所属
名称

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題

R3予算現額 項目名

2,400千円

R4予算現額

2,400千円

R3正規職員
人件費

0.14 人 実績

1,117千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.36 人 評価者

～ 2,881千円 商業観光課長　古田　晃一

R3予算現額 項目名

8,621千円

R4予算現額

10,331千円

R3正規職員
人件費

0.36 人 実績

2,873千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.73 人 評価者

～ 5,841千円 商業観光課長　古田　晃一

R3予算現額 項目名

90千円

R4予算現額

90千円

R3正規職員
人件費

0.17 人 実績

1,357千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.16 人 評価者

～ 1,280千円 商業観光課長　古田　晃一

多くの方に狭山丘陵を訪れ、楽しんでもら
えるように関係機関とも連携しながら、狭
山丘陵の魅力向上に努めていく。

8 働きがいも経済成長も

2,400千円

①本補助金活用店舗数

②

③

本補助金活用店舗数
予算額2,400千円
（1事業限度額1,200千円×2店舗） 令和５年度に向けて、より効果的な事業と

なるよう要綱の見直しを行った。

R4決算額（見込
み）

1,863千円

会年職
員等

0.01人

2店舗 2店舗

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①2店舗

②

③

R4目標 R4実績

アフターコロナにおいて、空き店舗を活用
した新規出店が増加傾向にあるので、
ニーズに応じた事業内容を検討する。

当該事業は年々周知されてお
り、相談件数も増加傾向にある。
引き続き事業を実施していきた
い。

A

R4年度に改善した点

R4その他職員
従事割合

2店舗

本事業を通して、空き店舗
を解消し商店街の活性化
に貢献した。0.01人

R5目標

平成30年度から目標値を見直した。令和2年度
までは660万人としてその後は、毎年30万人増
加を目指す。

観光案内板の新設や道標の整備を行っ
た。
・観光案内板　板面貼り替え：２基
・道標　　　　　  更新：２基　撤去：１基

R4決算額（見込
み） 11 住み続けられるまちづ

くりを
9,980千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

6,900,000人 4,763,779人

(R3について)
新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、
外出の機会が減少し、観光を自粛する状況が続
いたため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①415回

②14日

③69,449台

C

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
8,591千円

①トイレ清掃回数（狭山湖・ト
トロの森観光トイレ）

②桜並木ライトアップ日数

③狭山湖利用駐車場利用台
数

既存の観光資源の魅力を高める
取り組みや、新たな観光資源の
創出・発掘の取組みを積極的に
行った。
引き続き多くの方に所沢市を訪
れ、楽しんでもらえるように関係
機関とも連携しながら、所沢市の
魅力向上に努めていく。

狭山丘陵全体の魅力発信
が県をまたいで実施され
た場合には、市内外から
の来場者による地域活性
化により、持続可能なまち
づくりに貢献できる。

会年職
員等

0人

R5目標

R4目標 R4実績

設置から10年以上が経過し、老朽化した
道標の更新が急がれる。

R4その他職員
従事割合

観光案内板・道標の整備
を行い、観光拠点の整備
を行った。会年職

員等
0人

R5目標

C

新型コロナウイルス感染症の影
響により、イベント数が減少して
いるが、狭山丘陵の魅力発信に
引き続き努めていく。

R4年度に改善した点
11 住み続けられるまちづ

くりを
0千円

①共同事業への参加回数

②広告物等作成数

③

狭山丘陵関連プロモーション件数

武蔵村山市、東村山市、東大和市、所沢市、入
間市、瑞穂町の5市1町等で共同した狭山丘陵
全体の魅力発信のための事業への参加や情報
発信等の件数とした。 12 つくる責任　つかう責任

0千円

R3その他職員
従事割合

15 陸の豊かさも守ろう

会年職
員等

0.05人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①1回

②1回

③

R4目標 R4実績

R３年度に実施できなかった「SAYAMA
KIDSDAY」に関連自治体と協力し参加す
ることができた。

R4その他職員
従事割合

6件 5件

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

7,500,000人

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

2店舗

7,200,000人 集計中

R3その他職員
従事割合

2店舗

会年職
員等

観光入込客数

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

6件

5件 3件

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、
イベント件数が減少したため。

R4決算額（見込
み）

531
商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

空き店舗活用・新規
創業支援出店補助
事業

根拠法令

所沢市空き店舗活用・新規創業支援出店補助金交
付要綱

事業の目的及び具体的な内容

新規創業者を支援して商業や商店街等の活性化を
図るため、空き店舗の活用事業を始める者に、事
業開始に必要な初期経費について補助する。
市内商店街の空き店舗を利用し、にぎわいを創出
する出店者を募集し、補助金を交付する。
・補助金額　　経費の1/3以内（限度額120万円）

期間

H24

531
商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

観光拠点の整備・充
実事業

根拠法令

観光立国推進基本法

事業の目的及び具体的な内容

市内の観光スポットの魅力を維持し、より発展させ
ると共に、観光客の利便性を高めることを目的とし
ている。具体的内容は次のとおり。
・狭山湖駐車場修繕
・航空記念公園展示用輸送機維持管理
・東川桜並木ライトアップ
・観光案内板設置・修繕
・道標設置・修繕

期間

H7

531
商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

狭山丘陵の魅力の
発掘・向上事業

根拠法令

観光立国推進基本法

事業の目的及び具体的な内容

武蔵村山市、東村山市、東大和市、所沢市、入間
市、瑞穂町の5市１町で共同して狭山丘陵全体の魅
力発信のための事業を行う。

期間

H30
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

評価
理由

事務事業名称 事業概要（全体）

計画
コード

事業自体が貢献する項目

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R4)

成果

成果指標

所属
名称

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題

R3予算現額 項目名

6,250千円

R4予算現額

4,753千円

R3正規職員
人件費

0.57 人 実績

4,549千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.85 人 評価者

～ 6,802千円 商業観光課長　古田　晃一

R3予算現額 項目名

0千円

R4予算現額

0千円

R3正規職員
人件費

0.35 人 実績

2,793千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.47 人 評価者

～ 3,761千円 商業観光課長　古田　晃一

R3予算現額 項目名

1,789千円

R4予算現額

3,075千円

R3正規職員
人件費

0.74 人 実績

5,905千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.83 人 評価者

～ 6,642千円 産業振興課長　奈良　和子

目標設定の考え方・根拠

A

R4実績

新型コロナウイルス感染症の感
染拡大に伴う各国の出入国規制
が緩和され、日本でも10月11日
より入国規制が緩和された。アフ
ターコロナにおける観光需要を
取り込むため、台北国際旅行博
への出展やWEB配信を継続する
とともに、台湾現地旅行会社へ
のPRを行った。
また、観光案内版の設置等、外
国人観光客受入体制を整備し
た。

R4年度に改善した点

8 働きがいも経済成長も

4,985千円 ①WEB記事のPV数（台湾向
け）

②台北国際旅行博でのアン
ケート回収数

③現地旅行会社へのセール
ス（訪問回数）

Facebook ''いいね''とTwitterフォロワー数の合計

SNSが外国人旅行客の情報源の主流となってい
ることから、外国人旅行客における本市の関心
度や情報発信の効果を図るFacebook''いいね''と
Twitterのフォロワー数を指標とする。

本市を含む旅行商品が造成されるよう台
湾現地旅行会社へのセールスを行った。

R4決算額（見込
み） 10 人や国の不平等をなく

そう
3,867千円

会年職
員等

0人

5,400人 12,838人

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①293,184PV

②302人

③30回

R4目標 R4実績

入国規制の緩和後、ところざわサクラタウ
ンを訪れる外国人観光客の団体ツアーが
増えている。今後は、外国人観光客の更
なる誘致や市内の回遊性の向上に資する
ため、旅マエ／旅ナカでの情報発信を行
う。

R4その他職員
従事割合

観光案内板の多言語化に
より、情報のアクセスの平
等性を確保した。

市内のシェアサイクルステーショ
ン数は、年々増加しており、それ
に合わせて利用者数も増えてい
る。また、今後イベント数の増加
が期待されるため、他自治体と
の更なる連携を強化し、イベント
の参加に取り組んでいく。

他自治体と連携したイベント等へ参加した回数
観光客の回遊性を高めるためには、広域的な連
携による取り組みが効果的なため。 シェアサイクルステーション数の増加に向

け、民間事業者にも働きかけを行い、ポー
ト設置を進めた。

R4決算額（見込
み） 11 住み続けられるまちづ

くりを
0千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0.03人

23回 10回

令和４年度中は、イベントの実施自体が見送ら
れたものも多くあり、機会が限られたため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①18,315人

②76か所

③１４回

シェアサイクルステーションの設置には、
設置個所の収益性も考慮されるため、更
なる利用者の増加が必要である。今後は
PR活動の強化に取り組んでいく。

R4その他職員
従事割合

シェアサイクルにより、誰
もが移動しやすく、住み続
けられるまちづくりに貢献
した。

会年職
員等

0.23人

R5目標

C

R3決算額

R4目標

指標名 R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
0千円

①シェアサイクル利用者数

②シェアサイクルステーション
数
③広域連携による観光プロ
モーション数

R3目標 R3実績

A

目標値に対して100％以上の成
果が出たため。

R4年度に改善した点
9 産業と技術革新の基盤

を作ろう
1,633千円

①認定商品申請件数
②認定商品選定件数
③販売協力店舗数
　（認定者自店舗含む）

【～R4まで】
①認定商品の選定件数（H30～R4年）
②販売協力店舗数（H30～R4年）
【R5～】
所沢ブランド特産品のPR回数

魅力的な特産品の創出が事業目的となっていること
から、創出促進のための各支援（補助支援・認定支
援・販路支援）の実績値を目標値に設定した。

Instagramを活用したプレゼントキャンペー
ンを実施したり、市民フェスティバルに所
沢ブランド特産品のブースを出展するな
ど、認知度向上に努めた。

R4決算額（見込
み） 11 住み続けられるまちづ

くりを
2,821千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

①4件 ②7店舗

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①10件

②5件

③7店舗

R4目標 R4実績

農商工連携推進事業と有機的に連動する
ことはもちろん、地域経済の循環、雇用増
加など、当事業の持つ効果を念頭に置い
て進めていくことが重要。また、認定品数
が充実してきた段階に入ったため、周知、
宣伝、販促をより重視していくことが重要。

R4その他職員
従事割合

①5件 ②5店舗 ①5件 ②7店舗
地域の魅力を有した商品
の高付加価値化が実現で
きるとともに、シビックプラ
イドの醸成につながる。

会年職
員等

0人

R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

70回

R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

5,600人

R3その他職員
従事割合

14,614人

会年職
員等

0人

R5目標

5,500人

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標

R4目標値が未達成の理由・分析

20回

24回 14回

①5件 ②5店舗

R5目標

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標

532
商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

優先 自治事務

インバウンド戦略推
進事業（COOL
JAPAN FOREST構
想事業）

根拠法令

-

事業の目的及び具体的な内容

新型コロナウイルス感染症の収束後に想定される観光
需要の回復を捉え、本市のにぎわいを創出し、まちの魅
力を高めるため「ところざわサクラタウン」や「西武園ゆう
えんち」等を目的に来日する外国人観光客及び市外から
の来訪者を対象に、豊かな自然や歴史等の地域資源に
ついて情報発信するとともに、市内における外国人観光
客の受入体制整備を行う。
具体的な取り組み内容
①台北国際旅行博への出展
②WEB記事（台湾向け）の掲載
③台湾現地旅行会社とのネットワークづくり
④観光案内板（小手指駅南口、新所沢駅西口等）の設置

期間

H30

532
商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

観光客回遊性創出
事業

根拠法令

-

事業の目的及び具体的な内容

本市を訪れる観光客の市内及び近隣自治体への
回遊性を高めるため、市内の様々な魅力あるス
ポットをつなぐ方策について検討し、広域連携の取
組みを活かして回遊性の向上を図る。
具体的な取り組み内容
①シェアサイクルの導入
②広域連携による回遊性向上に向けた事業の検
討
　・埼玉県西部地域まちづくり協議会（ダイアプラン）
観光部会
　・西武線沿線サミット
　・狭山丘陵観光連携事業推進実行委員会

期間

R2

533
産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

優先 自治事務

所沢ブランド特産品
推進事業

根拠法令

所沢ブランド特産品認定要綱

事業の目的及び具体的な内容

　平成29年度より実施している本事業は、「ところざ
わサクラタウン」の完成や東京オリンピック・パラリ
ンピック開催等の好機を見据え、所沢を象徴する物
産を訪日外国人客を含めた市内外に販売できるよ
う、地場農産物等を活かした特産品の創出を支援
することを目的とする。
　今後においても、地域経済の活性化や所沢ブラン
ドの創造を図り、「所沢市まち・ひと・しごと創生総合
戦略」重点プロジェクトに位置付けられた「COOL
JAPAN FOREST構想」の推進に資していくものであ
る。

期間

H29
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

評価
理由

事務事業名称 事業概要（全体）

計画
コード

事業自体が貢献する項目

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R4)

成果

成果指標

所属
名称

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題

R3予算現額 項目名

500千円

R4予算現額

500千円

R3正規職員
人件費

0.63 人 実績

5,027千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.55 人 評価者

～ 4,401千円 商業観光課長　古田　晃一

R3予算現額 項目名

0千円

R4予算現額

0千円

R3正規職員
人件費

0.45 人 実績

3,591千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.55 人 評価者

～ 4,401千円 商業観光課長　古田　晃一

R3予算現額 項目名

0千円

R4予算現額

11,250千円

R3正規職員
人件費

0.00 人 実績

0千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.57 人 評価者

～ 4,561千円 農業振興課長　大舘　寿貴

多様な媒体での周知方法の検討や、活用
を検討している農業者等の支援を進める
とともに、スマート農業の新たな手法の検
討を進める。

3 すべての人に健康と福
祉を

153千円

①クアオルト健康ウオーキン
グの実施回数
②参加人数

③実践指導者の養成

「クアオルト健康ウオーキング」実施回数

本事業は「クアオルト健康ウオーキング」を多く
の人に利用してもらい、健康づくりや産業・観光
振興、環境保全等の事業を推進することを目的
とする。

広報ところざわや公共施設など市内への
情報発信を積極的に行った。

R4決算額（見込
み）

15 陸の豊かさも守ろう

500千円

会年職
員等

0.10人

10回 5回

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①23回

②110名

③4名

R4目標 R4実績

課題として市外の参加者が少ないことが
挙げられるため、埼玉県健康経営実践事
業所への周知等を行い、課題解決に取り
組む。

新型コロナウイルス感染症の影
響もあったが、月3回開催を予定
し、夏季の7・8月や、参加者がい
ない場合、台風で中止した場合
を除き、23回開催し、目標の20
回を上回った。A

R4年度に改善した点

R4その他職員
従事割合

20回

森林保全活動の支援を
行った。

0.05人

R5目標

ライオンズコラボマンホールを使った市内
回遊イベントを実施しPRした。

R4決算額（見込
み）

0千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0.07人

10回 13回

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①16回

②

③

A

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
0千円

①協定に基づく埼玉西武ライ
オンズとの協働事業の実施
回数

②

③

2年間に及ぶ新型コロナウイルス
感染症の影響を考慮し、目標を
10回に設定したが、実績が16回
と目標を上回った。また、フレンド
リーシティ感謝デー等のイベント
にて当市のPRを図ることができ
た。

さといも栽培技術の普及
や病気発生の予防による
安定した生産と品質向上。会年職

員等
0人

R5目標

R4目標 R4実績

本市の貴重な観光資源として、西武ライオ
ンズとフレンドリーシティの枠組みを超えた
本拠地ならではの協働事業等を実施す
る。また本市が参画している西武線沿線
サミットと連携した取り組みを実施する。

R4その他職員
従事割合

協働事業の一環として、試
合への無料招待などを実
施した。会年職

員等
0.07人

R5目標

C

市内生産者数に対して活用件数
が少ないことから、より一層の周
知が必要であると考えられる。
一方で、スマート農業技術を活
用した農業者からは今後も活用
を進めていきたいといった意向も
伺っていることから、一定の効果
はあったと捉える。

R4年度に改善した点

2 飢餓をゼロに

0千円 ①研修会等の参加・開催の
取組件数

②スマート農業（ドローン等）
活用の取組件数

③資材、薬剤等の購入に関
する取組件数

本事業を活用した取組の実施件数

本事業はさといもの安定した生産と品質向上を目的と
しているため、事業を活用した取組の実施件数を指標
とする。
目標値としては、前年度の実績を基本とし、向上を目
指す数値を設定する。

9 産業と技術革新の基盤
を作ろう

2,262千円

R3その他職員
従事割合

15 陸の豊かさも守ろう

会年職
員等

0人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①0件

②3件

③159件

R4目標 R4実績

-

R4その他職員
従事割合

460件 162件

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

18回

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

25回

10回 16回

R3その他職員
従事割合

23回

会年職
員等

協定に基づく埼玉西武ライオンズとの協働事業
の実施回数

地域社会の発展や地域福祉の向上などに寄与
することを目的として、平成27年3月に「所沢市と
株式会社西武ライオンズとの連携協定に関する
基本協定」（フレンドリーシティ）を締結している。

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

267件

- -

広報や市ＨＰ等での周知を行ったが、令和4年度
からの新規事業であったということもあり、申請
件数が伸びなかった。
また、天候等の影響による生育不良や病気の発
生が認められなかった可能性も考えられる。

R4決算額（見込
み）

533
商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

ヘルスツーリズム産
業創出支援事業

根拠法令

埼玉県・所沢市ヘルスツーリズム協議会補助金交
付要綱

事業の目的及び具体的な内容

埼玉県のヘルスツーリズム産業創出支援事業の一
環として、クアオルト健康ウオーキングを活用した
観光振興を実施するに当たり、関係団体と構成す
る「埼玉県・所沢市ヘルスツーリズム協議会」の運
営が、円滑かつ効果的になされるよう支援を行う。

期間

H31

533
商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

ブランド価値の向上
事業

根拠法令

-

事業の目的及び具体的な内容

プロスポーツをはじめとする観光資源を積極的に取
り上げ、本市ならではのブランド価値を高める”ふる
さと所沢”への愛着や誇りを醸成していく。

期間

H17

533
農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

優先 自治事務

所沢産さといも 元気
掘り起し事業

根拠法令

所沢産さといも元気掘り起こし事業費補助金交付
要綱

事業の目的及び具体的な内容

全国でもトップレベルの生産量と品質を誇る、本市
のブランド品であるさといもの安定した生産と品質
向上を目指すため、農業者等が取り組む事業の経
費に対して補助を行う。

期間

R4
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

評価
理由

事務事業名称 事業概要（全体）

計画
コード

事業自体が貢献する項目

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R4)

成果

成果指標

所属
名称

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題

R3予算現額 項目名

0千円

R4予算現額

1,211千円

R3正規職員
人件費

0.00 人 実績

0千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.57 人 評価者

～ 4,561千円 農業振興課長　大舘　寿貴

R3予算現額 項目名

100千円

R4予算現額

100千円

R3正規職員
人件費

0.16 人 実績

1,277千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.18 人 評価者

～ 1,440千円 農業振興課長　大舘　寿貴

R3予算現額 項目名

2,233千円

R4予算現額

2,104千円

R3正規職員
人件費

0.71 人 実績

5,666千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.93 人 評価者

～ 7,442千円 農業振興課長　大舘　寿貴

目標設定の考え方・根拠

S

R4実績

目標としていた茶香炉利用イベ
ント数を達成しており、活用が進
められた。また、設置をお願いし
ている公共施設に実施したアン
ケートでは、ほとんどの施設が狭
山茶の産地であることのPRには
効果的である答えていることか
ら、香りを通じた狭山茶の普及啓
発は効果的であったと考える。

R4年度に改善した点
11 住み続けられるまちづ

くりを
0千円

①設置台数

②貸し出し所属数

茶香炉利用イベント数

狭山茶の香りを通じて所沢の主要農産物である狭山
茶の魅力を感じていただくために実施している事業で
あるため、人が多く集うイベント時での利用回数を指
標とした。 -

R4決算額（見込
み）

12 つくる責任　つかう責任

1,185千円

会年職
員等

0人

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①11台

②4所属

R4目標 R4実績

現時点では、市役所絡みでのイベントでの
利用にとどまっているが、より広く狭山茶
の普及啓発を行うため、市主催イベント以
外にも活用できるよう、積極的に働きかけ
を行う。

R4その他職員
従事割合

商品として利用できない茶
葉を有効に活用した。

認定はかなわなかったが、令和
３年度におけるFAO（国連食糧農
業機関）への世界農業遺産認定
申請書の提出後、必要な手続き
を適切に対応したため。

武蔵野の落ち葉堆肥農法の世界農業遺産への
認定に向けた進捗

武蔵野の落ち葉堆肥農法世界農業遺産推進協議会
は、農業遺産への登録を通じて、伝統的農法を次世
代へ継承していくとともに広く発信する取組みを進め
ていくものであるため、世界農業遺産の認定に向けた
進捗状況を目標とする。

協議会で武蔵野の落ち葉堆肥農法のPR
動画を作成し、協議会ホームページに掲
載することで周知を図った。

R4決算額（見込
み）

15 陸の豊かさも守ろう

100千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

世界農業遺産の認定
世界農業遺産認定
申請書の提出

令和３年１０月にFAO（国連食糧農業機関）に対
し世界農業遺産認定申請書を提出後、新型コロ
ナウイルス感染症の影響もあり、しばらく動きは
なかったが、７月にFAOから連絡があり、申請書
の内容についての調整、協議会の場での検討
が進み始めたものの、協議事項が多岐にわたる
こと等から、残りの半年間で最終調整まで至らな
かったため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①９回

②５８名

③１回

令和５年７月に認定される運びとなり、今
後は関係機関との連携を図りながら、協
議会を中心として、本地域の農業システム
の維持・保全等に係る活動を実施してい
く。また、市としても周知やその事業展開
についても検討していく。

R4その他職員
従事割合

環境にやさしい農法によ
り、周辺環境への負担を
低減。会年職

員等
0人

R5目標

A

R3決算額

R4目標

指標名 R4年度に改善した点
13 気候変動に具体的な対

策を
100千円

①総会・幹事会開催回数

②大学等からの視察受入人
数

③農法に関するセミナーの開
催

R3目標 R3実績

S

とことこ市の開催支援、団体によ
る農産物販売会の支援、地産地
消レシピや直売所ガイドマップ等
の作成を行うとともに、各種イベ
ント等で地産地消レシピや直売
所ガイドマップを配布するほか、
婚姻届け及びパートナーシップ
ファミリー制度の届出者に1000
円分の農産物引換券を配布し、
所沢産農産物のＰＲを図った。

R4年度に改善した点

1 貧困をなくそう

2,082千円

①とことこ市開催回数

②とことこ市売上実績

所沢農産物の直売所への出荷割合
地元の農産物がどれだけ所沢で消費されているかを
測るため、市場に流通する農産物ではなく、地元の直
売所または、スーパーなどへの出荷率を指標とした。

婚姻届け及びパートナーシップファミリー
制度の届出者に配布している農産物引換
券を広報紙のプレゼント企画の景品として
も利用した。

R4決算額（見込
み）

2 飢餓をゼロに

1,716千円

R3その他職員
従事割合

8 働きがいも経済成長も

会年職
員等

0人

62.0%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①29回

②3,713,056円

R4目標 R4実績

農産物引換券の婚姻届け及びパートナー
シップファミリー制度の届出者への配布以
外の利用について検討する。

R4その他職員
従事割合

60.0% 65.0%

地産地消の推進により、
生産者の生産意欲を拡
大。会年職

員等
0人

R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

60.0%

R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

20件

R3その他職員
従事割合

18件

会年職
員等

0人

R5目標

10件

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標

R4目標値が未達成の理由・分析

世界農業遺産の認定

世界農業遺産の認定
世界農業遺産認定
申請に係る対応

60.0%

R5目標

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標

533
農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

最優先 自治事務

香(こう)感度アップ！
狭山茶ＰＲ事業

根拠法令

-

事業の目的及び具体的な内容

狭山茶の香りを楽しむことができる茶香炉（お茶の
香り出し器）を市内の公共施設に設置するととも
に、各種イベントで活用することで、香りを通じて所
沢の主要農産物である狭山茶の魅力を感じていた
だくために実施するもの。

期間

R4

533
農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

武蔵野の落ち葉堆
肥農法世界農業遺
産推進事業

根拠法令

武蔵野の落ち葉堆肥農法世界農業遺産推進協議
会規約

事業の目的及び具体的な内容

「農業遺産」への認定を通じて、将来に受け継がれ
るべき伝統的な農業システムとしての武蔵野の落
ち葉堆肥農法を広く発信することを目指すととも
に、平地林の育成と落ち葉堆肥を利用した伝統的
農法の継続を推進するものである。

期間

H29

533
農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

優先 自治事務

地産地消推進事業

根拠法令

-

事業の目的及び具体的な内容

新鮮でおいしい地元産農畜産物のPRを図り、地域
で消費することにより、消費者の食の安心・安全へ
のニーズに応えるとともに、生産者の生産意欲の
拡大を図る。
そのために、地場産農産物の学校給食への導入及
び品目拡大、市民への農産物のＰＲ活動や生産者
による直売会の開催、農産物直売所ガイドマップの
作成等を実施することで、地産地消の推進を図る。
また市内の直売施設のPR活動を進める。期間

H15
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

評価
理由

事務事業名称 事業概要（全体）

計画
コード

事業自体が貢献する項目

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R4)

成果

成果指標

所属
名称

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題

R3予算現額 項目名

3,850千円

R4予算現額

2,683千円

R3正規職員
人件費

0.77 人 実績

6,145千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.58 人 評価者

～ 4,641千円 農業振興課長　大舘　寿貴

R3予算現額 項目名

500千円

R4予算現額

500千円

R3正規職員
人件費

0.29 人 実績

2,314千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.48 人 評価者

～ 3,841千円 農業振興課長　大舘　寿貴

R3予算現額 項目名

813千円

R4予算現額

844千円

R3正規職員
人件費

0.67 人 実績

5,347千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.63 人

～ 5,041千円 農業振興課長　大舘　寿貴

市内外で開催されるイベントの開催や参
加を積極的に進めながら、農商工連携の
イベント等への参加についても働きかけ
る。

２．飢餓をゼロに

2,747千円

①貸出区画数

②体験農場利用料

講習会の参加人数

体験農場の利用者を対象に、作物の作付や防虫など
技術的な知識を習得するため、年度内に２回（春・夏）
研修会を実施している。利用者の技術と意欲の向上
及び農業への関心に最も寄与していると思われる「体
験農場講習会」の参加人数を指標とした。

体験農場講習会の会場を増やすことで、
参加者の分散を図り、コロナ禍の中で参
加しやすい環境をつくった。

R4決算額（見込
み） ３．すべての人に健康と福

祉を
1,832千円

１１．住み続けられるまち
づくりを

会年職
員等

0人

30名 23名

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①503区画

②1,759,275円

R4目標 R4実績

日頃の維持管理とともに、講習会の充実
により、体験農場を有効利用していただけ
るよう努めるとともに、継続的な事業実施
によって、農業への関心を更に深め、利用
者の技術向上と本格的な農業に関心のあ
る人を掘り起こしていく。

昨年度は新型コロナウイルス感
染症の影響で縮小や中止とした
体験農場講習会を、会場を増や
し参加者の分散を図る体制整え
たことで多くの方に参加いただけ
た。S

R4年度に改善した点

R4その他職員
従事割合

30名
「農のあるまちづくり」を推
進するとともに、農とふれ
あう機会を増やし、農業へ
の理解を深めた。0人

R5目標

過去開催時に実施していた定時開催のビ
ンゴから、常時福引に切り替えたことによ
り、時間に関係なく、多くの方に参加してい
ただくことができ、賑わいにつながった。

R4決算額（見込
み） 9 産業と技術革新の基盤

を作ろう
500千円

R3その他職員
従事割合

15 陸の豊かさも守ろう

会年職
員等

0人

未実施 未実施

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①10/29.30に開催

②3回開催

③5団体

S

R4年度に改善した点
11 住み続けられるまちづ

くりを
0千円

①農業祭実施

②農業祭実行委員会

③共進会、品評会

天候にも恵まれ、売り上げ実績
を達成できた。特に、2日目の早
い時間帯で準備していた商品を
売り切る団体もあり、全体を通し
て売れ行きが好調であった。

所沢農産物のブランド化を
推進することによる市場価
値の向上。会年職

員等
0人

R5目標

R4目標 R4実績

事前の周知が不足していたので、その点
を解消できるよう、普及啓発活動に注力
し、さらに多くの交流の創出につなげる。

R4その他職員
従事割合

市内の食料循環による持
続性保持。
品評会の実施による農業
技術革新。
農業が持続することによる
豊かな自然環境維持。

会年職
員等

0人

R5目標

A

体験学習型所沢農産物PR事業
の親子収穫体験について、募集
人数を拡大して開催した。
また、豊島区メトロポリタンプラザ
ビルでの新茶販売や、農林水産
省と（公財）日本農林魚業振興会
共催の「農林水産祭実りのフェス
ティバル」の出店を通じ、外部イ
ベントを活用した所沢農産物の
PRを推進した。

R4年度に改善した点

1 貧困をなくそう

742千円

①体験学習型所沢農産物PR
事業親子収穫参加者

体験学習型所沢農産物PR事業親子収穫参加者
市内の親子が所沢農産物に直接触れ、理解を深める
ｲﾍﾞﾝﾄである体験学習型所沢農産物PR事業への参加
人数を指標とした。

農産物販売の際に貼っていただく「所沢農
産物デザインシール」について、より多くの
農業者に使ってもらえるよう、直売所ガイド
マップに掲載されている農業者宛てにシー
ルのサンプルを送付し、周知を行った。

11 住み続けられるまちづ
くりを

671千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①17組（34名）

R4目標

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

4,500千円

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

30名

4,500千円 4,546千円

R3その他職員
従事割合

99名

会年職
員等

農業祭での売上実績

事業の主たる目的が生産者と住民とのふれあい機会
の創出による所沢農産物の地産地消の推進及びブラ
ンド化であることから、生産者と住民の接点となるイベ
ント時の直接販売結果である売上実績を指標とする。

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

20組（40名）

10組（20名） 10組（20名）

R4年度から、それまで新型コロナウイルス感染
症の影響で制限していた募集人数を20組に増や
して参加者を募ったが、依然としてｲﾍﾞﾝﾄへの参
加を見送る市民の方もいたため、目標である20
組にわずかに届かない結果となった。

R4決算額（見込
み）

R4その他職員
従事割合

20組（40名） 17組（34名）

R4実績

533
農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

体験農場推進事業

根拠法令

特定農地貸付けに関する農地法等の特例に関す
る法律、所沢市特定農地貸付規程

事業の目的及び具体的な内容

市内9箇所の体験農場で市民が農作業を体験する
ことにより、農業への理解を深め、「農のあるまちづ
くり」を推進することを目的とする。また、利用者の
農業技術の向上を図り、農業への関心を深めるた
め、講習会を実施する。

期間

S59

533
農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

農業祭開催推進事
業

根拠法令

農業祭開催費補助金交付要綱

事業の目的及び具体的な内容

販売会を通じて、生産者自らが販売することで、都
市住民とのふれあいの機会を設ける。農業者は各
種共進会や品評会において、生産技術の向上を図
る。
農業祭を実施するにあたり、農業団体代表が農業
祭実行委員会を組織する。農業祭では、各々団体
が出店や展示等を行い、各種共進会、品評会並び
に即売会を開催する。農業祭開催の支援を通じ
て、都市住民との交流を深め、地産地消事業を推
進する。

期間

S53

533
農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

優先 自治事務

所沢農産物ブランド
化推進事業

根拠法令

‐

事業の目的及び具体的な内容

 消費者意識の多様化、品質志向等への変化が生
じている中で、市内で生産された安全・安心、新鮮
な農産物について、所沢産農産物としてブランド化
を推進するため、市内のみならず市外の消費者に
向けてＰＲするとともに、販路拡大を支援していくも
のである。
　オリジナルデザインシール（２種４シート）の作成
及び配布、体験学習型所沢農産物ＰＲ事業の開
催、市内外でのＰＲ活動、長野県上田市との産業
交流による所沢農産物ＰＲ

期間

H31
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

評価
理由

事務事業名称 事業概要（全体）

計画
コード

事業自体が貢献する項目

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R4)

成果

成果指標

所属
名称

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題

R3予算現額 項目名

6,841千円

R4予算現額

5,243千円

R3正規職員
人件費

0.44 人 実績

3,511千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.93 人 評価者

～ 7,442千円 商業観光課長　古田　晃一

R3予算現額 項目名

138千円

R4予算現額

152千円

R3正規職員
人件費

0.53 人 実績

4,229千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.62 人 評価者

～ 4,961千円 産業振興課長　奈良　和子

R3予算現額 項目名

37千円

R4予算現額

33千円

R3正規職員
人件費

0.21 人 実績

1,676千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.30 人 評価者

～ 2,401千円
農業委員会事務局次長　日高
義行

3 すべての人に健康と福
祉を

12千円

①加入推進戸別訪問

②新規加入者数

加入推進活動実施世帯数（世帯）

農業者年金を知らない農家のないよう、戸別訪
問等による加入推進活動を実施した世帯数を目
標指標とする。

農業者年金を知らない農業者をなくし、農業者
が年金制度の詳細をいつでも知ることができる
体制を整えることが目的であることから、加入推
進活動実施世帯数を指標とする。

農委だよりへの制度案内の掲載や、戸別
訪問による加入意向確認を行った。加入
の意向を示した農業者には電話により再
度連絡して詳細を説明し加入を促した。

R4決算額（見込
み） 9 産業と技術革新の基盤

を作ろう
4千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

16世帯

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①1人

②0人

R4目標 R4実績

制度の周知や戸別訪問な
ど、加入推進活動を実施
した。会年職

員等

従来から実施している広報活動や戸別訪
問を充実させ、農業委員・農地利用最適
化推進委員と連携し、より一層の周知と粘
り強い加入推進活動を行う。

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

5世帯

S

コロナ禍により戸別訪問等推進
活動が制限される中、成果指標
の目標を達成し、農業者年金の
加入推進を果たしている。
次年度以降も引き続き事業を継
続し、制度の周知を図り加入推
進に努める。

R4年度に改善した点

541

農業
委員
会事
務局

実施計画ランク 事業の種別

一
般

優先 自治事務

農業者年金推進事
業

根拠法令

農業者年金基金法

事業の目的及び具体的な内容

国民年金第1号被保険者で、年間60日以上農業に
従事する20歳以上60歳未満の農業者を対象に、将
来サラリーマン並みの年金受給を確保し老後生活
の安定を図る。

期間

S45

5世帯

0人

R5目標

A

R4実績

市民フェスティバルでの『トコろんの
誕生会』など所沢市イメージマスコッ
ト「トコろん」を活用したイベントを通し
て、市のPRを行った。

R4年度に改善した点

8 働きがいも経済成長も

5,402千円

①ロケ実績

②トコろん貸出件数

③市主催観光大使出演回数

Facebook''いいね''とTwitterフォロワー数の合計
SNSを活用した情報発信の効果と、所沢への関
心度を図るために採用した。

後援したイベントをSNSで発信した。

R4決算額（見込
み）

4,676千円

会年職
員等

0.73人

5,400人 12,838人

目標達成済み

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①20件

②142件

③

R4目標 R4実績

効果的なロケーションサービスの実施によ
り、所沢市のPRに繋げる。
FacebookとTwitterとあわせ、Instagramを
使った効果的なPRを実施する。

R4その他職員
従事割合

積極的なPRにより、所沢
市の魅力へのアクセスを
確保した。

R4年度に改善した点

8 働きがいも経済成長も

132千円

①市ホームページ等で紹介し
た事業者数(累計)

②OPEN FACTORYへの参加
企業数

市ホームページ等で紹介した事業者数(累計)
市内中小企業の優れた技術・サービスをPRすること
により、市内事業者の人材確保に資することを目的と
する。

将来の人材確保に結びつけていくため
に、就職を希望する高校生を対象とした
「OPEN FACTORY TOKOROZAWA」を開
催し、工場見学、社長・若手社員との懇談
やものづくり体験をするなど、製造業をより
身近に感じてもらうよう努めた。

R4決算額（見込
み） 9 産業と技術革新の基盤

を作ろう
121千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

50者 15者

市ホームページでの事業者紹介については、HP
をはじめ、広報やDM発送で周知するとともに、
企業訪問時にも制度の活用を案内するなどの活
動を行ったが、申請数が伸び悩んだため、目標
を達成できなかった。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①17者

②8社

人材確保に対する支援策の要望は多い
が、事業者紹介等への成果に結びつけら
れていない。そのため、引き続き事業者の
ニーズの把握に努める必要がある。

R4その他職員
従事割合

次代の地域産業を担うひ
とづくりに貢献し、産業を
支える基盤となる人材の
確保に寄与した。

会年職
員等

0人

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

25者

50者 17者

R5目標

C

人材確保に対する支援策の要望
はあるものの、紹介事業者数の
増加につなげられていないた
め。

R4その他職員
従事割合

5世帯 12世帯

R3決算額

R4目標

指標名 目標設定の考え方・根拠

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

5,600人

R3その他職員
従事割合

14,615人

会年職
員等

0.40人

R5目標

5,500人

534
商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

効果的な観光客誘
致プロモーションの
推進事業

根拠法令

観光立国推進基本法

事業の目的及び具体的な内容

「所沢市観光大使」、イメージマスコット「トコろん」、
観光ガイドブック、ロケーションサービス等を通じ、
観光客誘致のためのプロモーションを行うもの。

期間

H3

541
産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

産業人材確保推進
事業

根拠法令

-

事業の目的及び具体的な内容

市内事業者の活性化を図るため、学生や大学等に
対して、市内の中小企業の優れた技術・サービスを
PRするなど、市内事業者の若年人材確保について
支援を行うものである。

期間

H31
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

評価
理由

事務事業名称 事業概要（全体）

計画
コード

事業自体が貢献する項目

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R4)

成果

成果指標

所属
名称

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題

R3予算現額 項目名

20千円

R4予算現額

20千円

R3正規職員
人件費

0.30 人 実績

2,394千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.17 人 評価者

～ 1,360千円 産業振興課長　奈良　和子

R3予算現額 項目名

168千円

R4予算現額

167千円

R3正規職員
人件費

0.38 人 実績

3,032千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.23 人 評価者

～ 1,840千円 産業振興課長　奈良　和子

R3予算現額 項目名

750千円

R4予算現額

750千円

R3正規職員
人件費

0.11 人 実績

878千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.09 人 評価者

～ 720千円 産業振興課長　奈良　和子

会年職
員等

0人

8件 6件

B

R4年度に改善した点

R4その他職員
従事割合

80人

就業希望者の就職支援及
び事業者の雇用確保の推
進を図った。0人

R5目標

8 働きがいも経済成長も

20千円

①就職面接会の実施回数

②就職面接会への参加者数

③就職面接会への若年者の
参加者数

就職面接会への若年者の参加者数

所沢市就労チャレンジ支援事業運営協議会の協議に
より決定する。。
構成員
・所沢市長
・連合埼玉西部第四地域協議会 事務局長
・所沢地区雇用対策協議会 会長
・所沢公共職業安定所 所長
・所沢市産業経済部長

R3年度は、新型コロナウイルス感染症に
よる影響で、就職面接会の開催回数が
減っていたがR４年度は全3回開催するこ
とができた。

R4決算額（見込
み）

8 働きがいも経済成長も

300千円

①補助制度利用事業所数

②補助制度利用件数

補助制度を利用し雇用した障害者数
障害者の雇用の場の確保を目的としているため、補
助制度を利用し雇用した障害者数を目標値とした。

当市及び商工会議所等の媒体を活用し、
周知活動をしたほか、ハローワーク及び
就労支援センターを訪問し、担当者と面会
し、制度についての案内及び引き続きの
連携についてお願いした。

R4決算額（見込
み）

100千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

20千円

会年職
員等

0人

80人 48人

オンライン化の推進で、面接会を利用しなくても
就職が決まりやすくなっていることなど、若年者
層が来所する機会が減ったことが主な要因では
ないかと思われる。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①3回

②91人

③65人

R4目標 R4実績

オンライン化の推進で、若年者ほどオンラ
イン端末の仕様に長けていることから、面
接会の利用を促すPR方法を検討する。

オンライン化の推進で、面接会を
利用しなくても就職が決まりやす
くなっていることや、コロナ禍にお
いて対面接触よる面接会にまだ
抵抗感の残る状況での開催とな
り、目標の達成には至らなかった
が、一定の効果があったものと
評価している。

被表彰者数及び被表彰事業所数
技能功労者表彰者数及び障害者雇用優良事業所表
彰団体数の合計を目標値とした。 要綱の改正を行い、市内在勤者の技能者

へも表彰ができるようにした。

R4決算額（見込
み） 9 産業と技術革新の基盤

を作ろう
73千円

技能功労者を表彰しその功績を
たたえることは、技能尊重の気
運を高めるとともに、技能者の励
みになるものであり意義は大き
い。また、障害者雇用優良事業
所の表彰は障害者雇用の促進
や職業安定につながる啓発効果
があり、両事業ともに今後も引き
続き実施していく。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①1事業所

②1件

R4目標 R4実績

市内事業者の障害者雇用率は依然として
低いため、ハローワーク等の他、障害者
雇用支援機関や市内金融機関等に対す
る制度の周知を進めながら、引き続き事
業を実施していく。

R4その他職員
従事割合

3人 1人
障害者雇用に関する情報
提供を行うことで、事業所
の障害者雇用に向けた機
運の醸造をを図った。

会年職
員等

0人

R5目標

R4目標 R4実績

表彰対象者が多い方では無いので、表彰
される方が喜んでいただけるような式典の
開催方法をすすめていく。

R4その他職員
従事割合

技能職者の福祉の増進や
職業の発展に寄与し、ま
た障害者の雇用促進と定
着に貢献した。

会年職
員等

0人

R5目標

B

障害者の雇用の場の確保のた
めに必要な事業であるが、成果
が出るまでに時間がかかる事業
である。また、法定雇用率を超え
た場合を主に対象としているが、
こうした事業所は少ないのが現
状であり、障害者を雇用するた
めの業務のマッチングが課題と
なっている。

R4年度に改善した点

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①5人

②1事業所

B

R4年度に改善した点

8 働きがいも経済成長も

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

6件

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

80人

6件 6件

R3その他職員
従事割合

65人

会年職
員等

78千円

①技能功労者褒彰者数

②障害者雇用褒彰事業所数

R3その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

3人

3人 0人

補助対象となる法定雇用率を超える雇用が少な
いこと、事業者への周知が行き届いていないこ
となどが考えられ、障害者を雇用するための業
務のマッチングが課題となっている。

542
産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

就労チャレンジ支援
事業

根拠法令

-

事業の目的及び具体的な内容

厚生労働省埼玉労働局と若年者を対象とした就労
の援助や支援として、就職面接会を実施している。

期間

H23

542
産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

障害者雇用推進企
業支援事業

根拠法令

所沢市障害者雇用推進企業支援補助金交付要綱

事業の目的及び具体的な内容

障害者の雇用の場の確保と事業者の社会的責任
の向上を促し、共生社会の実現に資することを目
的に、市内事業者が、障害者を雇用する場合等に
要する経費に対し、補助金（事業補助金・雇用助成
金・職場実習奨励金）を交付するもの。

期間

H25

542
産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

技能功労者及び障
害者雇用優良事業
所表彰事業

根拠法令

所沢市技能功労者表彰選考委員会設置要綱、所
沢市障害者雇用優良事業所表彰要綱

事業の目的及び具体的な内容

技能者の勤労意欲及び資質の向上を図り、技能尊
重の機運を高めるとともに、市内事業所における障
害者雇用の促進を図ることを目的とし、技能功労者
及び障害者雇用優良事業所を表彰するもの。

期間

S54
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

評価
理由

事務事業名称 事業概要（全体）

計画
コード

事業自体が貢献する項目

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R4)

成果

成果指標

所属
名称

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題

R3予算現額 項目名

924千円

R4予算現額

924千円

R3正規職員
人件費

0.54 人 実績

4,309千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.59 人 評価者

～ 4,721千円 産業振興課長　奈良　和子

R3予算現額 項目名

10,004千円

R4予算現額

10,004千円

R3正規職員
人件費

0.13 人 実績

1,037千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.09 人 評価者

～ 720千円 産業振興課長　奈良　和子

R3予算現額 項目名

6,975千円

R4予算現額

6,900千円

R3正規職員
人件費

0.18 人 実績

1,436千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.17 人 評価者

～ 1,360千円 産業振興課長　奈良　和子

A

新型コロナウイルス感染症の影
響により、年間予定の12回は実
施できなかったが、開催できた9
回については、感染防止対策を
行った上で成果指標の目標を達
成しており、一定の成果が挙げ
られていると考えられる。

R4年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな

に
693千円

①講座開催回数

②講座受講人数

受講率

受講人数／定員×１００
実施会場のパソコン設置数を定員としており、可能な
限り多くの方が受講できるよう、受講率を目標値とし
た。

講座開始時間や受付の人員体制を再考
し、講義をスムーズに開始できるよう改善
を図った。

R4決算額（見込
み）

8 働きがいも経済成長も

924千円

会年職
員等

0人

95.0% 95.8%

目標達成

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①12回

②95人（定員96名）

R4目標 R4実績

使用しているパソコンの保守期間が終了
することから、生涯学習推進センターでの
開講ができなくなることや、現在の講師が
次年度より休業することから、官学連携先
と提携し、他自治体のモデルを参考に事
業を継続できるよう取り組んでいる。

就業希望者の就職支援及
び勤労者等のキャリアアッ
プを図った。

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

95.0%

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
10,000千円

①会員数

②会員事業所数

③利用者一人あたり利用額

会員数
事業のスケールメリットを活かすために、会員数の増
加を目指す。 補助金の交付以外に、チラシの配架など

市としても加入促進に向けたPRを実施し
ている。

R4決算額（見込
み）

10,000千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

1,210人 1,000人

事業主の高齢化による廃業などにより、脱退す
る事業所が増えていること、また、コロナ禍で業
績が悪化している事業者による退会が増えてい
るため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①1,000人

②348事業所

③15,810円

R4その他職員
従事割合

市内中小企業の従業員及
び事業主の福祉向上をは
じめ、地域振興と雇用安
定に貢献した。

会年職
員等

0人

R5目標

B

市内中小企業の勤労者とその事
業主の福祉の向上のため、当セ
ンターの必要性は高いが、会員
事業所からの会費のみで運営す
ることは困難なため、今後も継続
した支援が必要である。

R3決算額 指標名

R4目標 R4実績
コロナ禍や、福利厚生事業への民間事業
者の参入もあり、市内企業にとっての選択
肢が増えたことで、会員数の伸び悩みが
生じている。
今後は、チラシの配布、市内事業所向け
メールマガジンの配信などのPRを実施す
る。

32事業所
中小企業に勤務する常用
労働者及びパートタイム
労働者の福祉の向上、雇
用の安定及び中小企業の
振興を図った。

会年職
員等

0人

R5目標

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

16事業所

新規加入事業所数
加入は事業所単位で行われることから、新規に加入し
た事業主の数を目標値とした。 ホームページや市内事業所向けのメール

マガジンを利用し、市内事業所に向けた広
報を行った。

R4決算額（見込
み）

5,726千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

A

成果指標の目標を達成してお
り、一定の成果が挙げられてい
ると考えられる。

R4年度に改善した点

8 働きがいも経済成長も

6,519千円

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①522人

②92事業所

R4目標 R4実績

中小企業の労働者の処遇改善に有効な
事業であるため、周知方法等を見直しな
がら、引き続き事業を実施していく。

R4その他職員
従事割合

16事業所

R3その他職員
従事割合

99.0%

会年職
員等

0人

R5目標

95.0%
R4その他職員
従事割合

目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

1,100人

1,150人 1,000人

16事業所 24事業所

目標達成済

①補助対象者数

②補助対象事業所数

542
産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

勤労者福祉サービス
センター補助金

根拠法令

所沢市中小企業勤労者福祉サービスセンター事業
補助金交付要綱

事業の目的及び具体的な内容

市内中小企業勤労者等の福利厚生の充実と発展
を目的に、所沢市中小企業勤労者福祉サービスセ
ンターに対して補助金の交付を行う。

（センターにおける実施事業）
〇調査研究事業　〇研究会・講習会等の開催事業
〇情報提供事業　〇福利厚生事業　ほか

期間

H10

542
産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

就業支援事業

根拠法令

-

事業の目的及び具体的な内容

就業希望者の就職支援及び中小企業勤労者等の
キャリアアップを目的としたパソコン講座を開催す
る。
なお、ハローワークにおいて一定期間内に求職活
動をしている失業者については、求職活動証明書
の提出により、受講料（一部負担金）6,000円を免除
とする取扱いを行う。

期間

H12

542
産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

勤労者福祉充実事
業

根拠法令

所沢市中小企業退職金共済掛金等補助金交付要
綱

事業の目的及び具体的な内容

中小企業に勤務する常用労働者及びパートタイム
労働者の福祉の向上、雇用の安定及び中小企業
の振興を図ることを目的に、市内事業所が退職金
共済制度に新規加入した場合に、3年間を限度と
し、1年間に支払った共済掛金（従業員1人当たりの
月額掛金が1万円を超える場合は1万円を限度とす
る）の20％以内で補助金を交付する。

期間

H1
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

評価
理由

事務事業名称 事業概要（全体）

計画
コード

事業自体が貢献する項目

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R4)

成果

成果指標

所属
名称

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題

R3予算現額 項目名

75,538千円

R4予算現額

31,972千円

R3正規職員
人件費

0.40 人 実績

3,192千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.36 人 評価者

～ 2,881千円 産業振興課長　奈良　和子

R3予算現額 項目名

393千円

R4予算現額

0千円

R3正規職員
人件費

0.37 人 実績

2,953千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.28 人 評価者

～ 2,241千円 産業振興課長　奈良　和子

R3予算現額 項目名

0千円

R4予算現額

0千円

R3正規職員
人件費

0.18 人 実績

1,436千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.22 人 評価者

～ 1,760千円 農業振興課長　大舘　寿貴

コロナ禍に移行後は、コロナ前同様の運
営に近づけるように運営の変更を行った。

R4決算額（見込
み）

31,969千円

会年職
員等

0人

50.0% 42.7%

利用件数については、コロナ禍に移行し前年比
９％弱の伸びを示しているが、未だにコロナ前の
実績値に至っていないため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①8,717件

②6,772人

R4目標

50.0%
勤労者等の福祉の増進と
雇用の安定をはじめ、市
民のコミュニティ活動の推
進に貢献した。

会年職
員等

0人

R5目標

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①３回

②１区画

③０回

R4目標 R4実績

農福連携の認知度を向上させる必要があ
るため、引き続き情報提供を行っていく。
また、庁内での連携体制の検討や、農福
連携を希望する農業者への情報収集な
ど、農福連携を推進するための体制づくり
を検討する。

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
215千円

①埼玉県労働セミナー受講者
数(延べ人数)

②所沢市労働セミナー受講者
数[高校生](延べ人数)

③一般労働相談者数

セミナー参加者のうち、勤労者及び使用者の受
講者数（延べ人数）

受講者数のうち、勤労者及び使用者である受講者数
を目標値とした。

埼玉県労働セミナーでは、コロナ禍でも受
講者を増やすため、前年度に引き続き一
部のセミナーをオンライン開催とした。
所沢市労働セミナーでは、学生向けのア
ンケートとは別に、教員向けのアンケート
を実施し、次年度の実施に向けた課題出
し等を行った。
一般労働相談では、年間スケジュールを
記載したチラシを作成し配布するととも
に、ホームページや事業者向けメルマガ

R4決算額（見込
み）

8 働きがいも経済成長も

0千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

100人 185人

B

A

勤労者と使用者の双方が労働す
るうえでのルールについて、正し
く理解することで、トラブルの未
然防止になる。
そうすることで、生産性の向上や
社会の発展にもつながる。
また、実際に発生したトラブルに
対しては、専門家による一般労
働相談を通じて問題解決へ導け
るような体制を維持している。

R4実績
コロナ禍において、利用者のニーズに応じ
た施設運営や自主事業等を工夫して実施
することで、利用者の増加を図っていく。
また、指定管理者の応募時の提案事項の
進捗状況や、施設の修繕や定期点検等が
適正に行われているか等、定期的に確認
していく。

R4その他職員
従事割合

コロナ禍において、利用人数の
制限等の解除を行い、年間利用
率の回復に努めているが、目標
の達成には至らなかった。
しかし、確実に利用者数が回復
していることは評価できるもので
ある。

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
71,515千円

農業の労働力不足の解消
会年職
員等

0人

R5目標

R4目標 R4実績
埼玉県労働セミナーでは、県と調整しなが
ら、最新の動向を見極めつつ受講者の
ニーズに合わせた講座となるよう事業を進
めていく。
一般労働相談では、利用者に利用しやす
い日程や時間帯で開催できるよう、今後も
引き続き検討を行う。

R4その他職員
従事割合

勤労者に必要な労働に関
する基礎知識の習得をは
じめ、労働安全衛生の維
持・向上に貢献した。
勤労者及び経営者が抱え
る労働に係る様々な悩み
の解消に貢献した。

会年職
員等

0人

R5目標

Ｓ

市ホームページでの周知（２
回）、窓口での周知を行い、広く
情報提供を行った。また、県立所
沢おおぞら特別支援学校の農業
体験学習授業に協力するなど、
農福連携に向けた取り組みを進
めている。

R4年度に改善した点

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①227人

②177人

③29人

2 飢餓をゼロに

0千円

①農福連携情報提供回数

②体験農場「福祉枠」利用区
画数

③先進事例調査研究回数

農福連携に係る情報提供回数

農福連携の取組みを推進するには、農業・福祉の連
携事例や支援事業等の認知度向上を図る必要があ
るため、情報の提供回数を目標とした。令和５年度
は、認知度向上を図るため情報提供回数は前年実績
と同様とし、今後の取組みを検討する。

農福連携の取組の情報提供だけでなく、
実際に農福連携に取り組んでいる農業者
から取り組み状況を確認し、今後の取組
みを検討している。

3 すべての人に健康と福
祉を

0千円

R3その他職員
従事割合

8 働きがいも経済成長も

会年職
員等

0人

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

100人

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

50.0%

100人 194人

R3その他職員
従事割合

46.5%

①年間利用件数

②トレーニングルーム利用者
数

年間利用率(各部屋平均)
年間利用件数／総利用区分数（9施設×6区分×開館
日数）

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

３回

３回 ３回

目標達成済
R4その他職員
従事割合

３回 ３回

R4決算額（見込
み）

542
産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

ラーク所沢運営事業

根拠法令

ラーク所沢条例、ラーク所沢条例施行規則

事業の目的及び具体的な内容

勤労者等の文化、教養及び福祉の増進を目的とし
て設置され、現在は指定管理者が運営している。
施設内の会議室等の貸し出しを行うとともに、各種
自主事業を実施している。

期間

S63

542
農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

農福連携推進事業

根拠法令

-

事業の目的及び具体的な内容

農業分野と福祉分野の垣根を越えた「農福連携」の
取組みを推進することにより、農業経営体には働き
手を提供し、高齢者や障害者には生きがいや働く
場を創出することで、農業分野での人手不足を解
消しつつ障害者等の活躍を促していく。具体的に
は、先進事例の調査研究を進めるとともに、関係機
関の協力を得ながら、取組みを周知し、農福連携を
浸透させていく。また、連携を希望する事業者を対
象に高齢者等の受入や農業参入に関する相談受
付を行っていく。

期間

H31

542
産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

労働セミナー・労働
相談等開催事業

根拠法令

-

事業の目的及び具体的な内容

労働をめぐる様々なトラブルの解決等を目的とし
て、労働セミナー、労働相談等を実施する。
〇労働セミナー
・埼玉県との共催により、労働法の基礎知識や安
全衛生を学ぶための社会人向けセミナーを開催
・就職を希望する市内の高校生を対象とする労働
法の基礎を学ぶためのセミナーを開催する。
〇労働相談
社会保険労務士を相談員として、労働に関する相
談を行うことで、労働者及び事業主が抱える様々な
悩みや疑問を解決する。

期間

S57
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

評価
理由

事務事業名称 事業概要（全体）

計画
コード

事業自体が貢献する項目

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R4)

成果

成果指標

所属
名称

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題

R3予算現額 項目名

0千円

R4予算現額

2,348千円

R3正規職員
人件費

0.00 人 実績

0千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.51 人 評価者

～ 4,081千円 企画総務課長　奥井　祥三

R3予算現額 項目名

1,400千円

R4予算現額

1,400千円

R3正規職員
人件費

0.33 人 実績

2,633千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.75 人 評価者

～ 6,002千円 企画総務課長　奥井　祥三

R3予算現額 項目名

989千円

R4予算現額

4,618千円

R3正規職員
人件費

0.28 人 実績

2,234千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.78 人 評価者

～ 6,242千円 企画総務課長　奥井　祥三

実施した講演会のアンケートで
は、高い満足度を得ることができ
た。今後も、市民を交えた交流に
ついて検討していく。

R4年度に改善した点
10 人や国の不平等をなく

そう
0千円

①ティエーネ市との交流回数

関連事業への参加者数（R4は本事業に関する
講演会）

市民に広く周知し、市民レベルの交流につなげ
ていく必要があるため。 本事業に関する講演会を実施し、市職

員、市民関係機関・団体へ広く周知するこ
とができた。

R4決算額（見込
み） 16 平和と公正をすべての

人に
1,921千円

会年職
員等

0人

- -

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①３回（代表訪問団の派遣、
本事業の講演会、子どもの絵
の交流）

R4目標 R4実績

より多くの市民へ行事への参加を促してい
く。

R4その他職員
従事割合

市民の国際的視野を広
げ、外国人との相互理解
を深めた。

Ａ

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

100人

10 人や国の不平等をなく
そう

49千円

①姉妹都市との交流

②市民の国際意識を高める
事業

R3目標 R3実績

友好委員会事業に参加した市民の数
外国の文化や姉妹都市交流に対する市民の興
味・理解を促進する必要があるため。

R4目標値が未達成の理由・分析

市民訪問団の派遣は中止となったが、ディ
ケイター市姉妹都市締結５５周年記念とし
て、ディケイター市へ記念品とビデオを贈
呈した。

R4決算額（見込
み） 16 平和と公正をすべての

人に
59千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

50人 -

アメリカ合衆国・ディケイター市への市民訪問団
の派遣及び中国・常州市からの友好訪問団受
入等を予定していたが、新型コロナウイルス感
染症の世界的流行により、中止となったため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①1回（ディケイター市への記
念品贈呈）

②1つ（国際交流フォーラムへ
の参加）

R4その他職員
従事割合

姉妹都市との交流を通し
て、国同士の友好関係の
さらなる発展に寄与した。会年職

員等

-

R4年度に改善した点R3決算額

R4実績

交流事業には、より多くの市民が参加でき
るよう、各姉妹都市とも検討していく。

新型コロナウイルス感染症の世
界的流行により、予定していた事
業が実施できなかったため。

指標名

R4目標

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①0団

②0人

R4目標 R4実績

各国における新型コロナウイルス感染症
の流行状況を注視するとともに、各市と連
絡を密にとるなどして今後の交流事業を
検討していく。

R4その他職員
従事割合

75.0% -

交流事業を通して、姉妹
都市との信頼関係の醸成
に寄与した。会年職

員等
0人

R5目標

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

75.0%

姉妹都市からの行政視察団の受入につい
ては実施できなかったが、子どもたちの絵
を通した交流を行うことができた。

R4決算額（見込
み） 16 平和と公正をすべての

人に
1,691千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

目標設定の考え方・根拠

-

新型コロナウイルス感染症の世
界的流行により、姉妹都市から
の行政視察団の来訪がなかった
ため。

R4年度に改善した点
10 人や国の不平等をなく

そう
31千円

①姉妹都市から行政視察団
を受け入れた数

②姉妹都市交流事業に参加
した市民の数

姉妹都市交流事業を通して視察目的や相互理
解を達成することができた参加者の割合

相手国との理解を深め、安定的な関係を築くために、
視察等の交流を通して相互の交流目的を果たすこと
ができているか確認する必要があるため。

R3その他職員
従事割合

103人

会年職
員等

0人

R5目標

100人

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

50人

50人 -

75.0% -

新型コロナウイルス感染症の世界的流行によ
り、姉妹都市からの行政視察団の来訪がなかっ
たため。

0人

R5目標

551
企画
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

国際友好委員会交
付金

根拠法令

所沢市国際友好委員会交付金交付要綱

事業の目的及び具体的な内容

外国の姉妹都市との交流は、行政主導の交流から
民間が主体となった交流へと移っており、この流れ
を促進していくため、海外姉妹都市との交流を主体
的に進める民間団体に対して助成をし、その活動を
支援する。
①姉妹都市（米国・ディケイター市、中国・常州市、
韓国・安養市）への一般市民訪問団の派遣②姉妹
都市から来訪する訪問団との交流③姉妹都市への
文化・スポーツ団体等の訪問団に対する支援④外
国人市民との交流

期間

S55

551
企画
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

最優先 自治事務

イタリア都市文化交
流推進事業

根拠法令

-

事業の目的及び具体的な内容

東京２０２０大会においてイタリアのホストタウンと
なったことを契機に、航空関連の共通点があること
などから交流の始まったイタリア共和国ティエーネ
市との文化交流等を進め、国際理解や多文化共生
の推進を図っていく。

期間

R4

551
企画
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

国際交流推進事業

根拠法令

所沢市自治基本条例、第６次所沢市総合計画前期
基本計画

事業の目的及び具体的な内容

様々な事業を通して姉妹都市を中心とした海外都
市との関係を構築する。
①姉妹都市との間で行政視察団の派遣・受入れを
相互に行い、先進的な取組等について行政情報の
交換を行う。
②姉妹都市との間で周年に合わせて代表訪問団
の派遣・受入れを相互に行うなど、信頼関係の促進
に努める。

期間
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

評価
理由

事務事業名称 事業概要（全体）

計画
コード

事業自体が貢献する項目

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R4)

成果

成果指標

所属
名称

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題

R3予算現額 項目名

0千円

R4予算現額

0千円

R3正規職員
人件費

0.18 人 実績

1,436千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.18 人 評価者

～ 1,440千円 企画総務課長　奥井　祥三

R3予算現額 項目名

15千円

R4予算現額

15千円

R3正規職員
人件費

0.26 人 実績

2,075千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.40 人 評価者

～ 3,201千円 企画総務課長　奥井　祥三

R3予算現額 項目名

200千円

R4予算現額

200千円

R3正規職員
人件費

0.35 人 実績

2,793千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.74 人 評価者

～ 5,921千円 企画総務課長　奥井　祥三

-

Ｂ

引き続き、各所属へ効果的な周
知や積極的な協力を行うことで、
外国人市民にとって必要と思わ
れる情報の多言語化を推進して
いく。

R4実績

今後も学生交流事業を継続していくため、
ディケイター市と良い関係づくりに努めて
いく。

R4その他職員
従事割合

新型コロナウイルス感染症の世
界的流行により、ディケイター市
からの学生の受入れが中止と
なったため。

R4年度に改善した点
10 人や国の不平等をなく

そう
0千円

①所沢市からの派遣員の人
数（奇数年）

②所沢市における受入家庭
の数（偶数年）

事業に参加したことにより国際社会についての
理解度が深まった派遣員の割合

相手国との理解を深め、安定的な関係を築くために、
視察等の交流を通して相互の交流目的を果たすこと
ができているか確認する必要があるため。

事業は中止となったが、令和元年度の派
遣員が作成したディケイター市及び本事
業を紹介するパネルを国際交流フォーラ
ムで展示し、市民への周知を図ることがで
きた。

R4決算額（見込
み） 16 平和と公正をすべての

人に
0千円

会年職
員等

0人

80.0% -

新型コロナウイルス感染症の世界的流行によ
り、姉妹都市からの行政視察団の来訪がなかっ
たため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①0人（令和4年度事業中止
のため）

②0世帯（令和3年度事業中
止のため）

青少年の国際的視野を広
げ、外国人との相互理解
を深めた。会年職

員等
0人

R5目標

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①54人

②143人

R4目標 R4実績

より多くの外国人市民と日本人市民との
交流の場となるよう、実行委員会の提案を
尊重しながら、引き続き支援していく。

R4年度に改善した点
10 人や国の不平等をなく

そう
4千円

①多言語化されている行政資
料の数

②他機関が作成した多言語
資料の活用数

新しく対応言語が増えた行政資料の数
（「やさしい日本語」への対応も含む）

外国人市民に母国語又はやさしい日本語で、分
かりやすく情報発信をしていく必要があるため。

特になし

R4決算額（見込
み）

0千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

10 17

外国人市民の交流の場を
設け、コミュニティへの参
加を促すとともに、日本人
市民の国際理解を高め
た。

会年職
員等

0人

R5目標

職員への多文化共生の啓発が外国人市
民を意識した行政資料や行政情報の発信
につながるため、庁内各課の多文化共生
への理解を深める取り組みとあわせて
行っていく。

R4その他職員
従事割合

外国人市民と日本人市民
との間の情報格差を減ら
すことに寄与した。会年職

員等
0人

R5目標

Ａ

新型コロナウイルス感染症の感
染対策を取り準備を進めた結
果、大きな混乱なく安全に、４年
ぶりとなる通常どおりの開催がで
きた。

R4年度に改善した点

既に多言語化された行政資料が存在しており、
大幅に数を増やすことが難しくなってきたため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①70

②45

10 人や国の不平等をなく
そう

82千円

①外国人市民の参加人数（ア
ンケートから算出）

②初めて参加した人数

参加者数
外国人市民が増加しており、外国人市民との共
生意識を育んでいくには、より多くの方に本事業
に携わってもらうことが重要であるため。

出演予定であった参加団体・個人の紹介
展示や多文化共生の講話内容を紹介する
展示などを行い、国際理解を深める機会
を創出した。

R4決算額（見込
み） 16 平和と公正をすべての

人に
200千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

600人

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

10

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

80.0%

10 8

R3その他職員
従事割合

-

R4目標

80.0%

R4目標 R4実績

580人 -

目標達成済
R4その他職員
従事割合

590人 600人

0人

551
企画
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

海外都市学生交流
事業

根拠法令

所沢市海外都市学生交流実施要綱
所沢市海外都市学生交流補助金交付要綱

事業の目的及び具体的な内容

姉妹都市に派遣員（高校生等）を派遣し、社会、文
化等の交流を通して、外国人との相互理解を深め
ていくとともに、将来を担う青少年に広い視野から
郷土、国家、国際社会を理解させることにより、次
代を築く人材を育成していくことを目的としている。
米国ディケイター市との間で、派遣と受入れを毎年
交互に行い、派遣員は一般家庭で2週間程度の
ホームステイを体験し、生活習慣や文化を体験す
る。期間

H3

553
企画
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

国際交流フォーラム
開催支援事業

根拠法令

第６次所沢市総合計画前期基本計画

事業の目的及び具体的な内容

外国人市民との共生意識の醸成を目的とする。
市内の国際交流ボランティア（団体・個人）が実行
委員会を組織し、年1回実施している。フォーラムで
は①姉妹都市の紹介②日本人、外国人市民がグ
ループになって話す交流会③舞台での発表（和太
鼓・歌・ダンス等）④常設コーナー（姉妹都市と本市
の子どもが描いた絵の展示等）を実施し、市民（外
国人市民を含む）間のコミュニケーションの機会、
知人作りや国際理解の場を提供している。期間

H7

552
企画
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

行政資料の多言語
化推進事業

根拠法令

第６次所沢市総合計画前期基本計画

事業の目的及び具体的な内容

外国人市民に対し、市政情報を多言語（「やさしい
日本語」を含む）で提供し、言葉や生活習慣などの
違いから日常生活や災害時に感じる不便をなくすこ
とを目的としている。
①年１回程度、庁内で多言語化に関する調査を行
い、実態に合った効果的な支援策を講じる。
②外国人市民のニーズが高い情報を多言語化す
るため、関係課と連携し、多言語化の支援などを行
う。
③やさしい日本語の普及を行う。

期間

H31

130/176



SDGsへの貢献
(最大3つ)

評価
理由

事務事業名称 事業概要（全体）

計画
コード

事業自体が貢献する項目

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R4)

成果

成果指標

所属
名称

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題

R3予算現額 項目名

77千円

R4予算現額

87千円

R3正規職員
人件費

0.35 人 実績

2,793千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.80 人 評価者

～ 6,402千円 企画総務課長　奥井　祥三

R3予算現額 項目名

298千円

R4予算現額

1,155千円

R3正規職員
人件費

0.82 人 実績

6,544千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.95 人 評価者

～ 7,602千円 文化芸術振興課長　近藤　真希

R3予算現額 項目名

685,907千円

R4予算現額

746,542千円

R3正規職員
人件費

1.40 人 実績

11,172千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.86 人 評価者

～ 6,882千円 文化芸術振興課長　近藤　真希

多文化共生に取り組む所属数を
増やすため、研修等を通し職員
へ多文化共生への意識啓発を
行っていく。

R4年度に改善した点
10 人や国の不平等をなく

そう
46千円

①研修及び講座参加者の多
文化共生への理解度

②多文化共生に取り組んで
いる所属数

多文化共生に取り組んでいる所属数
市全体で多文化共生に取り組むには、各所属で
多文化共生を理解して取組みを進めていく必要
があるため。 外国人市民向けの防災講座を開催した。

R4決算額（見込
み）

30千円

会年職
員等

0人

30 43

既に多文化共生に取り組んでいる所属がこの数
年で増えており、数を増やすことが難しくなって
きたため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①100％

②44

R4目標 R4実績

講座や多文化共生通信「たぶレター」を通
し、引き続き職員の意識啓発を行うととも
に、外国人市民の実態を把握する調査に
ついて、日本語教室と十分に連携し、実施
時期を検討していく。

R4その他職員
従事割合 多文化共生を理解する場

を設けるとともに、支援を
通して外国人市民が日常
生活等で感じる不便さの
軽減に寄与した。

B

R3決算額 指標名

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

50

R3その他職員
従事割合

11 住み続けられるまちづ
くりを

278千円

①音まちコンサートの実施

②まちなかコンサートの実施

「音まち」推奨制度推奨数

市内で定期的、継続的に開催していて、営利を主目
的とせず、広く市民を対象としている音楽行事を推奨
することで、本市を市内外にアピールしてイメージアッ
プを図るため。なお、Ｒ4年度については、新型コロナ
の影響を考慮し、前年目標と同一としている。
R5年度は新型コロナ前のR1の実績61件の2/3を目指
す。

「音まちコンサート」については、感染症へ
の対応として会場をミューズに移し開催し
た。「まちなかコンサート」については、感
染症対策を徹底した上で開催した。
また、ストリートピアノについて、設置１周
年の記念コンサートを行い、さらなる「音ま
ち」の推進を図った。

R4決算額（見込
み）

711千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0.01

30件 19件

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①1回（特別公演）

②4回

R4その他職員
従事割合

音楽があふれる魅力ある
まちを目指して事業を行
い、本市のイメージアップ
に寄与した。

会年職
員等

0.05

R5目標

A

R4年度に改善した点

新型コロナの影響が残る中、音
楽の力により人々の生活にうる
おいをもたらしていくため、コン
サートを計5回開催し、「音楽の
あるまちづくり」を推進した。
また、市内の音楽活動も回復し
つつあり、音まち推奨制度の推
奨件数も新型コロナ前に戻りつ
つある。

R3決算額 指標名

R4目標 R4実績

感染症の動向も注視しつつ、今後も市民
が音楽に触れることのできる機会を拡大
する方向で様々な取組を実施していく。

新型コロナウイルス感染拡大防止のた
め、飲食を主目的とした利用（会合・パー
ティ等）を禁止していたが、夏頃より再開
予定となっている。これにより稼働率のさ
らなる向上が見込まれる。

R4その他職員
従事割合

51.5% 53.3%

市民が文化芸術に触れて
豊かな生活を送ることに貢
献した。会年職

員等
0.05

R5目標

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

60.0%

施設稼働率（％）
※年間利用回数÷年間利用可能回数（閉館日
を除く）

所沢市民文化センターは、本市における文化芸術活
動の拠点であり、市民が芸術に触れる機会の増進を
図り、施設利用者の増加を促進するために施設稼働
率を指標とする。なお、Ｒ5年度については、新型コロ
ナウイルス感染症に係る利用制約の撤廃や、ミューズ
30周年事業の効果を見込んだ数値目標としている。

休業となっていたレストランが令和4年4月
にリニューアルオープンした。リニューアル
後は従来のレストラン棟屋内に加えて、屋
外テラス席でも飲食できるようになった。

R4決算額（見込
み）

733,781千円

R3その他職員
従事割合

A

新型コロナウイルス感染症の影
響が残る中で、当初の事業計画
通りに自主事業を開催し、稼働
率についても目標値を上回るこ
とができたため。

R4年度に改善した点
11 住み続けられるまちづ

くりを
685,808千円

会年職
員等

0.05

48.2% 46.8%

目標達成済

①年間施設利用日数（日）

②年間施設利用回数（回）

③自主事業イベント観客入場
率（％）

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①3,345（全14施設）

②7,299（全14施設）

③74.5％

R4目標

44

会年職
員等

0人

R5目標

45

目標設定の考え方・根拠

30件 35件

目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

40件

R4実績

561

文化
芸術
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

優先 自治事務

音楽のあるまちづく
り推進事業

根拠法令

文化芸術基本法、所沢市音楽のあるまちづくり検
討会議設置要綱

事業の目的及び具体的な内容

あらゆる世代の市民や所沢市を訪れる方々に、音楽を演
奏する機会、聴く機会を常に身近なものとして定着させ、
豊かな音楽文化が持続的に発展できるよう取り組んでい
く。プロ、アマを問わず音楽を通じた交流や音楽環境の
活性化を図る.
①「音まち」推奨制度・・・音楽情報サイトが独自に入手し
た情報等の中から、市が認定する制度。
②「音まちコンサート」・・・「音まち」事業のＰＲ、市民の気
軽な鑑賞の場として実施する庁内コンサート。
③「まちなかコンサート」・・・若手ミュージシャンの発表の
場、まちなかでの音楽鑑賞の場。
④「音まちMAP」発行等、各種PR事業。
⑤「ストリートピアノ」・・・グランエミオ所沢に設置のピアノ
の管理・運営。

期間

H24

553
企画
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

多文化共生推進事
業

根拠法令

第６次所沢市総合計画前期基本計画

事業の目的及び具体的な内容

日本人市民と外国人市民が互いの文化的な違いを
認め合い、対等な関係を築こうとしながら、地域社
会の構成員としての共生意識を育むことを目的とす
る。
①多文化共生に関する研修や講座を実施する。
②NGOやボランティアと連携し、外国人市民への支
援を行う。

期間

H31

561

文化
芸術
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

市民文化センター管
理運営事業

根拠法令

所沢市民文化センター条例、所沢市民文化セン
ター条例施行規則

事業の目的及び具体的な内容

本市の文化芸術振興のため、所沢市民文化セン
ターにおける事業運営と施設管理を行い、市民の
芸術に触れ合う機会の増進と施設利用者の増加を
促進する。
また、施設の管理運営方法については、指定管理
者制度を導入しており、指定管理者である公益財
団法人所沢市文化振興事業団が実施している。
なお、平成３０年１２月から令和２年３月までは大規
模改修を、令和２年４月から令和１２年３月までは
維持管理を、共にＰＦＩ事業者が実施している。

期間

H5

131/176



SDGsへの貢献
(最大3つ)

評価
理由

事務事業名称 事業概要（全体）

計画
コード

事業自体が貢献する項目

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R4)

成果

成果指標

所属
名称

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題

R3予算現額 項目名

13,044千円

R4予算現額

12,782千円

R3正規職員
人件費

0.33 人 実績

2,633千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.37 人 評価者

～ 2,961千円 文化芸術振興課長　近藤　真希

R3予算現額 項目名

3,379千円

R4予算現額

3,813千円

R3正規職員
人件費

0.41 人 実績

3,272千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.40 人 評価者

～ 3,201千円 文化財保護課長　稲田　里織

R3予算現額 項目名

37,450千円

R4予算現額

37,192千円

R3正規職員
人件費

1.51 人 実績

12,050千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

1.01 人 評価者

～ 8,001千円 文化財保護課長　稲田　里織

指定管理者の協力の下、市主催事業であ
る現代美術展「ところざわ アートのミライ」
を開催したことで、より多くの人々にアート
に親しんでもらえたとともに、本施設の認
知度向上につながった。

R4決算額（見込
み）

12,504千円

会年職
員等

0人

69.9%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①235

②38

R4目標

50.0%
文化芸術活動の発表とそ
れに触れる機会を提供し、
所沢の文化の発展に寄与
した。

会年職
員等

0人

R5目標

R4年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな

に
2,898千円

①所沢市web文化財保護課
所管コンテンツ年間アクセス
総数

②啓発グッズの頒布数

所沢市web文化財保護課所管コンテンツ年間ア
クセス総数

所沢市web上の文化財保護課所管コンテンツのアク
セス総数は、本市文化財に関する興味関心を示す数
値と捉えることもできるため指標とし、前年度よりも上
昇することを目標値とした。

組織統合に伴い、「ふるさと研究年報」を
廃して新たに「文化財保護年報」を発行し
た。また、情報紙「ところざわ文化遺産」で
は、新指定の情報と共に最新の調査結果
を写真を交えて詳しく掲載することで、市
民等の興味関心を喚起する情報提供に努
めた。

R4決算額（見込
み） 11 住み続けられるまちづ

くりを
3,695千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0.2人

520,000件 553,968件

A

A

情報紙「ところざわ文化遺産」発
行や市ホームページコンテンツ
作成などを通じて、文化財情報
の魅力的な発信に努めており、
目標値も達成している。今後も多
くの市民に文化財への興味関心
を持っていただくことで文化財保
護意識を高めていきたい。

R4実績

より多くの市民に利用いただけるよう引き
続き指定管理者と連携し、様々な手法で
広く施設の周知を図っていく。

R4その他職員
従事割合

新型コロナウイルス感染症の影
響が残る中で、利用団体数が増
加し、目標値を大きく上回る施設
稼働率を達成できたため。

R4年度に改善した点
11 住み続けられるまちづ

くりを
12,250千円

新型コロナウイルス感染症の中でも、積極
的に事業を実施し情報提供に努めてき
た。今後も地域の文化財への興味関心を
抱いていただけるよう、事業手法をさらに
検討していく。

R4その他職員
従事割合

所沢市の歴史や文化財の
情報を市民等に公開した。会年職

員等
0.15人

R5目標

A

新型コロナウイルス感染症対策
を講じながらの調査業務であり、
特に調査にあたる職員の健康管
理に注視しながら着実に調査を
実施し、目標も達成している。

R4年度に改善した点

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①545,448件

②19枚

４．質の高い教育をみんな
に

25,864千円

①確認調査実施件数

②発掘調査実施件数

③発掘調査実施面積

確認調査依頼件数に対する確認調査実施件数

開発等により破壊される前に確認調査によって
遺構の有無を判断し、本調査で迅速かつ正確に
遺跡に関する記録を行うことが当事業の目的と
なっているため、確認調査の実施率を指標とし
達成率100%を目標値とした。

新型コロナウィルス感染症対策と熱中症
対策の双方に注意して業務を進めた。

１１．住み続けられるまち
づくりを

32,724千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

10.50人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①99件

②3件

③376.44㎡

R4目標 R4実績 開発に伴う確認調査件数や区画整理事業
などの大規模開発に伴う調査の増加によ
り、業務量の更なる増加が見込まれる。発
掘調査の担当職員は国の方針や県の基
準により、考古学の専門知識を有する者
でなければならないとされていることから
該当する職員の増員等対策を早期に講じ
る必要がある。

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

100.0% 100.0%

発掘調査を実施すること
により、地中に残された歴
史を記録し後世に伝えた。会年職

員等
11.50人

R5目標

100.0%

目標達成済
R4その他職員
従事割合

100.0% 100.0%

R4実績

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

540,000件

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

65.0%

530,000件 545,448件

R3その他職員
従事割合

65.5%

50.0%

①年間施設利用日数（日）

②利用件数（団体・個人）

施設稼働率（％）
※年間利用回数÷年間利用可能回数（閉館日
を除く）

市民の文化芸術活動の発表の場「ギャラリー」として、
市民へ利用に供し文化芸術活動等の促進を図るた
め、施設稼働率を指標とする。なお、Ｒ5年度について
は、新型コロナウイルスによる新型コロナウイルス感
染症に係る利用制約が撤廃されたことを鑑みて目標
値を設定している。

R4目標

R4決算額（見込
み）

561

文化
芸術
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

所沢駅東口市民ギャ
ラリー管理運営事業

根拠法令

所沢駅東口市民ギャラリー条例、所沢駅東口市民
ギャラリー条例施行規則

事業の目的及び具体的な内容

所沢駅東口市民ギャラリーは、市民の文化芸術活
動等の促進を図ることを目的とした施設であり、
ギャラリーとして一般利用に供することを目的として
いる。
また、施設の管理運営方法については、指定管理
者制度を導入しており、指定管理者である公益財
団法人所沢市公共施設管理公社が実施している。

期間

H29

562
文化
財保
護課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

埋蔵文化財発掘調
査事業

根拠法令

文化財保護法・埼玉県文化財保護条例・所沢市文
化財保護条例

事業の目的及び具体的な内容

開発等により遺跡が破壊される前に、記録保存を
行い、後世へ伝えることを目的とする。
埋蔵文化財包蔵地（遺跡）内で開発等が計画され
た段階で確認調査を実施する。その結果、遺構が
発見され、開発等により破壊される可能性がある場
合には発掘調査を実施する。発掘調査は、正職員
と会年職員等で調査の規模・期間・難易度により適
宜チームを編成して行う。

期間

S51

562
文化
財保
護課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

文化財保護普及啓
発事業

根拠法令

文化財保護法、埼玉県文化財保護条例、所沢市文
化財保護条例

事業の目的及び具体的な内容

文化財の普及啓発を行うことによって、多くの市民
に郷土愛や文化財保護意識を醸成することを目的
とする。
市内の文化財や寺社などを紹介する「所沢文化遺
産案内マップ」や文化財調査の成果などを紹介す
る情報紙「ところざわ文化遺産」の発行、また、市
ホームページなど多様な情報発信により、文化財
の保護と普及・啓発を図る。また、市の指定文化財
を紹介するためのグッズとして、これまでクリアファ
イル（３種類）を作成し頒布している。

期間

H26
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

評価
理由

事務事業名称 事業概要（全体）

計画
コード

事業自体が貢献する項目

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R4)

成果

成果指標

所属
名称

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題

R3予算現額 項目名

11,452千円

R4予算現額

11,119千円

R3正規職員
人件費

0.43 人 実績

3,431千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.28 人 評価者

～ 2,218千円 文化財保護課長　稲田　里織

R3予算現額 項目名

■ □ □ 1,913千円

R4予算現額

1,988千円

R3正規職員
人件費

0.47 人 実績

3,839千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.39 人 評価者

3,112千円 文化財保護課長　稲田　里織

R3予算現額 項目名

12,215千円

R4予算現額

12,740千円

R3正規職員
人件費

0.21 人 実績

1,676千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.21 人 評価者

～ 1,664千円 文化財保護課長　稲田　里織

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①102件

②11件

R4目標 R4実績

発掘調査報告書は専門性を有する職員が
執筆するが、日中は発掘調査のため現場
作業に従事しており、現場作業後に報告
書業務を行うため業務量増加が課題と
なっている。

R4その他職員
従事割合

発掘調査報告書の刊行に
より、市民等に所沢市内
に残る遺跡の情報を公開
した。

A

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

387件

R3その他職員
従事割合

383件

会年職
員等

6.00人

R5目標

380件

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

7,554人

新型コロナウイルス感染症の影響により、「埋文
まつり」などの大型事業は規模を縮小して実施し
たため、目標値を下回っている。なお、令和3年
度は資料貸出を行った外部展示の来場者数が
多かったため、実績が本年度よりも上回った。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①853人

②4,248人

R4その他職員
従事割合

普及公開事業により、市
民等に所沢市内に残る遺
跡の情報を分かりやすく
伝えた。

会年職
員等

C

R4年度に改善した点R3決算額

R4実績

新型コロナウイルス感染症の影響により
規模を縮小して開催している「埋文まつり」
について、次年度は元の規模に戻していく
よう取り組む。

新型コロナウイルス感染症の影
響により、普及事業は規模を縮
小して実施したため目標値は達
成できていない。埋蔵文化財は
市の貴重な歴史資料であり、市
民共有の財産として将来にわ
たって保存する意義を理解しても
らうためにも、出張授業や「埋文
まつり（埋文教室）」などにより情
報発信を行っている。今後も
様々な普及事業を通じて、本市
にとって貴重な歴史資料である
埋蔵文化財を、後世に伝えていく
ことの必要性を、市民や開発事
業者の皆さんに理解していただ
けるよう、努めていきたいと考え
る。

指標名

R4目標

当初の予定どおり調査報告書が
刊行されており、目標値を達成し
ている。しかしながら、未刊行の
調査が依然として多いことから、
一つでも多くの調査結果を報告
書として刊行できるよう、その下
地となる遺物の整理保存に取り
組んでいく。

R4年度に改善した点
４．質の高い教育をみんな

に
9,722千円

①年報掲載の確認・発掘調
査数

②報告書を刊行した発掘調
査件数

発掘調査報告書刊行調査次数

記録した遺跡の情報を報告書として刊行し公開
することが当事業の目的となっているため、報告
書を刊行した発掘調査次数を指標とし、報告書
刊行済の調査報告次数に、現年度刊行予定の
報告書掲載発掘調査次数を加えたものを目標
値とした。

全体の進捗状況を確認し、随時作業支援
を行なうなど、業務進捗に努めた。

R4決算額（見込
み） １１．住み続けられるまち

づくりを
6,942千円

会年職
員等

6.00人

370件 372件

目標達成済

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

387件

昨年度に引き続き、遺物の収蔵スペース
を確保するため、収蔵庫の遺物収納箱の
配置などを見直す作業を進めた。

R4決算額（見込
み） 11 住み続けられるまちづ

くりを
7,915千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

6.00人

4 質の高い教育をみんな
に

1,495千円

①小中学校対象（学校との連
携）事業の参加者数
②見学者・事業参加者等の
人数

R3目標 R3実績

文化財公開活用事業への参加者数

郷土の歴史や埋蔵文化財行政を周知すること
が
当事業の目的であるため、市民の関心や理解
度
を図る数値として公開活用活動参加者数を指標
とする。

R4目標値が未達成の理由・分析

来館者を増やすためホームページの更新
に努めた。

R4決算額（見込
み）

1,106千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0.50人

8,600人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①15件

②164件

③8点

R4目標 R4実績

担当職員は日中は発掘調査等の現場作
業に従事することが多く、整理作業員への
指示出しが遅れる傾向にある。事務の効
率化を進め、適切な事務分担に努める。

R4その他職員
従事割合

380件 383件
遺物整理保存のより、後
世への記録作成と市民等
に所沢市内に残る遺跡の
情報を公開する下地を
作った。

会年職
員等

6.00人

R5目標

目標設定の考え方・根拠

A

当初の予定通り調査報告書が刊
行されており、目標値を達成して
いる。しかしながら、未刊行の調
査が依然として多いことから、一
つでも多くの調査結果を報告書
として刊行できるよう、その下地
となる遺物の整理保存に取り組
んでいく。

R4年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな

に
10,955千円

①整理作業遺跡件数

②整理作業遺構件数

③出土遺物の保存処理・化
学分析

発掘調査報告書刊行調査次数

発掘調査の成果を報告書として刊行するために
遺物の整理を行うことが当事業の目的であるた
め、報告書を刊行した発掘調査次数を指標とし、
報告書刊行済の調査報告次数に、現年度刊行
予定の報告書掲載発掘調査次数を加えたもの
を目標値とした。

372件

目標達成済

0.50人

R5目標

8,600人

8,600人 5,571人

371件

562
文化
財保
護課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要

埋蔵文化財普及公
開事業

根拠法令

文化財保護法・所沢市文化財保護条例

事業の目的及び具体的な内容

郷土の歴史や埋蔵文化財保護について普及公開
するため、次のような事業を実施する。
①小中学校を対象とした来館授業・体験学習・出張
授業等　②施設見学　③体験型イベント「夏休み埋
文教室」の開催（土器や勾玉作りの体験）　④最新
発掘展示　⑤外部公共施設等への資料貸出・展示期間

562
文化
財保
護課

実施計画ランク 事業の種別

562
文化
財保
護課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

発掘調査報告書等
刊行事業

根拠法令

文化財保護法・埼玉県文化財保護条例・所沢市文
化財保護条例

事業の目的及び具体的な内容

報告書の刊行により発掘調査の成果を公開するこ
とで、市民をはじめ歴史及び郷土研究への貢献を
目的とする。また、年報の刊行により発掘調査や確
認調査の成果をいち早く公開することで、市民や開
発事業者等に所沢市の地中に刻まれた貴重な文
化遺産を周知し、文化財保護意識を啓発すること
で、開発計画など遺跡の破壊を未然に防止する効
果も期待できる。

期間

S52

一
般

重要 自治事務

埋蔵文化財遺物整
理保存事業

根拠法令

文化財保護法・埼玉県文化財保護条例・所沢市文
化財保護条例

事業の目的及び具体的な内容

遺跡から出土した遺物の整理作業や保存処理を行
い、発掘調査報告書に掲載するとともに、実物資料
として後世に伝えていくため、次のような作業を行
う。
①遺物の水洗　②注記　③接合　④復元　⑤着色
⑥報告書掲載遺物の選出　⑦実測　⑧拓本　⑨保
存処理　⑩科学分析　等

期間

S50

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

H6～
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

評価
理由

事務事業名称 事業概要（全体）

計画
コード

事業自体が貢献する項目

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R4)

成果

成果指標

所属
名称

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題

R3予算現額 項目名

4,306千円

R4予算現額

4,567千円

R3正規職員
人件費

0.50 人 実績

3,990千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.42 人 評価者

～ 3,327千円 文化財保護課長　稲田　里織

R3予算現額 項目名

1,871千円

R4予算現額

1,602千円

R3正規職員
人件費

0.69 人 実績

5,506千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.53 人 評価者

～ 4,199千円 文化財保護課長　稲田　里織

R3予算現額 項目名

3,356千円

R4予算現額

3,323千円

R3正規職員
人件費

1.00 人 実績

7,980千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.65 人 評価者

～ 5,149千円 文化財保護課長　稲田　里織

土砂が崩落しないよう段を設けて掘削す
るなど、作業の安全面に特に配慮した。

R4決算額（見込
み） １１．住み続けられるまち

づくりを
4,539千円

会年職
員等

3人

100人 375人

新型コロナウイルス感染症の影響により、史跡
への団体見学者数が減ったため。

①所沢市web文化財保護課
所管コンテンツ年間アクセス
総数
②所沢市web文化財保護課
所管コンテンツ月別最多掲載
数
③施設の見学及び主催事業
への参加者数

文化財に関する市民理解度
（文化財保護課所管施設の見学及び主催事業
への参加者数）

文化財を身近に感じ、後世へ護り伝えていく意
識を持つ市民を増やすことを目的にしているた
め、市民理解度を指標とする。

夏休み民俗資料館スタンプラリーに「小野
家住宅」「柳瀬荘（黄林閣）」「埋蔵文化財
調査センター」を加えた。また、新指定文
化財「小茂田青樹写生画」を公開する際に
は、文化芸術振興課と連携して同時期の
所沢生まれの洋画家山路真護の作品を
展示した。

R4決算額（見込
み） 11 住み続けられるまちづ

くりを
1,644千円

R3その他職員
従事割合

8,700人

C

B

新型コロナウイルス感染対策を
行いながら公開活用事業に取り
組んできたが、事業規模を縮小
して開催しているため、目標値は
達成できていない。多くの市民の
皆さんに文化財への興味関心を
抱いていただけるよう、事業規模
や事業手法を検討して取り組ん
でいく。

R4実績

調査成果を基にした史跡整備を進め、現
地で歴史を感じられるよう努めていく。

R4その他職員
従事割合

目標値は達成できなかったが、
発掘調査の成果を伝える現地説
明会も開催し、滝の城跡の魅力
を伝えることができた。次年度以
降は、発掘調査の成果が現地を
訪れた方に感じてもらえるよう、
整備の検討を進めていく。

R4年度に改善した点
４．質の高い教育をみんな

に
4,311千円

①史跡整備に伴う発掘調査
延べ面積

②現地説明会参加者数

保存会会員数+現地見学者数（団体見学のみ）+
現地説明会参加者数

「滝の城跡」を後世に護り伝えていくために、保
存活動をしている団体の会員数、及び見学者
（団体）の人数、また、史跡整備の発掘調査の現
地説明会参加者を指標とした。

R4年度に改善した点

新型コロナウイルス感染対策として、事業全般
で規模を縮小した開催としているため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①545,448件

②298件

③6,283人

4 質の高い教育をみんな
に

3,226千円

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①4,222㎡

②66名
現地説明会等の開催によ
り、市民等に調査成果を
公開した。会年職

員等
3人

R5目標

過密飼育を避けるため、目標値を1500尾
から1000尾として人工増殖を行った。

R4決算額（見込
み） 11 住み続けられるまちづ

くりを
3,091千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

1人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①3,964尾

②1,194尾

R4目標 R4実績

埋蔵文化財調査センター施設内において
人工増殖を行い、個体数維持に努めてい
るが、自然復帰に向けては放流場所の環
境など多くの課題があり、関係部署との連
携を図ることが不可欠である。

R4年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな

に
1,649千円

6,273人

R4その他職員
従事割合

1,000尾 1,082尾

小中学校での飼育展示で
地域環境教育に貢献し
た。会年職

員等
1人

R5目標

R4目標 R4実績

運搬が困難な文化財は現地公開を行うな
ど、所有者にも協力を要請し、市民に文化
財の魅力を伝える機会を増やす。

R4その他職員
従事割合

文化財の公開活用により
所沢市の文化財を市民等
に魅力的に伝えた。会年職

員等
0.15人

R5目標

A

過密飼育になることを避けるた
め、人工増殖の目標数を抑え
た。引き続き計画的な個体数の
維持に努めていく。

①個体数（年度末時点）

②年間死亡個体数

R4目標

250人

会年職
員等

R3決算額

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

8,700人

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

145人

8,700人 6,283人

R3その他職員
従事割合

145人

0人

指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

1,000尾

1,500尾 1,459尾

目標達成

埋蔵文化財調査センターにおいて人工増殖によ
り増加した個体数

ミヤコタナゴの種の保存のため、飼育総数個体3,000
～3,500を目標としていることから、当該年度の人工増
殖数を指標とした。

一
般

重要 自治事務

滝の城跡整備事業

根拠法令

文化財保護法・埼玉県文化財保護条例
所沢市文化財保護条例

事業の目的及び具体的な内容

中世城跡の本質的な価値を見出し、計画性のある
長期的な整備を進める事により、郷土の貴重な文
化財である「滝の城跡」を後世へ護り伝えていくた
めの事業。主な内容は、①保存管理計画の策定
②史跡指定地内の遺構確認 ③危険箇所の応急的
な修繕 ④中世城跡として適切な保存整備 ⑤整備
基本計画に基づいた史跡整備

期間

H19

一
般

重要 自治事務

ミヤコタナゴ保護対
策事業

根拠法令

所沢市文化財保護条例、絶滅のおそれのある希少
野生動植物の種の保存に関する法律

事業の目的及び具体的な内容

絶滅危惧種で国指定天然記念物「ミヤコタナゴ」の
種の保存と、環境学習等としての活用を図るために
実施する。主な内容は、①人工増殖による必要な
個体数の維持 ②市内小学校等での展示飼育（保
護啓発と環境学習） ③中学校での飼育体験

期間

H8

562
文化
財保
護課

実施計画ランク 事業の種別

562
文化
財保
護課

実施計画ランク 事業の種別

562
文化
財保
護課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

文化財公開活用事
業

根拠法令

文化財保護法、埼玉県文化財保護条例、所沢市文
化財保護条例

事業の目的及び具体的な内容

文化財の公開や文化財を活用した事業を実施する
ことで、市民等に「ふるさと所沢」への愛着や、文化
財を後世に残す意義を伝えるために実施する。主
な内容は、①指定文化財等の情報公開 ②指定文
化財等の管理 ③展示や講座などの指定文化財等
の公開活用事業の開催期間

H18

134/176



SDGsへの貢献
(最大3つ)

評価
理由

事務事業名称 事業概要（全体）

計画
コード

事業自体が貢献する項目

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R4)

成果

成果指標

所属
名称

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題

R3予算現額 項目名

493千円

R4予算現額

300千円

R3正規職員
人件費

0.55 人 実績

4,389千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.28 人 評価者

～ 2,218千円 文化財保護課長　稲田　里織

R3予算現額 項目名

2,706千円

R4予算現額

2,406千円

R3正規職員
人件費

0.17 人 実績

1,357千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.23 人 評価者

～ 1,822千円 文化財保護課長　稲田　里織

R3予算現額 項目名

9,179千円

R4予算現額

9,292千円

R3正規職員
人件費

0.74 人 実績

5,905千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.64 人 評価者

～ 5,070千円 文化財保護課長　稲田　里織

A

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①－（R4は発表会を開催しな
い年）

②565人（重松流祭囃子保存
会本部行事+青年部の参加
人数）

③360人（出演者60人+来場
者300人）

R4目標 R4実績

新型コロナウイルス感染症の影響により
活動を縮小・中止している団体の再開支
援に引き続き努めていく。

R4その他職員
従事割合

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

17日

R4年度に改善した点

無形民俗文化財の紹介や
各保存団体への支援を行
い、本市の文化遺産保全
を図った。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①65件

②1件

市民共有の財産である文化財を継続的に
管理するためには、担当職員のスキル
アップや、所有者（管理者）との連絡を密
にするなど、費用以外の支援も積極的に
担っていく必要がある。

R4その他職員
従事割合

指定文化財管理費を補助
することで、指定文化財を
良好な状態で維持、保全
し後世へ伝えていく。

会年職
員等

0.3人

R5目標

R4実績

R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

100.0%

100.0% 100.0%

伝統芸能発表会の開催がない
年（隔年開催）であるが、保存団
体への補助金・練習場所の確
保・所沢シティマラソンへの出演
支援・PR動画の撮影など、保存
団体への支援と市民への周知に
努め、目標値も達成している。

R4年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな

に
408千円 ①伝統芸能発表会の鑑賞者

数（出演者+来場者数）
②重松流祭囃子保存会の活
動参加者数（重松流祭囃子
各活動の出演者）
③岩崎獅子舞保存会の活動
参加者数（奉納岩崎簓獅子
舞の出演者＋来場者数）

郷土の民俗芸能の披露日数
市内に伝承されている民俗芸能の市民への周知と継
承、その保存団体の存続と発展を目的としているた
め、披露される日数を指標にしている。

埼玉県事業「郷土芸能団体の記録動画作
成事業」において、重松流祭囃子保存会
のPR動画の撮影をしたほか、「埼玉県和
文化総合WEBサイト」に「岩崎簓獅子舞」と
「重松流祭ばやし」の概要を掲載し、情報
発信に努めた。

R4決算額（見込
み） 11 住み続けられるまちづ

くりを
332千円

会年職
員等

0人

10日 16日

目標達成済

施設全体に目を配り日々の維持管理を行
いながら小さな修繕箇所を発見し、職員が
できることは業者任せにせず実施するよう
努めた。

R4決算額（見込
み） 11 住み続けられるまちづ

くりを
9,067千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

5件

一件当たりの修繕費用が上昇したため。

A

目標値は達成しているが、指定
文化財の種類により所有者（管
理者）が負担する経費が増大し
ている。所有者（管理者）とは平
時から連絡を密にし、補助金の
適正な執行とともに、財政的な援
助以外にも職員ができる支援は
ないか、指定文化財の維持管理
に努める必要がある。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①4,248人

②244日

R4目標 R4実績

施設建設後30年近くが経過し、想定外の
箇所に不具合が生じて急な修繕を要する
ことも増えてきている。計画的な器具交換
を実施するなど、施設の長寿命化に向け
て引き続き適切な管理を行っていく。

4 質の高い教育をみんな
に

2,031千円

①管理費補助件数

②修理等補助件数

所有者（管理者）の申請件数と交付件数の率

指定文化財の管理に必要な経費を少しでも市で
支援（補助金交付）することは、貴重な指定文化
財をより良好な状態で保存・管理することにつな
がるため指標とした。

各自治会の費用負担増大を踏まえて、山
車の管理費補助金を25,000円から30,000
円に増額した。

R4決算額（見込
み） 11 住み続けられるまちづ

くりを
1,593千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

100.0% 100.0%

R4その他職員
従事割合

6件 4件 埋蔵文化財調査センター
を適切に管理し、所沢市
内に残る遺跡の情報を後
世に伝えるとともに、市民
等に発掘調査で得られた
情報を公開する。

会年職
員等

0人

R5目標

4件

B

埋蔵文化財調査センターの開設
から30年近くが経過し、施設の
老朽化による不具合が年々増加
している。突発的な不具合などに
より、計画的に修繕を行うことが
難しくなっているが、予算の範囲
内で必要箇所を見極めた修繕に
努めている。

R4年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな

に
8,092千円

①来館者数

②年間開館日数

R3決算額 指標名

R4目標

目標設定の考え方・根拠

R3目標

目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

年間の施設修繕件数

来館者等の安全管理及び収蔵資料を後世に伝
えていくために適正な施設管理をすることが目
的であるため、修繕実施数を指標とし、過去3年
間の年間修繕件数の平均値を必要数と考え目
標値とした。

目標達成済

R3その他職員
従事割合

19日

会年職
員等

0人

R5目標

10日

4件

R3決算額 指標名

一
般

重要 自治事務

指定文化財管理費
等補助事業

根拠法令

所沢市文化財保護条例、所沢市文化財等保存事
業費補助金等交付要綱

事業の目的及び具体的な内容

市内に所在する指定文化財を保存・管理し、これを
良好な状態で後世に継承するために実施する。主
な内容は、①市指定文化財の所有（管理）者が補
助金の交付申請をする ②文化財等保存事業費補
助金等交付要綱に基づき交付 ③実績報告により
管理状況等を確認する期間

S56

562
文化
財保
護課

実施計画ランク 事業の種別

562
文化
財保
護課

実施計画ランク 事業の種別

562
文化
財保
護課

実施計画ランク 事業の種別

根拠法令

文化財保護法、埼玉県文化財保護条例、所沢市文
化財保護条例

事業の目的及び具体的な内容

市内に伝承されている民俗芸能を広く市民に周知
し、その技能や道具類を後世へ護り伝え、郷土の
民俗芸能を継承する保存団体の存続と発展を目指
す。主な内容は、①伝統芸能発表会の開催（隔年）
②郷土の民俗芸能を継承する保存団体の自主的
な活動を支援期間

H5

一
般

重要 自治事務

埋蔵文化財調査セン
ター施設管理事業

根拠法令

文化財保護法・埼玉県文化財保護条例・所沢市文
化財保護条例

事業の目的及び具体的な内容

来館者等の安全管理とともに、発掘調査による出
土遺物など収蔵資料を永年にわたって整理・保存
し、埋蔵文化財に関する各種情報を後世に伝える
とともに広く提供する施設として、安全かつ適正に
管理するために、施設管理業務委託等による各種
点検を着実に実施し、修繕箇所を見極めて必要な
修繕を実施する。

期間

H6

一
般

重要 自治事務

郷土の民俗芸能支
援事業
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

評価
理由

事務事業名称 事業概要（全体）

計画
コード

事業自体が貢献する項目

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R4)

成果

成果指標

所属
名称

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題

R3予算現額 項目名

3,591千円

R4予算現額

4,246千円

R3正規職員
人件費

0.49 人 実績

3,910千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.45 人 評価者

～ 3,565千円 文化財保護課長　稲田　里織

R3予算現額 項目名

38,607千円

R4予算現額

27,391千円

R3正規職員
人件費

0.73 人 実績

5,825千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.72 人 評価者

～ 5,704千円 文化財保護課長　稲田　里織

R3予算現額 項目名

1,200千円

R4予算現額

7,800千円

R3正規職員
人件費

1.08 人 実績

8,618千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

1.58 人 評価者

～ 12,517千円 文化財保護課長　稲田里織

会年職
員等

１人

1,200人 1,521人

小学校団体見学はR3よりも1校増えたが、個人
の来館者が減少している。民俗資料を保存・管
理し、後世へ護り伝えるための施設として、今後
も引き続きPRしていくとともに、小中学校の郷土
学習等の活用の充実に努める。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①144日

②7校

R4目標

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

1,500人

R3その他職員
従事割合

B

当初想定より実際に調査した面
積が少なく目標値は達成できて
いないが、各土地区画整理組合
などから依頼のあった調査には
全て対応しているためB評価とす
る。

R4年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな

に
14,177千円

①確認調査面積

②発掘調査面積

③報告書刊行件数

確認調査（試掘）面積と記録保存のための発掘
調査面積

各土地区画整理組合（組合が認可されていない
箇所は土地区画整理組合設立準備会）と合意し
た確認調査（試掘）、及び記録保存のための発
掘調査面積

新型コロナウィルス感染症対策と熱中症
対策の双方に注意して業務を進めた。

R4決算額（見込
み） 11 住み続けられるまちづ

くりを
8,528千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

11人

R3よりも目標値を上げたため未
達成となったが、小学校からの
見学は増加している。各地域に
伝わる民俗資料を保存・管理し、
後世へ護り伝えるための施設と
して、今後も引き続きPRしていく
とともに、小中学校の郷土学習
等の活用の充実に努める。

R4年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな

に
2,910千円

①開館日数

②来館小中学校数

来館者数

市内各地域に伝わる貴重な民俗資料を多くの人
にみてもらうことにより、郷土への理解を深める
機会をより多く提供することになると考え、来館
者数の増加を目標とする。

中富民俗資料保存会は解散したが、小学
校団体見学などに際しては、元保存会会
員など地元市民に協力をいただき進めて
いる。

R4決算額（見込
み） 11 住み続けられるまちづ

くりを
3,437千円

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

B

専門職員が少ない中で、市内遺跡の調査
と並行して土地区画整理事業の進捗に影
響を及ぼさないよう、調整を進めることが
困難となっている。

26,000㎡ 11,688㎡ 開発により現地保存でき
ない遺跡の発掘調査を実
施することにより、地中に
遺された所沢市の歴史を
後世に記録として伝えてい
く。

会年職
員等

11人

R5目標

B

目標値は達成しているが、特別
公開アンケートによる数値であ
り、文化財に興味関心のない市
民から理解を得ることも課題と捉
えており、関心度の更なる向上
が必要であるためB評価とした。

R4年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな

に
675千円

①策定委員会、庁内検討調
整会議、ワーキンググループ
会議の開催数

②特別公開の参加数

③アンケート回答数

歴史的建造物整備活用事業（秋田家住宅）への
関心度（アンケート回答数／参加者数×100）

整備活用を進めていく上で、秋田家特別公開へ
の来場者における関心度を図ることは、歴史的
建造物整備活用事業への関心度を把握するこ
とに繋がってくる。そこで、関心度を上げていくこ
とができれば、ふるさと所沢への愛着を深めると
いう事業目的を遂行できるため。

基本方針には審議会委員のほか市民の
声も反映させるため、パブリックコメント手
続きのほか、市民フォーラムの開催や市
議会への説明なども実施した。

R4決算額（見込
み） 11 住み続けられるまちづ

くりを

会年職
員等

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R4実績
役員の高齢化などもあり郷土資料保存会
は、3団体から2団体に減少した。民俗資
料館は地域からの要望により開館した経
緯もあるため、山口・富岡・柳瀬の各まち
づくりセンターとの協力も模索し、行政と地
域が連携して郷土資料を後世に伝えてい
けるよう努めていく。

R4その他職員
従事割合

1,600人
各民俗資料館を運営する
ことにより、地域に伝わる
民俗資料を保存するととも
に、市民等に公開する。

会年職
員等

1.1人

R5目標

基本方針策定を進める過程で、整備に向
けて様々な課題が確認できた。今後は整
備を進めるにあたって必要となる調査の
実施など、「秋田家住宅」の現況を把握し
て整備活用を進めていく。

R4その他職員
従事割合

45.0% 77.3%
織物産業で栄えた所沢の
まちばの賑わいや昔の生
活を伝え、「ふるさと所沢」
への愛着と理解を深める。

会年職
員等

0.1人

R5目標

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

26,000㎡

①11,688㎡

②0㎡

③0件

R4目標 R4実績

1,484人

R4その他職員
従事割合

34,500㎡ 29,635.16㎡

各土地区画整理組合などからの調査依頼が当
初の計画よりも減少したため。

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

50.0%

0人

40.0% 42.7%

目標達成済

6,995千円

R3その他職員
従事割合

①8回

②551人

③426枚

R4目標 R4実績

一
般

重要 自治事務

中富・柳瀬・山口民
俗資料館管理運営
事業

根拠法令

所沢市民俗資料館条例、所沢市民俗資料館条例
施行規則

事業の目的及び具体的な内容

地域ごとの民俗資料の保存と市民への公開を目的
とする。
①中富・柳瀬・山口民俗資料館の開館業務
　開館日：各館月４回
　開館時間：午前９時～午後４時３０分
　入館料：無料
②地域の特色が見られる民具等の展示
③小中学校の社会科見学や総合学習として活用さ
れている。

期間

S56

根拠法令

文化財保護法・埼玉県文化財保護条例・所沢市文
化財保護条例

事業の目的及び具体的な内容

本事業は、寿町に所在する国登録有形文化財「秋
田家住宅」と敷地全体の整備と活用を図るものであ
る。中心市街地に今も残る「秋田家住宅」を整備し、
活用することによって、「所沢のまちば」の歴史・文
化を伝え、「ふるさと所沢」を愛する心を育てる。あ
わせて、様々な活動の展開を通じて日常的に市民
が交流する空間の創出や所沢駅周辺から西所沢
エリアや航空公園エリアなどへの回遊拠点の一つ
として地域の商業や観光の活性化にも寄与するこ
とを目的とする。

期間

R3

根拠法令

文化財保護法・埼玉県文化財保護条例・所沢市文
化財保護条例

事業の目的及び具体的な内容

562
文化
財保
護課

実施計画ランク 事業の種別

市内5箇所の土地区画整理事業地内の埋蔵文化
財を保護するために実施する。主な内容は、①公
衆用道路等の確認調査（試掘）を行い遺構・遺物の
有無を確認　②確認調査（試掘）で検出された遺構
の記録保存のための発掘調査の実施　③発掘調
査で出土した遺物・遺構の記録を整理して報告書
を刊行

期間

H29

562
文化
財保
護課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

土地区画整理事業
地内埋蔵文化財調
査事業

562
文化
財保
護課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

最優先 自治事務

歴史的建造物整備
活用事業
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

評価
理由

事務事業名称 事業概要（全体）

計画
コード

事業自体が貢献する項目

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R4)

成果

成果指標

所属
名称

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題

R3予算現額 項目名

3,651千円

R4予算現額

3,699千円

R3正規職員
人件費

0.96 人 実績

7,661千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.55 人 評価者

～ 4,357千円 文化財保護課長　稲田里織

R3予算現額 項目名

163千円

R4予算現額

163千円

R3正規職員
人件費

0.37 人 実績

2,953千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.30 人 評価者

～ 2,377千円 文化財保護課長　稲田里織

R3予算現額 項目名

10,050千円

R4予算現額

11,247千円

R3正規職員
人件費

1.15 人 実績

9,177千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.86 人 評価者

～ 6,813千円 文化財保護課長　稲田　里織

B

目標値は達成できなかったが、
資料保存のためのマイクロフィル
ム化やデータDVD化は計画的に
進めることができている。

R4年度に改善した点
４．質の高い教育をみんな

に
3,645千円

①マイクロフィルムに撮影した
古文書のコマ数

②資料特別利用許可申請件
数

③資料寄贈・寄託者数

資料特別利用許可申請件数
※特別利用とは、資料の貸出や出版物等への
掲載、展示、放映などでの利用のこと

資料の形態が、古文書・民具など多岐にわたり、
整理進捗状況について数値化することが困難で
あるため、数値化が可能な資料特別利用許可
申請件数を指標とした。

郷土資料等収蔵施設整備に係る庁内検
討調整会議を11月と3月に開催し庁内合
意を進めている。今後は所蔵資料のデジ
タル化を進めることを検討。

１１．住み続けられるまち
づくりを

3,513千円

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

40件

会年職
員等

1.05人

40件 46件

目標値は外部依頼に基づくものであるが、本市
資料を利用した展示等の開催が少なかったこと
などが想定される。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

収集・整理した資料の収蔵・保管環境が未
整備である。所沢市に関わる資料を後世
に伝えていくことは市の責務であり、収蔵
施設の整備に向けた具体的な方針・調整
を関係部署とともに進めていく必要があ
る。

郷土資料を収集・整理し、
保存して活用できる環境を
整えることで、市民等の学
習に役立てることができ
る。

会年職
員等

0.8人

R5目標

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

B

目標値はやや達成できていない
が、講演会などの事業は積極的
に実施した。今後は、より多くの
市民に三ヶ島葭子を知ってもらえ
るよう、三ケ島公民館とも連携
し、事業手法や情報発信につい
てさらに検討していく。

R4年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな

に
100千円

①資料室入場者数

②講演会等来場者数

③冊子等販売数

利用者数（資料室・講演会来場者数と冊子等購
入者延べ人数）

市民へ三ヶ島葭子を周知することを目的として
いるため、利用者数（資料室・講演会等来場者
数と冊子等購入者延べ人数）を指標とした。 講演会の申し込みに、電話のほか電子申

請を取り入れた。
11 住み続けられるまちづ

くりを
112千円

R3その他職員
従事割合

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①444人

②66人

③49冊

R4目標 R4実績

三ヶ島葭子資料室開室30周年（令和6年
度）記念事業として、新100首の選定を行う
ことを検討している。

R4その他職員
従事割合

29件

ふるさと研究活動を通じて、より多くの市
民が「ふるさと所沢」に興味を抱き、また、
自身で学んでみたいという思う市民を増や
すことができるよう、事業の開催方法や発
信方法を検討していく。

R4その他職員
従事割合

6,000人 4,534人
展示・講座の開催によっ
て、市民に「ふるさと所沢」
についての学習機会を提
供している。

会年職
員等

2人

R5目標

600人 559人
三ヶ島葭子資料室の運営
により、郷土の歌人・三ヶ
島葭子をはじめとした文学
についての学習機会を市
民等に提供している。

会年職
員等

0.2人

R5目標

B

目標値は達成できなかったが、
令和3年度よりも数値は上昇して
おり、感染症対策を講じて様々な
事業を実施してきた成果は表れ
ている。今後も、より多くの市民
に「ふるさと所沢」に興味関心を
持ってもらえるよう、魅力の発信
手法について検討していく。

R4年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな

に
9,526千円

①参加・利用者数

②企画事業開催数

③事業に協力した市民学芸
員の延べ人数

展示見学者・講座参加者・閲覧学習室利用者の
延べ人数 自然分野の講座として狭山丘陵の地層

フィールドワークを開催した。

R4決算額（見込
み） 11 住み続けられるまちづ

くりを
10,997千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R3目標

R4その他職員
従事割合

40件

6,000人

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

600人

ふるさと研究活動の周知と市民参加が目的のひ
とつであるため、参加者・利用者数を指標とし
た。

R4決算額（見込
み）

①4,534人

②8件

③435人

R4目標 R4実績

0.05人

600人 576人

月１回のボランティア解説は例年通り実施した
が、資料室入場者数は増えなかった。また、9月
に開催した講演会では、申込者は多かったもの
の、新型コロナウイルス感染症への不安からな
のか、当日のキャンセルが多かった。

1.90人

6,000人 2,919人

新型コロナウイルス感染症の影響もあり、規模
を縮小して事業開催をした。企画事業数は令和3
年度5件に対して本年度は8件と増加している。

R3決算額 指標名

会年職
員等

目標設定の考え方・根拠

R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

R4決算額（見込
み）

①7,500コマ

②29件

③16人

R4目標 R4実績

R3その他職員
従事割合

まちづくりの資源として資料（ふるさと研究資料）を
収集し、積極的に活用できるよう整理するとともに、
資料の劣化と亡失を防ぐ手立てを構築することを目
的とする。これまでに収集した資料は、活用できる
ように把握・整理を進める。また、資料（民具など）
の受け入れを可能な範囲で行う。併せて、資料の
代替物（マイクロフィルム・デジタルデータDVD）作
成に取り組む。

期間

S63

563
文化
財保
護課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

三ヶ島葭子資料室運
営事業

根拠法令

社会教育法、文化芸術振興基本法

事業の目的及び具体的な内容

郷土出身の歌人・三ヶ島葭子を広く伝え、市民が先
人への理解を深めるとともに、ふるさと所沢を愛す
る心を育てることを目的とし、講演会等の開催、
三ヶ島葭子資料室だより「われもこう」の発行、市民
ボランティアによる展示解説会等を行う。

期間

H6

563
文化
財保
護課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

ふるさと研究活動事
業

根拠法令

社会教育法、博物館法、文化財保護法

事業の目的及び具体的な内容

所沢市の歴史や自然などの本市に関する様々な
分野の資料の収集・保存・調査・研究を進め、常設
展示や企画展示・講座・体験学習会などを通じて研
究成果を紹介し、郷土への愛着を深めるための事
業を展開する。

期間

H7

563
文化
財保
護課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

資（史）料の収集・整
理・保存・活用事業

根拠法令

所沢市ふるさと研究資料の利用等に関する要綱

事業の目的及び具体的な内容
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第６章

自然と調和する住みよいまち
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

R3予算現額 項目名

―

R4予算現額

3,300千円

R3正規職員
人件費

― 実績

― どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

1.17 人 評価者

～ 9,362千円 都市計画課長　増子　雄一

R5予算現額 項目名

―

R4予算現額

4,770千円

R3正規職員
人件費

― 実績

― どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

1.20 人 評価者

～ 9,602千円 都市計画課長　増子　雄一

R3予算現額 項目名

1,245,950千円

R4予算現額

835,907千円

R3正規職員
人件費

8.29 人 実績

66,154千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

8.14 人 評価者

～ 65,136千円 市街地整備担当参事　鎌田実幸

11 住み続けられるまちづ
くりを

地区計画策定区域の地権者に向け説明
会を実施し、地区計画内容の周知を行っ
た。また、区域内の地権者全員に意向調
査を実施することにより、地権者の意見を
聴取した。

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

A 事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①12回

②807画地

③３回

R4目標 R4実績

地権者向け意識調査結果及び基礎調査
結果を踏まえた椿峰協議会の地区計画素
案の策定に取り組み、再度地域の合意形
成を図り、都市計画決定の手続きを進め
ていく。

R4その他職員
従事割合

4回 12回

市民が住み続けたいと思
える、良好な住環境整備
に繋がる街づくりルールの
策定に寄与した。

4,564千円

R4決算額（見込
み）

―

目標達成済

会年職
員等

0人

R5目標

4回

自治事務

R4その他職員
従事割合

―

1回（①、②とも）
①1回（2箇所）

②1回（参加者：92名）

R3目標

①パブリックスペースを活用
した社会実験の実施

②フォーラムの開催

実施回数（①、②とも）

会年職
員等

―

3,300千円

R3その他職員
従事割合

事業自体が貢献する項目

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R4)

成果

成果指標

目標設定の考え方・根拠

街づくりの担い手（プレイヤー）の発掘・育成の場とし
ての社会実験の実施及びその取組を市民に共有する
場として、フォーラムを開催する。

R4年度に改善した点指標名

所沢駅周辺グランドデザインに示す街の
ビジョンを具現化するための第一歩として
社会実験の実施及びフォーラムを開催し
た。

A

官民連携によるエリアプラットフォームの
設立に向け、引続き社会実験の実施によ
る効果の検証、街なかのストック活用に向
けた勉強会の実施などにより街づくりの担
い手を発掘していく。

目標達成済

R4目標 R4実績

―

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

11 住み続けられるまちづ
くりを

―

会年職
員等

0人

会年職
員等

―

R4決算額（見込
み）

都市
計画
課

実施計画ランク 事業の種別

最優先

魅力ある街なか空間
創出推進事業

期間

都市計画法、都市再生特別措置法

事務事業名称 事業概要（全体）

事業の目的及び具体的な内容

一
般

根拠法令

「人を中心にしたマチづくり」に関連し、令和3年度に
策定した「所沢駅周辺グランドデザイン」の目指す
べき街の姿を示すビジョンを実現するため、パブ
リック空間を活用した街なかの回遊性と賑わいを創
出することを目的とする。
　「所沢駅周辺グランドデザイン」に基づき、官民連
携によるエリアマネジメント組織の設立を目指し、ビ
ジョンの実現に向けたロードマップの策定、既存ス
トックを活用した勉強会、エリア将来像の具体的な
検討、繰返しの社会実験の実施及び検証、街づくり
の担い手の発掘、街づくりの仕組みやルールの検
討を行っていくものである。

計画
コード

R3決算額

令和4年度作成した所沢駅周辺
グランドデザインに基づく、社会
実験の実施により、街なかに居
心地の良い空間の創出や、民間
のイベントと連携しエリアの回遊
性など旧町エリアのポテンシャル
を確認することができた。611

R4

所属
名称

A

・市街化区域編入を目指す旧暫
定逆線引き地区の下安松東地
区及び土地利用推進エリアの三
ケ島工業団地周辺地区につい
て、土地区画整理事業の実施に
向けた農林協議を終え、都市計
画法、土地区画整理法及び農振
法等の手続きに入った。
・同じく市街化区域編入を目指す
上安松・下安松西地区について
は、土地区画整理事業の実施に
向けた、準備会が行う設計等の
支援を行った。
・土地利用推進エリアの関越自
動車道所沢ＩＣ周辺地区につい
て、発起人会により区域検討
パートナーを選定し区域検討を
行った。

１回

①街づくりアドバイザーの派
遣

②基礎調査の実施

③地権者向け説明会実施

街づくりアドバイザー派遣

地区計画策定及び同意形成の専門家である街づくり
アドバイザーを派遣することで、街づくり協議会の素案
作成や地域の合意形成を円滑に進めるための支援と
なる。

611
都市
計画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

優先 自治事務

地区計画策定支援
事業（椿峰地区の街
づくり支援事業）

根拠法令

都市計画法、所沢市街づくり条例

事業の目的及び具体的な内容

昭和５０年代に土地区画整理事業が行われた椿峰
地区において、みどり溢れる良好な住環境の維持・
保全のため、椿峰街づくり協議会が建築協定及び
緑化協定を継承した地区計画の策定に向けて活動
を行っている。その椿峰地区の街づくりに係る活動
の支援を目的とする。
所沢市街づくり条例に基づき、地区計画内容の法
的・技術的な調整や街づくりアドバイザーの派遣を
行うとともに、土地及び建築物に係る基礎調査を実
施し、街づくり協議会の素案作成及び地域全体の
合意形成の支援を行っていくものである。

期間

R4 R5

611
市街
地整
備課

実施計画ランク 事業の種別

R4目標値が未達成の理由・分析R3実績

R5目標

R4年度に改善した点

8 働きがいも経済成長も

1,051,345千円

①各地区で開催・出席した説
明会、勉強会、役員会、総会
の合計数（地元主催を含む）

②上記説明会等への参加者
数

土地利用転換を図る地区数
・旧暫定逆線引き地区　6地区
（下安松東、上安松・下安松西、下安松中央、北
中、上山口、牛沼）
・土地利用転換推進エリア　3地区
（三ケ島工業団地、関越自動車道所沢ＩＣ、松郷
工業団地）

・旧暫定逆線引き地区は、土地区画整理事業の実施
もしくは用途地域の指定の廃止により解消することを
指標とする。
・土地利用転換推進エリアは、土地区画整理事業の
実施により、土地利用が可能となったことをもって指標
とする。

・三ケ島工業団地周辺地区と下安松東地区の
２地区については、当初一地区づつ都市計画
決定する予定で進めていたが、２地区を同時に
都市計画手続きを行いスムーズに進めること
ができた。
・関越自動車道所沢ＩＣ周辺地区について、収
支の視点を踏まえ、実現可能な計画を立案す
るため、民間活力を活用した手法を取り入れて
区域検討に係る調査・提案を行った。

R4決算額（見込
み） 9 産業と技術革新の基盤

を作ろう
782,329千円

R3その他職員
従事割合 11 住み続けられるまちづ

くりを

会年職
員等

0人

９地区 ３地区

土地利用転換は、都市計画、農地、環境等の関
連分野について、関係機関等の協議を継続的に
進める中、長期的な取り組みが必要である。各
年度の活動は、その時点で必要な協議を着実に
進めることが中心となる。

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R4実績

都市計画変更及び土地区画整理事業認
可等の手続を滞りなく進めるため、県をは
じめとする関係機関との協議を行うととも
に、地権者及び近隣住民へ丁寧に説明し
理解を求めた。

R4その他職員
従事割合

６地区 ０地区
土地区画整理事業の実施
とあわせて、地区計画制
度等の活用によって安全
で安心な街づくりを進め
る。

会年職
員等

0人

R5目標

６地区

R4目標

①88回

②1,083人

1回（①、②とも）

今後の街づくりは、市民が
主体であること、それによ
り住み続けたい街になると
いうことをアピールした。

R3その他職員
従事割合

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

―

令和5年度の地区計画素案を作
成するにあたり、基礎調査を実
施し、判断材料となりうる資料の
作成を完成させた。
また、地域の合意形成を図るに
あたり、地権者向け説明を実施
したうえで、地権者向け意向調
査を実施した。

R4年度に改善した点

一
般

最優先 自治事務

土地利用転換推進
事業

根拠法令

都市計画法、土地区画整理法

事業の目的及び具体的な内容

市域を総合的に捉え、都市機能の無秩序な拡散防
止と自然環境との調和に配慮しながら、定住人口
や交流人口の増加、地域の活性化を図るため、計
画的かつ適正な土地利用の転換をめざすものであ
る。

期間

H28 R21
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が貢献する項目

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R4)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事務事業名称 事業概要（全体）

計画
コード 所属

名称

R3予算現額 項目名

1,137千円

R4予算現額

1,014千円

R3正規職員
人件費

1.48 人 実績

11,810千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

1.52 人 評価者

～ 12,163千円 都市計画課長　増子　雄一

R3予算現額 項目名

0千円

R4予算現額

66,106千円

R3正規職員
人件費

0.00 人 実績

0千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

1.47 人 評価者

～ 11,763千円 市街地整備担当参事　鎌田実幸

R3予算現額 項目名

242,801千円

R4予算現額

7,668千円

R3正規職員
人件費

1.33 人 実績

10,613千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

1.36 人 評価者

～ 10,883千円 市街地整備担当参事　鎌田実幸

会年職
員等

0.3

208 227

目標達成 引き続き他市の取り組みを研究するととも
に、今後も景観審議会で議論の場を設
け、施策体系を見直していく。

R4その他職員
従事割合

230 235

景観施策を推進すること
で、市民が住み続けたい
と思える街並み形成や居
心地の良さに寄与した。

会年職
員等

0.3

R5目標

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

240

11 住み続けられるまちづ
くりを

1,081千円

①景観市民活動クラブの登録団
体数

②とことこ景観資源の指定件数

③とことこガーデンの指定件数

（令和元年度より）
とことこ景観資源の指定件数

景観資源の登録数を増やすことで、市民に周知できる
良好な景観資源が増加するため、間接的に景観に係
る興味や満足度をあげることに繋がる。

令和2年度に了承された景観計画の見直
しにおける方針を基に景観形成基準等の
具体的な検討を行い、景観審議会に意見
聴取を行った。また、景観モデル事業の一
つである「とことこガーデン」については、
環境推進委員連絡協議会等に周知を行っ
た。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①9

②235

③133

R4目標 R4実績

R4決算額（見込
み）

853千円

R3その他職員
従事割合

特になし

R4決算額（見込
み） 11 住み続けられるまちづ

くりを
61,881千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

― ― 目標未達成
電線共同溝整備工事（第1期）の一部を令和５年
度へ繰越したため。
繰越した工事は、一体的に行っているファルマン
通り交差点改良工事の信号移設に関係する箇
所に施工するもので、警察協議に基づき実施す
る信号の移設を優先して行った結果、警察の発
注工事との関係もあり、電線共同溝の整備を実
施する期間が確保できず、その費用について翌
年度へ予算を繰越し、工事を進めることとなっ
た。
今回、繰越を行う工事については、令和５年度
当初分工事と一本化して工事の発注を行う予定
である。

A

景観市民活動クラブ登録団体
数、とことこガーデン指定件数
は、いずれも横ばいとなってお
り、引き続き景観施策の効果を
検証する必要がある。
とことこ景観資源指定数につい
ては、すでに申請されている景
観資源候補の指定を順調に進め
ることができたことから増加に繋
がった。

R4年度に改善した点

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①電線共同溝整備工事の実
施

R4目標 R4実績

令和5年度予定工事と令和4年度からの繰
越し分の工事を、令和5年中に完了させる
ことを目標に取り組んでいる。

R4その他職員
従事割合

152ｍ 137ｍ

電柱が無くなることで、防
災機能と交通の安全性、
中心市街地の景観の向上
につながる。

会年職
員等

0人

R5目標

B

電線共同溝整備工事は、一部令
和5年度へ繰越したが、繰越した
工事は、令和5年に予定している
工事と併せて、令和5年中に完了
する予定である。無電柱化事業
に大幅な遅れは無く、引き続き交
差点周辺の安全性向上に取り組
んでいく。

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
0千円

①電線共同溝整備工事

所沢東町地区市街地再開発事
業については、令和3年度から公
共施設整備（道路）工事に着工
し、再開発組合施工部分につい
て、令和5年3月に工事が完了し
た。

R4年度に改善した点

8 働きがいも経済成長も

202,073千円 ①東町再開発
再開発区域の道路工事及び
工事監理に対する補助金等
を交付し、再開発組合に助
言・支援等を行う。

②骨格道路…権利者交渉

・再開発事業の進捗状況
・骨格道路整備に向けた進捗状況

公共施設（道路）整備工事の進捗状況を指標とする。

特になし

R4決算額（見込
み） 11 住み続けられるまちづ

くりを
6,361千円

会年職
員等

0人

施設建築物建築工事
完了

施設建築物建築工
事完了

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①東町再開発
・R5.3月 公共施設(道路)工事
完了

②骨格道路
・用地測量の実施
・権利者交渉

R4目標 R4実績

今後は、所沢東町地区市街地再開発事業
の公共施設整備（道路）工事で生み出され
た歩道空間の活用方法について、催しも
のができるような空間として活用できるよ
う、専門家の意見も参考にしながら、再開
発組合や地元商業関係者、関係部署と協
議を進めている。

R4その他職員
従事割合

再開発事業区域内道
路整備工事完了 所沢東町地区市街地再開

発事業の施行に伴い、整
備する都市計画道路の歩
道状空間を活用し、歩行
者の回遊性や賑わいの創
出を図る。

会年職
員等

0人

R5目標

A

R3目標

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

79ｍ

電線共同溝本管の施工延長を指標とする。電線共同溝本管の施工延長

再開発事業区域内
道路整備工事完了

R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

骨格道路路線測量実
施

R3その他職員
従事割合

612
都市
計画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

- 自治事務

景観まちづくり推進
事業

根拠法令

所沢市ひと・まち・みどりの景観条例、景観法

事業の目的及び具体的な内容

具体的な内容
・景観まちづくりに取り組む景観市民活動クラブが、
円滑に活動できるよう情報の発信、場の提供や代
表者会議の開催などを行う。
・市民から「景観資源候補」を募集し、所沢らしい良
好な景観の形成に資するものを「とことこ景観資
源」として指定し、公表する。
・所沢市景観審議会が選定した「とことこ景観賞候
補」を、市長が「とことこ景観賞」として表彰する。
目的
所沢らしい良好な景観の形成を推進する。

期間

H23

621
市街
地整
備課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

最優先 自治事務

ファルマン通り交差
点外無電柱化整備
事業

根拠法令

電線共同溝の整備等に関する特別措置法、道路
法、所沢市電線共同溝管理規程

事業の目的及び具体的な内容

ファルマン通り交差点周辺において、所沢東町地
区第一種市街地再開発事業（組合施行）に伴う都
市計画道路の拡幅に合わせ、ファルマン通り交差
点改良事業を進めている。
　本事業は、これらの事業と一体的に無電柱化の
整備を行うことにより、県が進める銀座地区の無電
柱化と合わせて、旧町地区における災害時の通行
の確保、歩行者の安全で快適な空間の確保や賑
わいの創出など、人を中心にしたマチづくりに資す
るものである。

期間

R4 R10

621
市街
地整
備課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

最優先 自治事務

日東地区まちづくり
事業

根拠法令

都市計画法、土地区画整理法、都市再開発法、
所沢市街づくり条例等

事業の目的及び具体的な内容

東町及び日吉町の一部を区域とする日東地区につ
いて、所沢駅近接の商業地という地区の特性を踏
まえ、民間活力により都市基盤の整備と街区の再
編を一体的に図る事業を支援・誘導するとともに、
安全で快適な都市環境への改善及び計画的な土
地利用を誘導する街づくりを進めるものである。

期間

H17

140/176



SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が貢献する項目

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R4)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事務事業名称 事業概要（全体）

計画
コード 所属

名称

R3予算現額 項目名

4,411千円

R4予算現額

225,628千円

R3正規職員
人件費

1.89 人 実績

15,082千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

1.46 人 評価者

～ 11,683千円 市街地整備担当参事　鎌田実幸

R3予算現額 項目名

6千円

R4予算現額

6千円

R3正規職員
人件費

0.11 人 実績

878千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.10 人 評価者

～ 800千円 市街地整備担当参事　鎌田実幸

R3予算現額 項目名

104,928千円

R4予算現額

91,680千円

R3正規職員
人件費

1.95 人 実績

15,561千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

2.35 人 評価者

～ 18,805千円
所沢駅西口区画整理担当参事
工藤　順一

11 住み続けられるまちづ
くりを

交差点改良工事(第2
期)完了

所沢駅西口だけではなく、そこか
ら人の流れが中心市街地全体に
波及するように、商業・業務施設
の整備や歩行者ネットワークの
形成の検討を行うことにより、雇
用創出や経済の活性化、地方の
文化振興・産品販促につながる。

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
4,174千円

①交差点改良工事（第1期）

②物件移転補償

③用地取得（公社買戻し分）

ファルマン通り交差点改良整備に向けた進捗状
況

交差点改良工事の進捗状況を指標とする。

特になし

R4決算額（見込
み） 11 住み続けられるまちづ

くりを
222,292千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

用地取得(公社対応1
件)

用地取得(公社対応1
件)

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①交差点改良工事（第1期）
の実施

②物件移転補償の実施

③用地取得（公社買戻し分）
の実施

ファルマン通り交差点の改
良により交差点の安全性
が向上し、交通事故の発
生が減少する。

R5目標

A

R4目標 R4実績

目標設定の考え方・根拠

R3目標

令和5年度に交差点の用地取得部分や西
側の整備工事、東町再開発の歩道状空間
部分の全面整備を行う。

R4その他職員
従事割合

8 働きがいも経済成長も

2千円

①所沢駅周辺まちづくり連絡
協議会の開催

所沢駅周辺まちづくり連絡協議会の開催状況

所沢駅周辺まちづくりに係る重点事業の進捗状況や
歩行者ネットワークの形成等について、協議会を開催
し、協議・調整を行うものであることから、協議会の開
催回数を指標とする。 特になし

R4決算額（見込
み） 11 住み続けられるまちづ

くりを
5千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

コロナ流行によるスケジュール見直し

R3決算額 指標名

今後本格化する歩行者ネットワーク形成
や駅前広場整備について、市で検討し、
連絡協議会において意見を求める。また、
街づくりの進捗状況を共有し、商業部会も
含めて連携関係を図る。

R4その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

98.8%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①4件

②2回

③6回

R4目標 R4実績

再開発事業が完了したことから、今後は
所沢駅周辺の回遊性の確保等に向け、整
備予定の歩行者デッキ工事を進めること
とし、スケジュールに基づき適正な工事監
理を行う。

R4その他職員
従事割合

100.0%

令和4年度の目標である交差点
改良工事について、交差点の中
心を東側に約10ｍ程度移行（シ
フト）させ、正十字に近づける工
事を行い、車線と信号機の切り
替えを行った。
また、所沢東町地区第一種市街
地再開発事業により都市計画道
路中央通り線の拡幅整備が行わ
れ、それにより生み出された広い
歩道空間の一部に、樹木及び芝
生を植える整備を行った。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①所沢駅周辺まちづくり連絡
協議会の開催(2回)

・第11回(令和4年6月3日)

・第12回(令和4年11月16日)

R4目標 R4実績

所沢駅周辺の計画的な土
地利用の推進と居住環境
の改善を図る。0人

3回開催 2回開催

100.0%

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

R5目標

市街地再開発事業が完了し、組
合が解散した。

R4年度に改善した点

A

令和4年度については、目標は
達成できなかったが、協議会を2
回開催し、所沢駅周辺まちづくり
の重点事業について関係機関や
団体、地元自治会町内会と情報
共有や意見交換を行うことが出
来た。
令和5年度も引き続き、事業の進
捗状況に合わせて開催する。

R4年度に改善した点

A

事業終盤なため、残った課題の解決に向
け、関係者との協議に積極的に取り組ん
だことで、組合を解散させることができた。

R4決算額（見込
み）

86,368千円

R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

R3決算額 指標名

R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

98,000人

R3その他職員
従事割合

100.0%

会年職
員等

53,884千円
①委託件数

②所沢駅西口まちづくり連絡
協議会開催数

③関係者協議数（デッキ関
係）

【R4まで】
市街地再開発事業の総事業費に対する事業実
績

【R5から】
所沢駅の１日当たり平均乗降客数

【R5から】令和4年度までは市街地再開発事業の事業費ベー
スの進捗率を指標としていたが、市街地再開発事業が完了
したため、令和5年度からは本来の目的である所沢駅周辺の
回遊性の向上を図る指標として、所沢駅の1日当たりの平均
乗降客数を成果指標とした。なお、コロナ前の過去10年の乗
降客数の年間伸び率は約1%であるが、近年の所沢駅周辺の
開発の動向を踏まえ、令和4年度の1日当たりの平均乗降客
数95,294人から約3%増加の98,000人を目標とする。

R5目標

交差点改良工事(第1期)・物件移転補
償・用地取得（公社買戻し分）の完了

交差点改良工事(第1期)・物件移転補
償・用地取得（公社買戻し分）の完了

2回開催 2回開催

目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

2回開催

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標

621
市街
地整
備課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

最優先 自治事務

ファルマン通り交差
点改良事業

根拠法令

都市計画法、道路法、所沢市街づくり条例等

事業の目的及び具体的な内容

広域避難場所である所沢航空記念公園へ向かう重
要な中継地点であるファルマン通り交差点は、交通
渋滞や安全性の面で多くの課題を抱えている。所
沢東町地区第一種市街地再開発事業で整備する
都市計画道路中央通り線（県道久米所沢線区間）
の整備時期に合わせて、交差点の改良整備を行
い、交差点処理能力と安全性の向上を図るもので
ある。

期間

H26 R5

621
市街
地整
備課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

所沢駅周辺まちづく
り推進調整事業

根拠法令

-

事業の目的及び具体的な内容

所沢駅周辺まちづくりに係る重点事業に対して、事
業化に向けた事前協議・調整を行うとともに、既に
事業化されている事業に対しての進捗状況の共有
化を図るものである。
また、新たな所沢ブランドの創出とまちの活性化に
つながるように、様々な視点からの意見交換を行う
ことを目的として、必要な時期に所沢駅周辺まちづ
くり連絡協議会を開催する。

期間

H21

621

所沢
駅西
口区
画整
理事
務所

実施計画ランク 事業の種別

一
般

最優先 自治事務

所沢駅西口地区まち
づくり事業

根拠法令

都市計画法、都市再開発法、所沢市街づくり条例

事業の目的及び具体的な内容

　所沢駅西口地区については、本市の表玄関にふ
さわしい魅力と活力ある街を創出するため、所沢駅
西口土地区画整理事業との一体的施行による所沢
駅西口北街区第一種市街地再開発事業を行うとと
もに、計画的な土地利用の誘導によるまちづくりを
進めている。また、人を中心としたマチづくりの実現
に向け、駅周辺の回遊性の向上を目指した歩行者
デッキの整備とともに、所沢駅西口駅前広場の再
整備の検討を進めている。期間

H13 R7
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が貢献する項目

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R4)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事務事業名称 事業概要（全体）

計画
コード 所属

名称

R3予算現額 項目名

2,207,162千円

R4予算現額

1,614,904千円

R3正規職員
人件費

8.70 人 実績

69,426千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

7.70 人 評価者

～ 61,615千円
所沢駅西口区画整理担当参事
工藤　順一

R3予算現額 項目名

660,060千円

R4予算現額

431,579千円

R3正規職員
人件費

3.45 人 実績

27,531千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

4.05 人 評価者

～ 32,408千円
所沢駅西口区画整理担当参事
工藤　順一

R3予算現額 項目名

916,203千円

R4予算現額

919,899千円

R3正規職員
人件費

4.00 人 実績

31,920千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

4.00 人 評価者

～ 32,008千円
狭山ケ丘区画整理事務所長
宮﨑　智弘

64,939千円

①委託件数

②用地購入件数（土地開発
公社買戻し分）

③住民説明会開催数

東村山第7号踏切（大踏切）の交通遮断による
ピーク時の所沢駅東西移動支障時間（分）

所沢駅ふれあい通り線の整備により、東村山第7号踏
切の遮断による所沢駅東西地区間の移動の障害を
無くすことを目標とするため、ピーク時の踏切遮断に
よる移動支障時間を成果指標とした。

鉄道直下部分の工事着手に向け鉄道事
業者と協定を締結した。また、鉄道事業者
に線路の分岐器を事前に移設させた。

R4決算額（見込
み）

382,829千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

962,954千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

2.71ha 2.74ha
事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①8件（うち3件繰越分）

②3回

③3回

A

R4年度に改善した点
11 住み続けられるまちづ

くりを
1,637,231千円

①工事件数

②住民説明会開催数

③街づくりだより発行数

土地区画整理事業により市街地が整備された面
積

土地区画整理事業の目的として、都市基盤整備、宅
地整備によるにぎわいの創出、良好な住宅市街地の
整備を行うことから、土地区画整理事業全体の整備
状況を成果指標とした。

国庫補助金の確保に向けて国や県と協議
し、新たな国庫補助金を導入することがで
きた。

R4決算額（見込
み）

事業地内を安全かつ良好
な環境に保つため、道路
修繕等を実施した。

引き続き、移転予定の権利者と
は協議を進めており、道路新設
工事等についても事業完了に向
け順調に進んでいる。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①3件

②4件

③1回

R4目標 R4実績

事業用地の２地権者と協議を進め、取得
可能なタイミングを注視しながら用地買収
の準備を進める。

R4その他職員
従事割合

開通後0分 51分
鉄道により分断されている
所沢駅東西地区を一体化
させ、駅周辺の慢性的な
交通渋滞の解消を図る。

会年職
員等

0人

R5目標

R4目標 R4実績

所沢駅ふれあい通り線の事業の遅れに伴
い、土地区画整理事業の完了時期に影響
を及ぼす可能性があることから、関係機関
と事業完了に向けて協議を進める。

事業地区内における公共
用地の割合を、事業施行
前の9.25％から35.86%まで
整備する。

物件調査（再積算）業務委託の
実施など、補償交渉に進捗がみ
られるため。

R4年度に改善した点
11 住み続けられるまちづ

くりを
206,120千円

①土地区画整理事業の進捗
率

②

③

土地区画整理事業の進捗により、良好な住宅地
が整備された面積

本事業の目的として、都市基盤整備、宅地整備による
良好な住宅市街地の整備を行うことから、土地区画整
理事業全体の整備状況（進捗状況）を目標値とした。 区画整理だよりを発行し、地権者へ事業

の進捗や制度の周知を行った。

R4決算額（見込
み）

198,513千円

目標達成済み

11 住み続けられるまちづ
くりを

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①仮換地指定率　９６．４％

②

③

R4目標 R4実績

地権者との移転補償や仮換地未指定の
地権者との交渉を継続して行う。
また、移転後は下水道や道路等の工事を
順次施工し、事業の進捗を図っていく。

R4その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

R5目標

B

事業用地の取得が予定より遅れ
ていることから、地権者と借地人
の交渉過程の確認を行った。ま
た、交渉の中で必要となった書
類等を提出し、地権者に対し協
力した。

R4年度に改善した点

A

R3決算額 指標名

指標名

R3目標

R3決算額

目標設定の考え方・根拠

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標

0.18ha 0.18ha
R4その他職員
従事割合

R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

開通後0分

R3その他職員
従事割合

29ha

開通後0分 51分

未開通のため。
未整備区間の整備を推進するために、今後も継
続的に用地取得と道路建設を進めていくことで、
早期の供用開始、全線開通を目指すものであ
る。

会年職
員等

0人

R5目標

R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

0.18ha

30ha

29ha

事業について理解が得られない地権者の仮換
地が未指定であるため。

目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

30ha

会年職
員等

0人

30ha

621

所沢
駅西
口区
画整
理事
務所

実施計画ランク 事業の種別

特
別

優先 自治事務

所沢駅西口土地区
画整理事業

根拠法令

都市計画法、土地区画整理法、所沢都市計画事業所沢
駅西口土地区画整理事業施行に関する条例

事業の目的及び具体的な内容

　所沢駅西口土地区画整理事業については、本市
の表玄関にふさわしい魅力と活力ある街を創出す
るため、所沢駅西口北街区第一種市街地再開発事
業との一体的施行を行う等、賑わいと良好な住環
境が両立する都市基盤の整備を進めている。

期間

H28 R7

621

所沢
駅西
口区
画整
理事
務所

実施計画ランク 事業の種別

一
般

最優先 自治事務

所沢駅ふれあい通り
線道路築造事業（１
工区）

根拠法令

都市計画法、道路法

事業の目的及び具体的な内容

　都市計画道路所沢駅ふれあい通り線は、鉄道と
立体交差することにより、駅周辺の慢性的な交通
渋滞の解消や東西市街地の一体化を図るものであ
る。このうち、県道久米所沢線から東村山第７号踏
切(大踏切)の通りである市道1-525号線までの延長
約200mについて、本事業より建設を進めるもので
ある。

期間

R2 R10

622

狭山
ケ丘
区画
整理
事務
所

実施計画ランク 事業の種別

特
別

優先 自治事務

狭山ケ丘土地区画
整理事業

根拠法令

土地区画整理法、都市計画法、所沢都市計画事業
狭山ケ丘土地区画整理事業施行に関する条例

事業の目的及び具体的な内容

住環境の改善を図るため、道路、公園施設等の公共施設を
計画的に整備し、良好な住宅地を供給するとともに、災害に
強い街づくりの形成を図ることを目的としている。事業地内
の地権者から減歩により土地を拠出していただき、その土地
を公共用地（道路、公園等）及び保留地に充てる。保留地に
ついては売却し、その売却収益を事業費に充当し、事業資
金とする。その他の事業資金については、国庫補助金、起
債、市費（繰入金）等により事業費を確保し事業を推進する。
事業完了後は、道路59,729㎡（20.1％）、公園等10,005㎡
（3.4％）で全体の公共用地は69,734㎡（23.5％）となる。ま
た、立体交差道路（アンダーパス）の整備により、鉄道により
分断されている事業区域の一体化を図る。

期間

S62 R10
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が貢献する項目

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R4)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事務事業名称 事業概要（全体）

計画
コード 所属

名称

R3予算現額 項目名

3,402千円

R4予算現額

3,549千円

R3正規職員
人件費

0.65 人 実績

5,187千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.65 人 評価者

～ 5,201千円 建設総務課長　奈良　信和

R3予算現額 項目名

0千円

R4予算現額

0千円

R3正規職員
人件費

2.10 人 実績

16,758千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

2.10 人 評価者

～ 16,804千円 建設総務課長　奈良　信和

R3予算現額 項目名

757,970千円

R4予算現額

297,358千円

R3正規職員
人件費

5.20 人 実績

41,496千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

5.20 人 評価者

～ 41,610千円 計画道路整備課長　岩崎　幸司

地元自治会の方へ、少数人数（班単位）に
分けて説明の場を設け、より詳細かつ丁
寧に事業の説明を行った。

R4決算額（見込
み）

165,498千円

会年職
員等

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①1工区　98％　2工区
100％
　3工区　99.5％　4工区　98%

②1工区　44％　2工区
100％
　3工区　100％　4工区　0%

R4目標 R4実績
早期の全線開通を目指し、引き続き用地
取得と道路建設を進める。また、社会経済
状況や財政事情等に応じて、事業期間や
総事業費の見直しを行うと共に、地元の意
見を伺いながら、整備効果を高めるもので
ある。

本路線は所沢市の外環状道路
であるため、全線開通により交
通渋滞の緩和に大きく寄与する
事業であることから重点的に整
備を進めている。
令和4年度は1工区の道路築造
工事、4工区の用地取得及び道
路設計等積極的に道路整備を行
い、着実に事業を進めた。

目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

開通後1割削減

R3その他職員
従事割合

R4年度に改善した点

A

11 住み続けられるまちづ
くりを

9 産業と技術革新の基盤
を作ろう

2,653千円

①単年度確定面積

②確定測量累計面積

国土調査完了区域における確定測量実施面積

国土調査完了地域において、座標値をもった道路境
界確定図の整備を早期に進めるため、確定測量実施
面積を指標とする。
目標値は、当該年度に行うべき確定測量の対象面
積。

設計項目の見直しにより、より適正な測量
業務委託を実施した。

R4決算額（見込
み） 11 住み続けられるまちづ

くりを
2,486千円

R3その他職員
従事割合

A

国土調査完了地域において、座
標値をもった道路境界確定図の
整備が着実に進められている。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①154件

②144件

R4目標 R4実績

土地所有者の高齢化や、所有者不明土地
の存在など、現場での立会い確認が困難
な事例も散見するが、弾力的な対応により
境界の確定を進めていく。

R4その他職員
従事割合

140件 144件
道水路境界の確定によ
り、適正な道水路の維持
管理と、民有地の土地利
用の促進を図った。

会年職
員等

0.4

R5目標

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

会年職
員等

0人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①0.06㎢

②33.34㎢

労務単価の上昇により委託できる測量範
囲は年々、減少傾向にあるが、着実に事
業を実施し対象地域の測量を完了する。

R4その他職員
従事割合

計画的な道水路の確定図
面整備により道路整備工
事等に活かした。会年職

員等
0人

R5目標

R4実績

R4年度に改善した点

A

境界確認申請のうち93％以上の
案件において、道水路境界を確
定することができた。

R4年度に改善した点
9 産業と技術革新の基盤

を作ろう
0千円

①申請件数

②境界確定件数

申請により境界が確定した件数

境界確認申請に基づいて道水路境界の確定を目指し
て関係地権者との立会いや調整を図り、境界を確定さ
せることで適正な道水路境界確定図の整備が進めら
れるため、境界が確定した件数とする。

引き続き現場での感染症対策に万全を期
し、関係者が不安を感じないような境界確
認作業を実施した。

R4決算額（見込
み） 11 住み続けられるまちづ

くりを
0千円

R3その他職員
従事割合

R4その他職員
従事割合

開通後1割削減
市内道路の交通渋滞の緩
和を図り、安心安全で良
好な交通環境のために、
都市計画道路の整備を推
進した。

0人

R3決算額 指標名

2,607台

会年職
員等

R5目標

0人

開通後1割削減 2,707台
未開通のため。
未整備区間の整備を推進するために、今後も継
続的に用地取得と道路建設を進めていくことで、
早期の供用開始、全線開通を目指すものであ
る。測定日R4.7.7、川越所沢線 朝)川越方面412
台、所沢方面301台、夕)川越方面323台、所沢
方面320台、市道3-5号線 朝)狭山方面273台、
所沢方面388台、夕)狭山方面256台、所沢方面
334台

147件

目標達成済

R3目標 R3実績

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

0.06㎢

0.10㎢ 0.06㎢

150件

140件

R3決算額

R4目標

指標名 目標設定の考え方・根拠

0.10㎢ 0.10㎢

労務単価の上昇による。

会年職
員等

0.4

R4目標値が未達成の理由・分析

598,888千円

①用地取得率

②工事進捗率

交通渋滞緩和
市道3-5号線、及び主要地方道川越所沢線（美
原町3-2944-2前）に観測点を設定。当該都市計
画道路開通により交通量1割削減を達成する。

北野下富線（1工区）と松葉道北岩岡線の同時
開通により交通渋滞の緩和を図るもので左記箇
所に観測点を設定して、年1回・7月の第1水曜日
(朝)午前7時30分～8時30分、(夕)午後5時30分6
時30分に測定する。

631
建設
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

道水路座標管理図
面作成事業

根拠法令

道路法・道路法施行規則・所沢市公共測量作業規
程

事業の目的及び具体的な内容

【目的】　座標値をもった復元可能な道路図面を整
備することにより、生活道路の後退、拡幅、舗装工
事、災害時の復元など、道路整備に反映させる。
【内容】　国土調査が完了した区域において、都市
基準点を用いた道路の境界点測量を実施し、座標
値をもった道水路の確定図面を整備する。

期間

S53

631
建設
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

道水路境界確定事
業

根拠法令

道路法・道路法施行規則・所沢市道水路境界確認
事務取扱要綱

事業の目的及び具体的な内容

【目的】　道水路境界を確定又は修正し、確定図を
整備することにより、適正な道水路の維持管理を図
るとともに、民有地の土地利用の促進を図る。
【内容】　関係地権者からの境界確認申請による調
査・立会い。道路境界の確認・同意、道路境界標の
設置、確定図の受理。

期間

S35

631

計画
道路
整備
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

最優先 自治事務

北野下富線道路築
造事業

根拠法令

道路法、都市計画法

事業の目的及び具体的な内容

期間

H6

平成4年度の都市交通施設整備計画において所沢
市の外環状道路として位置付け、幹線道路の環状
型ネットワークを形成し、市内道路の交通渋滞緩和
を図るものである。
国道463号バイパス小手指ヶ原交差点から一般県
道所沢堀兼狭山線下富駿河台交差点までの延長
5,500ｍの道路の整備を行うもので、早期の全線開
通を目指す。
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が貢献する項目

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R4)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事務事業名称 事業概要（全体）

計画
コード 所属

名称

R3予算現額 項目名

10,450千円

R4予算現額

0千円

R3正規職員
人件費

1.25 人 実績

9,975千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

1.55 人 評価者

～ 12,403千円 計画道路整備課長　岩崎　幸司

R3予算現額 項目名

0千円

R4予算現額

39,600千円

R3正規職員
人件費

0.90 人 実績

7,182千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.90 人 評価者

～ 7,202千円 計画道路整備課長　岩崎　幸司

R3予算現額 項目名

189,182千円

R4予算現額

245,983千円

R3正規職員
人件費

2.52 人 実績

20,110千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

2.74 人 評価者

～ 21,925千円 道路建設課長　岡村章一

0千円

街づくり計画部と事業計画の概要をまと
め、それを基に地元住民へ説明会を行っ
た。

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析
R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

0.00% 0.00%

用地取得へ向け、計画的に事業を推進するため
に、関係各所との協議・調整を重ね、令和6年度
より段階的に用地の取得を進めていく。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①0件

②0件

-

街づくり計画部整備区間との同時開通を
目指して、関係機関との協議・調整を重ね
るとともに、物件調査及び用地取得を行
う。

R4その他職員
従事割合 市内道路の交通渋滞の緩

和を図り、安心安全で良
好な交通環境のために、
都市計画道路の整備を推
進した。

北野下富線（1工区）との同時開通に向
け、舗装及び安全施設工事を行うととも
に、警察協議を実施する。

R4その他職員
従事割合

A

11 住み続けられるまちづ
くりを

0千円

①用地取得率

②工事進捗率

交通渋滞緩和
市道3-5号線、及び主要地方道川越所沢線（美
原町3-2944-2前）に観測点を設定。当該都市計
画道路開通により交通量1割削減を達成する。

北野下富線（1工区）と松葉道北岩岡線の同時
開通により交通渋滞の緩和を図るもので左記箇
所に観測点を設定して、年1回・7月の第1水曜日
(朝)午前7時30分～8時30分、(夕)午後5時30分6
時30分に測定する。

警察協議を重ね、松葉道北岩岡線と市道
3－1124号線及び3－1125号線の交差点
に信号機が設置され、安全対策が図られ
た。

R4決算額（見込
み）

38,119千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み開通後1割削減

市内道路の交通渋滞の緩
和を図り、安心安全で良
好な交通環境のために、
都市計画道路の整備を推
進した。

本路線は新所沢跨道橋通りから
市道3-1124号線までの延長890
ｍの区間が開通している。
令和4年度は市道3-1124号線か
ら北野下富線までの延長526ｍ
区間内の歩道整備及び道路付
属施設整備を行った。
今後も計画的に道路整備を進め
て、北野下富線（1工区）との同
時開通を目指す。

R4年度に改善した点

R4実績

631

計画
道路
整備
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

所沢駅ふれあい通り
線道路築造事業

根拠法令

道路法、都市計画法

事業の目的及び具体的な内容

　主要地方道東京所沢線から所沢駅東口中央通り
くすのき台交差点までの延長780ｍの道路で、鉄道
により分断されている所沢駅東西地区を道路の立
体交差により一体化させ、駅周辺の慢性的な交通
渋滞の解消を図るものである。
　市道1-525号線（通称：大踏切通り）の西側は、街
づくり計画部において都市基盤の整備を行い、市
道1-525号線からくすのき台交差点までの区間を建
設部において整備する。期間

H19

631

計画
道路
整備
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

優先 自治事務

松葉道北岩岡線道
路築造事業

根拠法令

道路法、都市計画法

事業の目的及び具体的な内容

新所沢の市街地から狭山市内の主要地方道所沢
狭山線を結ぶ延長2,860ｍの道路で、隣接する自治
体の都市計画道路と接続することによる交通の利
便性の向上とともに、交通渋滞緩和と周辺住民の
安心・安全確保を図るものである。

期間

H16 R5

R4年度に改善した点
11 住み続けられるまちづ

くりを
9,900千円

①委託件数

②用地購入件数

0人

2件 1件

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①3件（3路線）

②495.9ｍ

R4目標 R4実績

優先整備計画に基づき、進行管理を行い
ながら順次整備を行っていく。

R4その他職員
従事割合

事業効果を高めるために「所沢
駅西口土地区画整理事業」及び
「所沢駅ふれあい通り線道路築
造事業（1工区）の進歩を鑑み
て、建設を進める。

会年職
員等

0人

R5目標

0.00%

0.00%

指標名 目標設定の考え方・根拠

用地取得率
道路整備にあたっては、現段階において、必要
な用地を確保することが重要となるため、用地
取得率を指標とする。

R4決算額（見込
み）

狭隘道路の拡幅及び歩道
設置により、良好な住環境
の整備、安全・安心に移動
できる空間の整備を進め
利便性の向上を図った。

A

成果指標の目標を達成してい
る。

R4年度に改善した点
11 住み続けられるまちづ

くりを
144,658千円

①改良整備工事件数（路線
数）

②改良整備延長

単年度改良整備工事実施件数
優先整備計画に基づき、予算配分及び地域の
バランス等を考慮して工事実施件数（目標）を決
定する。 特になし

R4決算額（見込
み）

229,971千円

会年職
員等

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R4目標 R4実績

2,707台

①100%

②88%

会年職
員等

0人

R5目標

4件

R3その他職員
従事割合

3件

会年職
員等

0人

R5目標

3件

開通後1割削減 2,607台

開通後1割削減

未開通のため。
未整備区間の整備を推進するために、今後も継
続的に用地取得と道路建設を進めていくことで、
早期の供用開始、全線開通を目指すものであ
る。測定日R4.7.7、川越所沢線 朝)川越方面412
台、所沢方面301台、夕)川越方面323台、所沢
方面320台、市道3-5号線 朝)狭山方面273台、
所沢方面388台、夕)狭山方面256台、所沢方面
334台

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績

R4目標

R4目標値が未達成の理由・分析

R3決算額

0.00%

633
道路
建設
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

道路改良事業

根拠法令

道路法、土地収用法

事業の目的及び具体的な内容

自治会等から要望があった市道について、優先整
備計画を基に狭隘道路の拡幅や交差点改良、歩
道整備を行うことにより、安全性・利便性の向上や
渋滞の緩和を図り、安全・安心な歩行者空間を確
保するものである。

期間

S25
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が貢献する項目

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R4)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事務事業名称 事業概要（全体）

計画
コード 所属

名称

R3予算現額 項目名

73,049千円

R4予算現額

35,000千円

R3正規職員
人件費

1.54 人 実績

12,289千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.99 人 評価者

～ 7,922千円 道路建設課長　岡村章一

R3予算現額 項目名

29,500千円

R4予算現額

44,100千円

R3正規職員
人件費

1.14 人 実績

9,097千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

1.21 人 評価者

～ 9,682千円 道路建設課長　岡村章一

R3予算現額 項目名

42,603千円

R4予算現額

80,003千円

R3正規職員
人件費

1.28 人 実績

10,214千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

1.57 人 評価者

～ 12,563千円 道路建設課長　岡村章一

R4年度に改善した点

R5目標

R3決算額

R4実績

用地取得を済ませた路線については、道
路改良工事を滞りなく進める。

R4その他職員
従事割合

拡幅整備及び歩道設置に
より、交通環境整備を整え
交通の円滑化を図り、利
便性の向上を図った。

会年職
員等

0人

R5目標

11 住み続けられるまちづ
くりを

70,514千円

①市道2-996号線　道路改良
工事

令和3年度
市道2-561号線及び市道2-996号線用地取得
令和4年度
市道2-996号線　道路改良工事
令和5年度
市道2-561号線　道路改良工事

ＣＯＯＬ　ＪＡＰＡＮ　ＦＯＲＥＳＴ構想事業の全体像
が流動的で、事業内容が確定できないため、単
年度取組目標とする。 特になし

R4決算額（見込
み）

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

市道2-561号線及び市道
2-996号線用地取得

市道2-561号線：用地取得済
市道2-996号線：用地取得済

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①令和4年8月5日着工
   令和5年3月9日完了

新設道路の整備により、
交通の利便性の向上、安
全・安心な歩行者空間の
確保ができ、地域の活性
化が図られる。

0人

R5目標

A

成果指標の目標を達成してい
る。

R4年度に改善した点
11 住み続けられるまちづ

くりを
25,780千円

①市道舗装整備実施件数

②私道舗装整備実施件数

舗装整備工事実施件数（路線）
市民からの要望の申請受付に基づき、また予算
配分や地域のバランス等を考慮した上で、工事
実施件数（目標）を決定する。 特になし

R4決算額（見込
み）

38,285千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

市道2件・私道1件

0人

目標達成済

A

成果指標の目標を達成してい
る。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

施行時期の平準化を進めるため、ゼロ債
務負担行為による発注を行う。

R4その他職員
従事割合

市道2件・私道5件 市道2件・私道5件

舗装整備により、良好な住
環境への改善を図った。会年職

員等

指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

市道1件

①2件

②5件

R4目標 R4実績

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

市道2-561号線
道路改良工事

市道2-996号線
道路改良工事

市道2-996号線
道路改良工事：完了

R3決算額

R4目標

指標名 目標設定の考え方・根拠

市道2件・私道1件

32,236千円

11 住み続けられるまちづ
くりを

27,407千円

①用地取得

新設道路の築造進捗率
新設道路の築造にあたり、大きく3段階に分け、
それぞれ①設計15%→②用地購入45%（15%×3
年）→③工事40%（20%×2年）を達成数値とする。

特になし

R4決算額（見込
み）

79,987千円

会年職
員等

0人

30.0% 24.0%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①2,647.8㎡

R4目標 R4実績

事業は入間市と協力して取り組んで進め
ていくため、スケジュール管理等定期的に
協議を行い、円滑な進行管理に努める。
また、契約に至っていない地権者に対し
て、引続き丁寧な説明を行い、契約締結
に向け交渉を進める。

成果指標の目標を達成してい
る。

A

R4年度に改善した点R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

60.0%

R3その他職員
従事割合

45.0%

会年職
員等

R4その他職員
従事割合

45.0%

R8

633
道路
建設
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

道路舗装事業

根拠法令

道路法、所沢市私道舗装及び雨水浸透ます材料
支給要綱

事業の目的及び具体的な内容

市民から舗装化要望を受けた未舗装の道路につい
て、生活道路としての安全性を図るとともに、ほこり
や騒音、水溜り等を防止し、良好な住環境への改
善を図るため舗装整備を行うものである。

期間

S25

R5

633
道路
建設
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

COOL JAPAN
FOREST周辺道路整
備事業

根拠法令

道路法、河川法、土地収用法

事業の目的及び具体的な内容

ところざわサクラタウンを拠点施設とする半径約500
ｍ圏内の重点推進エリアとした「「COOL JAPAN
FOREST」及びその周辺の交通環境整備を行い、
交通の円滑化を図るものである。整備路線として
は、市道2‐572号線、市道2‐561号線及び市道2‐
996号線の3路線である。

期間

H28

633
道路
建設
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

最優先 自治事務

市道4-1386号線（上
藤沢・林・宮寺間新
設道路3工区）築造
事業

根拠法令

道路法、土地収用法

事業の目的及び具体的な内容

三ヶ島地区の交通の利便性の向上、地域の活性
化及び安心・安全な歩行空間を確保するため、入
間市との共同事業として整備するものであり、1工
区については平成30年度に完了し、2工区について
は、土地区画整理事業の予定区域と重複している
ため、所管である街づくり計画部で取り組んでい
る。3工区については、「林運動場」付近から入間市
宮寺の県道所沢青梅線「南矢荻」バス停付近まで
のうち、所沢市分の約368ｍの区間を整備するもの
である。

期間

R2
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が貢献する項目

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R4)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事務事業名称 事業概要（全体）

計画
コード 所属

名称

R3予算現額 項目名

0千円

R4予算現額

0千円

R3正規職員
人件費

0.00 人 実績

0千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.60 人 評価者

～ 4,801千円 道路維持課長　山田　和弘

R3予算現額 項目名

139,111千円

R4予算現額

157,182千円

R3正規職員
人件費

0.60 人 実績

4,788千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.55 人 評価者

～ 4,401千円 建設総務課長　奈良　信和

R3予算現額 項目名

44,290千円

R4予算現額

44,361千円

R3正規職員
人件費

0.80 人 実績

6,384千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.70 人 評価者

～ 5,601千円 建設総務課長　奈良　信和

特になし。

R4決算額（見込
み） 11 住み続けられるまちづ

くりを
0千円

R3その他職員
従事割合 16 平和と公正をすべての

人に

会年職
員等

0人

7,494m 5,525m

自転車レーンの整備にあたり、埼玉県警察と協
議を実施したが、安全性の観点からの課題も多
く、令和４年度は、自転車レーンの整備を見送る
こととなった。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①0ｍ

―

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
0千円

①自転車レーン設置工事

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

歩行者と自転車の接触事
故の軽減を図った。徒歩
や自転車での移動促進に
寄与した。

会年職
員等

0人

R5目標

10,474m

9,334m 5,525m

7 エネルギーをみんなにそ
してクリーンに

134,799千円

①必要な修繕灯数

②修繕実施等数

③電気料支払い灯数

修繕完了灯数
目標値：想定される修繕灯数
実績：修繕実施灯数 隧道のLED化をすすめ、省エネルギーに

配慮した修繕を行った。

R4決算額（見込
み） 11 住み続けられるまちづ

くりを
146,448千円

R3その他職員
従事割合 13 気候変動に具体的な対

策を

会年職
員等

0人

補助金交付により、地域
の防犯灯設置を促進し、
住みやすい住環境づくりに
寄与している。

今後は整備路線の見直しや、新
たにネットワーク計画を策定する
ことにより、目標値達成のために
努力する。
また、財政面においては、国庫
補助金の活用を検討していく。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①170灯

②170灯

③11,231灯

R4目標 R4実績

　歩行者、自転車及び自動車の夜間交通
の安全確保及び円滑快適な利用を図るた
め、道路照明灯の効率的な設置・維持管
理を行っていく。
　また、引き続き、非LED灯（ナトリウム灯
等）のLED化を進めていく。

R4その他職員
従事割合

191灯 170灯

非LED灯（ナトリウム灯等）
のLED化会年職

員等
1

R5目標

R4目標 R4実績

R5年度は整備計画の見直しにより自転車
レーンの工事はできないが、ネットワーク
計画を整え、整備を進めていく。

R4その他職員
従事割合

A

　道路照明灯について、新設の
検討や迅速な修繕等、適切な維
持管理を行った。
　LED化整備事業によるリース道
路照明灯については、不点修繕
等について契約業者と連携し修
繕対応を行った。

R4年度に改善した点

A

　LED化整備事業のリース防犯
灯の他、自治会等が設置する防
犯灯と合わせ、防犯灯のLED化
を進めることができ、安全なまち
づくりに資することができた。

R4年度に改善した点
7 エネルギーをみんなにそ

してクリーンに
43,885千円

①新設費補助金　補助額
　　　　　　　　　　　　補助灯数
②維持管理費補助金補助額
　　　　　　　　　　　　補助灯数
③リース防犯灯数

目標値：予算額
実 　績：補助金交付額

目標値：予算額
実績：補助金交付額

　事前に、新設費補助金活用の要望調査
を行うことで、先着順の受付とは違い、要
望した全団体に補助金を交付できるように
している。

R4決算額（見込
み） 11 住み続けられるまちづ

くりを
43,729千円

会年職
員等

0人

24,006千円 23,602千円

申請を提出した全自治会等に予算内で補助金を
交付できたたこどで、自治会等の負担軽減及び
防犯灯のLED化を進めることができ、安全なまち
づくりに資することができたため、目標を達成と
する。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①補助額　2,546,000円
　 補助灯数　103灯
②補助額　20,899,300円
　 補助灯数　13,571灯
③　7,068灯

R4目標 R4実績

新設費補助金を活用して、防犯灯の新設
を希望する自治会等が多いことから、今後
も予算の範囲内で補助金を交付していく。

R4その他職員
従事割合

自転車レーン整備の実施延長（ｍ）
歩行者・自転車の通行の安全性を確保するた
め、道路状況に応じた自転車レーンの整備を行
い、その整備延長をもって指標とする。

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

24,293千円

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

170灯

R3その他職員
従事割合

23,446千円

112灯 191灯

修繕が必要な道路照明灯について、予算内で全
て修繕できたことにより、歩行者、自転車及び自
動車の夜間交通の安全確保及び円滑快適な利
用を図ることができたため、目標達成とする。

会年職
員等

1

R5目標

24,077千円

634
道路
維持
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

自転車レーン整備事
業

根拠法令

道路法、道路構造令、道路交通法、所沢市道路の構造の技術
的基準等を定める条例、所沢市移動円滑化のために必要な道
路の構造に関する基準を定める条例

事業の目的及び具体的な内容

歩道内における歩行者と自転車の接触事故の軽
減を目的として歩行者と自転車を分離することによ
り、安全性を確保する自転車通行レーンを整備す
る。

期間

H29

635
建設
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

防犯灯維持管理・補
助事業

根拠法令

所沢市防犯灯補助要綱

事業の目的及び具体的な内容

【目的】夜間における道路上での犯罪被害の防止。
【内容】自治会等が設置、維持管理する防犯灯に対
し新設費（交換を含む）及び維持管理費の一部を助
成することにより防犯灯の設置が促され、防犯効果
の増大が図られるとともに、安全な都市空間を実現
することになる。

期間

S53

635
建設
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

道路照明灯維持管
理事業

根拠法令

所沢市照明灯設置基準

事業の目的及び具体的な内容

【目的】歩行者、自転車及び車両の夜間交通の安
全確保及び円滑かつ快適な利用を図る。

【内容】
　道路照明灯の新設・維持管理を行う。
　また、リース対象の8,602灯については、契約業者
へ不点連絡をし、毎月借料の支払をする。

期間

S53
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が貢献する項目

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R4)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事務事業名称 事業概要（全体）

計画
コード 所属

名称

R3予算現額 項目名

0千円

R4予算現額

8,800千円

R3正規職員
人件費

0.00 人 実績

0千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.90 人 評価者

～ 7,202千円 道路維持課長　山田　和弘

R3予算現額 項目名

108,000千円

R4予算現額

190,000千円

R3正規職員
人件費

2.80 人 実績

22,344千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

3.10 人 評価者

～ 24,806千円 道路維持課長　山田　和弘

R3予算現額 項目名

665,000千円

R4予算現額

705,000千円

R3正規職員
人件費

6.10 人 実績

48,678千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

4.88 人 評価者

～ 39,050千円 道路維持課長　山田　和弘

R4実績

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
0千円

①法廷定期点検の実施

②点検対象標識数

③修繕を要する標識数

定期点検を実施した案内標識等の数
案内標識等の安全確保を目的とするため、管理して
いる67件すべての法定点検を実施すること及び修繕
を要する件数を確認することを指標とする。 特になし。

R4決算額（見込
み） 11 住み続けられるまちづ

くりを
8,743千円

R3その他職員
従事割合 16 平和と公正をすべての

人に

会年職
員等

0人

- -

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

① 1回

② 67件

③0件

特になし。

R4その他職員
従事割合

道路利用者及び第三者被
害の恐れのある事故を防
止し、安全かつ円滑な道
路交通の確保を図った。

会年職
員等

0人

R5目標

A

道路法で定められている法定定
期点検の診断結果をもとに、修
繕の必要があれば、優先順位を
見定めて、計画的に行っていく。R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

-

67件 67件

C

ケヤキの街路樹については、大
径木化し、樹形が乱れてしまって
いる。今後は、街路樹の役割で
ある木陰を創出し、樹形を整えて
いくため、樹冠拡大に向けた剪
定を複数年かけて行い、街並み
と調和のとれた街路樹の整備を
行っていく。また、樹木診断を実
施し、倒木の可能性がある街路
樹については伐採を行い、事故
防止に努めている。

R4年度に改善した点
11 住み続けられるまちづ

くりを
107,962千円

①高・中・低木剪定数

②除草

③樹木診断

街路樹剪定・除草実施延長（ｋｍ）
道路の景観や道路交通の安全確保を目的とするため
街路樹の剪定や除草実施延長を指標とする。

前年度に引き続き、職員による除草など
の現場作業を増やすことで、業者に発注
せずに経費削減に努めた。
また、倒木や枯れ枝の落下による事故の
発生を未然に防ぐため、職員による目視
での街路樹の点検を行った。

R4決算額（見込
み）

15 陸の豊かさも守ろう

189,939千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

34㎞

厳しい財政状況ではあるが、要望の多い路線を
優先して実施しているため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①4,613本

②64,184㎡

③100本

R4目標 R4実績
大径木化や樹勢の衰えた街路樹などにつ
いては、今後、街路樹の更新計画を立て、
街並みと調和のとれた街路樹の整備を
行っていく。
街路樹診断、職員による目視での街路樹
の点検を継続して行い、倒木による事故を
未然に防ぐ。

R4その他職員
従事割合

58㎞ 34㎞
都市景観の形成や防災の
機能を保ち、人のための
みち（空間）スポットオアシ
スを創出した。

会年職
員等

0人

R5目標

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

58㎞

A

R4年度に改善した点

R4その他職員
従事割合

100.0%

道路の保全と通行の安全
確保を行った。

0人

R5目標

R3決算額

R4目標

指標名 目標設定の考え方・根拠

11 住み続けられるまちづ
くりを

664,889千円

①要望・通報件数

②道路補修改修工事

③道路清掃

要望・通報に対する処理割合（％）
老朽化した道路や機能が低下した道路施設の修繕や
補修を行うことが目的のため、要望・通報件数に対し
て処理した件数の割合を指標とする。

要望箇所の状況などを判断して、最善の
修繕・補修方法を検討し、個人では判断が
難しい場合には、グループ内で話し合い、
より効果的かつ経済的な修繕・補修を行っ
ている。

R4決算額（見込
み）

704,417千円

会年職
員等

0人

100.0% 98.0%
事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①2,706件

②10路線　1,288.6ｍ

③路面清掃 12路線 26.6ｋｍ
　桝清掃    99箇所
　U字溝清掃 160ｍ

R4目標 R4実績

道路の老朽化による振動や豪雨による雨
水対策など、市民からの道路に対する要
望は、今後も増え、対応件数は増加傾向
にあるため、修繕や工事の優先順位を定
めて、計画的に実施していく必要がある。

市民からの通報や道路パトロー
ルにより、道路の危険状況を把
握し、迅速に修繕や補修を行うこ
とにより、事故を未然に防ぎ、歩
行者や車両が道路を安心・安全
に利用できるように努めている。

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

100.0%

R3その他職員
従事割合

96.0%

58㎞

会年職
員等

異常気象の増加による豪雨など、多様化・複雑
化している要望が増え、解決にいたるまでの時
間を要する案件や財政状況により年度内に完了
できていない案件があるため。

635
道路
維持
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

優先 自治事務

街路樹管理事業

根拠法令

道路法、道路構造令、所沢市道路の構造の技術的基準等を定
める条例、所沢市移動円滑化のために必要な道路の構造に関
する基準を定める条例

事業の目的及び具体的な内容

幹線道路等の樹木剪定や植樹帯の除草を定期的
に行い、街路樹の目的や機能を十分発揮させるこ
とにより、道路環境の整備はもとより良好な都市景
観の形成と快適な生活空間を創出する。

期間

S49

635
道路
維持
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

- 自治事務

案内標識等維持管
理事業

根拠法令

道路法、道路構造令

事業の目的及び具体的な内容

老朽化する市内の案内標識について、予防保全の
観点から、国土交通省道路局国道・技術課が発行
する「附属物点検要領」及び「小規模附属物点検要
領」に従い、5年に1回点検を行い、変状を早期に発
見するとともに、対策の安否を判定することにより、
道路利用者及び第三者被害の恐れのある事故を
防止し、安全かつ円滑な道路交通の確保を図る。
点検の結果、必要があれば修繕を実施する。
また、点検記録台帳を整備する。期間

R4

635
道路
維持
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

道路施設維持管理
事業

根拠法令

道路法、道路構造令、所沢市道路の構造の技術的基準等を定
める条例、所沢市移動円滑化のために必要な道路の構造に関
する基準を定める条例

事業の目的及び具体的な内容

老朽化が進行した道路や、機能が低下した道路施
設を計画的に修繕し、道路利用者の安全を確保す
るとともに、沿道の生活環境の改善を目指す。

期間

S25
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が貢献する項目

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R4)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事務事業名称 事業概要（全体）

計画
コード 所属

名称

R3予算現額 項目名

34,802千円

R4予算現額

82,988千円

R3正規職員
人件費

1.60 人 実績

12,768千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

1.20 人 評価者

～ 9,602千円 道路維持課長　山田　和弘

R3予算現額 項目名

18,500千円

R4予算現額

55,000千円

R3正規職員
人件費

0.30 人 実績

2,394千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.50 人 評価者

～ 4,001千円 道路維持課長　山田　和弘

R3予算現額 項目名

73,190千円

R4予算現額

83,678千円

R3正規職員
人件費

1.51 人 実績

12,050千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

1.82 人 評価者

～ 14,564千円 都市計画課長　増子　雄一

修繕した橋りょう数（橋）
橋りょうの安全確保を目的とするため、点検によ
り補修等が必要な橋りょうの修繕工事数を指標
とする。

R４年度については、道路法で定められた
５年に１回の近接目視による定期点検（二
巡目）を行っており、JR武蔵野線を跨ぐ３
橋（60８号橋・610号橋・611号橋）及び道路
橋91橋について点検を実施している。ま
た、次回点検までに健全度がⅢ判定（早
期に措置を講ずべき状態）となってしまう
恐れのあった西ヶ谷戸橋の修繕工事を実
施した。

R4決算額（見込
み）

77,405千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

1橋 1橋

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

① 1橋

② 94橋

③ 4回

A

R4年度に改善した点
11 住み続けられるまちづ

くりを
30,507千円

①橋りょう修繕

②橋りょう定期点検

③管理者協議（河川・鉄道
等）

道路法で定められている法定定
期点検の診断結果をもとに、「所
沢市橋梁長寿命化修繕計画」の
策定を行い、優先順位を見定め
て、計画的な修繕を行っている。

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R５年度は、道路法で定められている法定
定期点検の二巡目を引き続き実施する。
また、前年度に改定を行った「所沢市橋梁
長寿命化修繕計画」に基づき、予防保全
の観点から計画的な点検、診断、修繕を
実施することで、引続きライフサイクルコス
トの縮減を図っていく。

市道5-1016号線（さくら通り）の140ｍの区
間で道路改良工事を行った。

R4決算額（見込
み）

15 陸の豊かさも守ろう

21,400千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

R4実績

さらなる利用増進に向け、周知・啓発活動
を行っていく必要がある。

R4その他職員
従事割合

ところワゴン（公共交通）の
利用促進を図り、自家用
車の使用を抑制し、二酸
化炭素排出を減少させ、
持続可能な街づくりに寄与
した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①267本（第一回目）

②140ｍ

R4目標 R4実績

引き続き道路改良工事の沿道住民に対し
て、工事の説明を行っていき、サクラの植
樹などについて合意形成を図っていく。

R4その他職員
従事割合

250ｍ 140ｍ

緑陰の確保、歩きやすい
歩道空間の確保を行って
いく。会年職

員等
0人

R5目標

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

74,680人

道路の保全と通行の安全
確保を行った。会年職

員等
0人

R5目標

Ａ

三ケ島地区ところワゴンは、周
知・啓発の効果により、利用者数
が増加し、目標を上回る利用実
績があった。
新たに運行を開始した柳瀬地区
ところワゴンも含め、さらなる利
用促進に向けた取組を地域と共
に進め、利用者数の増加を図
る。

R4年度に改善した点
11 住み続けられるまちづ

くりを
23,313千円

①ところワゴン利用者数

②アドバイザー活用回数

ところワゴン利用者数

三ケ島地区：８０人/日
柳瀬地区：６０人/日
三ケ島地区の方を対象としたアンケートにより、「とこ
ろワゴンを利用したいと思う」と回答した人数から算出
した。柳瀬地区は、この三ケ島地区の目標値を元に、
柳瀬地区の状況に合わせ数値を設定した。

・三ケ島地区ところワゴンの「若狭・三ケ島
ルート」を「三ケ島ルート」と「若狭ルート」
に分けて、利便性を向上させた。
・柳瀬地区でところワゴンの実証運行を開
始した。
・富岡地区でのところワゴンの実証運行に
向けて、地域づくり協議会等との意見交換
や、公共交通に関するアンケートを実施し
た。

R4決算額（見込
み）

53,986千円

会年職
員等

0.5

28,720人 18,169人

B

緑陰の確保を行うため、ケヤキ
の樹冠拡大に向けた剪定を行っ
た。今後も引き続き、ケヤキの樹
冠拡大剪定を行っていくととも
に、市道5-1016号線（さくら通り）
の道路改良工事を行っていく。

R4年度に改善した点

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

11 住み続けられるまちづ
くりを

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

1橋

1橋 1橋

R4目標 R4実績

R4その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

160ｍ

R3その他職員
従事割合

34,586人

ー ー

限られた予算の中で、道路の改良工事を行った
ため、施工延長を延ばすことはできなかった。

会年職
員等

0.5

R5目標

28,720人①34,586人

②1回

R4目標

目標達成済

12,888千円

①樹冠拡大本数

②道路改良工事

道路改良工事の実施延長（ｍ）（R4～）

※事業開始年度のR3年度については、道路改
良工事に向けて、市道5-1016号線の詳細設計
の業務委託を行った。

街路樹の樹冠拡大、街並みと調和のとれた街路樹の
整備、歩きやすい歩道空間の整備を目的とするため、
道路改良工事の実施延長を指標とする。

635
道路
維持
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

優先 自治事務

橋りょう長寿命化修
繕事業

根拠法令

道路法、道路構造令、所沢市道路の構造の技術的基準等を定
める条例、所沢市移動円滑化のために必要な道路の構造に関
する基準を定める条例

事業の目的及び具体的な内容

建設から長い年月が経過した橋りょうの老朽化に
対し、定期的な点検を実施し、その結果から補修等
を行うとともに耐震性の向上を図ることで更なる安
全性を確保する。
所沢市橋梁長寿命化修繕計画に基づき、修繕を計
画的に進めることで橋りょうを延命化し、維持管理
費用の縮減を図る。

期間

H26

641
都市
計画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

地域循環乗合ワゴン
（ところワゴン）実証
運行事業

根拠法令

所沢市地域公共交通協議会条例,所沢市地域公共交通庁内検
討委員会設置要綱,所沢市地域公共交通アドバイザー設置要綱

事業の目的及び具体的な内容

駅を中心としたコンパクトな街づくりと合わせて、駅
へのアクセスの向上が求められており、住まいと、
駅周辺の都市拠点を結ぶ公共交通ネットワークの
構築に向けた取組として、新たな公共交通である乗
合ワゴン「ところワゴン」の実証運行(3年間）を行う。
三ケ島地区は令和3年4月から、柳瀬地区は令和5
年3月から、運行を開始している。

期間

H26

635
道路
維持
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

優先 自治事務

歩きたくなる街路樹
づくり事業

根拠法令

道路法、道路構造令、所沢市道路の構造の技術的基準等を定
める条例、所沢市移動円滑化のために必要な道路の構造に関
する基準を定める条例

事業の目的及び具体的な内容

街路樹の樹形を整え、木陰を創出するなど、緑陰
の確保に努め、街並みと調和した街路樹を充実さ
せ、歩きやすい歩道空間の整備を行い、「人を中心
にしたマチづくり」歩いて過ごせるマチの実現を目
指す。

期間

R3
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が貢献する項目

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R4)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事務事業名称 事業概要（全体）

計画
コード 所属

名称

R3予算現額 項目名

2,666千円

R4予算現額

0千円

R3正規職員
人件費

0.27 人 実績

2,155千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.48 人 評価者

～ 3,841千円 都市計画課長　増子　雄一

R3予算現額 項目名

181,996千円

R4予算現額

186,956千円

R3正規職員
人件費

1.09 人 実績

8,698千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

1.60 人 評価者

～ 12,803千円 都市計画課長　増子　雄一

R3予算現額 項目名

6千円

R4予算現額

7千円

R3正規職員
人件費

0.13 人 実績

1,037千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.11 人 評価者

～ 880千円 都市計画課長　増子　雄一

「所沢市交通バリアフリー基本構想」に基
づき、継続事業及び未完了の項目につい
て、公共交通事業者・道路管理者等に対
し、事業の推進・継続を働きかけ、その進
捗状況を把握していく。また、その他の要
望についてもその都度対応していく。

R4その他職員
従事割合

視覚障害者の安全性確保
のため、誘導用点字ブロッ
クを設置した。会年職

員等
0人

R4実績

Ａ

成果指標の目標値を毎年ほぼ
達成しており、バリアフリーの促
進について一定の成果があげら
れていると考えている。
今後については、継続事業及び
未完了の項目について各事業者
等に働きかけ、誰もが移動しや
すいまちづくりの促進に努めた
い。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①334,275人

②23,694便

③228,318人

R4目標 R4実績

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
2,150千円

①特定事業のうち、継続中又
は実施済の事業数

②ノンステップバス導入率

継続中又は実施済の特定事業数の割合
「所沢市交通バリアフリー基本構想」に基づく特定事
業の総数(152事業)に対する、継続中又は実施済の
特定事業数の合計を成果指標としている。

準特定経路に位置付けられている、市道
3-490号線において、視覚障害者誘導用
ブロックの整備を行った。

R4決算額（見込
み） 11 住み続けられるまちづ

くりを
0千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

100% 97.0%

平成16年からの事業継続により、ほとんどの項
目で事業が実施されているが、施設管理者、周
辺地権者及び道路状況等により、実施困難な場
所が見られる。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①149事業

②94%

会年職
員等

0.5

R5目標

R3決算額

Ａ

コロナ禍以降の利用者回復など
を受け、前年度実績及び目標値
を上回るとともに、路線の見直し
により、運行本数や運行距離と
いった利便性の面での課題を解
決することができたため。

R4年度に改善した点
7 エネルギーをみんなにそ

してクリーンに
174,468千円

①年間総利用者数

②年間運行便数

③特別乗車証及び運転免許
証返納に伴う無料乗車券の
利用者数

年間総利用者数

バス運行事業の目的のとおり、公共施設利用者、交
通不便地域の住民や、高齢者・障害者など、多くの方
に利用されているかを計るため、年間総利用者数を
成果指標としている。

令和４年３月から柳瀬地区においてところ
ワゴンの運行を開始したことにより、当該
地区を運行していたバス路線を変更した
結果、東所沢駅から卸売市場方面の便数
を１日４便から１１便に増便することができ
た。

R4決算額（見込
み） 11 住み続けられるまちづ

くりを
170,644千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0.5

313,376人

運行本数が少ない。運行距離が長いなど
の課題がある。一方で、運転手不足の問
題も全国的に深刻となっていることから、
現在の事業規模を維持しつつ市民の利便
性向上を図れるよう、運行の改善、効率化
を目指していく。

R4その他職員
従事割合

330,000人 334,275人
市民の日常生活のために
バスを利用いただくととも
に、マイカーの利用抑制に
よる温室効果ガスの排出
削減に貢献した。

R3決算額

R4目標

指標名 目標設定の考え方・根拠

11 住み続けられるまちづ
くりを

0千円

①会議開催

②要望活動

延伸距離（光が丘駅～東所沢駅） 光が丘駅から東所沢駅までの延伸距離 啓発品（エコバック）を作成・配布し、都市
高速鉄道１２号線の延伸促進の意識醸成
を図った。

R4決算額（見込
み）

0千円

会年職
員等

0人

12.7km 0km

交通政策審議会の答申で、「一体整備」として評
価され、協議会において検討を進めているが、
延伸距離としては、整備事業等の進捗によるも
のであるため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①３回

②２回

R4目標 R4実績

鉄道の延伸については、街づくりの観点か
らも重要な事業であり、延伸実現に向けて
関係自治体と協力し、要望活動や交通政
策審議会答申に打ち出された課題等の解
決に向け、調査研究を引き続き進めてい
く。

平成28年度に出された交通政策
審議会答申をもとに、光が丘か
ら東所沢までの延伸を「一体整
備」として進めていくため、埼玉
県と東京都に対する要望活動を
行うとともに、課題整理のために
勉強会を実施している。
引き続き、協議会と連携を図り、
課題解決に向けた取組みを行っ
ていく。

Ｂ

R4年度に改善した点

R4その他職員
従事割合

12.7km
公共交通による交通不便
地域の改善に向け取組を
進め、持続可能な街づくり
に寄与した。0人

R5目標

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

100%

100% 98.0%

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

12.7km

R3その他職員
従事割合

0km

320,000人

会年職
員等

指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

340,000人

目標達成済

R5目標

641
都市
計画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

市内循環バス（とこ
ろバス）運行事業

根拠法令

-

事業の目的及び具体的な内容

市民の公共施設利用の利便性向上、市内の交通
不便地域の解消、及び高齢者・障害者をはじめと
する交通弱者対策を図ることを目的とし、市内の４
路線６コースにおいて、１日計６６便のバスを運行し
ている。

期間

H10

641
都市
計画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

- 自治事務

交通バリアフリー推
進事業

根拠法令

高齢者、障害者等の移動等の円滑化に関する法律

事業の目的及び具体的な内容

高齢者や障害者をはじめとした全ての人が、公共
交通機関などを利用した移動にあたって、利便性
及び安全性向上を促進させるため、平成16年3月
に「所沢市交通バリアフリー基本構想」を策定した。
これに基づき、特定事業の進捗状況を管理し、市
のHPで情報提供を行うことにより、誰もが移動しや
すいまちづくりの促進を目指す。

期間

H16

642
都市
計画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

- 自治事務

都市高速鉄道12号
線導入促進事業

根拠法令

-

事業の目的及び具体的な内容

東武東上線と西武池袋線に挟まれた鉄道不便地
域の解消を目的として、練馬区、新座市、清瀬市、
所沢市で構成する「都市高速鉄道12号線延伸促進
協議会（以下「協議会」という）」を開催し、また延伸
促進の早期実現に向け、東京都及び埼玉県へ要
望活動を実施する。

期間

H5
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が貢献する項目

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R4)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事務事業名称 事業概要（全体）

計画
コード 所属

名称

R3予算現額 項目名

4,127千円

R4予算現額

8,163千円

R3正規職員
人件費

1.41 人 実績

11,252千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

1.20 人 評価者

～ 9,602千円 防犯交通安全長　足立　啓

R3予算現額 項目名

1,339千円

R4予算現額

0千円

R3正規職員
人件費

0.55 人 実績

4,389千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.48 人 評価者

～ 3,841千円 経営課長　草彅　秀夫

R3予算現額 項目名

49千円

R4予算現額

30千円

R3正規職員
人件費

0.69 人 実績

5,506千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.73 人 評価者

～ 5,841千円 総務課長　山下　哲

西所沢駅西口駅舎の規模や位置等を検
討するための基本計画を作成した。同駅
西口開設に関する基本協定の早期締結
に向け、鉄道事業者との協議を引き続き
行った。

R4決算額（見込
み）

会年職
員等

1

551.10㎡ 551.10㎡

目標達成551.10㎡
鉄道事業者との協議において、意見の調
整や西口開設後の安全対策等が課題と
なっている。今後、さらに具体的な協議を
行い、早期に基本協定を締結し、設計、整
備等に向け取り組む。

R4その他職員
従事割合

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

駅及び周辺施設等を安全
に利用していただくため、
西口開設に関する協定締
結に向けた協議を行った。

会年職
員等

1

R5目標

B

R4年度に改善した点
11 住み続けられるまちづ

くりを
3,575千円

①事業に係る整備面積

②鉄道事業者交渉回数8,115千円 実施可能な整備は行っている
が、鉄道事業者との基本協定が
締結できていないため、次年度
も引き続き協議を行っていく。

R4目標 R4実績

西所沢駅西口開設の早期実現に向け、今後、各整備
項目についての整備が必要となることから、対象とな
る工事等の面積を成果指標としている。

①551.10㎡

②１０２回

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績

551.10㎡

R3その他職員
従事割合

H17

551.10㎡

事業に係る整備面積

防犯
交通
安全
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

最優先 自治事務

西所沢駅西口改札
口開設事業

根拠法令

-

事業の目的及び具体的な内容

地元自治会等からの請願が提出され、市議会で採
択されたことなどを受け、西所沢駅利用者の利便
性向上及び安全性確保を目的として取り組んでい
る。
令和元年度は、東西自由通路等を整備する方向で
鉄道事業者と基本協定を締結する予定だったが、
当初の想定よりも整備費が増大する見込みとなっ
たことから、西口改札口を開設する方向に変更と
なった。現在、改めて基本協定の早期締結に向け、
鉄道事業者との協議を継続している。

期間

R4目標値が未達成の理由・分析

266千円

①債券運用益
②旧水道庁舎用地利活用貸
付料
③検針票広告収益
④広報紙広告収益
⑤定期預金運用益

収益額
※令和２年度から、一般・特別会計に係る基金と
の共同運用による運用益も含めることとした。

財源として収益を確保することを目標とする。 今年度は収益につながらなかったが、未
利用地の購入を検討している業者との協
議を重ねることで、次年度以降の収益確
保に努めた。

R4決算額（見込
み）

0千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①721千円
②10,320千円
③247千円
④104千円
⑤845千円

R4目標 R4実績 水道事業資金の増加が見込めず、今後も
運用益を増加させることは難しいため、令
和５年度から定期預金を検討する。
残りの利活用予定地については、市街化
調整区域内であり、既設の施設の除却を
行わないことを前提とした貸付の実現には
至らず、対応に苦慮している。今後は利活
用計画全体の見直しを視野に入れ対応す
る。

R4その他職員
従事割合

12,420千円 12,238千円
未利用地売払い情報や印
刷物広告の周知を図り、
自主財源の確保に努め
た。

会年職
員等

0人

R5目標

A

②旧水道庁舎用地利活用貸付
料、③検針票広告収益、④広報
紙広告収益は、前年度から継続
して収入を得ることができ、経営
基盤の強化に寄与した。
また、令和３年度中に⑤出納室
との共同運用による定期預金運
用を行ったことで、利息収入を得
ることができた。
一方、水道事業資金の減少によ
り新たな運用を見送ったため①
債券運用益は増加しなかった。

R4年度に改善した点

A

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

児童の満足度・理解
度各90％以上

出前教室を18校、49学級に対し
て計26コマを実施し、終了後に
児童1,545人に対して行ったアン
ケート（回答数1,462人、回収率
94.6％）で、「とても楽しかった」
「まあまあ楽しかった」と回答した
割合が95.5％、「よく分かった」
「まあまあ分かった」と回答した
割合が96.4％となったため。

R4年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな

に
23千円

児童の満足度・理解度

出前教室を受けた児童の満足度・理解度

R3決算額
16 平和と公正をすべての

人に

1コマの出前教室で、多くの児童に受けて
いただけるように、原則学年単位で実施す
ることとした。

R4決算額（見込
み） 10 人や国の不平等をなく

そう
5千円

会年職
員等

0人

児童の満足度・理解
度各80％以上

児童の満足度97.0％、
理解度97.7％

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

児童の満足度95.5％
理解度96.4％

R4目標 R4実績

新型コロナウイルス感染症の影響により
出前教室に申し込みができない学校や、
事前学習の教材として使用できるように、
DVDを製作し、所沢の水道と下水道につ
いてより関心を持ってもらえるよう取り組ん
でいく。

出前教室を通じて、児童に
水の大切さ、地球の環境
保全に対する意識を伝え
た。

13,040千円

R3その他職員
従事割合

児童の満足度95.5％、
理解度96.4％

11,830千円 17,261千円

目標額に対し、98.5％の実績となった。
債券運用をする予定だったが、水道事業資金減
少により、新たな運用を見送ったことと、水道用
地の未利用地について、売却の検討を進めてい
たが、実現に至らなかったことなどがあり、未達
成となった。

会年職
員等

0人

R5目標

児童の満足度・理解
度各90％以上

水道及び下水道への興味を持ち、仕組みを理解する
ことを目的としているため、出前教室を受けた児童の
満足度・理解度を指標とする。

R4その他職員
従事割合

643

651
経営
課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

優先 自治事務

自主財源確保促進
事業【水道】

根拠法令

地方自治法、地方公営企業法、地方公共団体の健全化に関す
る法律、所沢市上下水道局印刷物広告の掲載に関する要綱

事業の目的及び具体的な内容

水道事業の資産を有効活用し、自主財源の確保に
より経営の活性化を図り、企業経営の健全化に努
めるものである。
➀長期的債券の購入・運用
➁旧水道庁舎用地の貸付け
③検針票を活用した企業等の広告掲載
④広報紙を活用した企業等の広告掲載
⑤一般・特別会計に係る基金との共同運用(定期預
金)期間

H29

652

上下
水道
局総
務課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

優先 自治事務

出前教室実施事業

根拠法令

-

事業の目的及び具体的な内容

水道及び下水道の理解を深めるとともに、生活に
欠かすことのできない水が限りある資源であること
や形を変えながら陸・海・空を循環していること（水
の循環）などを知ることにより、水の大切さに気付
き、さらには地球の環境保全に対する意識を高め
ることを目的とし、市内の小学校に上下水道局職員
を派遣し、啓発用パンフレット「所沢の水道と下水
道」等を使用して、水道及び下水道についての出前
教室を行う。期間

H28
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が貢献する項目

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R4)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事務事業名称 事業概要（全体）

計画
コード 所属

名称

R3予算現額 項目名

11,374千円

R4予算現額

11,770千円

R3正規職員
人件費

1.05 人 実績

8,379千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.75 人 評価者

～ 6,002千円 給水管理担当参事　村田　孝之

R3予算現額 項目名

3,250,308千円

R4予算現額

4,156,665千円

R3正規職員
人件費

16.00 人 実績

127,680千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

16.00 人 評価者

～ 128,032千円 水道建設課長　古澤　祐晴

R3予算現額 項目名

0千円

R4予算現額

7,200千円

R3正規職員
人件費

0.00 人 実績

0千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

1.05 人 評価者

～ 8,402千円 給水管理担当参事　村田　孝之

R4年度に改善した点

A

渇水時や災害時などの水源とし
ても活用できるよう、２か所の取
水井の清掃及び機能診断を行
い、適正揚水量で運用すること
ができた。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

事業量や難易度に対応できるよう適正な
人員の配置、職員の育成、工法の検討等
を図り、計画に遅れが生じないように事業
を実施していく。

R4その他職員
従事割合

19,600m 20,150.4m

水道水の安全で安定した
供給を行った。会年職

員等

6 安全な水とトイレを世界
中に

11,220千円

①取水井の保全

地下水の揚水量

渇水時や災害時に活用できるよう、自己水源である
取水井戸内部の清掃及び機能診断を行うとともに、取
水井の機能維持及び水質保全のため、適正揚水量で
運用する。

引き続き、点検計画に基づき、異常の予
兆がみられた取水井の点検を優先する方
針とした。

R4決算額（見込
み） 9 産業と技術革新の基盤

を作ろう
10,974千円

R3その他職員
従事割合 11 住み続けられるまちづ

くりを

会年職
員等

0人

350万㎥ 453万㎥

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①449万ｍ3

市内３５か所ある井戸は、削井後約４０年
を経過しているものが多く、今後も計画的
に事業を実施し、取水井の保全に努めて
いく。

R4その他職員
従事割合

安全な水道水の供給と、
非常時を見据えた自己水
源の確保

A

目標距離を達成できた。
単年度での更新延長目標が
9,800mに対し、令和4年度は
12,644.8m更新延長し、目標達成
率129％だった。
これにより、前年度分含む累計
目標達成率が102.8％に達した。

R4年度に改善した点
6 安全な水とトイレを世界

中に
1,642,523千円

①小口径管・大口径管の更
新延長

②新設水道管の布設延長
（計画道路地内）

小口径管・大口径管の更新延長

【令和３年度から】
小口径管・大口径管の更新延長合計（累計距離）

令和3年度に策定した所沢市水道事業経営計画での
目標が、令和３年度から令和１２年度までの１０年間
で98,000mとしているため、累計距離を目標とした。

令和4年度は市内の耐震化率を考慮し、
全体的にバランスの取れた更新工事を計
画した。
令和3年度は繰越工事により2,294.4mが未
達成となっていたが、令和4年度は
2,844.8mを取り戻した。

R4決算額（見込
み） 9 産業と技術革新の基盤

を作ろう
3,417,964千円

R3その他職員
従事割合 11 住み続けられるまちづ

くりを

会年職
員等

0人

7,505.6m

目標達成済

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

29,400m

①12,644.8m

②283.0m

R4目標 R4実績

6 安全な水とトイレを世界
中に

0千円

①西部浄水場測量業務

②基本計画策定等業務
（R4～R5年度）

西部浄水場更新事業の進捗状況
西部浄水場更新工事完了までに必要となる各段階の
手続きや事業の進捗状況を指標とする。

施設を稼働させながら更新することになる
が、現状の用地で更新するケースと新た
な用地で更新するケースなど様々なシュミ
レーションを実施した。

R4決算額（見込
み） 9 産業と技術革新の基盤

を作ろう
6,600千円

11 住み続けられるまちづ
くりを

会年職
員等

0人

- -

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①西部浄水場測量業務を実
施

②基本計画策定等に着手
（R5年度完了予定）

R4目標 R4実績

老朽化した施設を適正規
模で計画的に更新するこ
とにより、水道水の安定供
給に寄与する。0人

R5目標

令和4年度から令和5年度にかけて、基本
計画策定とあわせて、設計・施工一括発
注等の効率的な手法の導入可能性につ
いて調査する。

西部浄水場更新にあたり、必要
となる西部浄水場内外の測量業
務を実施した。また、西部浄水場
更新基本計画策定等業務委託
を契約締結し、基本計画策定等
に着手した。A

R4年度に改善した点

R4その他職員
従事割合

測量委託

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

350万㎥

350万㎥ 449万㎥

R3決算額

R4目標

指標名 目標設定の考え方・根拠

R4実績

R5目標
会年職
員等

0人

R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

基本計画策定

R3その他職員
従事割合

測量委託

9,800m

会年職
員等

0人

R5目標

652
給水
管理
課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

優先 自治事務

取水井保全事業

根拠法令

水道法、所沢市水道ビジョン、所沢市水道事業経
営計画

事業の目的及び具体的な内容

取水井（35箇所）の清掃及び機能診断を毎年２か
所実施する。取水井の機能維持及び水質保全のた
め揚水量約10,000㎥/日で運用する。

期間

H5

653
給水
管理
課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

最優先 自治事務

浄水場整備事業（西
部浄水場更新工事）

根拠法令

水道法、水道施設の技術的基準を定める省令、所
沢市水道ビジョン、所沢市水道事業経営計画

事業の目的及び具体的な内容

西部浄水場について、アセットマネジメント手法を用
いて将来の更新需要を分析し、老朽化した当該施
設の耐震性や適正規模についての検討を行った。
本事業は、検討結果をふまえ、ダウンサイジングを
見据えた当該施設全体の再構築を行い、配水池や
管理棟など全ての場内施設を計画的に更新するも
のである。

期間

R4 R18

653
水道
建設
課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

最優先 自治事務

水道管整備事業

根拠法令

水道法、所沢市水道事業給水条例、所沢市水道ビ
ジョン、所沢市水道事業経営計画

事業の目的及び具体的な内容

（目的）市内全域に安定的に水を供給するとともに
災害に強い施設とするため、老朽管の更新を実施
している。

（内容）老朽化が進んでいる水道管について、耐震
性能が高 いダグタイル鋳鉄管に更新すること及び
配水本管の未整備路線について、耐震性能が高い
ダクタイル鋳鉄管を新たに布設する。

期間

R3 R12
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が貢献する項目

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R4)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事務事業名称 事業概要（全体）

計画
コード 所属

名称

R3予算現額 項目名

393,212千円

R4予算現額

66,184千円

R3正規職員
人件費

1.45 人 実績

11,571千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

1.20 人 評価者

～ 9,602千円 給水管理担当参事　村田　孝之

R3予算現額 項目名

939,279千円

R4予算現額

36,428千円

R3正規職員
人件費

1.50 人 実績

11,970千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

2.00 人 評価者

～ 16,004千円 給水管理担当参事　村田　孝之

R3予算現額 項目名

5,267千円

R4予算現額

6,391千円

R3正規職員
人件費

0.99 人 実績

7,900千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.56 人 評価者

～ 4,481千円 経営課長　草彅　秀夫

配水池の耐震化に一定の目途がついたた
め、令和4年度から浄水場施設全体の耐
震化として着水井等の耐震化に着手し
た。

R4決算額（見込
み） 9 産業と技術革新の基盤

を作ろう
52,404千円

R3その他職員
従事割合 11 住み続けられるまちづ

くりを

会年職
員等

0人

95.1% 95.1%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①1池

②3池（北野1、山口2）

A

R4年度に改善した点
6 安全な水とトイレを世界

中に
257,164千円

①耐震補強工事設計
（東部浄水場着水井）
②耐震診断
（北野・山口加圧ポンプ場ポ
ンプ井等）

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

災害時の安定給水に寄与
している会年職

員等

6 安全な水とトイレを世界
中に

629,090千円 ①電気設備更新工事実施設
計
（第一浄水場）

②街灯LED照明交換修繕【ゼ
ロ債】
（西部加圧ポンプ場1号池ほ
か6か所）

設備の更新を実施する施設数
所沢市水道事業経営計画に基づき計画的に更新工
事を行い、設計業務委託完了及び更新工事完了を指
標とする。 機器の製作期間を考慮し、ゼロ債務を活

用して工期の平準化を図った。

R4決算額（見込
み） 9 産業と技術革新の基盤

を作ろう
30,657千円

R3その他職員
従事割合 11 住み続けられるまちづ

くりを

会年職
員等

0人

下水道事業の健全な経営
のための経済的活用。

配水池等について、西部浄水場
更新工事にて更新予定の1池を
除き、耐震化が完了したことで、
現時点で実行可能な目標を達成
している。
令和4年度からは、着水井等の
耐震化を実施しており、北野及
び山口加圧ポンプ場ポンプ井等
について耐震診断した結果、耐
震性を有していたことから、着水
井等の耐震化率の目標値を上
回る達成ができた。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①１か所

②７か所

R4目標 R4実績

浄水場施設・設備全般について、計画的
に点検や消耗部品の交換など実施し、予
防保全型維持管理に努め、設備の延命化
を図る。第一浄水場の電気設備は、令和5
年度から更新工事を開始する。

R4その他職員
従事割合

8か所 8か所

施設の適切な管理で、水
道水の安全性と安定供給
を行っている会年職

員等
0人

R5目標

R4目標 R4実績

安全な水の安定供給と災害に強いライフ
ラインを構築するため、令和4年度から着
水井等の耐震化を実施し、浄水場施設全
体の耐震化を進める。

R4その他職員
従事割合

16 平和と公正をすべての
人に

4,486千円 ①マンホール蓋広告設置箇
所数
②マンホール蓋広告収益
③検針票広告収益
④広報紙広告収益

※①②はイルミネーションマ
ンホール蓋を含む。

有料広告用デザイン入りマンホール蓋及びイル
ミネーションマンホール蓋の設置箇所数の合計

総合計画前期基本計画の基本方針に基づき、経営基
盤の強化のため、自主財源確保をするものであること
から、主要事業であるマンホール蓋広告の設置数を
指標とする

マンホール蓋広告については、下水道の
イメージアップはもとより、当市のみなら
ず、広告事業が全国に広まることで、広告
としての価値を高まるため、「下水道展」や
「第10回マンホールサミットin所沢」にて、
広告事業のPRに努めた。特に、マンホー
ルサミットでは、約14,000人の来場があり、
地域経済の活性化にも貢献した。

R4決算額（見込
み）

4,682千円

会年職
員等

0人

40箇所 61箇所

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①58箇所
②8,618千円
③247千円
④104千円

R4目標 R4実績 マンホール蓋広告については、掲載期間
が終了する広告主への、期間延長の営業
活動を行い、広告の獲得に努める。
また、事業開始から5年が経過したことに
伴い、より多くの事業者に広告として活用
してもらえるよう、事業の見直しを図る。既
存広告主へは引き続きアフターフォローと
して清掃、点灯確認、機器点検等の維持
管理を適切に行う。

R4その他職員
従事割合

50箇所

0人

R5目標

A

適正な運用環境の確保等から使
用期間20年を目安とした監視制
御装置の更新として、令和3年度
に東部浄水場が完了した。
令和4年度は、第一浄水場の更
新に向けた実施設計を行い、予
防保全型維持管理を実現してい
る。

R4年度に改善した点

A

令和3年度より実績値が下がっ
たものの、目標を達成できた。
マンホール蓋広告は、他自治体
等からの問合せを多くいただき、
引き続き広く注目を集めた。
また、日本初となるイルミネー
ションマンホール蓋広告は、設置
後から多くの注目を集め、遠方
から多くの方が現地に赴き、国
内外から注目を集めている。本
取組は収益向上の役割を果た
し、新たな観光スポットの創出や
地域防犯等に貢献している。
検針票広告・広報紙広告は、継
続して収入を得ることができた。

R4年度に改善した点

57.3%

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

60箇所

R3その他職員
従事割合

58箇所

会年職
員等

0人

R5目標

47.8% 57.3%

【R3まで】配水池の耐震化率
（耐震対策の施された配水池の有効容量÷対象配水
池等の有効容量）×100
【R4～】着水井の耐震化率
（耐震対策の施された着水井等の有効容量÷対象着
水井等の有効容量）×100

耐震化を進めることが当該事業の目的となっているた
め、耐震化率を指標とする。

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

8か所

2か所 3か所

目標達成済

653
給水
管理
課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

優先 自治事務

浄水場施設・設備更
新事業

根拠法令

水道法、水道施設の技術的基準を定める省令、所
沢市水道ビジョン、所沢市水道事業経営計画

事業の目的及び具体的な内容

所沢市水道事業経営計画に基づき浄水場監視制
御装置の更新工事を実施する。
令和元年度から令和３年度にかけて、東部浄水場
監視制御更新工事が完了。
次の設備更新に向け、令和4年度は、第一浄水場
電気設備更新工事の実施設計を行う。

期間

H23

653
給水
管理
課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

最優先 自治事務

浄水場整備事業（耐
震補強工事）

根拠法令

水道法、水道施設の技術的基準を定める省令、所
沢市水道ビジョン、所沢市水道事業経営計画

事業の目的及び具体的な内容

配水池等（13池・総有効水量92,000㎥）の耐震化に
ついては、令和3年度までにおおむね完了した。
令和4年度から着水井等（5か所・総容量3,140㎥）
の耐震診断を順次行い、その結果に基づき耐震補
強設計及び耐震補強工事を実施し、耐震化する。

期間

H21

661
経営
課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

優先 自治事務

自主財源確保促進
事業【下水道】

根拠法令

地方公営企業法、地方公共団体の健全化に関する法律、所沢
市上下水道局マンホール蓋広告の掲載に関する要綱、所沢市
上下水道局印刷物広告の掲載に関する要綱

事業の目的及び具体的な内容

下水道事業の資産を有効活用し、自主財源の確保
により経営の活性化を図り、企業経営の健全化に
努めるものである。
➀マンホール蓋を活用し企業等の広告を掲載
➁イルミネーションマンホール蓋を活用し企業等の
広告を掲載
➂検針票を活用し企業等の広告を掲載
④広報紙を活用した企業等の広告掲載

期間

H30
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が貢献する項目

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R4)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事務事業名称 事業概要（全体）

計画
コード 所属

名称

R3予算現額 項目名

106千円

R4予算現額

141千円

R3正規職員
人件費

0.30 人 実績

2,394千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.05 人 評価者

～ 400千円 経営課長　草彅　秀夫

R3予算現額 項目名

4,002,019千円

R4予算現額

3,040,659千円

R3正規職員
人件費

13.67 人 実績

109,087千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

12.56 人 評価者

～ 100,505千円 下水道整備課長　村上　和雄

R3予算現額 項目名

148千円

R4予算現額

902千円

R3正規職員
人件費

0.90 人 実績

7,182千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

1.25 人 評価者

～ 10,003千円 下水道維持課長　坂野　浩明

-

新型コロナウイルス感染症の影
響により、開催中止となったため
評価無しとした。R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

90.0%

90.0%

R4実績

R4年度に改善した点R3決算額

R4目標

指標名 目標設定の考え方・根拠

令和5年度に繰越した工事を着実に完成さ
せるとともに、施工が難しい路線など現場
を再確認し、第4期市街化調整区域下水
道整備事業を予定通り進める。

R4その他職員
従事割合

10.9ha 9.8ha

下水道整備によって公共
用水域の水質保全に貢献
している。会年職

員等
0人

R5目標

R3決算額

4 質の高い教育をみんな
に

3千円

⓵参加者の満足度

参加者の満足度（実施後のアンケートで「とても
楽しかった」又は「楽しかった」と回答した人数の
割合）

参加者の満足度の高さによって、参加者が上下水道
についての知識・理解・関心をより深められたと考えら
れるため、満足度９０％を目標とした。

R２年度に開始した事業だが、新型コロナ
ウイルス感染症の影響等により開催に
至っていないため、改善点はない。

R4決算額（見込
み） 10 人や国の不平等をなく

そう
0千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

90.0% 0.0%

新型コロナウイルス感染症の影響により、開催
中止となった。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①0％

親子で楽しみながら上下水道について知
識・理解を深めてもらうきっかけとなるイベ
ントを開催できるように見学内容を充実さ
せるなどして取り組んでいく。

R4その他職員
従事割合

開催中止のため実績なし
会年職
員等

滞納者訪問において滞納者が不在の際
に、未納事実の通知と納付書を投函する
ことによって支払いを促し、未納額の低減
を図った。

R4決算額（見込
み） 16 平和と公正をすべての

人に
612千円

会年職
員等

0人

98.0% 97.4%

新型コロナウイルス感染症の蔓延により、納期
限内の納付が困難であったことが未達成の主な
理由である。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①77,688,400円

②75,765,300円

R4目標 R4実績 令和2年度から開始した第4期事業の賦
課・徴収と並行して、令和5年度から開始
する第9負担区の賦課・徴収に向けて住民
説明会等を行った。令和5年度からは並行
する2つの負担区での賦課・徴収に加え
て、未納者の管理が必要となる。今後も未
納者への訪問回数を増やすとともに、事
業への理解を求めていく。

R5目標

98.0%
下水道整備の財源である
受益者負担金の徴収によ
り、事業が円滑に進み、公
衆衛生の向上に寄与する
こと。

0人

3 すべての人に健康と福
祉を

3,256,114千円

①汚水管の整備面積

②

③

指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

9.6ha

整備面積
汚水管の整備面積が拡大することで目標達成
の成果が把握できるので、整備面積を指標とす
る。

下水管布設工事においては、工事の支障
となる地下埋設物や土質の影響から当初
の施工方法を変更せざるを得ない現場に
直面することもあるが、担当者での判断が
難しい場合には、グループミーティングに
おいて共有を図り、より効果的かつ経済的
な工法を選択して作業を進めている。

R4決算額（見込
み） 6 安全な水とトイレを世界

中に
1,773,397千円

R3その他職員
従事割合 9 産業と技術革新の基盤

を作ろう

会年職
員等

11 住み続けられるまちづ
くりを

92千円

①調定額

②収入済額

0人

12.3ha

一部の下水管布設工事において、主に地下埋
設物の影響や現場の土質状況により、工法変更
が必要となったためやむを得ず次年度に繰り越
したことから予定整備面積を下回ったものであ
る。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①9.8ha

②

③

R4目標

B

令和4年度分の収納率について
は、目標値の98%を下回ったもの
の、令和3年度分と比較して実績
値は若干向上した。令和5年度も
前年度に引き続き市民の目線に
立った丁寧な説明等を行うととも
に、委託業者による年2回の訪問
徴収のほか、職員による自宅訪
問の回数を増やすなどして、受
益者負担金の徴収強化を図って
いく。

R4年度に改善した点

Ｂ

令和4年度目標に対し90％の達
成率であるが、繰越した第4期工
事5件のうち3件は令和5年7月末
までに完成しており、着実に事業
は進捗している。

R4年度に改善した点

0.0%

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

98.0%

R3その他職員
従事割合

97.5%

15.7ha

会年職
員等

R4実績

0人

R5目標

R4その他職員
従事割合

現年度分徴収率

収入済額/調定額(収入すべき額)
※都合により納付が年度内にできない納付者を
考慮
　したため、目標を98％にしている。

661
経営
課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

重要 自治事務

イメージアップ事業
（上下水道施設見
学）

根拠法令

-

事業の目的及び具体的な内容

上下水道についての知識・理解を深め、水資源の
大切さや環境衛生の保全に対する意識を高めるこ
と等を目的とする。また、市内小学校児童の夏休み
自由研究の課題としても相応しいものである。

期間

R2

662
下水
道維
持課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

重要 自治事務

受益者負担金賦課
徴収事業

根拠法令

都市計画法第75条、所沢都市計画下水道事業受
益者負担に関する条例

事業の目的及び具体的な内容

下水道の整備により利益を受ける人に建設費の一
部の負担を求めることによって、公共下水道の整備
を推進する。
・公共下水道整備地区の土地所有者等に対し、事
業説明会、申告受付を経て、対象となる土地の面
積に単価を乗じて負担額を決定する。
･市街化調整区域の土地の面積に乗じる単価は、
令和2年度より1㎡当たり1,130円となった。
･納付方法は、5年間の分割納付が基本であるが、
希望により一括納付もできる。

期間

S44

662
下水
道整
備課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

最優先 自治事務

下水道管渠布設事
業

根拠法令

下水道法、都市計画法、社会資本整備総合交付金交付要綱、
第１次市街化調整区域下水道整備計画

事業の目的及び具体的な内容

生活環境の改善と公共用水域の水質保全を図るた
め、主に下水道未整備区域の汚水管整備を進め
る。平成15年度から「第１次市街化調整区域下水
道整備計画」に基づき整備に着手し、第1期から第3
期までの各5年間の整備事業は完了した。令和2年
度からは第4期市街化調整区域の面整備事業を
行っている。

期間

H15 R9
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が貢献する項目

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R4)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事務事業名称 事業概要（全体）

計画
コード 所属

名称

R3予算現額 項目名

73,133千円

R4予算現額

80,643千円

R3正規職員
人件費

1.40 人 実績

11,172千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

1.22 人 評価者

～ 9,762千円 下水道整備課長　村上　和雄

R3予算現額 項目名

155,951千円

R4予算現額

228,378千円

R3正規職員
人件費

1.46 人 実績

11,651千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

1.45 人 評価者

～ 11,603千円 下水道整備課長　村上　和雄

R3予算現額 項目名

2,104,874千円

R4予算現額

2,361,019千円

R3正規職員
人件費

12.10 人 実績

96,558千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

11.55 人 評価者

～ 92,423千円 下水道維持課長　坂野　浩明

11 住み続けられるまちづ
くりを

70,217千円

R3その他職員
従事割合 13 気候変動に具体的な対

策を

会年職
員等

0人

①210箇所　②1箇所 ①210箇所　②1箇所

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①210箇所

②1箇所

R3決算額

R4年度に改善した点
6 安全な水とトイレを世界

中に
68,618千円

①道路雨水桝浸透化

②雨水浸透井築造

Ａ

ゲリラ豪雨や集中豪雨が
増えたことに対応した事業
であり、下水道への雨水
流出を抑制することで浸
水被害の軽減に貢献して
いる。

会年職
員等

0人

R5目標

Ｂ

令和4年度目標に対し管渠は
100％、マンホールは75％の達
成率である。
繰越したマンホールの耐震化工
事1件は令和5年6月までに完成
している。

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
118,403千円

①マンホールの地震対策

②管渠の地震対策

③

各年度のマンホール地震対策の完了箇所数

所沢市下水道総合地震対策計画に基づく中期
計画（平成30年度～令和4年度）で定めたマン
ホール耐震化総箇所数22箇所のうち、各年度で
設定した耐震化箇所数を目標指数とする。

マンホールの耐震化工事において、当初
のコンクリートで補強する工法では内部の
体積が著しく減少することに加え、施工難
度が高いことが判明したため、工法の再
検討を行った結果、マンホール内部にステ
ンレス鋼板を設置し補強する工法に変更
し、内部体積の減少を抑え、維持管理にも
配慮する施工とした。

目標を達成しており、成果をあげ
ていると考えている。今後も施工
する箇所の選定を的確に進め浸
透化を実施していく。
また、施工箇所の住民に対し聞
き取り調査を行い、以前より水の
引きが早くなった、など意見をい
ただき、一定の効果はある。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①3箇所

②166ｍ

③

R4目標 R4実績 耐震化の対象路線の中には、幹線管渠で
あり、断面が大きく流量も多いうえマン
ホールも深く、施工困難な条件のため工
法等の検討に苦慮している箇所もある。
また、耐震化工事における材料調達にあ
たっては、施工の進捗に極力影響が出な
いよう、発注時期や工期の設定に注意し
ながら進めていく。

R4その他職員
従事割合

①4箇所　②166ｍ ①3箇所　②166ｍ
重要なライフラインである
下水道の耐震性能が向上
することで、下水道の機能
保全に貢献している。

会年職
員等

0人

R5目標

R4目標 R4実績

立地条件や浸水状況を見ながら、引き続
き可能な対策を検討していく。

R4その他職員
従事割合

R4決算額（見込
み） 6 安全な水とトイレを世界

中に
163,568千円

R3その他職員
従事割合 9 産業と技術革新の基盤

を作ろう

会年職
員等

0人

基本としては、内水ハザードマップを活用
し、工事箇所を選定しているが、設置する
ための最適な場所については、引き続き
市民への聞き取り調査なども行い、より浸
水被害の軽減へ向け事業を進めた。

指標名 目標設定の考え方・根拠

R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

①なし  　②220ｍ

①3箇所　②197ｍ

A

改善要望は対応できている。外
部情報を受けると直ちに現地確
認を行い迅速に対応した。

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
1,926,764千円 ①管渠清掃延長

②マンホール蓋取替数

③改善要望件数

④外部情報により実施した
テレビカメラ調査箇所

改善要望対応割合

マンホール蓋のガタツキ、振動、騒音、下水道管
の詰まり、臭気、溢れ等の改善要望件数に対
し、改善が完了した割合とする。
すべての要望に対応する「100％」を目標とす
る。

マンホール蓋種類の情報を電子台帳に入
力することで、現地で確認する前に蓋の種
類がわかるようになり、外部情報への対応
の迅速化を図った。

R4決算額（見込
み） 11 住み続けられるまちづ

くりを
2,066,718千円

13 気候変動に具体的な対
策を

会年職
員等

R3決算額 指標名

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①5,102ｍ

②551個

③89件

④62箇所

タブレットパソコンの現場活用と電子台帳
情報の拡充によって迅速な対応が可能と
なった。今後も電子台帳の整備を充実さ
せるとともに、改善要望に速やかに対応し
達成度100％を維持する。

R3その他職員
従事割合

100.0%

R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

会年職
員等

0人

R5目標

維持管理に関する様々な
要望に迅速に対応し、市
民の安心安全なライフライ
ンを確保すると共に、生態
系に配慮した調整池護岸
の整備による環境保全を
図ること。

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

①210箇所　②1箇所

①210箇所　②1箇所 ①210箇所　②1箇所

R4決算額（見込
み）

完了箇所数
完了箇所が増加することで目標達成の成果が
把握できるので、完了箇所数を指標とする。

R4その他職員
従事割合

100.0%

R4目標 R4実績

100.0%

R3目標

目標設定の考え方・根拠

R3目標

①3箇所　②239ｍ

下水管地震対策整備工事1件において、既設マ
ンホールを補強する材料の調達に期間を要した
ため、やむを得ず次年度に繰り越したことから予
定箇所数を下回ったものである。

0人

100.0% 100.0%

目標達成済

663
下水
道整
備課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

最優先 自治事務

下水道地震対策事
業

根拠法令

下水道法、都市計画法、下水道総合地震対策計画

事業の目的及び具体的な内容

平成21年度に策定した所沢市下水道総合地震対
策計画に基づき、重要な幹線や緊急輸送道路等に
埋設されている下水道施設を対象に、災害に強い
ライフラインを構築するため、管渠やマンホール等
の耐震化を進める。平成30年度以降は、中期計画
に基づき事業を進めている。

期間

H21 R9

663
下水
道整
備課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

優先 自治事務

雨水浸透化事業

根拠法令

下水道法、都市計画法

事業の目的及び具体的な内容

近年、都市化の進展やゲリラ豪雨の増加で下水道
による雨水排水が困難な状況となっていることか
ら、市内各所で内水被害が発生している。そこで、
内水被害の軽減を図るため、雨水を地下に浸透さ
せることで雨水流出を抑制し、浸水被害を軽減する
道路雨水桝浸透化等を進めるものである。

期間

H30 R6

663
下水
道維
持課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

重要 自治事務

下水道維持管理事
業

根拠法令

下水道法

事業の目的及び具体的な内容

重要なライフラインである下水道を適切に維持管理
し、その機能を発揮させ継続的に利用できる環境を
整える。
①土砂及び油脂の堆積による流下能力の低下を
防ぐための下水道管渠清掃
②老朽化している施設の更新
③下水道施設から発生する臭気対策、不明管・浸
入水等のテレビカメラを使用した原因調査
④降雨災害防止のための対策及び巡視
⑤市内ポンプ場・調整池等の適切な運転管理、監
視・安全管理の徹底

期間

S33

154/176



SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が貢献する項目

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R4)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事務事業名称 事業概要（全体）

計画
コード 所属

名称

R3予算現額 項目名

78,755千円

R4予算現額

78,363千円

R3正規職員
人件費

3.55 人 実績

28,329千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

4.00 人 評価者

～ 32,008千円 下水道維持課長　坂野　浩明

R3予算現額 項目名

266,151千円

R4予算現額

403,336千円

R3正規職員
人件費

5.25 人 実績

41,895千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

4.25 人 評価者

～ 34,009千円 下水道維持課長　坂野　浩明

R3予算現額 項目名

69,391千円

R4予算現額

158,001千円

R3正規職員
人件費

2.80 人 実績

22,344千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

2.75 人 評価者

～ 22,006千円 下水道維持課長　坂野　浩明

R4実績

R4その他職員
従事割合

台風や集中豪雨による増
水に備えた適切な管理に
よって、適切な都市環境を
保持していること。

会年職
員等

0人

R5目標

A

定期的な調整池等の除草・スク
リーン清掃等を実施し、適切な維
持管理と事故防止の徹底を図っ
た。

R3その他職員
従事割合 11 住み続けられるまちづ

くりを

会年職
員等

0人

230ｍ

目標は達成した。令和3年度において電気の埋
設管の撤去、切り回しの遅れにより令和4年度に
繰り越した改築工事が発生したため、実績値が
目標値を大きく上回った。

R4年度に改善した点
11 住み続けられるまちづ

くりを
52,491千円

①除草面積

②堆積土しゅんせつ量

調整池等の点検回数
(除草・スクリーン清掃等)

調整池及び水路等の適切な維持のため、週1回
のパトロールを実施することとし、年間50回を目
標とする。 砂川堀北野調整池の管理用通路を修繕

し、維持管理の効率化を図った。

R4決算額（見込
み） 13 気候変動に具体的な対

策を
63,483千円

R3その他職員
従事割合

14 海の豊かさを守ろう

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

710ｍ

R3決算額

R4目標

施設の老朽化が進んでいるため、今後も
修繕費が必要となる。
都市下水路及び調整池の適切な管理を
行っていく。

A

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

計画に基づき所沢地区の改築と
毎年度約30kmのテレビカメラ調
査を実施した。

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
121,363千円

①改築延長

②テレビカメラ調査延長

改築延長
緊急度ⅠないしⅡにおける改築工事の計画及
び実施延長を指標とする。 腐食のおそれが大きい施設の点検につい

て再度検証し、マニュアルの再構築を図っ
た。

R4決算額（見込
み） 9 産業と技術革新の基盤

を作ろう

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①5,510m

②733.9ｍ

R4目標 R4実績

分流化について地域住民の協力が欠か
せないことから、引き続き事業の主旨につ
いて周知し、理解を求めていく。

R4その他職員
従事割合

5,600ｍ
汚水管の改築等によっ
て、台風やゲリラ豪雨など
の雨天時に発生する被害
を抑えること。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①1,604ｍ

②30,000ｍ

R4目標 R4実績

R5年度も引き続き緊急度Ⅱの改築と並行
して、第二期ストックマネジメント計画の作
成業務を進めていく。

R4その他職員
従事割合

720ｍ 1,604ｍ
予防保全型の維持管理を
行うことにより、下水道管
の老朽化に起因する道路
陥没等の事故を未然に防
ぐことが可能で、安心安全
な街づくりに寄与するこ
と。

会年職
員等

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

346,591千円

A

テレビカメラ調査の実施による対
策すべき箇所の絞り込みと、汚
水管布設による浸入水対策を実
施した。

R4年度に改善した点
6 安全な水とトイレを世界

中に
67,348千円

①テレビカメラ調査延長

②汚水管布設延長

テレビカメラ調査延長
既設下水管のテレビカメラ調査の計画及び実施
延長を指標とする。 マンホールアンテナによって得たデータを

整理し、雨天時における流量の増加率を
検証した。

R4決算額（見込
み） 11 住み続けられるまちづ

くりを
67,249千円

13 気候変動に具体的な対
策を

会年職
員等

0人

11,232m

会年職
員等

0人

R5目標

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

50回

50回 61回

会年職
員等

0人

50回 56回

目標は達成した。令和4年度は砂川堀北野調整
池の巡回を重点的に実施したため、実績値が目
標値を大きく上回った。

指標名 目標設定の考え方・根拠

①68,410㎡

②360㎥

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

6,500m

R3その他職員
従事割合

5,510ｍ

718ｍ

11,232m

台帳上における延長と出来高延長の差であり、
R4年度に予定していたテレビカメラ調査の目的
は達成した。

0人

R5目標

663
下水
道維
持課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

重要 自治事務

都市下水路維持管
理事業

根拠法令

下水道法

事業の目的及び具体的な内容

浸水のない快適な都市環境を保持し、市民の安全
で快適な生活を守るため、都市下水路及び調整池
を適切に管理する。
①堆積土のしゅんせつ
②除草、樹木の剪定
③施設の補修及び改良工事
④降雨災害防止のための対策及び巡回

期間

S45

664
下水
道維
持課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

最優先 自治事務

雨天時浸入水対策
事業

根拠法令

下水道法　雨天時浸入水対策ガイドライン(国)、所
沢市雨天時浸入水対策計画

事業の目的及び具体的な内容

近年、下水道施設の老朽化に伴い、台風やゲリラ
豪雨などの雨天時に汚水管への雨水の流入を起
因としたマンホール蓋の飛散、溢水、宅地内への逆
流等の被害が多発している。これを受けて、発生原
因箇所への対策として汚水管の改築や雨水施設の
設置等を行うことで汚水管へ浸入する雨水の量を
抑制するとともに、施設対策として汚水貯留施設等
を築造し流量の調整を行うことで、下流への流下量
を低減させるものである。期間

R3

664
下水
道維
持課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

優先 自治事務

下水道ストックマネ
ジメント事業

根拠法令

下水道法、社会資本整備総合交付金交付要綱、所沢市ストック
マネジメント計画、所沢市下水道ストックマネジメント実施方針

事業の目的及び具体的な内容

平成29年度に策定した「所沢市下水道ストックマネ
ジメント実施方針」に基づき、予防保全を中心とした
計画的な維持管理等を行い、事業費の平準化を図
るとともに下水道機能を持続的に確保するものであ
る。

期間

H23
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が貢献する項目

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R4)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事務事業名称 事業概要（全体）

計画
コード 所属

名称

R3予算現額 項目名

1,600千円

R4予算現額

2,000千円

R3正規職員
人件費

0.90 人 実績

7,182千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.72 人 評価者

～ 5,761千円 建築指導課長　市村　浩昭

R3予算現額 項目名

191,338千円

R4予算現額

201,092千円

R3正規職員
人件費

2.45 人 実績

19,551千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

2.40 人 評価者

～ 19,205千円
市街地整備担当参事
鎌田　実幸

R3予算現額 項目名

5,000千円

R4予算現額

1,000千円

R3正規職員
人件費

0.51 人 実績

4,070千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.99 人 評価者

～ 7,922千円 都市計画課長　増子　雄一

会年職
員等

0人

8件（当初11件） 6件

本事業の対象となる昭和56年以前の建築物に
ついては、築後40年以上が経過しており、特に
木造住宅の場合は改修工事より建替えを選択
する時期に来ていることや、非木造建築物につ
いては改修に要する費用負担が大きいこと等が
要因になっているものと考えられる。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①6件（新耐震建築物含む）

②7棟
　（うち共同住宅1棟、96戸）

③12,582件

C

R3決算額

空き家解消に向けた修繕により、募集戸
数を前年度より3戸増やすことができた。

R4決算額（見込
み）

198,064千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

1

R4年度に改善した点
11 住み続けられるまちづ

くりを
1,500千円

①我が家の耐震診断相談会
での相談件数

②補助実績棟数

③ホームページアクセス件数

耐震診断・耐震改修補助実績件数

市内の民間建築物の耐震診断及び耐震改修費用の
一部を補助し、住宅等の耐震化を図ることが本事業
の目的となっているため、耐震診断・耐震改修費用の
補助実績を指標とする。
目標値は、当初予算にて見込んでいる補助件数とす
る。

令和３年度に引き続き、都市計画課が実
施している「マンション管理適正化支援事
業」と連携を図り、分譲マンションの耐震
化の促進に取り組むこととした。
耐震診断・改修の実績がある建築士や工
事業者に対し、診断や改修工事の相談が
あるか聞き取りを行った。

R4決算額（見込
み）

1,550千円

R3その他職員
従事割合

一戸建て住宅の耐震診断の補
助件数が、当初の目標を下回っ
ており、また、緊急輸送道路閉塞
建築物や、マンション等の大規
模建築物の耐震化についても進
んでおらず、近年この傾向が続
いているため、耐震化を促進す
る取り組みが課題となっている。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①１８７件

②７０６件

③４４件

R4目標 R4実績

建設から50年を経過するなど、団地の老
朽化が進んでいることに対応し、市営住宅
の長寿命化の策定を行い課題を整理し、
その課題解決のために、今後の市営住宅
整備の方向性について、市営住宅等マネ
ジメント計画で整理する。

R4その他職員
従事割合

100.0% 92.8%
退去修繕戸数を増やし
て、供給可能な住戸を確
保することによって、入居
者数の増加を図ることが
出来た。

会年職
員等

1

R5目標

R4目標 R4実績

近年、非木造の共同住宅において耐震化
の動きが見られる中、令和４年度もマン
ションの耐震診断が実施されたが、今後も
こうした大規模建築物の耐震診断や耐震
改修の実施が想定されることから、状況に
応じた予算の確保が必要となる。

R4その他職員
従事割合

住宅等の耐震化を図るこ
とで、市民が安全で安心し
た生活のできる災害に強
い街づくりを推進した。

会年職
員等

0人

R5目標

A

入居者の8割以上が収入分位１
（月額収入０から104,000円）の方
が占めており、概ね適正に運営
が行われている。

R4年度に改善した点

1 貧困をなくそう

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

100.0%

93.5%

毎年度入居者からの収入申告により家賃を決定
しており、収入超過者に対しては住戸の明渡し
に関する通知や、家賃の見直しの周知はしてい
るが、市営住宅の明渡しは法的に努力義務と
なっているため、協力いただけない場合がある。

189,868千円

①修繕件数

②入居件数（年度内最大）

③空家募集戸数

居住者の中の低額所得者の割合
（（入居者数-収入超過者数）/入居者数*100）

低額所得者の居住の安定を確保することが目的であ
るため、入居者数のうちの低額所得者の割合を指標
とする。

100.0%

会年職
員等

0人

31件 30件

A

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

38件

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

アドバイザー派遣や管理計画認定制度等
は条例に基づく届出書の提出があったマ
ンションを対象としていることから、届出書
の提出率向上に向けて周知を徹底する。
また、アドバイザー派遣については制度の
活用促進のために制度の周知を行う。要
支援マンションへの支援については、管理
組合と密に協議しながら課題解決に向け
た取組みをすすめる。

R4その他職員
従事割合

34件 33件
管理不全なマンションの自
主管理水準向上の支援を
行うことで、良好な住環境
の整備に繋げる。

会年職
員等

0人

R5目標

マンション管理基礎セミナーと同時開催している
無料相談会において、セミナーの開催通知の発
送が例年よりも遅れたためにセミナー参加者・無
料相談会参加者ともに減少した。

①実施済み

②実施済み

③実施済み

R4目標 R4実績

①要支援マンションへの重点
支援事業の実施

②管理計画認定制度の実施

③管理状況届出制度の実施

概ね目標件数に近い実績がある
が、引き続き相談件数を増やす
ために相談会について周知す
る。さらには令和4年度から開始
した届出制度やアドバイザー派
遣、管理計画認定制度など、適
正化に向けた取組みを行ってい
く。

R4年度に改善した点
11 住み続けられるまちづ

くりを
3,498千円 令和4年度には所沢市マンション管理適正

化条例に基づく届出制度による管理実態
の把握を行った。また、良好な管理計画を
有するマンションを認定する管理計画認定
制度を開始した。
さらに、アドバイザーや専門家を現地のマ
ンションに派遣し管理運営等への相談・助
言を行う取り組みも開始した。

R4決算額（見込
み）

264千円

R3その他職員
従事割合

R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

12件

11件 7件

指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標

マンション管理無料相談会の相談件数
マンション管理士会と連携したマンション管理組合及
び居住者を対象としたマンション管理無料相談会の相
談件数を増やすことで管理不全の解消等に繋がる。

672
市街
地整
備課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

市営住宅運営事業

根拠法令

公営住宅法　所沢市営住宅条例

事業の目的及び具体的な内容

住宅に困窮する低額所得者に対して、地方公共団
体が、健全な生活を営むことのできる住宅を整備
し、低廉な家賃で賃貸することにより市民生活の安
定と社会福祉の増進を図るものである。

期間

S27

673
都市
計画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

マンション管理適正
化支援事業

根拠法令

マンション管理適正化法、所沢市マンション管理適正化推進条
例、所沢市マンション管理アドバイザー派遣制度実施要綱

事業の目的及び具体的な内容

分譲マンションの管理不全の解消や自主管理水準
の向上を目的として、届出制度による管理実態の
把握、管理不全の兆候が見られる要支援マンショ
ン等へのアドバイザーや専門家派遣、無料定期相
談会の開催等の支援を実施する。

期間

R3

671
建築
指導
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

我が家の耐震診断・
耐震改修補助事業

根拠法令

法律，我が家の耐震診断補助金交付要綱，我が家
の耐震改修補助金交付要綱

事業の目的及び具体的な内容

「所沢市建築物耐震改修促進計画」に基づき、市民
が安全で安心した生活のできる災害に強い住環境
を整備することを目的とし、市内の住宅等の耐震化
を図るため、民間建築物の耐震診断及び耐震改修
費用の一部を補助する。

期間

H19
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

R3予算現額 項目名

826千円

R4予算現額

855千円

R3正規職員
人件費

0.73 人 実績

5,825千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.67 人 評価者

～ 5,361千円 企画総務課長　奥井　祥三

R3予算現額 項目名

447千円

R4予算現額

447千円

R3正規職員
人件費

0.43 人 実績

3,431千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.47 人 評価者

～ 3,761千円 企画総務課長　奥井　祥三

R3予算現額 項目名

770千円

R4予算現額

770千円

R3正規職員
人件費

0.70 人 実績

5,586千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.65 人 評価者

～ 5,201千円 社会教育担当参事　糟谷　苗美

R5目標

48.0%

R4目標 R4実績

100.0%

93.5%

達成済み

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

被爆・戦争体験者の高齢化が進む中、語
り部への身体的負担に配慮した事業展開
をしていく。

戦争の悲惨さと平和の尊さ、命の大切さを理解
してもらうことが当該事業の目的となっているた
め。

差別や偏見のない人権尊重社会の実現
を目指して、研修会や講演会等を通じて、
人権意識の高揚を図るとともに、人権問題
に対する正しい理解の普及に取り組む。

近年、SNS等に係るインターネットによる人権侵
害などの比較的新しい人権問題が注目されてお
り、こうした課題が一般にも認識されつつある状
況から、目標達成に至らなかったものと考えられ
る。

目標達成済100.0% 100.0%

会年職
員等

0人

2 飢餓をゼロに

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①５名参加

②１５回開催し、1,238人参加

会年職
員等

0人

100.0%

434千円

①平和祈念式典参加人数

②平和を語る会（回数・人数）

講座・研修会参加者の理解度（％）
人権意識の向上に資するため、参加者アンケー
トの理解度を目標値とした。 参加者数の制限、研修時間の短縮、休憩

時間を入れ換気の時間を設ける等、コロ
ナ禍での対策を講じ実施した。

R4決算額（見
込み） 10 人や国の不平等をなく

そう
553千円

R3その他職員
従事割合 16 平和と公正をすべての

人に

会年職
員等

0.25人

93.0%

R4決算額（見
込み）

R4その他職員
従事割合

16 平和と公正をすべての
人に

様々な人権課題について
の学習機会を提供するこ
とを通じて、人権尊重に関
する意識の高揚を図った。

R3その他職員
従事割合

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

R4決算額（見
込み）

R3決算額

引き続き、効果的な啓発が図れ
るよう取り組んでいく

自治事務

16 平和と公正をすべての
人に

戦争の悲惨さと平和の尊さ、命
の大切さを若い世代を中心に伝
え、目標値を達成しているため。

R4年度に改善した点目標設定の考え方・根拠

Ａ

46.7%

41.7%

159人

R3目標

講演会等参加者数

人権尊重に関する施策への満足度
市民意識調査の設問「所沢市の施策への満足
度」に対し、「満足」「まあまあ満足」と回答した人
の割合）

730千円

R3その他職員
従事割合

市の平和推進事業に理解いただけた人数の割
合

平和を守ることの重要性を
伝える機会を通じ、参加者
の意識を向上を図った。

92千円

100.0%

50.0%

R4目標 R4実績

46.0%

R3実績

事業自体が貢献する項目

5 ジェンダー平等を実現し
よう

10 人や国の不平等をなく
そう

R5目標

R4目標値が未達成の理由・分析

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

0人

会年職
員等

0人

会年職
員等

538千円

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R4)

成果

成果指標

目標設定の考え方・根拠

人権推進室では、人権全般の啓発を総合的に
推進しており、施策への満足度を指標としてい
る。

R4年度に改善した点指標名

市主催の人権啓発研修会について、企業
への通知時期を早めたことにより、企業か
らの参加者が増加した。

R4その他職員
従事割合

特になし

R3決算額 指標名

B
企画
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

重要

人権啓発推進事業

期間

今後の同和行政の基本方針

事務事業名称 事業概要（全体）

事業の目的及び具体的な内容
一
般

根拠法令

人権意識の向上を図ることにより、市民一人ひとり
の人権を擁護し、差別のない地域社会を築くことを
目的とし、人権に関する企業及び職員向けの研修
会の実施、「人権フェスティバル」の開催（入間郡市
同和対策協議会）、人権啓発講演会の実施（人権
啓発活動地方委託事業）、人権啓発ＤＶＤの貸し出
し、人権啓発物品の作成・配布等、さまざまな啓発
事業を行っている。

711

所属
名称

計画
コード

H12

711
企画
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

平和推進事業

根拠法令

-

事業の目的及び具体的な内容

戦争の悲惨さと平和の尊さ、命の大切さを市民に
理解してもらうため、公募した学生と平和祈念式典
に参加する「広島平和祈念式典参加事業」や、市内
小中学校を対象とした被爆体験者による「平和を語
る会」、市役所及びまちづくりセンターで原爆のパネ
ル写真を展示する、「平和祈念資料展」を行う。

期間

S60

R4実績

１３の人権課題の中から、様々な人権問
題について取り上げ、今後も人権教育講
座・研修会を開催していく。

R4その他職員
従事割合

94.0% 96.2%

1 貧困をなくそう

A

成果指標の目標値は達成でき一
定の成果は上げている。講座・
研修会の周知方法や内容等さら
に理解度を上げるため検討して
いきたい。

R4年度に改善した点
5 ジェンダー平等を実現し

よう

97.0%

575千円

①家庭教育学級人権教育合
同講座受講者数
②人権教育ブロック別研修会
受講者数
③人権教育指導者養成講座

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

思いやりのある人権尊重
社会の実現のため、講座・
研修会を開催し、人権教
育の推進を図った。

会年職
員等

0.25人

R5目標

①185人

②140人

③93人

R4目標

一
般

重要 自治事務

人権教育推進事業

根拠法令

人権教育及び人権啓発の推進に関する法律、社会教育
法、所沢市人権教育推進協議会交付金交付要綱

事業の目的及び具体的な内容

　差別や偏見のない地域社会づくりに寄与すること
を目的として、広く市民や社会教育関係団体、学校
関係者に対する研修会の開催や啓発物の配布を
通じて人権教育の推進する。

期間

H15

712
社会
教育
課

実施計画ランク 事業の種別
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が貢献する項目

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R4)

成果

成果指標

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

計画
コード

R3予算現額 項目名

100千円

R4予算現額

100千円

R3正規職員
人件費

0.22 人 実績

1,756千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.32 人 評価者

～ 2,561千円 社会教育担当参事　糟谷　苗美

R3予算現額 項目名

0千円

R4予算現額

0千円

R3正規職員
人件費

0.16 人 実績

1,277千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.11 人 評価者

～ 880千円 企画総務課長　奥井　祥三

R3予算現額 項目名

0千円

R4予算現額

4,996千円

R3正規職員
人件費

- 実績

- どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

1.88 人 評価者

～ 15,044千円 企画総務長　奥井　祥三

B

900 304

4,604千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

10 人や国の不平等をなく
そう

125千円

①開催回数

②講習会受講生数

③日本語学習支援ボランティ
ア養成講座受講生数

講習会受講生の人数（人）
多くの市内在住外国人に参加してもらいたいた
め、受講生の延べ人数を指標とする。

日本語学習支援ボランティア養成講座【入
門編】の開催回数を全３回講座から全４回
講座にして、より初心者に対応した講座に
するように工夫した。

R4決算額（見
込み）

195千円

R3その他職員
従事割合

900

R3実績

B

目標達成に向けて、引き続き効
果的な啓発が図れるよう取り組
んでいく。

R3決算額 指標名 R4年度に改善した点
10 人や国の不平等をなく

そう

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①37回

②434人

③163人

R4目標 R4実績

コロナ禍で減少していた受講生の人数も
徐々に戻りつつあるが、人数増加に対応
できるようにスタッフの人材を育成していく
必要がある。

R4その他職員
従事割合

900 434

市内在住外国人が生活す
る上で必要不可欠な日本
語を学ぶ場を提供した。会年職

員等
0人

新型コロナウイルス感染症の影
響もあり成果指標の目標値は下
回っているが、市民団体との協
働により30年以上実施している
本事業は、日本語学習を通して
市内在住外国人の生活支援を
する場であるとともに、市内在住
外国人との相互理解や交流を深
める場としても重要な役割を果た
している。講習会を開催する団
体も当市の国際交流に大きく貢
献しており、国際理解に対して成
果を上げている。他の日本語ボ
ランティア団体も当市の国際交
流に大きく貢献している。

R4年度に改善した点

R4その他職員
従事割合

年1回以上開催
年1回以上開催
Ｒ4.9.21（木）開催

困難な状況に置かれたDV
被害者について、自立に
向けた支援を行った。会年職

員等
2人

75.0%

70.0%

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

職員の対応力を底上げするためのマニュ
アルを作成した。

R4決算額（見
込み） 3 すべての人に健康と福

祉を

職員アンケートに併せて、ユニバーサルデ
ザインに配慮する事例をより分かりやすく
例示するなどの周知を行った。

R4決算額（見
込み） 11 住み続けられるまちづ

くりを
0千円

R3その他職員
従事割合 16 平和と公正をすべての

人に

ユニバーサルデザインの
理念を市の各種施策に反
映させるため、情報発信を
通じて職員の意識高揚を
図った。

ＤＶの相談窓口が明確になった
ことで、必要とする方に情報が届
きやすくなったほか、関係機関と
の連携しやすくなり、市のＤＶ被
害者支援が強化された。

0人

65.0% 52.5%

会年職
員等

0人

R5目標

Ａ

R4年度に改善した点
5 ジェンダー平等を実現し

よう
0千円

①相談実人数

②相談件数

③一時保護件数

ＤＶ庁内連携会議をはじめとする庁内会議・研修
の開催回数

62.3%

ＤＶ被害者支援には関係機関との連携が必要不
可欠であることから、体制構築のための連携会
議を行う必要がある。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①144人

②548件

③1件

R4目標 R4実績
ＤＶに関する相談内容が今後ますます複
雑化・多様化することが見込まれる。この
ため、対応にあたる職員・相談員について
引き続き資質の向上に努める。

前年度より改善しているが、職員の意識付けが
十分でなかったためと考えられる。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①１回
（職員アンケート実施の際に
実施）
②１回

R4目標 R4実績

目標達成に向けて、引き続き情報発信を
行っていく。

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

年1回以上開催

会年職
員等

0人

- -

目標達成済

目標設定の考え方・根拠

会年職
員等

R3目標

①情報提供回数

②具体的に取り組んだ事業
数（研修の開催等）

職員のユニバーサルデザインへの配慮度
※職員アンケートでユニバーサルデザインに「配
慮して業務に取り組んでいる」と答えた割合

行政サービスを提供する市職員がユニバーサ
ルデザインに配慮し、業務に取り組んでいるかを
重要視しているため。

新型コロナウイルス感染症の影響で、受講生が
減少したことにより目標が未達成となった。

R4目標値が未達成の理由・分析

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

R5目標

R4その他職員
従事割合

R5目標

0千円

一
般

重要 自治事務

ユニバーサルデザイ
ン推進事業

根拠法令

ユニバーサルデザイン推進基本方針

事業の目的及び具体的な内容

誰もが参加しやすく、暮らしやすいまちづくりを進め
るため、ユニバーサルデザイン推進基本方針を周
知するための情報提供、新規採用職員への研修
等、ユニバーサルデザインを推進するための事業
を行っている。

714
企画
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

期間

H19
～

712
社会
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

外国人のための日
本語講習会開設事
業

根拠法令

社会教育法

事業の目的及び具体的な内容

　日本在住の外国人が生活する上で必要不可欠な
日本語の学習の場を保障し、市民の国際交流・異
文化理解を推進する事を目的とし、毎週月曜日に
日本語講習会を市民のボランティアにより実施して
いる。
　また、日本語講習会の指導・支援ボランティアの
確保と育成のための養成講座を開催し、これから
活動を志す入門編と、技術向上を目指す実践編の
研修を実施している。期間

H1

713
企画
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

配偶者暴力相談支
援センター事業

根拠法令

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に
関する法律

事業の目的及び具体的な内容

重大な人権問題である、配偶者等からの暴力（Ｄ
Ｖ）被害者に対して、ＤＶによって命や生活の安全を
脅かされる状況を解消し、社会の中で自立して生活
していけるよう、必要な支援を行う。

期間

R4
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が貢献する項目

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R4)

成果

成果指標

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

計画
コード

R3予算現額 項目名

317千円

R4予算現額

317千円

R3正規職員
人件費

0.68 人 実績

5,426千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.68 人 評価者

～ 5,441千円 企画総務課長　奥井　祥三

R3予算現額 項目名

9,358千円

R4予算現額

9,963千円

R3正規職員
人件費

0.70 人 実績

5,586千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.62 人 評価者

～ 4,961千円 企画総務課長　奥井　祥三

R3予算現額 項目名

3,785千円

R4予算現額

3,914千円

R3正規職員
人件費

0.31 人 実績

2,474千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.35 人 評価者

～ 2,801千円 企画総務課長　奥井　祥三

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①10,000部

R4目標 R4実績

引き続き啓発を行うとともに、男女共同参
画誌「SUN」などを活用し、事業者等への
啓発に努める。

R4その他職員
従事割合

目標達成に向け、より一層の啓
発が必要である。

R4年度に改善した点

会年職
員等

0人

R5目標

5 ジェンダー平等を実現し
よう

284千円

①情報誌「SUN」の発行部数

審議会等の委員に占める女性の割合
政策・方針等の意思決定の場に男女が共に参
画していることを測るため、市の審議会等の女
性委員の割合を指標とする。 女性委員の登用について、庁内へ協力依

頼を行い、周知・啓発を図った。

R4決算額（見
込み） 17 パートナーシップで目

標を達成しよう
303千円

会年職
員等

0人

37.0%

B

28.5%

R4年度に改善した点
5 ジェンダー平等を実現し

よう
8,862千円

①会議室等の使用者数

②複写機・印刷使用者数

③図書・ビデオ利用者数

会議室等の稼働率
（会議室・研修室・生活工房室の月別稼働率の
平均）

ふらっとの事業目的の一部である男女共同参画に係
る「学習」や「交流」の場を提供することの成果を測る
ため、会議室等の稼働率を指標とする。

男女共同参画への理解と意識の向上のた
め、さらにふらっとの知名度向上のため
に、新たな取組として、子育てフォトコンテ
ストを実施した。

R4決算額（見
込み）

9,700千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0.6

45,0% 30.3%

審議会等に女性を登用す
ることにより女性の視点を
政策に反映することができ
た。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①15,351人

②147

③213

コロナ禍以前の令和元年度と比
較し、利用件数は９割程度戻して
いる状況となったが、目標値に
は届かなかった。R3目標

45.0%

R4目標 R4実績

コロナ禍で活動を休止していた団体だけで
なく、新規団体にも利用していただけるよ
う、引き続き周知・PRに努める。

男女共同参画に係るキャ
ンペーンイベントの実施、
「学習」や「交流」の場の提
供などによりふらっとの施
設活用の向上に努めた。

会年職
員等

0.8

R5目標

B

指標名

Ａ

カウンセリング、何でも聞きます
相談、電話相談のすべてが増加
した。
特に、何でも聞きます相談の件
数が大幅に増加した。コロナ禍も
ひと段落している状況のため、
対面相談を希望する人が増えて
きている。

R4年度に改善した点
5 ジェンダー平等を実現し

よう
3,627千円

①電話相談件数

②カウンセリング相談件数

③何でもききます相談件数

年間相談件数
悩んでいる人への対応件数を相談事業の成果と捉
え、相談件数を指標とする。 配偶者暴力相談支援センターとの合同研

修を実施した。

R4決算額（見
込み）

3,737千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0.6

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①718件

②174件

③107件

R4目標 R4実績

市の配偶者暴力相談支援センターをはじ
め、市民相談課、こども相談センター、ここ
ろの健康支援室などの相談所管部署及び
関係機関と必要に応じて連携し、市民に
寄り添った相談を続けていきたい。

R4その他職員
従事割合

750件 999件
関係部署、関係機関と連
携しながら、相談対応を行
い、悩みを抱える人の支
援を行った。0.6

R5目標

R3決算額

38.0%

会年職
員等

目標達成済

750件

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

750件

目標設定の考え方・根拠

R4その他職員
従事割合

29.6%

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

38.0%

45,0% 32.7%

R3その他職員
従事割合

コロナ禍や高齢化等により活動を休止している
団体の利用が戻っておらず、未達成となった。

R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

女性委員の登用を増やすために、委員の選出
の際は、選出母体等に女性の推薦をお願いして
いるが、結果として推薦された女性が少なかっ
た。

910件

一
般

重要 自治事務

S56

714
企画
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

714

男女
共同
参画
推進
セン
ター
ふ
らっと

実施計画ランク

所沢市男女共同参画推進条例、配偶者からの暴力
の防止及び被害者の保護に関する法律

事業の目的及び具体的な内容

電話相談、カウンセリング、何でもききます相談の
実施。
男女共同参画社会の実現のために、その障害とな
る悩みや問題を解決するための援助事業を行う。

期間

H7

事業の種別

一
般

重要 自治事務

女性の生き方に関
する相談事業

根拠法令

男女共同参画啓発･
普及事業

根拠法令

男女共同参画社会基本法、所沢市男女共同参画
推進条例

事業の目的及び具体的な内容

誰もが自分らしくのびやかに生きられる男女共同参
画の実現に向けて、男女共同参画への関心を高
め、性別による固定的役割分担意識の改善を図る
ことを目的とする。
主な内容として、男女共同参画情報誌「SUN」（年2
回発行　各5,000部　関係機関並びに公共施設・学
校等に配布）を発行する。

期間

714

男女
共同
参画
推進
セン
ター
ふ
らっと

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

男女共同参画推進
センターふらっと運
営事業

根拠法令

所沢市男女共同参画推進条例

事業の目的及び具体的な内容

男女共同参画に係る「学習」・「相談」・「交流」・「情
報」の場を提供するとともに、できるだけ多くの方に
男女共同参画への理解と意識の向上を図ることを
目的とし、施設（会議室・研修室・生活工房室）、印
刷機、男女共同参画に関する図書・DVDの貸出を
行う。

期間

H7
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が貢献する項目

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R4)

成果

成果指標

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

計画
コード

R3予算現額 項目名

372千円

R4予算現額

372千円

R3正規職員
人件費

0.57 人 実績

4,549千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.57 人 評価者

～ 4,561千円 企画総務課長　奥井　祥三

R3予算現額 項目名

1,295千円

R4予算現額

1,164千円

R3正規職員
人件費

0.47 人 実績

3,751千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.50 人 評価者

～ 4,001千円
秘書担当参事兼秘書室長
皆川　博幸

R3予算現額 項目名

360千円

R4予算現額

404千円

R3正規職員
人件費

0.17 人 実績

1,357千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.35 人 評価者

～ 2,801千円 経営企画課長　小池　純一

130千円 ①自治基本条例推進委員会
の開催回数

②パブリックコメント手続の実
施件数（全庁）

③総合計画及び財務に関す
る報告会の開催回数

自治基本条例の推進
（条例の運用状況の調査・検討の実施）

R5目標

推進

R4実績

97.6%

困難を抱えた女性への支援の取組みとし
て、「ひきこもり女子会りーち！withふらっ
と」を新たに実施した。

R4決算額（見
込み）

227千円

会年職
員等

0.8

90.0% 97.4%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①1,344人

R4目標 R4実績

講座の開催日や開催時間を工夫する。
講座の良さがうまく伝わらずに参加者が少
なかった講座があるため、周知方法を引き
続き検討していく。

R4その他職員
従事割合

90.0%
男女共同参画に係る様々
な講座やイベント等を行う
ことにより、市民に対する
意識啓発を行った。

会年職
員等

0.6

R5目標

Ａ

申し込み数の多さや、アンケート
等で参加者からの関心が高い講
座を開催し、目標を達成できた。
今後も全世代が参加でき、男女
共同参画の推進やふらっとの周
知に寄与する魅力ある講座を、
利用者の意見なども参考にして
開催していく。

R4年度に改善した点
5 ジェンダー平等を実現し

よう
194千円

①講座参加者数

講座定員数における参加者数の割合

R4年度に改善した点

8 働きがいも経済成長も

1,132千円

①被表彰者数

②表彰式出席者数

表彰式出席率
（表彰式出席者数÷被表彰者数×100）

感謝の意を表す行事であるため、多くの方の出
席が望ましい。

被表彰者へのアンケートに基づき、例年
日曜午後に実施していたが、昨年度は試
験的に午前中に実施した。
コロナ禍でも全員に賞状授与ができるよ
う、座席間隔を1.5倍に広げたり受付を増
やしたりすることで、会場での感染症対策
に努めた。

R4決算額（見
込み） 11 住み続けられるまちづ

くりを
1,046千円

R3その他職員
従事割合 16 平和と公正をすべての

人に

会年職
員等

0人

75.0% 68.1%

仕事等により欠席する被表彰者（主に消防団
員・学校医等）が一定数いることや、令和４年度
もコロナ禍での開催となったことから、出席を見
送った方がいるものと考えられる。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①81(人・団体）

②47（人・団体）

R4目標

B

目標値には達していないもの
の、コロナ禍で感染対策を行い
ながら式典を挙行した。地域づく
り推進課所管の感謝状贈呈式と
同時開催したことにより、厳粛な
中にも華やかさを保つことができ
た。

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

75.0%

75.0%

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①３回

②１５件

③２回

R4目標 R4実績

全庁的な取組が必要となるため、その方
策等を検討していく。

R4その他職員
従事割合

推進 推進
パブリックコメント手続の
実施等自治基本条例の適
正な運用を図り、市民自治
の実現による市民福祉の
増進に貢献した。

会年職
員等

0人

政策会議等で協力を要請し、スムーズな
進行に努め、出席者に負担をかけることな
く喜んでいただける式典にしていく。After
コロナに即した式典等のあり方を検討し、
実施方法等を必要に応じて改善する。

R4その他職員
従事割合 物品購入の際に、オープ

ンカウンター方式を実施し
た。被表彰者の各活動の
促進や郷土愛の増進に寄
与した。

会年職
員等

A

自治基本用例推進委員会を開
催し、市民参加や情報の公開・
共有の状況を踏まえ、条例のさ
らなる推進に向けた検討を進め
た。

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を

自治基本条例推進委員会の開催により、条例の運用
状況の調査・検討を進め、条例の実効性が確保され
ているか。

所沢市自治基本条例の一部改正を行った
ほか、パブリックコメント手続実施要綱の
一部改正を行った。

R4決算額（見
込み） 11 住み続けられるまちづ

くりを
325千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績

0人

推進 推進

目標達成済

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

R5目標

0人

90.0%

R3その他職員
従事割合

男女共同参画に関する理解や意識向上を図ることを
目的に講座を開催するため、参加率を指標とする。

58.0%

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R4目標値が未達成の理由・分析

事業の種別

一
般

重要

期間

S45

721
秘書
室

実施計画ランク

自治事務

所沢市表彰事業

根拠法令

ふらっと企画講座実
施事業

根拠法令

所沢市男女共同参画推進条例

H18

714

男女
共同
参画
推進
セン
ター
ふ
らっと

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

事業の目的及び具体的な内容

多くの市民等に向けて男女共同参画への理解と意
識の向上を図るため、男女共同参画に係る講座・
研修・講演会などの開催を行う。

期間

H7

721
経営
企画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

所沢市自治基本条
例推進事業

根拠法令

所沢市自治基本条例、市民参加を進めるための条
例

事業の目的及び具体的な内容

市民等・市議会・市が課題を共有し、連携・協力しな
がら市民自治によるまちづくりを推進していくことを
目的とする。
具体的な取り組み内容としては、所沢市自治基本
条例推進委員会を設置し、条例の適切な運用を図
り、市民参加や情報公開の在り方について検討を
行う。

期間

所沢市表彰規則

事業の目的及び具体的な内容

政治、経済、福祉、文化、スポーツ等、様々な分野
で市勢の振興に寄与する市民活動を促進するた
め、活動の顕著であった方々を表彰する。
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が貢献する項目

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R4)

成果

成果指標

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

計画
コード

R3予算現額 項目名

19,011千円

R4予算現額

22,085千円

R3正規職員
人件費

1.98 人 実績

15,800千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

1.97 人 評価者

～ 15,764千円 市民相談課長　守谷　秀明

R3予算現額 項目名

1,510千円

R4予算現額

1,510千円

R3正規職員
人件費

1.00 人 実績

7,980千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.70 人 評価者

～ 5,545千円
選挙管理委員会事務局
次長　築地将司

R3予算現額 項目名

344,070千円

R4予算現額

33,579千円

R3正規職員
人件費

2.86 人 実績

22,823千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

2.87 人 評価者

～ 22,966千円 広報課長　田中　浩文

広報紙の主な購読層の評価は
おおむね良好だが、全体の評価
は目標値を下回った為。

A

コロナ禍においても、明るい選挙
推進協議会と共に啓発活動を行
うことができている。R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

R4年度に改善した点

法令を遵守し、市民に正し
い政治常識を周知した。

R3決算額

R4実績

小・中・高生を対象とした出枚講座等の啓
発事業については、投票率の低い若年層
への主権者教育にもなるよう工夫する。
また、多くの学校に啓発活動に参加してい
ただけるよう、情報提供については、丁寧
かつ積極的に行う。

R4その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

R5目標

指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標

市民相談のワンストップサービスとして一
般相談専用ダイヤルを設置したことによ
り、相談者の利便性が上がり、一般相談
の利用者が増加しつつある。
相談員に対する相談者の解決への期待
は大きく、特に日々相談を受ける一般相
談員については、法や制度の改正などの
知識をいち早く取得できるよう、研修受講
の機会や資料等の活用などを充実させて
いく。

R4その他職員
従事割合

R3その他職員
従事割合

3,025件

会年職
員等

月曜日から金曜日の平日に受付順で行っ
ている一般相談において、ワンストップ
サービスとして一般相談員が直接受付し、
そのまま相談できるよう、相談専用ダイヤ
ルを設置した。
これにより、相談者が受付職員と相談員に
対し説明を重複して行う負担を軽減し、相
談員からのアドバイスや、より適切な対応
窓口の案内を速やかに受けられるように
なり、相談者の利便性が向上した。

10 人や国の不平等をなく
そう

444千円

①１８歳バースデーカード送
付数
②啓発ポスター作品応募校
数
③学校向け選挙機材貸出し
件数
④出前講座実施回数

コロナ禍で積極的な啓発活動ができない中、選挙時
以外も選挙違反を予防するために、通知の発送等の
啓発活動を毎月実施することを、令和４年度までの指
標とした。
令和５年度以降は、参加型の啓発を積極的に行い、
若い世代に選挙に関心を持ってもらうため、出前講座
や模擬投票の実施を行うとともに、ポスターコンクー
ルへの応募校を募っていく。

所沢市明るい選挙推進協議会や埼玉県
選挙管理委員会と協働し、出前講座を実
施した。

R4決算額（見
込み） 11 住み続けられるまちづ

くりを
407千円

R3その他職員
従事割合 16 平和と公正をすべての

人に

会年職
員等

0人

100.0% 100.0%
事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

32

R4目標

5 ジェンダー平等を実現し
よう

32,606千円

R3その他職員
従事割合 16 平和と公正をすべての

人に

会年職
員等

0人

引き続き読みやすくわかりやすい広報紙
の作成に努めるとともに、若年層への訴
求について検討していく。

R4その他職員
従事割合

68.0% 59.2% 住んでいる市の情報を広く発信することで貢
献した。
また、作成に当たり再生紙及び植物性インク
の使用により環境負荷の低減に貢献した。
令和3年度は、令和４年８月号で性の多様性
の特集記事、11月号で子どもの人権の特集
記事、令和5年３月号でがん検診のススメの
特集を掲載。

会年職
員等

0人

R5目標

B

3 すべての人に健康と福
祉を

R3決算額 指標名

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①2,098,350部

②2,045,197部

③11,455件

R4目標

R4年度に改善した点

30,896千円

①広報紙発行部数

②広報紙配布部数

③デジタルブックの総アクセ
ス件数

市民意識調査「市の情報発信に対する満足度」
市の広報媒体から必要な情報が得られていると
「感じる」と答えた人の割合

広報紙に特化した設問ではないものの、市の情報を
得る主要な手段である広報紙への満足度を測る一定
の指標ととらえ、前年度実績からの増加を目指す。

市民のニーズの高い情報をどのように広
報していくかを検討する必要がある。
令和５年度にはほっとメールとＬＩＮＥとの
連携が開始される事から、広報紙を市
ホームページから読む機会も増えることか
ら、若年層への満足度の改善に繋げた
い。

R4目標値が未達成の理由・分析

指標名

67.0% 65.5%

毎月の紙面上での読者アンケートには「サーク
ル活動情報」や「市内飲食店情報」、「市内観光
情報」などの掲載を希望する内容が一定数あ
り、広報ところざわの掲載内容と市民の広報紙
に対する掲載要望とに乖離があるものと考えら
れる。
　また、若年層の満足度が低いのは、広報紙を
手にする機会が少ないからだと考える。

R4実績

目標達成済み

69.0%

目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

①2,779通
②19校
③11件
④2件

R4決算額（見
込み）

100.0% 100.0%

市民からの相談の状況を把握するため、各種相
談による年間相談件数を指標とする。

4,000件

3人

18,425千円
①1日当たりの相談件数

②1件当たりのコスト(会計年
度職員報酬＋職員手当等+
相談報償）

③弁護士一人当たりの休日
特設相談件数

年間相談件数

〇令和４年度まで
啓発活動を行った月数
〇令和５年度以降
小中高生を対象とした啓発活動参加校数
（出前講座の開催、投票箱等の貸出及びポス
ターコンクールの応募校の合計）

実施計画ランク 事業の種別

一
般

優先 自治事務

明るい選挙啓発事
業

根拠法令

期間

S31

722
広報
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

広報紙発行事業

根拠法令

-

事業の目的及び具体的な内容

市政情報等を的確かつ適切な時期に市民等に分
かりやすくお知らせする為、毎月１回１日に広報紙
を発行している。特集や連載コーナーなども企画
し、積極的に読者に役立つ情報の発信に努めてい
る。配布は、委託により市内全世帯・事業所に戸別
配布している。
・タブロイド判16ページ・年12回発行
併せて、視覚障害者用広報を発行

期間

S27

自治事務

市民相談事業

根拠法令

所沢市市民相談員設置要綱・所沢市市民相談実
施要領

事業の目的及び具体的な内容

生活上生じる様々な問題について市民からの相談
に対し適切な助言等を行い、自主的な解決を促進
して住民の福祉向上に寄与することを目的とする。
電話及び面接方式による相談を以下（①～⑧）のと
おり実施している。なお、②③④の専門相談につい
ては、予約制としている。
①一般相談②弁護士相談③税理士相談④司法書
士相談⑤行政書士相談⑥人権相談⑦行政相談⑧
外国人生活相談期間

S47

721

選挙
管理
委員
会事
務局

公職選挙法

事業の目的及び具体的な内容

市民が選挙制度を正しく理解して政治や選挙に関心を持
ち、自らが進んで投票に参加して選挙が適正に行われる
よう、市と所沢市明るい選挙推進協議会が一体となり啓
発活動に取り組んでいる。
取組みでは、常時啓発として、明るい選挙啓発ポスター
コンクールを開催し、選挙時啓発として、選挙のお知らせ
の全戸配布により選挙の周知や寄附行為禁止等のルー
ルの周知、ポスターやガラスシートの掲示、広報車や防
災無線による放送を行っている。
また、投票率の低い若年層への啓発として、満18歳に
なった市民へのバースデイカードの送付、成人のつどい
において啓発物資を配布するなどの啓発事業を実施して
いる。

新型コロナウイルス感染症の流行が継続してい
たため、電話による相談のみで行っていたが、ワ
クチン接種率の上昇と共に行動制限の緩和があ
り、市民の活動範囲が少しずつ広がったことによ
り、相談件数は前年度を上回っていた。しかしな
がら、国の旅行支援などが行われた期間には相
談が減る傾向が見られたほか、流行波の期間な
どには相談件数が減る傾向があり、市民の相談
の関心が一時的に下がったものと考える。

3500件

721
市民
相談
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要

R3決算額

R4決算額（見
込み）

21,811千円

会年職
員等

2,750件

3人

4,000件
事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①12.3件

②6330.2円

③3.75件

R4目標 R4実績

R5目標

目標設定の考え方・根拠

R3実績

市民の生活上の悩みごと
や困りごとについて相談を
受け、助言等を行った。

A

目標は未達成であったが、市民
相談の令和4年度の相談件数は
コロナ禍の始まった令和2年度以
降では一番多く、電話相談に加
えて、一般相談のワンストップ
サービスを導入したことにより、
市民相談の利便性をさらに向上
させることができている。

R4年度に改善した点
11 住み続けられるまちづ

くりを
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が貢献する項目

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R4)

成果

成果指標

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

計画
コード

R3予算現額 項目名

6,936千円

R4予算現額

7,775千円

R3正規職員
人件費

1.01 人 実績

8,060千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.89 人 評価者

～ 7,122千円 広報課長　田中　浩文

R3予算現額 項目名

734千円

R4予算現額

702千円

R3正規職員
人件費

0.47 人 実績

3,751千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.67 人 評価者

～ 5,361千円 広報課長　田中　浩文

R3予算現額 項目名

35千円

R4予算現額

74千円

R3正規職員
人件費

0.56 人 実績

4,469千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.56 人 評価者

～ 4,481千円 市民相談課長　守谷　秀明

75.0%

コンテンツの評価については令
和3年度の数値から改善が見ら
れ、目標値を上回るものとなった
為。

R5目標

79.4%

31,000人

S

75.0%

0人

27,000人 31,278人

R4年度に改善した点
10 人や国の不平等をなく

そう
6,873千円

①総アクセス件数

②公開コンテンツ数

ホームページのコンテンツ評価機能において、
ペｰジ内容が「役に立った」「みつけやすかった」
と答えた人の割合

利用者が欲しい情報に容易にたどり着き、その情報
が満足するものであるかが重要である為、システムの
評価機能により現状を把握するものである。

コンテンツ作成上のルール（日付、曜日の
記載方法や表の作成の仕方など）が徹底
されるよう、研修を実施しているが、R4年
度は動画での研修とし、希望者（71名）全
員が受講できる環境を整えた。

R4決算額（見
込み） 11 住み続けられるまちづ

くりを
7,713千円

指標名 目標設定の考え方・根拠

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

11 住み続けられるまちづ
くりを

公開された会議の割合が増えることで、市政運
営や施策形成における透明性が高まると考え
る。
公開された会議の割合が80％前後で推移してい
ることから、それを上回る85％を目標とした。

新型コロナウイルス感染症拡大防止のた
めやむを得ず書面会議としたものや、Web
会議とする場合にも、市民に会議の情報
を公開できるよう、Web会議及び書面会議
における会議の公開の開催に関するガイ
ドラインに基づき、実施した。

R4決算額（見
込み）

目標達成済み

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①28,296,347件

②9,705件

コンテンツ数は増加傾向にあり、目的のコ
ンテンツが見つけにくい状況となることが
考えられる。トップページの「注目情報」、
「ブランディング」、「新着情報」などを活用
するとともに、ほっとメールやSNSではURL
記載を活用するなどして、欲しい情報が手
に入りやすい工夫をしていく。また、今後も
コンテンツの作成ルールの徹底を図って
いく。

R4その他職員
従事割合

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績

住んでいる市の情報を広く
発信することで貢献した。
また、運用に当たっては、
すべての人に等しく情報が
伝わるよう、アクセシビリ
ティに配慮している。

31,404人

S

着実に登録者数を増やしてお
り、昨年度から引き続き目標値を
上回ることができている為。

R4目標 R4実績
通信事業者のセキュリティ強化により、
メール不達の事象が生じており、今後もこ
の傾向が続くと考えられる。
既に30,000人を超えるほっとメール登録者
への配信を継続しつつ、新たなツールの
活用を進め、滞りなく市の情報がユーザー
の元に届くよう取り組む。

R4その他職員
従事割合

①2,263件

75.0%

R4目標 R4実績

会年職
員等

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

住んでいる市の情報を速
やかに発信することで貢
献した。会年職

員等
0人

R4年度に改善した点
１１．住み続けられるまち

づくりを
702千円

①配信件数

利用登録者数（登録メールアドレス件数）
過去の登録者数の増加実績を踏まえ、年間2,000人
の増加を目指すものである。

通信事業者のセキュリティ強化により、
メール不達の事象が生じたが、個々に対
応を行った。今後もセキュリティ強化の傾
向は変わらないと考えられる為、電子メー
ルだけでなく、他のツール（LINE）でも情報
が受け取れるよう検討を行い、次年度実
施への準備を進めた。

R4決算額（見
込み）

702千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

R5目標

29,000人 目標達成済み

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R4目標値が未達成の理由・分析

52千円

R4目標値が未達成の理由・分析
R3その他職員
従事割合

R3その他職員
従事割合

0人

会年職
員等

0人

722
広報
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

ホームページ運用事
業

根拠法令

-

事業の目的及び具体的な内容

行政サービスの向上を目的として、ホームページを
積極的に活用し、本市の情報や魅力を市内外に発
信する。担当課が直接コンテンツを作成・更新でき
るシステムを使って、事務の迅速化・効率化を図っ
ている。

期間

H8

722
広報
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

メール配信事業

根拠法令

-

事業の目的及び具体的な内容

メール配信システム（ASPサービス）を利用し、利用
登録者に対して市政情報（21カテゴリ）を配信する。
・ツイッターと自動連携して同内容を配信している。
・市ホームページからも配信内容を見ることができ
る。

期間

H20

R4目標

34千円

①開催された会議の件数
②公開されなかった会議のう
ち7条2号（個人情報）を理由
とした会議の件数
③公開された会議（一部非公
開を含む）の件数

公開された会議の割合（公開された会議の件数
／(開催された会議の件数-公開されなかった会
議のうち個人情報を理由とした会議の件数）×
100）

R4その他職員
従事割合

85.0% 83.0%

市政運営や施策形成にお
ける透明性を高め、市民
参加を促した。会年職

員等
0.１人

R5目標

85.0%

A

公開された会議の割合につい
て、目標値には到達していない
ものの、目標値に近い水準で推
移していることから、会議を「原
則公開」として市政運営や施策
形成における透明性を高めると
いう目的は推進できている。

R4年度に改善した点

①617件

②493件

③103件

R3目標 R3実績

引き続き、Web会議などの会議の情報を
市民に公開できるよう制度を運用する。

722
市民
相談
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

会議の公開制度推
進事業

根拠法令

所沢市情報公開条例、所沢市の会議の公開に関
する指針、所沢市会議録作成要領

事業の目的及び具体的な内容

市政において重要な役割を果たしている各種の審
議会等の会議を原則として公開することにより、市
政運営や施策形成における透明性を高めることを
目的とする。
内容としては、会議開催前に開催のお知らせを公
表し、会議開催後は、会議開催結果、配布資料、会
議録を市政情報センターに配架し、閲覧に供してい
る。（会議録は市ホームページで公開している。）

期間

H13

73.0%

会年職
員等

0人

90.0% 81.0%

指定管理者選定委員会や民間資金等活用事業
選定委員会等の業者選定に関する非公開の会
議が計6回開催される等、7条5号（審議・検討に
関する情報）を理由に公開されなかった会議の
件数が多かったため、目標値に達しなかった。

R3決算額

R4実績

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が貢献する項目

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R4)

成果

成果指標

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

計画
コード

R3予算現額 項目名

498千円

R4予算現額

697千円

R3正規職員
人件費

0.68 人 実績

5,426千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.67 人 評価者

～ 5,361千円 市民相談課長　守谷　秀明

R3予算現額 項目名

589千円

R4予算現額

1,604千円

R3正規職員
人件費

0.67 人 実績

5,347千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.77 人 評価者

～ 6,162千円 市民相談課長　守谷　秀明

R3予算現額 項目名

22,441千円

R4予算現額

23,297千円

R3正規職員
人件費

1.10 人 実績

8,778千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

1.03 人 評価者

～ 8,242千円 議会事務局参事　瀧澤　恵

16 平和と公正をすべての
人に

23,061千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

より見やすい紙面構成になるよう見出しな
どを工夫するとともに、写真やイラストを多
く使用し、紙面の充実に努めていく。

R4その他職員
従事割合

50,923 49,093 市議会だよりを通して議会
の取り組みを市民に分か
りやすく周知することで、
議会活動への関心を促す
ことや議会情報の透明化
に資している。

会年職
員等

0人

R5目標

B

目標は達成しなかったが、昨年
度からのアクセス数は増加し、議
会の活動を多くの市民に伝える
ことはできた。
今後も引き続き読みやすくわか
りやすい市議会だよりの作成に
努めていく。

10 人や国の不平等をなく
そう

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①174,400部

②52部

③104部

R4目標

R4年度に改善した点

22,231千円

ポスティングによる全戸配布を実施したこ
とで、これまで以上に多くの市民に市議会
の活動をお知らせすることができた。

R4決算額（見
込み）

A

情報公開請求が年間150～180
件前後で推移しているなか、不
服申立は生じておらず、目標は
達成されている。

R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

51,547

44,336 48,499

令和3年度より開始したポスティングによる全戸
配布が定着したことに加え、表紙や内容、レイア
ウト等、市民の目につきやすいよう工夫したこと
で、紙ベースでの読者が増加したことが想定さ
れ、その結果ホームページのPDF版のアクセス
数の増加が鈍化したと考えられる。

R4実績

前年度実績の５％増

722
議会
事務
局

実施計画ランク 事業の種別

指標名 目標設定の考え方・根拠

目標設定の考え方・根拠

R4目標

R4その他職員
従事割合

500件 459件

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①556件

②81件

③12件

R4目標 R4実績

市民が市政に関する情報や必要とする情
報を迅速かつ容易に得られるように、市政
情報センターでの頒布、配架、配布の方
法について工夫していく。

450件

市政情報を提供し、市民
参加を促した。

R4年度に改善した点

R3目標
R3その他職員
従事割合

435千円

722
市民
相談
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

市政情報センター運
営事業

根拠法令

所沢市情報公開の総合的推進に関する要綱、所沢市市
政情報センター複写実費徴収金等取扱要綱

事業の目的及び具体的な内容

市民が市政に関する正確でわかりやすい情報を迅
速かつ容易に得られるようにすることを目的とす
る。
内容としては、各課で作成又は取得した行政資料
を市政情報センターで配架し、閲覧、貸出、有償頒
布するほか、提供された情報について一覧表を作
成し、窓口や市ホームページで公表している。

期間

H7

R3決算額

会年職
員等

0人

R4その他職員
従事割合

R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

487件

会年職
員等

485件

11 住み続けられるまちづ
くりを

①有償頒布数

②都市計画図等の図面の有
償頒布数

③行政資料貸出数

市政情報センターの行政資料利用数（有償頒布
数－都市計画図等の図面有償頒布数＋行政資
料貸出数）

市の保有情報を積極的に提供することが当該事
業の目的となっているため「行政資料利用数」を
指標とする。ただし、コピー利用を推進している
図面有償頒布数は除く。令和5年度の目標数は
過去5年平均数（約485件）を踏まえ、485件とし
た。

令和4年4月15日より開始したキャッシュレ
ス決済に対応することにより、多様な種類
の決済手段を導入することによる住民
サービスの向上、直接的な現金の受け渡
しが不要である非接触型のキャッシュレス
決済端末を導入することによる新型コロナ
ウイルス感染症をはじめとする感染症へ
の対策を図った。

R4決算額（見
込み）

545千円

11 住み続けられるまちづ
くりを

206千円

①請求件数（請求数＋申出
数）

②対象公文書数

③公開文書数

公開請求に対する不服申し立て率（％）
（不服申立て件数/請求件数（申出は含まない）
×100

情報公開請求に対して適正な対応や丁寧な説明を行
うことで、不服申立てが生じる可能性は低くなると考え
られることから、指標とした。

職員研修、公文書公開請求決定時等にお
いて市民の求めに応じた情報公開請求・
情報提供を案内・推奨する、公開請求受
付の際に、市民の求めに応じて所管課へ
個人情報開示請求への切替えを勧める
等、情報公開制度・個人情報保護制度に
ついて職員への意識づけを図った。

R4決算額（見
込み）

1,158千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

0.0% 0.0%
事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①159件

②1364件

③793件

R4年度に改善した点

R4実績

R3目標

0.１人

R5目標

A

令和3年度に比べ実績値が増加
した要因には、ところざわいきも
のカードの頒布数（令和3年度23
部の売上、令和4年度103部の売
上）、行政資料貸出数（令和3年
度7件の貸出、令和4年度12件の
貸出）が挙げられる。
また、都市計画図等について
は、当該図面の一部区域だけが
必要である場合に、コピー対応
できるようコピー機の近くに図面
を配架する等して、市民が迅速
かつ容易に、また安価に必要な
情報を得られるようにしており、
事業の目的は推進できている。

722
市民
相談
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

情報公開制度推進
事業

根拠法令

所沢市情報公開条例、所沢市情報公開条例施行規則、
所沢市情報公開の総合的推進に関する要綱

事業の目的及び具体的な内容

行政の透明化及び市民参加促進により公正・民主
的に市政を推進することを目的とする。
内容としては，所沢市情報公開条例に定める公文
書公開請求に基づき市の保有する公文書を公開す
る。
また、公文書の公開のほか、市政に関する正確で
分かりやすい情報を市民が迅速かつ容易に得られ
るよう、情報公開の総合的な推進及び積極的な情
報の提供に努める。期間

S63

R3決算額 指標名

事業の目的及び具体的な内容

議会の活動を多くの市民にわかりやすくお知らせす
るため、年４回の定例会後に発行する市議会広報
紙である。ポスティングによる全戸配布や公共施
設、所沢駅構内パンフレットラックへの配架を行うと
ともに、市議会ＨＰでのＰＤＦ版の公開、全国の自治
体の広報紙を読めるスマートフォン・タブレット用の
アプリ「マチイロ」への掲載等も行っている。また、デ
イジー版・点字版も作成している。

期間

S45

0.0%

0.0%

0.0% 情報公開制度を適正に運営するため、情
報公開制度についての市民への案内、職
員の啓発に取り組む必要がある。

R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

目標達成済

会年職
員等

0.4人

R5目標

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標
一
般

優先 自治事務

「市議会だより」作成
事業（デイジー版・点
字版含む）

根拠法令

所沢市議会基本条例

①発行部数

②デイジー版の作成部数

③点字版の作成部数

市議会ホームページに掲載している「ところざわ
市議会だよりＰＤＦ版」へのアクセス件数

情報公開を適切に行うこと
で、公正で民主的な市政
の推進に寄与した。
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が貢献する項目

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R4)

成果

成果指標

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

計画
コード

R3予算現額 項目名

9,251千円

R4予算現額

10,877千円

R3正規職員
人件費

1.41 人 実績

11,252千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

1.78 人 評価者

～ 14,244千円 経営課長　草彅　秀夫

R3予算現額 項目名

113千円

R4予算現額

115千円

R3正規職員
人件費

1.24 人 実績

9,895千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

1.13 人 評価者

～ 9,042千円 市民相談課長　守谷　秀明

R3予算現額 項目名

19千円

R4予算現額

17千円

R3正規職員
人件費

0.28 人 実績

2,234千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.29 人 評価者

～ 2,321千円 市民相談課長　守谷　秀明

10 人や国の不平等をなく
そう

8,757千円

会年職
員等

0人

２回 ２回

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①２回
②３回

R4目標 R4実績

さらに利用者にとってわかりやすい情報や
親しみを持てる企画を充実させ、事業への
理解を深めていただけるよう、引き続き取
り組んでいく。

R4その他職員
従事割合

２回
上下水道事業の幅広い情
報を、広報紙によって全て
の利用者に発信し、事業
の見える化に貢献した。

２回

会年職
員等

0人

R5目標

R3その他職員
従事割合

２回

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

①広報紙発行回数
②啓発イベントの実施回数

広報紙の発行回数
８月発行号ではマンホールサミットin所沢の告
知、１２月発行号では決算報告を掲載するため、
年２回の発行を目標とした。

R4決算額（見
込み）

R3決算額

R3決算額

723

一
般

重要

所沢市市政提案箱実施要領

事業の目的及び具体的な内容

多様化する市民の意見・要望・提案に迅速、的確に
対応するとともに市政運営に活かしていくことを目
的とする。
専用封書等の郵便、FAX、電話、窓口での申出、電
子メール等様々な方法で寄せられる市長への手紙
や陳情等による市民の意見・要望・提案を受け対
応する。

722
経営
課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

優先 自治事務

上下水道事業のイ
メージアップ戦略へ
の取組(啓発イベン
ト・広報紙発行等)

根拠法令

‐

事業の目的及び具体的な内容

上下水道事業の経営状況や施策事業の取組等に
関する幅広い情報について、積極的な広報活動を
行うことにより、利用者の理解と協力が得られるよ
うに「事業の見える化」に努め、公営企業として経営
健全化等を図るものである。

期間

R1

723
市民
相談
課

実施計画ランク 事業の種別

期間

S43

R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

14日

14日 15.1日

R5目標

A

目標達成とまではならなかった
が、回答作成依頼を最優先に取
り組むことで、回答に要する日数
を短縮することができたものの、
回答作成に日数を要するものが
多く、前年よりも数値が高くなっ
た。なお、当指標は最も回答まで
に時間を要する市長回答として
の指標であり、迅速に対応でき
る所管部局対応では、より早い
日数での回答ができている。

広報紙について監査で受けた、応急給水
拠点を紙媒体で幅広い世代に周知するべ
きというご指摘に基づき、紙面に市内応急
給水に関する特集を掲載した。最寄りの
避難場所をメモする欄を設けるとともに、
見開きページを使って保存しやすいよう工
夫した。
イベントについては、感染症対策に留意
し、３年ぶりに対面で開催することができ
た。

市民
相談
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

市政懇談会開催事
業

根拠法令

所沢市市政懇談会実施要領

事業の目的及び具体的な内容

多様な意見や要望等を聞き、市民参加による開か
れたまちづくりを積極的に推進することを目的とす
る。
各種団体等から要請を受け、市の施策や事業に関
する意見、提案、要望等について意見交換を行う。

期間

S48

自治事務

個別広聴事業

根拠法令

R5目標

7回

A

指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①8回

R4目標 R4実績

今後は新型コロナウイルス5類への移行
後も感染には注意を払いつつ市政懇談会
を実施していきながら、団体の意見や要望
をないがしろにすることのないよう意向を
確認した上で開催し、開かれたまちづくり
の維持に努める。

目標の開催回数を上回り、前年
度に引き続き、懇談項目や出席
人数を絞り、開催時期を調整す
るなど、コロナ禍でも開催できる
よう工夫を行い前年度より多く開
催することができた。

R4年度に改善した点

1 貧困をなくそう

14千円

R3その他職員
従事割合

8 働きがいも経済成長も

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

14日 14.4日

政策的な検討等に時間を要し、最長で69日を要
したものもあったことから、結果として平均値が
目標日数を上回り、目標日数での回答には至ら
なかった。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①495

②15

指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標

市民一人ひとりの生活環
境の改善に係る要望か
ら、市政に係る意見等まで
実現できるよう努めた。

会年職
員等

0人

R4年度に改善した点
11 住み続けられるまちづ

くりを

84千円

0人
会年職
員等

15千円

①開催回数

市政懇談会の開催回数

陳情書の中には例年ほぼ同内容で提出さ
れるものもあるため、回答作成依頼をする
際の締切までの期間については、内容に
応じた日数となるよう努める。また、依頼し
た先で回答作成課の変更に係る調整をし
てもらうことが極力ないよう事前に下調べ
を行った上で依頼できるよう努める。

R4その他職員
従事割合

A

「読んで得する・知って得する」を
コンセプトに令和元年度に発行し
た広報紙は、わかりやすく上下
水道事業を知っていただく契機と
なった。市のイメージマスコットで
ある「トコろん」と上下水道局イ
メージマスコットである「所沢しず
く」の４コマ漫画の連載により、親
しみやすい紙面とすることができ
た。
また、イベントについても多くの
利用者から、反響を頂き、積極
的な広報活動に理解を得ること
ができた。

R4年度に改善した点

R3その他職員
従事割合

R4目標 R4実績

31千円

①市長への手紙としての受理
件数

②陳情書としての受理件数

市長回答に要する日数（回答にかかった総日数
÷件数）

市民の意見・要望・提案に、迅速、丁寧、的確に対応
するため、市長回答に要する日数を指標とする。

市長への手紙の制度・制度外に係る他部
局用対応方法について、案内を作成し、S
ドライブに保存することで各所属の適切な
処理を促した。

R4決算額（見
込み）

多様な意見や要望等を聴き、市民参加による開かれ
たまちづくりを積極的に推進するため、開催回数を指
標とする。

前年度も、コロナ禍において各団体の要
望に沿い開催できるよう、一部団体には事
前に懇談項目を絞ってもらい、出席人数を
最小限に収めていたが、本年度はその取
組を更に他の団体にも広げた。

R4決算額（見
込み）

4 質の高い教育をみんな
に

8,471千円

11 住み続けられるまちづ
くりを

7回 5回

目標達成済
R4その他職員
従事割合

7回 8回
社会保障関連団体、労働
者団体などから意見や要
望を聴き、市政に反映させ
るよう努めた。
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が貢献する項目

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R4)

成果

成果指標

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

計画
コード

R3予算現額 項目名

6,998千円

R4予算現額

7,216千円

R3正規職員
人件費

1.70 人 実績

13,566千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

1.90 人 評価者

～ 15,204千円 職員課長　小山　貴之

R3予算現額 項目名

1,320千円

R4予算現額

1,680千円

R3正規職員
人件費

0.35 人 実績

2,793千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.40 人 評価者

～ 3,201千円 職員課長　小山　貴之

R3予算現額 項目名

1,283千円

R4予算現額

761千円

R3正規職員
人件費

0.35 人 実績

2,793千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.30 人 評価者

～ 2,401千円 職員課長　小山　貴之

受検率
（受検者数／対象者数）

実施回数
（月４回×12か月）

職員が相談しやすい環境を整備しておく必要があるこ
とから、「こころの健康相談」の年間実施回数を指標と
している。

R5目標

R4年度に改善した点

４８回 ４８回

A

受検することで、職員のストレス
の程度を把握し、職員自身のス
トレスへの気付きを促すととも
に、職場改善に繋げ、働きやす
い職場作りを進めることによっ
て、職員がメンタルヘルス不調と
なることを未然に防止することを
目的として実施しているが、前年
度と比較し、受検率が低下して
いるため、改善が必要な状況と
考えている。

R4年度に改善した点

80.0% 77.1%

ストレスチェックについては、現業職員が多い職
場の受検率が低くなっており、机での業務時間
（調査票に記入する時間）が少ないことが影響し
ていると考えられる。

①７５．５％

②１１．４％

③

R4目標

現業職員が多い職場の受検率が低くなっ
ており、机での業務時間（調査票に記入す
る時間）が少ないことが影響していると考
えられることから、WEB方式に変更し、時
間・場所を問わずパソコンやスマートフォ
ン等からの受検を可能とする。

80.0%

相談希望者が増加傾向にあるため、相談
実施回数を月３回から月４回に増やした。

３６回

目標達成済み

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①４８回

②１１９人

③

定期的に相談を受ける職員や1
回のみの相談でこころの健康状
態が改善する職員など、職員毎
に状況は異なるが、いずれの場
合も相談者のメンタルの健康保
持の一助になっていると考えて
いる。
今後も、職員への事業の周知
と、相談しやすい環境の整備を
継続していきたい。

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

8 働きがいも経済成長も

精神的に不調を訴える職
員や休業明けの職員がス
ムーズに復帰できるよう事
業の活用を促し、職員の
健康的な生活に寄与し
た。４８回回

R3その他職員
従事割合

90.0%

会年職
員等

0人

R5目標

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績

会年職
員等

0人

R3目標

76.0%

80.0%

①受検率

②高ストレス者の割合

③

事業の種別

一
般

重要 自治事務

職員研修事業

根拠法令

地方公務員法第39条

事業の目的及び具体的な内容

市民のために創意工夫し自ら考え動き、また、組織
にとって有用な人材を育成・支援することを目的
に、「人材育成基本方針」、「職員研修計画」に則
り、職員研修を実施する。
【研修体系】
キャリアステージ研修、マイセルフ研修、派遣研修
ほか自己啓発支援など

期間

根拠法令

732

732
職員
課

実施計画ランク 事業の種別

731

所沢市こころの健康相談設置要綱

事業の目的及び具体的な内容

職員の心身の健康の保持・増進のため、精神科医
1名及び精神保健福祉士2名に委嘱し、「こころの健
康相談」を実施する（月４回）。
相談を希望する場合には、職員課の保健師が予約
の窓口となり、電話や専用のメール等で受付をして
いる。

職員
課

実施計画ランク

期間

H12

一
般

重要 自治事務

こころの健康相談事
業

80.0% 93.0%

令和3年度にマイセルフ研修（文書事務、人事給
与事務、情報公開と個人情報、法務研修、広報
研修）を動画研修に変更したことで大きく受講者
数が増えたが、その反動で令和4年度には受講
者数が大幅減となったことによる。

R3決算額

R4目標 R4実績 職員が、学びたい、学ばなければならない
と思ったときに効果的な研修を受講できる
よう、現代的な課題に対応した研修事業を
企画実施する。
また、彩の国にさいたま人づくり広域連
合、自治大学校、市町村アカデミーなど研
修機関が提供する研修も積極的に活用
し、必要な情報提供を行う。

指標名 目標設定の考え方・根拠

R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

100%以上

職員
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

職員ストレスチェック
事業

根拠法令

労働安全衛生法

事業の目的及び具体的な内容

職員自身のストレスへの気付きを促し、セルフケア
に取り組むことや、働きやすい職場づくりを進めるこ
とで、職員がメンタル不調となることを未然に防ぐ
「一次予防」を目的とし、労働安全衛生法の規定に
基づく心理的な負担の程度を把握するための検査
（５７項目）と、その結果に基づく面接指導を実施す
る。

期間

H28

会年職
員等

0人

0人

672千円

533千円

R3その他職員
従事割合

R4実績

R5目標

R4その他職員
従事割合

R4決算額（見
込み）

A

会年職
員等

0人

13 気候変動に具体的な対
策を事業達成に向けての現在の課題及び今

後の課題解決に向けた取り組み

①282.5日

②1,824人

③87人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R4目標 R4実績

精神科医の相談枠の稼働率が低いため、
周知の仕方を工夫していく。

コロナ禍においても、研修受講
者が安心して受講できるように、
広い会場の確保や、受講者同士
の十分な距離の確保、換気・消
毒の徹底などの感染対策を行い
ながら研修を実施できた。また、
例年定員に対する受講希望者
が特に多かったディベート研修を
2回実施したことで、希望する職
員に受講の機会を確保すること
ができた。

R4年度に改善した点

8 働きがいも経済成長も

①研修の実施日数

②修了者数（集合研修）

③修了者数（派遣研修）

職員の研修受講率
研修受講率の向上により、成長する職員が増加
し、学習する組織風土の醸成にも繋がるものと
考えるため、研修の受講率を指標としている。

動画によるマイセルフ研修「ゼロカーボン
研修」を新設した。また、初級職員研修（環
境研修）の内容を見直し、ナラ枯れの木の
伐採、枝落とし作業等、生物生息空間を守
る体験活動を通して生物多様性について
の課題や考え方を学ぶ研修を、みどり自
然課の協力により試行実施した。

11 住み続けられるまちづ
くりを

A

1,320千円

①実施回数

②相談者数（延べ人数）

③

マイセルフ研修「ゼロカー
ボン研修」を実施した。ま
た、初級職員研修として生
物多様性についての環境
学習を実施した。

R4決算額（見
込み）

1,680千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

R4その他職員
従事割合

5,409千円

R4決算額（見
込み）

5,821千円

R4その他職員
従事割合

職員自らのストレスの状況
や職場におけるストレス要
因を把握するよう取り組ん
だ。

会年職
員等

3 すべての人に健康と福
祉を

ストレスチェックを受検し、その結果を見ること
で、自身の状態を把握することができ、セルフケ
アにつなげることができることから、受検率を指
標としている。

集団分析結果にて健康リスクの高い所属
の職員からヒアリングを行い、職場環境改
善を促した。

8 働きがいも経済成長も

0人

３６回

R4目標値が未達成の理由・分析

100%以上
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が貢献する項目

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R4)

成果

成果指標

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

計画
コード

R3予算現額 項目名

140千円

R4予算現額

140千円

R3正規職員
人件費

0.52 人 実績

4,150千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.53 人 評価者

～ 4,241千円 経営企画課長　小池　純一

R3予算現額 項目名

0千円

R4予算現額

2,940千円

R3正規職員
人件費

0.00 人 実績

0千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.52 人 評価者

～ 4,161千円 障害福祉課長　一色　義直

R3予算現額 項目名

0千円

R4予算現額

7,852千円

R3正規職員
人件費

0.00 人 実績

0千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.73 人 評価者

～ 5,841千円 高齢者支援課長　溝井　光正

3 すべての人に健康と福
祉を

0千円

①施策推進協議会議開催日
数

②アンケートの件数

第6次所沢市障害者支援計画の策定

令和5年度をもって、第5次所沢市障害者支援計
画の計画期間が終了することから、令和6年度
から3年間を計画期間とする、第6次障害者支援
計画を策定することを目標とした。

これまで、アンケート調査と計画策定を同
年に行っていたが、より十分に策定の審
議ができるよう、策定の前年にアンケート
調査を行った。

R4決算額（見
込み） 11 住み続けられるまちづ

くりを
2,365千円

会年職
員等

0人

- -

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R4その他職員
従事割合

アンケート調査実施

R4実績

令和5年度は策定の基礎資料として得た
アンケート調査や障害者施策推進協議会
等の意見を踏まえ策定内容を検討してい
く。

障害者の自立と社会参加
の促進、障害特性に応じ
たきめ細かな支援、地域
共生社会の実現に向けた
環境整備の実現に貢献し
た。

自治事務

第6次所沢市障害者
支援計画策定事業

根拠法令

障害者基本法、障害者総合支援法、児童福祉法、

事業の目的及び具体的な内容

「第6次所沢市障害者支援計画」は障害者の自立と
社会参加を支援するための施策である「所沢市障
害者計画」、福祉サービス等の提供体制の確保を
目的とする「所沢市障害福祉計画」及び「所沢市障
害児福祉計画」の３計画を一体化し、令和６年度か
ら令和８年度までの本市の障害福祉施策の指針と
なる計画を策定するものです。

期間

R4 R5

S

目標を達成した。
アンケート調査により、本市にお
ける障害者施策及び障害福祉
サービス等に対する評価やニー
ズ等の実態を把握することがで
きた。

R4年度に改善した点R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

R5目標

①4回

②3,500件

R4目標

会年職
員等

0人

第6次計画策定

R3その他職員
従事割合

アンケート調査実施

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①476事業

②74事業

③0回

R4目標

①事務事業評価実施数

②組織目標における目標達
成に向けた重点事業項目数

③公共事業評価委員会の実
施回数

事務事業評価において、全事業の中で当該年
度中に「改善した点」があった事業の割合

目的の達成に向けて現状の課題に対する改善
を行っていく中で、どの事業においても何らかの
改善を行うよう促す。

政策体系図の照会において、事務事業評
価の必要性が高い事業を評価対象として
選択するよう全庁的に周知した。
また、併せて管理職を対象とした行政評価
に関する庁内研修を実施することにより、
効果的なPDCAサイクルが実践できるよう
働きかけを行った。

0千円

会年職
員等

0人

100%

R4決算額（見
込み）

R4実績

国の制度の制約により、改善の余地が無
い事業についても、国の提案募集制度を
活用するなど、可能な限りの改善を図って
いく。

会年職
員等

0人

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

100%

評価を行うことで、事業に
対する職員の意識改革を
進めた。

B

8 働きがいも経済成長も

68千円

左記理由分析欄にも記したとお
り、改善の余地がある事業につ
いては、9割以上で事業の改善
を図っている。

R4年度に改善した点

96.1%

事業内容によっては、国の制度に従って実施し
ているなど、改善の余地が少ないものがあるた
め。

100%

計画策定完了

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

R4その他職員
従事割合

指標名 目標設定の考え方・根拠

92.9%

R5目標

R3その他職員
従事割合

741
障害
福祉
課

実施計画ランク

自治事務

741
経営
企画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要

事業の企画立案・予算化・実施・評価検証などの市
政運営を所沢市マネジメントシステムの仕組みに
沿って進めていくことで、より合理的かつ効果的に
市政を進めていく。
具体的には、総合計画の実現に向けた実施計画の
策定を行ったうえで、事務事業評価などにより評価
検証し、当該事業のさらなる改善につなげていく。

期間

H25

事業の種別

一
般

優先

所沢市マネジメント
システム推進事業

根拠法令

R4決算額（見
込み）

所沢市自治基本条例

事業の目的及び具体的な内容

R3決算額

会年職
員等

A

R4目標 R4実績

0人

R5目標

11 住み続けられるまちづ
くりを

5,572千円

R3その他職員
従事割合

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①配布件数：8,100件
　 回収件数：5,981件
　 回収率　 ：73.8％

高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

優先 自治事務

第9期所沢市高齢者
福祉計画・介護保険
事業計画策定事業

根拠法令

介護保険法、老人福祉法

事業の目的及び具体的な内容

高齢者福祉・介護保険に関する事項を定める「高
齢者福祉計画・介護保険事業計画」を3年を1期とし
て策定する。
諮問機関への諮問・答申、市民の意見聴取、県の
記載事項承認等の所定の手続を経て滞りなく計画
を策定し、令和6年度からの運用に入ることが目的
となる。

期間

R4 R5

高齢者が住み慣れた自宅
や地域で自立し、尊厳の
ある暮らしを可能な限り継
続できるよう、高齢者の健
康状態や日常生活の状況
等を把握した。

目標に達している。
調査内容を見直し、回答者の負
担軽減や計画策定に必要な項
目を追加するなどの改善を行っ
た。

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
0千円

①計画策定に係る予備調査
である「高齢者福祉・介護実
態調査」の実施

第9期所沢市高齢者福祉計画・介護保険事業計
画の策定完了

法定計画であり、概ねのスケジュールも順次国が示
す指針、手引きの発出のタイミングで実施していくた
め、年度内に実施すべき項目の完了を目標とした。 質問項目に関し、高齢者福祉計画推進会

議委員の意見も踏まえ見直しを行った。

741

第8期計画期間中における実績が新型コ
ロナウイルス感染症の影響を受けている
ことから、目標値の設定やサービス量の
推計等について、当該実績やコロナ禍後
の状況等に十分留意の上行っていく。

R4その他職員
従事割合

高齢者福祉・介護実
態調査実施完了

完了した

会年職
員等

0人

- -

目標達成済み
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が貢献する項目

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R4)

成果

成果指標

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

計画
コード

R3予算現額 項目名

689千円

R4予算現額

0千円

R3正規職員
人件費

1.43 人 実績

11,411千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

1.20 人 評価者

～ 9,602千円 こども政策課長　田中 綾子

R3予算現額 項目名

780千円

R4予算現額

762千円

R3正規職員
人件費

1.07 人 実績

8,539千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.87 人 評価者

～ 6,962千円 保健医療課長　　河西　秀樹

R3予算現額 項目名

0千円

R4予算現額

903千円

R3正規職員
人件費

0.00 人 実績

0千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

1.50 人 評価者

～ 12,003千円
マチごとエコタウン推進課長　齋
藤　伸宏

進捗管理において、適切
な情報開示や丁寧な説明
を行ったことにより、「16.6
有効で説明責任のある透
明性の高い公共機関の発
達」に貢献した。

Ａ

各事業の進捗状況の自己評価
を子ども・子育て会議で報告し、
承認をいただいた。計画書に掲
げる事業については、順調に進
んでいる。

R4年度に改善した点

1 貧困をなくそう

339千円

①子ども・子育て会議開催回
数

②出席委員数（延べ）

順調に進んでいる事業等の件数

計画書に掲げる主要な事業等（教育・保育と地域子ど
も・子育て支援事業、計17事業）について、事業が順
調に進んでいるかどうかを把握するもの。
  ※令和4年度からは、地域子ども・子育て支援事業
に１事業追加し、計18事業となっている。

子ども・子育て会議での委員からの意見を
踏まえ、事業計画の見直しを行った。ま
た、個別テーマを継続的に取り上げること
で議論を深めることができ、有用な意見を
聴取することができた。

R4決算額（見
込み） 3 すべての人に健康と福

祉を
0千円

16 平和と公正をすべての
人に

会年職
員等

0人

17事業 17事業

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標

741
こど
も政
策課

一
般

重要 自治事務

所沢市子ども・子育
て支援事業計画推
進事業

根拠法令

期間

H27

741
保健
医療
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

優先 自治事務

所沢市保健医療計
画推進事業

目標達成済み

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①3回

②39人

R4目標 R4実績

計画の進捗管理には、多様な視点による
点検・評価が必要である。会議においては
委員相互の活発な意見交換の機会を最
大限に確保し、これらの意見を参考にする
ことにより、市民ニーズを適切に反映して
いく。0人

R5目標

B

3 すべての人に健康と福
祉を

443千円

①計画推進委員会開催数

②計画庁内推進会議開催数

③目標指標達成度

計画の各章項目に設定した目標指標達成度に
ついて、以下の要件を満たす実績の割合
・定量的な指標：Ｓ、Ａ（＝達成率８０％以上）
・定性的な指標：◎、〇（＝改善、継続等）

本計画における、保健・医療・介護・福祉分野の
充実を図るために適した目標を設定し、計画を
効果的、効率的に推進する。

・定量的な指標：目標値（R7年度）に対する
年度ごとの実績値で達成率を算出し、S～D
の5段階で評価
・定性的な指標：現状（基準年）と同程度で維
持している取組の達成度は基本的に「○」と
し、改善等は「◎」、未実施等は「△」とし、
「○」以外は理由を特記事項に記載
・定量的な指標については、協議の上、計算
方法の整備、統一を図った。

13 気候変動に具体的な対
策を

496千円

在宅医療に関する講演会の開催等、新型
コロナウイルス感染症の影響により中止し
た取組については、代替行事や規模を縮
小しての開催など、再開ができるような工
夫を行い、「未評価」の実績を減らしてい
く。

R4決算額（見
込み）

389千円

R4年度に改善した点

R3その他職員
従事割合

R4その他職員
従事割合

R3決算額

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

7 エネルギーをみんなにそ
してクリーンに

0千円

①環境審議会開催

②事業者への意識調査の発
送

③

当市の保健・医療に関す
る施策を一体的に推進す
る保健医療計画を策定・
推進することにより、市民
の健康づくりに貢献した。

前年度は事業なし。

R4決算額（見
込み）

100.0% 審議中

R4目標 R4実績

①３回

②３日（うち１回は書面会議）

③令和４年度は審議中
（Ｒ３年度：８９．５％）

R4その他職員
従事割合

-

15 陸の豊かさも守ろう

本計画の推進により、脱
炭素社会の構築、みどり・
生物多様性の保全、循環
型社会の形成、大気・水環
境等の保全に寄与する。

会年職
員等

0人

A

環境審議会を４回開催し、目標
は達成している状況にある。
環境審議会での、様々な立場の
委員の方々から意見を計画改定
の素案に反映することができた。

R4年度に改善した点

-
会年職
員等

本計画は、「計画庁内推進会議」
及び「計画推進委員会」において
意見を伺いながら適正な進行管
理を行っている。
当該年度の実績は翌年度に評
価を行い、確定するものであるた
め、令和４年度実績は現在審議
中である。このため、実績の確定
した令和３年度実績の達成率に
より、総合評価を「B」とした。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①4回開催（5月、10月、11
月、2月）

②市内468社に発送した

③

R4目標 R4実績
令和5年度末の計画改定を目指し、定期
的な環境審議会の開催、効果的な指標や
施策の設定、パブリックコメントの実施な
ど、着実な改定作業を進める。
また、マチごとゼロカーボン市民会議の結
果を環境審議会の審議を通じて、市民の
意見が反映された計画となるよう目指す。

指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

100.0%

会年職
員等

会年職
員等

0人

0人

R5目標

89.5%

当該年度の実績は翌年度に評価を行い確定す
るものであり、令和４年度実績は現在審議中で
ある。
実績の確定した令和３年度については、全評価
項目（38）のうち、新型コロナウイルス感染症拡
大予防のため事業等を中止にしたことにより、
「未評価」（－）となった項目が3箇所あったため、
未達成となった。

R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

18事業

R3その他職員
従事割合

18事業

会年職
員等

18事業

R5目標

100.0%

令和５年度中の計画改定

マチごとエコタウン推進計画の中間改定作業を着実
に進めている進捗判断基準として、環境審議会開催
回数を指標にしており、4回の審議会を経て、計画の
中で新たに位置づける「（仮称）所沢市脱炭素ロード
マップ」の全体像を決定するものとしている。

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

改定版の公表

R4その他職員
従事割合

環境審議会の開催（4
回）

4回 目標達成済

0人

R3その他職員
従事割合

実施計画ランク 事業の種別

根拠法令

埼玉県地域保健医療計画、第６次所沢市総合計画
前期基本計画

事業の目的及び具体的な内容

子ども・子育て支援法、所沢市子ども・子育て会議
条例

事業の目的及び具体的な内容

子どもたちが『明るく・楽しく・元気よく』過ごせる環
境整備を目指すため、所沢市子ども・子育て支援
事業計画を策定し、定期的に計画の点検・見直しを
行うなど、社会情勢の動向に合わせて施策等の着
実な実施を図ることを目的とする。計画の策定・点
検・見直しの際は、所沢市子ども・子育て会議委員
の意見を参考にする等、多様な意見を反映するよう
努める。

本計画は、第６次総合計画前期基本計画の課題で
ある「元気でいきいき「健幸（けんこう）長寿のまち」
の実現に基づき、市民一人ひとりが、それぞれのお
かれている状態の中で、心身の健康を実感しなが
ら、地域の中で安心していきいきと暮らせるまちを
目指している。そのため、本計画では、市や関係機
関などが実施している保健・医療分野等の取り組
みを整理・評価することで、保健医療施策が効果
的、効率的に推進できるよう努めるものである。期間

H28

741

マチ
ごと
エコ
タウ
ン推
進課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

優先 自治事務

所沢市マチごとエコ
タウン推進計画改定
事業

根拠法令

所沢市環境基本条例、所沢市環境審議会条例

事業の目的及び具体的な内容

令和元年度から令和10年度までの10年間を計画期
間とする、「所沢市マチごとエコタウン推進計画（第
３期所沢市環境基本計画）」において、令和5年度
は中間年次に該当する。そのため、令和4年度から
5年度にかけて、ゼロカーボンシティ宣言、社会情
勢変化や市民の意見、関連法、施策の達成状況等
を踏まえて、環境審議会にて検討を行い、中間改
定を実施する。
　令和4年度には、中間改定に着手し、所沢市環境
審議会を4回開催し、計画の中で新たに位置づける
予定の「（仮称）所沢市脱炭素ロードマップ」の構
成、具体的な施策、所沢市気候変動適応計画等に
ついて審議を行った。

期間

R4 R5

168/176



SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が貢献する項目

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R4)

成果

成果指標

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

計画
コード

R3予算現額 項目名

R4予算現額

11,178千円

R3正規職員
人件費

実績

どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

1.59 人 評価者

～ 12,723千円 都市計画課長　増子　雄一

R3予算現額 項目名

0千円

R4予算現額

7,700千円

R3正規職員
人件費

0.00 人 実績

0千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

1.36 人 評価者

～ 10,883千円
市街地整備担当参事
鎌田　実幸

R3予算現額 項目名

0千円

R4予算現額

16,500千円

R3正規職員
人件費

0.00 人 実績

0千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

2.59 人 評価者

～ 20,725千円 総務課長　粕谷　憲之

― ―

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済
R4その他職員
従事割合

R5目標

R4年度に改善した点

会年職
員等

まちづくりの方針
（ターゲット）の設定

741
市街
地整
備課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

優先 自治事務

所沢市営住宅等マ
ネジメント計画策定
事業

根拠法令

住生活基本法、公営住宅法

事業の目的及び具体的な内容

会年職
員等

市民が安全・安心に住み
続けられる持続可能な街
づくりの取組を進める。

都市計画審議会専門部会や庁内検討委
員会において、議論・調整を行い、本市に
ふさわしい立地適正化計画の策定に向け
て引き続き取り組む。

0人

契約期間内における
報告書作成

契約期間内における
報告書作成

報告書作成済み

R5目標

R3実績

R3決算額

3 すべての人に健康と福
祉を

①都市計画審議会専門部会
の開催

②庁内検討委員会の開催

③まちづくりの方針（ターゲッ
ト）の設定

所沢市立地適正化計画の策定
立地適正化計画の策定に向け、まちづくりの方針
（ターゲット）の設定を行う。 国勢調査や都市計画基礎調査などの各

種データを総合的に分析し、本市の特徴
や課題を抽出した。

R4決算額（見
込み） 11 住み続けられるまちづ

くりを
13,088千円

会年職
員等

R4年度に改善した点

再整備基本計画及び経
営強化プランの策定

1 貧困をなくそう

0千円

①所沢市営住宅等マネジメン
ト計画策定業務委託契約の
締結

所沢市営住宅等マネジメント計画の調査報告書
作成の進捗状況

本計画の調査報告書の作成結果を踏まえ、今
後の市営住宅整備の方向性を検討していくもの
であるため、調査報告書作成の進捗状況を指標
とする。

計画策定業務を発注するにあたり、事業
者の選定における資格要件等に留意をし
たうえで、プロポーザル方式による業者選
定を実施した。

R4決算額（見
込み） 11 住み続けられるまちづ

くりを
7,326千円

R3その他職員
従事割合

契約期間内である令和5年3月に
業務が完了し、市の要求した仕
様に沿った調査報告書が作成さ
れたものである。

R4目標 R4実績
令和4年度において、建替を要する団地に
ついての整備の方向性を4パターン挙げた
ものである。そのため令和5年度において
は、令和4年度に作成した調査報告書の
結果を踏まえ、計画の更なる検証、課題
整理を行い、具体的な整備手法について
検討を行っていく。

R4その他職員
従事割合

令和4,5年度で策定する本
計画に基づき、今後市営
住宅を整備していくこと
で、住宅困窮者に対する
行政としての責任を果たす
ものである。

目標達成済

0人

R4目標値が未達成の理由・分析

Ａ

A

都市計画審議会専門部会や庁
内検討委員会において、意見聴
取などを行い、まちづくりの方針
（ターゲット）を設定することがで
きた。

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①プロポーザル方式による事
業者募集を行い、「選定業者」
と委託契約を締結した。

A

市民医療センター運営委員会、
庁内関係部署による調整会議に
おいて、意見聴取及び検討し、
再整備基本計画基本方針の決
定、経営強化プラン骨子案を作
成することができた。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①プロポーザルにより委託事
業者の選定

②③市民医療センター運営
委員会並びに、庁内関係部
署による会議での意見聴取
及び検討

R4目標 R4実績

敷地の制約がある中で、市民医療セン
ターの運営を継続しながら現在地での建
替えの検討を行っている。センター内、庁
内関係部署、関係機関と情報共有および
意見聴取を行いながら、令和5年度末まで
に、再整備基本計画並びに経営強化プラ
ンを策定する。

R3目標

指標名 目標設定の考え方・根拠

基本計画・経営強化プラン策定にあたり、
策定支援業務をコンサルタントに委託し
た。また、市民医療センター内において、
医師・看護師等と情報共有を図りながら、
再整備の方向性を決定した。

R4決算額（見
込み）

13,277千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

委託事業者選定及び、
計画等検討

委託事業者選定及び、
計画等検討

持続可能な地域医療提供
体制を確保するため、再
整備基本計画並びに、経
営強化プラン策定に向け
た検討を行った。

会年職
員等

0人

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析
R3その他職員
従事割合

会年職
員等

1人

所沢市立地適正化計
画の策定

①3回

②2回

③完了

R4目標 R4実績

0千円 ①再整備基本計画・経営強
化プラン策定支援委託事業
者選定

②再整備基本計画基本方針
の検討

③経営強化プランの検討

再整備基本計画・経営強化プラン策定支援委託
事業者選定及び、再整備基本計画基本方針の
決定並びに、経営強化プラン骨子案の作成。

再整備基本計画・経営強化プラン策定支援委託事業
者選定及び、再整備基本計画基本方針の決定並び
に、経営強化プラン骨子案の作成。

R5目標

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

R4その他職員
従事割合

741
都市
計画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

優先 自治事務

立地適正化計画策
定事業

根拠法令

都市再生特別措置法、都市計画法、所沢市都市計
画審議会条例

事業の目的及び具体的な内容

期間

R4 R5

令和３年度に策定した所沢市営住宅等長寿命化計
画の内容を踏まえ、今後の市営住宅政策の抜本的
な検討に向け、ＰＦＩ、借上住宅等の民間資本・技術
の導入も含めた手法の比較検討、費用対効果の検
証、事業リスク等課題を整理し、市営住宅整備の方
向性を示すものである。

期間

R4 R5

741

市民
医療
セン
ター
事務
部総
務課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

最優先 自治事務

所沢市市民医療セ
ンター再整備基本計
画・経営強化プラン
策定事業

根拠法令

第２次所沢市保健医療計画、所沢市市民医療セン
ター再整備基本構想

事業の目的及び具体的な内容

担うべき医療機能、機能に沿った施設整備や経営
形態等について具体的に検討し、再整備基本計画
を策定するものである。
　また、令和4年3月に総務省から示された「持続可
能な地域医療提供体制を確保するための公立病
院経営強化ガイドライン」に基づき、役割・機能の最
適化と連携の強化、医師・看護師等の確保と働き
方改革、新興感染症の感染拡大時等に備えた平時
からの取組などを盛り込んだ経営強化プランを策
定する

期間

R4 R5

所沢市都市計画マスタープランに掲げる「コンパク
ト・プラス・ネットワーク」の街づくりを実現するため、
立地適正化計画を策定している。
本計画では、市街化区域内に「居住誘導区域」及び
「都市機能誘導区域」を設定するとともに、市街化
調整区域においても地域の特長を生かした区域の
設定を行うなど、「地域公共交通計画」と連携を図
り、人口減少・超高齢社会に対応した持続可能な都
市構造の構築を目指す。

まちづくりの方針
（ターゲット）の設定
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が貢献する項目

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R4)

成果

成果指標

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

計画
コード

R3予算現額 項目名

0千円

R4予算現額

196千円

R3正規職員
人件費

0.00 人 実績

0千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.66 人 評価者

～ 5,281千円 教育総務課長　鈴木　健

R3予算現額 項目名

R4予算現額

2,702千円

R3正規職員
人件費

実績

どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.49 人 評価者

～ 3,921千円 スポーツ振興課長　三上　佳明

R3予算現額 項目名

2,000千円

R4予算現額

3,100千円

R3正規職員
人件費

0.17 人 実績

1,357千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.15 人 評価者

～ 1,200千円 経営企画課長　小池　純一

会年職
員等

0人

指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析
R3その他職員
従事割合

0千円

R4決算額（見
込み）

211千円

A

A

審議会を開催し、様々な見地か
ら意見を聴取し、計画策定の事
務を進めることができ、目標値も
達成することができたため。

R4年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな

に

①所沢市教育振興基本計画
審議会の開催回数

②

③

審議会の開催回数

計画の策定にあたり、外部委員で構成する審議会を
開催し、本市の教育の振興に関する様々な意見を聴
取することが重要なことから、審議会の開催回数を指
標とする。 前年度は事業なし。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R5目標

８月に実施するパブリックコメントにより、
市民からの意見を反映させ、掲載する施
策を推進していくため、関係部署と連携し
横断的に取り組んでいく計画を作成してい
く。

R4その他職員
従事割合

B

先進市の視察・研修会の参加等
により、今後の事業展開に大い
に役立てることができた。

R4年度に改善した点

R4年度に改善した点

①２回

②

③

１回
社会状況の変化に合わ
せ、新たな計画を策定す
ることで、当市の教育の更
なる発展につながる。

審議会の開催やパブリックコメントの実施
など、計画策定に必要な事務事業を着実
に進めていくことが必要である。

R4その他職員
従事割合

3 すべての人に健康と福
祉を

①スポーツ推進審議会開催
数

②庁内検討会議及び策定部
会開催数

③市民アンケート調査回収率

第３次所沢市スポーツ推進計画の進捗
R4～5年度の2カ年で策定する事業計画としてお
り、各年度においての進捗を目標として設定し
た。

R4決算額（見
込み）

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①３回

②各２回

③３８．４％

計画策定に向け、市民の施策へ
の要望や課題等を把握するため
アンケート調査を実施するととも
に、審議会や庁内検討会議等を
開催し委員からの意見を計画に
反映するよう努めた。

新たなスポーツ推進計画
の策定により、より本市の
現状に合った施策展開が
作成できている。

適切に事業予算の管理を行うことにより、
当該事業が必要な所属に活用してもらうこ
とができた。

R4決算額（見
込み）

1,656千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①５件

②１４件

③４件

R4目標 R4実績

先進事例を積極的に調査・研究し、他所
属にも情報提供する等して、より多くの職
員に当該事業を活用してもらう。

R4その他職員
従事割合

70.0% 53.4%
有識者や先進自治体等か
ら知見を得て、将来の市
の事業の基盤づくりに貢
献した。

9 産業と技術革新の基盤
を作ろう

２回

―

指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標

R5目標

329千円

R3決算額

R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

R4目標値が未達成の理由・分析R3実績

会年職
員等

0人

計画策定

R4目標 R4実績

①講師依頼件数

②先進地視察件数

③講演会・研修会参加件数

事業予算の執行率
先進市視察や講演会開催等を全庁で積極的に
実施しているかという視点から、事業予算の執
行率を指標とした。

R4目標 R4実績

70.0% 16.5%

会年職
員等

0人

指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標

目標達成済
アンケート実施・素素案
作成

アンケート実施・素素案
作成

目標達成済

２回

会年職
員等

0人

―

R5目標

各所属からの活用希望が想定よりも少なかった
ため。

70.0%

R3決算額

1,516千円

741
教育
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

- 自治事務

第３次所沢市教育振
興基本計画策定事
業

742
経営
企画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

「未来（あす）を見つ
め、今を動く」政策形
成事業

有識者や専門家からアドバイスをいただくとともに、
先進都市視察や研修会等への派遣を通して、市職
員の能力や意欲を高め、課題への対応力を磨くこ
とを目的とする。

期間

H25

根拠法令

教育基本法１７条

事業の目的及び具体的な内容

741

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

第３次所沢市スポー
ツ推進計画策定事
業

根拠法令

スポーツ基本法

事業の目的及び具体的な内容

令和元年度に策定した第2次所沢市スポーツ推進
計画は、令和5年度に計画の最終年度を迎えること
から、新たに令和6年度以降のスポーツ施策におけ
る理念や方向性を示し、体系的な行政運営を行っ
ていくために策定するものである。計画期間につい
ては、国、県の計画期間と同じく、5年間で策定す
る。

期間

R4 R5

根拠法令

-

事業の目的及び具体的な内容

R3決算額

令和元年度に策定した第２次所沢市教育振興基本
計画は令和５年度に計画最終年度を迎えることか
ら、教育基本法に基づき、令和６年度以降に所沢市
教育委員会が目指す方向性、基本理念及び施策
等を示した第３次所沢市教育振興基本計画を策定
するものである。

期間

R4 R5
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が貢献する項目

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R4)

成果

成果指標

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

計画
コード

R3予算現額 項目名

940千円

R4予算現額

278千円

R3正規職員
人件費

0.77 人 実績

6,145千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

1.06 人 評価者

～ 8,482千円 経営企画課長　小池　純一

R3予算現額 項目名

0千円

R4予算現額

0千円

R3正規職員
人件費

0.19 人 実績

1,516千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.30 人 評価者

～ 2,401千円 経営企画課長　小池　純一

R3予算現額 項目名

723千円

R4予算現額

731千円

R3正規職員
人件費

0.26 人 実績

2,075千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.45 人 評価者

～ 3,601千円 経営企画課長　小池　純一

R4年度に改善した点

8 働きがいも経済成長も

22千円

①TEAM　NEXT開催回数

②成果創出期の進捗状況

ＪＲ東所沢駅の乗降客数（一日平均）
11 住み続けられるまちづ

くりを
201千円

会年職
員等

0人

15,000人 13,345人

市内事業者との連携事業など、これまで
以上に地域活性化を進めていく必要があ
る。

R4その他職員
従事割合

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析
R3その他職員
従事割合

R4実績

15,000人

民間事業者である㈱
KADOKAWAと共同でまち
づくりを進めた。会年職

員等
0人

R5目標

15,000人

①１回

②eスポーツパネル展示、武
蔵野回廊文化祭への出展

R4目標

外出自粛やテレワークの普及により乗降客数が
減少し、目標値には達していないものの、徐々に
人の動きが戻ってきている。

構想の推進エリアとなる東所沢の人の流れを増
やすという視点から、ＪＲ東所沢駅の一日平均の
乗降客数を指標とした。

「武蔵野回廊文化祭」「パリ・サン＝ジェル
マン アカデミーJAPAN」など、人を呼び込
む事項に深く関わった。
また、「COOL JAPAN FOREST構想」のパ
ンフレットの内容を更新するため、新たな
概要版としてリーフレットを作成した。

B

A

成果創出期の事業については、
文化芸術・教育分野を中心に㈱
KADOKAWAとの共同により概ね
順調に進んでいる。

R4年度に改善した点
10 人や国の不平等をなく

そう
172千円

①相互利用対象施設数

②活動専門部会数

市民相互交流者数
（圏域施設相互利用者数+交流事業参加）

公共施設の相互利用や圏域住民の交流を図る
ことが当該事業の目的となっていることから、圏
域内の交流者数を指標とする。

従来、個々での活動が中心であったことか
ら、令和４年度については、新たな試みと
して、三井住友海上火災保険株式会社の
福島氏を講師に招き、SDGsについての講
義、ワークショップを実施し、専門部会間
交流を図った。
また、3年ぶりに5市による先進地視察を実
施した。

R4決算額（見
込み） 11 住み続けられるまちづ

くりを
721千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

550,000人 356,611人

新型コロナウイルス感染防止の観点から、市民
相互利用交流者数が少なったため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R4年度に改善した点

8 働きがいも経済成長も

0千円 ①「所沢市総合戦略」の戦略
方針の実施事業数

②「所沢市総合戦略」の重点
プロジェクトに関する事業数

③有識者等への進捗管理報
告

４つの戦略方針に掲げる戦略指標を達成した数
（全６指標）

戦略に基づく各施策の進捗を図る「重要業績評
価指標（KPI）」を設定したうえで、効果の客観的
視点として「戦略指標」を戦略方針ごとに設定。
総合戦略は令和７年度までに目標達成を目指す
ものである。

①86施設

②８部会

R4目標 R4実績

「第３次埼玉県西部地域まちづくり構想・
計画」に基づいて、圏域のさらなる活性化
に取り組む。

R4その他職員
従事割合

550,000人 456,482人
協議会として、将来を見据
えた計画の策定作業を実
施し、公共施設利用の公
平性や圏域の魅力向上に
貢献した。

会年職
員等

0人

R5目標

550,000人

R4目標 R4実績

令和３年度から７年度までの計画期間に
おいて、進捗管理を進めていく。

R4その他職員
従事割合

国の支援措置を受けるた
めに管理を行い、効果的
な地域活性化に貢献し
た。

会年職
員等

0人

B

新型コロナウイルス感染防止の
観点から、市民相互利用交流者
数が少なったため。

目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

0人

指標については一部未達成のも
のもあるが、重点プロジェクトに
ついては、予定通り順調に進捗
しており、各戦略方針についても
概ね順調に進んでいることから、
所沢市総合戦略は順調に進ん
でいる。 事業達成に向けての現在の課題及び今

後の課題解決に向けた取り組み

ペーパーレス化をすすめるため、データ閲
覧を勧めて総合戦略の追加印刷を行わな
かった。
企業版ふるさと納税の寄附先について、
総合戦略の事業を対象とした。

9 産業と技術革新の基盤
を作ろう

0千円

R3その他職員
従事割合 11 住み続けられるまちづ

くりを

会年職
員等

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

指標名

4 3

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標

R4決算額（見
込み）

R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

集計中

R5目標

①169

②33

③1回

R4決算額（見
込み）

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

5

743
経営
企画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

- 自治事務

地方版総合戦略推
進事業 「所沢市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を展開す

るうえで、「魅力」「元気」「安心」のキーワードに基
づき４つの戦略方針を定めとともに特に重点を置く
４つの施策を「重点プロジェクト」として設定し、優先
的に実行する。また、戦略に基づく取組を効果的に
推進するため、基本目標や重要業績評価指標
（KPI）の達成度や事業の進捗状況を確認し、効果
検証を行いながら進行管理する。

期間

H27

743
経営
企画
課

743
経営
企画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

優先 自治事務

COOL　JAPAN
FOREST構想推進事
業

根拠法令

株式会社KADOKAWAと協力して文化事業や企業
誘致等、産官共同で事業展開を行い、構想に示し
た「みどり・文化・産業が調和したまち」の実現を目
指す。
成果創出期として、誰もが「住んでみたい」「訪れて
みたい」地域づくりを進める。

期間

H27

根拠法令

まち・ひと・しごと創生法

事業の目的及び具体的な内容

自治事務

ダイアプラン推進事
業

根拠法令

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要

-

事業の目的及び具体的な内容

所沢市、飯能市、狭山市、入間市、日高市の５市で
組織する埼玉県西部地域まちづくり協議会（ダイア
プラン）について、構成市の連携・交流を深め、広域
的な行政課題への取組みを推進する。
具体的な取組み内容としては、公共施設の相互利
用や施設間のネットワーク化、交通網整備など、圏
域住民の利便性や交流を図る。また、イベント等に
より構成５市の連携を促進する。

期間

S63

-

事業の目的及び具体的な内容

-

R3決算額

14,281人

5

171/176



SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が貢献する項目

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R4)

成果

成果指標

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

計画
コード

R3予算現額 項目名

8,382千円

R4予算現額

40,121千円

R3正規職員
人件費

0.62 人 実績

4,948千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.62 人 評価者

～ 4,961千円 経営企画課長　小池　純一

R3予算現額 項目名

1,958千円

R4予算現額

6,159千円

R3正規職員
人件費

0.35 人 実績

2,793千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.25 人 評価者

～ 2,001千円 デジタル戦略課　井上大樹

R3予算現額 項目名

0千円

R4予算現額

3,106千円

R3正規職員
人件費

0.00 人 実績

0千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

6.15 人 評価者

～ 49,212千円 文書行政課長　吉田　美由紀

R4決算額（見
込み）

特になし 2,516千円

事業の目的及び具体的な内容

期間
会年職
員等

0人

R5目標

100.0%

例規集の管理及び法令集の閲覧をデータベースで
行うことにより、法規業務の効率化を図るとともに、
システムを通じて例規集をインターネット上で公開
することにより、市民等への情報提供を行い、行政
サービスの向上につなげるものである。
令和4年9月末をもって前システムの委託契約期間
が終了したため、システムを更新するとともに、その
運用管理を委託したものである。

会年職
員等

0人

― ―

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①100％

②

③

R4目標 R4実績

システムの安定した稼働を図るとともに、
引き続き法規業務の効率化及び市民サー
ビス向上のため、随時データの更新を行っ
ていく。

R4その他職員
従事割合

100.0% 100.0%
例規集をインターネット上
で公開し、市民等へ情報
提供することにより、市政
運営における透明性を高
めた。

R3その他職員
従事割合

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

根拠法令

11 住み続けられるまちづ
くりを

2者による指名競争入札を実施したことに
より、前回（平成29年）の入札結果と比べ、
5年間の総額で3,970,000円（税抜き）の経
費節減となった。

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

成果指標の目標値を達成してお
り、引き続き安定した稼働を図っ
ていく。

R4年度に改善した点

A

A

国の動向や支援希望者の増減
に注視しながら、適切な体制を
構築し、支援を実施した。
また、制度が度々延長されるな
か、様々な広報手段を用いて
カード申請期限やポイント申込
期限について市民に情報提供を
行った。

R4年度に改善した点
9 産業と技術革新の基盤

を作ろう
5,687千円

①全庁における総支援件数

年度内のマイナポイント設定支援実施率
(＝支援件数（登録まで完了した件数）/カード交
付枚数)
※マイナポイント第２弾～集計対象

マイナポイントの申し込みを希望する市民に支
援を行うことが目的であるため、マイナンバー
カードを新たに取得した市民に対して、どのくら
いマイナポイント設定支援を行ったかを目標とし
て設定した。

・マイナポイント申請支援の利用者が増加
したため、特設窓口を2Fから8Fに移動し、
申請支援の円滑化を図った。
・利用者の増加にあわせて、スタッフ数や
ブース数を増やす等、スムーズに案内が
できるよう柔軟に対応した。
・利用者がマイナポイント制度をより理解し
やすいように、掲示物や配布物を工夫し
た。

R4決算額（見
込み）

34,784千円

会年職
員等

0人

10% 11.3%

目標達成済。
マイナポイント第２弾開始後、マイナポイント設定
支援の需要が高まった。あわせて、広報や庁内
掲示等を通じて周知を行ったことで、より多くの
市民に支援を行うことができた。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①43,182件

R4目標 R4実績

制度終了まで、適切な支援体制を継続し
ていく。

R4その他職員
従事割合 マイナポイント支援を行う

ことで、マイナンバーカード
やキャッシュレス決済の普
及を促進し、DXの基盤構
築に繋がる。

9 産業と技術革新の基盤
を作ろう

1,289千円

①導入ツール

②活用所属数

③削減効果時間（算出可能な
もの）

AI等技術の活用所属数
（全所属で利用できるツールを除く）

AI等を積極的に活用できる所属・人材を増やし、DX推
進の基盤を作っていく必要があるため、活用所属数を
指標とする。

RPAの事業所管を経営企画課からデジタ
ル戦略課に移し、一元的な管理・活用促
進を図れるようにした。

R4決算額（見
込み）

5,222千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

3 4

目標達成済み

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①AI-OCR、RPA

②11

③1324

担当者によるサポートや操作研
修会の開催により、目標数を超
える所属がAI等技術を活用して
効果を得た。

AI等を活用し、業務効率を
向上させた

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

導入ツール・活用所属数を拡大していく。

R4その他職員
従事割合

R4年度に改善した点

15

R4目標 R4実績

30%

会年職
員等

目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

20%

8 11

R3その他職員
従事割合

0千円

指標名

自治事務

744
経営
企画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

- 自治事務

マイナポイント設定
支援事業 マイナンバーカード新規取得者等に最大20,000 円

相当のポイントを付与する国のマイナポイント事業
について、申込みを自身で行うことが困難な市民の
ため、派遣職員等により申込手続に係る各種支援
を実施するものである。

期間

R3 R5

744
文書
行政
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R4 R9

優先

根拠法令

-

事業の目的及び具体的な内容

例規システム運用管
理委託事業

R3

期間

R3決算額

職員の法規業務の効率化及び市民への情報提供を
目的としているため、安定したシステムの稼働が必要
である。

0人

①システム稼働率

②

③

システム稼働率

0人

R5目標

R5目標

42.9%

会年職
員等

744

デジ
タル
戦略
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

最優先 自治事務

AI等技術推進事業

根拠法令

-

事業の目的及び具体的な内容

AI・RPA等の技術を活用し、事務効率を向上させ、
職員が「職員でなければ遂行できない業務」に時間
を振り向けることができるようにする。
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が貢献する項目

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R4)

成果

成果指標

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

計画
コード

R3予算現額 項目名

0千円

R4予算現額

29,168千円

R3正規職員
人件費

0.00 人 実績

0千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.74 人 評価者

～ 5,921千円 介護保険課長　中澤　宏和

R3予算現額 項目名

0千円

R4予算現額

7,400千円

R3正規職員
人件費

0.00 人 実績

0千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.64 人 評価者

～ 5,121千円 介護保険課長　中澤　宏和

R3予算現額 項目名

589千円

R4予算現額

1,604千円

R3正規職員
人件費

1.25 人 実績

9,975千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

1.08 人 評価者

～ 8,642千円 市民相談課長　守谷　秀明

①R4年11月30日までのセ
キュリティ強化改修実施

②R4年12月1日からの再リー
ス開始

R5目標

100.0%

- -

目標達成済

A

予定どおりシステム改修及び再
リースを実施できたため。

R4年度に改善した点

①予定台数を確保

②予定期日までに実施

③予定期日より利用開始

R4目標 R4実績

R4年度で更新自体は完了し、以降は定例
的な運用のみとなる。なお、標準準拠シス
テム導入に際して機器条件を考慮する必
要がある。

R4その他職員
従事割合

100.0%
介護保険制度における保
険者としての機能を妨げる
ことなく機器更新を行っ
た。

会年職
員等

①予定期日までに実施

②予定期日より開始

R4目標 R4実績

R4年度で更新自体は完了し、以降は定例
的な運用のみとなる。なお、今後は別事業
として標準準拠システム導入に対応する
必要があるとともに、標準準拠システム導
入前に行われる法改正への対応が必要と
なる。

R4その他職員
従事割合

100.0% 100.0%
介護保険制度における保
険者としての機能を妨げる
ことなくシステム更新を
行った。

会年職
員等

0人

-

個人情報開示請求は年間50～
100件程度で推移している中、不
服申立は1件生じており、目標は
達成されていない。このため、成
果指標での目標値には達しな
かったものの、不服申立から審
査に至る手続については、適正
な対応ができていると考える。
また、関係業務を担当する職員
に対しては、外部講師による個
人情報保護制度に関する研修
のほか内部講師による研修を併
せて実施するなどして、知識の
習得と意識の向上を図ってい
る。

個人情報に関する研修・啓発により、職員
の資質向上を図るとともに、特定個人情報
取扱点検・監査を実施するとともに適正管
理を推進する。
また、個人情報保護委員会が令和6年度
以降に実施する個人情報保護法に基づく
施行状況調査への対応に向けて、保有個
人情報に係る情報の蓄積その他の対応
の準備を進めていく。

個人情報を適切に取扱う
ことで、公正で信頼される
市政の推進に寄与した。

R4年度に改善した点
11 住み続けられるまちづ

くりを

開示請求に対する不服申立て率（％）
（不服申立て件数／請求件数×100）

令和3年度及び令和4年度において開示請求に
対する不服申立てが1件ずつ生じたことから、開
示請求に対する不服申立てが1件生じると見込
んで、1.5%を指標とした。

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
0千円 ①更新機器台数：デスクトップ

パソコン19台、ノートパソコン
16台、大型レーザープリンタ2
台、卓上レーザープリンタ3
台、スキャナ2台
②R4年11月30日までの事前
設定実施
③R4年12月1日からの利用開
始

活動項目の達成率
介護保険制度における保険者としての機能を停止す
ることなく事務を執行するためには、当該目標を達成
することが必須であるため。 R4年度新規事業のため改善点なし。

R4決算額（見
込み） 11 住み続けられるまちづ

くりを
7,323千円

会年職
員等

3 すべての人に健康と福
祉を

R4年度新規事業のため改善点なし。

R4決算額（見
込み） 11 住み続けられるまちづ

くりを
29,098千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

0人

R5目標

A

予定どおり機器更新を実施でき
たため。

100.0%

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析
R3その他職員
従事割合

100.0%

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

令和5年4月に施行した個人情報保護法改
正に対応すべく、事業の目的を達成できる
よう条例制定等を整備した。
また、職員向けの庁内新聞において、個
人情報保護制度の改正点について解説
し、各所属が個人情報を適切に取扱える
よう周知・啓発した。

R4決算額（見
込み）

1,465千円

R4その他職員
従事割合

会年職
員等

0.4人

根拠法令

744
介護
保険
課

実施計画ランク 事業の種別

特
別

B 自治事務

介護保険システム改
修事業 平成29年12月から5年リースで運用している介護保

険システムを令和4年12月以降更新するに当たり、
国による地方自治体業務システムの統一・標準化
の取組における標準準拠システムを導入するため
の検討及び作業期間を充分に確保することで円滑
な移行を図るため、従来のシステムを再リースし、
セキュリティ強化のため改修を行うものである。

期間

R4 R7

根拠法令

介護保険法

事業の目的及び具体的な内容

744
介護
保険
課

実施計画ランク 事業の種別

特
別

B 自治事務

介護保険システム機
器更新事業 平成29年12月から5年リースで運用している介護保

険システム機器を令和4年12月以降更新するに当
たり、従来機器は経年による劣化・性能陳腐化が
進んでいることから、介護保険システム稼働に必要
な各種調整を行った新規パソコン及び周辺機器へ
入れ替えるものである。

期間

R4 R9

介護保険法

事業の目的及び具体的な内容

市民
相談
課

開示請求を部分開示した事案について、不服申
し立てが1件あったため、目標値には未達成と
なった。

指標名

R4目標 R4実績

206千円

①個人情報開示請求等

②個人情報取扱事務届出書

目標設定の考え方・根拠

R4目標値が未達成の理由・分析

目標達成済

介護保険制度における保険者としての機能を停止す
ることなく事務を執行するためには、当該目標を達成
することが必須であるため。

目標設定の考え方・根拠

R4目標値が未達成の理由・分析

R3目標 R3実績

-

活動項目の達成率

R3決算額 指標名

R3目標 R3実績

R3決算額

0人

0千円

1.5%

0.0%

R5目標

会年職
員等

0人

0.0%
事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①65件

②1,065件

A

1.5%

1.6%

R3その他職員
従事割合

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

個人情報保護制度
推進事業

根拠法令

所沢市個人情報保護条例、所沢市個人情報保護条例施行規則、所沢市情報公開・個
人情報保護審議会条例、所沢市情報公開・個人情報保護審査会条例、所沢市特定個
人情報の安全管理に係る基本方針、所沢市特定個人情報の保護に関する取扱規程

事業の目的及び具体的な内容

市の保有する個人情報の適正な取扱を図り、個人
の権利や利益の保護と公正で信頼される市政の推
進を目的とする。
内容としては、個人情報開示請求等の相談と受
付、個人情報の取扱状況の把握及び出前講座や
研修を通じて、市民や職員への個人情報保護制度
の周知を図っている。

期間

H13

745
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が貢献する項目

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R4)

成果

成果指標

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

計画
コード

R3予算現額 項目名

213,555千円

R4予算現額

120,713千円

R3正規職員
人件費

7.60 人 実績

60,648千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

7.06 人 評価者

～ 56,494千円 市民課長　細田　和彦

R3予算現額 項目名

1,235千円

R4予算現額

1,049千円

R3正規職員
人件費

1.30 人 実績

10,374千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

1.18 人 評価者

～ 9,442千円 管財担当参事　高橋　国弘

R3予算現額 項目名

41,712千円

R4予算現額

42,070千円

R3正規職員
人件費

1.60 人 実績

12,768千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

1.65 人 評価者

～ 13,203千円 収税担当参事　大野　義彦

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①110,955件

②73,117件

③93,052枚

R4目標 R4実績

各まちづくりセンター等における申請サ
ポートや市内企業への出張受付などを行
うとともに、併せて関係各課と調整し、本
カード取得による利便性の周知を図るな
ど、申請件数の拡大に努めていく。

R4その他職員
従事割合

203,584件 73,117件

会年職
員等

39人

R5目標

129,888件

Ｃ

本カードの交付件数について
は、目標値を達成できなかった
ため、今後は交付率の高い自治
体などの対策を参考に研究して
いく。
市民への本カードの交付業務に
ついては、急増した申請件数に
伴い予約枠を増加し、部内職員
の応援や会計年度任用職員の
増員、派遣職員の雇用を行い対
応した。
しかしながら、交付スペースの拡
張が困難であったため、受付窓
口や交付ブースにおいて混雑し
た状況が続いた。

R4年度に改善した点

113,000件

令和5年10月からのプロポーザルによる契
約に向けて業務内容の効率化及び運用
の見直しを検討した。また、委託化した業
務の処理状況をこまめに管理しながら、定
例業務の運用について見直しに取り組む
ことで、事務処理の質や処理速度の向上
を図った。

R4決算額（見
込み）

42,069千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

デジタル社会の実現には
本カードが必須であり、多
くの市民にカードを交付す
ることで、デジタル社会の
実現に向けた貢献ができ
ている。

11 住み続けられるまちづ
くりを

市役所や各まちづくりセンター、各サービ
スコーナーにおいて、土曜開庁日の午後
や日曜日及び夜間に申請サポートを行っ
た。
7月より、市役所内に申請サポート会場を
常設した。（9時から17時まで）

R4決算額（見
込み）

85,520千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

34人

R4年度に改善した点

個人番号カード交付件数
個人番号カードの交付が事業の目的となっているた
め交付件数を指標とする

47,056件
令和4年度末までに全国民へ個人番号カードが
行き渡ることを想定して策定された交付円滑化
計画をもとに、令和4年度の目標値を設定した。
マイナポイント第2弾の対象となる本カードの申
請期限が令和5年2月末まで延長したことにより、
申請件数及び交付件数が急増したが、本カード
の利便性について理解を得られていないこと
や、申請や受取りが困難となる市民が一定数い
ることから、目標値が未達成であると考えられ
る。
このため、申請サポート等に併せて、本カード取
得による利便性の周知を関係部署と連携し図っ
ていく必要がある。

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

11 住み続けられるまちづ
くりを

41,712千円 ①口座振替関連補助業務処
理件数

②収納管理関連業務処理件
数

③滞納整理関連業務処理件
数

担当件数（市税・国民健康保険税）
※担当件数＝滞納整理処分対象件数／滞納整
理担当職員数

当該事業は、定例業務の委託化・滞納整理担当職員
の確保を通じて、きめ細やかな滞納整理の推進およ
び市民対応を目的とする事業である。このため、職員
１人あたりが担当する件数を指標とし、目標値として
は、前年より減らすことを目標としたい。

R3目標 R3実績

1000件/人

①個人番号カード申請件数

②個人番号カード交付件数

③個人番号カード受領枚数

889.0件/人

滞納整理担当職員数は昨年度と同数を確保す
ることができたが、滞納者数が増えたことにより
目標を達成することができなかった。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①1,073,619件

②765,842件

③5,024件

定例業務の内容や運用の見直し
等、来年度(令和5年度)からの運
用にむけた準備の進捗について
は、概ね順調であったと考えてい
る。
また事業目的とする、定例業務
の効率化ならびに滞納整理担当
職員の確保・増強という点におい
て、一定の効果があったものと
考えている。

業務を委託し、滞納整理
にかかる人員を確保する
ことで税収増を目指し、市
の財源を確保している。

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

委託した事務の効率的かつ安定的な運用
を目指すとともに、滞納整理担当職員を確
保し、きめ細やかな滞納整理の推進と収
納率の向上をはかる。

R4その他職員
従事割合

B

900件/人 963.0件/人

会年職
員等

0人

R5目標

181,756千円

市民
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

最優先 法定受託事務

地方税法、国税徴収法、国民健康保険法、所沢市
税条例、所沢市国民健康保険税条例

事業の目的及び具体的な内容

（目的）定例業務の委託化に伴う滞納整理担当職
員の確保と、収入額の増加及び収納率の向上。
（具体的な内容）
①収納情報の消込業務及び還付充当処理
②口座情報の登録及び廃止業務
③滞納整理に付随する調査業務
④上記業務に付随する事務処理

期間

H30

期間

H27

745

管財
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

優先 自治事務

マイナンバーカード
交付事業

根拠法令

番号法、住民基本台帳法

事業の目的及び具体的な内容

税分野・社会保障分野・災害時における手続に必
要な個人番号と本人確認が1枚でできる書類とし
て、希望する市民に対し個人番号カードの交付を行
うものであり、コンビニエンスストアにおける証明書
交付サービスなど市民サービスの向上に寄与す
る。なお、国はデジタル社会の早期実現のため、ほ
とんどの住民の本カード保有を想定している。

市有財産活用事業

根拠法令

所沢市財産規則、所沢市普通財産売払要綱

事業の目的及び具体的な内容

公有財産のうち、今後、利活用が見込めない未利
用地について、財源確保のため公募により売却す
るものである。

752
収税
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
+
特
別

優先 法定受託事務

市税収納管理等委
託事業

根拠法令

752

期間

H22

R3決算額

R4目標値が未達成の理由・分析

1件

R3その他職員
従事割合

1件

会年職
員等

0人

R5目標

16 平和と公正をすべての
人に

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①未実施（0件）

②実施済（1件）

③実施済（1件）

R4目標

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

当初売却予定であった東狭山ケ
丘一丁目の土地は、測量不調に
より一般競争入札を実施できな
かったが、平成２９年度と令和２
年度に入札不調となっていた若
狭四丁目の土地を、一般競争入
札により売却できたため。

R4年度に改善した点

R4実績
過去に入札を行ったが、応札なしの物件も
あるので、市場の動向も注視しながら、計
画的な売却を行っていく。

R4その他職員
従事割合

1件 未利用地を売却することで
財源を確保し、合わせて
毎年の維持管理費を削減
した。また、今後は市の税
収となることで、市の財源
確保に寄与した。

R4目標 R4実績

1000件/人

896千円

①測量

②不動産鑑定

③公募入札

用地の売却をもって業務完了となることから、売
却実績を指標とした。

用地の売却をもって業務完了となることから、売
却実績を指標とした。

特になし。

R4決算額（見
込み）

1件 1件
目標達成済。

178千円

会年職
員等

0人
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が貢献する項目

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R4)

成果

成果指標

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

計画
コード

R3予算現額 項目名

1,198千円

R4予算現額

2,357千円

R3正規職員
人件費

0.52 人 実績

4,150千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

1.45 人 評価者

～ 11,603千円 経営企画課長　小池　純一

R3予算現額 項目名

251,980千円

R4予算現額

259,463千円

R3正規職員
人件費

2.23 人 実績

17,795千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

2.23 人 評価者

～ 17,844千円 管財担当参事　高橋　国弘

R3予算現額 項目名

23,443千円

R4予算現額

29,500千円

R3正規職員
人件費

0.98 人 実績

7,820千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.83 人 評価者

～ 6,642千円 管財担当参事　高橋　国弘

715,675.08㎡(H29)以
下

会年職
員等

11 住み続けられるまちづ
くりを

1,172千円

①長寿命化改修に向けた先
進自治体視察及びアンケート

②日常点検の実施

公共施設の総面積 ・公共施設マネジメントシステムに搭載す
るデータおよび機能について整理し、短期
予防保全の効率化と「公共施設の総量適
正化」に向けた状況の把握に努めた。

「所沢市公共施設長寿命化計画」に基づく
長寿命化改修に向けた準備を進めてい
く。

R4その他職員
従事割合

715,675.08㎡(H29)以
下

718,287.15㎡

公共建築物の修繕を財政
負担の平準化を図りなが
ら計画的に進めた。

R3決算額

R3決算額

R3その他職員
従事割合

指標名

R3目標

B

「所沢市公共施設長寿命化計
画」に基づく複合化の実施時期
に到達していないため、総面積
の設定目標は達成していない。
公共施設等総合管理計画の改
訂及び公共施設長寿命化計画
の策定を実施し、「公共施設の
総量適正化」に向けて計画的な
マネジメントを実践していく。

R4年度に改善した点

0人

指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

R4決算額（見
込み）

715,675.08㎡(H29)以
下

718,037.74㎡

施設の更新等に伴い、公共施設の床面積が増
加したため、また、「所沢市公共施設長寿命化計
画」に基づく複合化の実施時期に到達していな
いため。

R5目標

38件

16.0%

指標名 目標設定の考え方・根拠

R3実績

27件

計画的に行っている修繕と異なり、突発的に発
生した修繕に多額の費用がかかったため

公共施設等総合管理計画に掲げる「公共施設
の総量適正化」の状況を測るため、公共施設（イ
ンフラを除く）の総面積を指標とする。

2,155千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

会年職
員等

1人

R5目標

R3目標

754
経営
企画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

公共施設マネジメン
ト推進事業

根拠法令

インフラ長寿命化基本計画、所沢市公共施設等総
合管理計画、所沢市公共施設長寿命化計画

事業の目的及び具体的な内容

公共施設等の総合的かつ計画的な管理を進める。

期間

H23

754

754

管財
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

優先 自治事務

市庁舎管理事業

根拠法令

所沢市庁舎管理規則

事業の目的及び具体的な内容

本事業は、庁舎の効率的かつ効果的な運用を行う
ことで、安全かつ快適な施設の運用を図るものであ
る。

期間

S61

管財
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

優先 自治事務

市庁舎修繕事業

根拠法令

-

事業の目的及び具体的な内容

　本事業は、市庁舎施設の老朽化に伴う設備の不
具合箇所等を改善し、建物・空調・機械・電気・衛生
設備等の設備性能を維持改善することにより、来庁
者や職員の安全確保、快適性や執務環境の向上・
充実を図るため、市庁舎の修繕を行うものである。

期間

S63 40件

40件

R5目標

29,500千円

R3決算額

R4その他職員
従事割合

①19件

②10件

③9件

R4目標 R4実績

多くの市庁舎設備は老朽化し、故障頻発
や保守部品の入手が困難等により修理に
多くの時間を要す状況であることから、今
後は関係各課と調整し、設備本体の更新
を図っていく。

B

夏期、冬期における節電の取り
組みにより、環境負荷の削減に
努めた。

R4年度に改善した点

R4目標値が未達成の理由・分析

R4実績

5.0%

R3その他職員
従事割合

Ａ

R4年度に改善した点

会年職
員等

0人

40件

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①6件

②395件

R4目標 R4実績

7 エネルギーをみんなにそ
してクリーンに

23,394千円

①建築・衛生・厨房設備修繕
件数

②電気設備修繕件数

③空調・機械設備修繕件数

①建築・衛生・厨房設備修繕件数

②電気設備修繕件数

③空調・機械設備修繕件数

修繕必要条件における達成件数

特になし

R4決算額（見
込み）

目標設定の考え方・根拠

R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①113,850,874円

②2,551,952ｋｗｈ

R4目標

老朽化の度合いを考慮しつつ、
予算の範囲内で効率的修繕・工
事を実施した。

来庁者が気持ちよく庁舎を利用していただ
けるよう、市民サービスの維持・向上を図
りながら、省エネ・省資源に向けた管理運
営に取り組んでいくR4その他職員

従事割合
5.0%

「ところざわ未来電力」を通
じた環境に優しい電力の
利用で二酸化炭素排出量
の削減に大きく貢献した。

平成２２年度と比較した年間電力使用量削減率
（２２年度年間電力使用量　3,029,809ｋWｈ）

夏期、冬期における節電の取り組みによ
り、環境負荷の削減に努めた。

R4決算額（見
込み）

258,028千円

会年職
員等

1人

「環境配慮事項等伝達書」
に基づき、再資源資材の
活用や安心安全な労働環
境の促進に努めた

5.0% 12.0%

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

7 エネルギーをみんなにそ
してクリーンに

250,456千円

①公共料金の支払料金
　（電気・ガス・上下水道・電
話）

②電力使用量

庁舎年間電力使用量の削減
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が貢献する項目

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R4)

成果

成果指標

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

計画
コード

R3予算現額 項目名

0千円

R4予算現額

11,990千円

R3正規職員
人件費

0.00 人 実績

0千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.10 人 評価者

～ 800千円 高齢者支援課長　溝井　光正

R3予算現額 項目名

0千円

R4予算現額

12,500千円

R3正規職員
人件費

0.00 人 実績

0千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

0.10 人 評価者

～ 800千円 高齢者支援課長　溝井　光正

R3予算現額 項目名

0千円

R4予算現額

0千円

R3正規職員
人件費

3.00 人 実績

23,940千円 どのように貢献したか

R4正規職員
人件費

2.65 人 評価者

～ 21,205千円 営繕担当参事　森田　幸夫

目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

11 住み続けられるまちづ
くりを

100.0%

0千円

①契約・機器発注
②改修工事

事業の進捗率

所沢市公共施設長寿命化計画に統合され
たことで、施設の統廃合や長寿命化改修
（大規模改修）の予定も勘案した計画策定
が必要となっていく。このため、これまで以
上に経営企画課や施設所管課との協議、
連絡を密に取っていく。

R4その他職員
従事割合

公共建築物の修繕を財政
負担の平準化を図りなが
ら計画的に進めた。

12件

会年職
員等

0人

18件 18件

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

会年職
員等

Ａ

成果指標の目標値を達成した。

R4年度に改善した点

0千円
①予防保全計画に基づく工
事予定件数

②予防保全計画に基づく工
事実施件数

予防保全計画に基づく工事実施件数
対象施設の築年数や修繕後の経過年数及び老朽
度、市の財政状況を勘案し、関係各課と協議を行い、
目標を設定する。

対象施設の老朽度による工事の優先順位
や市の財政状況を勘案してＲ4年度目標
の工事予定件数を見直した。

R4決算額（見
込み）

0千円

R3決算額 指標名

①12件

②12件

R4目標 R4実績

R3その他職員
従事割合

0人

R5目標

12件

14件

754
営繕
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

公共施設長寿命化
計画に基づく予防保
全計画推進事業

根拠法令

建築基準法

事業の目的及び具体的な内容

建築物については、建築後３０年を経過すると急激
に劣化が進行するとされており、所沢市の公共建
築物においても築後３０年を経過するものが増加し
ていくことを踏まえ、建築物の劣化が進行する前の
予防保全に取り組むため平成１８年度に「所沢市公
共建築物修繕計画」を策定し、その後令和３年度に
は「所沢市公共施設長寿命化計画」に内容を継承
し「予防保全計画」として統合された。この予防保全
計画により、建築物の修繕を計画的に進行管理し、
単年度に修繕工事が集中する事態を避けて財政
負担を平準化するとともに、既存建築物の延命化を
図り有効活用していく。

期間

H18

期間

R4 R5

- -
会年職
員等

0人

754
高齢
者支
援課

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

①契約締結し、機器発注済

R4目標 R4実績

R4その他職員
従事割合

20.0%

実施計画ランク 事業の種別

一
般

- 自治事務

新所沢けやき通り老
人デイサービスセン
ター空調設備等改修
事業

根拠法令

－

事業の目的及び具体的な内容

新所沢けやき通り老人デイサービスセンターのガス
式ヒートポンプマルチエアコンが故障したことから、
サービスに支障を来すことがないよう改修工事を実
施するものである。

利用者が健康・安全に過
ごすための施設環境の整
備に貢献。

A

高齢者が安心して施設を利用で
きるよう、空調設備改修事業費
を速やかに予算化し、工事に着
手したため。

R4年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を

-

R4決算額（見
込み） 11 住み続けられるまちづ

くりを
4,600千円

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

施設の利用制限を最小限に留め、工事期
間中における利用者への安全に十分配慮
し、速やかに工事を完了をする。

目標設定の考え方・根拠

会年職
員等

0人

R5目標

754
高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

- 自治事務

ところ荘老人デイ
サービスセンター等
空調設備改修事業

根拠法令

－

事業の目的及び具体的な内容

ところ荘老人デイサービスセンター（併設の老人憩
の家ところ荘のホームを含む。）の空調設備が故障
したことから、サービスに支障を来すことがないよう
改修工事を実施するものである。

期間

R4 R5

本事業は、施設の空調設備等を令和4・5年度の継続
事業で実施するものであるため、それぞれの年度で
の進捗管理が重要であることから事業の進捗率を指
標とする。

A

R3決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績 R4目標値が未達成の理由・分析

会年職
員等

R3その他職員
従事割合

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R4目標 R4実績

施設の利用制限を最小限に留め、工事期
間中における利用者への安全に十分配慮
し、速やかに工事を完了をする。

R4その他職員
従事割合

20.0%

R3決算額 指標名

目標達成済み

0人

-

5,000千円

-

目標達成済み

11 住み続けられるまちづ
くりを

20.0%

100.0%

3 すべての人に健康と福
祉を

20.0%

高齢者が安心して施設を利用で
きるよう、空調設備改修事業費
を速やかに予算化し、工事に着
手したため。

R4年度に改善した点

0千円

①契約・機器発注
②改修工事

事業の進捗率

本事業は、施設の空調設備等を令和4・5年度の継続
事業で実施するものであるため、それぞれの年度で
の進捗管理が重要であることから事業の進捗率を指
標とする。 -

R4決算額（見
込み）

R3その他職員
従事割合

①契約締結し、機器発注済
利用者が健康・安全に過
ごすための施設環境の整
備に貢献。会年職

員等
0人

R5目標
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